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科学技術指標2021 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所(NISTEP)  科学技術予測・政策基盤調査研究センター 

要旨 

「科学技術指標」は、日本の科学技術活動を客観的・定量的データに基づき、体系的に把握す

るための基礎資料である。科学技術活動を「研究開発費」、「研究開発人材」、「高等教育と科学

技術人材」、「研究開発のアウトプット」、「科学技術とイノベーション」の 5 つのカテゴリーに分類し、

約 160の指標で日本の状況を表している。本報告書は毎年公表しており、論文及び特許の指標に

ついては、NISTEP 独自の調査分析結果の最新値が掲載されている。 

今回の「科学技術指標 2021」では新たな指標として、「主要国における総付加価値に対する各

産業のシェア」、「主要国への商標出願状況と主要国からの商標出願状況」等を分析した。また、

「科学技術と社会」に関連したコラムとして「大学研究組織における科学コミュニケーション活動」や

「人々の情報に対する意識やオンラインニュースに対する信頼度等」について紹介した。 

主要な指標から日本の状況を見ると、研究開発費、研究者数は共に主要国(日米独仏英中韓

の 7 か国)中第 3 位、論文数(分数カウント法)は世界第 4 位、パテントファミリー(2 か国以上への特

許出願)数では世界第 1 位である。これらは昨年から引き続き同じ順位であるが、注目度の高い論

文数(分数カウント)では世界第 9 位から第 10 位となった。中国が注目度の高い論文数で初めて米

国を上回り、世界第 1 位となった。 

 

Japanese Science and Technology Indicators 2021  
Center for S&T Foresight and Indicators  
National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP), MEXT 
ABSTRACT 

“Science and Technology Indicators” is a basic resource for understanding Japanese science and 
technology activities based on objective and quantitative data.  It classifies science and technology 
activities into five categories, such as R&D Expenditure; R&D Personnel; Higher Education and 
S&T personnel; Output of R&D; and Science, Technology, and Innovation and shows the state of 
Japanese science and technology activities with approximately 160 indicators.  The report is 
published annually and shows the latest results of the analyses of scientific publications and patent 
applications conducted by the NISTEP. 

This edition of “Science and Technology Indicators 2021” includes new indicators such as "the 
share of each industry in total value added in major countries" and "the status of trademark 
applications to and from major countries". As columns related to "Science, technology and society", 
"Science communication by research institutes" and "People's awareness on information and 
confidence to online news" were introduced. 

Overviewing the latest Japan’s situation from “Science and Technology Indicators 2021,” it was 
found that the R&D expenditure and the number of researchers in Japan are the third largest in major 
countries (Japan, U.S., Germany, France, U.K., China and Korea).  The number of scientific 
publications in Japan (fractional counting method) is the fourth in the world. Japan continues to be 
the world first place in the patent family (patent applications to more than two countries).  These 
trends continue from the previous two editions, but in terms of the number of scientific publications 
with high citations (fractional counting method), Japan has moved from ninth to tenth in the world. 
China surpassed the United States for the first time and ranked first among major countries in 



scientific publications with high citations (fractional counting method).  



scientific publications with high citations (fractional counting method).  
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ᴫ せ 

 

䛂科学技術指標䛃䛿、ᡃ䛜国の科学技術άືをᐈほⓗ・ᐃ㔞ⓗデータに基䛵䛝、య⣔ⓗにᢕᥱ䛩るた

䜑の基♏㈨ᩱ䛷䛒䜚、科学技術άືを䛂研究開Ⓨ㈝䛃、䛂研究開Ⓨேᮦ䛃、䛂㧗➼教育䛸科学技術ேᮦ䛃、

䛂研究開Ⓨの䜰䜴䝖䝥䝑䝖䛃、䛂科学技術䛸イノベーション䛃の 5 つの䜹䝔䝂䝸ーに分㢮し、⣙ 160 の指標䛷

日本及び主せ国の≧ἣを⾲している。 

本ᴫせ䛷䛿䛂科学技術指標 2021䛃に䛚いて、ὀ┠䛩䜉䛝指標を⤂䛩る。 

 

㸯㸬せ࡞ᣦᶆࡿࡅ࠾᪥ᮏྥືࡢ 

主せ䛺指標に䛚䛡る日本のືྥ䛿、以下の㏻䜚䛷䛒る。䛚䛚䜐䛽科学技術指標 2020 䛸ྠᵝの㡰

䛷䛒る䛜、Top10䠂補正ㄽ文ᩘについて䛿㡰を下げ 10 䛸䛺䛳た。日本䛿ከ䛟の指標䛷、⡿国䜔中

国に⥆䛟 3 に⨨䛩る䛜、以㝆䛷㏙䜉る䜘䛖にఙび䛸い䛖Ⅼ䛷䛿の主せ国䛸ẚ䜉て小䛥い䜒の䛜ከ

い。 

 

䛆ᴫせᅗ⾲ 1䛇 せ䛺ᣦᶆ䛻䛚䛡䜛᪥ᮏ䛾ືྥ 

ᣦᶆ 
᪥ᮏ䛾㡰
䛾ኚ 

᪥ᮏ䛾ᩘ್ ഛ ⪃ 

◊✲㛤Ⓨ㈝ 3 䊻3  18.0  1 䠖⡿ᅜ䚸2 䠖୰ᅜ 

ᴗ 3 䊻3  14.2  1 䠖⡿ᅜ䚸2 䠖୰ᅜ 

Ꮫ 4 䊻4  2.1  1 䠖⡿ᅜ䚸2 䠖୰ᅜ䚸3 䠖䝗䜲䝒 

බⓗᶵ㛵 4 䊻4  1.4  1 䠖୰ᅜ䚸2 䠖⡿ᅜ䚸3 䠖䝗䜲䝒 

◊✲⪅ 3 䊻3  68.2 ே 1 䠖୰ᅜ䚸2 䠖⡿ᅜ 

ᴗ 3 䊻3  50.7 ே 1 䠖୰ᅜ䚸2 䠖⡿ᅜ 
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ᴫ
ࠉ
せ



概要 

- 2 - 

２２．．研研究究開開発発費費かからら見見るる日日本本とと主主要要国国のの状状況況  

((11)) 日日本本のの大大学学部部門門やや公公的的機機関関部部門門のの研研究究開開発発費費のの伸伸びびはは他他のの主主要要国国とと比比べべてて小小ささいい。。  

米国の大学部門の研究開発費は主要国の中で 1 番の規模を維持している。中国は 2012 年に日本

(OECD 推計)を上回った。中国の公的機関部門の研究開発費は 2013 年に米国を上回り、2019 年では

主要国の中で 1 番の規模である。ドイツは 2000 年代中ごろから増加傾向にあり、2010 年以降は日本を

上回っている。 

【【概概要要図図表表 22】】  大大学学とと公公的的機機関関部部門門のの研研究究開開発発費費名名目目額額((OOEECCDD 購購買買力力平平価価換換算算))  

((AA))大大学学  ((BB))公公的的機機関関  

 
参照：科学技術指標 2021 図表 1-3-11 参照：科学技術指標 2021 図表 1-3-1 

 

((22)) 日日本本、、ドドイイツツ、、中中国国、、韓韓国国でではは製製造造業業のの重重みみがが大大ききくく、、フフラランンスス、、英英国国でではは非非製製造造業業のの重重みみがが

大大ききいい。。米米国国はは製製造造業業のの重重みみがが大大ききいいがが非非製製造造業業もも一一定定のの規規模模をを持持っってていいるる。。  

最新年の企業部門の研究開発費を見ると、米国は「情報通信業」、日本やドイツは「輸送用機器製造

業」、フランスや英国は「専門・科学・技術サービス業」、中国や韓国は「コンピュータ、電子・光学製品製

造業」が大きな規模を持っている。 

【【概概要要図図表表 33】】  主主要要国国ににおおけけるる企企業業部部門門のの産産業業分分類類別別研研究究開開発発費費  

 
注：（）内の数値は、各国最新年の非製造業の割合。 
参照：科学技術指標 2021 図表 1-3-6 
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㸰㸬◊✲㛤Ⓨ㈝ࡽぢࡿ᪥ᮏせᅜࡢ≧ἣ 

(1) ᪥ᮏ䛾Ꮫ㒊㛛䜔බⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ఙ䜃䛿䛾せᅜ䛸ẚ䜉䛶ᑠ䛥䛔䚹 

⡿国の学部㛛の研究開Ⓨ㈝䛿主せ国の中䛷 1 ␒のつᶍを⥔ᣢしている。中国䛿 2012 ᖺに日本

(OECD 推ィ)を上ᅇ䛳た。中国の公ⓗᶵ㛵部㛛の研究開Ⓨ㈝䛿 2013 ᖺに⡿国を上ᅇ䜚、2019 ᖺ䛷䛿

主せ国の中䛷 1 ␒のつᶍ䛷䛒る。䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦中䛤䜝からቑຍഴྥに䛒䜚、2010 ᖺ以㝆䛿日本を

上ᅇ䛳ている。 

䛆ᴫせᅗ⾲ 2䛇 Ꮫ䛸බⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ྡ┠㢠(OECD ㉎㈙ຊᖹ౯⟬) 

(A)Ꮫ (B)බⓗᶵ㛵 

 
ཧ↷䠖⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ 2021 ᅗ⾲ 1-3-11 ཧ↷䠖⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ 2021 ᅗ⾲ 1-3-1 

 

(2) ᪥ᮏ䚸䝗䜲䝒䚸୰ᅜ䚸㡑ᅜ䛷䛿〇㐀ᴗ䛾㔜䜏䛜䛝䛟䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䛷䛿㠀〇㐀ᴗ䛾㔜䜏䛜

䛝䛔䚹⡿ᅜ䛿〇㐀ᴗ䛾㔜䜏䛜䛝䛔䛜㠀〇㐀ᴗ䜒୍ᐃ䛾つᶍ䜢ᣢ䛳䛶䛔䜛䚹 

᭱新ᖺの企業部㛛の研究開Ⓨ㈝をぢる䛸、⡿国䛿䛂情報㏻ಙ業䛃、日本䜔䝗イ䝒䛿䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀

業䛃、䝣ランス䜔ⱥ国䛿䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃、中国䜔㡑国䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子・ග学〇ရ〇

㐀業䛃䛜䛝䛺つᶍをᣢ䛳ている。 

䛆ᴫせᅗ⾲ 3䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛ᴗ㒊㛛䛾⏘ᴗ分㢮ู◊✲㛤Ⓨ㈝ 
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5 ᖺ๓䛸ẚ㍑䛩る䛸 1.5䠂ῶ䛷䛒る。公ⓗᶵ㛵部㛛䛷䛿、䝗イ䝒、日本䛜中国に⥆いている䛜、䝗イ䝒の研
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((33)) 日日本本のの女女性性研研究究者者数数のの割割合合はは主主要要国国とと比比べべてて低低いいがが、、新新規規採採用用研研究究者者にに占占めめるる女女性性研研究究

者者のの割割合合はは増増加加ししてていいるる。。  

主要国の女性研究者の全研究者に占める割合は、いずれの国でも企業において、低い傾向にある。

日本の女性研究者数の割合は、いずれの部門においても他国と比較すると低い。日本における新規採

用研究者数の状況を見ると、いずれの部門においても女性の新規採用研究者数の割合は、各部門の

女性研究者割合よりも高い傾向にある。 
 

【【概概要要図図表表 66】】  主主要要国国のの女女性性研研究究者者数数のの部部門門ごごととのの割割合合  【【概概要要図図表表 77】】  日日本本のの男男女女別別新新規規採採用用研研究究者者  

    
参照：科学技術指標 2021 図表 2-1-11 参照：科学技術指標 2021 図表 2-1-18(A) 

 

 

４４．．大大学学生生・・大大学学院院生生かからら見見るる日日本本とと主主要要国国のの状状況況 

((11)) 日日本本のの博博士士号号取取得得者者数数はは減減少少傾傾向向ににああるる。。  

各国最新年度において、博士号取得者数が最も多いのは米国（9.2 万人）であり、中国（6.1 万人）、ド

イツ(2.8 万人)と続いている。日本は 1.5 万人である。2000 年度（中国は 2005 年度）と最新年度を比較

すると 2 倍以上となっているのは韓国、中国、米国、英国である。ドイツとフランスはほぼ横ばいに推移し、

日本については 2006 年度をピークに減少傾向にある。 
 

【【概概要要図図表表 88】】  主主要要国国のの博博士士号号取取得得者者数数のの推推移移  

  
 
参照：科学技術指標 2021 図表 3-4-4(A) 
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((33)) 日日本本のの女女性性研研究究者者数数のの割割合合はは主主要要国国とと比比べべてて低低いいがが、、新新規規採採用用研研究究者者にに占占めめるる女女性性研研究究

者者のの割割合合はは増増加加ししてていいるる。。  

主要国の女性研究者の全研究者に占める割合は、いずれの国でも企業において、低い傾向にある。

日本の女性研究者数の割合は、いずれの部門においても他国と比較すると低い。日本における新規採

用研究者数の状況を見ると、いずれの部門においても女性の新規採用研究者数の割合は、各部門の

女性研究者割合よりも高い傾向にある。 
 

【【概概要要図図表表 66】】  主主要要国国のの女女性性研研究究者者数数のの部部門門ごごととのの割割合合  【【概概要要図図表表 77】】  日日本本のの男男女女別別新新規規採採用用研研究究者者  

    
参照：科学技術指標 2021 図表 2-1-11 参照：科学技術指標 2021 図表 2-1-18(A) 

 

 

４４．．大大学学生生・・大大学学院院生生かからら見見るる日日本本とと主主要要国国のの状状況況 

((11)) 日日本本のの博博士士号号取取得得者者数数はは減減少少傾傾向向ににああるる。。  

各国最新年度において、博士号取得者数が最も多いのは米国（9.2 万人）であり、中国（6.1 万人）、ド

イツ(2.8 万人)と続いている。日本は 1.5 万人である。2000 年度（中国は 2005 年度）と最新年度を比較

すると 2 倍以上となっているのは韓国、中国、米国、英国である。ドイツとフランスはほぼ横ばいに推移し、

日本については 2006 年度をピークに減少傾向にある。 
 

【【概概要要図図表表 88】】  主主要要国国のの博博士士号号取取得得者者数数のの推推移移  

  
 
参照：科学技術指標 2021 図表 3-4-4(A) 
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((22)) 日日本本ににおおけけるる男男性性のの博博士士課課程程入入学学者者数数はは減減少少ししてていいるる。。女女性性のの博博士士課課程程入入学学者者はは長長期期的的にに

増増加加ししてていいたたがが、、過過去去 1100 年年間間はは微微減減ししてていいるる。。  

日本の学部・修士課程・博士課程への入学者数を 4 時点で見ると、女性の学部入学者数は増加、修

士・博士課程の入学者数は 3 時点目（2010 年度）まで増加、4 時点目（2020 年度）では微減している。

男性については、学部及び博士課程入学者数は 2 時点目（2000 年度）まで増加、その後は減少してい

る。特に博士課程入学者数の減少は顕著である。 

 

【【概概要要図図表表 99】】  学学部部・・修修士士課課程程・・博博士士課課程程別別入入学学者者数数（（女女性性とと男男性性））  
 

((AA))女女性性入入学学者者  

 
 

((BB))男男性性入入学学者者  

 
参照：科学技術指標 2021 図表 3-2-7 
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５５．．研研究究開開発発ののアアウウトトププッットトかからら見見るる日日本本とと主主要要国国のの状状況況  

((11)) 日日本本のの論論文文数数はは横横ばばいいでであありり、、他他国国・・地地域域のの増増加加にによよりり順順位位をを下下げげてていいるる。。TToopp1100％％補補正正論論

文文数数でで日日本本のの順順位位低低下下がが顕顕著著ででああるる。。中中国国はは TToopp1100％％補補正正論論文文数数ででもも、、世世界界第第 11 位位ととななっったた。。

論文の生産への貢献度を見る分数カウント法では、日本の論文数(2017-2019 年の平均)は、中、米、

独に次ぐ第 4 位である。日本は Top10％補正論文数では第 10 位である。前年と比べて順位を 1 つ下げ

た。中国は米国を抜き、Top10％補正論文数でも世界第 1 位になった。 

Top10％補正論文数シェアの分野バランスを見ると、日本は、「物理学」、「臨床医学」、「化学」のシェ

アが他分野と比べて高い。米国は、「臨床医学」、「基礎生命科学」、「物理学」のシェアが高い。中国は、

「材料科学」、「化学」、「工学」、「計算機・数学」のシェアが高い。 

【【概概要要図図表表 1100】】  国国・・地地域域別別論論文文数数、、TToopp1100％％補補正正論論文文数数：：上上位位 1100 かか国国・・地地域域((自自然然科科学学系系、、分分数数カカウウンントト法法))  

注： 分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年(Publication year, PY)を用いた。被引用数は、2020 年末の値を用いている。 
参照：科学技術指標 2021 図表 4-1-6 

【【概概要要図図表表 1111】】  主主要要国国のの分分野野毎毎のの論論文文数数シシェェアアとと TToopp1100％％補補正正論論文文数数シシェェアアのの比比較較  

((％％、、22001177--22001199 年年((PPYY))、、分分数数カカウウンントト法法))  

  

注： 分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年(Publication year, PY)を用いた。被引用数は、2020 年末の値を用いている。 
参照：科学技術指標 2021 図表 4-1-10

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 202,446 28.3 1 米国 242,115 23.4 1 中国 353,174 21.8 1
日本 62,684 8.8 2 中国 95,939 9.3 2 米国 285,717 17.6 2
ドイツ 50,931 7.1 3 日本 65,612 6.3 3 ドイツ 68,091 4.2 3
英国 50,325 7.0 4 ドイツ 56,758 5.5 4 日本 65,742 4.1 4
フランス 37,436 5.2 5 英国 53,854 5.2 5 英国 63,575 3.9 5
カナダ 24,350 3.4 6 フランス 41,801 4.0 6 インド 63,435 3.9 6
イタリア 24,062 3.4 7 イタリア 35,911 3.5 7 韓国 50,286 3.1 7
ロシア 22,731 3.2 8 カナダ 33,846 3.3 8 イタリア 47,772 2.9 8
中国 19,575 2.7 9 インド 32,467 3.1 9 フランス 44,815 2.8 9
スペイン 16,544 2.3 10 韓国 28,430 2.7 10 カナダ 42,188 2.6 10

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 30,610 42.8 1 米国 36,196 34.9 1 中国 40,219 24.8 1
英国 5,973 8.4 2 中国 7,832 7.6 2 米国 37,124 22.9 2
ドイツ 4,847 6.8 3 英国 7,250 7.0 3 英国 8,687 5.4 3
日本 4,336 6.1 4 ドイツ 6,265 6.0 4 ドイツ 7,248 4.5 4
フランス 3,532 4.9 5 日本 4,437 4.3 5 イタリア 5,404 3.3 5
カナダ 2,849 4.0 6 フランス 4,432 4.3 6 オーストラリア 4,879 3.0 6
イタリア 2,046 2.9 7 カナダ 3,951 3.8 7 カナダ 4,468 2.8 7
オランダ 1,797 2.5 8 イタリア 3,279 3.2 8 フランス 4,246 2.6 8
オーストラリア 1,628 2.3 9 オーストラリア 2,711 2.6 9 インド 4,082 2.5 9
スペイン 1,309 1.8 10 スペイン 2,705 2.6 10 日本 3,787 2.3 10
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５５．．研研究究開開発発ののアアウウトトププッットトかからら見見るる日日本本とと主主要要国国のの状状況況  

((11)) 日日本本のの論論文文数数はは横横ばばいいでであありり、、他他国国・・地地域域のの増増加加にによよりり順順位位をを下下げげてていいるる。。TToopp1100％％補補正正論論

文文数数でで日日本本のの順順位位低低下下がが顕顕著著ででああるる。。中中国国はは TToopp1100％％補補正正論論文文数数ででもも、、世世界界第第 11 位位ととななっったた。。  

論文の生産への貢献度を見る分数カウント法では、日本の論文数(2017-2019 年の平均)は、中、米、

独に次ぐ第 4 位である。日本は Top10％補正論文数では第 10 位である。前年と比べて順位を 1 つ下げ

た。中国は米国を抜き、Top10％補正論文数でも世界第 1 位になった。 

Top10％補正論文数シェアの分野バランスを見ると、日本は、「物理学」、「臨床医学」、「化学」のシェ

アが他分野と比べて高い。米国は、「臨床医学」、「基礎生命科学」、「物理学」のシェアが高い。中国は、

「材料科学」、「化学」、「工学」、「計算機・数学」のシェアが高い。 

【【概概要要図図表表 1100】】  国国・・地地域域別別論論文文数数、、TToopp1100％％補補正正論論文文数数：：上上位位 1100 かか国国・・地地域域((自自然然科科学学系系、、分分数数カカウウンントト法法))  

 
 
注： 分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年(Publication year, PY)を用いた。被引用数は、2020 年末の値を用いている。 
参照：科学技術指標 2021 図表 4-1-6 
 

【【概概要要図図表表 1111】】  主主要要国国のの分分野野毎毎のの論論文文数数シシェェアアとと TToopp1100％％補補正正論論文文数数シシェェアアのの比比較較  

((％％、、22001177--22001199 年年((PPYY))、、分分数数カカウウンントト法法))  

  

  

  

  

  

  

  

  
 
 
 
 
注： 分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年(Publication year, PY)を用いた。被引用数は、2020 年末の値を用いている。 
参照：科学技術指標 2021 図表 4-1-10

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 202,446 28.3 1 米国 242,115 23.4 1 中国 353,174 21.8 1
日本 62,684 8.8 2 中国 95,939 9.3 2 米国 285,717 17.6 2
ドイツ 50,931 7.1 3 日本 65,612 6.3 3 ドイツ 68,091 4.2 3
英国 50,325 7.0 4 ドイツ 56,758 5.5 4 日本 65,742 4.1 4
フランス 37,436 5.2 5 英国 53,854 5.2 5 英国 63,575 3.9 5
カナダ 24,350 3.4 6 フランス 41,801 4.0 6 インド 63,435 3.9 6
イタリア 24,062 3.4 7 イタリア 35,911 3.5 7 韓国 50,286 3.1 7
ロシア 22,731 3.2 8 カナダ 33,846 3.3 8 イタリア 47,772 2.9 8
中国 19,575 2.7 9 インド 32,467 3.1 9 フランス 44,815 2.8 9
スペイン 16,544 2.3 10 韓国 28,430 2.7 10 カナダ 42,188 2.6 10

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 30,610 42.8 1 米国 36,196 34.9 1 中国 40,219 24.8 1
英国 5,973 8.4 2 中国 7,832 7.6 2 米国 37,124 22.9 2
ドイツ 4,847 6.8 3 英国 7,250 7.0 3 英国 8,687 5.4 3
日本 4,336 6.1 4 ドイツ 6,265 6.0 4 ドイツ 7,248 4.5 4
フランス 3,532 4.9 5 日本 4,437 4.3 5 イタリア 5,404 3.3 5
カナダ 2,849 4.0 6 フランス 4,432 4.3 6 オーストラリア 4,879 3.0 6
イタリア 2,046 2.9 7 カナダ 3,951 3.8 7 カナダ 4,468 2.8 7
オランダ 1,797 2.5 8 イタリア 3,279 3.2 8 フランス 4,246 2.6 8
オーストラリア 1,628 2.3 9 オーストラリア 2,711 2.6 9 インド 4,082 2.5 9
スペイン 1,309 1.8 10 スペイン 2,705 2.6 10 日本 3,787 2.3 10
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((22)) 日日本本ははパパテテンントトフファァミミリリーー((22 かか国国以以上上へへのの特特許許出出願願))数数ににおおいいてて、、世世界界第第 11 位位をを保保っってていいるる。。中中

国国ののシシェェアア増増加加にに伴伴いい、、「「情情報報通通信信技技術術」」、、「「電電気気工工学学」」ににおおけけるる日日本本ののシシェェアアはは低低下下ししてていいるる。。  

特許出願に着目し、各国・地域から生み出される発明の数を国際比較可能な形で計測したパテントフ

ァミリー数を見ると、1994-1996 年は米国が第 1 位、日本が第 2 位であったが、2004-2006 年、2014-

2016 年では日本が第 1 位、米国が第 2 位となっている。中国は 2014-2016 年で第 5 位であるが、着実

にその数を増やしている。 

技術分野のバランスを見ると、日本は「電気工学」、「一般機器」、米国は「バイオ・医療機器」、「バイオ

テクノロジー・医薬品」、中国では「情報通信技術」、「電気工学」のシェアが高い。10 年前と比較して、中

国のシェアは拡大しているのに対して、日本の「情報通信技術」、「電気工学」のシェアは縮小している。 

 

【【概概要要図図表表 1122】】  主主要要国国・・地地域域別別パパテテンントトフファァミミリリーー数数：：上上位位 1100 かか国国・・地地域域  

 
 
注：パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に結び付けられた 2 か国以上への特許出願の束である。通常、同じ内容で複数の国に出願された

特許は、同一のパテントファミリーに属する。 
参照：科学技術指標 2021 図表 4-2-5 

  

【【概概要要図図表表 1133】】  主主要要国国のの技技術術分分野野毎毎ののパパテテンントトフファァミミリリーー数数シシェェアアのの比比較較  

((％％、、22000044--22000066 年年とと 22001144--22001166 年年、、整整数数カカウウンントト法法))  

 
注：概要図表 12 と同じ。概要図表 13 の項目「バイオ・医薬品」は「バイオテクノロジー・医薬品」の略であり、「情報通信」は「情報通信技術」の略である。 
参照：科学技術指標 2021 図表 4-2-12  
    

数 シェア 順位 数 シェア 順位 数 シェア 順位
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((33)) 各各国国ののパパテテンントトフファァミミリリーーがが最最もも引引用用ししてていいるるののはは米米国国のの論論文文ででああるる。。  

科学と技術のつながりを見るために、パテントファミリー(2009-2016 年の合計)が引用している論文の

情報を用いて分析を行った。日本のパテントファミリーから論文への引用の 29.8％が日本の論文に対す

るものである。しかし、日本のパテントファミリーが最も引用しているのは米国の論文(40.6％)である。いず

れの主要国においても、各国のパテントファミリーが最も引用しているのは米国の論文である。米国にお

いて自国の次に多く引用しているのは英国の論文である(10.2％)。 

中国のパテントファミリーでは自国の論文を引用している割合が、他の主要国に比べて低い傾向がみ

られる(7.8％)。また、パテントファミリーから引用されている中国論文のシェアは、論文数におけるシェア

に比べると小さい。 

  

【【概概要要図図表表 1144】】  主主要要国国間間のの科科学学とと技技術術ののつつななががりり  

 
 

参照：科学技術指標 2021 図表 4-3-4 
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(3) ྛᅜ䛾䝟䝔䞁䝖䝣䜯䝭䝸䞊䛜᭱䜒ᘬ⏝䛧䛶䛔䜛䛾䛿⡿ᅜ䛾ㄽᩥ䛷䛒䜛䚹 

科学䛸技術のつ䛺䛜䜚をぢるた䜑に、䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ー(2009-2016 ᖺの合ィ)䛜ᘬ⏝しているㄽ文の

情報を⏝いて分析を⾜䛳た。日本の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーからㄽ文䜈のᘬ⏝の 29.8䠂䛜日本のㄽ文にᑐ䛩

る䜒の䛷䛒る。しかし、日本の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ー䛜᭱䜒ᘬ⏝しているの䛿⡿国のㄽ文(40.6䠂)䛷䛒る。い䛪

䜜の主せ国に䛚いて䜒、ྛ国の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ー䛜᭱䜒ᘬ⏝しているの䛿⡿国のㄽ文䛷䛒る。⡿国に䛚

いて⮬国のḟにከ䛟ᘬ⏝しているの䛿ⱥ国のㄽ文䛷䛒る(10.2䠂)。 

中国の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ー䛷䛿⮬国のㄽ文をᘬ⏝している合䛜、の主せ国にẚ䜉てపいഴྥ䛜䜏

ら䜜る(7.8䠂)。䜎た、䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーからᘬ⏝䛥䜜ている中国ㄽ文のシ䜵䜰䛿、ㄽ文ᩘに䛚䛡るシ䜵䜰

にẚ䜉る䛸小䛥い。 

 

䛆ᴫせᅗ⾲ 14䛇 せᅜ㛫䛾⛉Ꮫ䛸ᢏ⾡䛾䛴䛺䛜䜚 
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㸴㸬⛉Ꮫᢏ⾡ࡽࣥࣙࢩ࣮࣋ࣀぢࡿ᪥ᮏせᅜࡢ≧ἣ 

(1) ᪥ᮏ䛾ᢏ⾡㍺ฟධ(ぶᏊ♫௨እ)䛾୍␒䛾┦ᡭඛᅜ䞉ᆅᇦ䛿⡿ᅜ䛷䛒䜛䚹⡿ᅜ(㛵㐃♫

௨እ)䛻䛴䛔䛶䛿䚸ᢏ⾡㍺ฟ䛿୰ᅜ䚸ᢏ⾡㍺ධ䛿ⱥᅜ䛜୍␒䛾┦ᡭඛᅜ䞉ᆅᇦ䛷䛒䜛䚹 

日本のぶ子会♫以外䛷の技術㍺ฟ㢠䛿、⡿国（2,492 ൨）䛜᭱䜒ከ䛟、中国（2,363 ൨）䛜⥆いて

いる。技術㍺ධ㢠䛷䛿、⡿国䛜᭱䜒ከ䛟、䜎た、⣙ 6 䛜ぶ子会♫以外䛷のྲྀᘬ（2,503 ൨）䛷䛒る。 

⡿国の㛵連会♫以外䛷の技術㍺ฟ㢠䛿、中国（4,513 ൨）、日本(3,832 ൨)䜈の技術㍺ฟ㢠䛜ከ

い。技術㍺ධ㢠をぢる䛸、㛵連会♫以外䛷䛿、ⱥ国䛜᭱䜒ከ䛟、㛵連会♫䛷䛿日本䛜᭱䜒ከい。⡿国の

技術㍺ධの┦ᡭඛ国・地域の上に䛿中国䛿ྵ䜎䜜てい䛺い。 

 

䛆ᴫせᅗ⾲ 15䛇 ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛾┦ᡭඛᅜ䞉ᆅᇦูᢏ⾡㈠᫆㢠 

 

(A)᪥ᮏ䠄2019 ᖺᗘ䠅

 
(B)⡿ᅜ䠄2019 ᖺ䠅 

ὀ䠖 
1)  ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛾ぶᏊ♫䠄㛵㐃♫䠅䛻䛴䛔䛶䛿ᐃ⩏䛜㐪䛖䛾䛷ᅜ㝿ẚ㍑䛩䜛㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹୧ᅜ䛾㐪䛔䛻䛴䛔䛶䛿௨ୗ䛾䛸䛚䜚䚹 
2)  ᪥ᮏ䛾ᢏ⾡㈠᫆䛾✀㢮䠖䐟≉チᶒ䚸ᐇ⏝᪂ᶒ䚸ⴭ作ᶒ䚸䐠ពᶒ䚸䐡ྛᢏ⾡ୖ䛾䝜䜴䝝䜴䛾ᥦ౪䜔ᢏ⾡ᣦᑟ䠄↓ൾᥦ౪䜢㝖䛟䠅䚸䐢㛤Ⓨ㏵ୖᅜ䛻

ᑐ䛩䜛ᢏ⾡ຓ䠄ᨻᗓ䛛䜙䛾ጤク䛻䜘䜛䜒䛾䜒ྵ䜐䠅 
3)  ᪥ᮏ䛾ぶᏊ♫䛸䛿ฟ㈨ẚ⋡䛜 50䠂㉸䛾ሙྜ䜢ᣦ䛩䚹ᖺᗘ䛾್䛷䛒䜛䚹 
4)  ⡿ᅜ䛾ᢏ⾡㈠᫆䛾✀㢮 1)Trademarks, 2)Franchise fees, 3䠅Outcomes of research and development include patents, industrial processes, and trade 

secrets, 4䠅Computer software, 5)Movies and television programming, 6)Books and sound recordings, 7)Broadcasting and recording of live events  
5)  ⡿ᅜ䛾㛵㐃♫䛸䛿┤᥋䜎䛯䛿㛫᥋䛻 10䠂௨ୖ䛾ᰴᘧ䛒䜛䛔䛿㆟Ỵᶒ䜢ಖ᭷䛧䛶䛔䜛㛵㐃♫➼䜢ᣦ䛩䚹ᖺ䛾್䛷䛒䜛䚹 
ཧ↷䠖⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ 2021 ᅗ⾲ 5-1-3 
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((22)) 日日本本ののハハイイテテククノノロロジジーー産産業業貿貿易易はは入入超超、、ミミデディィアアムムハハイイテテククノノロロジジーー産産業業貿貿易易はは出出超超ででああるる。。  

ハイテクノロジー産業貿易は、輸出入額ともに「電子機器」が多くを占めている国が多い。貿易収支比

（各国最新年）は、日本、米国は入超、ドイツ、中国、韓国は出超である。ミディアムハイテクノロジー産業

貿易の輸出額（各国最新年）を見ると、日本、ドイツでは「自動車」、米国、韓国では「化学品と化学製

品」、中国では「電気機器」が多くを占める。貿易収支比は、日本、ドイツ、中国、韓国は出超、米国は入

超である。 
 

【【概概要要図図表表 1166】】  主主要要国国ににおおけけるる産産業業貿貿易易額額のの推推移移

((AA))ハハイイテテククノノロロジジーー産産業業  

 
参照：科学技術指標 2021 図表 5-2-3 

((BB))ミミデディィアアムムハハイイテテククノノロロジジーー産産業業  

 
参照：科学技術指標 2021 図表 5-2-5 
 

  

((33)) 日日本本ににおおいいてて、、全全産産業業のの総総付付加加価価値値にに占占めめるる「「電電子子機機器器」」のの割割合合はは減減少少、、「「医医薬薬品品」」はは横横ばば

いい、、「「自自動動車車」」はは増増加加傾傾向向ににああるる。。  

主要国において、全産業の総付加価値に対する「電子機器」、「医薬品」、「自動車」産業の重みを見

ると、「電子機器」では韓国が大きく伸びており、「医薬品」では各国とも横ばいに推移、「自動車」では、

ドイツ、日本、韓国は長期的に増加傾向、英国、米国、フランスは微減または横ばいに推移している。 

【【概概要要図図表表 1177】】  主主要要国国ににおおけけるる総総付付加加価価値値にに対対すするるシシェェアア  

((AA))電電子子機機器器  ((BB))医医薬薬品品  ((CC))自自動動車車  

    
 
注： 
1) 付加価値とは、その国の居住者による総産出（生産物）から中間投入（財貨・サービスを生産するために必要となる、コストとして投入される生産物）を

控除して算出されたもの。 
2) 電子機器産業とは「コンピュータ、電子および光学製品」である。 
参照：科学技術指標 2021 図表 5-2-7    
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(2) ᪥ᮏ䛾䝝䜲䝔䜽䝜䝻䝆䞊⏘ᴗ㈠᫆䛿ධ㉸䚸䝭䝕䜱䜰䝮䝝䜲䝔䜽䝜䝻䝆䞊⏘ᴗ㈠᫆䛿ฟ㉸䛷䛒䜛䚹 

䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業㈠᫆䛿、㍺ฟධ㢠䛸䜒に䛂㟁子ᶵჾ䛃䛜ከ䛟を༨䜑ている国䛜ከい。㈠᫆支ẚ

（ྛ国᭱新ᖺ）䛿、日本、⡿国䛿ධ㉸、䝗イ䝒、中国、㡑国䛿ฟ㉸䛷䛒る。䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業

㈠᫆の㍺ฟ㢠（ྛ国᭱新ᖺ）をぢる䛸、日本、䝗イ䝒䛷䛿䛂⮬ື㌴䛃、⡿国、㡑国䛷䛿䛂学ရ䛸学〇

ရ䛃、中国䛷䛿䛂㟁Ẽᶵჾ䛃䛜ከ䛟を༨䜑る。㈠᫆支ẚ䛿、日本、䝗イ䝒、中国、㡑国䛿ฟ㉸、⡿国䛿ධ

㉸䛷䛒る。 
 

䛆ᴫせᅗ⾲ 16䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛⏘ᴗ㈠᫆㢠䛾᥎⛣

(A)䝝䜲䝔䜽䝜䝻䝆䞊⏘ᴗ 

 
ཧ↷䠖⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ 2021 ᅗ⾲ 5-2-3 

(B)䝭䝕䜱䜰䝮䝝䜲䝔䜽䝜䝻䝆䞊⏘ᴗ 

 
ཧ↷䠖⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ 2021 ᅗ⾲ 5-2-5 
 

  

(3) ᪥ᮏ䛻䛚䛔䛶䚸⏘ᴗ䛾⥲ຍ౯್䛻༨䜑䜛䛂㟁Ꮚᶵჾ䛃䛾ྜ䛿ῶᑡ䚸䛂་⸆ရ䛃䛿ᶓ䜀

䛔䚸䛂⮬ື㌴䛃䛿ቑຍഴྥ䛻䛒䜛䚹 

主せ国に䛚いて、全産業の総ຍ౯್にᑐ䛩る䛂㟁子ᶵჾ䛃、䛂་⸆ရ䛃、䛂⮬ື㌴䛃産業の㔜䜏をぢ

る䛸、䛂㟁子ᶵჾ䛃䛷䛿㡑国䛜䛝䛟ఙびて䛚䜚、䛂་⸆ရ䛃䛷䛿ྛ国䛸䜒ᶓ䜀いに推⛣、䛂⮬ື㌴䛃䛷䛿、

䝗イ䝒、日本、㡑国䛿長ᮇⓗにቑຍഴྥ、ⱥ国、⡿国、䝣ランス䛿ᚤῶ䜎た䛿ᶓ䜀いに推⛣している。 

䛆ᴫせᅗ⾲ 17䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛⥲ຍ౯್䛻ᑐ䛩䜛䝅䜵䜰 

(A)㟁Ꮚᶵჾ (B)་⸆ရ (C)⮬ື㌴ 

  
 
ὀ䠖 
1)  ຍ౯್䛸䛿䚸䛭䛾ᅜ䛾ᒃఫ⪅䛻䜘䜛⥲⏘ฟ䠄⏕⏘≀䠅䛛䜙୰㛫ᢞධ䠄㈈㈌䞉䝃䞊䝡䝇䜢⏕⏘䛩䜛䛯䜑䛻ᚲせ䛸䛺䜛䚸䝁䝇䝖䛸䛧䛶ᢞධ䛥䜜䜛⏕⏘≀䠅䜢

᥍㝖䛧䛶⟬ฟ䛥䜜䛯䜒䛾䚹 
2)  㟁Ꮚᶵჾ⏘ᴗ䛸䛿䛂䝁䞁䝢䝳䞊䝍䚸㟁Ꮚ䛚䜘䜃ගᏛ〇ရ䛃䛷䛒䜛䚹 
ཧ↷䠖⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ 2021 ᅗ⾲ 5-2-7  
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(4) ᪥ᮏ䛿ᢏ⾡䛻ᙉ䜏䜢ᣢ䛴䛜䚸䛭䜜䜙䛾᪂〇ရ䜔᪂䛯䛺䝃䞊䝡䝇䜈䛾ᑟධ䛸䛔䛖ᙧ䛷䛾ᅜ㝿ᒎ

㛤䛜䛾せᅜ䛸ẚ䜉䛶ᑡ䛺䛔ྍ⬟ᛶ䛜䛒䜛䚹 

国境を㉺䛘たၟ標ฟ㢪ᩘ䛸≉チฟ㢪ᩘについて、ேཱྀ 100 ே当た䜚の್䛷ẚ㍑䛩る䛸、᭱新ᖺ䛷

ၟ標ฟ㢪ᩘ䜘䜚䜒≉チฟ㢪ᩘ䛜ከい国䛿、日本の䜏䛷䛒る。㡑国、ⱥ国、䝗イ䝒について䛿 2002䡚2018

ᖺにか䛡て、ၟ標のฟ㢪ᩘを䛝䛟ቑຍ䛥䛫た。 

⡿国䜈のၟ標ฟ㢪に䛚䛡る䝙ース国㝿分㢮䜽ラスに䜘る産業分㢮のᵓ成を䜏る䛸、日本䛿䛂学⸆

ရ䛃、䛂㍺㏦䛸䝻䝆ス䝔䜱䜽ス䛃に㛵䜟るၟ標ฟ㢪䛜ከい。中国について䛿䛂ᐙᗞ⏝ᶵჾ䛃、䛂䝔䜻スタイ䝹–

⾰㢮䛸䜰䜽セ䝃䝸ー䛃に㛵䜟るၟ標ฟ㢪䛜ከい。 

 

䛆ᴫせᅗ⾲ 18䛇 ᅜቃ䜢㉺䛘䛯ၟᶆฟ㢪䛸≉チฟ㢪(ேཱྀ 100 ேᙜ䛯䜚) 

 

䛆ᴫせᅗ⾲ 19䛇 せᅜ䛛䜙⡿ᅜ䜈䛾ၟᶆฟ㢪䛻䛚䛡䜛䝙䞊䝇ᅜ㝿分㢮䜽䝷䝇䛻䜘䜛⏘ᴗ分㢮䛾ᵓ成(≉ಀᩘ)

 

ὀ䠖 
1)  䝙䞊䝇ᅜ㝿分㢮䛸⏘ᴗ分㢮䛾ᑐᛂ⾲䛿 WIPO, “World Intellectual Property Indicators 2020䇿䛾䇾Annex B. Composition of industry sectors by Nice 

goods and services classes䇿䜢ཧ↷䛧䛯䚹᪥ᮏㄒヂ䛿⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜௬ヂ䛧䛯䚹 
2)  䝬䝗䝸䝑䝗ไᗘ䜢⏝䛧䛯ᅜ㝿Ⓩ㘓䛾ฟ㢪䠄ᅜ㝿ฟ㢪䠅䛸┤᥋ฟ㢪䛷䛒䜛䚹 
3)  䜽䝷䝇ᩘ䜢ィ 䛧䛶䛔䜛䚹⡿ᅜ䜈䛾ฟ㢪䠄䜽䝷䝇ᩘ䠅䛻䛚䛡䜛⏘ᴗ分㢮䛾ᵓ成䜢ᇶ‽䛸䛧䛶䚸䛭䜜䛸ẚ䜉䛯≉ಀᩘ䜢♧䛧䛶䛔䜛䠄≉ಀᩘ䠙ྛᅜ

䛛䜙⡿ᅜ䜈䛾ၟᶆฟ㢪䛻䛚䛡䜛⏘ᴗ分㢮 A(䠖ᐙᗞ⏝ᶵჾ)䛾ᵓ成ẚ/ୡ⏺䛛䜙⡿ᅜ䜈䛾ၟᶆฟ㢪䛻䛚䛡䜛⏘ᴗ分㢮 A 䛾ᵓ成ẚ䠅䚹2017䡚
2019 ᖺ䛾ྜィ್䜢⏝䛧䛶䛔䜛䚹 
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1) * ᅜቃ䜢㉺䛘䛯ၟᶆᩘ(Cross-border trademarks)䛾ᐃ⩏䛿

OECD,“Measuring Innovation: A New Perspective䇿䛻ᚑ䛳
䛯䚹ලయⓗ䛺ᐃ⩏䛿௨ୗ䛾䛸䛚䜚䚹 
᪥ᮏ䚸䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸㡑ᅜ䛾ၟᶆฟ㢪ᩘ䛻䛴䛔䛶
䛿⡿ᅜ≉チၟᶆᗇ䠄USPTO䠅䛻ฟ㢪䛧䛯ᩘ䚹 
⡿ᅜ䛾ၟᶆฟ㢪ᩘ䛻䛴䛔䛶䛿䐟䛸䐠䛾ᖹᆒ್䚹 
䐟 Ḣᕞ㐃ྜ▱ⓗ㈈⏘ᗇ(EUIPO)䛻ᑐ䛩䜛᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛾ฟ

㢪ẚ⋡䜢ᇶ䛻⿵ṇ䜢ຍ䛘䛯⡿ᅜ䛾ฟ㢪ᩘ䠙䠄⡿ᅜ䛜
EUIPO 䛻ฟ㢪䛧䛯ᩘ/᪥ᮏ䛜 EUIPO 䛻ฟ㢪䛧䛯ᩘ䠅㽢
᪥ᮏ䛜 USPTO 䛻ฟ㢪䛧䛯ᩘ䚹 

䐠 ᪥ᮏ≉チᗇ(JPO)䛻ᑐ䛩䜛Ḣᕞ䛸⡿ᅜ䛾ฟ㢪ẚ⋡䜢ᇶ
䛻⿵ṇ䜢ຍ䛘䛯⡿ᅜ䛾ฟ㢪ᩘ䠙(⡿ᅜ䛜 JPO 䛻ฟ㢪䛧
䛯ᩘ/EU15 䛜 JPO 䛻ฟ㢪䛧䛯ᩘ)㽢EU15 䛜 USPTO 䛻
ฟ㢪䛧䛯ᩘ䚹 

2) ** ᅜቃ䜢㉺䛘䛯≉チฟ㢪ᩘ䛸䛿୕ᴟ䝟䝔䞁䝖䝣䜯䝭䝸䞊(᪥
⡿Ḣ䛻ฟ㢪䛥䜜䛯ྠ୍ෆᐜ䛾≉チ)ᩘ(Triadic patent 
families)䜢ᣦ䛩䚹 
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⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ䛾≉ᚩ 

 

科学技術指標䛿、ẖᖺห⾜して䛚䜚、䛭のⅬ䛷の᭱新್を⤂している。ཎ๎䛸してẖᖺデータ更

新䛥䜜、⣔ิのẚ㍑䛒るい䛿主せ国㛫のẚ㍑䛜ྍ⬟䛺㡯┠を㞟している。 

 

ㄽᩥ䞉≉チ䝕䞊䝍䝧䞊䝇䛻䛴䛔䛶ᙜ◊✲ᡤ⊂⮬䛾分ᯒ䛾ᐇ 

ㄽ文データについて䛿、䜽ラ䝸ベイ䝖♫ Web of Science XML の書ㄅデータを⏝いて、当研究所䛷⊂⮬

の㞟ィをし、分析している。䜎た、㞟ィ方ἲ䜒ヲ⣽にグ㍕し、ㄝ᫂している。 

≉チ㛵連の指標の䛖䛱、䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーのデータについて䛿、PATSTAT(Ḣᕞ≉チ庁の≉チデータ

ベース)の書ㄅデータを⏝いて、当研究所䛷⊂⮬の㞟ィをし、分析している。䜎た、㞟ィ方ἲ䜒ヲ⣽にグ

㍕し、ㄝ᫂している。 

 

ᅜ㝿ẚ㍑䜔⣔ิẚ㍑䛾ὀពႏ㉳䝬䞊䜽䛾ῧ 

ᚲせにᛂ䛨、䜾ラ䝣に䛂国㝿ẚ㍑ὀព䛃       䛂⣔ิὀព䛃      䛸い䛖ὀពႏ㉳䝬ー䜽をῧ

して䛒る。ྛ国のデータ䛿基本ⓗに䛿 OECD の䝬䝙䝳䜰䝹➼に‽ᣐした䜒の䛷䛒る䛜、実㝿に䛿デー

タの㞟方ἲ、ᑐ㇟⠊ᅖ➼の㐪い䛜䛒䜚、ẚ㍑にὀពし䛺䛡䜜䜀䛺ら䛺いሙ合䛜䛒る。この䜘䛖䛺ሙ合、

䛂国㝿ẚ㍑ὀព䛃䝬ー䜽䛜ついている。䜎た、⣔ิについて䜒、⤫ィの基‽䛜ኚ䜟る䛺䛹に䜘䜚、ྠ䛨᮲

௳䛷⥅⥆してデータ䛜ྲྀら䜜て䛚ら䛪、ቑῶഴྥ䛺䛹のุ᩿にὀព䛩るᚲせ䛜䛒る䛸⪃䛘ら䜜るሙ合に

䛿䛂⣔ิὀព䛃䛸い䛖䝬ー䜽䛜ついている。䛺䛚、ලయⓗ䛺ὀពⅬ䛿ᅗ⾲のὀグにグ㏙して䛒るの䛷ཧ

↷䛥䜜たい。 

 

⤫ィ㞟(ᮏሗ࿌᭩ᥖ㍕ࢱ࣮ࢹ್ᩘࡢࣇࣛࢢࡓࡋ)ࢻ࣮ࣟࣥ࢘ࢲࡢ 

本報告書にᥖ㍕した䜾ラ䝣のᩘ್データ䛿、以下の URL ཪ䛿 2 ḟඖ䝞ーコー䝗から䝎䜴ン䝻ー䝗䛷䛝

る。 

https://www.nistep.go.jp/research/indicators 

本⦅中のᅗ⾲の下に♧しているཧ↷䛸䛿、⤫ィ㞟に䛚䛡る⾲␒ྕを♧している。 

   
ᅜ㝿ẚ㍑
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科科学学技技術術指指標標のの特特徴徴  

 

科学技術指標は、毎年刊行しており、その時点での最新値を紹介している。原則として毎年データ更

新され、時系列の比較あるいは主要国間の比較が可能な項目を収集している。 

 

論文・特許データベースについて当研究所独自の分析の実施 

論文データについては、クラリベイト社 Web of Science XML の書誌データを用いて、当研究所で独自

の集計をし、分析している。また、集計方法も詳細に記載し、説明している。 

特許関連の指標のうち、パテントファミリーのデータについては、PATSTAT(欧州特許庁の特許データ

ベース)の書誌データを用いて、当研究所で独自の集計をし、分析している。また、集計方法も詳細に記

載し、説明している。 

 

国際比較や時系列比較の注意喚起マークの添付 

必要に応じ、グラフに「国際比較注意」       「時系列注意」      という注意喚起マークを添

付してある。各国のデータは基本的には OECD のマニュアル等に準拠したものであるが、実際にはデー

タの収集方法、対象範囲等の違いがあり、比較に注意しなければならない場合がある。このような場合、

「国際比較注意」マークがついている。また、時系列についても、統計の基準が変わるなどにより、同じ条

件で継続してデータが取られておらず、増減傾向などの判断に注意する必要があると考えられる場合に

は「時系列注意」というマークがついている。なお、具体的な注意点は図表の注記に記述してあるので参

照されたい。 

 

統計集(本報告書に掲載したグラフの数値データ)のダウンロード 

本報告書に掲載したグラフの数値データは、以下の URL 又は 2 次元バーコードからダウンロードでき

る。 

https://www.nistep.go.jp/research/indicators 

本編中の図表の下に示している参照とは、統計集における表番号を示している。 

国際比較

注意
 

時系列

注意
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➨ 1 ❶ ◊✲㛤Ⓨ㈝ 
研究開Ⓨάືの基本ⓗ䛺指標䛷䛒る研究開Ⓨ㈝について、日本及び主せ国(⡿⊂ⱥ中㡑)の≧ἣをᴫ

ほ䛩る。研究開Ⓨ㈝䛸䛿、䛒るᶵ㛵䛷研究開Ⓨ業務を⾜䛖㝿に⏝した⤒㈝䛷䛒䜚、研究開Ⓨάືのイン䝥

䝑䝖に㛵䛩るᐃ㔞データ䛸してᗈ䛟⏝いら䜜ている。本章䛷䛿、ྛ国の研究開Ⓨ㈝の総㢠䜔部㛛ู、ᛶ᱁ู

䛺䛹の内ヂ、研究開Ⓨ㈝の㈇担ᵓ㐀䛺䛹、ᵝ々䛺ゅᗘから研究開Ⓨ㈝のデータをぢてい䛟。䜎た、政府の科

学技術予⟬について䜒୍部グ㍕している。 

 
1.1 ྛᅜ䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ᅜ㝿ẚ㍑ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿日本（OECD 推ィ）の研究開Ⓨ㈝総㢠䛿、2019 ᖺ（௧ඖᖺ）に䛚いて 18.0 䛷䛒る。ᑐ๓ᖺẚ䛿

0.2䠂ቑ䛷䛒䜚、ᶓ䜀いに推⛣している（日本䠖19.6 、ᑐ๓ᖺẚ 0.3䠂）。 

䕿日本（OECD 推ィ)の研究開Ⓨ㈝総㢠のᑐ GDP ẚ⋡䛿 2008 ᖺ䜎䛷䛿長ᮇⓗにቑຍしていた䛜、䛭の

ᚋ、ቑῶを⧞䜚㏉し、2019 ᖺ䛷䛿 3.21䠂䛸䛺䛳ている(日本䛷䛿 3.50䠂）。≉に、㡑国、中国䛷䛿、⤒῭

つᶍ䛜ᣑ䛩る䛸ྠに研究開Ⓨ㈝総㢠のᑐ GDP ẚ⋡䜒上᪼している。 

䕿ྛ国の㈇担部㛛から⏝部㛛䜈の研究開Ⓨ㈝のὶ䜜をぢる䛸、い䛪䜜の国䛷䜒䛂企業䛃の㈇担合䛜

䛝䛟、䜋䛸䜣䛹䛿ྠ部㛛の䛂企業䛃にὶ䜜ている。た䛰し、䝗イ䝒、中国について䛿、䛂学䛃䜈の研究開

Ⓨ㈝のὶ䜜䛜国䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝い。 

䕿䛂政府䛃から䛿、䛂公ⓗᶵ㛵䛃及び䛂学䛃に研究開Ⓨ㈝䛜ὶ䜜ている国䛜ከ䛟、䛂学䛃に᭱䜒ከ䛟ὶ䜜て

いる国䛿、日本、䝗イ䝒、䝣ランス、ⱥ国䛷䛒る。䛂政府䛃から䛂企業䛃䜈のὶ䜜䛿䜋䛸䜣䛹の国䛷䛭䜜䜋䛹

䛝䛟䛿䛺い䛜、⡿国、䝣ランス、ⱥ国、㡑国䛷䛿䛂政府䛃の⣙ 2 䛜企業にὶ䜜ている。 

䕿䛂外国䛃からの研究開Ⓨ㈝のὶ䜜をぢる䛸、ⱥ国䛷の㈇担合䛜ẚ㍑ⓗ䛝い。䜎た、䛭のከ䛟䛜䛂企業䛃

䜈ὶ䜜る研究開Ⓨ㈝䛷䛒るこ䛸䛜≉ᚩ䛷䛒る。 

 
1.1.1 ྛᅜ䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ືྥ 

䛿䛨䜑に、主せ国の研究開Ⓨのつᶍ䛸䛭のഴ

ྥをᴫほ䛩るた䜑に、ྛ国の研究開Ⓨ㈝の総㢠

を䛸䜚䛒げる。研究開Ⓨ㈝の調査方ἲについて䛿、

国䛤䛸にᕪ␗䛜䛒䜚、ཝᐦ䛺ẚ㍑䛿ᅔ㞴䛷䛒る䛜、

国䛤䛸の⤒ᖺⓗኚ䛿ྛ国のືྥを⾲している䛸

⪃䛘ら䜜る。䛺䛚、ྛ国の研究開Ⓨ㈝をẚ㍑䛩る

た䜑に䛿㏻㈌の⟬䛜ᚲせ䛷䛒る。しかし、䛭の

⟬に䜘䛳て、䛭の国の⤒῭≧ἣのᙳ㡪をཷ䛡る

こ䛸䛿㑊䛡ら䜜䛺い。ここ䛷䛿、ཎ๎ⓗに、ྛ国の

研究開Ⓨ㈝のつᶍを国㝿ẚ㍑䛩る䛸䛝䛿⟬್

を⏝し、ྛ国の研究開Ⓨ㈝の⤒ᖺኚをぢる䛸

䛝䛿ྛ国㏻㈌を⏝した。 

 
1 ⤒῭協力開Ⓨᶵᵓ(OECD)䛿、Ẹ主主⩏䛸ᕷሙ⤒῭を支ᣢ䛩るㅖ国

䛜䐟⤒῭成長、䐠開Ⓨ㏵上国援助、䐡ከゅⓗ䛺⮬由㈠᫆のᣑのた

日本の研究開Ⓨ㈝について䛿 2 つの್を♧し

た。䜂䛸つ䛿総務省䛂科学技術研究調査䛃からⓎ

⾲䛥䜜ている್、䜒䛖䜂䛸つ䛿 OECD1からⓎ⾲䛥

䜜ている್䛷䛒る。୧⪅䛷␗䛺るⅬ䛿学部㛛の

ே௳㈝のྲྀᢅい䛷䛒る。学部㛛の⤒㈝䛿研究

䛸教育についてཝᐦに分䛡るこ䛸䛜ᅔ㞴䛷䛒る䛸

い䛖⫼ᬒ䛜䛒䜚、䛂科学技術研究調査䛃に䛚䛡る

学部㛛の研究開Ⓨ㈝䛿、学の教員のே௳㈝部

分に研究以外の業務（教育➼）分をྵ䜣䛰್䛸䛺

䛳ている。୍方、OECD䛿日本の学部㛛のே௳

㈝部分を研究ᑓᚑ⟬にした研究開Ⓨ㈝の総㢠

を提供している（ヲ⣽䛿 1.3.3 節、学部㛛の研

究開Ⓨ㈝をཧ↷のこ䛸）。 

䜑にάືを⾜䛳ているᶵ㛵。⌧ᅾ 38 か国䛜ຍ┕。国㝿ẚ㍑ྍ⬟䛺⤫

ィ、⤒῭・♫会データを㞟し、予測、分析をしている。 

➨
㸯
ࠉ❶
ࠉ
ࠉ

◊
✲
㛤
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この節䛷䛿 OECD 䛜Ⓨ⾲しているデータ(ᅗ⾲

䛷䛿䡞日本(OECD 推ィ)䡟䛸♧䛩)䜒⏝し、ྛ国の

研究開Ⓨ㈝の≧ἣをぢる。 

主せ国に䛚䛡る研究開Ⓨ㈝のྡ┠㢠 2をぢる䛸

（ᅗ⾲ 1-1-1(A)）、日本（OECD 推ィ）の研究開Ⓨ

㈝総㢠䛿、2019 ᖺ 3（௧ඖᖺ）に䛚いて 18.0 

䛷䛒る。ᑐ๓ᖺẚ䛿 0.2䠂ቑ䛷䛒䜚、ᶓ䜀いに

推⛣している（日本䠖19.6、ᑐ๓ᖺẚ0.3䠂）。 

⡿国䛿ୡ⏺第 1 のつᶍをಖ䛳ている。長ᮇ

ⓗにቑຍഴྥ䛜⥆いて䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿 68.0 

䛷䛒䜚、ᑐ๓ᖺẚ䛿 8.2䠂ቑ䛷䛒る。 

中国䛿 2009 ᖺに日本を上ᅇ䜚、䛭のᚋ䜒ቑຍ

し⥆䛡ている。2019 ᖺ䛷䛿 54.5 、ᑐ๓ᖺẚ

䛿 12.8䠂ቑ䛷䛒䜚、主せ国中᭱䜒ఙびている。 

䝗イ䝒、㡑国䛿長ᮇⓗにቑຍഴྥ䛜⥆いている。

2019 ᖺ䛷䛿䝗イ䝒䛜 15.3 、㡑国䛿 10.6 

䛷䛒䜚、ᑐ๓ᖺẚ䛿䛭䜜䛮䜜 3.7䠂、3.4䠂ቑ䛷䛒

る。 

䝣ランス䛿ቑഴྥ䛷䛒る。2019 ᖺ䛷䛿 7.5 

、ᑐ๓ᖺẚ䛿 6.0䠂ቑ䛷䛒る。ⱥ国䛿、2013 ᖺ

㡭からఙびている。2019 ᖺ䛿 5.9 、ᑐ๓ᖺẚ

䛿 4.9䠂ቑ䛷䛒る。 

 
2 国䛸ඹ㏻の䛭のⅬの㏻㈌౯್（ᅗ⾲ 1-1-1(A)のሙ合、OECD ㉎

㈙力ᖹ౯⟬を⏝した）䛷、研究開Ⓨ㈝をぢる事䛜䛷䛝る。 
3 研究開Ⓨ㈝を㞟ィ䛩る㝿のᖺᗘの⠊ᅖ䛿国に䜘䛳て␗䛺るた䜑、本

書䛷䛿、国㝿ẚ㍑に䛒た䛳て基本ⓗに䛂ᖺ䛃を⏝いている。この節の日

≀౯Ỉ‽のኚを⪃៖した研究開Ⓨ㈝をぢる

事の䛷䛝る実㉁㢠 4䛷ぢて䜒（ᅗ⾲ 1-1-1(B)）、主

せ国の㡰䜔⣔ิኚに䛝䛺ኚື䛿ぢら䜜

䛺い。 

ḟに、2000 ᖺからの研究開Ⓨ㈝のኚにὀ┠

䛩る。2000 ᖺを 1 䛸したሙ合のྛ国㏻㈌に䜘る研

究開Ⓨ㈝のྡ┠㢠䛸実㉁㢠を指ᩘ䛷♧し、ྛ国

の研究開Ⓨにᑐ䛩るᢞ㈨のఙびをぢる(ᅗ⾲ 1-

1-1（C）)。 

ྡ┠㢠䛷のྛ国᭱新ᖺをぢる䛸、日本(OECD

推ィ)及び日本䛷䛿 1.2 䛸䛭のఙび䛿小䛥いこ䛸䛜

䜟かる。国をぢる䛸Ḣ⡿ㅖ国䛿 1.7 から 2.4 の

ఙびを♧している。中国䛿 24.7、㡑国䛿 6.4 䛸ᴟ

䜑て䛝䛺ఙびを♧している。 

実㉁㢠䛷のྛ国᭱新ᖺをぢる䛸、日本(OECD

推ィ)及び日本䛿 1.3 䛸ྡ┠㢠䜘䜚䜒䛝䛺ఙびを

♧している。䝣ランス䛿 1.3 䛸、日本䛸ྠ⛬ᗘのఙ

びを♧している。ⱥ国䛿 1.5、⡿国及び䝗イ䝒䛿

1.7 䛷䛒䜚、中国、㡑国について䛿、≀౯補正を⪃

៖したሙ合䛷䛒䛳て䜒、䛭䜜䛮䜜 12.9、4.5 䛸ᴟ䜑

て䛝䛺ఙびを♧している。 

本のሙ合、本᮶䛿䛂ᖺᗘ䛃䛷䛒る。 
4 ᅗ⾲ 1-1-1(B)のሙ合、国䛸ඹ㏻の㏻㈌౯್䛷、≀౯Ỉ‽のኚを

⪃៖して研究開Ⓨ㈝をぢる事䛜䛷䛝る。≀౯Ỉ‽の基‽ᖺ䛿 2015 ᖺ

䛷䛒䜚、OECD ㉎㈙力ᖹ౯⟬್䛿 2015 ᖺ್を⏝している。 

䛆ᅗ⾲ 1-1-1䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛◊✲㛤Ⓨ㈝⥲㢠䛾᥎⛣ 
 

(A)ྡ┠㢠(OECD ㉎㈙ຊᖹ౯⟬) ᅜ㝿ẚ㍑
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この節では OECD が発表しているデータ(図表

では｢日本(OECD 推計)｣と示す)も使用し、各国の

研究開発費の状況を見る。 

主要国における研究開発費の名目額 2を見ると

（図表 1-1-1(A)）、日本（OECD 推計）の研究開発

費総額は、2019 年 3（令和元年）において 18.0 兆

円である。対前年比は 0.2％増であり、横ばいに

推移している（日本：19.6兆円、対前年比0.3％）。 

米国は世界第 1 位の規模を保っている。長期

的に増加傾向が続いており、2019 年では 68.0 兆

円であり、対前年比は 8.2％増である。 

中国は 2009 年に日本を上回り、その後も増加

し続けている。2019 年では 54.5 兆円、対前年比

は 12.8％増であり、主要国中最も伸びている。 

ドイツ、韓国は長期的に増加傾向が続いている。

2019 年ではドイツが 15.3 兆円、韓国は 10.6 兆円

であり、対前年比はそれぞれ 3.7％、3.4％増であ

る。 

フランスは漸増傾向である。2019 年では 7.5 兆

円、対前年比は 6.0％増である。英国は、2013 年

頃から伸びている。2019 年は 5.9 兆円、対前年比

は 4.9％増である。 

 
2 他国と共通のその時点の通貨価値（図表 1-1-1(A)の場合、OECD 購

買力平価換算を使用した円）で、研究開発費を見る事ができる。 
3 研究開発費を集計する際の年度の範囲は国によって異なるため、本

書では、国際比較にあたって基本的に「年」を用いている。この節の日

物価水準の変化を考慮した研究開発費を見る

事のできる実質額 4で見ても（図表 1-1-1(B)）、主

要国の順位や時系列変化に大きな変動は見られ

ない。 

次に、2000 年からの研究開発費の変化に注目

する。2000 年を 1 とした場合の各国通貨による研

究開発費の名目額と実質額を指数で示し、各国

の研究開発に対する投資の伸びを見る(図表 1-

1-1（C）)。 

名目額での各国最新年を見ると、日本(OECD

推計)及び日本では 1.2 とその伸びは小さいことが

わかる。他国を見ると欧米諸国は 1.7 から 2.4 の

伸びを示している。中国は 24.7、韓国は 6.4 と極

めて大きな伸びを示している。 

実質額での各国最新年を見ると、日本(OECD

推計)及び日本は 1.3 と名目額よりも大きな伸びを

示している。フランスは 1.3 と、日本と同程度の伸

びを示している。英国は 1.5、米国及びドイツは

1.7 であり、中国、韓国については、物価補正を考

慮した場合であっても、それぞれ 12.9、4.5 と極め

て大きな伸びを示している。 

本の場合、本来は「年度」である。 
4 図表 1-1-1(B)の場合、他国と共通の通貨価値で、物価水準の変化を

考慮して研究開発費を見る事ができる。物価水準の基準年は 2015 年

であり、OECD 購買力平価換算値は 2015 年値を使用している。 

【【図図表表 11--11--11】】  主主要要国国ににおおけけるる研研究究開開発発費費総総額額のの推推移移  
 

((AA))名名目目額額((OOEECCDD 購購買買力力平平価価換換算算))  国際比較
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((BB))実実質質額額（（22001155 年年基基準準；；OOEECCDD 購購買買力力平平価価換換算算））  

 

((CC))22000000 年年をを 11 ととししたた各各国国通通貨貨にによよるる研研究究開開発発費費のの指指数数  

 
 
注： 
1) 研究開発費総額は各部門の合計値であり、国により部門の定義が異なる場合があるため、国際比較の際には注意が必要である。各国の部門の定義

については図表 1-1-4 参照のこと。 
2) 研究開発費は人文・社会科学を含む（韓国は 2006 年まで自然科学のみ）。 
3) 1990 年までは西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。 
4) 購買力平価換算は参考統計 E を使用した。 
5) 実質額の計算は GDP デフレータによる（参考統計 D を使用）。 
6) 日本は年度の値を示している。 
7) 日本(OECD 推計)は 1995 年まで OECD 基準に合うように、当該国の値を OECD 事務局が調整。大学部門については、研究開発費のうち人件費を研

究換算にした総研究開発費である（「1.3.3 大学部門の研究開発費」を参照のこと）。1996、2008、2013、2018 年において時系列の連続性は失われてい
る。 

8) 米国の 2019 年は見積り値。2016 年以降、公的機関の研究開発費から「生産前開発(Preproduction development)」が除かれている。 
9) ドイツの 1982、1984、1986、1988、1990、1992、1996、1998、2018 年は見積り値である。1993、1994 年値は定義が異なる。 
10) フランスは 1997、2000、2004、2010、2014 年においては時系列の連続性は失われている。2017、2018 年は暫定値、2019 年は見積り値。 
11) 英国は 1985、1992 年においては時系列の連続性は失われている。2008～2010、2012、2014、2016 年は見積り値、2019 年は暫定値である。 
12) 中国は 1991～1999 年までは過小評価されるか、過小評価されたデータに基づく。2000 年、2009 年においては時系列の連続性は失われている。 
13) EU-27 は見積り値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
米国：NSF，“National Patterns of R&D Resources: 2018–19 Data Update” 
日本（OECD 推計）、ドイツ、フランス、英国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 
中国：1990 年まで中華人民共和国科学技術部、中国科技統計数値 2013(web サイト)、1991 年以降は OECD，“Main Science and Technology Indicators 
2020/2” 
韓国：1990 年まで科学技術情報通信部、KISTEP、「研究開発活動調査報告書」、1991 年以降は OECD，“Main Science and Technology Indicators 
2020/2” 
参照：表 1-1-1

名名　　目目　　額額 実実　　質質　　額額（（22001155年年基基準準））
年

日本
日本

(OECD推

計)
米国 ドイツ

フラン
ス

英国 中国 韓国 日本
日本

(OECD推

計)
米国 ドイツ

フラン
ス

英国 中国 韓国

2000 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
2001 1.0 1.0 1.0 1.0 1.1 1.0 1.2 1.2 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.1 1.1
2002 1.0 1.0 1.0 1.1 1.1 1.1 1.4 1.3 1.1 1.0 1.0 1.0 1.1 1.1 1.4 1.2
2003 1.0 1.0 1.1 1.1 1.1 1.1 1.7 1.4 1.1 1.1 1.0 1.0 1.1 1.1 1.6 1.2
2004 1.0 1.0 1.1 1.1 1.2 1.1 2.2 1.6 1.1 1.1 1.0 1.0 1.1 1.1 1.9 1.4
2005 1.1 1.1 1.2 1.1 1.2 1.2 2.7 1.7 1.2 1.2 1.1 1.0 1.1 1.1 2.3 1.5
2006 1.1 1.1 1.3 1.2 1.2 1.3 3.4 2.0 1.2 1.2 1.1 1.1 1.1 1.1 2.8 1.7
2007 1.2 1.2 1.4 1.2 1.3 1.4 4.1 2.3 1.3 1.3 1.2 1.1 1.1 1.2 3.2 1.9
2008 1.2 1.1 1.5 1.3 1.3 1.4 5.2 2.5 1.3 1.2 1.3 1.2 1.1 1.2 3.6 2.1
2009 1.1 1.0 1.5 1.3 1.4 1.5 6.5 2.7 1.2 1.1 1.2 1.2 1.2 1.2 4.6 2.2
2010 1.1 1.0 1.5 1.4 1.4 1.5 7.9 3.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 5.2 2.5
2011 1.1 1.0 1.6 1.5 1.5 1.5 9.7 3.6 1.2 1.2 1.3 1.3 1.2 1.2 6.0 2.8
2012 1.1 1.0 1.6 1.6 1.5 1.5 11.5 4.0 1.2 1.2 1.3 1.4 1.2 1.2 6.9 3.0
2013 1.1 1.1 1.7 1.6 1.5 1.6 13.2 4.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.2 1.2 7.8 3.2
2014 1.2 1.1 1.8 1.7 1.6 1.7 14.5 4.6 1.3 1.3 1.3 1.4 1.3 1.3 8.4 3.4
2015 1.2 1.1 1.8 1.7 1.6 1.8 15.8 4.8 1.3 1.3 1.4 1.4 1.3 1.3 9.2 3.4
2016 1.1 1.1 1.9 1.8 1.6 1.9 17.5 5.0 1.3 1.2 1.4 1.5 1.3 1.4 10.0 3.5
2017 1.2 1.1 2.1 2.0 1.6 2.0 19.7 5.7 1.3 1.3 1.5 1.6 1.3 1.4 10.8 3.9
2018 1.2 1.2 2.3 2.1 1.7 2.1 22.0 6.2 1.3 1.3 1.6 1.6 1.3 1.5 11.7 4.3
2019 1.2 1.2 2.4 2.2 1.7 2.2 24.7 6.4 1.3 1.3 1.7 1.7 1.3 1.5 12.9 4.5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

1981 84 87 90 93 96 99 02 05 08 11 14 17

研
究
開
発
費
（
実
質
額
）

2019年

日本

日本(OECD推計)

米国

ドイツ

フランス

英国

中国

韓国

EU-27

兆円

第
１
章　
　
　

研
究
開
発
費



➨ 1 ❶ ◊✲㛤Ⓨ㈝  

 

-  1 6  -  

ḟに、ྛ国・地域の⤒῭つᶍの㐪いを⪃៖して

研究開Ⓨ㈝をẚ㍑䛩るた䜑に、䛂研究開Ⓨ㈝総㢠

のᑐ GDP ẚ⋡䛃（国内総⏕産にᑐ䛩る研究開Ⓨ㈝

の合）を♧䛩（ᅗ⾲ 1-1-2）。 

2018 ᖺに䛚䛡る日本の研究開Ⓨ㈝総㢠のᑐ

GDP ẚ⋡䛿、ୡ⏺の中䛷ぢる䛸、ẚ㍑ⓗ㧗いỈ‽

に䛒る䛸い䛘る。᭱䜒㧗い国䛿イスラエ䝹、ḟい䛷㡑

国䛷䛒䜚、୧国䛸䜒に 4䠂を㉸䛘ている。 

 

䛆ᅗ⾲ 1-1-2䛇 ྛᅜ䞉ᆅᇦ䛾◊✲㛤Ⓨ㈝⥲㢠䛾 

 ᑐ GDP ẚ⋡(2018 ᖺ) 

 
ὀ䠖 
1)  䝇䜲䝇䚸䜸䞊䝇䝖䝷䝸䜰䛿 2017 ᖺ್䚸䛭䛾䛾ᅜ䞉ᆅᇦ䛿 2018 ᖺ್䚹

᪥ᮏ䛿ᖺᗘ䛾್䚹 
2)  䜲䝇䝷䜶䝹䚸䝇䜴䜵䞊䝕䞁䚸䝧䝹䜼䞊䚸EU-27䚸䜸䞊䝇䝖䝷䝸䜰䛿ぢ✚䜚

್䚹 
3)  䜲䝇䝷䜶䝹䛸⡿ᅜ䛿ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹 
4)  䜸䞊䝇䝖䝷䝸䜰䚸䝕䞁䝬䞊䜽䚸䝣䝷䞁䝇䚸䜹䝘䝎䛿ᬻᐃ್䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 
䛭䛾䛾ᅜ䞉ᆅᇦ䠖OECD䠈䇾Main Science and Technology Indicators 
2020/2” 
ཧ↷䠖⾲ 1-1-2 

 

䜎た、研究開Ⓨ㈝総㢠のᑐ GDP ẚ⋡の⤒ᖺኚ

に䜘䜚、ྛ国の研究開Ⓨ䜈のᢞ㈨Ỉ‽䛜䛹の䜘䛖

に推⛣して䛝たかをぢる（ᅗ⾲ 1-1-3）。 

日本（OECD 推ィ)䛿 2008 ᖺ䜎䛷䛿長ᮇⓗにቑ

ຍしていた䛜、䛭のᚋ、ቑῶを⧞䜚㏉し、2019 ᖺ䛷

䛿 3.21䠂䛸䛺䛳ている。䜎た、日本䛷䜒ྠᵝのഴྥ

に䛒䜚、2019 ᖺ䛷䛿 3.50䠂䛷䛒る。主せ国の中䛷䜒

㧗いỈ‽をಖ䛳ている。 

㡑国䛿主せ国中第 1 䛷䛒る。2000 ᖺ௦にධる

䛸ᛴ㏿にቑຍした。2019 ᖺ䛷䛿 4.64䠂䛷䛒る。 

䝗イ䝒䛿、1990 ᖺ௦中盤に୍᪦ῶᑡした䛜、䛭の

ᚋ䛿ቑຍし⥆䛡て䛚䜚、2010 ᖺ௦にධる䛸⡿国を上

ᅇ䛳ている。2019 ᖺ䛿 3.18䠂䛷䛒る。 

⡿国䛿 2010 ᖺ௦にධ䛳て、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣し

ていた䛜、㏆ᖺቑຍしている。2019ᖺ䛿 3.06䠂䛷䛒

る。 

EU-27 䛿ቑഴྥ䛜⥆いている。䝣ランス、ⱥ国

䛿 1990 ᖺ௦ᚋ༙から、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣していた

䛜、ⱥ国䛿㏆ᖺᚤቑしている。 

中国䛿、1996 ᖺを境にቑຍ䛜⥆䛝、2010 ᖺに䛿

ⱥ国を上ᅇ䜚、2013 ᖺに䛿 EU-27 を上ᅇ䛳た。

2019ᖺ䛷䛿2.23䠂䛷䛒䜚、䝣ランス䛸ྠỈ‽䛷䛒る。 

2000 ᖺ以㝆の日本の GDP 䛿୍ⓗ䛺ῶᑡ䜒ྵ

䜑、ᚤቑに推⛣している୍方䛷、国の GDP 䛿ቑ

ຍഴྥに䛒る(ཧ⪃⤫ィ C ཧ↷のこ䛸)。≉に、㡑国、

中国䛷䛿、⤒῭つᶍ䛜ᣑ䛩る䛸ྠに研究開Ⓨ

㈝総㢠のᑐ GDP ẚ⋡䜒上᪼している。 
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 ᑐ GDP ẚ⋡䛾᥎⛣ 
 

 
ὀ䠖 
ᅜ㝿ẚ㍑ὀពཬ䜃◊✲㛤Ⓨ㈝䛻䛴䛔䛶䛿⾲ 1-1-1 䛸ྠ䛨䚹GDP 䛿ཧ⪃
⤫ィ C 䛸ྠ䛨䚹䛺䛚䚸᪥ᮏ䛾 GDP 䛿 1993 ᖺ䜎䛷 1993SNA 䛻ᇶ䛵䛔䛯
ᩘ್䛷䛒䜚䚸1994 ᖺ௨㝆䛿 2008SNA 䛻ᇶ䛵䛔䛶䛔䜛䛯䜑䚸⣔ิẚ㍑
䜢䛩䜛㝿䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
◊✲㛤Ⓨ㈝䛿⾲ 1-1-1 䛸ྠ䛨䚹GDP 䛿ཧ⪃⤫ィ C 䛸ྠ䛨䚹  
ཧ↷䠖⾲ 1-1-3 

0

1

2

3

4

5

1981 84 87 90 93 96 99 02 05 08 11 14 17

◊
✲
㛤
Ⓨ
㈝
/
G
D
P

2019ᖺ

᪥ᮏ

᪥ᮏ(OECD᥎ィ)

⡿ᅜ

䝗䜲䝒

䝣䝷䞁䝇

ⱥᅜ

୰ᅜ

㡑ᅜ

EU-27

䠂

ᅜ㝿ẚ㍑

ὀព
 

⣔ิ

ὀព
 

1.56 

1.73 

1.79 

1.84 

1.90 

1.95 

2.01 

2.05 

2.07 

2.14 

2.14 

2.20 

2.67 

2.75 

2.95 

3.02 

3.12 

3.14 

3.18 

3.22 

3.32 

3.36 

3.51 

4.52 

4.85 

0 1 2 3 4 5 6

䜹䝘䝎

ⱥᅜ

䜸䞊䝇䝖䝷䝸䜰

䝅䞁䜺䝫䞊䝹

䝏䜵䝁

䝇䝻䝧䝙䜰

䜰䜲䝇䝷䞁䝗

䝜䝹䜴䜵䞊

EU-27

䜸䝷䞁䝎

୰ᅜ

䝣䝷䞁䝇

䝧䝹䜼䞊

䝣䜱䞁䝷䞁䝗

⡿ᅜ

䝕䞁䝬䞊䜽

䝗䜲䝒

䜸䞊䝇䝖䝸䜰

䝇䜲䝇

᪥ᮏ(OECD᥎ィ) 

䝇䜴䜵䞊䝕䞁

ྎ‴

᪥ ᮏ

㡑ᅜ

䜲䝇䝷䜶䝹

䠂

➨
㸯
ࠉ❶
ࠉ
ࠉ

◊
✲
㛤
Ⓨ
㈝



第 1 章 研究開発費  

 

- 16 - 

次に、各国・地域の経済規模の違いを考慮して

研究開発費を比較するために、「研究開発費総額

の対 GDP 比率」（国内総生産に対する研究開発費

の割合）を示す（図表 1-1-2）。 

2018 年における日本の研究開発費総額の対

GDP 比率は、世界の中で見ると、比較的高い水準

にあるといえる。最も高い国はイスラエル、次いで韓

国であり、両国ともに 4％を超えている。 

 

【【図図表表 11--11--22】】  各各国国・・地地域域のの研研究究開開発発費費総総額額のの  

  対対 GGDDPP 比比率率((22001188 年年))  

 
注： 
1) スイス、オーストラリアは 2017 年値、その他の国・地域は 2018 年値。

日本は年度の値。 
2) イスラエル、スウェーデン、ベルギー、EU-27、オーストラリアは見積り

値。 
3) イスラエルと米国は定義が異なる。 
4) オーストラリア、デンマーク、フランス、カナダは暫定値。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
その他の国・地域：OECD，“Main Science and Technology Indicators 
2020/2” 
参照：表 1-1-2 

 

また、研究開発費総額の対 GDP 比率の経年変

化により、各国の研究開発への投資水準がどのよう

に推移してきたかを見る（図表 1-1-3）。 

日本（OECD 推計)は 2008 年までは長期的に増

加していたが、その後、増減を繰り返し、2019 年で

は 3.21％となっている。また、日本でも同様の傾向

にあり、2019 年では 3.50％である。主要国の中でも

高い水準を保っている。 

韓国は主要国中第 1 位である。2000 年代に入る

と急速に増加した。2019 年では 4.64％である。 

ドイツは、1990 年代中盤に一旦減少したが、その

後は増加し続けており、2010 年代に入ると米国を上

回っている。2019 年は 3.18％である。 

米国は 2010 年代に入って、ほぼ横ばいに推移し

ていたが、近年増加している。2019年は 3.06％であ

る。 

EU-27 は漸増傾向が続いている。フランス、英国

は 1990 年代後半から、ほぼ横ばいに推移していた

が、英国は近年微増している。 

中国は、1996 年を境に増加が続き、2010 年には

英国を上回り、2013 年には EU-27 を上回った。

2019年では2.23％であり、フランスと同水準である。 

2000 年以降の日本の GDP は一時的な減少も含

め、微増に推移している一方で、他国の GDP は増

加傾向にある(参考統計 C 参照のこと)。特に、韓国、

中国では、経済規模が拡大すると同時に研究開発

費総額の対 GDP 比率も上昇している。 

 

【【図図表表 11--11--33】】    主主要要国国のの研研究究開開発発費費総総額額のの  

  対対 GGDDPP 比比率率のの推推移移  
 

 
注： 
国際比較注意及び研究開発費については表 1-1-1 と同じ。GDP は参考
統計 C と同じ。なお、日本の GDP は 1993 年まで 1993SNA に基づいた
数値であり、1994 年以降は 2008SNA に基づいているため、時系列比較
をする際は注意が必要である。 
資料： 
研究開発費は表 1-1-1 と同じ。GDP は参考統計 C と同じ。  
参照：表 1-1-3 
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11..11..22 各各国国のの部部門門別別研研究究開開発発費費のの動動向向  

国全体の研究開発のシステムを理解するために

は、各国の研究開発活動の状況を部門別で見るこ

とも必要である。 

ただし、各国の部門分類については、研究開発

活動を国際比較する際に、国の制度や調査方法、

又は対象機関の範囲に違いが生じるという問題点

がある。よって各国の差を踏まえた上での比較をす

べきである。 

この節では、研究開発活動を実施している機関

を部門分類し、各国の違いを踏まえて研究開発費

の構造を見る。 

(1)研究開発費の負担部門と使用部門の定義 

図表 1-1-4 は、研究開発活動を実施している機

関を、OECD「フラスカティ・マニュアル 5」に基づい

た部門に分類し、研究開発費の負担部門（5 部門）

及び使用部門（4 部門）に対応する各国の具体的な

内訳（機関）が何であるかを簡単に示したものである。

表中には、自国の研究開発統計及び OECD の資

料等で使用されている名称を用いているが、表題の

部門名は日本の研究開発統計である総務省「科学

技術研究調査」で使用されている部門名を用いて

いる。

 
5 研究開発統計の調査方法についての国際的標準を提示している。1963

年、イタリアのフラスカティに於いて、OECD 加盟諸国の専門家による研

究・実験開発(R&D)の調査に関しての会合が行われた。その成果としてま

とめられたのがフラスカティ・マニュアル-研究・実験開発調査のための標

準実施方式案である。現在は第 7 版（2015）が発行されており、各国の研

究開発統計調査はこのマニュアルに準じて行われていることが多い。 

【【図図表表 11--11--44】】  主主要要国国ににおおけけるる研研究究開開発発費費のの負負担担部部門門とと使使用用部部門門のの定定義義  

  

((AA))負負担担部部門門  

国 企業 大学 政府 非営利団体 外国

日本
（2010年
度まで）

・会社
・特殊法人・独立行政法人（営利を伴
う）

・私立大学（短期大学・大学附置研究
所等を含む）

・国、地方公共団体
・国営、公営及び特殊法人・独立行政法人（営利を伴
わない）の研究機関(JSPS、JST、NEDO等を含む)
・国立及び公立大学（短期大学・高等専門学校・大学
附置研究所等を含む）

・他の区分に含まれない法人、
団体、個人

外国の組織

日本
（2011年
度から）

・会社
・私立大学（短期大学・大学附置研究
所等を含む）

・国、地方公共団体
・国営、公営及び特殊法人・独立行政法人※の研究
機関(JSPS、JST、AMED[2015年度から]、NEDO等を
含む)
・国立及び公立大学（短期大学・高等専門学校・大学
附置研究所等を含む）
　※国立研究開発法人を含む。

・他の区分に含まれない法人、
団体、個人

外国の組織

日本
（OECD
推計）

・会社
・国、公、私立大学（短期大学・大学
附置研究所等を含む）

・国、地方公共団体
・国営、公営及び特殊法人・独立行政法人※の研究
機関(JSPS、JST、AMED[2015年度から]、NEDO等を
含む)
　※国立研究開発法人を含む。

・他の区分に含まれない法人、
団体、個人

外国の組織
**

米国 ・会社、他
・Universities & Colleges
(年間15万ドル以上の研究開発を行っ
ている機関)

・連邦政府及び州政府 ・その他非営利団体 外国の組織
**

ドイツ
・企業
・産業共同研究機関（IfG）

＊＊負負担担源源ととししてて想想定定さされれてていいなないい ・政府(連邦、州、地方公共団体）
・大学や私的NPO（非営利団体）
など、経済セクターに入らない国
内組織

外国の組織
**

フランス ・企業

・国立科学研究センター（CNRS）
・高等教育・研究・イノベーション省
(MESRI)所管の大学及び高等教育研
究機関
・大学病院(CHU)とがんセンター
(Centre Anti-Cancéreux)

・省庁、公的研究機関
・地方公共団体

・非営利団体 外国の組織
**

英国 ・企業 ・大学

・中央政府（U.K.）
・分権化された政府（Scotland等）
・英国研究・イノベーション機構(UKRI）
・Higher Education Funding Councils(Research
Englandを含む)
＊＊地地方方政政府府分分ににつついいててはは不不明明

・非営利団体 外国の組織
**

中国

・販売のための物品及びサービスの生
産を主たる活動とする全ての企業、会
社及び団体 (国家及び民間の双方が
所有するものを含む)

＊＊負負担担源源ととししてて想想定定さされれてていいなないい
・政府
＊＊地地方方政政府府分分ににつついいててはは不不明明

・OECDや中国の研究開発統計
において、該当する部門の数値
は示されていない。

外国の組織

韓国

・企業
・政府投資機関（法人の運営に必要な
経費の一部、または全部を政府で投資
した機関：農業基盤公社、大韓工業振
興公社等）

・国・公立大学
・私立大学

・政府(国・公立試験研究所、地方自治体)
・政府出捐研究機関（法人の運営に必要な経費の一
部または全部を政府で出資した機関：韓国科学技術
研究院、韓国原子力研究院等）

・その他非営利団体 外国の組織
**
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((BB))使使用用部部門門  
 

 
注： 
1) 本表については適時更新しているが、各国の最新の情報ではない可能性がある。 
2) EU については各国の合計であるため、ここには記載しない。 
3) 負担部門の外国のうち、「外国の組織**」については OECD，“Research & Development Statistics”の“Rest of the world (ROW)”を外国の組織とした。 
4) 米国の FFRDCs とは Federally funded research and development center(連邦出資研究開発センター)である。 
5) ドイツの負担部門に「大学」はない。IfG とは Institutions for co-operative industrial research and experimental development である。 
6) 中国の負担部門に「大学」はない。 
資料： 
科学技術政策研究所、「主要国における研究開発関連統計の実態：測定方法についての基礎調査」（調査資料-143）(2007 年 10 月) 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
NSF, “National Patterns of R&D Resources” 
OECD, “R&D Sources and Methods Database” 
MESR, “Higher education & research in France, facts and figures” 
科学技術情報通信部・KISTEP、「研究開発活動調査報告書」 

国 企業 大学 公的機関 非営利団体

日本
（2010年
度まで）

・会社
・特殊法人・独立行政法人
（営利を伴う）

・大学の学部（大学院研究科、大学病院等を含む）
・短期大学
・高等専門学校
・大学附置研究所
・大学共同利用機関等

・国営研究機関
・特殊法人・独立行政法人
（営利を伴わない）
・公営研究機関

・非営利団体

日本
（2011年
度から）

・会社

・大学の学部（大学院研究科、大学病院等を含む）
・短期大学
・高等専門学校
・大学附置研究所
・大学共同利用機関等

・国営研究機関
・特殊法人・独立行政法人
・公営研究機関

・非営利団体

日本
（OECD
推計）

・会社

・大学の学部（大学院研究科、大学病院等を含む）
・短期大学
・高等専門学校
・大学附置研究所
・大学共同利用機関等

・国営研究機関
・特殊法人・独立行政法人
・公営研究機関

・非営利団体

米国
・会社
・民間の営利病院・クリニック（臨床検査所、歯
科技工所を含む）が含まれる。

・Universities & Colleges (年間15万ドル以上の研
究開発を行っている機関)
・主に学位授与プログラムを実施している研究機
関又は大学と学位プログラムを共有している機関
が含まれる。
・大学の病院・クリニック又は大学の財務諸表があ
る病院・クリニックを含む。

・連邦政府及び非連邦政府
・連邦出資研究開発センター(FFRDCs)
・退役軍人病院、 疾病対策予防センターが含ま
れる。

・民間の非営利団体
・大学部門で報告されていない
大学附属病院及びその他の非
営利病院が含まれる。

ドイツ

・民間、公的及び半公的商業企業（農業を含
む）、協同組合研究機関及び産業連盟・財団。
輸送、郵便、電気通信、エネルギー及び水管理
サービスの公営企業も含まれる。

・Universities & Colleges
・中等後教育機関(職業ではなく学問に主眼をおく
もの)
・大学病院を含む。
・大学が運営しておらず、大学予算から独立して
いる研究機関（AN-Institute）は含まれていない。

フランス

・民間及び公共セクターの企業、研究会社 (契
約の下で研究を行うものを含む) 、研究センター
及び民間企業のために活動する非営利の工業
技術センターが含まれる。

・国立科学研究センター（CNRS）
・高等教育・研究・イノベーション省(MESRI)所管の
大学及び高等教育研究機関
・大学病院(CHU)とがんセンター(Centre Anti-
Cancéreux)

・科学技術的性格公施設法人(EPST)
（CNRSは除く）
・商工業的性格公施設法人(EPIC)
・省庁及びその他の公的研究機関
＊＊地地方方政政府府分分ににつついいててはは不不明明

・非営利団体（1901年法で規定）
及び財団

英国 ・企業（公営企業や研究団体、商工企業も含む）
・全大学とイングランドの高等教育カレッジ及び高
等教育機関を通じて資金提供されている関連組
織を含む。

・政府部局及び政府外公共機関（NDPB）、地方政
府及び中央政府、国防省、民生部局及びリサーチ
カウンシルが含まれる。
・英国研究・イノベーション機構(UKRI）

・非営利団体(研究慈善団体や
産業を含む)（推計値）

中国
・販売のための物品及びサービスの生産を主た
る活動とする全ての企業、会社及び団体 (国家
及び民間の双方が所有するものを含む)

・大学
・政府研究機関
＊＊地地方方政政府府分分ににつついいててはは不不明明

・OECDや中国の研究開発統計
において、該当する部門の数値
は示されていない。

韓国

・企業
・政府投資機関（法人の運営に必要な経費の一
部、または全部を政府で投資した機関：農業基
盤公社、大韓工業振興公社等)

・大学のすべての学科（分校及び地方キャンパス
を含む）
・附属研究機関
・大学附属病院（医科大学と会計が統合している
場合のみ）

・中央政府と地方政府
・国・公立研究機関
・政府出捐研究機関（法人の運営に必要な経費の
一部または全部を政府で出資した機関：韓国科学
技術研究院、韓国原子力研究院等）
・国・公立病院

・私立病院
・その他非営利法人研究機関

・連邦、地方（連邦州）及び地方自治体の研究機関、例えばマックスプランク、フラウ
ンホーファー協会、ブルーリスト機関、科学博物館及び図書館
・非営利団体（16万ユーロ以上の公的資金を得ている機関）
・法的に独立した大学の附属の研究所
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((BB))使使用用部部門門  
 

 
注： 
1) 本表については適時更新しているが、各国の最新の情報ではない可能性がある。 
2) EU については各国の合計であるため、ここには記載しない。 
3) 負担部門の外国のうち、「外国の組織**」については OECD，“Research & Development Statistics”の“Rest of the world (ROW)”を外国の組織とした。 
4) 米国の FFRDCs とは Federally funded research and development center(連邦出資研究開発センター)である。 
5) ドイツの負担部門に「大学」はない。IfG とは Institutions for co-operative industrial research and experimental development である。 
6) 中国の負担部門に「大学」はない。 
資料： 
科学技術政策研究所、「主要国における研究開発関連統計の実態：測定方法についての基礎調査」（調査資料-143）(2007 年 10 月) 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
NSF, “National Patterns of R&D Resources” 
OECD, “R&D Sources and Methods Database” 
MESR, “Higher education & research in France, facts and figures” 
科学技術情報通信部・KISTEP、「研究開発活動調査報告書」 

国 企業 大学 公的機関 非営利団体

日本
（2010年
度まで）

・会社
・特殊法人・独立行政法人
（営利を伴う）

・大学の学部（大学院研究科、大学病院等を含む）
・短期大学
・高等専門学校
・大学附置研究所
・大学共同利用機関等

・国営研究機関
・特殊法人・独立行政法人
（営利を伴わない）
・公営研究機関

・非営利団体

日本
（2011年
度から）

・会社

・大学の学部（大学院研究科、大学病院等を含む）
・短期大学
・高等専門学校
・大学附置研究所
・大学共同利用機関等

・国営研究機関
・特殊法人・独立行政法人
・公営研究機関

・非営利団体

日本
（OECD
推計）

・会社

・大学の学部（大学院研究科、大学病院等を含む）
・短期大学
・高等専門学校
・大学附置研究所
・大学共同利用機関等

・国営研究機関
・特殊法人・独立行政法人
・公営研究機関

・非営利団体

米国
・会社
・民間の営利病院・クリニック（臨床検査所、歯
科技工所を含む）が含まれる。

・Universities & Colleges (年間15万ドル以上の研
究開発を行っている機関)
・主に学位授与プログラムを実施している研究機
関又は大学と学位プログラムを共有している機関
が含まれる。
・大学の病院・クリニック又は大学の財務諸表があ
る病院・クリニックを含む。

・連邦政府及び非連邦政府
・連邦出資研究開発センター(FFRDCs)
・退役軍人病院、 疾病対策予防センターが含ま
れる。

・民間の非営利団体
・大学部門で報告されていない
大学附属病院及びその他の非
営利病院が含まれる。

ドイツ

・民間、公的及び半公的商業企業（農業を含
む）、協同組合研究機関及び産業連盟・財団。
輸送、郵便、電気通信、エネルギー及び水管理
サービスの公営企業も含まれる。

・Universities & Colleges
・中等後教育機関(職業ではなく学問に主眼をおく
もの)
・大学病院を含む。
・大学が運営しておらず、大学予算から独立して
いる研究機関（AN-Institute）は含まれていない。

フランス

・民間及び公共セクターの企業、研究会社 (契
約の下で研究を行うものを含む) 、研究センター
及び民間企業のために活動する非営利の工業
技術センターが含まれる。

・国立科学研究センター（CNRS）
・高等教育・研究・イノベーション省(MESRI)所管の
大学及び高等教育研究機関
・大学病院(CHU)とがんセンター(Centre Anti-
Cancéreux)

・科学技術的性格公施設法人(EPST)
（CNRSは除く）
・商工業的性格公施設法人(EPIC)
・省庁及びその他の公的研究機関
＊＊地地方方政政府府分分ににつついいててはは不不明明

・非営利団体（1901年法で規定）
及び財団

英国 ・企業（公営企業や研究団体、商工企業も含む）
・全大学とイングランドの高等教育カレッジ及び高
等教育機関を通じて資金提供されている関連組
織を含む。

・政府部局及び政府外公共機関（NDPB）、地方政
府及び中央政府、国防省、民生部局及びリサーチ
カウンシルが含まれる。
・英国研究・イノベーション機構(UKRI）

・非営利団体(研究慈善団体や
産業を含む)（推計値）

中国
・販売のための物品及びサービスの生産を主た
る活動とする全ての企業、会社及び団体 (国家
及び民間の双方が所有するものを含む)

・大学
・政府研究機関
＊＊地地方方政政府府分分ににつついいててはは不不明明

・OECDや中国の研究開発統計
において、該当する部門の数値
は示されていない。

韓国

・企業
・政府投資機関（法人の運営に必要な経費の一
部、または全部を政府で投資した機関：農業基
盤公社、大韓工業振興公社等)

・大学のすべての学科（分校及び地方キャンパス
を含む）
・附属研究機関
・大学附属病院（医科大学と会計が統合している
場合のみ）

・中央政府と地方政府
・国・公立研究機関
・政府出捐研究機関（法人の運営に必要な経費の
一部または全部を政府で出資した機関：韓国科学
技術研究院、韓国原子力研究院等）
・国・公立病院

・私立病院
・その他非営利法人研究機関

・連邦、地方（連邦州）及び地方自治体の研究機関、例えばマックスプランク、フラウ
ンホーファー協会、ブルーリスト機関、科学博物館及び図書館
・非営利団体（16万ユーロ以上の公的資金を得ている機関）
・法的に独立した大学の附属の研究所
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(2)主要国の研究開発費の負担部門と使用部

門 

この節では、各国の研究開発費について、負担

部門から使用部門へ、どのように配分されているか、

また、どの部門でどの程度、研究開発費が使用され

ているのかを見る。図表 1-1-5 は各国の研究開発

費を部門別の割合にし、その流れを見たものである。

負担部門、使用部門の内容については前述の図表

1-1-4 を参照されたい。負担部門、使用部門ともに、

各国の制度や調査方法、対象機関の範囲に差異

があるため、比較には注意が必要である。 

各国の負担部門から使用部門への研究開発費

の流れを見ると、いずれの国でも「企業」の負担割

合が大きく、ほとんどは同部門の「企業」に流れてい

る。ただし、ドイツ、中国については、「大学」への研

究開発費の流れが他国と比較すると大きい。 

「政府」については、「公的機関」及び「大学」に

流れている国が多い。「政府」から「企業」への流れ

は、ほとんどの国でそれほど大きくはないが、米国、

フランス、英国、韓国では「政府」の約 2 割が企業に

流れている。 

「大学」は、負担部門としての大きさはわずかであ

る。特に、ドイツ、中国については負担部門に「大学」

は想定されてない。また、日本の場合、負担部門と

しての「大学」は私立大学のみである。 

「非営利団体」はいずれの国でも、その負担の割

合は小さい。 

「外国」の負担割合は、アジア諸国で小さく、欧米

で大きい。 

各国ごとに見ると、日本については、「企業」から

「企業」への研究開発費の流れが大きく、その他の

部門にはほとんど流れていない。「政府」は「大学」

への流れが大きいが、「公的機関」への流れも大き

い。日本は、「大学」の負担割合が他国と比較すると

大きい。なお、負担部門の「大学」は、私立大学が

対象であり、そのほとんどは使用部門の「大学」に流

れている。ただし、この流れは、ほぼ私立大学の研

究開発費の自己負担分である。 

日本(OECD 推計)では、「企業」間での研究開発

費の流れが大きい。日本では「政府」に分類されて

いる「国・公立大学」は、日本（OECD 推計）では大

学部門に入っている。「政府」からの研究開発費は

「公的機関」への流れが最も大きい。 

米国では、「企業」から「企業」への研究開発費の

流れが大きい。「政府」から「公的機関」や「大学」へ

の流れが 3/4 程度を占めるが、「企業」への流れも

比較的大きい。また、「外国」からの流れはそのほと

んどが「企業」へ向かっている。 

ドイツでは、「企業」間の流れが主流を占めている

のは他国と同様であるが、他国と比較すると、「企業」

から「大学」や「公的機関・非営利団体」への研究開

発費の流れが大きい。特に「企業」からの流れに占

める「大学」の割合は、主要国の中でも大きい(使用

側で見た「企業」の負担割合は 13.5％)。 

フランスでは、「企業」の負担割合が最も大きく、こ

れに「政府」が続く。特に「政府」の負担割合は

31.6％と他国と比較して、最も大きいことが特徴であ

る。また、「外国」の負担割合が比較的大きく、その

研究開発費は「企業」へ多く流れている。 

英国は、「外国」の割合が 13.7％と、他国と比較

すると、群を抜く大きさである。また、「外国」の研究

開発費の流れは、多くが「企業」に行っているが、

「大学」にも多く流れている。英国は負担部門のうち

「企業」の割合が 54.8％と、他国と比較すると最も小

さい。また、「非営利団体」の割合は 5.0％と他国と

比較すると最も大きい。 

中国では、「企業」の負担割合が大きく、そのほと

んどが「企業」へ流れている。また、「大学」への流れ

も大きく、「大学」が使用する研究開発費の 26.6％を

負担している。「政府」負担の研究開発費は「公的

機関」に最も多く流れている。使用部門としての「大

学」と「公的機関」を比較すると、後者の割合が顕著

に高い。 

韓国では、「企業」の負担割合が大きく、そのほと

んどが「企業」へ流れている。次いで「政府」の負担

割合が大きく、その約半数は「公的機関」に流れて

いる。また、「大学」への「政府」の負担割合も大きく、

「大学」が使用する研究開発費の約 8割を「政府」が

負担している。
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((EE))フフラランンスス（（22001188 年年））  

  

((FF))英英国国（（22001188 年年））  
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((GG))中中国国（（22001188 年年））  

  

((HH))韓韓国国（（22001199 年年））  

 
注： 
1) 負担・使用部門については図表 1-1-4 を参照のこと。 
2) 日本の負担側の政府には、国公立大学を含む。負担側の大学は私立大学である。日本(OECD 推計)の負担側の政府、大学は見積り値である。負担
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側の大学は国公私立大学である。 
3) 米国は定義が異なる。非営利団体は見積り値であり、別のカテゴリーのデータを含む。 
4) ドイツは、公的機関は非営利団体を含む。企業の使用額の負担部門別の内訳は見積り値である。 
5) フランスは暫定値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」  
その他の国：OECD，“Research & Development Statistics” 
参照：表 1-1-5 

 
 
(3)主要国の使用部門における研究開発費

の推移 

図表1-1-6は主要国の総研究開発費の使用額

を部門別に分類し、その割合の推移を示したもの

である。 

各国とも「企業」部門が一番大きな割合を示して

いる。最新年の使用割合は、日本、米国、ドイツ、

フランス、英国は約 7 割、日本（OECD 推計)は約

8 割を占めている。また、中国の「企業」部門の割

合は 1990 年はじめ、4 割程度であったが、近年で

は約 8 割を占めるほど増加している。韓国も約 8

割を占める。 

日本の場合、長期的には、「企業」部門が増加

傾向にある一方で、その他の部門は減少しつつ

ある。ただし、ここ 5 年程度は部門間のバランスに

大きな変化はない。 

日本(OECD 推計)は、「大学」部門の人件費分

を研究専従換算した研究開発費を使用している

ため、「大学」部門の割合が日本のデータと比較

すると小さくなっている。なお、新規の FTE調査結

果が反映された場合、その都度データが変化す

ることに留意が必要である。前述した日本と、他の

部門の推移については同様の傾向である。 

米国については、「企業」部門は増減がありな

がらも長期的に見れば横ばいに推移していたが、

2010 年代に入って漸増している。「大学」部門は、

2005 年頃までは漸増し、その後は横ばい、2010

年代に入って漸減している。「公的機関」部門は、

2000 年代前半に増加した時期もあるが、長期的

に減少している。また、「非営利団体」部門は、小

さいものの長期的に漸増傾向であったが、2000年

代半ばから、ほぼ横ばいに推移している。 

ドイツについては「公的機関」部門及び「非営利

団体」部門の区分がされてないため一緒になって

いる。1990 年代に入ると、「企業」部門の減少、そ

の他の部門の増加が見られたが、その後、「企業」

部門が増加し、それに伴い、他の部門は減少した。

2000 年代に入ってからは、各部門ともほぼ横ばい

に推移している。 

フランスは、「公的機関」部門の割合が比較的

大きな国であったが、その割合には長期的な減少

傾向が見られる。「企業」、「大学」部門の割合は

長期的に増加傾向にあったが、「大学」について

は近年横ばいに推移している。 

英国は、2010 年頃まで、「公的機関」、「企業」

部門の割合が減少する一方で、「大学」部門の割

合の増加が見られた。2010 年代に入ると、「企業」

部門が増加し、「大学」や「公的機関」部門の減少

が見える。 

中国は、1990 年代初めには、「公的機関」部門

の占める割合が 4～5 割もあったが、1999 年以降、

減少傾向にある。これに代わって「企業」部門が増

加しており、近年では約 8 割を占めている。また、

「大学」部門より「公的機関」部門の使用割合が大

きい。 

韓国は、長期的に見ると、「企業」の増加、「大

学」や「公的機関」の減少が見える。 

EU-27 については、「公的機関」部門の割合が

長期的に減少傾向にある。2010 年頃まで、「大学」

部門は微増、「企業」部門はほぼ横ばいに推移し

ていた。その後、「大学」部門は微減、「企業」部門

は微増している。 
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ഃ䛾Ꮫ䛿ᅜබ⚾❧Ꮫ䛷䛒䜛䚹 
3)  ⡿ᅜ䛿ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹㠀Ⴀᅋయ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜚䚸ู䛾䜹䝔䝂䝸䞊䛾䝕䞊䝍䜢ྵ䜐䚹 
4)  䝗䜲䝒䛿䚸බⓗᶵ㛵䛿㠀Ⴀᅋయ䜢ྵ䜐䚹ᴗ䛾⏝㢠䛾㈇担㒊㛛ู䛾ෆヂ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 
5)  䝣䝷䞁䝇䛿ᬻᐃ್䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃  
䛭䛾䛾ᅜ䠖OECD䠈䇾Research & Development Statistics” 
ཧ↷䠖⾲ 1-1-5 

 
 
(3)せᅜ䛾⏝㒊㛛䛻䛚䛡䜛◊✲㛤Ⓨ㈝

䛾᥎⛣ 

ᅗ⾲1-1-6䛿主せ国の総研究開Ⓨ㈝の⏝㢠

を部㛛ูに分㢮し、䛭の合の推⛣を♧した䜒の

䛷䛒る。 

ྛ国䛸䜒䛂企業䛃部㛛䛜୍␒䛝䛺合を♧して

いる。᭱新ᖺの⏝合䛿、日本、⡿国、䝗イ䝒、

䝣ランス、ⱥ国䛿⣙ 7 、日本（OECD 推ィ)䛿⣙

8 を༨䜑ている。䜎た、中国の䛂企業䛃部㛛の

合䛿 1990 ᖺ䛿䛨䜑、4 ⛬ᗘ䛷䛒䛳た䛜、㏆ᖺ䛷

䛿⣙ 8 を༨䜑る䜋䛹ቑຍしている。㡑国䜒⣙ 8

を༨䜑る。 

日本のሙ合、長ᮇⓗに䛿、䛂企業䛃部㛛䛜ቑຍ

ഴྥに䛒る୍方䛷、䛭のの部㛛䛿ῶᑡしつつ

䛒る。た䛰し、ここ 5 ᖺ⛬ᗘ䛿部㛛㛫の䝞ランスに

䛝䛺ኚ䛿䛺い。 

日本(OECD 推ィ)䛿、䛂学䛃部㛛のே௳㈝分

を研究ᑓᚑ⟬した研究開Ⓨ㈝を⏝している

た䜑、䛂学䛃部㛛の合䛜日本のデータ䛸ẚ㍑

䛩る䛸小䛥䛟䛺䛳ている。䛺䛚、新つの FTE調査⤖

ᯝ䛜ᫎ䛥䜜たሙ合、䛭の㒔ᗘデータ䛜ኚ䛩

るこ䛸に␃ព䛜ᚲせ䛷䛒る。๓㏙した日本䛸、の

部㛛の推⛣について䛿ྠᵝのഴྥ䛷䛒る。 

⡿国について䛿、䛂企業䛃部㛛䛿ቑῶ䛜䛒䜚䛺

䛜ら䜒長ᮇⓗにぢ䜜䜀ᶓ䜀いに推⛣していた䛜、

2010 ᖺ௦にධ䛳てቑしている。䛂学䛃部㛛䛿、

2005 ᖺ㡭䜎䛷䛿ቑし、䛭のᚋ䛿ᶓ䜀い、2010

ᖺ௦にධ䛳てῶしている。䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䛿、

2000 ᖺ௦๓༙にቑຍしたᮇ䜒䛒る䛜、長ᮇⓗ

にῶᑡしている。䜎た、䛂㠀Ⴀᅋయ䛃部㛛䛿、小

䛥い䜒のの長ᮇⓗにቑഴྥ䛷䛒䛳た䛜、2000ᖺ

௦༙䜀から、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。 

䝗イ䝒について䛿䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛及び䛂㠀Ⴀ

ᅋయ䛃部㛛の༊分䛜䛥䜜て䛺いた䜑୍⥴に䛺䛳て

いる。1990 ᖺ௦にධる䛸、䛂企業䛃部㛛のῶᑡ、䛭

のの部㛛のቑຍ䛜ぢら䜜た䛜、䛭のᚋ、䛂企業䛃

部㛛䛜ቑຍし、䛭䜜にకい、の部㛛䛿ῶᑡした。

2000 ᖺ௦にධ䛳てから䛿、ྛ部㛛䛸䜒䜋䜌ᶓ䜀い

に推⛣している。 

䝣ランス䛿、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛の合䛜ẚ㍑ⓗ

䛝䛺国䛷䛒䛳た䛜、䛭の合に䛿長ᮇⓗ䛺ῶᑡ

ഴྥ䛜ぢら䜜る。䛂企業䛃、䛂学䛃部㛛の合䛿

長ᮇⓗにቑຍഴྥに䛒䛳た䛜、䛂学䛃について

䛿㏆ᖺᶓ䜀いに推⛣している。 

ⱥ国䛿、2010 ᖺ㡭䜎䛷、䛂公ⓗᶵ㛵䛃、䛂企業䛃

部㛛の合䛜ῶᑡ䛩る୍方䛷、䛂学䛃部㛛の

合のቑຍ䛜ぢら䜜た。2010 ᖺ௦にධる䛸、䛂企業䛃

部㛛䛜ቑຍし、䛂学䛃䜔䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛のῶᑡ

䛜ぢ䛘る。 

中国䛿、1990 ᖺ௦ึ䜑に䛿、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛

の༨䜑る合䛜 4䡚5 䜒䛒䛳た䛜、1999 ᖺ以㝆、

ῶᑡഴྥに䛒る。こ䜜に௦䜟䛳て䛂企業䛃部㛛䛜ቑ

ຍして䛚䜚、㏆ᖺ䛷䛿⣙ 8 を༨䜑ている。䜎た、

䛂学䛃部㛛䜘䜚䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛の⏝合䛜

䛝い。 

㡑国䛿、長ᮇⓗにぢる䛸、䛂企業䛃のቑຍ、䛂

学䛃䜔䛂公ⓗᶵ㛵䛃のῶᑡ䛜ぢ䛘る。 

EU-27 について䛿、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛の合䛜

長ᮇⓗにῶᑡഴྥに䛒る。2010 ᖺ㡭䜎䛷、䛂学䛃

部㛛䛿ᚤቑ、䛂企業䛃部㛛䛿䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣し

ていた。䛭のᚋ、䛂学䛃部㛛䛿ᚤῶ、䛂企業䛃部㛛

䛿ᚤቑしている。 
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䛆ᅗ⾲ 1-1-6䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛㒊㛛ู䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ྜ
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(D)䝗䜲䝒 
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注： 
1) 研究開発費総額は各部門の合計値であり、国により部門の定義が異なる場合があるため、国際比較の際には注意が必要である。各国の部門の定義

については図表 1-1-4 参照のこと。 
2) 研究開発費は人文・社会科学を含む（韓国は 2006 年まで自然科学のみ）。 
3) 日本(OECD 推計)、フランス、英国、中国、韓国、EU の非営利団体は合計から企業、大学、公的機関を除いたもの。 
4) 日本は年度の値を示している。 
5) 日本、日本(OECD 推計)は、2001 年に、非営利団体の一部は企業部門になった。 
6) 日本(OECD 推計)は、1995 年まで OECD 基準に合うように、当該国の値を OECD 事務局が調整。大学部門については、研究開発費のうち人件費を

FTE にした総研究開発費である。1996、2008、2013、2018 年値は前年までのデータとの継続性が損なわれている。 
7) 米国は 2019 年は見積り値。2016 年以降、公的機関の研究開発費から「生産前開発(Preproduction development)」が除かれている。 
8) ドイツは、1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。全ての部門の 1982、1984、1986、1988、1990 年、企業の 1992、1994、1996、1998、

2018、2019 年、大学の 1992、2019 年は見積り値。企業、大学の 1993 年、公的機関及び非営利団体の 1991 年以降は定義が異なる。全ての部門の
1991 年、大学の 2016 年、公的機関及び非営利団体の 1992 年において時系列の連続性は失われている。 

9) フランスは、企業の 1992、1997、2001、2004、2006 年、大学の 1997、2000、2004、2014 年、公的機関の 1992、1997、2000、2010 年において時系列の
連続性は失われている。全ての部門の 2017、2018 年は暫定値、2019 年は見積り値である。 

10) 英国は、企業の 1986、1992、2001 年、大学の 1985、1993 年、公的機関の 1986、1991、2001 年において時系列の連続性は失われている。全ての
2019 年は暫定値である。 

11) 中国は、企業の 1991～1999 年までは過小評価されるか、過小評価されたデータに基づく。 企業の 2000 年、2009 年、公的機関の 2009 年において時
系列の連続性は失われている。 

12) EU-27 は見積り値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
日本（OECD 推計）、ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2”  
米国：NSF，“National Patterns of R&D Resources: 2018–19 Data Update” 
参照：表 1-1-6 
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(I)EU-27 

 
ὀ䠖 
1)  ◊✲㛤Ⓨ㈝⥲㢠䛿ྛ㒊㛛䛾ྜィ್䛷䛒䜚䚸ᅜ䛻䜘䜚㒊㛛䛾ᐃ⩏䛜␗䛺䜛ሙྜ䛜䛒䜛䛯䜑䚸ᅜ㝿ẚ㍑䛾㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹ྛᅜ䛾㒊㛛䛾ᐃ⩏

䛻䛴䛔䛶䛿ᅗ⾲ 1-1-4 ཧ↷䛾䛣䛸䚹 
2)  ◊✲㛤Ⓨ㈝䛿ேᩥ䞉♫⛉Ꮫ䜢ྵ䜐䠄㡑ᅜ䛿 2006 ᖺ䜎䛷⮬↛⛉Ꮫ䛾䜏䠅䚹 
3)  ᪥ᮏ(OECD ᥎ィ)䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸୰ᅜ䚸㡑ᅜ䚸EU 䛾㠀Ⴀᅋయ䛿ྜィ䛛䜙ᴗ䚸Ꮫ䚸බⓗᶵ㛵䜢㝖䛔䛯䜒䛾䚹 
4)  ᪥ᮏ䛿ᖺᗘ䛾್䜢♧䛧䛶䛔䜛䚹 
5)  ᪥ᮏ䚸᪥ᮏ(OECD ᥎ィ)䛿䚸2001 ᖺ䛻䚸㠀Ⴀᅋయ䛾୍㒊䛿ᴗ㒊㛛䛻䛺䛳䛯䚹 
6)  ᪥ᮏ(OECD ᥎ィ)䛿䚸1995 ᖺ䜎䛷 OECD ᇶ‽䛻ྜ䛖䜘䛖䛻䚸ᙜヱᅜ䛾್䜢 OECD ົᒁ䛜ㄪᩚ䚹Ꮫ㒊㛛䛻䛴䛔䛶䛿䚸◊✲㛤Ⓨ㈝䛾䛖䛱ே௳㈝䜢

FTE 䛻䛧䛯⥲◊✲㛤Ⓨ㈝䛷䛒䜛䚹1996䚸2008䚸2013䚸2018 ᖺ್䛿๓ᖺ䜎䛷䛾䝕䞊䝍䛸䛾⥅⥆ᛶ䛜ᦆ䛺䜟䜜䛶䛔䜛䚹 
7)  ⡿ᅜ䛿 2019 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䚹2016 ᖺ௨㝆䚸බⓗᶵ㛵䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛛䜙䛂⏕⏘๓㛤Ⓨ(Preproduction development)䛃䛜㝖䛛䜜䛶䛔䜛䚹 
8)  䝗䜲䝒䛿䚸1990 ᖺ䜎䛷䛿ᪧす䝗䜲䝒䚸1991 ᖺ௨㝆䛿⤫୍䝗䜲䝒䚹䛶䛾㒊㛛䛾 1982䚸1984䚸1986䚸1988䚸1990 ᖺ䚸ᴗ䛾 1992䚸1994䚸1996䚸1998䚸

2018䚸2019 ᖺ䚸Ꮫ䛾 1992䚸2019 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䚹ᴗ䚸Ꮫ䛾 1993 ᖺ䚸බⓗᶵ㛵ཬ䜃㠀Ⴀᅋయ䛾 1991 ᖺ௨㝆䛿ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹䛶䛾㒊㛛䛾
1991 ᖺ䚸Ꮫ䛾 2016 ᖺ䚸බⓗᶵ㛵ཬ䜃㠀Ⴀᅋయ䛾 1992 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 

9)  䝣䝷䞁䝇䛿䚸ᴗ䛾 1992䚸1997䚸2001䚸2004䚸2006 ᖺ䚸Ꮫ䛾 1997䚸2000䚸2004䚸2014 ᖺ䚸බⓗᶵ㛵䛾 1992䚸1997䚸2000䚸2010 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾
㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹䛶䛾㒊㛛䛾 2017䚸2018 ᖺ䛿ᬻᐃ್䚸2019 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 

10)  ⱥᅜ䛿䚸ᴗ䛾 1986䚸1992䚸2001 ᖺ䚸Ꮫ䛾 1985䚸1993 ᖺ䚸බⓗᶵ㛵䛾 1986䚸1991䚸2001 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹䛶䛾
2019 ᖺ䛿ᬻᐃ್䛷䛒䜛䚹 

11)  ୰ᅜ䛿䚸ᴗ䛾 1991䡚1999 ᖺ䜎䛷䛿㐣ᑠホ౯䛥䜜䜛䛛䚸㐣ᑠホ౯䛥䜜䛯䝕䞊䝍䛻ᇶ䛵䛟䚹 ᴗ䛾 2000 ᖺ䚸2009 ᖺ䚸බⓗᶵ㛵䛾 2009 ᖺ䛻䛚䛔䛶
⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 

12)  EU-27 䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 
᪥ᮏ䠄OECD ᥎ィ䠅䚸䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸୰ᅜ䚸㡑ᅜ䚸EU䠖OECD䠈䇾Main Science and Technology Indicators 2020/2”  
⡿ᅜ䠖NSF䠈䇾National Patterns of R&D Resources: 2018–19 Data Update” 
ཧ↷䠖⾲ 1-1-6 
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1.2 ᨻᗓ䛾ண⟬ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿2020 ᖺの日本の科学技術予⟬（地域䜒ྵ䜑た᭱⤊予⟬）䛿 9.2 䛷䛒䜚、㐣ཤ᭱の㢠䛸䛺䛳た。

国の 2020 ᖺの್をぢる䛸、中国䛿 26.4 䛸䛺䜚、ୡ⏺䝖䝑䝥のつᶍ䛸䛺䛳ている。⡿国䛿 2014 ᖺ以㝆

ቑຍഴྥに䛒䜚、17.0 䛸䛺䛳た。䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙からቑຍし、2019 ᖺ䛷䛿 5.1 䛸䛺䛳て

いる。 

䚽科学技術予⟬を国㜵⏝䛸Ẹ⏕⏝に分㢮して䜏る䛸、日本䜔䝗イ䝒䛿 9 以上䛜Ẹ⏕⏝䛷༨䜑ている。⡿

国について䛿、国㜵⏝の合䛜国䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝䛟 47.3䠂䛷䛒る。䛭のの国䛷䛿、い䛪䜜䜒国㜵

⏝科学技術予⟬の合䛿Ẹ⏕⏝䛸ẚ㍑してᑡ䛺い䛜、日本䜔䝗イ䝒䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝い合䛷䛒る。 

䕿地域の科学技術㛵係予⟬をᛶ᱁ูに分㢮して䜏る䛸、䛂公タヨ㦂研究ᶵ㛵䛃に係る予⟬の合䛜᭱䜒

䛝い。2019 ᖺ䛷ぢる䛸、全యの 31.1䠂に当たる。ḟに䛂企業支援（ྠ 25.1䠂）䛃、䛂㧗➼教育ᶵ㛵

（15.0䠂）䛃䛸⥆䛟。推⛣をぢる䛸、䛂公タヨ㦂研究ᶵ㛵䛃䛜ῶᑡし、䛂企業支援䛃䛜ቑຍした。䛂㧗➼教育ᶵ

㛵䛃について䛿、2005 ᖺᗘを境にᚤῶഴྥに䛒る。 

 
ここ䛷䛿、政府の科学技術予⟬について㏙䜉る。 

日本について䛿、䛂科学技術㛵係予⟬䛃を科学技

術予⟬䛸している。日本の科学技術㛵係予⟬䛿、䐟

科学技術⯆㈝（୍般会ィ予⟬の䛖䛱主䛸してṓฟ

の┠ⓗ䛜科学技術の⯆に䛒る⤒㈝）、䐠୍般会

ィ中の䛭のの研究㛵係㈝、䐡≉ู会ィ中の科学

技術㛵係㈝の合ィから成る。 

日本の科学技術㛵係予⟬の㞟ィ業務について

䛿、2014ᖺᗘに文部科学省から内閣府に業務䛜⛣

⟶䛥䜜、2018 ᖺᗘ䜘䜚、科学技術㛵係予⟬の㞟ィ

方ἲ䛜ኚ更䛥䜜た 6。䜎た、第 5 ᮇ科学技術基本ィ

画のึᖺᗘ䛷䛒る 2016 ᖺᗘ䜎䛷㐳䛳て、新方ἲに

䜘る㞟ィ䛜䛥䜜ている。本報告書に䛿新方ἲに䜘

る㞟ィ⤖ᯝを♧している。内閣府に䜘る科学技術㛵

係予⟬の㞟ィ䛿、䛄䛂⾜政事業䝺ビ䝳ーシー䝖䛜作

成䛥䜜ている事業の䛖䛱科学技術予⟬にヱ当䛩る䛸

ุᐃした事業䛃及び䛂⾜政事業䝺ビ䝳ーシー䝖の作

 
6 ⾜政事業䝺ビ䝳ーシー䝖（政府䛜実施している⣙ 5,000 のྛ事業につい

て、ྛ府省に䛚いて、事業の執⾜≧ἣ䜔㈨㔠のὶ䜜➼を⤫୍したᵝᘧに

グ㍕䛩る䜒の。内閣官ᡣ⾜政ᨵ㠉推進本部事務局䝩ーム䝨ー䝆䜘䜚）の

グ㍕内ᐜに基䛵䛝、予⟬事業をヲ⣽に分㢮し、䛭の分㢮内ᐜに基䛵䛟⤫

୍ⓗ䛺基‽䛷科学技術㛵係予⟬のุᐃを⾜䛖方ἲに䜘䜚⟬ฟした䜒の䛷

䛒る。 
7 https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/kekkaichiran.pdf (内閣府の Web

䜘䜚 2019/5/24 䜰䜽セス) 
8 国䛷䛿、日本䛸ྠᵝの科学技術㛵係予⟬のデータ䛜↓いた䜑、

OECD の政府研究開Ⓨ予⟬㓄分㢠(GBARD䠖Government Budget 

Allocations for R&D）を⏝している。䛺䛚、OECD䠈䇾Main Science and 

Technology Indicators 2020/2䇿䛷の GBARD のデータに䛿、日本の್䜒

ィ上䛥䜜て䛚䜚、日本政府䛜Ⓨ⾲して䛝た科学技術㛵係予⟬䛸ྠ䛨ᩘ್

䛷䛿䛒る䛜、䛂Definition differs䛃（ᐃ⩏䛜␗䛺る）䛸い䛖ὀグ䛜䛥䜜てい

成をせし䛺い事業の䛖䛱、ྛ省から申告䛥䜜た内ᐜ

に基䛵䛝科学技術予⟬にヱ当䛩る䛸ุᐃした事業䛃

からᵓ成䛥䜜ている䛅7䛸䛒る。 

中国以外の主せ国について䛿 OECD の政府研

究開Ⓨ予⟬㓄分㢠(GBARD䠖Government Budget 

Allocations for R&D）の್を⏝いている 8。中国につ

いて䛿、国ᐙ⤫ィ局に䜘る公⾲್➼をཧ↷した。 

⡿国について䛿、⡿国⾜政⟶⌮予⟬局(OMB)に

䜘る連㑥政府の予⟬⦅成・提ฟ・執⾜についての政

府㏻㐩䛷䛒る OMB Circular A-11(Preparation, 

Submission and Execution of the Budget)に䛚いて、

2016 ᖺᗘに研究開Ⓨの分㢮(Basic research, Ap-

plied research, Development)の䛂Development䛃䛜

䛂Experimental development䛃にኚ更䛥䜜た 9, 10。こ䜜

䛿、NSF の研究開Ⓨ⤫ィ䜔国㝿ⓗ䛺標‽䛸䜘䜚ᩚ

合ⓗに䛺るこ䛸をពᅗした䜒の䛸䛥䜜ている 11。この

ኚ更にక䛳て、⡿国の研究開Ⓨ予⟬の㞟ィ方ἲ䜒

る。本報告書䛷の日本の 2016䡚2021 ᖺの್䛿 2021 ᖺ 3 ᭶Ⅼのᩘ್

䛷䛒るた䜑、OECD の್䛸䛿␗䛺るᖺ䛜䛒る。国䛤䛸のヲ⣽の日本のḍに

䛿䛂GBARD data represent the budget for S&T䛃（GBARD 䛿科学技術予

⟬を♧している）䛸のὀグ䛜䛒る。 
9 Circular No. A-11, Executive Office of the President, Office of 

Management and Budget, 2015 ᖺ 6 ᭶, 

https://obamawhitehouse.archives.gov/sites/default/files/omb/assets/a1

1_current_year/a11_2015.pdf (2019/6/10 䜰䜽セス) 
10 Circular No. A-11, Executive Office of the President, Office of 

Management and Budget, 2016 ᖺ 7 ᭶, 

https://www.whitehouse.gov/sites/whitehouse.gov/files/omb/assets/a11

_current_year/a11_2016.pdf (2019/6/10 䜰䜽セス) 
11 https://www.whitehouse.gov/sites/whitehouse.gov/files/omb/budget/ 

fy2018/ap_18_research.pdf (2019/6/10 䜰䜽セス) 
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2018 ᖺからኚ更䛥䜜、OECD に報告䛥䜜る್䜒

2000 ᖺ䜎䛷䛥かの䜌䛳てኚ更䛥䜜ている。ලయⓗに

䛿、䛂㜵⾨（2000 ᖺから）䛃、䛂Ᏹᐂの᥈査䛸ά⏝

(2017 ᖺから)䛃の予⟬から䛂Preprodution develop-

ment（⏕産๓開Ⓨ）䛃にᑐᛂ䛩る部分䛜㝖外䛥䜜て

いる。 

 

1.2.1 ྛᅜ䛾⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬ 

主せ国政府の科学技術予⟬(OECD ㉎㈙力ᖹ౯

⟬)をぢる䛸（ᅗ⾲ 1-2-1(A)）、2020 ᖺ 12の日本の

地域䜒ྵ䜑た᭱⤊予⟬ 13䛿 9.2䛷䛒る。日本の

地域䜒ྵ䜑た᭱⤊予⟬の推⛣をぢる䛸、つᶍ䛺

補正予⟬䛜⤌䜎䜜たᖺ以外䛿、ᶓ䜀いに推⛣して

いた䛜、2016ᖺ以㝆䛿ቑຍしている。䛺䛚、2020ᖺ

の補正予⟬に䛿、第 3 ḟ補正䛷ᥐ⨨䛥䜜た䛂䜾䝸ー

ンイノベーション基㔠事業（2 ）䛃及び䛂10 

つᶍの学䝣䜯ン䝗（0.5 ）䛃をྵ䜣䛷いる。 

中国䛿 2000 ᖺ௦にධる䛸䛝䛟ቑຍし、2019 ᖺ

䛷䛿 26.4 䛸䛺䜚、ୡ⏺䝖䝑䝥のつᶍ䛷䛒る。 

⡿国について䛿、2009ᖺにARRA（American Re-

covery and Reinvestment Act of 2009）に䜘る≉ู䛺

予⟬䛜ᥐ⨨䛥䜜た以㝆䛿ῶᑡ䛜⥆いていた䛜、

 
12 この節の日本䛿、国㝿ẚ㍑の㝿に䛿䛂ᖺ䛃を⏝いている。本᮶䛿䛂ᖺᗘ䛃

䛷䛒る。日本の䜏をグ㏙している節䛷䛿䛂ᖺᗘ䛃を⏝いている。 
13 日本の地域䜒ྵ䜑た᭱⤊予⟬䛸䛿、䐟国の当ึ予⟬、䐠国の補正予⟬

➼、䐡㒔㐨府┴䛸政௧指ᐃ㒔ᕷの᭱⤊予⟬の合ィ್䛷䛒る。䛺䛚、2020

ᖺについて䛿、䐡の᭱⤊予⟬䛜確ᐃしてい䛺いた䜑、当ึ予⟬を⏝し

2013 ᖺを境にቑຍഴྥに䛒䜚、2020 ᖺ䛿 17.0 

䛸䛺䛳ている(ᑐ๓ᖺẚ 9.4䠂ቑ)。 

䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙からቑຍし、2019 ᖺ䛷䛿

5.1 䛸䛺䛳ている(ᑐ๓ᖺẚ 7.6䠂ቑ)。 

㡑国䛿୍貫してቑഴྥ䛷䛒る。2019 ᖺ䛿 2.5

䛷䛒䜚、䝣ランス、ⱥ国を上ᅇ䛳ている。 

䝣ランス䛿 2010 ᖺ௦にධ䛳てからῶしていた

䛜、㏆ᖺ䛿ᴫ䛽ᶓ䜀いに推⛣して䛚䜚、2019 ᖺ䛿

1.9 䛸䛺䛳ている。 

ⱥ国䛿、㏆ᖺቑຍして䛚䜚、2019 ᖺ䛿 1.9 、

ᑐ๓ᖺẚ䛿 5.4䠂ቑ䛷䛒る。 

䜎た、科学技術予⟬を国㜵㛵係の⤒㈝（国㜵⏝）

（日本のሙ合䛿㜵⾨省の科学技術㛵係予⟬）䛸䛭

䜜以外の⤒㈝（Ẹ⏕⏝）に分㢮して䜏る䛸（ᅗ⾲ 1-

2-1(B)）、日本（当ึ予⟬）䛿 9 以上䛜Ẹ⏕⏝科

学技術予⟬䛷༨䜑ている。⡿国について䛿、国㜵

⏝科学技術予⟬の合䛜国䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝䛟、

47.3䠂䛷䛒る。ⱥ国、㡑国䛷䛿、い䛪䜜䜒国㜵⏝科

学技術予⟬の合䛿Ẹ⏕⏝䛸ẚ㍑してᑡ䛺い䛜日

本䜔䝗イ䝒䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝い合䛷䛒る。䜎た、䜋

䛸䜣䛹の国䛷 2001 ᖺにẚ䜉て国㜵⏝の合䛜ప

下して䛚䜚、≉に䝣ランスのῶᑡ䛜ⴭしい 14。  

ている、 
14 䝣ランスの国㜵⏝予⟬䛿 2006 ᖺから䛂Definition differs䛃（ᐃ⩏䛜␗䛺

る）䛸い䛖ὀグ䛜䛥䜜ている。ῶᑡഴྥ䛜⥆いて䛚䜚、≉に、2018 ᖺか

ら 2019 ᖺにか䛡て䛿、䛝䛟ῶᑡした。 

䛆ᅗ⾲ 1-2-1䛇 せᅜᨻᗓ䛾⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬䛾᥎⛣
 

(A)⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬⥲㢠(OECD ㉎㈙ຊᖹ౯⟬)䛾᥎⛣ ᅜ㝿ẚ㍑
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2018 ᖺからኚ更䛥䜜、OECD に報告䛥䜜る್䜒

2000 ᖺ䜎䛷䛥かの䜌䛳てኚ更䛥䜜ている。ලయⓗに

䛿、䛂㜵⾨（2000 ᖺから）䛃、䛂Ᏹᐂの᥈査䛸ά⏝

(2017 ᖺから)䛃の予⟬から䛂Preprodution develop-

ment（⏕産๓開Ⓨ）䛃にᑐᛂ䛩る部分䛜㝖外䛥䜜て

いる。 

 

1.2.1 ྛᅜ䛾⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬ 

主せ国政府の科学技術予⟬(OECD ㉎㈙力ᖹ౯

⟬)をぢる䛸（ᅗ⾲ 1-2-1(A)）、2020 ᖺ 12の日本の

地域䜒ྵ䜑た᭱⤊予⟬ 13䛿 9.2䛷䛒る。日本の

地域䜒ྵ䜑た᭱⤊予⟬の推⛣をぢる䛸、つᶍ䛺

補正予⟬䛜⤌䜎䜜たᖺ以外䛿、ᶓ䜀いに推⛣して

いた䛜、2016ᖺ以㝆䛿ቑຍしている。䛺䛚、2020ᖺ

の補正予⟬に䛿、第 3 ḟ補正䛷ᥐ⨨䛥䜜た䛂䜾䝸ー

ンイノベーション基㔠事業（2 ）䛃及び䛂10 

つᶍの学䝣䜯ン䝗（0.5 ）䛃をྵ䜣䛷いる。 

中国䛿 2000 ᖺ௦にධる䛸䛝䛟ቑຍし、2019 ᖺ

䛷䛿 26.4 䛸䛺䜚、ୡ⏺䝖䝑䝥のつᶍ䛷䛒る。 

⡿国について䛿、2009ᖺにARRA（American Re-

covery and Reinvestment Act of 2009）に䜘る≉ู䛺

予⟬䛜ᥐ⨨䛥䜜た以㝆䛿ῶᑡ䛜⥆いていた䛜、

 
12 この節の日本䛿、国㝿ẚ㍑の㝿に䛿䛂ᖺ䛃を⏝いている。本᮶䛿䛂ᖺᗘ䛃

䛷䛒る。日本の䜏をグ㏙している節䛷䛿䛂ᖺᗘ䛃を⏝いている。 
13 日本の地域䜒ྵ䜑た᭱⤊予⟬䛸䛿、䐟国の当ึ予⟬、䐠国の補正予⟬

➼、䐡㒔㐨府┴䛸政௧指ᐃ㒔ᕷの᭱⤊予⟬の合ィ್䛷䛒る。䛺䛚、2020

ᖺについて䛿、䐡の᭱⤊予⟬䛜確ᐃしてい䛺いた䜑、当ึ予⟬を⏝し

2013 ᖺを境にቑຍഴྥに䛒䜚、2020 ᖺ䛿 17.0 

䛸䛺䛳ている(ᑐ๓ᖺẚ 9.4䠂ቑ)。 

䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙からቑຍし、2019 ᖺ䛷䛿

5.1 䛸䛺䛳ている(ᑐ๓ᖺẚ 7.6䠂ቑ)。 

㡑国䛿୍貫してቑഴྥ䛷䛒る。2019 ᖺ䛿 2.5

䛷䛒䜚、䝣ランス、ⱥ国を上ᅇ䛳ている。 

䝣ランス䛿 2010 ᖺ௦にධ䛳てからῶしていた

䛜、㏆ᖺ䛿ᴫ䛽ᶓ䜀いに推⛣して䛚䜚、2019 ᖺ䛿

1.9 䛸䛺䛳ている。 

ⱥ国䛿、㏆ᖺቑຍして䛚䜚、2019 ᖺ䛿 1.9 、

ᑐ๓ᖺẚ䛿 5.4䠂ቑ䛷䛒る。 

䜎た、科学技術予⟬を国㜵㛵係の⤒㈝（国㜵⏝）

（日本のሙ合䛿㜵⾨省の科学技術㛵係予⟬）䛸䛭

䜜以外の⤒㈝（Ẹ⏕⏝）に分㢮して䜏る䛸（ᅗ⾲ 1-

2-1(B)）、日本（当ึ予⟬）䛿 9 以上䛜Ẹ⏕⏝科

学技術予⟬䛷༨䜑ている。⡿国について䛿、国㜵

⏝科学技術予⟬の合䛜国䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝䛟、

47.3䠂䛷䛒る。ⱥ国、㡑国䛷䛿、い䛪䜜䜒国㜵⏝科

学技術予⟬の合䛿Ẹ⏕⏝䛸ẚ㍑してᑡ䛺い䛜日

本䜔䝗イ䝒䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝い合䛷䛒る。䜎た、䜋

䛸䜣䛹の国䛷 2001 ᖺにẚ䜉て国㜵⏝の合䛜ప

下して䛚䜚、≉に䝣ランスのῶᑡ䛜ⴭしい 14。  

ている、 
14 䝣ランスの国㜵⏝予⟬䛿 2006 ᖺから䛂Definition differs䛃（ᐃ⩏䛜␗䛺

る）䛸い䛖ὀグ䛜䛥䜜ている。ῶᑡഴྥ䛜⥆いて䛚䜚、≉に、2018 ᖺか

ら 2019 ᖺにか䛡て䛿、䛝䛟ῶᑡした。 

䛆ᅗ⾲ 1-2-1䛇 せᅜᨻᗓ䛾⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬䛾᥎⛣ 
 

(A)⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬⥲㢠(OECD ㉎㈙ຊᖹ౯⟬)䛾᥎⛣ ᅜ㝿ẚ㍑
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ḟに、2000ᖺを 1䛸したሙ合のྛ国㏻㈌に䜘る科

学技術予⟬のྡ┠㢠䛸実㉁㢠の指ᩘを♧した(ᅗ

⾲ 1-2-1（C）)。ྡ┠㢠䛷の᭱新ᖺをぢる䛸、日本䛿

地域をྵ䜐᭱⤊予⟬のሙ合 2.2（当ึ予⟬䛿 1.3）

䛷䛒䜚、⡿国、䝗イ䝒䛿 2.3 䛸⣙ 2 ಸのఙびをぢ䛫て

いる。᭱䜒ఙび䛜పい国䛿、䝣ランス(1.0)、ḟい䛷

ⱥ国（1.8）䛷䛒る。中国䛿 18.6 䛷䛒䜚、㡑国の 5.6 䛸

䛸䜒に䛝䛺ఙびを♧している。 

実㉁㢠をぢる䛸、日本以外の国䛿ྡ┠㢠䜘䜚పい

ᩘ್䛸䛺䛳ている。᭱新ᖺをぢる䛸、日本䛿地域を

ྵ䜐᭱⤊予⟬のሙ合 2.4（当ึ予⟬䛿 1.5）䛷䛒る。

⡿国䛿 1.6、䝗イ䝒䛿 1.7、ⱥ国䛿 1.3 䛷䛒る。中国

䛿 9.7、㡑国䛿 3.9 䛸㡰調䛺ఙびをぢ䛫ている。主

せ国の中䛷䛿、䝣ランスの䜏 0.7 䛸䝬イ䝘ス成長䛷

䛒る。

(B)Ẹ⏕⏝䛸ᅜ㜵⏝䛾⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬䛾ྜ(3 ᖺᖹᆒ) 

 

 

(C)2000 ᖺ䜢 1 䛸䛧䛯ྛᅜ㏻㈌䛻䜘䜛⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬䛾ᣦᩘ 
 

 
ὀ䠖 
1)  ㉎㈙ຊᖹ౯⟬䛻䛿ཧ⪃⤫ィ E 䜢⏝䛔䛯䚹  
2)  ᅗ⾲ 1-2-1(B)䛿 3 ᖺᖹᆒ䛷䛒䜛䚹䛯䛸䛘䜀 2019 ᖺ䛷䛒䜜䜀䚸2018䚸2019䚸2020 ᖺ䛾ᖹᆒ್䚹᪥ᮏ䛻䛴䛔䛶䛿ᙜึண⟬䛷䛒䜛䚹 
3)  ᐇ㉁㢠䛾ィ⟬䛻䛿 GDP 䝕䝣䝺䞊䝍䛻䜘䜛䠄ཧ⪃⤫ィ D 䜢⏝䠅䚹 
4)  ᪥ᮏ䛿ᖺᗘ䛷䛒䜛䚹᪥ᮏ䠄ᙜึண⟬䠅䛸䛿ᅜ䛾⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀண⟬䛷䛒䜛䚹᪥ᮏ䠄ᆅᇦ䜢ྵ䜐᭱⤊ண⟬䠅䛸䛿䚸䐟ᅜ䛾ᙜึண⟬䚸䐠ᅜ䛾⿵ṇண⟬➼䚸䐡

㒔㐨ᗓ┴䛸ᨻ௧ᣦᐃ㒔ᕷ䛾᭱⤊ண⟬䛾ྜィ್䛷䛒䜛䚹䛺䛚䚸2020 ᖺ䛾᪥ᮏ䠄ᆅᇦ䜢ྵ䜐᭱⤊ண⟬䠅䛻䛴䛔䛶䛿䚸䐡䛾᭱⤊ண⟬䛷䛿䛺䛟䚸ᙜึண⟬䜢
⏝䛧䛶䛔䜛䚹 

5)  ᪥ᮏ䛻䛴䛔䛶䚸2016 ᖺᗘ௨㝆䛾ᙜึண⟬䛿䚸⾜ᨻᴗ䝺䝡䝳䞊䝅䞊䝖䛾グ㍕ෆᐜ䛻ᇶ䛵䛝ண⟬ᴗ䜢ヲ⣽䛻分㢮䛧䚸䛭䛾分㢮ෆᐜ䛻ᇶ䛵䛟⤫୍ⓗ䛺
ᇶ‽䛷⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀ⤒㈝䛾ุᐃ䜢⾜䛖᪉ἲ䛻ኚ᭦䛥䜜䛶䛔䜛䚹ᅗ⾲ 1-2-1(B)䛿ᙜึண⟬㢠䛷䛒䜛䚹2020 ᖺᗘ⿵ṇண⟬䛻䛿➨ 3 ḟ⿵ṇ䛷ᥐ⨨䛥䜜
䛯䛂䜾䝸䞊䞁䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᇶ㔠ᴗ䠄2 䠅䛃ཬ䜃䛂10 つᶍ䛾Ꮫ䝣䜯䞁䝗䠄0.5 䠅䛃䜢ྵ䜐䚹 

6)  ⡿ᅜ䛿㐃㑥ᨻᗓ䛾䜏䚹㧗➼ᩍ⫱㒊㛛䛻ᑐ䛩䜛୍⯡ᨭᡶ䛔䛾䛖䛱䚸ᩍ⫱䛸◊✲䛜分㞳䛷䛝䛺䛔䜒䛾䛿㝖እ䛧䛶䛔䜛䚹2000 ᖺ௨㝆䚸Preproduction 
development䠄⏕⏘๓㛤Ⓨ䠅䛜㝖䛛䜜䛯䚹2009 ᖺ䛾್䛻䛿 ARRA䠖American Recovery and Reinvestment Act of 2009 䛻䜘䛳䛶≉ู䛻ண⟬䛜ᥐ⨨䛥䜜
䛯䚹2020 ᖺ䛿ᬻᐃ್䛷䛒䜛䚹 

7)  䝗䜲䝒䛿 1983䚸1984䚸1985䚸1987䚸1991䚸1997 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾⥅⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹1992 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䚸2020 ᖺ䛿ᬻᐃ್䛷䛒䜛䚹 
8)  䝣䝷䞁䝇䛿 1983䚸1984䚸1986䚸1992䚸1997䚸2006 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾⥅⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹2006䚸2007 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 2006 ᖺ௨㝆䛾Ẹ

⏕䚸ᅜ㜵䛾್䛿ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹 
9)  ⱥᅜ䛿 1985䚸2001 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾⥅⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 
10)  㡑ᅜ䛿 2006 ᖺ䜎䛷ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹2005 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾⥅⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹Ẹ⏕䛾䜏䛾 2008 䛛䜙 2011 ᖺ䜎䛷䛿ぢ✚䜚್䚸2008 ᖺ䛻䛚䛔

䛶⣔ิ䛾⥅⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 

ྡ䚷┠䚷㢠 ᐇ䚷㉁䚷㢠䠄㻞㻜㻝㻡ᖺᇶ‽䠅

ᖺ

2000 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
2001 1.1 1.1 1.1 1.0 1.1 1.0 1.2 1.2 1.1 1.1 1.1 1.0 1.1 1.0 1.2 1.2
2002 1.1 1.0 1.2 1.0 1.1 1.2 1.4 1.4 1.1 1.1 1.2 1.0 1.1 1.1 1.4 1.3
2003 1.1 1.0 1.4 1.1 1.1 1.2 1.6 1.5 1.1 1.0 1.3 1.0 1.1 1.2 1.6 1.3
2004 1.1 1.0 1.5 1.0 1.1 1.3 1.9 1.6 1.2 1.0 1.3 1.0 1.1 1.2 1.7 1.4
2005 1.1 1.0 1.5 1.1 1.2 1.3 2.3 2.1 1.2 1.0 1.4 1.0 1.1 1.2 2.0 1.8
2006 1.1 1.0 1.6 1.1 1.1 1.3 2.9 2.4 1.2 1.0 1.4 1.0 0.9 1.2 2.4 2.1
2007 1.1 1.0 1.6 1.2 1.0 1.4 3.7 2.6 1.2 1.0 1.4 1.1 0.9 1.2 2.8 2.2
2008 1.1 1.0 1.6 1.2 1.2 1.4 4.5 3.0 1.2 1.1 1.3 1.1 1.0 1.1 3.2 2.4
2009 1.1 1.2 1.9 1.3 1.3 1.4 5.7 3.4 1.2 1.3 1.5 1.2 1.1 1.1 4.0 2.7
2010 1.1 1.0 1.6 1.4 1.2 1.4 7.3 3.7 1.2 1.1 1.3 1.3 1.0 1.1 4.8 2.8
2011 1.1 1.1 1.6 1.5 1.2 1.4 8.3 4.0 1.3 1.3 1.2 1.3 1.0 1.1 5.1 3.1
2012 1.1 1.2 1.6 1.5 1.1 1.4 9.7 4.3 1.3 1.4 1.3 1.3 0.9 1.0 5.8 3.2
2013 1.1 1.1 1.5 1.6 1.1 1.5 10.7 4.6 1.3 1.2 1.2 1.3 0.9 1.1 6.3 3.4
2014 1.1 1.0 1.5 1.6 1.1 1.5 11.2 4.7 1.3 1.2 1.2 1.3 0.9 1.1 6.5 3.5
2015 1.1 1.0 1.6 1.6 1.0 1.5 12.2 5.0 1.2 1.1 1.2 1.3 0.8 1.1 7.1 3.6
2016 1.1 1.0 1.7 1.7 1.0 1.5 13.5 5.1 1.2 1.2 1.3 1.4 0.8 1.1 7.7 3.6
2017 1.1 1.0 1.8 1.9 1.0 1.6 14.6 5.2 1.2 1.2 1.3 1.5 0.8 1.2 8.0 3.6
2018 1.2 1.1 2.0 2.0 1.0 1.8 16.5 5.3 1.3 1.2 1.4 1.5 0.8 1.2 8.8 3.6
2019 1.3 1.4 2.1 2.1 1.0 1.8 18.6 5.6 1.4 1.5 1.4 1.6 0.7 1.3 9.7 3.9
2020 1.3 2.2 2.3 2.3 - - - - 1.5 2.4 1.6 1.7 - - - -
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᪥ᮏ䠖ᅜ䛾⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀண⟬䠄ᙜึண⟬ཬ䜃⿵ṇண⟬䠅䛻䛴䛔䛶䛿 2013 ᖺ䜎䛷䛿ᩥ㒊⛉Ꮫ┬ㄪ䜉ཬ䜃ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䛂⛉Ꮫᢏ⾡せぴ(ྛᖺ∧)䛃䚹2014 ᖺ䛛
䜙䛿ෆ㛶ᗓㄪ䜉䠄2016䡚2020 ᖺ䛾್䛿 2021 ᖺ 3 ᭶Ⅼ䛾ᩘ್䛷䛒䜛䠅䚹ᆅᇦ䠄㒔㐨ᗓ┴䛸ᨻ௧ᣦᐃ㒔ᕷ䠅䛾⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀண⟬䛻䛴䛔䛶䛿䚸2000 ᖺ䛿
䠄බ㈈䠅᪥ᮏ⛉Ꮫᢏ⾡༠㻔㻶㻭㻾㻱㻯㻕䛛䜙ᥦ౪䛥䜜䛯䛂ᆅᇦ䛾⛉Ꮫᢏ⾡⯆≧ἣ䛾⥲ྜⓗㄪᰝ◊✲䛃䛾䝕䞊䝍䜢ඖ䛻䚸⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜㞟ィ
䛧䛯䚹2001䚸2002 ᖺ䛿䠄බ㈈䠅᪥ᮏ⛉Ꮫᢏ⾡༠㻔㻶㻭㻾㻱㻯㻕䛛䜙ᥦ౪䛥䜜䛯䛂ᆅᇦ䛾⛉Ꮫᢏ⾡⯆≧ἣ䛾⥲ྜⓗㄪᰝ◊✲䛃䛾㞟ィ್䚸2003 ᖺ௨㝆䛿ᩥ
㒊⛉Ꮫ┬䛂㒔㐨ᗓ┴➼䛻䛚䛡䜛⛉Ꮫᢏ⾡䛻㛵㐃䛩䜛ண⟬ㄪᰝ䛃ㄪᰝሗ࿌᭩䛾㞟ィ್䜢⏝䛧䛯䚹 
⡿ᅜ䚸䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸㡑ᅜ䠖OECD䠈䇾Main Science and Technology Indicators 2020/2”  
୰ᅜ䠖⛉Ꮫᢏ⾡⤫ィ䝉䞁䝍䞊䚸୰ᅜ⛉Ꮫᢏ⾡⤫ィ(web 䝃䜲䝖)䚸2015 ᖺ௨㝆䛿୰⳹ேẸඹᅜᅜᐙ⤫ィᒁ䚸䛂ᅜ⛉ᢏ⤒㈝ᢞධ⤫ィᗈሗ䛃䛾ྛᖺ∧ 
ཧ↷䠖⾲ 1-2-1 

 
 
ḟに、国に䜘る⤒῭つᶍの㐪いを⪃៖してẚ㍑

䛩るた䜑に、科学技術予⟬のᑐ GDP ẚ⋡を♧した

（ᅗ⾲ 1-2-2）。 

日本（地域をྵ䜐᭱⤊予⟬）䛿、2009 ᖺ、2012

ᖺに䛝䛟ቑຍしたᚋῶᑡし、2016ᖺ以㝆ቑຍして

いる。2019 ᖺ䛿 1.03䠂䛷䛒䜚、1䠂を㉸䛘ている。当

ึ予⟬䛷ぢる䛸、日本䛿 1990 ᖺ௦にධ䛳て上᪼し、

2000ᖺ௦䛿ᶓ䜀いに推⛣していた。2000ᖺ௦ᚋ༙

にᚤቑしたᚋ、2012 ᖺを境にῶᑡഴྥに䛒䛳た䛜、

2016 ᖺ以㝆ቑຍഴྥに䛒る。2019 ᖺ䛿 0.70䠂䛷

䛒る。 

⡿国䛿 2000 ᖺ䡚2004 ᖺにか䛡てᛴ⃭にቑຍし

たᚋ䛿、2009ᖺを㝖いて 2015ᖺ䜎䛷ῶᑡഴྥに䛒

䛳た䛜、㏆ᖺ䛿ቑຍしている。2019ᖺ䛷䛿0.79䠂䛷

䛒る。 

䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙䜎䛷、ῶᑡഴྥ䛜⥆いた

ᚋ、2009 ᖺにᛴቑした。䛭のᚋ䛿、䜋䜌ᶓ䜀いに

推⛣していた䛜、2014 ᖺ㡭からቑຍし、2019 ᖺ䛿

0.98䠂䛸䛺䛳た。 

䝣ランス䛿2005ᖺ䜎䛷主せ国中、᭱䜒䛝䛺್䛷

䛒䛳た䛜、長ᮇⓗにῶᑡഴྥに䛒る。2019 ᖺ䛿

0.55䠂䛷䛒䜚、主せ国の中䛷᭱䜒పい್䛸䛺䛳てい

る。 

ⱥ国䛿長ᮇⓗにぢる䛸、⥅⥆してῶᑡഴྥに䛒

䛳た。た䛰し、㏆ᖺ䛷䛿ቑຍし、2019 ᖺ䛷䛿 0.56䠂

䛸䛺䛳ている。 

中国、㡑国䛸䜒に 2000 ᖺ௦にධ䛳てからのఙび

䛜ⴭしい。2019 ᖺの中国䛿 1.08䠂、㡑国䛿 1.09䠂

䛷䛒䜚、主せ国中䝖䝑䝥䜽ラス䛷䛒る。た䛰し、୧国䛸

䜒に 2010 ᖺ以㝆のఙび䛿⦆䜔か䛸䛺䛳ている。 

䛺䛚、2020 ᖺ䜎䛷データの䛒る⡿国䛸䝗イ䝒をぢ

る䛸、୧国䛸䜒 2019 ᖺ䛸ẚ䜉て、科学技術予⟬のᑐ

GDP ẚ䛜䛝䛟上᪼している。こ䜜に䛿新ᆺコ䝻䝘

䜴イ䝹ス感ᰁの䝟ンデ䝭䝑䜽にక䛖 GDP のῶᑡの

ᙳ㡪䛜ྵ䜎䜜ている。 

䛆ᅗ⾲ 1-2-2䛇 せᅜᨻᗓ䛾⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬䛾ᑐ

GDP ẚ⋡䛾᥎⛣ 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ䠖 
⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬䛿⾲ 1-2-1 䛸ྠ䛨䚹GDP 䛿ཧ⪃⤫ィ C 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 1-2-2  
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᪥ᮏ䠖ᅜ䛾⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀண⟬䠄ᙜึண⟬ཬ䜃⿵ṇண⟬䠅䛻䛴䛔䛶䛿 2013 ᖺ䜎䛷䛿ᩥ㒊⛉Ꮫ┬ㄪ䜉ཬ䜃ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䛂⛉Ꮫᢏ⾡せぴ(ྛᖺ∧)䛃䚹2014 ᖺ䛛
䜙䛿ෆ㛶ᗓㄪ䜉䠄2016䡚2020 ᖺ䛾್䛿 2021 ᖺ 3 ᭶Ⅼ䛾ᩘ್䛷䛒䜛䠅䚹ᆅᇦ䠄㒔㐨ᗓ┴䛸ᨻ௧ᣦᐃ㒔ᕷ䠅䛾⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀண⟬䛻䛴䛔䛶䛿䚸2000 ᖺ䛿
䠄බ㈈䠅᪥ᮏ⛉Ꮫᢏ⾡༠㻔㻶㻭㻾㻱㻯㻕䛛䜙ᥦ౪䛥䜜䛯䛂ᆅᇦ䛾⛉Ꮫᢏ⾡⯆≧ἣ䛾⥲ྜⓗㄪᰝ◊✲䛃䛾䝕䞊䝍䜢ඖ䛻䚸⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜㞟ィ
䛧䛯䚹2001䚸2002 ᖺ䛿䠄බ㈈䠅᪥ᮏ⛉Ꮫᢏ⾡༠㻔㻶㻭㻾㻱㻯㻕䛛䜙ᥦ౪䛥䜜䛯䛂ᆅᇦ䛾⛉Ꮫᢏ⾡⯆≧ἣ䛾⥲ྜⓗㄪᰝ◊✲䛃䛾㞟ィ್䚸2003 ᖺ௨㝆䛿ᩥ
㒊⛉Ꮫ┬䛂㒔㐨ᗓ┴➼䛻䛚䛡䜛⛉Ꮫᢏ⾡䛻㛵㐃䛩䜛ண⟬ㄪᰝ䛃ㄪᰝሗ࿌᭩䛾㞟ィ್䜢⏝䛧䛯䚹 
⡿ᅜ䚸䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸㡑ᅜ䠖OECD䠈䇾Main Science and Technology Indicators 2020/2”  
୰ᅜ䠖⛉Ꮫᢏ⾡⤫ィ䝉䞁䝍䞊䚸୰ᅜ⛉Ꮫᢏ⾡⤫ィ(web 䝃䜲䝖)䚸2015 ᖺ௨㝆䛿୰⳹ேẸඹᅜᅜᐙ⤫ィᒁ䚸䛂ᅜ⛉ᢏ⤒㈝ᢞධ⤫ィᗈሗ䛃䛾ྛᖺ∧ 
ཧ↷䠖⾲ 1-2-1 

 
 

ḟに、国に䜘る⤒῭つᶍの㐪いを⪃៖してẚ㍑

䛩るた䜑に、科学技術予⟬のᑐ GDP ẚ⋡を♧した

（ᅗ⾲ 1-2-2）。 

日本（地域をྵ䜐᭱⤊予⟬）䛿、2009 ᖺ、2012

ᖺに䛝䛟ቑຍしたᚋῶᑡし、2016ᖺ以㝆ቑຍして

いる。2019 ᖺ䛿 1.03䠂䛷䛒䜚、1䠂を㉸䛘ている。当

ึ予⟬䛷ぢる䛸、日本䛿 1990 ᖺ௦にධ䛳て上᪼し、

2000ᖺ௦䛿ᶓ䜀いに推⛣していた。2000ᖺ௦ᚋ༙

にᚤቑしたᚋ、2012 ᖺを境にῶᑡഴྥに䛒䛳た䛜、

2016 ᖺ以㝆ቑຍഴྥに䛒る。2019 ᖺ䛿 0.70䠂䛷

䛒る。 

⡿国䛿 2000 ᖺ䡚2004 ᖺにか䛡てᛴ⃭にቑຍし

たᚋ䛿、2009ᖺを㝖いて 2015ᖺ䜎䛷ῶᑡഴྥに䛒

䛳た䛜、㏆ᖺ䛿ቑຍしている。2019ᖺ䛷䛿0.79䠂䛷

䛒る。 

䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙䜎䛷、ῶᑡഴྥ䛜⥆いた

ᚋ、2009 ᖺにᛴቑした。䛭のᚋ䛿、䜋䜌ᶓ䜀いに

推⛣していた䛜、2014 ᖺ㡭からቑຍし、2019 ᖺ䛿

0.98䠂䛸䛺䛳た。 

䝣ランス䛿2005ᖺ䜎䛷主せ国中、᭱䜒䛝䛺್䛷

䛒䛳た䛜、長ᮇⓗにῶᑡഴྥに䛒る。2019 ᖺ䛿

0.55䠂䛷䛒䜚、主せ国の中䛷᭱䜒పい್䛸䛺䛳てい

る。 

ⱥ国䛿長ᮇⓗにぢる䛸、⥅⥆してῶᑡഴྥに䛒

䛳た。た䛰し、㏆ᖺ䛷䛿ቑຍし、2019 ᖺ䛷䛿 0.56䠂

䛸䛺䛳ている。 

中国、㡑国䛸䜒に 2000 ᖺ௦にධ䛳てからのఙび

䛜ⴭしい。2019 ᖺの中国䛿 1.08䠂、㡑国䛿 1.09䠂

䛷䛒䜚、主せ国中䝖䝑䝥䜽ラス䛷䛒る。た䛰し、୧国䛸

䜒に 2010 ᖺ以㝆のఙび䛿⦆䜔か䛸䛺䛳ている。 

䛺䛚、2020 ᖺ䜎䛷データの䛒る⡿国䛸䝗イ䝒をぢ

る䛸、୧国䛸䜒 2019 ᖺ䛸ẚ䜉て、科学技術予⟬のᑐ

GDP ẚ䛜䛝䛟上᪼している。こ䜜に䛿新ᆺコ䝻䝘

䜴イ䝹ス感ᰁの䝟ンデ䝭䝑䜽にక䛖 GDP のῶᑡの

ᙳ㡪䛜ྵ䜎䜜ている。 

䛆ᅗ⾲ 1-2-2䛇 せᅜᨻᗓ䛾⛉Ꮫᢏ⾡ண⟬䛾ᑐ

GDP ẚ⋡䛾᥎⛣ 
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1.2.2 ྛᅜᨻᗓ䛾◊✲㛤Ⓨ㈝㈇担ྜ 

研究開Ⓨにᑐ䛩る政府のᢞධ㈨㔠を調査䛩る方

ἲに䛿、䐟研究開Ⓨ㈝の⏝部㛛に䛚いて調査を

⾜い、政府㈇担分をィ上䛩る方ἲ、䐠政府のṓฟ

の中から研究開Ⓨに㛵䛩る支ฟ（科学技術予⟬を

調䜉る方ἲ（1.2.1 節ཧ↷））のつ䛜䛒る。 

こ䜜らつの方ἲの䛖䛱、䐟⏝ഃに䛚いて調

査䛩る方ἲ䛿、研究開Ⓨ㈝䛜」㞧䛺ὶ䜜を⤒たሙ

合䛷䜒、調査ᑐ㇟䛜国全యを⥙⨶している㝈䜚୍国

の研究開Ⓨ㈝の総㢠をᢕᥱ䛩るこ䛸䛜䛷䛝る䛜、㈨

㔠の㈇担※をᚲ䛪し䜒正確にᤊ䛘るこ䛸䛜䛷䛝䛺い。

こ䜜にᑐして、䐠支ฟ※（科学技術予⟬）ഃの調査

䛷䛿、実㝿に研究開Ⓨ㈝䛸して⏝䛥䜜たか䛹䛖か

᫂の部分䛜䛒るた䜑、研究開Ⓨ㈝を正確にᢕᥱ

䛩るこ䛸䛜ᅔ㞴に䛺る。 

この節䛷䛿䐟⏝ഃのデータを⏝いて政府の研

究開Ⓨ㈝㈇担の≧ἣを♧䛩こ䛸䛸䛩る。䛩䛺䜟䛱、

ྛ国の研究開Ⓨ㈝総㢠の䛖䛱政府䛜㈇担した研究

開Ⓨ㈝䛜༨䜑る合をぢる。ここ䛷い䛖政府䛸䛿、主

に中ኸ政府䛷䛒る䛜、国に䜘䛳て㐪い䛜䛒る。ྛ国

の政府䛜ఱを指䛩かを⡆༢にᅗ⾲ 1-2-3 に♧した。 

主せ国に䛚䛡る政府の研究開Ⓨ㈝㈇担合を

ぢる䛸（ᅗ⾲ 1-2-4）、᭱䜒䛝い国䛿䝣ランス䛷䛒䜚

᭱新ᖺ䛷 31.6䠂䛷䛒る。ḟい䛷、䝗イ䝒䛜 27.8䠂、

ⱥ国䛜 25.9䠂䛸䛺䛳ている。 

日本（OECD 推ィ）䛿全ᮇ㛫䛷 7 か国中、᭱䜒ప

い合䛸䛺䛳て䛚䜚、2019 ᖺの政府㈇担合䛿

14.7䠂（日本のሙ合 16.8䠂）䛷䛒る。こ䜜䛿、日本

（OECD 推ィ）の研究開Ⓨ㈝の㈇担合をぢる䛸

（ᅗ⾲ 1-1-5(B)）、企業 (78.9䠂 )にຍ䛘て、学

(5.2䠂)の㈇担合䛜国䛸ẚ㍑して㧗いた䜑䛷䛒

る。 

䛺䛚、䜋䛸䜣䛹の国䛿 2000 ᖺ㡭䜎䛷ῶᑡഴྥに

䛒䜚、䛭䜜以㝆、ᶓ䜀いཪ䛿ᚤῶഴྥ䛜⥆いている。 

䛆ᅗ⾲ 1-2-3䛇 せᅜ䛾㈇担※䛸䛧䛶䛾ᨻᗓ 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ䠖 
⾲ 1-1-4(B)䛸ྠ䛨䚹 
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3)  ᪥ᮏ䠖ᖺᗘ䛾್䜢♧䛧䛶䛔䜛䚹 
4)  ᪥ᮏ䠄OECD ᥎ィ䠅䠖ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹1981䡚1995 ᖺ䛿㐣ホ౯䛥䜜
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⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 

5)  ⡿ᅜ䠖ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹1998䚸2003 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾⥅⥆ᛶ䛿ኻ䜟
䜜䛶䛔䜛䚹 

6)  䝗䜲䝒䠖1991 ᖺ䜢㝖䛔䛶ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹1991 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾⥅
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ḟに、政府䛜㈇担䛩る研究開Ⓨ㈝の支ฟඛูの

内ヂ、䛩䛺䜟䛱政府の㈨㔠䛜䛹の部㛛䛷⏝䛥䜜

ているかについてぢる（ᅗ⾲ 1-2-5）。 

日本䛿、䛂学䛃部㛛䛸䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䛜䛝䛺

合を༨䜑て䛚䜚、䛂学䛃部㛛䜈の支ฟ䛿⣙༙ᩘ

䛷䛒る。䜎た、の国䛸ẚ㍑して䛂企業䛃部㛛䜈の支

ฟ䛜ᑡ䛺いⅬ䛜日本の≉ᚩ䛷䛒る。2000 ᖺ㡭から、

䛂学䛃部㛛䜈の支ฟ䛿ᚤቑしていた䛜、2011 ᖺ㡭

から䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。 

日本（OECD 推ィ）䛷䛿、䛂学䛃部㛛のே௳㈝

分を研究ᑓᚑ⟬した研究開Ⓨ㈝を⏝している

た䜑、新つの FTE 調査⤖ᯝ䛜ᫎ䛥䜜たሙ合、䛭

の㒔ᗘデータ䛜ኚしている。1996ᖺ以㝆䛿䛂公ⓗ

ᶵ㛵䛃の合䛜୍␒䛝い。 

⡿国䛷䛿、㐣ཤ䛿䛂企業䛃部㛛䜈の研究開Ⓨ㈝

の支ฟ合䛜㧗か䛳た䛜、1980 ᖺ௦ᚋ༙以㝆、䛭

の合䛜ᖜにῶᑡ䛩る୍方䛷、䛂学䛃部㛛の

合䛜ቑຍした。2002 ᖺ以㝆、䛂企業䛃部㛛䜈の支ฟ

合䛿ቑຍഴྥに䛒䛳た䛜、2009 ᖺを頂Ⅼにῶᑡ

している。こ䜜に௦䜟䛳てቑຍしたの䛿䛂公ⓗᶵ㛵䛃

部㛛䛷䛒る。2009 ᖺ以㝆の䛂学䛃部㛛䛿䜋䜌ᶓ䜀

いに推⛣している。 

䝗イ䝒䛿、1980 ᖺ௦の中㡭から䛂企業䛃部㛛䜈の

支ฟ合䛜ῶᑡ䛩る୍方䛷、䛂学䛃部㛛䛸䛂公ⓗ

ᶵ㛵及び㠀Ⴀᅋయ䛃部㛛䜈の支ฟ合䛜ቑຍし

て䛚䜚、䛭のഴྥ䛿⥅⥆している。 

䝣ランス䛷䛿、1980 ᖺ௦䛿䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䜈の

支ฟ合の方䛜、䛂学䛃部㛛䛸ẚ䜉て䛝か䛳た

䛜、1990 ᖺ௦にධ䜚䛂学䛃部㛛䜈の支ฟ合䛿ቑ

ຍ䛩る୍方䛷、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䛸䛂企業䛃部㛛の

合䛿ῶᑡした。2010 ᖺ㡭から䛿䛂学䛃部㛛䛿ᚤῶ、

䛂企業䛃部㛛䛿ᚤቑ、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䛿ᶓ䜀い䛷䛒

る。 

ⱥ国䛷䛿、2000 ᖺ௦中㡭䜎䛷䛂学䛃部㛛䜈の

支ฟ合䛿ᖜ䛺ቑຍഴྥに䛒るのにᑐし、䛂企業䛃

部㛛䜈の支ฟ䛜ῶᑡഴྥに䛒䛳た。2000 ᖺ௦ᚋ༙

から䛂企業䛃部㛛のቑຍ、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛のῶᑡ䛜

ぢら䜜ていた䛜、㏆ᖺ䛿㏫のഴྥ䛜ぢら䜜る。䛂

学䛃部㛛䛿༙ᩘ以上を༨䜑る䜘䛖に䛺䛳た。 

中国䛷䛿䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䜈の研究開Ⓨ㈝の支

ฟ合䛜䛝い䛜、ῶᑡഴྥに䛒䛳た。た䛰し、

2010 ᖺ㡭からᶓ䜀いに推⛣している。䛂企業䛃部㛛

䜈の支ฟ合䛿ቑຍしていた䛜、㏆ᖺ䛿ῶᑡഴྥ

に䛒る。䛂学䛃部㛛䜈の支ฟ合䛿⣙ 2 䛷推⛣

している䛜、㏆ᖺቑຍしている。 

㡑国䛷䜒 1990 ᖺ௦༙䜀に䛿䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䜈

の研究開Ⓨ㈝の支ฟ合䛜䛝か䛳た䛜、2000 ᖺ

௦༙䜀にか䛡てῶᑡした。䛭䜜䛸୪⾜して、䛂学䛃

部㛛䜈の支ฟ合䛜ቑຍした。2010 ᖺ௦にධる䛸、

ྛ部㛛の合に䛝䛺ኚ䛿↓い。 

 

 

䛆ᅗ⾲ 1-2-5䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛ᨻᗓ㈇担◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ᨭฟඛ䛾ෆヂ䛾᥎⛣
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次に、政府が負担する研究開発費の支出先別の

内訳、すなわち政府の資金がどの部門で使用され

ているかについて見る（図表 1-2-5）。 

日本は、「大学」部門と「公的機関」部門が大きな

割合を占めており、「大学」部門への支出は約半数

である。また、他の国と比較して「企業」部門への支

出が少ない点が日本の特徴である。2000 年頃から、

「大学」部門への支出は微増していたが、2011 年頃

からほぼ横ばいに推移している。 

日本（OECD 推計）では、「大学」部門の人件費

分を研究専従換算した研究開発費を使用している

ため、新規の FTE 調査結果が反映された場合、そ

の都度データが変化している。1996年以降は「公的

機関」の割合が一番大きい。 

米国では、過去は「企業」部門への研究開発費

の支出割合が高かったが、1980 年代後半以降、そ

の割合が大幅に減少する一方で、「大学」部門の割

合が増加した。2002 年以降、「企業」部門への支出

割合は増加傾向にあったが、2009 年を頂点に減少

している。これに代わって増加したのは「公的機関」

部門である。2009 年以降の「大学」部門はほぼ横ば

いに推移している。 

ドイツは、1980 年代の中頃から「企業」部門への

支出割合が減少する一方で、「大学」部門と「公的

機関及び非営利団体」部門への支出割合が増加し

ており、その傾向は継続している。 

フランスでは、1980 年代は「公的機関」部門への

支出割合の方が、「大学」部門と比べて大きかった

が、1990 年代に入り「大学」部門への支出割合は増

加する一方で、「公的機関」部門と「企業」部門の割

合は減少した。2010 年頃からは「大学」部門は微減、

「企業」部門は微増、「公的機関」部門は横ばいであ

る。 

英国では、2000 年代中頃まで「大学」部門への

支出割合は大幅な増加傾向にあるのに対し、「企業」

部門への支出が減少傾向にあった。2000 年代後半

から「企業」部門の増加、「公的機関」部門の減少が

見られていたが、近年は逆の傾向が見られる。「大

学」部門は半数以上を占めるようになった。 

中国では「公的機関」部門への研究開発費の支

出割合が大きいが、減少傾向にあった。ただし、

2010 年頃から横ばいに推移している。「企業」部門

への支出割合は増加していたが、近年は減少傾向

にある。「大学」部門への支出割合は約 2 割で推移

しているが、近年増加している。 

韓国でも 1990 年代半ばには「公的機関」部門へ

の研究開発費の支出割合が大きかったが、2000 年

代半ばにかけて減少した。それと並行して、「大学」

部門への支出割合が増加した。2010 年代に入ると、

各部門の割合に大きな変化は無い。 

  

  

【【図図表表 11--22--55】】  主主要要国国ににおおけけるる政政府府負負担担研研究究開開発発費費のの支支出出先先のの内内訳訳のの推推移移

  

((AA))日日本本  

  

((BB))日日本本((OOEECCDD 推推計計))  

国際比較

注意
 

時系列
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((CC))米米国国  

((EE))フフラランンスス  

((GG))中中国国

((DD))ドドイイツツ  

((FF))英英国国  

((HH))韓韓国国  

注： 
1) 使用部門側から見た政府の研究開発費負担分は国により中央政府のみの場合と地方政府を含む場合があるため国際比較の際には注意が必要であ

る。各国の政府については図表 1-2-3 を参照のこと。  
2) 研究開発費は人文・社会科学を含む（韓国は 2006 年まで自然科学のみ）。  
3) 日本（OECD 推計)は 1996 年から OECD が補正し、推計した値（大学部門の研究開発費のうち人件費を FTE にした研究開発費）を使用しているため、

時系列変化を見る際には注意が必要である。 大学は見積り値であり、1981～1995 年値は過大評価されたか、過大評価されたデータに基づく。また、
1990、1996、2008、2013、2018 年において、時系列の連続性は失われている。企業の 1996 年値、非営利団体の 2001 年において、時系列の継続性
は失われている。 

4) 米国は、公的機関の 2009 年以降を除いて定義が異なる。企業の 2008 年、公的機関の 2009 年、大学の 1998、2003 年において時系列の連続性は失
われている。 

5) ドイツは、1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。 1982～1990 年までの偶数年値（大学を除く全部門）、企業の 1991～2010、2012、
2014、2016、2018 年は見積り値。大学は定義が異なる。企業の 1991、1992、1994、1998 年、公的機関及び非営利団体の 1991、1992 年、大学の 2016
年において時系列の連続性は失われている。  

6) フランスは、企業の 1992、1997、2001、2004、2006 年、公的機関の 1992、1997、2000、2001、2010 年、大学の 2000、2004 年、非営利団体の 1992 年
において時系列の連続性は失われている。2017、2018 年は暫定値である(全部門)。  

7) 英国は、企業の 1986、1992、2001 年、公的機関の 1985、1986、1991、2001 年、大学の 1985、1993 年、非営利団体の 1985 年において、時系列の連
続性は失われている。 公的機関の 1981、1983 年値、非営利団体の 2010、2012、2014、2016 年は見積り値。 

8) 中国は企業と公的機関の 2009 年において時系列の連続性は失われている。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
日本(OECD 推計)、米国 、ドイツ、フランス、英国、中国、韓国：OECD，“Research & Development Statistics”    
参照：表 1-2-5 
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11..22..33 日日本本のの科科学学技技術術予予算算（（科科学学技技術術関関係係予予

算算））  

(1)基本計画のもとでの科学技術関係予算 

日本の科学技術・イノベーション行政は「科学技

術・イノベーション基本法」に基づき、政府が 5 年ご

とに策定する科学技術・イノベーション基本計画（以

下、基本計画という）にのっとり推進されている 15。こ

こでは、各期の基本計画ごとの科学技術関係予算

の推移をみる（図表 1-2-6）。 

第 1 期基本計画(1996～2000 年度)の 5 年間の

予算額を合計すると、当初予算で 15.3 兆円、補正

予算等を含めると 17.6 兆円である。5 年間の推移を

見ると、当初予算は増加傾向にあり、補正予算等も

多く組まれた。 

第 2 期基本計画(2001～2005 年度)の 5 年間の

予算額を合計すると、当初予算で 17.8 兆円、補正

予算等を含めると 18.8 兆円、地域の最終予算も含

めると 21.1 兆円である。 

第 3 期基本計画（2006～2010 年度）の 5 年間の

予算額を合計すると、当初予算では 17.8 兆円、補

正予算等を含めると 19.6 兆円、地域の最終予算も

含めると 21.7 兆円である。5 年間の推移をみると、

当初予算については横ばいであるが、2009 年度は

約 1 兆円の補正予算等が組まれ、補正予算等が 5

年間の合計予算額に大きく寄与している。 

第 4 期基本計画（2011～2015 年度）の 5 年間の

当初予算額の合計は 18.1兆円である。補正予算等

を合わせると 20.6 兆円、地域の最終予算も含めると、

22.9 兆円となる。5 年間の推移を見ると、当初予算

額はほぼ横ばいに推移し、2015 年度では減少して

いる。補正予算は 2012 年度に多く組まれ、同年に

は、経済危機対応・地域活性化予備費もついてい

る。 

第 5 期基本計画（2016～2020 年度）の 5 年間の

当初予算額の合計は 19.6 兆円、補正予算等を含

めると、26.1兆円、地域の最終予算（2020年度は当

初予算）も含めると、28.6 兆円である。5 年間の推移

をみると、当初予算は継続して増加しており、補正

予算等も多く組まれた。2020 年度補正予算には、

第 3 次補正で措置された「グリーンイノベーション基

金事業（2 兆円）」及び「10 兆円規模の大学ファンド

（0.5 兆円）を含んでおり、突出している。 

2021 年度から第 6 期基本計画が始まった。最新

年の当初予算は 4.1 兆円である。 

  

【【図図表表 11--22--66】】  科科学学技技術術基基本本計計画画ののももととででのの科科学学技技術術関関係係予予算算のの推推移移  

注： 
1) 国の予算とは政府の科学技術関係予算である。地域の予算とは都道府県と政令指定都市の科学技術関係予算である。 
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11..22..33 日日本本のの科科学学技技術術予予算算（（科科学学技技術術関関係係予予

算算））  

(1)基本計画のもとでの科学技術関係予算 

日本の科学技術・イノベーション行政は「科学技

術・イノベーション基本法」に基づき、政府が 5 年ご

とに策定する科学技術・イノベーション基本計画（以

下、基本計画という）にのっとり推進されている 15。こ

こでは、各期の基本計画ごとの科学技術関係予算

の推移をみる（図表 1-2-6）。 

第 1 期基本計画(1996～2000 年度)の 5 年間の

予算額を合計すると、当初予算で 15.3 兆円、補正

予算等を含めると 17.6 兆円である。5 年間の推移を

見ると、当初予算は増加傾向にあり、補正予算等も

多く組まれた。 

第 2 期基本計画(2001～2005 年度)の 5 年間の

予算額を合計すると、当初予算で 17.8 兆円、補正

予算等を含めると 18.8 兆円、地域の最終予算も含

めると 21.1 兆円である。 

第 3 期基本計画（2006～2010 年度）の 5 年間の

予算額を合計すると、当初予算では 17.8 兆円、補

正予算等を含めると 19.6 兆円、地域の最終予算も

含めると 21.7 兆円である。5 年間の推移をみると、

当初予算については横ばいであるが、2009 年度は

約 1 兆円の補正予算等が組まれ、補正予算等が 5

年間の合計予算額に大きく寄与している。 

第 4 期基本計画（2011～2015 年度）の 5 年間の

当初予算額の合計は 18.1兆円である。補正予算等

を合わせると 20.6 兆円、地域の最終予算も含めると、

22.9 兆円となる。5 年間の推移を見ると、当初予算

額はほぼ横ばいに推移し、2015 年度では減少して

いる。補正予算は 2012 年度に多く組まれ、同年に

は、経済危機対応・地域活性化予備費もついてい

る。 

第 5 期基本計画（2016～2020 年度）の 5 年間の

当初予算額の合計は 19.6 兆円、補正予算等を含

めると、26.1兆円、地域の最終予算（2020年度は当

初予算）も含めると、28.6 兆円である。5 年間の推移

をみると、当初予算は継続して増加しており、補正

予算等も多く組まれた。2020 年度補正予算には、

第 3 次補正で措置された「グリーンイノベーション基

金事業（2 兆円）」及び「10 兆円規模の大学ファンド

（0.5 兆円）を含んでおり、突出している。 

2021 年度から第 6 期基本計画が始まった。最新

年の当初予算は 4.1 兆円である。 

  

【【図図表表 11--22--66】】  科科学学技技術術基基本本計計画画ののももととででのの科科学学技技術術関関係係予予算算のの推推移移  

注： 
1) 国の予算とは政府の科学技術関係予算である。地域の予算とは都道府県と政令指定都市の科学技術関係予算である。 
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2) 第 1 期については、地域の値は掲載していない。 
3) 科学技術基本計画（第 1 期～第 4 期）の策定に伴い、1996 年度、2001 年度、2006 年度及び 2011 年度に対象経費の範囲が見直されている。 
4) 科学技術関係予算の 2016 年度以降の当初予算は、行政事業レビューシートの記載内容に基づき予算事業を詳細に分類し、その分類内容に基づく統

一的な基準で科学技術関係予算の判定を行う方法に変更されている。2018 年度に変更が行われ 2016 年度までさかのぼって再集計がなされた。 
5) 2020 年度補正予算には第 3 次補正で措置された「グリーンイノベーション基金事業（2 兆円）」及び「10 兆円規模の大学ファンド（0.5 兆円）を含む。 
資料： 
国の科学技術関係予算（当初予算及び補正予算）については 2013 年度までは文部科学省調べ及び文部科学省「科学技術要覧(各年版)」。2014 年度か
らは内閣府調べ（2016～2020 年度の値は 2021 年 3 月時点の数値である）。地域（都道府県と政令指定都市）の科学技術関係予算については、2000 年
度は（公財）全日本科学技術協会(JAREC)から提供された「地域の科学技術振興状況の総合的調査研究」のデータを元に、科学技術・学術政策研究所が
集計した。2001、2002 年度は（公財）全日本科学技術協会(JAREC)から提供された「地域の科学技術振興状況の総合的調査研究」の集計値、2003 年度
以降は文部科学省「都道府県等における科学技術に関連する予算調査」調査報告書の集計値を使用した。 
参照：表 1-2-6 
 
 

(2)科学技術関係予算の内訳 

政府の科学技術関係予算についての基本的な

指標をいくつか示す。 

2021 年度の科学技術関係予算（当初予算）は、

一般会計分が 80.9％、特別会計分が 19.1％となっ

ている（図表 1-2-7）。一般会計分は、「科学技術振

興費」(33.0％)とそれ以外(47.9％)からなる。それ以

外の中には、国立大学法人運営費交付金等が含ま

れる(20.7％)。特別会計分は、エネルギー対策（電

源開発促進勘定）等が含まれる（図表 1-2-7）。 

  

【【図図表表 11--22--77】】  科科学学技技術術関関係係予予算算のの内内訳訳  

  （（22002211 年年度度））  

 
注： 
1) 当初予算である。 
2) 国立大学法人等については、自己収入（病院収入、授業料、受託事

業等）を含まない算定方法である。 
3) 国立大学法人運営費交付金等とは、国立大学法人運営費交付金及

び国立高等専門学校機構運営費交付金の合計。 
4) 行政事業レビューシートの記載内容に基づき予算事業を詳細に分類

し、その分類内容に基づく統一的な基準で科学技術関係予算の判定
を行う方法により算出したものである。 

資料： 
内閣府調べ（2021 年 3 月時点の数値である）。 
参照：表 1-2-7 
 
 

(3)府省庁別の科学技術関係予算 

科学技術関係予算を府省別の割合で見た。なお、

2016 年度からは当初予算と補正予算等の合計値も

 
16 都道府県及び政令指定都市の施策（国からの補助金関連及び自治体

の単独事業の両方を含む。）のうち、①公設試験研究機関等に係る予算、

②高等教育機関や医療機関における研究の推進に係る予算、③研究・技

術開発に関する補助金、交付金及び委託費その他研究・技術開発に関

示している（図表 1-2-8）。2020 年度の当初予算と

補正予算等の合計値を見ると、経済産業省が

37.9％、文部科学省 36.3％であり、厚生労働省が

7.5％と続く。前年度と比較すると、経済産業省は

15.7 ポイント増加し、文部科学省は 13.2 ポイント減

少した。厚生労働省については 2.8 ポイントの増加

である。 

  

【【図図表表 11--22--88】】  府府省省別別のの科科学学技技術術関関係係予予算算のの  

  割割合合のの推推移移  
 

注： 
1) 2016 年度以降は、行政事業レビューシートの記載内容に基づき予算

事業を詳細に分類し、その分類内容に基づく統一的な基準で科学技
術関係予算の判定を行う方法に変更されている。 

2) 2020 年度補正予算には第 3 次補正で措置された「グリーンイノベー
ション基金事業（2 兆円）」及び「10 兆円規模の大学ファンド（0.5 兆
円）」を含む。 

資料： 
2013 年度までは文部科学省調べ及び文部科学省「科学技術要覧(各年
版)」。2014 年度からは内閣府調べ（2016～2021 年度の値は 2021 年 3
月時点の数値である）。 
参照：表 1-2-8 
 
 

(4)地域の科学技術関係予算 

図表 1-2-9 は、地域の科学技術関係予算 16（最

終予算）を示したものである。2019 年度における地

域の科学技術関係予算は 5,065 億円である。推移

する行政に係る予算、④科学技術行政を専門的に行う課（室）あるいは係

（担当グループ）の人件費等である。ここでいう予算には、人件費（共済等

福利厚生のための費用も含む）、謝金、旅費、試験研究費、庁費、設備

費、施設費、委託費、補助金、出資金等の全てが含まれる。 

時系列

注意
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を見ると、都道府県等の科学技術関係予算は 2009

年度まで減少傾向にあったが、その後は増加傾向

にある。 

 

【【図図表表 11--22--99】】  地地域域のの科科学学技技術術関関係係予予算算（（最最終終予予

算算））のの推推移移  

 
注： 
1) 最終予算である。 
2) 47 都道府県及び政令指定都市（数は、2002 年度が 12、 2003、2004

年度が 13、2005 年度が 14、2006 年度が 15、2007、 2008 年度が
17、2009 年度が 18、2010、2011 年度が 19、2012 年度以降が 20）を
対象としている。 

資料： 
2000 年度は（公財）全日本科学技術協会(JAREC)から提供された「地域
の科学技術振興状況の総合的調査研究」のデータを元に、科学技術・学
術政策研究所が集計した。2001、2002 年度は（公財）全日本科学技術協
会(JAREC)から提供された「地域の科学技術振興状況の総合的調査研
究」の集計値、2003 年度以降は文部科学省「都道府県等における科学
技術に関連する予算調査」調査報告書の集計値を使用した。 
参照：表 1-2-9 

 

地域の科学技術関係予算を性格別に分類して

みると（図表 1-2-10）、「公設試験研究機関」に係る

予算の割合が最も大きい。2019 年度で見ると、全体

の 31.1％に当たる。次に「企業支援（同 25.1％）」、

「高等教育機関（15.0％）」と続く。推移を見ると、「公

設試験研究機関」が減少し、「企業支援」が増加し

た。「高等教育機関」については、2005 年度を境に

微減傾向にある。 

次に、性格別の科学技術関係予算を地域区分で

分類して見た（図表1-2-11）。「公設試験研究機関」

の割合が最も大きいのは北海道、次いで北陸であり、

半数以上を占めている。多くの地域で、「公設試験

研究機関」の占める割合が大きい。「企業支援」の

割合が最も大きいのは北関東・甲信であり、全体の

半数を占める。次いで、南関東、東海、東北が全体

の約 3 割を占める。「高等教育機関」の割合が最も

大きいのは近畿であり、約 3 割を占めている。このよ

うに地域区分により、科学技術関係予算の内容に

差異が見られる。 

 

【【図図表表 11--22--1100】】  地地域域のの科科学学技技術術関関係係予予算算（（最最終終

予予算算））のの内内訳訳のの推推移移  

 
注： 
1) 「その他」とは、「総合推進」、「医療機関」、「研究交流」、「情報整備」、

「人材育成」、「国際交流」、「その他」である。 
2) 1)以外の注は図表 1-2-9 と同じ。 
資料： 
図表 1-2-9 と同じ。 
参照：表 1-2-10 

  

【【図図表表 11--22--1111】】  地地域域区区分分別別のの性性格格別別科科学学技技術術関関

係係予予算算（（最最終終予予算算））  
 

((AA))22001177～～22001199 年年度度平平均均  

 

((BB))地地域域区区分分  

 
注： 
図表 1-2-10 と同じ。 
資料： 
文部科学省、「都道府県等における科学技術に関連する予算調査」調査
報告書 
参照：表 1-2-11 
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をぢる䛸、㒔㐨府┴➼の科学技術㛵係予⟬䛿 2009

ᖺᗘ䜎䛷ῶᑡഴྥに䛒䛳た䛜、䛭のᚋ䛿ቑຍഴྥ

に䛒る。 

 

䛆ᅗ⾲ 1-2-9䛇 ᆅᇦ䛾⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀண⟬䠄᭱⤊ண

⟬䠅䛾᥎⛣ 

 
ὀ䠖 
1)  ᭱⤊ண⟬䛷䛒䜛䚹 
2)  47 㒔㐨ᗓ┴ཬ䜃ᨻ௧ᣦᐃ㒔ᕷ䠄ᩘ䛿䚸2002 ᖺᗘ䛜 12䚸 2003䚸2004

ᖺᗘ䛜 13䚸2005 ᖺᗘ䛜 14䚸2006 ᖺᗘ䛜 15䚸2007䚸 2008 ᖺᗘ䛜
17䚸2009 ᖺᗘ䛜 18䚸2010䚸2011 ᖺᗘ䛜 19䚸2012 ᖺᗘ௨㝆䛜 20䠅䜢
ᑐ㇟䛸䛧䛶䛔䜛䚹 

㈨ᩱ䠖 
2000 ᖺᗘ䛿䠄බ㈈䠅᪥ᮏ⛉Ꮫᢏ⾡༠㻔㻶㻭㻾㻱㻯㻕䛛䜙ᥦ౪䛥䜜䛯䛂ᆅᇦ
䛾⛉Ꮫᢏ⾡⯆≧ἣ䛾⥲ྜⓗㄪᰝ◊✲䛃䛾䝕䞊䝍䜢ඖ䛻䚸⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ
⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜㞟ィ䛧䛯䚹2001䚸2002 ᖺᗘ䛿䠄බ㈈䠅᪥ᮏ⛉Ꮫᢏ⾡༠
㻔㻶㻭㻾㻱㻯㻕䛛䜙ᥦ౪䛥䜜䛯䛂ᆅᇦ䛾⛉Ꮫᢏ⾡⯆≧ἣ䛾⥲ྜⓗㄪᰝ◊
✲䛃䛾㞟ィ್䚸2003 ᖺᗘ௨㝆䛿ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䛂㒔㐨ᗓ┴➼䛻䛚䛡䜛⛉Ꮫ
ᢏ⾡䛻㛵㐃䛩䜛ண⟬ㄪᰝ䛃ㄪᰝሗ࿌᭩䛾㞟ィ್䜢⏝䛧䛯䚹 
ཧ↷䠖⾲ 1-2-9 

 

地域の科学技術㛵係予⟬をᛶ᱁ูに分㢮して

䜏る䛸（ᅗ⾲ 1-2-10）、䛂公タヨ㦂研究ᶵ㛵䛃に係る

予⟬の合䛜᭱䜒䛝い。2019 ᖺᗘ䛷ぢる䛸、全య

の 31.1䠂に当たる。ḟに䛂企業支援（ྠ 25.1䠂）䛃、

䛂㧗➼教育ᶵ㛵（15.0䠂）䛃䛸⥆䛟。推⛣をぢる䛸、䛂公

タヨ㦂研究ᶵ㛵䛃䛜ῶᑡし、䛂企業支援䛃䛜ቑຍし

た。䛂㧗➼教育ᶵ㛵䛃について䛿、2005 ᖺᗘを境に

ᚤῶഴྥに䛒る。 

ḟに、ᛶ᱁ูの科学技術㛵係予⟬を地域༊分䛷

分㢮してぢた（ᅗ⾲1-2-11）。䛂公タヨ㦂研究ᶵ㛵䛃

の合䛜᭱䜒䛝いの䛿ᾏ㐨、ḟい䛷㝣䛷䛒䜚、

༙ᩘ以上を༨䜑ている。ከ䛟の地域䛷、䛂公タヨ㦂

研究ᶵ㛵䛃の༨䜑る合䛜䛝い。䛂企業支援䛃の

合䛜᭱䜒䛝いの䛿㛵ᮾ・⏥ಙ䛷䛒䜚、全యの

༙ᩘを༨䜑る。ḟい䛷、༡㛵ᮾ、ᮾᾏ、ᮾ䛜全య

の⣙ 3 を༨䜑る。䛂㧗➼教育ᶵ㛵䛃の合䛜᭱䜒

䛝いの䛿㏆␥䛷䛒䜚、⣙ 3 を༨䜑ている。この䜘

䛖に地域༊分に䜘䜚、科学技術㛵係予⟬の内ᐜに

ᕪ␗䛜ぢら䜜る。 

 

䛆ᅗ⾲ 1-2-10䛇 ᆅᇦ䛾⛉Ꮫᢏ⾡㛵ಀண⟬䠄᭱⤊

ண⟬䠅䛾ෆヂ䛾᥎⛣ 
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1)  䛂䛭䛾䛃䛸䛿䚸䛂⥲ྜ᥎㐍䛃䚸䛂་⒪ᶵ㛵䛃䚸䛂◊✲ὶ䛃䚸䛂ሗᩚഛ䛃䚸

䛂ேᮦ⫱成䛃䚸䛂ᅜ㝿ὶ䛃䚸䛂䛭䛾䛃䛷䛒䜛䚹 
2)  1)௨እ䛾ὀ䛿ᅗ⾲ 1-2-9 䛸ྠ䛨䚹 
㈨ᩱ䠖 
ᅗ⾲ 1-2-9 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 1-2-10 
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1.3 㒊㛛ู䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ 

 
1.3.1 බⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ 

䝫䜲䞁䝖 

䕿日本の公ⓗᶵ㛵部㛛の研究開Ⓨ㈝䛿、2019 ᖺ䛷 1.4 䛷䛒る。中国䛿 1990 ᖺ௦中䛤䜝からᛴ㏿に

ቑຍし䛿䛨䜑、2013 ᖺに⡿国を上ᅇ䜚、2019 ᖺ䛷䛿 8.4 䛸主せ国の中䛷 1 ␒のつᶍ䛸䛺䛳ている。

⡿国の 2019 ᖺの್䛿 6.6 䛷䛒る。䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦中䛤䜝からቑຍഴྥに䛒䜚、2010 ᖺ以㝆日本

を上ᅇ䜚、2019 ᖺ䛷䛿 2.1 䛷䛒る。 

䕿2000 ᖺを 1 䛸したሙ合のྛ国㏻㈌に䜘る研究開Ⓨ㈝の指ᩘ(ྡ┠㢠)をぢる䛸、日本䛿 0.9 䛸䝬イ䝘ス成

長䛷䛒る。⡿国、䝗イ䝒䛿 2.2 䛸⣙ 2 ಸのఙびを♧している。中国䛿 12.2 䛷䛒䜚、㡑国の 4.8 䛸䛸䜒に䛝

䛺ఙびを♧している。実㉁㢠䛷のఙびをぢる䛸、日本以外の国䛷䛿ྡ┠㢠䜘䜚実㉁㢠の方䛜పい。ⱥ国

䛿䝬イ䝘ス成長(0.8)䛷䛒る。日本䛸䝣ランス䛿 1.0 䛸ᶓ䜀いに推⛣し、⡿国䛿 1.6、䝗イ䝒䛿 1.7 䛷䛒䜚、中

国䛿 6.4、㡑国䛿 3.4 䛸䛺䛳ている。 

 
(1)ྛᅜබⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ 

本節䛷䛿公ⓗᶵ㛵部㛛について㏙䜉る。ここ䛷

ᑐ㇟䛸しているྛ国の公ⓗᶵ㛵に䛿以下の䜘䛖䛺研

究ᶵ㛵䛜ྵ䜎䜜る（ᅗ⾲ 1-1-4(B)ཧ↷）。日本䛿

䛂国Ⴀ䛃(国❧ヨ㦂研究ᶵ㛵➼)、䛂公Ⴀ䛃(公タヨ㦂

研究ᶵ㛵➼)、䛂≉Ṧἲே・⊂❧⾜政ἲே䛃（国❧研

究開Ⓨἲே➼）䛸い䛳た公ⓗ研究ᶵ㛵䛷䛒る。 

⡿国について䛿連㑥政府の研究ᶵ㛵(NIH ➼)䛸

FFRDCs(政府䛜ฟ㈨し、企業・学䡡㠀Ⴀᅋయ部

㛛䛜研究開Ⓨを実施)の研究ᶵ㛵䛷䛒䜚、㏥ᙺ㌷ே

㝔、ᑐ策予㜵センター➼䛜ྵ䜎䜜る。 

䝗イ䝒䛷䛿連㑥、地方（連㑥ᕞ）及び地方⮬య

の研究ᶵ㛵、䛘䜀䝬䝑䜽ス䝥ラン䜽、䝣ラ䜴ン䝩ー

䝣䜯ー協会、䝤䝹ー䝸ス䝖ᶵ㛵、科学༤≀㤋及びᅗ

書㤋、㠀Ⴀᅋయ（16 䝴ー䝻以上の公ⓗ㈨㔠を

ᚓているᶵ㛵）䛺䛹䛜ྵ䜎䜜る。䝗イ䝒について䛿、

䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䛸䛂㠀Ⴀᅋయ䛃部㛛䛜分㞳䛥䜜て

い䛺いこ䛸にὀព䛜ᚲせ䛷䛒る。 

䝣ランス䛿、科学技術ⓗᛶ᱁公施タἲே(EPST)

（た䛰し、CNRS を㝖䛟）䜔ၟᕤ業ⓗᛶ᱁公施タἲ

ே(EPIC)➼䛸い䛳たタ❧ᙧែの研究ᶵ㛵䛷䛒る。 

ⱥ国䛿、ⱥ国研究・イノベーションᶵᵓ(UKRI）、

政府部局䛚䜘び政府外公ඹᶵ㛵（NDPB）、地方政

府䛚䜘び中ኸ政府、国㜵省、Ẹ⏕部局及び䝸䝃ー

 
17 この節の日本䛿、国㝿ẚ㍑の㝿に䛿䛂ᖺ䛃を⏝いている。本᮶䛿䛂ᖺᗘ䛃

䛷䛒る。日本の䜏をグ㏙している節䛷䛿䛂ᖺᗘ䛃を⏝いている。 

䝏䜹䜴ンシ䝹䛜ྵ䜎䜜る。 

中国䛿政府研究ᶵ㛵、㡑国䛿国・公❧研究ᶵ㛵、

政府ฟᤑ研究ᶵ㛵及び国・公❧㝔䛷䛒る。 

ᅗ⾲ 1-3-1(A)に主せ国に䛚䛡る公ⓗᶵ㛵部㛛

の研究開Ⓨ㈝(OECD ㉎㈙力ᖹ౯⟬)の推⛣を♧

した。日本の公ⓗᶵ㛵部㛛の研究開Ⓨ㈝䛿、2019

ᖺ 17䛷 1.4 䛷䛒る。2000 ᖺᗘ䜎䛷䛿ቑຍഴྥ

䛷䛒䛳た䛜、䛭のᚋ䛿ቑῶを⧞䜚㏉し䛺䛜ら、長ᮇ

ⓗに䛿ῶᑡഴྥに䛒る。 

中国䛿 1990 ᖺ௦中䛤䜝からᛴ㏿にቑຍし䛿䛨䜑、

2013 ᖺに⡿国を上ᅇ䜚、2019 ᖺ䛷䛿 8.4 䛸、

主せ国の中䛷 1 ␒のつᶍ䛸䛺䛳ている。 

⡿国䛿長ᮇⓗにቑຍഴྥに䛒䛳た䛜、2011 ᖺを

境にῶᑡに㌿䛨た。䛭のᚋ䛿ቑῶし䛺䛜らᶓ䜀いに

推⛣していた䛜、㏆ᖺ䛿ቑຍして䛚䜚 2019 ᖺ䛷䛿

6.6 䛸䛺䛳ている。 

䝗イ䝒、㡑国䛿 2000 ᖺ௦中䛤䜝からቑຍഴྥに

䛒䜚、≉に䝗イ䝒䛿、2010 ᖺ以㝆日本を上ᅇ䜚、ቑ

ຍし⥆䛡ている。2019 ᖺの䝗イ䝒䛿 2.1 、㡑国

䛿 1.1 䛷䛒る。 

䝣ランス䛿 2010 ᖺ௦にධる䛸ᚤቑして䛚䜚、2019

ᖺ䛷 0.9 䛷䛒る。ⱥ国䛿長ᮇⓗにぢる䛸ῶഴ

ྥ䛷䛒る䛜、㏆ᖺ䛿ቑຍして䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿 0.4

䛸䛺䛳ている。 
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ᅗ⾲ 1-3-1（B）に、2000 ᖺを 1 䛸したሙ合のྛ国

㏻㈌に䜘る研究開Ⓨ㈝のྡ┠㢠䛸実㉁㢠の指ᩘを

♧した。ྡ┠㢠䛷の᭱新ᖺをぢる䛸、日本䛿䝬イ䝘

ス成長䛷䛒る(0.9)。⡿国、䝗イ䝒䛿 2.2 䛸⣙ 2 ಸのఙ

びを♧している。中国䛿 12.2 䛷䛒䜚、㡑国の 4.8 䛸䛸

䜒に䛝䛺ఙびを♧している。 

実㉁㢠䛷のఙびをぢる䛸、日本以外の国䛷䛿ྡ

┠㢠䜘䜚実㉁㢠の方䛜పい。ⱥ国䛿䝬イ䝘ス成長䛷

䛒る(0.8)。日本䛸䝣ランス䛿 1.0 䛸ᶓ䜀いに推⛣し、

⡿国䛿 1.6、䝗イ䝒䛿 1.7 䛷䛒䜚、中国䛿 6.4、㡑国䛿

3.4 䛸䛺䛳ている。 

 

䛆ᅗ⾲ 1-3-1䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛බⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛾᥎⛣ 
 

(A)ྡ┠㢠(OECD ㉎㈙ຊᖹ౯⟬) 

 

(B)2000 ᖺ䜢 1 䛸䛧䛯ྛᅜ㏻㈌䛻䜘䜛බⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ᣦᩘ 

 
ὀ䠖 
1)  බⓗᶵ㛵㒊㛛䛾ᐃ⩏䛻䛿ᅜ䛻䜘䛳䛶㐪䛔䛜䛒䜛䛯䜑䚸ᅜ㝿ẚ㍑䛾㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹ྛᅜ䛾㒊㛛䛾ᐃ⩏䛻䛴䛔䛶䛿䚸ᅗ⾲ 1-1-4 ཧ↷䛾䛣

䛸䚹 
2)  ◊✲㛤Ⓨ㈝䛿ேᩥ䞉♫⛉Ꮫ䜢ྵ䜐䠄㡑ᅜ䛿 2006 ᖺ䜎䛷⮬↛⛉Ꮫ䛾䜏䠅䚹  
3)  ㉎㈙ຊᖹ౯䛿䚸ཧ⪃⤫ィ E 䛸ྠ䛨䚹  
4)  ᐇ㉁㢠䛾ィ⟬䛿 GDP 䝕䝣䝺䞊䝍䛻䜘䜛䠄ཧ⪃⤫ィ D 䜢⏝䠅䚹 
5)  ᪥ᮏ䛿 2011 ᖺᗘ䛛䜙Ⴀ䜢క䛖≉Ṧἲே䞉⊂❧⾜ᨻἲே䜢ྵ䜐䚹 
6)  ⡿ᅜ䛾 2019 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹2016 ᖺ௨㝆䚸බⓗᶵ㛵䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛛䜙䛂⏕⏘๓㛤Ⓨ(Preproduction development)䛃䛜㝖䛛䜜䛶䛔䜛䚹 
7)  䝗䜲䝒䛿 1990 ᖺ䜎䛷䛿ᪧす䝗䜲䝒䚸1991 ᖺ௨㝆䛿⤫୍䝗䜲䝒䚹1982䚸1984䚸1986䚸1988䚸1990 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹1991 ᖺ௨㝆䛿ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹
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䝗䜲䝒

䝣䝷䞁䝇

ⱥᅜ

୰ᅜ

㡑ᅜ
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ᅜ㝿ẚ㍑

ὀព
 

ྡ䚷┠䚷㢠 ᐇ䚷㉁䚷㢠䠄㻞㻜㻝㻡ᖺᇶ‽䠅

ᖺ ᪥ᮏ ⡿ᅜ 䝗䜲䝒 䝣䝷䞁䝇 ⱥᅜ ୰ᅜ 㡑ᅜ ᪥ᮏ ⡿ᅜ 䝗䜲䝒 䝣䝷䞁䝇 ⱥᅜ ୰ᅜ 㡑ᅜ

2000 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

2001 1.0 1.2 1.0 1.0 0.8 1.1 1.1 1.0 1.1 1.0 1.0 0.8 1.1 1.0

2002 1.0 1.2 1.1 1.1 0.8 1.3 1.3 1.0 1.2 1.0 1.0 0.8 1.3 1.2

2003 1.0 1.3 1.1 1.1 0.9 1.5 1.3 1.0 1.2 1.0 1.0 0.9 1.4 1.2

2004 1.0 1.3 1.1 1.1 1.0 1.6 1.5 1.0 1.2 1.0 1.0 0.9 1.4 1.3

2005 0.9 1.4 1.1 1.2 1.0 1.9 1.6 1.0 1.2 1.1 1.1 0.9 1.6 1.4

2006 0.9 1.5 1.2 1.2 1.0 2.1 1.7 1.0 1.3 1.1 1.0 0.9 1.7 1.5

2007 0.9 1.6 1.2 1.2 1.0 2.5 2.0 1.0 1.3 1.2 1.0 0.9 1.9 1.7

2008 1.0 1.6 1.4 1.2 1.0 3.0 2.3 1.0 1.3 1.2 1.0 0.9 2.1 1.9

2009 1.0 1.7 1.4 1.3 1.1 3.9 2.7 1.1 1.4 1.3 1.1 0.9 2.7 2.1

2010 0.9 1.8 1.5 1.1 1.1 4.5 3.0 1.0 1.5 1.3 1.0 0.9 3.0 2.3

2011 0.9 1.9 1.6 1.2 1.0 5.0 3.2 1.0 1.5 1.4 1.0 0.8 3.1 2.4

2012 0.9 1.9 1.7 1.1 1.0 5.9 3.4 1.0 1.4 1.4 0.9 0.7 3.6 2.6

2013 1.0 1.8 1.7 1.2 1.0 6.8 3.5 1.2 1.4 1.5 0.9 0.8 4.0 2.6

2014 1.0 1.9 1.8 1.2 1.0 7.3 3.9 1.1 1.4 1.5 0.9 0.7 4.2 2.9

2015 0.9 1.9 1.8 1.2 0.9 8.1 4.2 1.0 1.4 1.5 1.0 0.7 4.7 3.0

2016 0.8 1.8 1.9 1.2 1.0 8.7 4.3 0.9 1.3 1.5 0.9 0.7 5.0 3.1

2017 0.9 1.9 2.0 1.2 1.0 9.5 4.6 1.0 1.4 1.6 0.9 0.7 5.2 3.2

2018 0.9 2.1 2.1 1.2 1.1 10.6 4.7 1.0 1.5 1.6 0.9 0.8 5.6 3.2

2019 0.9 2.2 2.2 1.2 1.1 12.2 4.8 1.0 1.6 1.7 1.0 0.8 6.4 3.4
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図表 1-3-1（B）に、2000 年を 1 とした場合の各国

通貨による研究開発費の名目額と実質額の指数を

示した。名目額での最新年を見ると、日本はマイナ

ス成長である(0.9)。米国、ドイツは 2.2 と約 2 倍の伸

びを示している。中国は 12.2 であり、韓国の 4.8 とと

もに大きな伸びを示している。 

実質額での伸びを見ると、日本以外の国では名

目額より実質額の方が低い。英国はマイナス成長で

ある(0.8)。日本とフランスは 1.0 と横ばいに推移し、

米国は 1.6、ドイツは 1.7 であり、中国は 6.4、韓国は

3.4 となっている。 

  

【【図図表表 11--33--11】】  主主要要国国ににおおけけるる公公的的機機関関部部門門のの研研究究開開発発費費のの推推移移  
 

((AA))名名目目額額((OOEECCDD 購購買買力力平平価価換換算算))  

 

((BB))22000000 年年をを 11 ととししたた各各国国通通貨貨にによよるる公公的的機機関関部部門門のの研研究究開開発発費費のの指指数数  

 
注： 
1) 公的機関部門の定義には国によって違いがあるため、国際比較の際には注意が必要である。各国の部門の定義については、図表 1-1-4 参照のこ

と。 
2) 研究開発費は人文・社会科学を含む（韓国は 2006 年まで自然科学のみ）。  
3) 購買力平価は、参考統計 E と同じ。  
4) 実質額の計算は GDP デフレータによる（参考統計 D を使用）。 
5) 日本は 2011 年度から営利を伴う特殊法人・独立行政法人を含む。 
6) 米国の 2019 年は見積り値である。2016 年以降、公的機関の研究開発費から「生産前開発(Preproduction development)」が除かれている。 
7) ドイツは 1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。1982、1984、1986、1988、1990 年は見積り値である。1991 年以降は定義が異なる。
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名名　　目目　　額額 実実　　質質　　額額（（22001155年年基基準準））

年 日本 米国 ドイツ フランス 英国 中国 韓国 日本 米国 ドイツ フランス 英国 中国 韓国

2000 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

2001 1.0 1.2 1.0 1.0 0.8 1.1 1.1 1.0 1.1 1.0 1.0 0.8 1.1 1.0

2002 1.0 1.2 1.1 1.1 0.8 1.3 1.3 1.0 1.2 1.0 1.0 0.8 1.3 1.2

2003 1.0 1.3 1.1 1.1 0.9 1.5 1.3 1.0 1.2 1.0 1.0 0.9 1.4 1.2

2004 1.0 1.3 1.1 1.1 1.0 1.6 1.5 1.0 1.2 1.0 1.0 0.9 1.4 1.3

2005 0.9 1.4 1.1 1.2 1.0 1.9 1.6 1.0 1.2 1.1 1.1 0.9 1.6 1.4

2006 0.9 1.5 1.2 1.2 1.0 2.1 1.7 1.0 1.3 1.1 1.0 0.9 1.7 1.5

2007 0.9 1.6 1.2 1.2 1.0 2.5 2.0 1.0 1.3 1.2 1.0 0.9 1.9 1.7

2008 1.0 1.6 1.4 1.2 1.0 3.0 2.3 1.0 1.3 1.2 1.0 0.9 2.1 1.9

2009 1.0 1.7 1.4 1.3 1.1 3.9 2.7 1.1 1.4 1.3 1.1 0.9 2.7 2.1

2010 0.9 1.8 1.5 1.1 1.1 4.5 3.0 1.0 1.5 1.3 1.0 0.9 3.0 2.3

2011 0.9 1.9 1.6 1.2 1.0 5.0 3.2 1.0 1.5 1.4 1.0 0.8 3.1 2.4

2012 0.9 1.9 1.7 1.1 1.0 5.9 3.4 1.0 1.4 1.4 0.9 0.7 3.6 2.6

2013 1.0 1.8 1.7 1.2 1.0 6.8 3.5 1.2 1.4 1.5 0.9 0.8 4.0 2.6

2014 1.0 1.9 1.8 1.2 1.0 7.3 3.9 1.1 1.4 1.5 0.9 0.7 4.2 2.9

2015 0.9 1.9 1.8 1.2 0.9 8.1 4.2 1.0 1.4 1.5 1.0 0.7 4.7 3.0

2016 0.8 1.8 1.9 1.2 1.0 8.7 4.3 0.9 1.3 1.5 0.9 0.7 5.0 3.1

2017 0.9 1.9 2.0 1.2 1.0 9.5 4.6 1.0 1.4 1.6 0.9 0.7 5.2 3.2

2018 0.9 2.1 2.1 1.2 1.1 10.6 4.7 1.0 1.5 1.6 0.9 0.8 5.6 3.2

2019 0.9 2.2 2.2 1.2 1.1 12.2 4.8 1.0 1.6 1.7 1.0 0.8 6.4 3.4
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1991、1992 年において時系列の連続性は失われている。 
8) フランスは 1992、1997、2000、2010 年において時系列の連続性は失われている。2017、2018 年は暫定値、2019 年は見積り値である。 
9) 英国は 1986、1991、2001 年において時系列の連続性は失われている。2019 年は暫定値である。 
10) 中国は 2009 年において時系列の連続性は失われている。 
11) EU-27 は見積り値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
米国：NSF，“National Patterns of R&D Resources: 2018-19 Data Update” 
ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2”  
参照：表 1-3-1  
 
 
 

(2)日本の公的機関の研究開発費 

図表 1-3-2に日本の公的機関部門における研究

開発費の推移を機関の種類別に示す。 

国営研究機関と特殊法人の独立行政法人化に

より、2001 年度以降は、「国営」と「特殊法人･独立

行政法人」のデータの連続性が失われている。また、

2011 年度から「特殊法人・独立行政法人」には営利

を伴う機関も含まれている。 

公的機関全体としてみると、2000 年度までは、増

加傾向にあった。その後は増減を繰り返しながら、

長期的には減少傾向にある。 

これらのなかでは、「特殊法人・独立行政法人」の

金額が最も大きく、最新年度で1兆585億円であり、

国営研究機関は 1,768 億円、公営研究機関は

1,672 億円である。 

「国営」と「特殊法人・独立行政法人」は 2000 年

度、「公営」は 1990 年代初め頃までは、増加傾向に

あった。2000 年代に入ると「国営」と「特殊法人・独

立行政法人」は増減を繰り返している。長期的には

「国営」は微減、「特殊法人・独立行政法人」は横ば

いに推移している。「公営」については 1990 年代半

ばから長期的に減少していたが、2010 年頃から横

ばいに推移している。 

 

【【図図表表 11--33--22】】  日日本本のの公公的的機機関関のの研研究究開開発発費費  

  のの推推移移  

 
注： 
1) 2001 年度に、国営の研究機関の一部が独立行政法人となっているの

で時系列変化を見る際には注意が必要である。 
2) 2000 年度までは「特殊法人・独立行政法人」は「特殊法人」のみの

値。  
3) 2011 年度から特殊法人・独立行政法人には営利を伴う機関も含まれ

ている。  
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-2 
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1.3.2 ᴗ㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ 

䝫䜲䞁䝖 

䕿日本の企業部㛛の 2019 ᖺの研究開Ⓨ㈝䛿 14.2 䛷䛒る。2009 ᖺにⴠ䛱㎸䜣䛰ᚋ䛿ቑഴྥにに

䛒䛳た䛜、ᑐ๓ᖺẚ䛿 0.1䠂ῶ䛸ᶓ䜀い䛷䛒る。⡿国䛿 2010 ᖺ㡭からቑຍし⥆䛡て䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿

50.3 䛸䛺䛳た。中国䛿ྠᖺ䛷 41.6 䛷䛒る。ᑐ๓ᖺẚ䛿䛭䜜䛮䜜 8.9䠂ቑ、11.4䠂ቑ䛷䛒る。 

䕿主せ国に䛚䛡る企業部㛛の研究開Ⓨ㈝のᑐ GDP ẚをぢる䛸、日本の 2019 ᖺのᑐ GDP ẚ⋡䛿 2.54䠂

䛷䛒る。㡑国䛿 2010 ᖺ以㝆日本を上ᅇ䜚、2019 ᖺ䛿 3.73䠂䛷䛒䜚、主せ国の中䛷䛿ⴭし䛟䛝い್䛸䛺

䛳ている。⡿国䛸䝗イ䝒䛿、2010 ᖺ㡭からྠ⛬ᗘのつᶍ䛷推⛣している。2019 ᖺに䛚いて⡿国䛿 2.27䠂、

䝗イ䝒䛿 2.19䠂䛷䛒る。 

䕿企業部㛛の研究開Ⓨ㈝の䛖䛱、〇㐀業の合䛿日本、䝗イ䝒、中国、㡑国䛷䛿⣙ 9 䛷䛒る。⡿国䛷䛿

〇㐀業の合䛜⣙ 6 䛷䛒䜚、上㏙した国䛸ẚ㍑䛩る䛸、㠀〇㐀業の合䛜䛝いഴྥに䛒る。〇㐀業

の合䛿䝣ランス䛷䛿 5 、ⱥ国䛷䛿 4 䛷䛒䜚、㠀〇㐀業の㔜䜏䛜䛝い。 

䕿᭱新ᖺの企業部㛛の研究開Ⓨ㈝を産業分㢮ู䛷ぢる䛸、⡿国䛿䛂情報㏻ಙ業䛃、日本、䝗イ䝒䛿䛂㍺㏦

⏝ᶵჾ〇㐀業䛃、䝣ランス、ⱥ国䛿䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃、中国、㡑国䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子・ග

学〇ရ〇㐀業䛃䛜䛝䛺つᶍをᣢ䛳ている。 

䕿日本の企業部㛛に䛚いて、研究開Ⓨ㈝䛜᭱䜒䛝いの䛿䛂㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業䛃䛷䛒䜚、上㧗に༨

䜑る研究開Ⓨ㈝の合䛜᭱䜒䛝いの䛿䛂་⸆ရ〇㐀業䛃䛷䛒る。研究開Ⓨ㈝からぢた研究開Ⓨのつᶍ

䛸㞟⣙ᗘ䛿産業に䜘䛳て␗䛺るഴྥを♧している。 

䕿政府から企業の研究開Ⓨにᑐ䛩る┤᥋ⓗ支援をᚑ業員つᶍู䛷ぢる䛸、⡿国䜔ⱥ国䛷䛿つᶍ企業

に政府からの支援䛜㞟中している䛜、䝗イ䝒䜔㡑国䛷䛿中小つᶍ企業䜈の支援䜒୍ᐃの㔜䜏をᣢつ。 

䚽日本の企業の外部支ฟ研究開Ⓨ㈝䛿、長ᮇⓗに䛿ቑຍしている。䛺か䛷䜒ᾏ外䜈の支ฟのቑຍのᗘ

合い䛜䛝い。学䜈の支ฟ䛷䛿、国内の国・公❧学䜈の外部支ฟ䛜ከい。 

 
(1)ྛᅜᴗ㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ 

企業部㛛の研究開Ⓨ㈝䛿ྛ国の研究開Ⓨ㈝総

㢠の部分を༨䜑る。ᚑ䛳て企業部㛛䛷の್のቑ

ῶ䛜、国の研究開Ⓨ㈝総㢠に及䜌䛩ᙳ㡪䛿䛝い。

ᅗ⾲ 1-3-3(A)をぢる䛸、日本の 2019 ᖺ 18の研究開

Ⓨ㈝䛿 14.2 䛷䛒る。2009 ᖺにⴠ䛱㎸䜣䛰ᚋ䛿

ቑഴྥに䛒䛳た䛜、ᑐ๓ᖺẚ䛿-0.1䠂䛸ᶓ䜀い

䛷䛒る。 

⡿国䛿 2010 ᖺ㡭からቑຍし⥆䛡て䛚䜚、2019 ᖺ

䛷䛿 50.3 䛸䛺䛳ている。ᑐ๓ᖺẚ䛿 8.9䠂ቑ䛷

䛒る。中国䛿、2000 ᖺ以㝆のቑຍ䛜ⴭしい。2019

ᖺ䛷䛿 41.6 、ᑐ๓ᖺẚ䛿 11.4䠂ቑ䛷䛒る。

OECD ㉎㈙力ᖹ౯の更新にకい、中国について䛿

2014䡚2019 ᖺのྡ┠㢠䛜䛝䛟ῶᑡした。 

 
18 この節の日本䛿、国㝿ẚ㍑の㝿に䛿䛂ᖺ䛃を⏝いている。本᮶䛿䛂ᖺᗘ䛃

䛷䛒る。日本の䜏をグ㏙している節䛷䛿䛂ᖺᗘ䛃を⏝いている。 

䝗イ䝒䛿長ᮇⓗにቑຍしている。2013 ᖺ㡭からቑ

ຍのᗘ合い䛜䛝䛟䛺䛳た䛜、㏆ᖺ䛿⦆䜔か䛷䛒る。

2019 ᖺ䛷䛿 10.5 、ᑐ๓ᖺẚ䛿 3.9䠂ቑ䛷䛒る。 

㡑国䛿⥅⥆してቑຍして䛚䜚、䝣ランス、ⱥ国を

上ᅇ䜚、2019 ᖺ䛷䛿 8.5 䛸䛺䛳た。ᑐ๓ᖺẚ䛿

3.5䠂ቑ䛷䛒る。䝣ランス䛿ቑして䛚䜚、2019 ᖺ䛷

䛿 5.0 、ᑐ๓ᖺẚ䛿 6.3䠂ቑ䛷䛒る。ⱥ国䛿

2000 ᖺ௦にධる䛸ᶓ䜀いに推⛣していた䛜、2010

ᖺ㡭からቑຍして䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿 4.0 䛸䛺䛳

た。ᑐ๓ᖺẚ䛿 5.6䠂ቑ䛷䛒る。 

ḟに、2000ᖺを 1䛸したሙ合のྛ国㏻㈌に䜘る研

究開Ⓨ㈝のྡ┠㢠䛸実㉁㢠の指ᩘを♧し、2000 ᖺ

からのఙびをぢる(ᅗ⾲ 1-3-3（B）)。ྡ┠㢠䛷ぢる䛸、

日本の᭱新ᖺの್䛿 1.3 䛷䛒䜚、䛭のఙび䛿国䛸
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11..33..22 企企業業部部門門のの研研究究開開発発費費  

ポポイインントト  

○日本の企業部門の 2019 年の研究開発費は 14.2 兆円である。2009 年に落ち込んだ後は漸増傾向にに

あったが、対前年比は 0.1％減と横ばいである。米国は 2010 年頃から増加し続けており、2019 年では

50.3 兆円となった。中国は同年で 41.6 兆円である。対前年比はそれぞれ 8.9％増、11.4％増である。 

○主要国における企業部門の研究開発費の対 GDP 比を見ると、日本の 2019 年の対 GDP 比率は 2.54％

である。韓国は 2010 年以降日本を上回り、2019 年は 3.73％であり、主要国の中では著しく大きい値とな

っている。米国とドイツは、2010 年頃から同程度の規模で推移している。2019 年において米国は 2.27％、

ドイツは 2.19％である。 

○企業部門の研究開発費のうち、製造業の割合は日本、ドイツ、中国、韓国では約 9 割である。米国では

製造業の割合が約 6 割であり、上述した国と比較すると、非製造業の割合が大きい傾向にある。製造業

の割合はフランスでは 5 割、英国では 4 割であり、非製造業の重みが大きい。 

○最新年の企業部門の研究開発費を産業分類別で見ると、米国は「情報通信業」、日本、ドイツは「輸送

用機器製造業」、フランス、英国は「専門・科学・技術サービス業」、中国、韓国は「コンピュータ、電子・光

学製品製造業」が大きな規模を持っている。 

○日本の企業部門において、研究開発費が最も大きいのは「輸送用機械器具製造業」であり、売上高に占

める研究開発費の割合が最も大きいのは「医薬品製造業」である。研究開発費から見た研究開発の規模

と集約度は産業によって異なる傾向を示している。 

○政府から企業の研究開発に対する直接的支援を従業員規模別で見ると、米国や英国では大規模企業

に政府からの支援が集中しているが、ドイツや韓国では中小規模企業への支援も一定の重みを持つ。 

〇日本の企業の外部支出研究開発費は、長期的には増加している。なかでも海外への支出の増加の度

合いが大きい。大学への支出では、国内の国・公立大学への外部支出が多い。 

 
(1)各国企業部門の研究開発費 

企業部門の研究開発費は各国の研究開発費総

額の大部分を占める。従って企業部門での値の増

減が、国の研究開発費総額に及ぼす影響は大きい。

図表 1-3-3(A)を見ると、日本の 2019 年 18の研究開

発費は 14.2 兆円である。2009 年に落ち込んだ後は

漸増傾向にあったが、対前年比は-0.1％と横ばい

である。 

米国は 2010 年頃から増加し続けており、2019 年

では 50.3 兆円となっている。対前年比は 8.9％増で

ある。中国は、2000 年以降の増加が著しい。2019

年では 41.6 兆円、対前年比は 11.4％増である。

OECD 購買力平価の更新に伴い、中国については

2014～2019 年の名目額が大きく減少した。 

 
18 この節の日本は、国際比較の際には「年」を用いている。本来は「年度」

である。日本のみを記述している節では「年度」を用いている。 

ドイツは長期的に増加している。2013 年頃から増

加の度合いが大きくなったが、近年は緩やかである。

2019 年では 10.5 兆円、対前年比は 3.9％増である。 

韓国は継続して増加しており、フランス、英国を

上回り、2019 年では 8.5 兆円となった。対前年比は

3.5％増である。フランスは漸増しており、2019 年で

は 5.0 兆円、対前年比は 6.3％増である。英国は

2000 年代に入ると横ばいに推移していたが、2010

年頃から増加しており、2019 年では 4.0 兆円となっ

た。対前年比は 5.6％増である。 

次に、2000年を 1とした場合の各国通貨による研

究開発費の名目額と実質額の指数を示し、2000 年

からの伸びを見る(図表 1-3-3（B）)。名目額で見ると、

日本の最新年の値は 1.3 であり、その伸びは他国と
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比較すると小さい。欧米諸国が 1.8 から 2.4 の伸び

を示しているのに対して、中国は 31.5、韓国は 7.0と

急激な伸びを示している。 

実質額の最新年値を見ると、日本、フランスは 1.4、

ドイツ、英国は 1.6、米国は 1.7 である。中国、韓国

は名目額よりは少ないが、それぞれ 16.5、4.8 と他

国と比較すると際だって大きな伸びを示している。 

 

【【図図表表 11--33--33】】  主主要要国国ににおおけけるる企企業業部部門門のの研研究究開開発発費費  
 

((AA))名名目目額額（（OOEECCDD 購購買買力力平平価価換換算算））  

 

((BB))22000000 年年をを 11 ととししたた各各国国通通貨貨にによよるる企企業業部部門門のの研研究究開開発発費費のの指指数数

 
注： 
1) 各国企業部門の定義は図表 1-1-4 を参照のこと。  
2) 研究開発費は人文・社会科学を含む（韓国は 2006 年まで自然科学のみ）。 
3) 購買力平価は、参考統計 E と同じ。  
4) 実質額の計算は GDP デフレータによる（参考統計 D を使用）。 
5) 日本は年度の値を示している。 
6) 米国の 2019 年は見積り値。 
7) ドイツは 1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。1982、1984、1986、1988、1990、1992、1994、1996、1998、2018、2019 年は見積り値であ

る。1993 年値は定義が異なる。 
8) フランスは 1992、1997、2001、2004、2006 年において時系列の連続性は失われている。2017、2018 年は暫定値、2019 年は見積り値である。 
9) 英国は 1986、1992、2001 年において時系列の連続性は失われている。2019 年は暫定値である。 
10) 中国は 1991～1999 年は過小評価されるか、過小評価されたデータに基づく。2000 年、2009 年において時系列の連続性は失われている。 
11) EU-27 は見積り値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
米国：NSF，“National Patterns of R&D Resources: 2018–19 Data Update” 
ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2”  
参照：表 1-3-3 

名名　　目目　　額額 実実　　質質　　額額（（22001155年年基基準準））
年 日本 米国 ドイツ フランス 英国 中国 韓国 日本 米国 ドイツ フランス 英国 中国 韓国

2000 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
2001 1.1 1.0 1.0 1.1 1.0 1.2 1.2 1.1 1.0 1.0 1.1 1.0 1.1 1.2
2002 1.1 1.0 1.0 1.1 1.1 1.5 1.3 1.1 0.9 1.0 1.1 1.0 1.4 1.2
2003 1.1 1.0 1.1 1.1 1.1 1.8 1.4 1.1 0.9 1.0 1.1 1.0 1.7 1.3
2004 1.1 1.0 1.1 1.2 1.1 2.4 1.7 1.2 1.0 1.0 1.1 1.0 2.2 1.5
2005 1.2 1.1 1.1 1.2 1.2 3.1 1.8 1.3 1.0 1.0 1.1 1.0 2.7 1.6
2006 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 4.0 2.1 1.3 1.1 1.1 1.1 1.1 3.3 1.8
2007 1.3 1.3 1.2 1.3 1.4 5.0 2.3 1.4 1.1 1.1 1.1 1.2 3.8 2.0
2008 1.3 1.5 1.3 1.3 1.4 6.3 2.5 1.4 1.2 1.2 1.1 1.1 4.5 2.1
2009 1.1 1.4 1.3 1.4 1.4 7.9 2.7 1.2 1.2 1.1 1.2 1.1 5.6 2.2
2010 1.1 1.4 1.3 1.4 1.4 9.7 3.2 1.2 1.1 1.2 1.2 1.1 6.4 2.5
2011 1.1 1.5 1.4 1.5 1.5 12.3 3.7 1.3 1.2 1.3 1.2 1.2 7.5 2.9
2012 1.1 1.5 1.5 1.6 1.5 14.6 4.2 1.3 1.2 1.3 1.3 1.1 8.8 3.2
2013 1.2 1.6 1.5 1.6 1.6 16.9 4.5 1.3 1.2 1.3 1.3 1.2 9.9 3.4
2014 1.3 1.7 1.6 1.6 1.7 18.7 4.9 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 10.9 3.6
2015 1.3 1.8 1.7 1.6 1.8 20.3 5.0 1.4 1.3 1.4 1.3 1.3 11.8 3.6
2016 1.2 1.9 1.8 1.7 1.9 22.6 5.3 1.4 1.4 1.4 1.3 1.4 13.0 3.7
2017 1.3 2.0 1.9 1.7 2.1 25.4 6.1 1.4 1.5 1.6 1.4 1.5 14.0 4.2
2018 1.3 2.2 2.0 1.8 2.2 28.4 6.7 1.5 1.6 1.6 1.4 1.5 15.1 4.6
2019 1.3 2.4 2.1 1.8 2.3 31.5 7.0 1.4 1.7 1.6 1.4 1.6 16.5 4.8
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ྛ国の⤒῭つᶍの㐪いを⪃៖して研究開Ⓨ㈝を

ẚ㍑䛩るた䜑に、企業部㛛に䛚䛡る研究開Ⓨ㈝の

ᑐ GDP ẚ⋡をぢる（ᅗ⾲ 1-3-4）。日本の 2019 ᖺ

のᑐGDPẚ⋡䛿 2.54䠂䛷䛒る。1989ᖺ以㝆、主せ

国第 1 䛷䛒䛳た䛜、2010 ᖺから䛿㡑国䛜日本を

上ᅇ䛳た。㡑国の 2019 ᖺ䛿 3.73䠂䛷䛒䜚、主せ国

の中䛷䛿ⴭし䛟䛝い್䛸䛺䛳ている。 

⡿国䛿長ᮇⓗにぢる䛸ቑഴྥに䛒る。䝗イ䝒䛿、

1990 ᖺ௦の中㡭からቑຍし⥆䛡ている。2010 ᖺ㡭

から୧国䛸䜒ྠ⛬ᗘのつᶍ䛷推⛣している。2019 ᖺ

に䛚いて⡿国䛿 2.27䠂、䝗イ䝒䛿 2.19䠂䛷䛒る。 

中国の್䛿ᛴ⃭に上᪼し、ⱥ国、EU-27、䝣ラン

スの್を㉸䛘て䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿 1.71䠂䛷䛒る。 

2019 ᖺ䛷䛿䝣ランス䛜 1.44䠂、ⱥ国䛿 1.19䠂䛷

䛒る。䝣ランス䛿 2010 ᖺ௦にධ䛳て、䜋䜌ᶓ䜀い䛺

のにᑐして、ⱥ国䛿ቑしている。 

 

䛆ᅗ⾲ 1-3-4䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛ᴗ㒊㛛䛾◊✲ 

 㛤Ⓨ㈝䛾ᑐ GDP ẚ⋡䛾᥎⛣ 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ䠖 
◊✲㛤Ⓨ㈝䛿⾲ 1-3-3 䛸ྠ䛨䚹GDP 䛿ཧ⪃⤫ィ C 䛸ྠ䛨䚹   
ཧ↷䠖⾲ 1-3-4 

 
19 企業部㛛の産業分㢮の方ἲに䛿、主䛺⤒῭άື（Main economic 

activity）に䜘る䜒の䛸、産業方ྥᛶู༊分（Industry orientation）に䜘る䜒

の䛜䛒る（OECD 䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹 2015 [7.48-7.50]）。๓⪅䛿企

(2)せᅜ䛻䛚䛡䜛⏘ᴗ分㢮ู 19䛾◊✲㛤Ⓨ

㈝ 

主せ国に䛚䛡る企業部㛛の〇㐀業䛸㠀〇㐀業の

研究開Ⓨ㈝について、ྛ国᭱新ᖺからの 3 ᖺᖹᆒ

䛷ぢる䛸（ᅗ⾲ 1-3-5）、〇㐀業の合䛿日本、䝗イ

䝒、中国、㡑国䛷䛿⣙ 9 䛷䛒䜚、〇㐀業の㔜䜏䛜

䛝い。⡿国䛷䛿〇㐀業の合䛜⣙ 6 䛷䛒䜚、上

㏙した国䛸ẚ㍑䛩る䛸、㠀〇㐀業の合䛜䛝いഴ

ྥに䛒る。〇㐀業の合䛿、䝣ランス䛷䛿 5 、ⱥ

国䛷䛿 4 䛷䛒䜚、㠀〇㐀業の㔜䜏䛜䛝い。 

 

䛆ᅗ⾲ 1-3-5䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛ᴗ㒊㛛䛾〇㐀ᴗ

䛸㠀〇㐀ᴗ䛾◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ྜ 
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ྛᅜ䛾⏘ᴗ分㢮䛸䛿␗䛺䜛䚹 
2)  ྛᅜ䛸䜒◊✲㛤Ⓨ䜢⾜䛖ᴗ䛾䛺⤒῭άື(Main economic 

activity)䛻ᛂ䛨䛶分㢮䛧䛶䛔䜛䚹 
3)  ⡿ᅜ䛷䛿䚸䛂㻭㼓㼞㼕㼏㼡㼘㼠㼡㼞㼑㻘㻌㻲㼛㼞㼑㼟㼠㼞㼥㻘㻌㻲㼕㼟㼔㼕㼚㼓㻌㼍㼚㼐㻌㻴㼡㼚㼠㼕㼚㼓䛃ཬ䜃䛂Public 

Administration䛃䛿㝖䛛䜜䛶䛔䜛䚹䜘䛳䛶䚸ᅜ䛾㠀〇㐀ᴗ䛸␗䛺䛳䛶
䛔䜛䛯䜑䚸ᅜ㝿ẚ㍑䛩䜛㝿䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹 

㈨ᩱ䠖 
OECD, “Structural Analysis (STAN) Databases” 
ཧ↷䠖⾲ 1-3-5 

業の⤒῭ⓗ䜰䜴䝖䝥䝑䝖の㔜䜏䛜᭱䜒䛝い産業分㢮に基䛵䛟分㢮䛷䛒

䜚、ᚋ⪅䛿研究開Ⓨάືを報告䛩る㝿に、᭱䜒㐺当䛷䛒る䛸ᛮ䜟䜜る産業

分㢮に分㢮䛩る方ἲ䛷䛒る。 
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から୧国䛸䜒ྠ⛬ᗘのつᶍ䛷推⛣している。2019 ᖺ

に䛚いて⡿国䛿 2.27䠂、䝗イ䝒䛿 2.19䠂䛷䛒る。 
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䛥らにヲ⣽䛺産業分㢮ู䛷の研究開Ⓨ㈝をぢる

（ᅗ⾲ 1-3-6)䛸、⡿国䛿 2008 ᖺⅬ䛷䛿、䛂コン䝢

䝳ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከか䛳た䛜、

㠀〇㐀業䛷䛒る䛂情報㏻ಙ業䛃䛜ቑຍし⥆䛡、2014

ᖺ以㝆䛿᭱䜒研究開Ⓨ㈝のከい産業䛸䛺䛳た

（2018 ᖺ䛷 11.4 ）。 

中国䛿〇㐀業のఙび䛜ⴭしい。≉に、䛂コン䝢䝳

ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛜䛝䛟ఙびている

（2019 ᖺ䛷 6.6 ）。㠀〇㐀業についての内ヂ䛿

䛺䛟、〇㐀業䛸ẚ㍑䛩る䛸つᶍ䜒小䛥い䛜、ቑຍഴ

ྥに䛒る。 

日本の〇㐀業䛷䛿、2008 ᖺⅬ䛷䛿、䛂コン䝢䝳

ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከか䛳た䛜、

䛭のᚋ䛿ῶᑡしている。こ䜜に௦䜟䛳て䛂㍺㏦⏝ᶵ

ჾ〇㐀業䛃䛿ቑຍし⥆䛡て䛚䜚、2013 ᖺ以㝆䛿᭱䜒

ከ䛟䛺䛳ている（2019ᖺ䛷 4.0）。䜎た、䛂་⸆ရ

➼〇㐀業䛃䛿ቑしていた䛜、㏆ᖺ䛿ᶓ䜀いഴྥ

䛷䛒る。㠀〇㐀業䛷䛿、䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス

業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ḟい䛷䛂情報㏻ಙ業䛃䛜ከい。 

䝗イ䝒䛿、⥅⥆して䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከ

䛟、ቑຍし⥆䛡ている。ḟい䛷ከいの䛿䛂コン䝢䝳ー

タ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛷䛒る。㠀〇㐀業䛷䛿

䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃䛜ከ䛟かつቑຍして

いる。 

䝣ランス䛿㠀〇㐀業䛷䛒る䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ー

ビス業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、2017 ᖺ䛷 1.2 䛷䛒る。㠀〇

㐀業䛷ḟい䛷ከいの䛿䛂情報㏻ಙ業䛃の 0.6 䛷

䛒る。〇㐀業䛷䛿䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜ከい(0.7

)。 

ⱥ国䜒㠀〇㐀業䛷䛒る䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービ

ス業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、2012 ᖺ以㝆䛿⥅⥆してቑຍして

いる。こ䜜にຍ䛘て、䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䜔䛂情報

㏻ಙ業䛃䜒つᶍ䛜䛝䛟、ቑຍしている。 

㡑国䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛜

᭱䜒ከ䛟かつቑຍのᗘ合䜒䛝い。2019 ᖺ䛷䛿 4.3

䛷䛒る。㠀〇㐀業䛷䛿䛂情報㏻ಙ業䛃䛜᭱䜒ከ

い。 

2010 ᖺから᭱新ᖺの〇㐀業、㠀〇㐀業の研究

開Ⓨ㈝のఙびにὀ┠䛩る䛸、中国䛿㠀〇㐀業䛸ẚ

䜉て〇㐀業、⡿国䛿〇㐀業䛸ẚ䜉て㠀〇㐀業のఙ

び䛜㢧ⴭに䛝い。 
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(3)日本の産業分類別研究開発費 

日本の研究開発は、どの業種において、より多く

実施されているのかを見るために、売上高に占める

研究開発費の割合（研究開発の集約度）を産業分

類別に見た（図表 1-3-7）。 

まず、製造業と非製造業を比較すると、前者が

3.1％であるのに対して、後者は 0.3％となっており、

売上高に占める研究開発費の割合が 10 倍近く異

なる。日本の企業部門における売上高に占める研

究開発費の割合が最も大きいのは「医薬品製造業」

であり 8.3％を示している。これに「業務用機械器具

製造業」が 7.4％、「情報通信機械器具製造業」が

5.4％で続いている。研究開発費の規模が大きい

「輸送用機械器具製造業」(図表 1－3－6参照)は売

上高に占める研究開発費の割合が必ずしも大きい

わけではなく、4.4％である。研究開発費の規模と集

約度は産業によって異なる傾向を示している。 

  

【【図図表表 11--33--77】】  日日本本のの産産業業分分類類別別売売上上高高にに占占めめ

るる研研究究開開発発費費のの割割合合((22001199 年年度度))  

注： 
1) 研究開発を実施していない企業も含んでいる。 
2) 全産業及び非製造業は金融、保険業を除く。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-7 
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(4)企業への政府による直接的・間接的支援 

企業の研究開発のための政府による支援の状

況を示す。 

「直接的支援（企業の研究開発費のうち政府が

負担した金額）」及び「間接的支援（企業の法人税

のうち、研究開発税制優遇措置により控除された

税額）」を対 GDP 比で見ると（図表 1-3-8(A)）、日

本はここで示した国の中で直接的支援が最も小さ

く、直接的支援より、間接的支援が大きい。他国を

見ると、直接的支援が最も大きいのはロシアであり、

次いでハンガリー、韓国と続く。間接的支援が大

きいのはフランス、英国、イタリアなどである。 

次に、日本についての政府からの直接的、間

接的支援の推移を見ると(図表 1-3-8(B))、政府か

ら企業への直接的支援は長期的には減少傾向に

ある。間接的支援は変動が大きく、2004 年に著し

く増加した後、2008年には減少し、2013年には再

び増加した。最近の間接的支援は、対 GDP で

0.11～0.12％となっている。 

間接的支援の変化には、いくつかの要因が考

えられる。一つは研究開発税制優遇措置の変更

である。大きな制度改正は数年ごとにあるが、細

かな制度改正はほぼ毎年実施されている。二つ

めは特定企業の税制優遇措置額の変化である。

例えば、連結法人の法人税額の特別控除額につ

いて、2013 年 20では上位 10 社で全体の約 70％

を占めており、対象年における特定企業の研究開

発税制優遇措置額によって全体の額が大きく変

化する事が分かる。最後に、市場経済（景気・不

景気）の変化である。税法上の所得（＝益金−損

金）がない場合、優遇税制措置の適用が発生しな

い。間接的支援の 2004 年の急増については、

2003 年に導入された「試験研究費の総額にかか

る税額控除制度」による制度上の税額控除額の

増加が主な理由と考えられ、この制度を活用する

企業が 2004 年に増えたと推測される。2008 年の

減少については、法人税全額の減少が、控除額

の減少につながったと考えられる。2013 年の増加

については、特定企業による税制優遇措置額の

 
20 財務省、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」 

増加によるものと考えられる。 

  

【【図図表表 11--33--88】】  企企業業のの研研究究開開発発ののたためめのの政政府府にに

よよるる直直接接的的支支援援、、間間接接的的支支援援  
 

((AA))各各国国比比較較((22001188 年年))  

 
注： 
1) 直接的支援とは、企業の研究開発費のうち政府が負担した金額の

対 GDP 比率である。 
2) 間接的支援とは、企業の法人税のうち、研究開発税制優遇措置に

より控除された税額の対 GDP 比率である。 
3) 各国からの推計値 (NESTI が行った研究開発税制優遇調査によ

る）、予備値も含まれる。 
4) 米国、ルーマニアは 2016 年、フランス、ニュージーランド、ブラジ

ル、ベルギー、中国、スイス、オーストラリアは 2017 年、その他の
国は 2018 年。 

5) イスラエルは研究開発税制優遇のデータが提供されなかった。 
資料： 
OECD,“R&D Tax Incentive Indicators ” 
参照：表 1-3-8 
 

((BB))日日本本のの推推移移  

 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」、国税庁、「会社標本調査」、2011
年以降は OECD, “STI Scoreboard ”及び “R&D Tax Incentive Indi-
cators”の各年 
参照：表 1-3-8  
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次に、政府からの企業の研究開発における直

接的支援を従業員規模別で見る（図表 1-3-9）。 

日本では、従業員数 500 人以上の企業に対す

る政府による直接的支援の割合が全体の 73.3％

を占める。これに対して従業員数 49 人以下の企

業の割合は 16.7％である。 

米国では、従業員数 500 人以上の企業の割合

が全体の 84.8％を占める。これに次いで従業員

数 50～249 人の企業が大きいが 7.8％程度であ

る。 

ドイツでは、従業員数 500人以上の企業の割合

が 49.1％を占める。ただし、従業員数 49 人以下

の企業でも 21.9％、従業員数 50～249 人の企業

でも 21.4％と、この 2 つの企業規模においても割

合が大きい傾向にある。 

フランスでは、従業員数 500人以上の企業の割

合が 70.7％を占める。これに次いで大きいのは従

業員数 49 人以下の企業であり、17.4％を占めて

いる。 

英国では、従業員数 500 人以上の企業の割合

が全体の 76.9％を占める。これに次いで大きいの

は、従業員数 50～249 人の企業であり 9.7％を占

める。 

韓国では、従業員数 49 人以下の企業が

46.2％と他国と比較して大きい。また、従業員数

50～249 人の企業でも 22.3％と大きく、249 人以

下の企業で政府による直接的支援の約 7 割を占

める。 

米国や英国では大規模企業に政府からの支援

が集中しているが、韓国やドイツでは中小規模企

業への支援も一定の重みを持つことが分かる。日

本については、49 人以下の割合が 2018 年では

6.2％であったものが、2019年では 16.7％となって

おり、前年と比べて大幅に増加した。 

  

【【図図表表 11--33--99】】  主主要要国国ににおおけけるる政政府府かからら企企業業へへのの直直接接的的支支援援（（企企業業のの従従業業員員規規模模別別））  

  
注： 
1) 日本は年度の値を示している。 
2) 米国は連邦政府のみの値である。定義が異なる。 
3) フランスは暫定値である。 
4) 購買力平価は、参考統計 E と同じ。 
資料： 
OECD, “R&D statistics” 
参照：表 1-3-9 
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次に、政府からの企業の研究開発における直

接的支援を従業員規模別で見る（図表 1-3-9）。 

日本では、従業員数 500 人以上の企業に対す

る政府による直接的支援の割合が全体の 73.3％

を占める。これに対して従業員数 49 人以下の企

業の割合は 16.7％である。 

米国では、従業員数 500 人以上の企業の割合

が全体の 84.8％を占める。これに次いで従業員

数 50～249 人の企業が大きいが 7.8％程度であ

る。 

ドイツでは、従業員数 500人以上の企業の割合

が 49.1％を占める。ただし、従業員数 49 人以下

の企業でも 21.9％、従業員数 50～249 人の企業

でも 21.4％と、この 2 つの企業規模においても割

合が大きい傾向にある。 

フランスでは、従業員数 500人以上の企業の割

合が 70.7％を占める。これに次いで大きいのは従

業員数 49 人以下の企業であり、17.4％を占めて

いる。 

英国では、従業員数 500 人以上の企業の割合

が全体の 76.9％を占める。これに次いで大きいの

は、従業員数 50～249 人の企業であり 9.7％を占

める。 

韓国では、従業員数 49 人以下の企業が

46.2％と他国と比較して大きい。また、従業員数

50～249 人の企業でも 22.3％と大きく、249 人以

下の企業で政府による直接的支援の約 7 割を占

める。 

米国や英国では大規模企業に政府からの支援

が集中しているが、韓国やドイツでは中小規模企

業への支援も一定の重みを持つことが分かる。日

本については、49 人以下の割合が 2018 年では

6.2％であったものが、2019年では 16.7％となって

おり、前年と比べて大幅に増加した。 

  

【【図図表表 11--33--99】】  主主要要国国ににおおけけるる政政府府かからら企企業業へへのの直直接接的的支支援援（（企企業業のの従従業業員員規規模模別別））  

  
注： 
1) 日本は年度の値を示している。 
2) 米国は連邦政府のみの値である。定義が異なる。 
3) フランスは暫定値である。 
4) 購買力平価は、参考統計 E と同じ。 
資料： 
OECD, “R&D statistics” 
参照：表 1-3-9 
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(5)日本企業の外部支出研究開発費に見る

研究活動のオープン化・グローバル化 

企業の製品やサービス等に、人工知能や機械

学習等の新しい知識を迅速に導入するには、自

社における研究開発活動に加えて、社外の知識

や研究開発能力を活用していく(オープン化して

いく)必要がある。また、企業活動がグローバル化

するにつれ、研究開発活動もグローバル化するこ

とが予想される。そこで、ここでは企業の外部支出

研究開発費の動向に注目することで、研究開発

活動のオープン化・グローバル化の状況を把握す

る。 

図表 1-3-10(A)に、企業の外部支出研究開発

費の時系列変化とその内訳を示した。2000 年代

後半に一時的に落ち込む時期があるが、外部支

出研究開発費は長期的に増加傾向にある。2019

年度では前年比 5.1％減の 2.4 兆円となったが、

1999 年度の 1.2 兆円と比べると 2 倍に増加してい

る。同期間における、企業の内部使用研究開発

費は 33.7％の増加であり、外部支出研究開発費

の方が、増加の度合が大きい、つまり企業の研究

開発活動のオープン化が進んでいることが分かる。 

国内と海外を比べると 2001 年度～2019 年度に

かけて、国内への外部支出の増加率が 24.9％で

あるのに対して、海外への外部支出の増加率は

474.5％である。この結果として、外部支出研究開

発費における海外への支出分の割合は、2001 年

度には 9.9％であったものが、2019 年度には

33.6％となっており、研究開発のグローバル化が

進展している。 

次に、外部支出先の組織の形態に注目すると、

2019 年時点では外部支出研究開発費の 60.9％

が国内の会社、32.8％が海外の会社であり、会社

が主要な支出先となっている。 

図表 1-3-10(B)は、外部支出先として大学のみ

を取り出し、その割合を見たものである。最新のデ

ータを見ると国内の国公立大学への外部支出が

一番多く、これに海外の大学、国内の私立大学が

続いており、企業から大学への外部支出という点

では、日本の大学が主要な支出先であることが確

認できる。  

 

【【図図表表 11--33--1100】】  日日本本企企業業ににおおけけるる外外部部支支出出研研究究開開発発費費のの推推移移  

 

((AA))外外部部支支出出研研究究開開発発費費のの内内訳訳  （（ＢＢ））大大学学へへのの外外部部支支出出研研究究開開発発費費のの内内訳訳  

  
注： 
国内のその他には国・公営の研究機関、特殊法人・独立行政法人の研究所、公庫・公団、非営利団体などを含む。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-10 
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1.3.3 Ꮫ㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ 

䝫䜲䞁䝖 

䕿学部㛛の研究開Ⓨ㈝をぢる䛸、2019ᖺの日本（OECD推ィ）䛿 2.1䛷䛒る。ྛ国の≧ἣをぢる䛸、

⡿国䛿主せ国の中䛷 1 ␒のつᶍを⥔ᣢして䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿 8.2 䛸䛺䛳ている。中国䛿 2012 ᖺに

日本(OECD 推ィ)を上ᅇ䜚、2019 ᖺ䛷䛿 4.4 䛸䛺䛳ている。䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙からቑຍഴྥに

䛒䜚、2019 ᖺ䛷䛿 2.6 䛸日本(OECD 推ィ)䜘䜚ከい。 

䕿2000 ᖺを 1 䛸したሙ合のྛ国㏻㈌に䜘る学部㛛の研究開Ⓨ㈝の指ᩘ（ྡ┠㢠、᭱新್）をぢる䛸、日

本(OECD 推ィ)䛿 0.9 䛷䛒䜚、主せ国の中䛷၏୍ῶᑡしている。⡿国䛿 2.6、ⱥ国䛿 2.5、䝗イ䝒䛿 2.3、

䝣ランス䛿 1.9 䛷䛒る。䜎た、中国䛿 23.4、㡑国䛿 4.7 䛸ⴭしいఙびを♧している。実㉁㢠䛷の᭱新್を

ぢる䛸、日本以外の国䛷䛿ྡ┠㢠䜘䜚実㉁㢠の方䛜పいᩘ್䛸䛺䛳ている。日本(OECD 推ィ)䛿 1.0 䛷

䛒る。国をぢる䛸、⡿国䛸䝗イ䝒䛿 1.8、ⱥ国䛿 1.7、䝣ランス䛿 1.4 䛷䛒る。中国、㡑国䜒ྡ┠㢠䜘䜚䛿ప

䛟䛺䛳て䛿いる䛜、䛭䜜䛮䜜 12.2、3.3 䛸国䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝䛺ఙびを♧している。 

䕿学の研究開Ⓨ㈝の䛖䛱、企業に䜘る㈇担研究開Ⓨ㈝の合をぢる䛸、᭱新ᖺ䛷䛿、中国䛜᭱䜒㧗䛟、

こ䜜に㡑国、䝗イ䝒、⡿国、ⱥ国、日本(OECD 推ィ)、日本、䝣ランス䛸⥆いている。日本、日本(OECD 推

ィ)䛸䜒に、2015 ᖺ以㝆䛿ቑຍして䛚䜚、2019 ᖺ䛿こ䜜䜎䛷䛷୍␒㧗い合䛷䛒る(日本(OECD 推

ィ)3.4䠂、日本 3.1䠂)。 

䕿日本の学➼の研究開Ⓨ㈝を学ၥ分㔝ู䛷ぢる䛸、2000 ᖺ௦にධ䛳て、ಖの䜏䛜ቑຍし、の分㔝

䛿ᶓ䜀いཪ䛿ᚤቑ䛷推⛣している。 

 
(1)ྛᅜᏛ㒊㛛䛾◊✲㛤Ⓨ㈝ 

学を䛿䛨䜑䛸䛩る㧗➼教育ᶵ㛵䛿、研究開

Ⓨᶵ㛵䛸してのᶵ⬟䜒ᣢ䛱、ྛ国の研究開Ⓨシス

䝔ムの䛺か䛷㔜せ䛺ᙺをᯝたしている。1.1.2 節

䛷♧した䜘䛖に、主せ国䛷䛿国全యの研究開Ⓨ㈝

の 1䡚2 ⛬ᗘを⏝している。㧗➼教育ᶵ㛵の

⠊ᅖ䛿国に䜘䛳て␗䛺る䛜、ྛ国䛸䜒学䛜主た

る䜒の䛷䛒る。䜎た、䛹の䝺ベ䝹のᶵ㛵䜎䛷調査を

しているか䜒国に䜘䛳てᕪ䛜ฟる。 

䛹のᶵ㛵をᑐ㇟䛸しているかを⡆༢に♧䛩䛸、

日本䛿学（学㝔䜒ྵ䜐）にຍ䛘て、▷ᮇ学、

㧗➼ᑓ㛛学ᰯ、学㝃⨨研究所及び䛭ののᶵ

㛵䛜ྵ䜎䜜る 21。⡿国に㛵して䛿 Universities & 

Colleges （ᖺ㛫 15 䝗䝹以上の研究開Ⓨをして

いるᶵ㛵、FFRDCs 䛿㝖䛟）、主に学ᤵ䝥䝻䜾

ラムを実施している研究ᶵ㛵ཪ䛿学䛸学䝥䝻

 
21 日本の学部㛛の⤫ィ㈨ᩱ䛸して本章䛷⏝いる総務省⤫ィ局䛂科

学技術研究調査報告䛃に䛚いて䛿、学䛿学部（学㝔のሙ合䛿研究

科）䛤䛸に調査䛥䜜ている。䛺䛚、䛂䛭ののᶵ㛵䛃䛸䛿、学ඹྠ⏝

ᶵ㛵ἲே、⊂❧⾜政ἲே国❧㧗➼ᑓ㛛学ᰯᶵᵓ䛺䛹学ᰯ以外の⤌

⧊、国❧学の学内ඹྠ教育研究施タ、全国ඹྠ⏝施タ、公❧・⚾

❧学の学部から⊂❧したタഛ➼のඹྠ⏝を主┠ⓗ䛸䛩る施タ➼

䜾ラムをඹ᭷しているᶵ㛵䛜ྵ䜎䜜る。䝗イ䝒䛿

Universities & Colleges、中➼ᚋ教育ᶵ㛵、学

㝔をྵ䜣䛷いる。䝣ランス䛿国❧科学研究セン

ター（CNRS）㧗➼教育・研究・イノベーション省

(MESRI)所⟶の学及び㧗➼教育研究ᶵ㛵、

学㝔(CHU)➼䛷䛒る。ⱥ国䛿、全学䛸イン䜾ラ

ン䝗の㧗➼教育䜹䝺䝑䝆及び㧗➼教育ᶵ㛵を㏻䛨

て㈨㔠提供䛥䜜ている㛵連⤌⧊をྵ䜐。㡑国䛿

学の䛩䜉ての学科（分ᰯ及び地方䜻䝱ン䝟スを

ྵ䜐）、㝃ᒓ研究ᶵ㛵、学㝃ᒓ㝔（་科学

䛸会ィ䛜⤫合しているሙ合の䜏）䛷䛒る。 

部分の国々䛷䛿研究開Ⓨ⤫ィの調査⠊ᅖ

䛿全分㔝䛸䛺䛳ている䛜、⡿国について䛿 S䠃E22

の分㔝䛷䛒䜚、㡑国䛿 2006 ᖺ䜎䛷⮬↛科学分㔝

の䜏をᑐ㇟䛸していた(ᅗ⾲ 1-1-4 ཧ↷)。 

学部㛛の研究開Ⓨ㈝を⟬ฟ䛩るに䛿、教育

䛷䛒る。 
22 S&E 䛸䛿 Science and Engineering:  Computer sciences, 

 Environmental sciences, Life sciences, Mathematical sciences, Physical 

sciences,  Psychology, Social sciences, Engineering 䛷䛒䜚、Education

䜔 Humanities ➼䛿ྵ䜎䜜てい䛺い。 

➨
㸯
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11..33..33 大大学学部部門門のの研研究究開開発発費費  

ポポイインントト  

○大学部門の研究開発費を見ると、2019年の日本（OECD推計）は 2.1兆円である。各国の状況を見ると、

米国は主要国の中で 1 番の規模を維持しており、2019 年では 8.2 兆円となっている。中国は 2012 年に

日本(OECD 推計)を上回り、2019 年では 4.4 兆円となっている。ドイツは 2000 年代後半から増加傾向に

あり、2019 年では 2.6 兆円と日本(OECD 推計)より多い。 

○2000 年を 1 とした場合の各国通貨による大学部門の研究開発費の指数（名目額、最新値）を見ると、日

本(OECD 推計)は 0.9 であり、主要国の中で唯一減少している。米国は 2.6、英国は 2.5、ドイツは 2.3、

フランスは 1.9 である。また、中国は 23.4、韓国は 4.7 と著しい伸びを示している。実質額での最新値を

見ると、日本以外の国では名目額より実質額の方が低い数値となっている。日本(OECD 推計)は 1.0 で

ある。他国を見ると、米国とドイツは 1.8、英国は 1.7、フランスは 1.4 である。中国、韓国も名目額よりは低

くなってはいるが、それぞれ 12.2、3.3 と他国と比較すると大きな伸びを示している。 

○大学の研究開発費のうち、企業による負担研究開発費の割合を見ると、最新年では、中国が最も高く、

これに韓国、ドイツ、米国、英国、日本(OECD 推計)、日本、フランスと続いている。日本、日本(OECD 推

計)ともに、2015 年以降は増加しており、2019 年はこれまでで一番高い割合である(日本(OECD 推

計)3.4％、日本 3.1％)。 

○日本の大学等の研究開発費を学問分野別で見ると、2000 年代に入って、保健のみが増加し、他の分野

は横ばい又は微増で推移している。 

 
(1)各国大学部門の研究開発費 

大学をはじめとする高等教育機関は、研究開

発機関としての機能も持ち、各国の研究開発シス

テムのなかで重要な役割を果たしている。1.1.2 節

で示したように、主要国では国全体の研究開発費

の 1～2 割程度を使用している。高等教育機関の

範囲は国によって異なるが、各国とも大学が主た

るものである。また、どのレベルの機関まで調査を

しているかも国によって差が出る。 

どの機関を対象としているかを簡単に示すと、

日本は大学（大学院も含む）に加えて、短期大学、

高等専門学校、大学附置研究所及びその他の機

関が含まれる 21。米国に関しては Universities & 

Colleges （年間 15 万ドル以上の研究開発をして

いる機関、FFRDCs は除く）、主に学位授与プログ

ラムを実施している研究機関又は大学と学位プロ

 
21 日本の大学部門の統計資料として本章で用いる総務省統計局「科

学技術研究調査報告」においては、大学は学部（大学院の場合は研究

科）ごとに調査されている。なお、「その他の機関」とは、大学共同利用

機関法人、独立行政法人国立高等専門学校機構など学校以外の組

織、国立大学の学内共同教育研究施設、全国共同利用施設、公立・私

立大学の学部から独立した設備等の共同利用を主目的とする施設等

グラムを共有している機関が含まれる。ドイツは

Universities & Colleges、中等後教育機関、大学

病院を含んでいる。フランスは国立科学研究セン

ター（CNRS）高等教育・研究・イノベーション省

(MESRI)所管の大学及び高等教育研究機関、大

学病院(CHU)等である。英国は、全大学とイングラ

ンドの高等教育カレッジ及び高等教育機関を通じ

て資金提供されている関連組織を含む。韓国は

大学のすべての学科（分校及び地方キャンパスを

含む）、附属研究機関、大学附属病院（医科大学

と会計が統合している場合のみ）である。 

大部分の国々では研究開発統計の調査範囲

は全分野となっているが、米国については S＆E22

の分野であり、韓国は 2006 年まで自然科学分野

のみを対象としていた(図表 1-1-4 参照)。 

大学部門の研究開発費を算出するには、教育

である。 
22 S&E とは Science and Engineering:  Computer sciences, 

 Environmental sciences, Life sciences, Mathematical sciences, Physical 

sciences,  Psychology, Social sciences, Engineering であり、Education

や Humanities 等は含まれていない。 
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活動と研究開発活動を区別して、経費を集計する

必要があるが、一般的にそれは困難である。 

日本の大学の研究開発費は、総務省の研究開

発統計「科学技術研究調査」による。この調査で

は研究開発費の内数として人件費についても集

計しているが、この人件費は「研究以外の業務

（教育など）」を含む総額データとなっている。これ

に加えて、ほぼすべての教員は研究者として計測

されている。しかしながら、教員全員が研究のみ

に従事していることはあり得ない。このため全教員

の人件費が研究開発費に計上されている状態は、

研究開発費としては過剰計上となっていると考え

るのが自然であろう。 

こうした状況は OECD も認識しているため、

OECD 統計が公表する日本の研究開発費は

1996 年以降人件費に対して、1996～2001 年は

0.53 を乗じた値、2002 年以降は 0.465 を乗じた値

となっている。なお、2002 年以降の補正係数であ

る 0.465 は 2002 年に文部科学省が実施した「大

学等におけるフルタイム換算データに関する調査

(FTE 調査 )」から得られた研究専従換算係数

（FTE 係数）である。この FTE 調査は 2008 年、

2013 年及び 2018 年に実施され、OECD統計によ

る日本の大学部門の研究開発費は FTE 係数で

人件費分を補正した研究開発費となっている

（2009～2012 年の間の FTE 係数：0.365、2013 年

～2017 年の以降の FTE 係数：0.351、2018 年以

降の FTE 係数：0.329）23。 

以下においては、日本の大学部門の研究開発

費として、OECD が提供している値（「日本(OECD

推計)｣と明記)と総務省「科学技術研究調査報告」

で提供している値（「日本」と明記）を掲載すること

とする。 

図表 1-3-11(A)は大学部門の研究開発費を名

目額で示している。2019年 24の日本（OECD推計)

の大学の研究開発費は、2.1 兆円である（日本の

値は 3.7 兆円である）。 

米国の 2019 年は 8.2 兆円であり、主要国の中

 
23 FTE 調査結果については第 2 章の図表 2-1-2 参照されたい。 
24 この節の日本は、国際比較の際には「年」を用いている。本来は「年

度」である。日本のみを記述している節では「年度」を用いている。 

では 1 番の規模を維持している。米国の大学部門

の研究開発費は長期的に増加しているが、特に

2014 年以降は伸び率が大きくなっている。 

中国は 2000 年以降、着実に増加している。

2012 年に日本(OECD 推計)を上回り、2019 年で

は 4.4 兆円となっている。 

ドイツは 2000 年代後半から増加している。2016

年に日本（OECD推計）を上回り、2019年では 2.6

兆円となっている。 

フランス、英国については、長期的に見ると増

加傾向にある。2019年では、フランス 1.5兆円、英

国 1.4 兆円である。韓国は着実な増加を見せてお

り、2019 年では 0.9 兆円である。 

次に、2000 年を 1 とした場合の各国通貨による

大学部門の研究開発費の名目額と実質額の指数

を示した(図表 1-3-11（B）)。 

名目額での最新年を見ると、日本(OECD 推計)

は0.9であり、主要国の中で唯一減少している。米

国は 2.6、英国は 2.5、ドイツは 2.3、フランスは 1.9

である。また、中国は 23.4、韓国は 4.7 と著しい伸

びを示している。 

実質額での最新値を見ると、日本以外の国で

は名目額より実質額の方が低い数値となっている。

日本(OECD 推計)は 1.0 である。他国を見ると、米

国とドイツは 1.8、英国は 1.7、フランスは 1.4 であ

る。中国、韓国も名目額よりは低くなってはいるが、

それぞれ 12.2、3.3 と他国と比較すると大きな伸び

を示している。 
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2016 1.1 0.9 2.3 2.0 1.8 2.2 14.0 4.1 1.2 1.0 1.7 1.6 1.4 1.6 8.0 2.9
2017 1.1 0.9 2.4 2.1 1.8 2.2 16.5 4.3 1.3 1.0 1.7 1.7 1.4 1.6 9.1 3.0
2018 1.1 0.9 2.5 2.2 1.8 2.4 19.0 4.5 1.3 1.0 1.8 1.7 1.4 1.7 10.1 3.1
2019 1.2 0.9 2.6 2.3 1.9 2.5 23.4 4.7 1.3 1.0 1.8 1.8 1.4 1.7 12.2 3.3
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ྛ国の総研究開Ⓨ㈝の䛖䛱学部㛛䛜⏝して

いる研究開Ⓨ㈝の༨䜑る合の推⛣をᅗ⾲1-3-12

に♧した。 

日本(OECD 推ィ）䛿、長ᮇⓗにቑῶを⧞䜚㏉し

䛺䛜ら、ᴫ䛽ᶓ䜀いに推⛣している䛜、2013 ᖺ㡭か

らᚤῶして䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿 11.7䠂䛸䛺䛳ている。

日本䜒䜋䜌ྠᵝのື䛝をぢ䛫て䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿

19.0䠂䛷䛒る。 

国をぢる䛸、ⱥ国䛿⥅⥆ⓗにቑຍしていた䛜、

2009 ᖺを䝢ー䜽にῶᑡに㌿䛨ている。2019 ᖺ䛷䛿

23.1䠂䛸国䛸ẚ㍑して᭱䜒䛝い。 

䝣ランス䛿 1990 ᖺ௦にධ䛳てからቑຍഴྥに䛒

䜚 2000ᖺ௦ᚋ༙に䛺る䛸 20䡚22䠂を推⛣している。

2019 ᖺ䛷䛿 20.3䠂䛷䛒る。 

䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ௦にධ䛳てからቑῶを⧞䜚㏉し䛺

䛜ら、ᶓ䜀いに推⛣している。2019ᖺの್䛿17.3䠂

䛷䛒る。⡿国䛿長ᮇⓗに䛿䛝䛟ቑῶを⧞䜚㏉して

䛚䜚、2010 ᖺ㡭からῶᑡഴྥに䛒る。2019 ᖺ䛷䛿

12.0䠂䛷䛒る。 

㡑国、中国について䛿、長ᮇⓗに䛿学部㛛の

⌮䛿ῶᑡഴྥに䛒る。こ䜜䛿、総研究開Ⓨ㈝の䛖

䛱䛷䜒企業の研究開Ⓨ㈝のఙび䛜ⴭしいた䜑䛷䛒

る。2019 ᖺの್䛿㡑国䛷 8.3䠂、中国䛷 8.1䠂䛷䛒

る。 

 

䛆ᅗ⾲ 1-3-12䛇 せᅜ䛾⥲◊✲㛤Ⓨ㈝䛻༨䜑䜛

Ꮫ㒊㛛䛾ྜ䛾᥎⛣ 
 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ䠖 
⾲ 1-1-1䚸⾲ 1-3-11 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 1-3-12 

(2)せᅜ䛻䛚䛡䜛Ꮫ㒊㛛䛾ᨻᗓ䛸ᴗ䛻䜘

䜛㈇担◊✲㛤Ⓨ㈝ 

政府に䜘る㈇担研究開Ⓨ㈝の合の推⛣をぢる

䛸（ᅗ⾲ 1-3-13(A)）、2000 ᖺⅬ䛷䛿、䝣ランス䜔

䝗イ䝒䛿⣙ 9 䛷䛒䛳た䛜、㏆ᖺ䛿⣙ 8 䛸䛺䛳て

いる。䛺䛚、䝣ランス䛷の 2014ᖺの政府㈇担合の

ῶᑡ䛿学からの㈇担䛜ቑຍしたた䜑䛷䛒䜚、政府

からの㈇担㢠䛿ᚤቑしている。㡑国䛿ቑし、2014

ᖺに䝣ランス、䝗イ䝒䛸ྠ⛬ᗘ䛸䛺䛳た䛜、䛭のᚋ䛿

ᚤῶしている。2010 ᖺ以㝆、⡿国䜔ⱥ国䛷䛿ῶᑡ、

中国䛷䛿ቑຍしている。日本䛸日本(OECD 推ィ)䛿、

䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。 

企業に䜘る㈇担研究開Ⓨ㈝の合をぢる䛸（ᅗ⾲

1-3-13(B)）、᭱新ᖺ䛷䛿、中国䛜᭱䜒㧗䛟、こ䜜に

㡑国、䝗イ䝒、⡿国、ⱥ国、日本(OECD 推ィ)、日本、

䝣ランス䛸⥆いている。日本(OECD 推ィ)、日本䛸䜒

に、2015ᖺ以㝆䛿ቑຍして䛚䜚、2019ᖺ䛿こ䜜䜎䛷

䛷୍␒㧗い合䛷䛒る(日本(OECD 推ィ)3.4䠂、日

本 3.1䠂)。 
 

䛆ᅗ⾲ 1-3-13䛇 せᅜ䛾Ꮫ䛻䛚䛡䜛ᨻᗓ䛸

ᴗ䛻䜘䜛㈇担◊✲㛤Ⓨ㈝ 
 

(A)ᨻᗓ㈇担◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ྜ 

 

(B)ᴗ㈇担◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ྜ 

ὀ䠖 
1)  ᅜ㝿ẚ㍑➼䛾ὀព䛿ᅗ⾲ 1-2-3䚸ᅗ⾲ 1-2-4 䛸ྠ䛨䚹 
2)  ᪥ᮏ䛿ᖺᗘ䛾್䜢♧䛧䛶䛔䜛䚹 
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3) 日本（OECD 推計）は、2008、2013、2018 年において時系列の連続性
が失われている。大学は見積もり値。 

4) 米国は定義が異なる。2003 年において時系列の連続性が失われて
いる。 

5) ドイツは定義が異なる。2016 年において時系列の連続性が失われて
いる。 

6) フランスの 2000、2004 年において時系列の連続性が失われている。
2017、2018 年は暫定値。 

7) 韓国の 2006 年までは自然科学のみの数値である。 
資料：日本：総務省、「科学技術研究調査報告」  
日本（OECD 推計）、米国、ドイツ、フランス、中国、韓国：OECD，
“Research & Development Statistics” 
参照：表 1-3-13 

 

(3)日本の大学部門の研究開発費 

日本の大学における研究開発費は前述のとおり、

人件費に研究以外の活動分も含まれているという

点に注意しなければならないが、この節では、「科

学技術研究調査報告」で公表している大学等の研

究開発費のデータを用いて国公私立大学別の研

究開発費使用額を見る（図表 1-3-14）。 

2019 年度の日本の大学全体の研究開発費(3.7

兆円)を国・公・私立大学別で見ると、国立 1.5 兆円、

公立 0.2 兆円、私立 2.0 兆円であり、私立大学の研

究開発費が全体の半数以上を占めている。 

推移を見ると国公私立大学ともに、1990 年代中

頃まで続いた研究開発費の伸びは鈍化しているが、

私立大学については漸増傾向が続いている。 

自然科学分野における研究開発費は 2019 年度

において全体で 2.5 兆円、うち国立 1.2 兆円、公立

0.2 兆円、私立 1.1 兆円となり、国立大学が半数以

上を占める。推移を見ると、国公私立大学ともに、

1990 年代中頃まで研究開発費の伸びは続いた。そ

の後、国立大学の伸びは鈍化している。一方で、私

立大学については増加傾向が続いている。公立大

学については、増減を繰り返しながらも漸増傾向に

ある。 

人文・社会科学及びその他分野における研究開

発費は、2019年度において全体で1.3兆円である。

うち国立 0.3 兆円、公立 0.1 兆円、私立 0.9 兆円と

なり、私立大学が大多数を占める。推移を見ると、

国立、公立大学ともに、1990 年代中頃まで続いた

研究開発費の伸びは鈍化し、その後は横ばいに推

移している。私立大学は 2000 年代中頃以降、横ば

いに推移している。 

【【図図表表 11--33--1144】】  国国公公私私立立大大学学別別のの研研究究開開発発費費  

  

((AA))全全体体  

  

((BB))自自然然科科学学  

  

((CC))人人文文・・社社会会科科学学及及びびそそのの他他  

 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-14 
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3) 日本（OECD 推計）は、2008、2013、2018 年において時系列の連続性
が失われている。大学は見積もり値。 

4) 米国は定義が異なる。2003 年において時系列の連続性が失われて
いる。 

5) ドイツは定義が異なる。2016 年において時系列の連続性が失われて
いる。 

6) フランスの 2000、2004 年において時系列の連続性が失われている。
2017、2018 年は暫定値。 

7) 韓国の 2006 年までは自然科学のみの数値である。 
資料：日本：総務省、「科学技術研究調査報告」  
日本（OECD 推計）、米国、ドイツ、フランス、中国、韓国：OECD，
“Research & Development Statistics” 
参照：表 1-3-13 
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人件費に研究以外の活動分も含まれているという
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学技術研究調査報告」で公表している大学等の研

究開発費のデータを用いて国公私立大学別の研
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公立 0.2 兆円、私立 2.0 兆円であり、私立大学の研
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推移を見ると国公私立大学ともに、1990 年代中

頃まで続いた研究開発費の伸びは鈍化しているが、

私立大学については漸増傾向が続いている。 

自然科学分野における研究開発費は 2019 年度

において全体で 2.5 兆円、うち国立 1.2 兆円、公立

0.2 兆円、私立 1.1 兆円となり、国立大学が半数以

上を占める。推移を見ると、国公私立大学ともに、

1990 年代中頃まで研究開発費の伸びは続いた。そ

の後、国立大学の伸びは鈍化している。一方で、私

立大学については増加傾向が続いている。公立大

学については、増減を繰り返しながらも漸増傾向に

ある。 

人文・社会科学及びその他分野における研究開

発費は、2019年度において全体で1.3兆円である。

うち国立 0.3 兆円、公立 0.1 兆円、私立 0.9 兆円と

なり、私立大学が大多数を占める。推移を見ると、

国立、公立大学ともに、1990 年代中頃まで続いた

研究開発費の伸びは鈍化し、その後は横ばいに推

移している。私立大学は 2000 年代中頃以降、横ば

いに推移している。 

【【図図表表 11--33--1144】】  国国公公私私立立大大学学別別のの研研究究開開発発費費  

  

((AA))全全体体  

  

((BB))自自然然科科学学  
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大学等の研究開発費に関して学問分野別の推

移を見る。ここでの学問分野とは、学部・研究施設

内で行われている研究の内容を指す。組織の中で

研究分野が複数にわたる場合は最も中心であると

判断された研究の学問分野を示している。 

図表 1-3-15 を見ると、1990 年代後半までは、ほ

とんどの分野で研究開発費は増加傾向にあった。

大きく増加したのは、保健、人文・社会科学、工学

である。2000 年代に入っても、増加し続けたのは保

健分野のみであり、他の分野は、横ばい又は微増

で推移している。 

 

【【図図表表 11--33--1155】】  大大学学等等ににおおけけるる研研究究開開発発費費のの学学

問問分分野野別別のの推推移移  

 
注： 
学問分野の区分は、学部等の組織の種類による区分である。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-15 

大学のポテンシャルを活用しようとする取り組み

は、世界の各国で進められている。大学は、イノベ

ーションの源泉である知識の創造という点で、他に

代替しえない組織であるが、その一方で、大学で産

み出された知識を他に移転することは容易でない。

このような認識を背景に、産学連携を強力に推進す

る機運が高まっている。 

産学連携の状況を示す指標のひとつとして、大

学が企業から受け入れた研究開発費をとりあげる

（図表 1-3-16）。大学等が企業から受け入れた研究

開発費の推移を見ると、1990 年代は停滞気味であ

った。2000 年代に入ると著しい増加を示したが、

2007 年度をピークに減少に転じた。しかし、2010 年

度以降は増加傾向にあり、2019 年度は 1,079 億円

となった。 

国・公・私立大学の区分別に見ると、企業部門か

ら受け入れた研究開発費は国立大学の金額が最も

多く、2019 年度で 759 億円である。公立大学は 60

億円、私立大学は 260 億円である。推移を見ると、

国立大学は増加傾向が続いている（対前年度比

6.3％増）。私立大学も同様の傾向にあったが、2019

年度は対前年度比で 9.4％の減少となった。公立大

学は 2014 年度をピークに減少傾向にあったが、

2019 年度では 8.8％増加した。 

 

【【図図表表 11--33--1166】】  大大学学等等ににおおけけるる内内部部使使用用研研究究費費

ののううちち企企業業かからら受受けけ入入れれたた金金額額のの

推推移移  

 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-16 
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(4)᪥ᮏ䛾Ꮫ㒊㛛䛾㈝┠ู◊✲㛤Ⓨ㈝ 

学➼の研究開Ⓨ㈝に㛵して㈝┠ูの内ヂをぢ

る䛸、䛂ே௳㈝䛃䛜ከい。2019 ᖺᗘの䛂ே௳㈝䛃䛿 2.4

䛷、全యの 65.1䠂を༨䜑ている(ᅗ⾲ 1-3-17）。

䜎た、䛂䛭のの⤒㈝䛃について䛿䛂᭷ᙧᅛᐃ㈨産

㉎ධ㈝䛃䜘䜚䜒䛝䛺㈝┠䛸䛺䛳て䛚䜚、2019 ᖺᗘ䛷

0.7 䛸䛺䛳ている。この䛂䛭のの⤒㈝䛃に䛿研

究のた䜑に⏝䛥䜜たᅗ書㈝、ග⇕Ỉ㐨㈝、ᾘ⪖

ရ㈝➼䛜ྵ䜎䜜ている。 

国❧・⚾❧学ู䛷䜏る䛸、2019 ᖺᗘの国❧

学の䛂ே௳㈝䛃䛿 0.9 䛷䛒る。2000 ᖺ௦にධ䛳

てから䛿䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣していた䛜、2014 ᖺᗘ

からᚤቑしている。合䛿全యの 58.4䠂䛷䛒る。䛂䛭

のの⤒㈝䛃䛿 2 ␒┠に䛝䛺㈝┠に䛺䛳ている。

ḟにከ䛟を༨䜑ている䛂᭷ᙧᅛᐃ㈨産㉎ධ㈝䛃䛿、

ᖺに䜘䛳てቑῶの䝞ラつ䛝䛜⃭しい。 

⚾❧学䛷䜒䛂ே௳㈝䛃䛜ከ䛟、2019 ᖺᗘ䛷䛿、

1.4 䛷䛒䜚、ቑຍし⥆䛡ている。合䛿全యの

68.9䠂䛷䛒る。2 ␒┠に䛝䛺㈝┠䛿、䛂䛭のの⤒

㈝䛃䛷䛒る。䛺䛚、⚾❧学䛷䛿、国❧学䜋䛹䛂᭷

ᙧᅛᐃ㈨産㉎ධ㈝䛃のቑῶの䝞ラつ䛝䛜ぢ䛘䛺い。 

䛆ᅗ⾲ 1-3-17䛇 Ꮫ➼䛻䛚䛡䜛㈝┠ู◊✲㛤Ⓨ㈝ 

 

䠄A䠅య 

 

(B)ᅜ❧Ꮫ 

 

(C)⚾❧Ꮫ 

 
ὀ䠖 
1)  2001 ᖺᗘ䜘䜚䚸᪂䛯䛻䛂䝸䞊䝇ᩱ䛃䛜ㄪᰝ㡯┠䛻ຍ䜟䛳䛯䚹 
2)  2013 ᖺᗘ䜘䜚䚸᪂䛯䛻ㄪᰝ㡯┠䛻ຍ䜟䛳䛯䛂↓ᙧᅛᐃ㈨⏘㉎ධ㈝䛃䛿

䛂䛭䛾䛾⤒㈝䛃䛻ྵ䜑䛶䛔䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 
ཧ↷䠖⾲ 1-3-17 
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(4)日本の大学部門の費目別研究開発費 

大学等の研究開発費に関して費目別の内訳を見

ると、「人件費」が多い。2019 年度の「人件費」は 2.4

兆円で、全体の 65.1％を占めている(図表 1-3-17）。

また、「その他の経費」については「有形固定資産

購入費」よりも大きな費目となっており、2019 年度で

0.7 兆円となっている。この「その他の経費」には研

究のために使用された図書費、光熱水道費、消耗

品費等が含まれている。 

国立・私立大学別でみると、2019 年度の国立大

学の「人件費」は 0.9 兆円である。2000 年代に入っ

てからはほぼ横ばいに推移していたが、2014 年度

から微増している。割合は全体の 58.4％である。「そ

の他の経費」は 2 番目に大きな費目になっている。

次に多くを占めている「有形固定資産購入費」は、

年によって増減のバラつきが激しい。 

私立大学でも「人件費」が多く、2019 年度では、

1.4 兆円であり、増加し続けている。割合は全体の

68.9％である。2 番目に大きな費目は、「その他の経

費」である。なお、私立大学では、国立大学ほど「有

形固定資産購入費」の増減のバラつきが見えない。 

【【図図表表 11--33--1177】】  大大学学等等ににおおけけるる費費目目別別研研究究開開発発費費  

  

（（AA））全全体体  

  

((BB))国国立立大大学学  

  

((CC))私私立立大大学学  

 
注： 
1) 2001 年度より、新たに「リース料」が調査項目に加わった。 
2) 2013 年度より、新たに調査項目に加わった「無形固定資産購入費」は

「その他の経費」に含めている。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-17 
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(5)日本の大学部門の負担源別研究開発費 

大学等の研究開発費に関して負担源別の内訳を

見ると（図表 1-3-18(A)）、「自己資金」が最も多く、

2019 年度においては 3.1 兆円、全体の 82.9％を占

める。その他の負担源による研究開発費は少なく、

「政府」が 4,510 億円、「会社等」が 1,166 億円とな

っている。「自己資金」は漸増している。 

次に国立大学を見ると（図表 1-3-18(B)）、「自己

資金」が最も多く、2019 年度では 1.0 兆円、全体の

71.9％を占める。国立大学の場合、国立大学法人

等の運営費交付金等が、ここに含まれている。次い

で「政府」が 2,768 億円、「会社等」は 818 億円であ

る。「自己資金」は長期的に漸減、「政府」について

は 2013年度を境に減少し、それ以外の負担源が増

加している。 

私立大学は（図表 1-3-18(B)）、「自己資金」が

90.2％を占めている。2019 年度では 1.8 兆円であり、

増加し続けている。「政府」からの研究開発費は

1,566 億円、「会社等」では 286 億円と「自己資金」と

比較すると極めて少ない。なお、私立大学の「自己

資金」には学生生徒等納付金収入等（授業料や入

学金等）が含まれている。 

【【図図表表 11--33--1188】】  大大学学等等ににおおけけるる負負担担源源別別研研究究開開発発費費  

((AA))全全体体  

  

((BB))国国立立大大学学  

  

((CC))私私立立大大学学  

 
注： 
「自己資金」とは、研究開発費総額から外部から受け入れた研究開発費
を除いた額である。なお、国立大学が国から受け入れた運営費交付金及
び施設整備費補助金は「自己資金」として扱っている。また、私立学校振
興助成法に基づく経常費補助金は、その使途が限定されていないが、補
助金のうち研究関係業務に使用されたとみなされた額を「外部受入研究
開発費」としている。「政府」とは主に「国・公営の研究機関、研究を行うこ
とを主な目的とする法人」からの研究開発費である。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-3-18 
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1.4 ᛶ᱁ู◊✲㛤Ⓨ㈝

䝫䜲䞁䝖 

䕿2019 ᖺの日本のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝の䛖䛱䛂基♏研究䛃の合䛿全యの 15.1䠂、䛂ᛂ⏝研究䛃䛿 20.4䠂、

䛂開Ⓨ䛃䛜 64.5䠂䛷䛒る。2010 ᖺ㡭から、䛂ᛂ⏝研究䛃䛜ῶᑡഴྥに䛒る。 

䕿研究開Ⓨ㈝をᛶ᱁ูに分㢮してぢる䛸、国䛸ẚ㍑して、䛂基♏研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿䝣ランス、䛂ᛂ⏝

研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿ⱥ国、䛂開Ⓨ䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿中国䛷䛒る。 

䕿䛂企業䛃のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝䛿、い䛪䜜の国䛷䜒䛂開Ⓨ䛃䛜᭱䜒䛝䛟、䛂基♏研究䛃䛜小䛥いഴྥに䛒る。

䛂学䛃のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝䛿、䜋䛸䜣䛹の国䛷䛂基♏研究䛃䛜᭱䜒䛝いഴྥに䛒る䛜、中国䛷䛿䛂ᛂ

⏝研究䛃䛜䛝い。䜎た、日本の䛂基♏研究䛃䛜䜋䜌ᶓ䜀い䛺のにᑐして、⡿国、䝣ランス䛷䛿ῶᑡして䛚

䜚、中国䛷䛿ቑຍしている。䛂公ⓗᶵ㛵䛃のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝について䛿、ከ䛟の国䛷䛂開Ⓨ䛃の合䛜

᭱䜒䛝い䛜、䝣ランス䛷䛿䛂ᛂ⏝研究䛃の合䛜᭱䜒䛝い。 

䚽日本の企業に䛚䛡る䛂基♏研究䛃の研究開Ⓨ㈝を産業分㢮ูにぢる䛸、᭱䜒ከいの䛿་⸆ရ(2,660 ൨

)䛷䛒る。こ䜜に、㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業（2,140 ൨）、情報㏻ಙᶵᲔჾල〇㐀業（1,178 ൨）䛸〇

㐀業䛜⥆いている。2007 ᖺᗘ䛸ẚ㍑して᭱䜒ఙびているの䛿㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業（2.7 ಸ）䛷䛒る。 

1.4.1 ྛᅜ䛾ᛶ᱁ู◊✲㛤Ⓨ㈝ 

ᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝䛸䛿、基♏、ᛂ⏝、開Ⓨ䛸い䛖

䛚䛚䜎か䛺分㢮に分䛡た研究開Ⓨ㈝を指䛩。この

分㢮䛿OECDの䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹に䜘るᐃ⩏

に基䛵いてྛ国䛜分㢮している。䛭のた䜑ᅇ⟅⪅

に䜘る主ほⓗ推ィ䛜分㢮⤖ᯝにᑡ䛺から䛪ᙳ㡪し

ているこ䛸を⪃៖䛩るᚲせ䛜䛒る。以下に、᭱新∧

䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹 2015 にᥖ㍕䛥䜜ているᛶ

᱁ูのᐃ⩏を⡆༢に♧䛩。 

基♏研究(Basic research)䛸䛿、ఱら≉ᐃのᛂ⏝

䜔⏝を⪃៖䛩るこ䛸䛺䛟、主䛸して⌧㇟䜔ほᐹྍ

⬟䛺事実の䜒䛸に₯䜐᰿ᣐについての新しい▱㆑

を⋓ᚓ䛩るた䜑に実施䛥䜜る、ヨ㦂ⓗ䛒るい䛿⌮ㄽ

ⓗ䛺作業䛷䛒る。 

ᛂ⏝研究(Applied research)䛸䛿、新しい▱㆑を

⋓ᚓ䛩るた䜑に企てら䜜る⊂⮬の研究䛷䛒る。しか

し䛺䛜ら、䛭䜜䛿主䛸して、≉ᐃの実⏝上の┠ⓗ䜎

た䛿┠標を┠指している。 

（ヨ㦂ⓗ）開Ⓨ（Experimental development）䛸䛿、

య⣔ⓗ䛺ྲྀ䜚⤌䜏䛷䛒䛳て、研究䜎た䛿実⏝上の

 
25日本の研究開Ⓨ⤫ィ調査䛂科学技術研究調査䛃䛷のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝

のᐃ⩏䛿以下の䛸䛚䜚䛷䛒䜚、ᑐ㇟䛿⮬↛科学分㔝の䜏䛷䛒る。 

基♏研究䠖≉ู䛺ᛂ⏝、⏝㏵を┤᥋に⪃៖䛩るこ䛸䛺䛟、௬ㄝ䜔⌮ㄽをᙧ

成䛩るた䜑、ཪ䛿⌧㇟䜔ほᐹྍ⬟䛺事実に㛵して新しい▱㆑をᚓるた䜑

に⾜䜟䜜る⌮ㄽⓗཪ䛿実㦂ⓗ研究をい䛖。  

ᛂ⏝研究䠖基♏研究に䜘䛳てⓎぢ䛥䜜た▱㆑を⏝して、≉ᐃの┠標を

ᐃ䜑て実⏝のྍ⬟ᛶを確か䜑る研究䜔、᪤に実⏝䛥䜜ている方ἲに

⤒㦂に䜘䛳て⋓ᚓ䛥䜜た᪤Ꮡの▱㆑をάか䛩䜒の

䛷、新しいᮦᩱ、〇ရ、デ䝞イスの⏕産、新しい䝥䝻

セス、シス䝔ム、䝃ービスのᑟධ、䛒るい䛿、こ䜜ら

の᪤に⏕産䜎た䛿ᑟධ䛥䜜ている䜒ののᖜ䛺ᨵ

ၿを┠指䛩䜒の䛷䛒る。 

䛺䛚、日本のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝ 25䛿⮬↛科学分

㔝をᑐ㇟にィ測して䛚䜚国全యの研究開Ⓨ㈝総㢠

䛷䛿䛺い。䜎た、㡑国䛿 2006 ᖺ䜎䛷⮬↛科学分㔝

をᑐ㇟にしていた䛜、2007ᖺから全分㔝をᑐ㇟にし

ている。 

ᅗ⾲ 1-4-1 䛿主せ国の研究開Ⓨ㈝のᛶ᱁ู

合䛷䛒る。䛂基♏研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿䝣ランス、

ᛂ⏝研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿ⱥ国、䛂開Ⓨ䛃䛜᭱䜒

䛝いの䛿中国䛷䛒る。 

2019 ᖺ 26の日本のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝の䛖䛱䛂基

♏研究䛃の合䛿全యの 15.1䠂、䛂ᛂ⏝研究䛃䛿

20.4䠂、䛂開Ⓨ䛃䛜 64.5䠂䛷䛒る。2010 ᖺ㡭から、

䛂ᛂ⏝研究䛃䛜ῶᑡഴྥに䛒る。 

⡿国䛿、ᛶ᱁ูの合䛜日本䛸ఝている。䛂基♏

研究䛃の合䛿、2019 ᖺ䛷䛿 16.4䠂、䛂ᛂ⏝研究䛃

㛵して、新た䛺ᛂ⏝方ἲを᥈⣴䛩る研究をい䛖。  

開Ⓨ研究䠖基♏研究、ᛂ⏝研究及び実㝿の⤒㦂からᚓた▱㆑の⏝䛷䛒

䜚、新しいᮦᩱ、⨨、〇ရ、シス䝔ム、ᕤ⛬➼のᑟධཪ䛿᪤Ꮡのこ䜜らの

䜒ののᨵⰋを䛽らい䛸䛩る研究をい䛖。 
26 この節の日本䛿、国㝿ẚ㍑の㝿に䛿䛂ᖺ䛃を⏝いている。本᮶䛿䛂ᖺᗘ䛃

䛷䛒る。日本の䜏をグ㏙している節䛷䛿䛂ᖺᗘ䛃を⏝いている。 

 

➨
㸯
ࠉ❶
ࠉ
ࠉ

◊
✲
㛤
Ⓨ
㈝



➨ 1 ❶ ◊✲㛤Ⓨ㈝  

 

-  5 6  -  

1.4 ᛶ᱁ู◊✲㛤Ⓨ㈝

䝫䜲䞁䝖 

䕿2019 ᖺの日本のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝の䛖䛱䛂基♏研究䛃の合䛿全యの 15.1䠂、䛂ᛂ⏝研究䛃䛿 20.4䠂、

䛂開Ⓨ䛃䛜 64.5䠂䛷䛒る。2010 ᖺ㡭から、䛂ᛂ⏝研究䛃䛜ῶᑡഴྥに䛒る。 

䕿研究開Ⓨ㈝をᛶ᱁ูに分㢮してぢる䛸、国䛸ẚ㍑して、䛂基♏研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿䝣ランス、䛂ᛂ⏝

研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿ⱥ国、䛂開Ⓨ䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿中国䛷䛒る。 

䕿䛂企業䛃のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝䛿、い䛪䜜の国䛷䜒䛂開Ⓨ䛃䛜᭱䜒䛝䛟、䛂基♏研究䛃䛜小䛥いഴྥに䛒る。

䛂学䛃のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝䛿、䜋䛸䜣䛹の国䛷䛂基♏研究䛃䛜᭱䜒䛝いഴྥに䛒る䛜、中国䛷䛿䛂ᛂ

⏝研究䛃䛜䛝い。䜎た、日本の䛂基♏研究䛃䛜䜋䜌ᶓ䜀い䛺のにᑐして、⡿国、䝣ランス䛷䛿ῶᑡして䛚

䜚、中国䛷䛿ቑຍしている。䛂公ⓗᶵ㛵䛃のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝について䛿、ከ䛟の国䛷䛂開Ⓨ䛃の合䛜

᭱䜒䛝い䛜、䝣ランス䛷䛿䛂ᛂ⏝研究䛃の合䛜᭱䜒䛝い。 

䚽日本の企業に䛚䛡る䛂基♏研究䛃の研究開Ⓨ㈝を産業分㢮ูにぢる䛸、᭱䜒ከいの䛿་⸆ရ(2,660 ൨

)䛷䛒る。こ䜜に、㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業（2,140 ൨）、情報㏻ಙᶵᲔჾල〇㐀業（1,178 ൨）䛸〇

㐀業䛜⥆いている。2007 ᖺᗘ䛸ẚ㍑して᭱䜒ఙびているの䛿㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業（2.7 ಸ）䛷䛒る。 

1.4.1 ྛᅜ䛾ᛶ᱁ู◊✲㛤Ⓨ㈝ 

ᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝䛸䛿、基♏、ᛂ⏝、開Ⓨ䛸い䛖

䛚䛚䜎か䛺分㢮に分䛡た研究開Ⓨ㈝を指䛩。この

分㢮䛿OECDの䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹に䜘るᐃ⩏

に基䛵いてྛ国䛜分㢮している。䛭のた䜑ᅇ⟅⪅

に䜘る主ほⓗ推ィ䛜分㢮⤖ᯝにᑡ䛺から䛪ᙳ㡪し

ているこ䛸を⪃៖䛩るᚲせ䛜䛒る。以下に、᭱新∧

䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹 2015 にᥖ㍕䛥䜜ているᛶ

᱁ูのᐃ⩏を⡆༢に♧䛩。 

基♏研究(Basic research)䛸䛿、ఱら≉ᐃのᛂ⏝

䜔⏝を⪃៖䛩るこ䛸䛺䛟、主䛸して⌧㇟䜔ほᐹྍ

⬟䛺事実の䜒䛸に₯䜐᰿ᣐについての新しい▱㆑

を⋓ᚓ䛩るた䜑に実施䛥䜜る、ヨ㦂ⓗ䛒るい䛿⌮ㄽ

ⓗ䛺作業䛷䛒る。 

ᛂ⏝研究(Applied research)䛸䛿、新しい▱㆑を

⋓ᚓ䛩るた䜑に企てら䜜る⊂⮬の研究䛷䛒る。しか

し䛺䛜ら、䛭䜜䛿主䛸して、≉ᐃの実⏝上の┠ⓗ䜎

た䛿┠標を┠指している。 

（ヨ㦂ⓗ）開Ⓨ（Experimental development）䛸䛿、

య⣔ⓗ䛺ྲྀ䜚⤌䜏䛷䛒䛳て、研究䜎た䛿実⏝上の

 
25日本の研究開Ⓨ⤫ィ調査䛂科学技術研究調査䛃䛷のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝

のᐃ⩏䛿以下の䛸䛚䜚䛷䛒䜚、ᑐ㇟䛿⮬↛科学分㔝の䜏䛷䛒る。 

基♏研究䠖≉ู䛺ᛂ⏝、⏝㏵を┤᥋に⪃៖䛩るこ䛸䛺䛟、௬ㄝ䜔⌮ㄽをᙧ

成䛩るた䜑、ཪ䛿⌧㇟䜔ほᐹྍ⬟䛺事実に㛵して新しい▱㆑をᚓるた䜑

に⾜䜟䜜る⌮ㄽⓗཪ䛿実㦂ⓗ研究をい䛖。  

ᛂ⏝研究䠖基♏研究に䜘䛳てⓎぢ䛥䜜た▱㆑を⏝して、≉ᐃの┠標を

ᐃ䜑て実⏝のྍ⬟ᛶを確か䜑る研究䜔、᪤に実⏝䛥䜜ている方ἲに

⤒㦂に䜘䛳て⋓ᚓ䛥䜜た᪤Ꮡの▱㆑をάか䛩䜒の

䛷、新しいᮦᩱ、〇ရ、デ䝞イスの⏕産、新しい䝥䝻

セス、シス䝔ム、䝃ービスのᑟධ、䛒るい䛿、こ䜜ら

の᪤に⏕産䜎た䛿ᑟධ䛥䜜ている䜒ののᖜ䛺ᨵ

ၿを┠指䛩䜒の䛷䛒る。 

䛺䛚、日本のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝ 25䛿⮬↛科学分

㔝をᑐ㇟にィ測して䛚䜚国全యの研究開Ⓨ㈝総㢠

䛷䛿䛺い。䜎た、㡑国䛿 2006 ᖺ䜎䛷⮬↛科学分㔝

をᑐ㇟にしていた䛜、2007ᖺから全分㔝をᑐ㇟にし

ている。 

ᅗ⾲ 1-4-1 䛿主せ国の研究開Ⓨ㈝のᛶ᱁ู

合䛷䛒る。䛂基♏研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿䝣ランス、

ᛂ⏝研究䛃䛜᭱䜒䛝いの䛿ⱥ国、䛂開Ⓨ䛃䛜᭱䜒

䛝いの䛿中国䛷䛒る。 

2019 ᖺ 26の日本のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝の䛖䛱䛂基

♏研究䛃の合䛿全యの 15.1䠂、䛂ᛂ⏝研究䛃䛿

20.4䠂、䛂開Ⓨ䛃䛜 64.5䠂䛷䛒る。2010 ᖺ㡭から、

䛂ᛂ⏝研究䛃䛜ῶᑡഴྥに䛒る。 

⡿国䛿、ᛶ᱁ูの合䛜日本䛸ఝている。䛂基♏

研究䛃の合䛿、2019 ᖺ䛷䛿 16.4䠂、䛂ᛂ⏝研究䛃

㛵して、新た䛺ᛂ⏝方ἲを᥈⣴䛩る研究をい䛖。  

開Ⓨ研究䠖基♏研究、ᛂ⏝研究及び実㝿の⤒㦂からᚓた▱㆑の⏝䛷䛒

䜚、新しいᮦᩱ、⨨、〇ရ、シス䝔ム、ᕤ⛬➼のᑟධཪ䛿᪤Ꮡのこ䜜らの

䜒ののᨵⰋを䛽らい䛸䛩る研究をい䛖。 
26 この節の日本䛿、国㝿ẚ㍑の㝿に䛿䛂ᖺ䛃を⏝いている。本᮶䛿䛂ᖺᗘ䛃

䛷䛒る。日本の䜏をグ㏙している節䛷䛿䛂ᖺᗘ䛃を⏝いている。 
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は 19.0䠂、䛂開発䛃は、64.5䠂である。 

䝣ラン䝇は、他国と比較して䛂基♏研究䛃の割ྜが

᭱も大きく、᭱新年では 22.7䠂である。䛂ᛂ用研究䛃

の割ྜは 41.3䠂、䛂開発䛃は 36.1䠂である。 

英国については、2007 年から性᱁別研究開発㈝

のデータがᥖ㍕されるようになった。英国では䛂ᛂ用

研究䛃の割ྜが他国と比較しても᭱も大きく、᭱新

年では 42.1䠂を༨める。 

中国は䛂基♏研究䛃の割ྜがᑠさく᭱新年では

5.5䠂である。䛂開発䛃の割ྜが大きく 83.3䠂であり、

他国と比較しても᭱も大きい。䛂開発䛃の割ྜは 2000

年௦中㡭から増ຍした後、近年はῶ少ഴ向にある。 

㡑国では、2000䡚2010年にかけて䛂基♏研究䛃の

割ྜは増ຍ、䛂ᛂ用研究䛃の割ྜはῶ少していた。

2010 年以㝆は䛂基♏研究䛃の割ྜはῶ少し、䛂ᛂ用

研究䛃の割ྜは増ຍしたが、近年は䜋䜌ᶓ䜀いに

推⛣している。䛂開発䛃の割ྜは増ῶを⧞り㏉しなが

らも、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。᭱新年の値はそ

れぞれ 14.7䠂、22.5䠂、62.8䠂である。 

なお、ドイツは性᱁別研究開発㈝のデータをබ

表していない。ただし、䛂ᴗ䛃部門は 2007 年から、

䛂政ᗓ（非Ⴀᅋ体を含む）䛃部門は 2006 年から、

性᱁別研究開発㈝の計 データがᥖ㍕されるよう

になった（OECD データによる）27。 

 

 
27 䛂ᴗ䛃部門は㝸年のデータを示している。2017 年の基♏研究䠖6.4䠂、

ᛂ用研究䠖45.5䠂、開発䠖48.1䠂である。䛂政ᗓ（非Ⴀᅋ体）䛃部門では、

2013 年からẖ年のデータを示している。2018 年の基♏研究䠖48.0䠂、ᛂ

用研究䠖48.6䠂、開発䠖5.2䠂である。 

【図表 1-4-1】 要ᅜのᛶ᱁別研究開Ⓨ㈝のෆヂ 

 
注： 
1)  日本の研究開Ⓨ㈝は⮬↛科学の䜏、㡑ᅜは 2006 年䜎䛷⮬↛科学の

䜏䛷䛒る。のᅜの研究開Ⓨ㈝は、⮬↛科学とேᩥ䡡♫会科学のྜ
計䛷䛒るた䜑、ᅜ㝿ẚ㍑䛩る㝿には注ព䛜ᚲ要䛷䛒る。 

2)  日本は年度の値を示している。 
3)  ⡿ᅜの 2019 年は見✚り値䛷䛒る。2016 年௨㝆、公的ᶵ㛵の研究開

Ⓨ㈝䛛䜙䛂⏕⏘๓開Ⓨ(Preproduction development)䛃䛜㝖䛛䜜てい
る。 

4)  フランスは 2004、2010 年において⣔ิの㐃⥆ᛶはኻ䜟䜜ている。
2016、2018 年は見✚り値、2017、2018 年はᬻᐃ値。 

5)  ⱥᅜは見✚り値。 
6)  ୰ᅜは 2009 年において⣔ิの㐃⥆ᛶはኻ䜟䜜ている。 
資料： 
日本：⥲ົ┬、䛂科学技術研究ㄪᰝሗ࿌䛃   
⡿ᅜ：NSF䠈䇾National Patterns of R&D Resources: 2018-19 Data Up-
date”  
フランス、ⱥᅜ、୰ᅜ：OECD䠈䇾Research & Development Statistics” 
㡑ᅜ：KOSIS, Korean Statistical Information Service 
参照：表 1-4-1 
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1.4.2 せᅜ䛾㒊㛛ู䛾ᛶ᱁ู◊✲㛤Ⓨ㈝ 

主せ国に䛚䛡る部㛛の研究開Ⓨ㈝をᛶ᱁ูの

合䛷ぢる。 

䛂企業䛃の研究開Ⓨ㈝をᛶ᱁ู䛷ぢる䛸（ᅗ⾲ 1-

4-2(A)）、い䛪䜜の国䛷䜒䛂開Ⓨ䛃䛜᭱䜒䛝䛟、䛂基

♏研究䛃䛜ᑡ䛺いഴྥに䛒る䛜、䛭の䝞ランス䛿␗

䛺る。ྛ国᭱新ᖺに䛚いて、䛂開Ⓨ䛃の合䛜᭱䜒

䛝いの䛿中国䛷䛒䜚 96䠂を༨䜑る。日本、⡿国䛷

䛿⣙ 8 、㡑国䛷䛿⣙ 7 䛷䛒る。䝣ランス、ⱥ国

䛷䛿䛂開Ⓨ䛃、䛂ᛂ⏝研究䛃ඹに䛝䛟、䛭䜜䛮䜜⣙ 5

䛸⣙ 4 䛷䛒る。日本、⡿国、㡑国䛿䛂ᛂ⏝研究䛃

䛿⣙ 2 䛷䛒る。䜎た、䛂基♏研究䛃の合䛿䜋䛸䜣

䛹の国䛷 1 ⛬ᗘ䛷䛒る䛜、䝣ランス、ⱥ国䛷䛿㏆

ᖺቑしている。 

䛂学䛃の研究開Ⓨ㈝をᛶ᱁ู䛷ぢる䛸（ᅗ⾲ 1-

4-2(B)）、᭱新ᖺに䛚いて䛂基♏研究䛃䛜᭱䜒䛝い

国䛿䝣ランス（⣙ 7 ）䛷䛒る。こ䜜に⡿国（⣙ 6 ）、

日本（⣙ 5 ）、中国、㡑国（䛭䜜䛮䜜⣙ 4 ）䛸⥆

いている。日本の䛂基♏研究䛃䛜䜋䜌ᶓ䜀い䛺のに

ᑐして、⡿国、䝣ランス䛷䛿ῶᑡして䛚䜚、中国䛷䛿

ቑຍしている。䛂ᛂ⏝研究䛃䛜䛝い国䛿中国（⣙ 5

）䛷䛒䜚、㡑国の䛂開Ⓨ䛃䛿国䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝

い（⣙ 3 ）。⡿国の䛂学䛃の䛂基♏研究䛃の合䛿、

2008 ᖺ㡭䜎䛷ቑຍしていた䛜、䛭のᚋ䛿䛂ᛂ⏝研

究䛃、䛂開Ⓨ䛃のቑຍ䛜ぢら䜜る。 

䛂公ⓗᶵ㛵䛃の研究開Ⓨ㈝をᛶ᱁ู䛷ぢる䛸（ᅗ

⾲ 1-4-2(C)）、᭱新ᖺ䛷䛿、ከ䛟の国䛷䛂開Ⓨ䛃の

合䛜᭱䜒䛝䛟、中国、⡿国、㡑国䛿⣙ 5 、日本

䛿⣙4を༨䜑る。日本の䛂公ⓗᶵ㛵䛃について䛿、

2001 ᖺに国Ⴀ研究ᶵ㛵の୍部䛸≉Ṧἲே䛜⊂❧

⾜政ἲேに䜘䜚、≉Ṧἲே・⊂❧⾜政ἲே䛸䛺䛳

たこ䛸に␃ព䛥䜜たい。䝣ランスについて䛿、䛂ᛂ⏝

研究䛃の合䛜䛝いഴྥに䛒䜚、᭱新ᖺ䛷䛿⣙ 6

䛷䛒る。 

᭱新ᖺの䛂基♏研究䛃の合䛿、日本、⡿国、中

国䛿⣙ 2 、䝣ランス、㡑国䛿⣙ 3 、ⱥ国䛿⣙ 4

䛷䛒る。䛺䛚、ⱥ国のᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝䛿ぢ✚

䜚ᩘ್、䜒し䛟䛿推ᐃ್䛷䛒䜚、䛂公ⓗᶵ㛵䛃につい

て䛿 2010 ᖺからᛶ᱁ู研究開Ⓨ㈝のᐃ⩏䛜ኚ更

䛥䜜たた䜑⣔ิẚ㍑を䛩る㝿に䛿ὀព䛜ᚲせ䛷

䛒る。

 

䛆ᅗ⾲ 1-4-2䛇 せᅜ䛾㒊㛛ู䛾ᛶ᱁ู◊✲㛤Ⓨ㈝䛾ෆヂ 

 䠄A䠅ᴗ 䠄B䠅Ꮫ 䠄C䠅බⓗᶵ㛵 
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11..44..22 主主要要国国のの部部門門別別のの性性格格別別研研究究開開発発費費  

主要国における部門の研究開発費を性格別の

割合で見る。 

「企業」の研究開発費を性格別で見ると（図表 1-

4-2(A)）、いずれの国でも「開発」が最も大きく、「基

礎研究」が少ない傾向にあるが、そのバランスは異

なる。各国最新年において、「開発」の割合が最も

大きいのは中国であり 96％を占める。日本、米国で

は約 8 割、韓国では約 7 割である。フランス、英国

では「開発」、「応用研究」共に大きく、それぞれ約 5

割と約 4 割である。日本、米国、韓国は「応用研究」

は約 2 割である。また、「基礎研究」の割合はほとん

どの国で 1 割程度であるが、フランス、英国では近

年漸増している。 

「大学」の研究開発費を性格別で見ると（図表 1-

4-2(B)）、最新年において「基礎研究」が最も大きい

国はフランス（約 7 割）である。これに米国（約 6 割）、

日本（約 5 割）、中国、韓国（それぞれ約 4 割）と続

いている。日本の「基礎研究」がほぼ横ばいなのに

対して、米国、フランスでは減少しており、中国では

増加している。「応用研究」が大きい国は中国（約 5

割）であり、韓国の「開発」は他国と比較すると大き

い（約 3 割）。米国の「大学」の「基礎研究」の割合は、

2008 年頃まで増加していたが、その後は「応用研

究」、「開発」の増加が見られる。 

「公的機関」の研究開発費を性格別で見ると（図

表 1-4-2(C)）、最新年では、多くの国で「開発」の割

合が最も大きく、中国、米国、韓国は約 5 割、日本

は約4割を占める。日本の「公的機関」については、

2001 年に国営研究機関の一部と特殊法人が独立

行政法人化により、特殊法人・独立行政法人となっ

たことに留意されたい。フランスについては、「応用

研究」の割合が大きい傾向にあり、最新年では約 6

割である。 

最新年の「基礎研究」の割合は、日本、米国、中

国は約 2 割、フランス、韓国は約 3 割、英国は約 4

割である。なお、英国の性格別研究開発費は見積

り数値、もしくは推定値であり、「公的機関」につい

ては 2010 年から性格別研究開発費の定義が変更

されたため時系列比較をする際には注意が必要で

ある。

  

【【図図表表 11--44--22】】  主主要要国国のの部部門門別別のの性性格格別別研研究究開開発発費費のの内内訳訳  

  （（AA））企企業業  （（BB））大大学学  （（CC））公公的的機機関関  

 
注： 
1) 日本の研究開発費は自然科学のみ、韓国は 2006 年まで自然科学のみである。他の国の研究開発費は、自然科学と人文･社会科学の合計であるた
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め、国際比較する際には注意が必要である。時系列比較注意については、各国の注記を参照のこと。 
2) 日本は年度の値を示している。日本の「公的機関」については、2001 年に国営研究機関の一部と特殊法人が独立行政法人化により、特殊法人・独立

行政法人となった。 
3) 米国の 2019 年は見積り値。2016 年以降、公的機関の研究開発費から「生産前開発(Preproduction development)」が除かれている。 
4) フランスは企業の 2001、2004、2006 年、大学の 2004、2014 年及び公的機関の 2010 年において時系列の継続性は失われている。公的機関の 2016

年は見積り値である。すべての部門の 2017、2018 年は暫定値である。 
5) 英国は見積り値である。公的機関の 2010 年において時系列の連続性は失われている。 
6) 中国は企業、公的機関の 2009 年において時系列の連続性は失われている。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」   
米国：NSF，“National Patterns of R&D Resources: 2018-19 Data Update”  
フランス、英国、中国、韓国：OECD，“Research & Development Statistics” 
参照：表 1-4-2 

 
 
11..44..33 日日本本のの企企業業部部門門のの基基礎礎研研究究  

ここでは日本の「基礎研究」の研究開発費を産

業分類別に見る（図表 1-4-3）。 

2019 年度において、「基礎研究」の研究開発費

が最も多いのは医薬品製造業(2,660 億円)である。

これに、輸送用機械器具製造業（2,140 億円）、情

報通信機械器具製造業（1,178 億円）と製造業が

続いている。非製造業では、学術研究,専門・技術

サービス業（484億円）が多い。2007年度と比較す

ると、医薬品製造業は 1.1 倍、輸送用機械器具製

造業は 2.7 倍、情報通信機械器具製造業は 1.3

倍となっており、輸送用機械器具製造業の伸びが

著しい。 

「基礎研究」に注力している度合いを産業別に

見ると、2019 年度では、研究開発費全体に占める

「基礎研究」の割合は医薬品製造業が 20％、輸

送用機械器具製造業は 7％、情報通信機械器具

製造業は 10％、学術研究,専門・技術サービス業

は 5％となっている。 

 

 

【【図図表表 11--44--33】】  日日本本のの企企業業ににおおけけるる「「基基礎礎研研究究」」のの研研究究開開発発費費のの推推移移（（産産業業分分類類））  

 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 1-4-3 
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➨ 2 ❶ ◊✲㛤Ⓨேᮦ 
科学技術άືを支䛘る㔜せ䛺基盤䛷䛒るேᮦをྲྀ䜚ᢅ䛖。この章䛷䛿研究開Ⓨேᮦ、䛩䛺䜟䛱、研究⪅、

研究支援⪅について、日本及び主せ国の≧ἣを♧䛩。研究⪅ᩘに㛵䛩る⌧Ꮡのデータに䛿、ྛ国の研究

⪅のᐃ⩏䜔ィ測方ἲ䛜୍⮴してい䛺い䛺䛹のၥ㢟䛜䛒䜚、ཝᐦ䛺国㝿ẚ㍑䛜㞴しい㠃䜒䛒る䛜、ྛ国の研究

⪅のᑐ㇟⠊ᅖ䜔䝺ベ䝹䛺䛹のᕪ␗をᢕᥱした上䛷ྛ国の≧ἣをᢕᥱ䛩るこ䛸䛿䛷䛝る。 

 
2.1 ྛᅜ䛾◊✲⪅ᩘ䛾ᅜ㝿ẚ㍑ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿日本の研究⪅ᩘ䛿 2020 ᖺに䛚いて 68.2 ே、実ᩘ(HC: Head Count)್䛿 94.2 ே䛷䛒䜚、中国、⡿

国にḟ䛠第 3 の研究⪅ᩘのつᶍ䛷䛒る。 

䕿日本のປാேཱྀ当た䜚の研究⪅ᩘ䛿、2008 ᖺ䜎䛷䛿主せ国の中䛷、᭱䜒㧗か䛳た䛜、2009 ᖺに䛿㡑国

䛜日本を上ᅇ䛳た。2000 ᖺ௦にධ䛳てからの主せ国のఙびをẚ㍑䛩る䛸、日本のఙび䛜᭱䜒小䛥い。 

䕿ྛ国の研究⪅ᩘを部㛛ูにぢる䛸、䛂企業䛃部㛛の研究⪅ᩘの合䛜䛝い。㡑国䛷䛿 8 、日本、⡿

国䛜 7 、䝗イ䝒、䝣ランス、中国䛜 6 䛷䛒る。䛺䛚、ⱥ国䛿䛂学䛃部㛛の合（5 ）䛜᭱䜒䛝い。 

䚽⡿国䛷の༤ኈྕಖᣢ⪅のฟ㌟≧ἣを職業分㢮ูにぢる䛸、䜰䝆䜰地域ฟ㌟⪅䛜ከいの䛿䛂コン䝢䝳ー

タ・情報科学䛃分㔝（全యの 46.6䠂）、䛂ᕤ学䛃分㔝（ྠ 45.1䠂）の職業䛷䛒䜚、䛭の合䜒ቑຍしている。 

䕿日本に䛚いて、2020 ᖺの新つ᥇⏝研究⪅䛿 3.3 ே䛷䛒る。2009 ᖺを䝢ー䜽に୍᪦ῶᑡした䛜、2012

ᖺ以㝆、ቑຍしている。 

䚽2020 ᖺに䛚䛡るዪᛶの新つ᥇⏝研究⪅の合䛿全య䛷䛿 22.8䠂䛷䛒る。部㛛ู䛷ぢる䛸䛂企業䛃部㛛

䛷䛿 19.3䠂、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䛷䛿 29.4䠂、䛂学➼䛃部㛛䛷䛿 35.3䠂、䛂㠀Ⴀᅋయ䛃䛷䛿 28.2䠂䛷䛒

る。い䛪䜜の部㛛䛷䜒、研究⪅に༨䜑るዪᛶの合䜘䜚䜒、新つ᥇⏝に༨䜑るዪᛶの合の方䛜䛝い

こ䛸から、ዪᛶ研究⪅合䛿ᚋ䜒ቑຍ䛩る䛸⪃䛘ら䜜る。 

䕿企業の新つ᥇⏝༤ኈྕಖᣢ⪅ᩘ（2020 ᖺ）䛿、〇㐀業䛷䛿 816 ே(新つ᥇⏝研究⪅に༨䜑る合䛿

3.8䠂)、㠀〇㐀業䛷䛿 135 ே（ྠ 3.6䠂）䛷䛒䜚、〇㐀業に䛚いて、༤ኈྕಖᣢ⪅の᥇⏝䛜ከいこ䛸䛜䜟

かる。๓ᖺ䛸のẚ㍑をぢる䛸、〇㐀業䛷䛿ῶᑡし、㠀〇㐀業䛷ቑຍしている。 

 
2.1.1 ྛᅜ䛾◊✲⪅䛾 ᐃ᪉ἲ 

䛂研究⪅䛃䛸䛿 OECD䛂䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹

2015䛃に䜘る䛸䛂新しい▱㆑の╔䜎た䛿㐀にᚑ

事䛩るᑓ㛛ᐙ䛷䛒る。研究を実施し、ᴫᛕ、⌮ㄽ、

䝰デ䝹、技術、測ᐃ、䝋䝣䝖䜴䜵䜰ཪ䛿᧯作ᕤ⛬の

ᨵၿ䜒し䛟䛿開Ⓨを⾜䛖。䛃1䛸䛥䜜ている。 

୍般に研究⪅ᩘ䛿、研究開Ⓨ㈝䛸ྠᵝに、㉁

ၥ⚊調査に䜘䜚ィ測䛥䜜ている䛜、୍部の国の部

㛛に䜘䛳て䛿ูの⤫ィデータを⏝している䛸こ

 
1 日本について䛿、総務省䛂科学技術研究調査報告䛃に䛚䛡る䛂研究

⪅䛃のᐃ⩏にᚑ䛳ている。総務省䛂科学技術研究調査報告䛃の研究⪅の

ᐃ⩏䛿、䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹の"Researcher"のᐃ⩏に䜋䜌ᑐᛂして

いる䛸⪃䛘ら䜜る。 
2 た䛸䛘䜀学➼の㧗➼教育ᶵ㛵の研究⪅䛿、研究䛸䛸䜒に教育にᚑ

事しているሙ合䛜ከい䛜、この䜘䛖䛺研究⪅を、ᑓら研究を業務䛸䛩る䝣

䜝䜒䛒る。䜎た、研究⪅ᩘをᩘ䛘るሙ合、つの方

ἲ䛜䛒る。䜂䛸つ䛿研究業務をᑓᚑ⟬(FTE䠖

Full-Time Equivalents)し、ィ測䛩る方ἲ 2䛷䛒る。

このሙ合の FTE 䛸䛿研究開Ⓨάື䛸䛭ののά

ືを༊ูし、実㝿に研究開Ⓨάືにᚑ事した

㛫䜔合を研究⪅ᩘの測ᐃの基♏䛸䛩る䜒の䛷

䛒る。研究⪅のάື内ᐜを⪃៖し、研究⪅ᩘをᩘ

䛘る方ἲ䛷䛒䜚研究⪅ᩘのィ測方ἲ䛸して国㝿ⓗ

にᗈ䛟᥇⏝䛥䜜ている 3。 

䝹タイム研究⪅䛸ྠ➼にᢅ䛖の䛷䛿䛺䛟、実㝿に研究⪅䛸してάືした

䝬ン䝟䝽ーを測ᐃし䜘䛖䛸䛩る方ἲ䛜研究ᑓᚑ⟬䛷䛒る。ලయⓗに

䛿、䛘䜀、䛒る研究⪅䛜 1 ᖺ㛫の職務㛫の 60䠂を研究開Ⓨに当

てているሙ合、䛭の研究⪅を 0.6 ே䛸ィ上䛩る。 
3 OECD 䛿、研究開Ⓨᚑ事⪅の䝬ン䝟䝽ー䛿研究ᑓᚑ⟬に䜘䛳て測
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䜒䛖䜂䛸つ䛿研究開Ⓨάື䛸䛭ののάືをව

務している業務内ᐜ䛷䛒䛳て䜒、䛩䜉てを研究開

Ⓨάື䛸䜏䛺し、実ᩘ(HC: Head Count)䛸してィ

測䛩る方ἲ䛷䛒る。 

ᅗ⾲ 2-1-1 䛿ྛ国の研究開Ⓨ㈝の⏝部㛛䛸

ྠ䛨 4 部㛛について、研究⪅のᐃ⩏、測ᐃ方ἲを

⾲した䜒の䛷䛒る（ྛ国のデータ䛿FTE್䛷䛒る。

HC ್のሙ合の䜏、䛭のこ䛸を᫂グしている）。ྛ

国䛸䜒に上㏙した OECD䛂䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹䛃

の研究⪅のᐃ⩏を基に研究⪅ᩘを㉁ၥ⚊調査䛷

測ᐃしている䛜、部㛛に䜘䛳て䛿㉁ၥ⚊調査を⾜

䛳てい䛺か䛳た䜚、研究ᑓᚑ⟬をした研究⪅ᩘ

をィ測してい䛺か䛳た䜚䛸、国䜔部㛛に䜘䛳てᕪ␗

䛜䛒る。≉に学部㛛の研究⪅ᩘのィ測に䛿国

に䜘る㐪い䛜ぢ䛘る。 

日本䛷䛿総務省䛜⾜䛳ている研究開Ⓨ⤫ィ

（科学技術研究調査）䛷研究⪅ᩘを測ᐃしている

䛜、研究⪅を研究ᑓᚑ⟬した್䛷ィ測しጞ䜑

 
ᐃ䛩る䜉䛝䛸の指を 1975 ᖺに⾜い、ከ䛟の OECD ຍ┕国➼䛜研究

ᑓᚑ⟬(FTE)を᥇⏝している。研究ᑓᚑ⟬のᚲせᛶ䜔䛭のཎ⌮に

ついて䛿、研究開Ⓨ⤫ィの調査方ἲについての国㝿ⓗ標‽を提♧し

たの䛿 2002 ᖺから䛷䛒る。日本の研究⪅につい

て䛿、ᑐ㇟ᮇ㛫にᛂ䛨て、以下の 3 ✀㢮の測ᐃ方

ἲに䜘る研究⪅ᩘを♧した（ᅗ⾲ 2-1-2）。 

ᅗ⾲ 2-1-2(A)䛿 2001 ᖺ以๓の研究⪅の測ᐃ

方ἲ䛷䛒䜚、FTE か HC について᫂確䛺ᐃ⩏䛜䛥

䜜てい䛺い。本報告書䛷䛿、䐟に䕿䛜ついている

㡯┠のேᩘを研究⪅ᩘ䛸してィ上している。 

2002䡚2008ᖺの測ᐃ方ἲについて䛿、ᅗ⾲2-

1-2(B)に♧䛩。FTE 研究⪅ᩘの測ᐃ方ἲ䛿䐠に

䕿䛜ついている㡯┠のேᩘをィ上している。HC

研究⪅について䛿䐡に䕿䛜ついている㡯┠のே

ᩘをィ上している。 

2009ᖺ以㝆の測ᐃ方ἲについて䛿、ᅗ⾲2-1-

2(C)に♧䛩。FTE 研究⪅ᩘの測ᐃ方ἲ䛿䐠に䕿

䛜ついている㡯┠のேᩘをィ上している。HC 研

究⪅について䛿䐡に䕿䛜ついている㡯┠のேᩘ

をィ上している。FTE 係ᩘ䛿ᐃᮇⓗにኚ更䛥䜜る。 

ている OECD の䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹にグ㏙䛥䜜ている。䛺䛚、2015

ᖺ∧䛷䛿、HC 䛸 FTE の୧方を測ᐃ䛩るこ䛸を推ዡしている。 

ὀ䠖 
1) ◊✲⪅䛸䛰䛡⾲グ䛧䛶䛔䜛㒊㛛䛻䛴䛔䛶䛾◊✲⪅䛾ᐃ⩏ཬ䜃 ᐃ᪉ἲ䛾ሗ䛿ᚓ䜙䜜䛺䛛䛳䛯䚹 
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もうひとつは研究開発活動とその他の活動を兼

務している業務内容であっても、すべてを研究開

発活動とみなし、実数(HC: Head Count)として計

測する方法である。 

図表 2-1-1 は各国の研究開発費の使用部門と

同じ 4 部門について、研究者の定義、測定方法を

表したものである（各国のデータはFTE値である。

HC 値の場合のみ、そのことを明記している）。各

国ともに上述した OECD「フラスカティ・マニュアル」

の研究者の定義を基に研究者数を質問票調査で

測定しているが、部門によっては質問票調査を行

っていなかったり、研究専従換算をした研究者数

を計測していなかったりと、国や部門によって差異

がある。特に大学部門の研究者数の計測には国

による違いが見える。 

日本では総務省が行っている研究開発統計

（科学技術研究調査）で研究者数を測定している

が、研究者を研究専従換算した値で計測し始め

 
定するべきとの指摘を 1975 年に行い、多くの OECD 加盟国等が研究

専従換算(FTE)を採用している。研究専従換算の必要性やその原理に

ついては、研究開発統計の調査方法についての国際的標準を提示し

たのは 2002 年からである。日本の研究者につい

ては、対象期間に応じて、以下の 3 種類の測定方

法による研究者数を示した（図表 2-1-2）。 

図表 2-1-2(A)は 2001 年以前の研究者の測定

方法であり、FTE か HC について明確な定義がさ

れていない。本報告書では、①に○がついている

項目の人数を研究者数として計上している。 

2002～2008年の測定方法については、図表2-

1-2(B)に示す。FTE 研究者数の測定方法は②に

○がついている項目の人数を計上している。HC

研究者については③に○がついている項目の人

数を計上している。 

2009年以降の測定方法については、図表2-1-

2(C)に示す。FTE 研究者数の測定方法は②に○

がついている項目の人数を計上している。HC 研

究者については③に○がついている項目の人数

を計上している。FTE 係数は定期的に変更される。 

ている OECD のフラスカティ・マニュアルに記述されている。なお、2015

年版では、HC と FTE の両方を測定することを推奨している。 

注： 
1) 研究者とだけ表記している部門についての研究者の定義及び測定方法の情報は得られなかった。 
2) 各国とも研究開発統計調査では FTE 計測をしているが、していない部門では（HC）と示した。 
3) 日本の大学の②博士課程在籍者は後期（3～5 年）の者。 
4) ドイツは公的機関部門と非営利団体部門が一緒である。 
資料： 
科学技術政策研究所、「主要国における研究開発関連統計の実態：測定方法についての基礎調査」（調査資料-143）（2007.10） 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
 

【【図図表表 22--11--11】】  各各国国のの部部門門別別研研究究者者のの定定義義及及びび測測定定方方法法  

国 企業 大学 公的機関 非営利団体

大学（短期大学を除く）の課程を修了し
た者

①教員(HC)
②博士課程在籍者(HC)
③医局員(HC)
④その他研究員(HC)

米国
・研究開発活動に従事している科学
者とエンジニア

・2001年以降、FTE研究者は測定され
ていない。

・研究又は開発に分類される活動を
行っている科学者とエンジニア
(軍関係者を除く)

・2000年以降推定値無し。

ドイツ
・学術関係者及び研究開発管理部門
の管理職に加えて、工学系の学校及
びアカデミーを卒業した者

・教授、大学助手、その他の学術関係
者、特別な任務のための教員、奨学
金を受ける大学院生

研究者

フランス

・新しい知識、製品、プロセス、方法、
又はシステムの設計・作成を実施して
いる科学者及びエンジニア（会社から
給与を得ている博士課程在籍者を含
む）及び研究者の業務を企画・管理す
る管理者等も含む。

英国 ・研究者
・研究者
・研究活動に50％以上の時間を費や
している大学院生

・大学レベルの資格を持つ全ての研
究開発スタッフ

・研究者（2006年以降は推計値）
・大学院生が含まれるか否かは不明

中国

研究開発活動に従事している学士以
上の学位所有者

①専任講師以上の教師
②教師、外専任研究員
③研究に参与している博士課程学生
（又は修士学位者）

・2008年以前はユネスコの 「科学者とエンジニア」 という概念に基づいてデータを収集
・2009年以降はフラスカティ・マニュアルにおける研究者の概念に従って計測された研究者

韓国
研究開発活動に従事している学士以上の学位所有者

上記条件、または同等以上の専門知識を持って研究開発活動に従事している者

日本

大学（短期大学を除く）の課程を修了した者

上記条件、または同等以上の専門的知識を有する者で特定のテーマを持って研究を行っている者

・研究管理者の地位にある公務員、大学教授、研究フェロー、上級講師
・上記の職業と同等のレベルで採用された非常勤スタッフ
・上記の公務員と同等の職務を有する私的地位にあるスタッフ（例えば、商工業的公施設法人（EPIC））
・研究エンジニア及びそれに同等のグループ
・研究業務に対して報酬を得ている博士学生
・一時的な研究及び教育助手（ATER）
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NSF, “National Patterns of R&D Resources” 
OECD, “R&D Sources and Methods Database” 
MESR, “Higher education & research in France, facts and figures” 
科学技術情報通信部・KISTEP、「研究開発活動調査報告書」 

  

【【図図表表 22--11--22】】  本本報報告告書書ににおおけけるる日日本本のの研研究究者者のの測測定定方方法法  

((AA))22000011 年年以以前前  

 

((BB))22000022 年年～～22000088 年年ままでで  

 

((CC))22000099 年年以以降降  

注： 
1) 日本の研究者は 3 種類のデータがある。①FTE か HC について明確な定義がされていない値、②FTE 研究者数、③HC 研究者。それぞれで計上され

ている項目に○を付けている。 
2) 図表 2-1-2(B)の大学等にある数値は FTE 係数。該当する人数に FTE 係数をかけて計測している。大学等の FTE 研究者数については、2002 年に文

部科学省で実施された「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(FTE 調査）」の結果を用いて、科学技術・学術政策研究所が計算した。た
だし、「医局員・その他の研究員」については「教員」と同じ FTE 係数を使用した。 

3) 図表 2-1-2(C)の大学等の FTE 研究者数（＊）は、分野毎の人数に分野毎の FTE 係数をかけて計測している。2009～2012 年の FTE 係数は 2008 年
の FTE 調査の結果、2013 年～2017 年の FTE 係数は 2013 年の FTE 調査の結果、2018 年以降は 2018 年の FTE 調査の結果を用いている。 

資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 

部門名 研究者 ②（FTE） ③（HC）

主に研究に従事する者(人数） ○ ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○

主に研究に従事する者(人数） ○ ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○

主に研究に従事する者(人数） ○ ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○(0.465)

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○(0.709)

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○(0.465)

兼務者(学外からの研究者) 人数 ○

教員

大学等
博士課程在籍者

医局員・その他の研究員

研究を兼務する者
非営利団体

研究を兼務する者

研究を兼務する者

企業等

公的機関
(国・公・特
法・独法)

部門名 研究者 ①

研究本務者 ○

兼務者(社外からの研究者)

研究本務者 ○

兼務者(所外からの研究者)

研究本務者 ○

兼務者(所外からの研究者)

研究本務者：
　・教員
　・大学院博士課程の在籍者
　・医局員・その他の研究員

○

兼務者(学外からの研究者)

会社等

研究機関
(国・公・特殊法人)

研究機関（民営）

大学等

部門名 研究者 ②（FTE） ③（HC）

主に研究に従事する者(人数） ○ ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○

主に研究に従事する者(人数） ○ ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○

主に研究に従事する者(人数） ○ ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○*

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○*

人数 ○

実際に研究関係業務に従事した割合で按分した人数 ○*

兼務者(学外からの研究者) 人数 ○

大学等

教員

博士課程在籍者

医局員・その他の研究員

企業等
研究を兼務する者

公的機関
(国・公・特
法・独法)

研究を兼務する者

非営利団体
研究を兼務する者

第
２
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究
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2.1.2 ྛᅜ䛾◊✲⪅ᩘ䛾ືྥ 

ᅗ⾲ 2-1-3 をぢる䛸、日本の研究⪅ᩘ䛿 2020 ᖺ

に䛚いて 68.2 ே、HC ್䛿 94.2 ே䛷䛒䜚、中

国（2019 ᖺ:210.9 ே）、⡿国（2018 ᖺ䠖155.5 

ே）にḟ䛠第 3 の研究⪅ᩘのつᶍ䛷䛒る。䛭の

の国の᭱新ᖺの್をከい㡰にぢる䛸、䝗イ䝒（2019

ᖺ䠖44.9 ே）、㡑国（2019 ᖺ䠖43.1 ே）、ⱥ国

（2019 ᖺ䠖31.7 ே）、䝣ランス（2019 ᖺ䠖31.4 ே）

䛸䛺䛳ている。 

日本の FTE 研究⪅ᩘ䛿 2002 ᖺからィ測䛥䜜て

䛚䜚、2008 ᖺ、2013 ᖺ及び 2018 ᖺに䛚いて、FTE

の研究⪅ᩘをィ⟬䛩るた䜑の係ᩘをኚ更している。

䛭のた䜑 2009 ᖺ、2013 ᖺ及び 2018 ᖺの FTE 研

究⪅ᩘ䛿、๓ᖺからの⥅⥆ᛶ䛜ᦆ䛺䜟䜜ている。 

⡿国の研究⪅ᩘ䛿、OECD に䜘るぢ✚䜚ᩘ್䛷

䛒る。OECD ⤫ィ䛷䛿学部㛛のᩘ್䛿 1999 ᖺ䜎

䛷、公ⓗᶵ㛵・㠀Ⴀᅋయ部㛛䛿 2002 ᖺ䜎䛷しか、

♧䛥䜜てい䛺い。䜎た、企業部㛛のᩘ್䛿 2008 ᖺ

から♧䛥䜜ている。 

䝗イ䝒䛿企業部㛛、公ⓗᶵ㛵・㠀Ⴀᅋయ部㛛

䛷䛿研究開Ⓨ⤫ィ調査を実施している。学部㛛

に㛵して䛿教育⤫ィを⏝いてィ測して䛚䜚、研究⪅

の研究ᑓᚑ⟬್䛿、学ၥ分㔝ẖの研究ᑓᚑ

⟬係ᩘを⏝してィ測している。1990 ᖺのᮾ西⤫

୍のᙳ㡪をཷ䛡て1991ᖺに研究⪅ᩘ䛜ቑຍしたた

䜑、データの⥅⥆ᛶ䛿ᦆ䛺䜟䜜ている。 

䝣ランス䛿䛩䜉ての部㛛䛷研究開Ⓨ⤫ィ調査を

⾜い、研究⪅ᩘをィ測して䛚䜚、長ᮇⓗに䛿ቑし

ている。 

ⱥ国䛷䛿、1999䡚2004ᖺにか䛡て学部㛛の研

究⪅ᩘ䛜公⾲䛥䜜てい䛺いた䜑、OECD のぢ✚䜚

್䛷䛒䜚、2005 ᖺ以㝆䜒ぢ✚䜚್䛷䛒るᖺ䛜ከい䛜、

長ᮇⓗにቑしている。 

中国䛿研究開Ⓨ⤫ィデータ䛜公⾲䛥䜜ている䛜、

⤫ィ調査のヲ⣽䛿᫂䛷䛒る。䜎た、2009 ᖺから

䛿 OECD の䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹のᐃ⩏にᚑ䛳

て研究⪅ᩘを㞟しጞ䜑たた䜑、2008 ᖺ್䜘䜚か䛺

䜚పいᩘ್䛸䛺䛳た。䛭のᚋ䛿⥅⥆ⓗにቑຍして䛚

䜚、主せ国の中䛷䛿୍␒のつᶍ䛸䛺䛳ている。᭱新

ᖺ䛿≉にቑຍして䛚䜚、ᑐ๓ᖺẚ䛿 13.0䠂のቑຍ

⋡䛷䛒る。 

㡑国䛿部㛛䛤䛸に研究開Ⓨ⤫ィ調査を実施して

いる䛜、2006 ᖺ䜎䛷䛿ᑐ㇟分㔝を䛂⮬↛科学䛃に㝈

䛳て䛚䜚、2007ᖺから全分㔝をᑐ㇟䛸䛩る䜘䛖に䛺䛳

た。研究⪅ᩘ䛿⥅⥆ⓗにቑຍして䛚䜚、2000 ᖺ௦

ᚋ༙以㝆䛷䛿、䜎䛪䝣ランス、ḟにⱥ国を上ᅇ䜚、

᭱新ᖺ䛷䛿䝗イ䝒にḟ䛠್䛸䛺䛳ている。 

 

䛆ᅗ⾲ 2-1-3䛇 せᅜ䛾◊✲⪅ᩘ䛾᥎⛣ 

 
ὀ䠖 
1)  ᅜ䛾◊✲⪅ᩘ䛿ྛ㒊㛛䛾◊✲⪅䛾ྜィ್䛷䛒䜚䚸ྛ㒊㛛䛾◊✲⪅䛾ᐃ⩏ཬ䜃 ᐃ᪉ἲ䛿ᅜ䛻䜘䛳䛶㐪䛔䛜䛒䜛䛯䜑䚸ᅜ㝿ẚ㍑䛩䜛㝿䛻䛿ὀព䛜

ᅜ㝿ẚ㍑

ὀព
 

⣔ิ

ὀព
 

0

20

40

㻢㻜

㻤㻜

100

120

140

㻝㻢㻜

㻝㻤㻜

200

220

240

㻝㻥㻤㻝 㻤㻠 㻤㻣 㻥㻜 㻥㻟 㻥㻢 㻥㻥 02 05 㻜㻤 11 14 17 2020

◊
✲
⪅
ᩘ

ே

ᖺ

᪥ᮏ㻖

᪥ᮏ㻔㻲㼀㻱㻕

᪥ᮏ㻔㻴㻯㻕

⡿ᅜ

䝗䜲䝒

䝣䝷䞁䝇

ⱥᅜ

୰ᅜ

㡑ᅜ

EU-27

➨
㸰
ࠉ❶
ࠉ
ࠉ

◊
✲
㛤
Ⓨ
ே
ᮦ



➨ 2 ❶ ◊✲㛤Ⓨேᮦ  

-  6 4  -  

2.1.2 ྛᅜ䛾◊✲⪅ᩘ䛾ືྥ 

ᅗ⾲ 2-1-3 をぢる䛸、日本の研究⪅ᩘ䛿 2020 ᖺ

に䛚いて 68.2 ே、HC ್䛿 94.2 ே䛷䛒䜚、中

国（2019 ᖺ:210.9 ே）、⡿国（2018 ᖺ䠖155.5 

ே）にḟ䛠第 3 の研究⪅ᩘのつᶍ䛷䛒る。䛭の

の国の᭱新ᖺの್をከい㡰にぢる䛸、䝗イ䝒（2019

ᖺ䠖44.9 ே）、㡑国（2019 ᖺ䠖43.1 ே）、ⱥ国

（2019 ᖺ䠖31.7 ே）、䝣ランス（2019 ᖺ䠖31.4 ே）

䛸䛺䛳ている。 

日本の FTE 研究⪅ᩘ䛿 2002 ᖺからィ測䛥䜜て

䛚䜚、2008 ᖺ、2013 ᖺ及び 2018 ᖺに䛚いて、FTE

の研究⪅ᩘをィ⟬䛩るた䜑の係ᩘをኚ更している。

䛭のた䜑 2009 ᖺ、2013 ᖺ及び 2018 ᖺの FTE 研

究⪅ᩘ䛿、๓ᖺからの⥅⥆ᛶ䛜ᦆ䛺䜟䜜ている。 

⡿国の研究⪅ᩘ䛿、OECD に䜘るぢ✚䜚ᩘ್䛷

䛒る。OECD ⤫ィ䛷䛿学部㛛のᩘ್䛿 1999 ᖺ䜎

䛷、公ⓗᶵ㛵・㠀Ⴀᅋయ部㛛䛿 2002 ᖺ䜎䛷しか、

♧䛥䜜てい䛺い。䜎た、企業部㛛のᩘ್䛿 2008 ᖺ

から♧䛥䜜ている。 

䝗イ䝒䛿企業部㛛、公ⓗᶵ㛵・㠀Ⴀᅋయ部㛛

䛷䛿研究開Ⓨ⤫ィ調査を実施している。学部㛛

に㛵して䛿教育⤫ィを⏝いてィ測して䛚䜚、研究⪅

の研究ᑓᚑ⟬್䛿、学ၥ分㔝ẖの研究ᑓᚑ

⟬係ᩘを⏝してィ測している。1990 ᖺのᮾ西⤫

୍のᙳ㡪をཷ䛡て1991ᖺに研究⪅ᩘ䛜ቑຍしたた

䜑、データの⥅⥆ᛶ䛿ᦆ䛺䜟䜜ている。 

䝣ランス䛿䛩䜉ての部㛛䛷研究開Ⓨ⤫ィ調査を

⾜い、研究⪅ᩘをィ測して䛚䜚、長ᮇⓗに䛿ቑし

ている。 

ⱥ国䛷䛿、1999䡚2004ᖺにか䛡て学部㛛の研

究⪅ᩘ䛜公⾲䛥䜜てい䛺いた䜑、OECD のぢ✚䜚

್䛷䛒䜚、2005 ᖺ以㝆䜒ぢ✚䜚್䛷䛒るᖺ䛜ከい䛜、

長ᮇⓗにቑしている。 

中国䛿研究開Ⓨ⤫ィデータ䛜公⾲䛥䜜ている䛜、

⤫ィ調査のヲ⣽䛿᫂䛷䛒る。䜎た、2009 ᖺから

䛿 OECD の䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹のᐃ⩏にᚑ䛳

て研究⪅ᩘを㞟しጞ䜑たた䜑、2008 ᖺ್䜘䜚か䛺

䜚పいᩘ್䛸䛺䛳た。䛭のᚋ䛿⥅⥆ⓗにቑຍして䛚

䜚、主せ国の中䛷䛿୍␒のつᶍ䛸䛺䛳ている。᭱新

ᖺ䛿≉にቑຍして䛚䜚、ᑐ๓ᖺẚ䛿 13.0䠂のቑຍ

⋡䛷䛒る。 

㡑国䛿部㛛䛤䛸に研究開Ⓨ⤫ィ調査を実施して

いる䛜、2006 ᖺ䜎䛷䛿ᑐ㇟分㔝を䛂⮬↛科学䛃に㝈

䛳て䛚䜚、2007ᖺから全分㔝をᑐ㇟䛸䛩る䜘䛖に䛺䛳

た。研究⪅ᩘ䛿⥅⥆ⓗにቑຍして䛚䜚、2000 ᖺ௦

ᚋ༙以㝆䛷䛿、䜎䛪䝣ランス、ḟにⱥ国を上ᅇ䜚、

᭱新ᖺ䛷䛿䝗イ䝒にḟ䛠್䛸䛺䛳ている。 
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ᚲせ䛷䛒䜛䚹ྛᅜ䛾◊✲⪅䛾ᐃ⩏䛾㐪䛔䛻䛴䛔䛶䛿ᅗ⾲ 2-1-1 䜢ཧ↷䛾䛣䛸䚹 
2)  ྛᅜ䛾್䛿 FTE ್䛷䛒䜛䠄᪥ᮏ䛻䛴䛔䛶䛿 HC ್䜒♧䛧䛯䠅䚹 
3)  ேᩥ䞉♫⛉Ꮫ䜢ྵ䜐䠄㡑ᅜ䛿 㻞㻜㻜㻢 ᖺ䜎䛷⮬↛⛉Ꮫ䛾䜏䠅䚹  
4)  ᪥ᮏ䠖2001 ᖺ௨๓䛾್䛿ヱᙜᖺ䛾 4 ᭶ 1 ᪥Ⅼ䛾◊✲⪅ᩘ䚸2002 ᖺ௨㝆䛾್䛿 3 ᭶ 31 ᪥Ⅼ䛾◊✲⪅ᩘ䜢 ᐃ䛧䛶䛔䜛䚹䛂᪥ᮏ䠆䛃䛿ᅗ⾲ 2-1-

㻞㻔㻭㻕䐟䛾್䚹䛂᪥ᮏ㻔㻴㻯㻕䛃䛿ᅗ⾲ 2-1-㻞㻔㻮㻕䚸㻔㻯㻕䛾䐡䛾್䚹䛂᪥ᮏ㻔㻲㼀㻱㻕䛃䛾 2002 ᖺ䛛䜙 㻞㻜㻜㻤 ᖺ䜎䛷䛿ᅗ⾲ 2-1-㻞㻔㻮㻕䐠䛾್䚹䛂᪥ᮏ㻔㻲㼀㻱㻕䛃䛾 㻞㻜㻜㻥 ᖺ௨
㝆䛿䚸ᅗ⾲ 2-1-㻞㻔㻯㻕䐠䛾್䚹 

5)  ⡿ᅜ䠖ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 㻝㻥㻤㻡䚸㻝㻥㻤㻣䚸㻝㻥㻥㻟 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 
㻢㻕  䝗䜲䝒䠖㻝㻥㻥㻜 ᖺ䜎䛷䛿ᪧす䝗䜲䝒䚸㻝㻥㻥㻝 ᖺ௨㝆䛿⤫୍䝗䜲䝒䚹㻝㻥㻤㻣 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹㻝㻥㻥㻢䚸㻝㻥㻥㻤䚸2000䚸2002䚸㻞㻜㻜㻤䚸2010䚸

㻞㻜㻝㻥 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䚹 
7)  䝣䝷䞁䝇䠖㻝㻥㻥㻣䚸2000䚸2010䚸2014 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹㻞㻜㻜㻤䚸㻞㻜㻜㻥 ᖺ್䛾ᐃ⩏䛿␗䛺䜛䚹2012䚸2013䚸㻞㻜㻝㻥 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䚹

2017䚸㻞㻜㻝㻤 ᖺ䛿ᬻᐃ್䚹 
㻤㻕  ⱥᅜ䠖㻝㻥㻥㻝䚸㻝㻥㻥㻞䚸㻝㻥㻥㻠䚸2005 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹㻝㻥㻥㻥䡚2010䚸2012䚸2014䚸㻞㻜㻝㻢䡚㻞㻜㻝㻤 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䚹㻞㻜㻝㻥 ᖺ䛿ᬻᐃ್䚹 
㻥㻕  ୰ᅜ䠖㻝㻥㻥㻝䡚㻞㻜㻜㻤 ᖺ䜎䛷ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹㻝㻥㻥㻝䡚㻝㻥㻥㻥 ᖺ䜎䛷䛿㐣ᑠホ౯䛥䜜䛯䛛䚸䛒䜛䛔䛿㐣ᑠホ౯䛥䜜䛯䝕䞊䝍䛻ᇶ䛵䛔䛯䚹䛭䛾䛯䜑䚸⣔ิኚ

䜢ぢ䜛㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹2000 ᖺ䚸㻞㻜㻜㻥 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 
10)  EU-27䠖ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫ➼䛻䛚䛡䜛䝣䝹䝍䜲䝮⟬䝕䞊䝍䛻㛵䛩䜛ㄪᰝ䛃 
⡿ᅜ䚸䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸୰ᅜ䚸㡑ᅜ䚸EU䠖㻻㻱㻯㻰䠈䇾㻹㼍㼕㼚 㻿㼏㼕㼑㼚㼏㼑㻌㼍㼚㼐㻌㼀㼑㼏㼔㼚㼛㼘㼛㼓㼥㻌㻵㼚㼐㼕㼏㼍㼠㼛㼞㼟㻌㻞㻜㻞㻜㻛㻞䇿 
ཧ↷䠖⾲ 2-1-3 

 
 
ḟに、ேཱྀ 1 ே当た䜚の研究⪅ᩘ(ᅗ⾲ 2-1-4)

に䜘䛳てྛ国のつᶍを⪃៖した国㝿ẚ㍑をヨ䜏る。 

2019 ᖺの日本（FTE）䛿 53.7 ே䛷䛒る。2009 ᖺ

䜎䛷䛿、主せ国の中䛷、᭱䜒㧗いᩘ್䛷䛒䛳た䛜、

2010ᖺに䛿㡑国、2019ᖺに䛿䝗イ䝒䛜日本(FTE)を

上ᅇ䛳た。2019ᖺの㡑国䛿83.3ே䛷䛒る。ḟい䛷、

䝗イ䝒䛜 54.1 ே、⡿国䛜 47.6 ே（2018 ᖺ）、ⱥ国䛜

47.5 ே、䝣ランス䛜 46.6 ே、中国䛜 15.1 ே䛷䛒る。 

ఙびල合をぢる䛸୍␒䛝䛟ఙびているの䛿㡑国

䛷䛒䜚、≉に 2004 ᖺ以㝆のఙび䛿ⴭしい。Ḣᕞㅖ

国をぢる䛸、長ᮇⓗに䛿ቑഴྥに䛒る。䛺か䛷䜒、

䝗イ䝒のఙび䛜䛝䛟、᭱新ᖺ䛷䛿日本(FTE)をഹ

か䛷䛿䛒る䛜、上ᅇ䛳ている。ⱥ国について䛿、

2000 ᖺ௦๓༙にᛴ⃭にቑຍしたᚋ、2000 ᖺ௦ᚋ

༙からᶓ䜀いに推⛣し、2010 ᖺ௦にධ䜚、ቑຍഴ

ྥに䛒る。 

ປാ力ேཱྀ 1 ே当た䜚の研究⪅ᩘ(ᅗ⾲ 2-1-

5)についてぢて䜒、ேཱྀ当た䜚の研究⪅ᩘ䛸ྠᵝの

ഴྥに䛒る。䜋䛸䜣䛹の国䛷ேཱྀ当た䜚の研究⪅ᩘ

の推⛣䛸のᕪ䛿䛒䜎䜚䛺い䜘䛖にぢ䛘る䛜、䝣ランス

について䛿、ປാ力ேཱྀ当た䜚の研究⪅ᩘ䛿、

のḢᕞㅖ国䜘䜚䜒䛝䛺್䛸䛺䛳ている。2019 ᖺに

䛚いて、ከい㡰にぢる䛸、㡑国䛜 153.8 ே、䝣ランス

䛜 105.7 ே、䝗イ䝒䛜 102.9 ே、日本（FTE）䛜 98.5

ே、⡿国䛜 95.9 ே（2018 ᖺ）、ⱥ国䛜 93.5 ே、中

国䛜 23.2（2018 ᖺ）ே䛸䛺䛳ている。 
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2.1.3 ྛᅜ䛾◊✲⪅䛾㒊㛛ู䛾ືྥ 

㻔㻝㻕ྛᅜ䛾◊✲⪅䛾㒊㛛ูෆヂ 

ྛ国の研究⪅ᩘを研究開Ⓨ㈝の⏝部㛛䛸ྠ

ᵝに、䛂企業䛃、䛂学䛃、䛂公ⓗᶵ㛵䛃、䛂㠀Ⴀᅋ

య䛃に分㢮し、研究⪅ᩘの≧ἣ、⤒ᖺኚをぢる。 

2.1.1 䛷㏙䜉た䜘䛖に部㛛ูの研究⪅ᩘの国㝿

ẚ㍑䛿ᅔ㞴䛜క䛖䛜、この節䛷䛿⌧Ⅼ䛷ධᡭ

ྍ⬟䛺データを⏝し、ྛ国の≉ᚩをぢて䜏る。 

䜋䛸䜣䛹の国䛷企業部㛛の研究⪅ᩘの合䛜

䛝い。㡑国䛷䛿 8 、日本、⡿国䛜 7 、䝗イ䝒、

䝣ランス、中国䛜 6 䛷䛒る。ⱥ国について䛿、

学部㛛の合の方䛜䛝䛟、5 を༨䜑ている。

日本、中国䛷䛿学部㛛䛿 2 䛷䛒䜚、䝗イ䝒、䝣

ランス䛷䛿 3 䛷䛒る。公ⓗᶵ㛵部㛛について䛿

中国䛜᭱䜒䛝䛟2を༨䜑ている（ᅗ⾲2-1-6）。 

 
 

䛆ᅗ⾲ 2-1-㻢䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛◊✲⪅ᩘ䛾㒊㛛ูෆヂ 
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3)  ྛᅜ䛾㠀Ⴀᅋయ䛿◊✲⪅ᩘయ䛛䜙䚸ᴗ䚸Ꮫ䚸බⓗᶵ㛵䜢㝖䛔䛯䜒䛾䠄᪥ᮏ䛿㝖䛟䠅䚹  
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ཧ↷䠖⾲ 2-1-㻢 

 
 
ḟに、研究⪅ᩘの部㛛ูの推⛣をぢる（ᅗ⾲

2-1-7）。日本(FTE)䛿長ᮇⓗにぢる䛸、企業部㛛

䛿ᚤቑ、䛭のの部㛛䛿䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣して

いる。 

⡿国䛿 OECD に䜘るぢ✚䜚ᩘ್䛷䛒䜚、㏆ᖺ、

企業部㛛以外のᩘ್䛜䛺いた䜑、2008 ᖺから企

業䛸䛭䜜以外についてᩘ್を♧した。企業部㛛の

研究⪅ᩘ䛿ቑຍしている。᭱新ᖺ䛿๓ᖺ䛸ẚ㍑し

て、⣙ 10䠂ቑຍしている。 

䝗イ䝒について䛿、2000ᖺ௦中㡭から研究⪅ᩘ

䛜ᛴቑしている。䜎䛪、学部㛛の研究⪅ᩘ䛜

䛝䛟ቑຍし、2015ᖺから䛿企業部㛛の研究⪅ᩘ䛜

ᛴቑしている。 

䝣ランスについて䛿、2000 ᖺ௦にධ䛳てから企

業部㛛のఙび䛜ⴭしい。 

ⱥ国について䛿 2010 ᖺ௦に䛺䜚、学部㛛䛸

企業部㛛䛜ቑຍしている。≉に企業部㛛のቑຍ

䛜㢧ⴭ䛷䛒る。 

中国について䛿、2009 ᖺから OECD の䝣ラス

䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹のᐃ⩏にᚑ䛳て㞟しጞ䜑た
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2.1.3 ྛᅜ䛾◊✲⪅䛾㒊㛛ู䛾ືྥ 
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ྛ国の研究⪅ᩘを研究開Ⓨ㈝の⏝部㛛䛸ྠ

ᵝに、䛂企業䛃、䛂学䛃、䛂公ⓗᶵ㛵䛃、䛂㠀Ⴀᅋ

య䛃に分㢮し、研究⪅ᩘの≧ἣ、⤒ᖺኚをぢる。 

2.1.1 䛷㏙䜉た䜘䛖に部㛛ูの研究⪅ᩘの国㝿

ẚ㍑䛿ᅔ㞴䛜క䛖䛜、この節䛷䛿⌧Ⅼ䛷ධᡭ

ྍ⬟䛺データを⏝し、ྛ国の≉ᚩをぢて䜏る。 

䜋䛸䜣䛹の国䛷企業部㛛の研究⪅ᩘの合䛜

䛝い。㡑国䛷䛿 8 、日本、⡿国䛜 7 、䝗イ䝒、

䝣ランス、中国䛜 6 䛷䛒る。ⱥ国について䛿、

学部㛛の合の方䛜䛝䛟、5 を༨䜑ている。

日本、中国䛷䛿学部㛛䛿 2 䛷䛒䜚、䝗イ䝒、䝣

ランス䛷䛿 3 䛷䛒る。公ⓗᶵ㛵部㛛について䛿

中国䛜᭱䜒䛝䛟2を༨䜑ている（ᅗ⾲2-1-6）。 
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た䜑、2008 ᖺ್䜘䜚か䛺䜚పいᩘ್䛸䛺䛳ていた

䛜、䛭のᚋ䛿䛹の部㛛䛷ぢて䜒ቑຍしている。≉

に᭱新ᖺ䛷の学部㛛のቑຍ䛜ⴭしい。 

㡑国䛷䛿、2000 ᖺ௦にධ䛳てからの企業部㛛

のቑຍ䛜ⴭしい。い䛪䜜の部㛛䜒長ᮇⓗに䛿ቑ

ຍしている。学部㛛䛷䛿 2012 ᖺを境にし䜀ら䛟

の㛫研究⪅ᩘ䛜ῶᑡഴྥに䛒䛳た䛜、㏆ᖺ䛿ቑ

ຍしている。 
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((GG))英英国国  

  

((II))韓韓国国  

((HH))中中国国  

  

((JJ))EEUU--2277  

  
注： 
1)  国際比較注意については図表 2-1-3 を参照のこと。  
2)  各国の値は FTE 値である。  
3)  人文・社会科学を含む（韓国は 2006 年まで自然科学のみ）。  
4)  日本の研究者については図表 2-1-3 を参照のこと。  
5)  フランス、英国、中国、韓国、EU の非営利団体は研究者数全体から、企業等、大学等、公的機関を除いたもの。 
6)  米国の企業以外は、OECD が推計した研究者数全体から企業を除いたもの。 
7)  ドイツは、1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。企業の 1992、1996、1998、2000、2002、2008、2010、2012、2014、2016、2018、2019 年

は見積り値。大学の 1987、1991、2006、2016 年において時系列の連続性は失われている。2019 年は見積り値。公的機関及び非営利団体の 1989 年
以前と 2015 年以降は定義が異なり、1991、1993、2014 年において時系列の連続性は失われている。 

8)  フランスは、企業の 1992、1997、2001、2006 年、大学の 1997、2000、2014 年、公的機関の 1992、1997、2000、2010 年において時系列の連続性は失
われている。公的機関の 1997～2009 年値は定義が異なる。大学の 2012 年は見積り値、2013 年は過小評価されるか、過小評価されたデータに基づ
く。企業、大学、公的機関の 2017、2018 年は暫定値、2019 年は見積り値である。 

9)  英国は、企業の 1986、1992、1993、2001 年、大学の 1994、2005 年、公的機関の 1986、1991～1993、2001 年において時系列の連続性は失われてい
る。大学の 2005～2008 年は見積り値である。企業、大学、公的機関の 2019 年は暫定値である。 

10) 中国は、各部門とも 2008 年までの研究者の定義は、OECD の定義には完全には対応しておらず、2009 年から計測方法を変更した。そのため、時系
列変化を見る際には注意が必要である。企業の 1991～1999 年値は過小評価されたか、あるいは過小評価されたデータに基づいた。 

11) EU-27 は、見積り値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 文部科学省、「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」 
米国、ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 
参照：表 2-1-7 
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(2)日本における博士号を持つ研究者 

2.1.1 で述べたように、各国の研究者の定義にお

いては、特に学術的な資格の有無が要件とされて

いるわけではないが、博士号を持っている研究者の

数を見る事は、より高度な知識を持つ人材としての

研究者数を見る指標の一つと考えられる。 

日本の研究者における博士号保持者の状況を

見ると(図表 2-1-8(A）)、2020年で 18.1万人である。

博士号保持者数が最も多い部門は「大学等」(13.6

万人)であり、継続して増加している。最も少ないの

は「非営利団体」(0.3 万人)であるが、そもそも「非営

利団体」の研究者数は他の部門と比較するとかなり

少ない。「公的機関」(1.7 万人)も、博士号保持者数

は少ないが、長期的に見ると増加傾向にある。「企

業」についても長期的に増加しており、2020 年で

2.4 万人となっている。 

各部門の研究者（博士課程在籍者は除く）のうち

の博士号保持者の割合を見ると（図表 2-1-8(B)）、

2020 年の全体での割合は 21.7％である。部門別で

見ると、「大学等」についての割合が大きく、同年で

59.9％、次いで「公的機関」が大きく 48.7％である。

両部門ともに増加傾向にある。「非営利団体」の博

士号保持者の割合は、2010年代半ばまでは伸びて

いたが、近年横ばいに推移している。最も割合が小

さいのは「企業」である。博士号保持者の数は、

2002 年と比較して 1.5 倍となっているが、2010 年代

半ばから横ばい傾向である。2020 年の博士号保持

者の割合は 4.3％であり、長期的に見てもほぼ横ば

いに推移している。 

【【図図表表 22--11--88】】  各各部部門門ににおおけけるる博博士士号号をを持持つつ研研究究者者

のの状状況況((HHCC))  

 
((AA))博博士士号号保保持持者者数数のの推推移移  

  

((BB))研研究究者者にに占占めめるる博博士士号号保保持持者者のの割割合合  

 
注： 
1) 研究者は HC（実数）である。 
2) 表 2-1-8(B)における「大学等」の研究者は、「教員」、「医局員・その他

の研究員」を対象とし「大学院博士課程在籍者」を除いている。博士号
保持者はこの内数である。また、学外からの兼務者は除いている。 

資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-8 
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この節䛷䛿、༤ኈྕಖᣢ⪅の部㛛ูの≧ἣを日
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ྕಖᣢ⪅のデータ䛷䛒䜚、⡿国について䛿、科学⪅

䛸ᕤ学⪅に䛚䛡る༤ኈྕಖᣢ⪅に䛚いて、研究開

Ⓨを୍ḟ(Primary)䜎た䛿ḟ(Secondary)のάື䛸

している⪅のデータ䛷䛒る。 

ᅗ⾲ 2-1-9 をぢる䛸、日本䛷䛿䛂学➼䛃䛷༤ኈ

ྕಖᣢ⪅の合䛜䛝䛟、全యの 75.2䠂を༨䜑る。

ḟい䛷䛝いの䛿䛂企業䛃䛷䛒䜚 13.5䠂、䛂公ⓗᶵ㛵䛃

䛿 9.4䠂、䛂㠀Ⴀᅋయ䛃䛿 1.9䠂䛷䛒る。 
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㻔3)᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛻䛚䛡䜛㒊㛛ู༤ኈྕಖᣢ⪅ 

この節䛷䛿、༤ኈྕಖᣢ⪅の部㛛ูの≧ἣを日

⡿ẚ㍑䛩る。日本について䛿、研究⪅の䛖䛱の༤ኈ

ྕಖᣢ⪅のデータ䛷䛒䜚、⡿国について䛿、科学⪅

䛸ᕤ学⪅に䛚䛡る༤ኈྕಖᣢ⪅に䛚いて、研究開

Ⓨを୍ḟ(Primary)䜎た䛿ḟ(Secondary)のάື䛸

している⪅のデータ䛷䛒る。 

ᅗ⾲ 2-1-9 をぢる䛸、日本䛷䛿䛂学➼䛃䛷༤ኈ

ྕಖᣢ⪅の合䛜䛝䛟、全యの 75.2䠂を༨䜑る。

ḟい䛷䛝いの䛿䛂企業䛃䛷䛒䜚 13.5䠂、䛂公ⓗᶵ㛵䛃

䛿 9.4䠂、䛂㠀Ⴀᅋయ䛃䛿 1.9䠂䛷䛒る。 

⡿国䛷の༤ኈྕಖᣢ⪅の合䛿䛂学➼䛃䛜

44.6䠂、䛂企業䛃䛜 39.9䠂䛸୧部㛛䛜ྠ⛬ᗘ䛝䛟、

日本䛸䛿␗䛺るഴྥに䛒る。ḟに䛂公ⓗᶵ㛵䛃䛜

8.1䠂䛸⥆䛟。䛂㠀Ⴀᅋయ䛃䛿 6.2䠂䛸日本䛸ẚ㍑䛩

る䛸䛝い。 

 

䛆ᅗ⾲ 2-1-㻥䛇 ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛻䛚䛡䜛㒊㛛ู༤ኈྕ

ಖᣢ⪅ 
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1)  ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛾༤ኈྕಖᣢ⪅䛻䛴䛔䛶䛾᮲௳䛜␗䛺䜛䛯䜑䚸ᅜ㝿ẚ㍑

䛩䜛㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹ヲ⣽䛿௨ୗ䛾ὀグ䜢ཧ↷䛾䛣䛸䚹 
2)  ᪥ᮏ䛿◊✲⪅䛾䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅䛷䛒䜛䚹ྛ㒊㛛䛾ᑐ㇟ᶵ㛵䛻䛴䛔

䛶䛿⾲ 1-1-4䠄㻮䠅䜢ཧ↷䛾䛣䛸䚹 
3)  ⡿ᅜ䛿䚸⛉Ꮫ⪅䛸ᕤᏛ⪅䛻䛚䛡䜛༤ኈྕಖᣢ⪅䛻䛚䛔䛶䚸◊✲㛤Ⓨ
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➨୍⫋ᴗᑓ㛛Ꮫ㻔㻲㼕㼞㼟㼠-㼜㼞㼛㼒㼑㼟㼟㼕㼛㼚㼍㼘㻌㼐㼑㼓㼞㼑㼑)䛾ᩘ್䛿㝖䛛䜜䛶䛔
䜛䚹 

4)  ⡿ᅜ䛾㒊㛛䛻䛴䛔䛶䛿䚸Ꮫ➼䛿 4 ᖺไ䜹䝺䝑䝆䚸Ꮫ
㻔㼁㼚㼕㼢㼑㼞㼟㼕㼠㼕㼑㼟㻕䚸་Ꮫ㒊䠄Ꮫᒓ㝔䜎䛯䛿་⒪䝉䞁䝍䞊䜢ྵ䜐䠅ཬ
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㢮䛥䜜䛶䛔䛺䛔㞠⏝䜢ྵ䜐䚹 
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᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 
⡿ᅜ䠖NSF䠈䇾㻿㼡㼞㼢㼑㼥㻌㼛㼒㻌㻰㼛㼏㼠㼛㼞㼍㼠㼑㻌㻾㼑㼏㼕㼜㼕㼑㼚㼠㼟㻦㻌㻞㻜㻝㻥䇿 
ཧ↷䠖⾲ 2-1-㻥 
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2.1.4 ྛᅜ䞉ᆅᇦ䛾ዪᛶ◊✲⪅ 

この節䛷䛿、ྛ国・地域のዪᛶ研究⪅の合を

ẚ㍑䛩る。研究⪅のከᵝᛶྥ上のほⅬから䜒ዪᛶ

研究⪅のά㌍䛜ᮇᚅ䛥䜜ている。 

ዪᛶ研究⪅ᩘの研究⪅全యに༨䜑る合䛿 HC

್を⏝いてィ測している。䜎た、⡿国䛿ዪᛶ研究⪅

のᩘ್䛿䛺い 4。 

ᡃ䛜国のዪᛶ研究⪅の全研究⪅ᩘに༨䜑る

合䛿2020ᖺ䛷16.9䠂䛷䛒る。䛭の合䛿、調査国・

地域中、᭱䜒小䛥い䛜、䛭のᩘ䛷ぢる䛸、ⱥ国、䝗イ

䝒にḟい䛷ከい（ᅗ⾲ 2-1-10）。 

 

䛆ᅗ⾲ 2-1-10䛇 ⏨ዪู◊✲⪅ᩘ䛸ዪᛶ◊✲⪅ᩘ

䛾ྜ㻔㻴㻯 ್ẚ㍑) 
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㻞㻜㻝㻥 ᖺ䚸ⱥᅜ䚸䝇䝨䜲䞁䚸䜲䝍䝸䜰䚸䝫䞊䝷䞁䝗䚸䜸䝷䞁䝎䛿 㻞㻜㻝㻤 ᖺ䚸
䛭䛾䛾ᅜ䞉ᆅᇦ䛿 2017 ᖺ䛾್䛷䛒䜛䚹 

2)  㻴㻯㻔ᐇᩘ)䛷䛒䜛䚹  
3)  ୗグ㈨ᩱ୰䛻⡿ᅜ䚸୰ᅜ䛾䝕䞊䝍䛿䛺䛔䚹 
4)  ⱥᅜ䛾ᩘ್䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 
5)  䝣䝷䞁䝇䚸䝏䜵䝁䚸䝕䞁䝬䞊䜽䛾ᩘ್䛿ᬻᐃ್䛷䛒䜛䚹 
㻢㻕  䝇䝨䜲䞁䚸䜲䝍䝸䜰䚸䝫䞊䝷䞁䝗䚸䜸䞊䝇䝖䝸䜰䛾ᩘ್䛿ᐃ⩏䛸␗䛺䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 
䛭䛾䠖㻻㻱㻯㻰䠈䇾㻹㼍㼕㼚㻌㻿㼏㼕㼑㼚㼏㼑㻌㼍㼚㼐㻌㼀㼑㼏㼔㼚㼛㼘㼛㼓㼥㻌㻵㼚㼐㼕㼏㼍㼠㼛㼞㼟㻌㻞㻜㻞㻜㻛㻞䇿 
ཧ↷䠖⾲ 2-1-10 

ḟに、主せ国について全研究⪅ᩘに༨䜑るዪᛶ

研究⪅合を部㛛ูにぢる（ᅗ⾲ 2-1-11）。 

日本䛿䛂学䛃部㛛䛜䛝䛟、27.8䠂䛷䛒る。方、

୍␒小䛥い部㛛䛿䛂企業䛃部㛛䛷 10.2䠂䛷䛒る。䜎

た、䛂㠀Ⴀᅋయ䛃部㛛䛷䛿、国䛸ẚ㍑䛩る䛸小䛥

い合䛸䛺䛳ている。 

䝗イ䝒䛿䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛䛸䛂㠀Ⴀᅋయ䛃部㛛䛜

୍⥴䛷䛒る。䛂学䛃部㛛䛜 39.1䠂、䛂公ⓗᶵ㛵・㠀

Ⴀᅋయ䛃部㛛䛜 36.4䠂䛸、この 2 部㛛䛜䛝いこ

䛸䛜䜟かる。 

䝣ランス䛷䛿䛂㠀Ⴀᅋయ䛃部㛛䛜᭱䜒䛝䛟

43.9䠂䛷䛒䜚、ḟい䛷䛝いの䛿䛂学䛃部㛛

（39.9䠂）、䛂公ⓗᶵ㛵䛃部㛛（37.0䠂）䛷䛒る。 

ⱥ国䛷䛿、䛂㠀Ⴀᅋయ䛃部㛛䛜᭱䜒䛝䛟、

48.0䠂、ḟい䛷䛂学䛃部㛛䛜 46.4䠂䛸䛝い。䜎た、

䛹の部㛛に䛚いて䜒、ዪᛶ研究⪅の合䛿国䛸

ẚ㍑して䛝いഴྥに䛒る。 

㡑国䛷䛿、䛂学䛃部㛛䛜᭱䜒䛝䛟 33.1䠂䛷䛒る。 

ྛ国䛸䜒ዪᛶ研究⪅の合䛜小䛥いの䛿䛂企業䛃

部㛛䛷䛒䜚、䛂学䛃部㛛䛷䛿䛝いഴྥに䛒る。 
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ཧ↷䠖⾲ 2-1-11 
 

 
4 ⡿国の研究⪅ᩘ䛿企業以外、OECD の推ィ್䛷䛒䜚、ዪᛶ研究⪅ᩘ䜒

ィ測䛥䜜てい䛺い。 
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次に、日本の女性研究者数及び全研究者数に

占める割合の推移を見ると（図表 2-1-12）、女性研

究者の数は 2020 年時点では 15.9 万人であり、ほ

ぼ一貫して増加傾向にある。割合についても、着実

に増加している。また、2020 年の博士号保持者は

3.3 万人である。前年と比較すると 4.5％の増加率で

あり、女性研究者数全体の増加率 2.6％より大きい。 

 
【【図図表表 22--11--1122】】  日日本本のの女女性性研研究究者者数数及及びび全全研研究究

者者にに占占めめるる割割合合のの推推移移  

 
注： 
2001 年までは研究本務者の値である。2002 年以降は HC（実数）であ
る。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-12 
 
 

最後に、男女別研究者数と博士号保持者の状況

を部門別に見ると（図表 2-1-13(A)）、男性研究者が

最も多く在籍しているのは「企業」(64.5％)であり、次

いで「大学等」(30.8％)である。女性研究者は「大学

等」(58.6％)に最も多く在籍しており、次いで「企業」

（36.1％）である。 

男性研究者の多くが「企業」に在籍しているのに

対して、女性研究者の多くは「大学等」に在籍して

いる。博士号保持者は、男女ともに「大学等」に多く

在籍している（図表 2-1-13(B)）。 

  

【【図図表表 22--11--1133】】  日日本本のの男男女女別別研研究究者者数数とと博博士士号号

保保持持者者のの状状況況（（22002200 年年））  

  

((AA))部部門門別別男男女女別別研研究究者者数数のの割割合合  

 

((BB))男男女女別別部部門門別別博博士士号号保保持持者者のの状状況況  

((aa))男男性性                  ((bb))女女性性  

注： 
HC（実数）である。男性の数値は合計から女性の数値を引いたものであ
る。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-13 
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次に、日本の女性研究者数及び全研究者数に

占める割合の推移を見ると（図表 2-1-12）、女性研

究者の数は 2020 年時点では 15.9 万人であり、ほ

ぼ一貫して増加傾向にある。割合についても、着実

に増加している。また、2020 年の博士号保持者は

3.3 万人である。前年と比較すると 4.5％の増加率で

あり、女性研究者数全体の増加率 2.6％より大きい。 

 
【【図図表表 22--11--1122】】  日日本本のの女女性性研研究究者者数数及及びび全全研研究究

者者にに占占めめるる割割合合のの推推移移  

 
注： 
2001 年までは研究本務者の値である。2002 年以降は HC（実数）であ
る。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-12 
 
 

最後に、男女別研究者数と博士号保持者の状況

を部門別に見ると（図表 2-1-13(A)）、男性研究者が

最も多く在籍しているのは「企業」(64.5％)であり、次

いで「大学等」(30.8％)である。女性研究者は「大学

等」(58.6％)に最も多く在籍しており、次いで「企業」

（36.1％）である。 

男性研究者の多くが「企業」に在籍しているのに

対して、女性研究者の多くは「大学等」に在籍して

いる。博士号保持者は、男女ともに「大学等」に多く

在籍している（図表 2-1-13(B)）。 

  

【【図図表表 22--11--1133】】  日日本本のの男男女女別別研研究究者者数数とと博博士士号号

保保持持者者のの状状況況（（22002200 年年））  

  

((AA))部部門門別別男男女女別別研研究究者者数数のの割割合合  

 

((BB))男男女女別別部部門門別別博博士士号号保保持持者者のの状状況況  

((aa))男男性性                  ((bb))女女性性  

注： 
HC（実数）である。男性の数値は合計から女性の数値を引いたものであ
る。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-13 
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22..11..55 研研究究者者のの流流動動性性  

研究者の流動性を高めることは、知識生産の担

い手である研究者の能力の活性化を促すとともに、

労働現場においても活力ある研究環境を形成する

と考えられる。 

(1)米国での博士号保持者の出身状況 

研究者の流動性又は国際性を表すための指標と

して、外国人研究者の数といった指標が考えられる。

しかしながら、日本においては、外国人研究者数は

計測されていない。また、米国についても Scientists 

& Engineers といった職業分類で見た場合での外

国人のデータはあるが、狭義の研究者についての

数値はない。そこで、この節では、データが利用可

能な米国の博士号保持者のうちの外国人の状況を

見る。 

図表 2-1-14は、米国において、博士号保持者が

どの国・地域から来て、どの職業分野で雇用されて

いるかを 2時点で見たものである。2019年の雇用者

のうち 36.5％が外国出身の人材である。そのうち、

多いのはアジア地域出身者であり、全体のうち

25.4％である。 

職業分野別に見ると、2019年において、アジア地

域出身者が多いのは「コンピュータ・情報科学」であ

り 46.6％となっている。また、「工学」も 45.1％とアジ

ア地域からの出身者が多い。一方、米国出身者が

多いのは、 「心理学」 (87.6 ％ ) 、 「社会科学」

（72.6％）、「科学工学以外の職業」（71.0％）である。 

2008 年と比較すると、すべての職業分野で外国

出身の人材が増えており、特にアジア地域の出身

者の割合が増えている。アジア地域の出身者の割

合が最も増加したのは「コンピュータ・情報科学」の

職業分野であり(10.2 ポイント増)、これに「数学」の

9.1 ポイント増、「工学」の 7.6 ポイント増が続く。 

  

【【図図表表 22--11--1144】】  米米国国ににおおけけるる出出身身地地域域別別、、職職業業分分野野別別、、博博士士号号保保持持者者のの雇雇用用状状況況  

注： 
出身地域別の合計値が全体の値と一致しない場合があり、各職業分野の割合の合計値は 100％になっていない場合がある。 
資料： 
NSF，“Survey of Doctorate Recipients”  
参照：表 2-1-14 
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(2)日本の研究者の部門間の流動性 

日本の研究者の新規採用 5、転入 6、転出 7状況

を見る（図表 2-1-15）。2020 年に全国で採用された

研究者は 7.4 万人である。内訳は新規採用者が 3.3

万人、転入者が 4.2 万人である。一方、転出者は

5.3 万人である。新規採用者は 2009 年をピークに

一旦減少したが、2012 年以降、増加に転じている。 

部門別に見ると、「企業」では、2000 年代後半は、

新規採用者が最も多かったが、2011 年から転出者

が最も多くなっていた。新規採用者は 2009 年をピ

ークに 2012 年まで減少したが、2012 年以降増加に

転じ、2019 年には転出者を超え最も多くなっている。 

「非営利団体・公的機関」においては、転入・転

出者の方が新規採用者よりも多い。転出者は 2006

年以降、増減を繰り返しながら、漸減している。転入

者は 2010 年代に入ると、ほぼ横ばいに推移してい

る。 

「大学等」では新規採用者よりも転入・転出者の

方が多い。転入・転出者数は増加傾向であったが、

2008 年頃から横ばいとなった。その後は、転出者に

ついては 2012 年から漸増しており、転入者につい

ては増加した後、ほぼ横ばいに推移している。新規

採用者については、長期的に微減している。 

  

【【図図表表 22--11--1155】】  研研究究者者のの新新規規採採用用・・転転入入・・転転出出者者数数  

  

((AA))総総数数  

 
5 いわゆる新卒者。最終学歴修了後、アルバイトやパートタイムの勤務、

大学や研究機関の臨時職員としての雇用などの経験のみの者が採用さ

れた場合も含む。なお、任期付研究員については 9 か月以上の任期があ

れば新規採用者となる。 
6 外部から加わった者（新規研究者を除く） 
7 転出者には退職者も含まれる。 

((BB))企企業業  

  

((CC))非非営営利利団団体体・・公公的的機機関関  

  

((DD))大大学学等等  

 
注： 
1) 2011 年までの「企業」は営利を伴う特殊法人・独立行政法人が含まれ

た「企業等」である。 
2) 2013 年までの転入者数は、総数から新規採用者数を引いた数であ

る。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-15 
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(2)日本の研究者の部門間の流動性 
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者は 2010 年代に入ると、ほぼ横ばいに推移してい

る。 

「大学等」では新規採用者よりも転入・転出者の

方が多い。転入・転出者数は増加傾向であったが、
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【【図図表表 22--11--1155】】  研研究究者者のの新新規規採採用用・・転転入入・・転転出出者者数数  
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れた場合も含む。なお、任期付研究員については 9 か月以上の任期があ

れば新規採用者となる。 
6 外部から加わった者（新規研究者を除く） 
7 転出者には退職者も含まれる。 

((BB))企企業業  

  

((CC))非非営営利利団団体体・・公公的的機機関関  

  

((DD))大大学学等等  

 
注： 
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部門間における転入研究者の流れを見る（図表

2-1-16）。 

多くの研究者の転入先となっている部門は「大学

等」部門である。 

「企業」部門、「大学等」部門はそのほとんどが同

部門に流れており、他部門への転入は少ない。また、

「公的機関」部門や「非営利団体」部門については

「大学等」部門へ転入している研究者が多い。 

転入者のうち博士号を持った研究者の割合を見

ると、「公的機関」が最も大きく 30.3％である。「非営

利団体」は 22.2％、「企業」は 3.7％である。 

各部門の研究者のうち博士号保持者の割合は

「公的機関」では48.7％、「非営利団体」では34.9％、

「企業」では 4.3％である(図表 2-1-8 参照のこと)。

「企業」、「公的機関」、「非営利団体」部門において、

転入研究者における博士号保持者の割合の方が

小さい傾向にある。 

  

【【図図表表 22--11--1166】】  部部門門間間ににおおけけるる転転入入研研究究者者のの流流れれ（（22002200 年年）） 

 
注： 
1) 「その他」とは、外国の組織から転入した者の他、自営業の者、無職の者（1 年以上）を指す。その他の部門は国内の組織である。 
2) 2020 年の各部門における研究者数（HC）は、企業：562,901 人、公的機関：34,920 人、大学等：334,642 人、非営利団体：9,717 人である。 
3) 四捨五入の関係上、合計が 100％にならない場合がある。 
4) 大学等の転入者における博士号保持者の数値はない。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-16 

((ううちち博博士士号号保保持持者者 33..77％％))

((ううちち博博士士号号保保持持者者 3300..33％％))

((ううちち博博士士号号保保持持者者 2222..22％％))
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㻔3)᪥ᮏ䛾᪂つ᥇⏝◊✲⪅䛾ືྥ 

新つ᥇⏝研究⪅の㓄ᒓ䛥䜜た部⨫䛷の研究内

ᐜ 8を♧䛩（ᅗ⾲ 2-1-17(A)）。 

䜎䛪、新つ᥇⏝研究⪅ᩘを部㛛ู䛷ぢる䛸、䛂企

業䛃䛜᭱䜒ከ䛟 2.5 ே、㓄ᒓ部⨫䛷の研究内ᐜ䛿

䛂ᕤ学䛃䛜 64.3䠂、䛂⌮学䛃䛜 22.5䠂を༨䜑ている。 

ḟい䛷新つ᥇⏝研究⪅ᩘのከいの䛿䛂学➼䛃

䛷䛒る䛜、䛂企業䛃の⣙ 1/4 の 0.7 ே、㓄ᒓ部⨫䛷

の研究内ᐜ䛿、䛂ಖ䛃䛜᭱䜒䛝䛟 58.2䠂、ḟい䛷

䛂⮬↛科学以外䛃䛜 17.9䠂を༨䜑ている。䜎た、新

 
8 新つ᥇⏝⪅䛜㓄ᒓ䛥䜜た部⨫の研究内ᐜ䛷䛒る（研究内ᐜに䜘る分㢮

䛜ᅔ㞴䛺ሙ合に䛿新つ᥇⏝⪅の᭱⤊学Ṕをཧ⪃にุ᩿している）。 

つ᥇⏝研究⪅の䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅の合をぢる䛸

䛂企業䛃䛷䛿 3.8䠂、䛂公ⓗᶵ㛵䛃䛷䛿 34.8䠂、䛂㠀Ⴀ

ᅋయ䛃䛷䛿 24.1䠂䛸䛺䛳ている。䛺䛚、䛂企業䛃に

ついて䛿、新つ᥇⏝⪅に䛚䛡る༤ኈྕಖᣢ⪅の

合䛿研究⪅全య䛷の༤ኈྕಖᣢ⪅の合䜘䜚小䛥

いഴྥに䛒る。 

⏨ዪู䛷ぢる䛸（ᅗ⾲2-1-17(B)、(C)）、ዪᛶにつ

いて䛿、新つ᥇⏝部㛛䛷䛿䛂学䛃、㓄ᒓ部⨫䛷の

研究内ᐜ䛷䛿䛂㎰学䛃䜔䛂ಖ䛃の部㛛の合䛜、

⏨ᛶ䜘䜚䜒㧗い。 

 

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 㻟㻚㻤䠂䠅

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 㻟㻠㻚㻤䠂䠅

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 24.1䠂䠅

䛆ᅗ⾲ 2-1-17䛇 㒊㛛ู䛷ぢ䛯᪂つ᥇⏝◊✲⪅䛾㓄ᒓ䛥䜜䛯㒊⨫䛷䛾◊✲ෆᐜ䠄2020 ᖺ䠅 

㻔㻭㻕య 

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 4.1䠂䠅

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 㻟㻤㻚㻜䠂䠅

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 27.7䠂䠅

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 㻞㻚㻢䠂䠅

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅ 27.2䠂䠅

䠄䛖䛱༤ኈྕಖᣢ⪅

㻔㻮㻕⏨ᛶ◊✲⪅                               䠄C䠅ዪᛶ◊✲⪅ 

ὀ䠖 
Ꮫ➼㒊㛛䛾᪂つ᥇⏝⪅䛻䛚䛡䜛༤ኈྕಖᣢ⪅䛾ᩘ್䛿䛺䛔䚹 
㈨ᩱ䠖 
⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 
ཧ↷䠖⾲ 2-1-17 
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(3)日本の新規採用研究者の動向 

新規採用研究者の配属された部署での研究内

容 8を示す（図表 2-1-17(A)）。 

まず、新規採用研究者数を部門別で見ると、「企

業」が最も多く 2.5 万人、配属部署での研究内容は

「工学」が 64.3％、「理学」が 22.5％を占めている。 

次いで新規採用研究者数の多いのは「大学等」

であるが、「企業」の約 1/4 の 0.7 万人、配属部署で

の研究内容は、「保健」が最も大きく 58.2％、次いで

「自然科学以外」が 17.9％を占めている。また、新

 
8 新規採用者が配属された部署の研究内容である（研究内容による分類

が困難な場合には新規採用者の最終学歴を参考に判断している）。 

規採用研究者のうち博士号保持者の割合を見ると

「企業」では 3.8％、「公的機関」では 34.8％、「非営

利団体」では 24.1％となっている。なお、「企業」に

ついては、新規採用者における博士号保持者の割

合は研究者全体での博士号保持者の割合より小さ

い傾向にある。 

男女別で見ると（図表2-1-17(B)、(C)）、女性につ

いては、新規採用部門では「大学」、配属部署での

研究内容では「農学」や「保健」の部門の割合が、

男性よりも高い。 

 

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 33..88％％））

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 3344..88％％））

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 2244..11％％））

【【図図表表 22--11--1177】】  部部門門別別でで見見たた新新規規採採用用研研究究者者のの配配属属さされれたた部部署署ででのの研研究究内内容容（（22002200 年年））  

((AA))全全体体  

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 44..11％％））

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 3388..00％％））

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 2277..77％％））

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 22..66％％））

（（ううちち博博士士号号保保持持者者 2277..22％％））

（（ううちち博博士士号号保保持持者者

((BB))男男性性研研究究者者                                                              （（CC））女女性性研研究究者者  

注： 
大学等部門の新規採用者における博士号保持者の数値はない。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-17 
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新規採用研究者、転入研究者における男女の状

況を見る。 

新規採用研究者では（図表 2-1-18(A)）、いずれ

の部門においても女性と比べて男性の新規採用研

究者が多い。特に「企業」部門で、その状況は顕著

である。ただし、「企業」部門では男性、女性共に新

規採用研究者数が増加している。 

2020 年における女性の新規採用研究者の割合

は全体では 22.8％である。部門別で見ると「企業」

部門では 19.3％、「公的機関」部門では 29.4％、

「大学等」部門では 35.3％、「非営利団体」では

28.2％である。いずれの部門でも、研究者に占める

女性の割合よりも、新規採用に占める女性の割合

の方が大きいことから、女性研究者割合は今後も増

加すると考えられる。なお、「大学」部門では男性の

新規採用研究者が減少する一方で、女性について

は横ばいとなっている。 

転入研究者でも（図表 2-1-18(B)）、各部門にお

いて女性と比べて男性の転入研究者が多い。2020

年における女性の転入研究者の割合は、全体で

22.8％、「企業」では 11.6％、「公的機関」では

23.8％、「大学等」では 32.2％、「非営利団体」では

15.3％となっている。 

なお、大学等については、新規採用研究者にお

ける女性の割合を分野別に示した（図表 2-1-

18(C)）。2020 年の「自然科学系」の新規採用研究

者における女性の割合は 33.7％である。分野別の

詳細を見ると、「保健」、「農学」における女性の割合

は大きく、それぞれ 39.5％、32.9％を示している。最

も小さいのは「工学」であり、14.6％である。 

前年と比較すると、「保健」以外は、いずれも減少

した。特に「農学」（7.0 ポイント減）及び「工学」（3.3

ポイント減）の減少が大きい。 

 

【【図図表表 22--11--1188】】  男男女女別別研研究究者者のの新新規規採採用用・・転転入入者者  

  

((AA))新新規規採採用用研研究究者者  

  

((BB))転転入入研研究究者者  

  

（（CC))分分野野別別新新規規採採用用研研究究者者ににおおけけるる女女性性のの割割合合  

（（大大学学等等））  

 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-18 
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新規採用研究者のうちの博士号保持者（以下、

新規採用博士号保持者と呼ぶ）について、産業分

類別に見た（図表 2-1-19）。 

2020 年の新規採用博士号保持者数は、製造業

では816人(新規採用研究者に占める割合は3.8％)、

対前年比は-7.5％である。非製造業では 135 人（同

3.6％）であり、対前年比は＋35.0％である。 

産業分類別に見ると、新規採用博士号保持者数

は「医薬品製造業」が最も多く、2020 年では 190 人

（同 15.6％）であり、増加もしている。次いで「化学工

業」が多く、同年で 125 人（同 5.7％）であるが、4 時

点での推移を見ると、数は大きく減少している。「電

気機械器具製造業」では 2019 年に大きく増加した

が、2020 年では減少し 54 人（同 2.6％）となってい

る。なお、研究開発費、研究者数ともに規模の大き

い「輸送用機械器具製造業」では、新規採用博士

号保持者は他の産業と比較すると数、割合とも少な

い。また、「石油製品・石炭製品製造業」については、

絶対数は少ないが、新規採用者に占める博士号保

持者の割合は大きい。ただし、2020 年は前年と比

べて減少した。 

非製造業に注目すると、2020 年の新規採用博士

号保持者数は「情報サービス」が最も多く 43 人、新

規採用者に占める割合は 2.3％であった。情報サー

ビス等における新規採用博士号保持者数は 2018

年から増加傾向にある。また、「学術研究,専門・技

術サービス業」での博士号保持者数は 29 人である

が、その割合は3.0％と「情報サービス業」より大きい。 

企業の新規採用研究者において、博士号保持

者を採用する傾向は産業により異なり、製造業のな

かでも差異があることがわかる。また、非製造業での

博士号保持者の採用は製造業と比較すると少ない

が、2020 年については、製造業は減少し、非製造

業では増加した。 

  

【【図図表表 22--11--1199】】  企企業業のの新新規規採採用用研研究究者者ににおおけけるる博博士士号号保保持持者者（（産産業業分分類類別別））  

資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-1-19 
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新つ᥇⏝研究⪅の䛖䛱の༤ኈྕಖᣢ⪅（以下、

新つ᥇⏝༤ኈྕಖᣢ⪅䛸䜆）について、産業分

㢮ูにぢた（ᅗ⾲ 2-1-19）。 

2020 ᖺの新つ᥇⏝༤ኈྕಖᣢ⪅ᩘ䛿、〇㐀業

䛷䛿816ே(新つ᥇⏝研究⪅に༨䜑る合䛿3.8䠂)、

ᑐ๓ᖺẚ䛿-7.5䠂䛷䛒る。㠀〇㐀業䛷䛿 135 ே（ྠ

3.6䠂）䛷䛒䜚、ᑐ๓ᖺẚ䛿䠇35.0䠂䛷䛒る。 

産業分㢮ูにぢる䛸、新つ᥇⏝༤ኈྕಖᣢ⪅ᩘ

䛿䛂་⸆ရ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、2020 ᖺ䛷䛿 190 ே

（ྠ 15.6䠂）䛷䛒䜚、ቑຍ䜒している。ḟい䛷䛂学ᕤ

業䛃䛜ከ䛟、ྠᖺ䛷 125 ே（ྠ 5.7䠂）䛷䛒る䛜、4 

Ⅼ䛷の推⛣をぢる䛸、ᩘ䛿䛝䛟ῶᑡしている。䛂㟁

ẼᶵᲔჾල〇㐀業䛃䛷䛿 2019 ᖺに䛝䛟ቑຍした

䛜、2020 ᖺ䛷䛿ῶᑡし 54 ே（ྠ 2.6䠂）䛸䛺䛳てい

る。䛺䛚、研究開Ⓨ㈝、研究⪅ᩘ䛸䜒につᶍの䛝

い䛂㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業䛃䛷䛿、新つ᥇⏝༤ኈ

ྕಖᣢ⪅䛿の産業䛸ẚ㍑䛩る䛸ᩘ、合䛸䜒ᑡ䛺

い。䜎た、䛂▼Ἔ〇ရ・▼Ⅳ〇ရ〇㐀業䛃について䛿、

⤯ᑐᩘ䛿ᑡ䛺い䛜、新つ᥇⏝⪅に༨䜑る༤ኈྕಖ

ᣢ⪅の合䛿䛝い。た䛰し、2020 ᖺ䛿๓ᖺ䛸ẚ

䜉てῶᑡした。 

㠀〇㐀業にὀ┠䛩る䛸、2020 ᖺの新つ᥇⏝༤ኈ

ྕಖᣢ⪅ᩘ䛿䛂情報䝃ービス䛃䛜᭱䜒ከ䛟 43 ே、新

つ᥇⏝⪅に༨䜑る合䛿 2.3䠂䛷䛒䛳た。情報䝃ー

ビス➼に䛚䛡る新つ᥇⏝༤ኈྕಖᣢ⪅ᩘ䛿 2018

ᖺからቑຍഴྥに䛒る。䜎た、䛂学術研究,ᑓ㛛・技

術䝃ービス業䛃䛷の༤ኈྕಖᣢ⪅ᩘ䛿 29 ே䛷䛒る

䛜、䛭の合䛿3.0䠂䛸䛂情報䝃ービス業䛃䜘䜚䛝い。 

企業の新つ᥇⏝研究⪅に䛚いて、༤ኈྕಖᣢ

⪅を᥇⏝䛩るഴྥ䛿産業に䜘䜚␗䛺䜚、〇㐀業の䛺

か䛷䜒ᕪ␗䛜䛒るこ䛸䛜䜟かる。䜎た、㠀〇㐀業䛷の

༤ኈྕಖᣢ⪅の᥇⏝䛿〇㐀業䛸ẚ㍑䛩る䛸ᑡ䛺い

䛜、2020 ᖺについて䛿、〇㐀業䛿ῶᑡし、㠀〇㐀

業䛷䛿ቑຍした。 
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2.2 㒊㛛ู䛾◊✲⪅ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿公ⓗᶵ㛵部㛛の研究⪅ᩘをぢる䛸、日本の研究⪅ᩘ（FTE ್）䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙からῶഴྥに䛒䜚、

2020 ᖺ䛷䛿 3.1 ே䛷䛒る。国をぢる䛸、中国の研究⪅ᩘ䛜ቑຍして䛚䜚、᭱新ᖺ䛷䛿 39.0 ே䛸ୡ

⏺第 1 のつᶍ䛷䛒る。日本䛷䛿公Ⴀの研究ᶵ㛵の研究⪅ᩘ䛜ῶᑡして䛚䜚、2002 ᖺ䛸ẚ䜉る䛸

37.7䠂ῶ䛸䛺䛳ている。 

䕿企業部㛛の研究⪅ᩘをぢる䛸、日本の研究⪅ᩘ（FTE ್）䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙から䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣して

いる。2020 ᖺ䛷䛿ᖺ䜘䜚䜒 0.5䠂ቑຍし、50.7 ே䛸䛺䛳た。国を䜏る䛸、中国及び⡿国の研究⪅ᩘ

䛿 2010 ᖺ㡭からᣕᢠしつつ、୧国䛸䜒にᛴ㏿䛺ቑຍをぢ䛫ている。᭱新ᖺに䛚いて、主せ国中第 1 

䛸䛺䛳たの䛿中国䛷䛒る。㡑国䛿長ᮇⓗにቑຍして䛚䜚、2000 ᖺ௦ᚋ༙に䝗イ䝒を上ᅇ䜚、Ḣᕞㅖ国䜘䜚

ከ䛟䛺䛳ている。䜎た、䝗イ䝒䜒 2014䡚2015 ᖺにか䛡てᖜにቑຍしたᚋ䜒⥅⥆してቑຍしている。 

䕿⡿国の産業に䛚いて、研究⪅に༨䜑る༤ኈྕಖᣢ⪅の合(㧗ᗘ研究ேᮦά⏝ᗘ)䛜 5䠂ᮍ‶の産業

䛿ᑡ䛺い䛜、日本䛿ከ䛟の産業䛷 5䠂ᮍ‶䛸䛺䛳て䛚䜚、⡿国䛸ẚ䜉て㧗ᗘ研究ேᮦのά⏝ᗘ䛜పいഴ

ྥに䛒る。 

䕿学部㛛の研究⪅ᩘをぢる䛸、日本の 2020 ᖺの研究⪅ᩘ（FTE ್）䛿 13.6 ே䛷䛒る。国の᭱新ᖺ

のᩘ್をぢる䛸、中国䛿 50.3 ே䛸ᴟ䜑てከい。䜎た、ⱥ国䛿 17.3 ே、䝗イ䝒䛿 11.7 ே䛷䛒る。 

䕿日本の国公⚾❧学の分㔝ู研究⪅ᩘのᵓ㐀䛿␗䛺る䛜、䛂ே文・♫会科学䛃の研究⪅䛜 2000ᖺ௦ᚋ

༙からῶᑡഴྥに䛒るの䛿ඹ㏻している。 

䚽全学教員のᖺ㱋㝵ᒙのẚ⋡をぢる䛸、25-39 ṓの教員のẚ⋡䛿⥅⥆してῶᑡして䛚䜚、2019 ᖺᗘ䛷

䛿 22.0䠂䛸䛺䛳た。 

 
2.2.1 බⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲⪅ 

㻔㻝㻕ྛᅜබⓗᶵ㛵㒊㛛䛾◊✲⪅ 

ここ䛷い䛖公ⓗᶵ㛵䛸䛿ఱを指䛩かを⡆༢に♧䛩

䛸、日本のሙ合䛿䛂国Ⴀ䛃(国❧ヨ㦂研究ᶵ㛵➼)、

䛂公Ⴀ䛃(公タヨ㦂研究ᶵ㛵➼)、䛂≉Ṧἲே・⊂❧⾜

政ἲே䛃（国❧研究開Ⓨἲே➼）䛷䛒る。 

⡿国のሙ合䛿連㑥政府の研究ᶵ㛵䛷䛒る。 

䝗イ䝒䛷䛿連㑥政府䛸地方政府、䛭のの公ⓗ

研究施タ、㠀Ⴀᅋయ（16 䝴ー䝻以上の公ⓗ㈨

㔠をᚓている）及び㧗➼教育ᶵ㛵䛷䛿䛺い研究ᶵ

㛵（ἲⓗに⊂❧した学㝃ᒓの研究所）䛷䛒る。 

䝣ランス䛿、科学技術ⓗᛶ᱁公施タἲே(EPST)

（た䛰し、CNRS を㝖䛟）䜔ၟᕤ業ⓗᛶ᱁公施タἲ

ே(EPIC)➼䛸い䛳たタ❧ᙧែの研究ᶵ㛵䛷䛒る。 

ⱥ国䛿中ኸ政府、分ᶒ䛥䜜た政府の研究ᶵ㛵

及び䝸䝃ー䝏・䜹䜴ンシ䝹䛷䛒る。 

中国䛿中ኸ政府の研究ᶵ㛵、㡑国䛿国・公❧研

究ᶵ㛵、政府ฟᤑ研究ᶵ㛵及び国・公❧㝔䛷䛒

る。 

公ⓗᶵ㛵部㛛の研究⪅ᩘ䛿公ⓗᶵ㛵のẸႠ

䜔、研究開Ⓨ⤫ィのィ測ᑐ㇟のኚ更に䜘䛳て、

䛝䛺ኚື䛜㉳こるこ䛸にὀព䛜ᚲせ䛷䛒る。ྛ国の

㐪いを㋃䜎䛘た上䛷ྛ国の公ⓗᶵ㛵の研究⪅ᩘを

ぢる（ᅗ⾲ 2-2-1）。 

2020 ᖺの日本の公ⓗᶵ㛵の研究⪅ᩘ（FTE ್）

䛿 3.1 ே、⤒ᖺኚをぢる䛸、䛝䛺ኚື䛿䛒䜎䜚

ぢら䜜䛺い䛜、䝢ー䜽の 2006 ᖺから⣙ 1 のῶ

ᑡをぢ䛫た。 

⡿国について䛿 2003 ᖺから公ⓗ研究ᶵ㛵の研

究⪅ᩘをⓎ⾲してい䛺い。 

䝗イ䝒、䝣ランス、ⱥ国䛿、್䛜々䛷䛝䛺ኚື

を♧している䛜、䛭の主䛺ཎᅉ䛿公ⓗᶵ㛵䛷䛒䛳た

⤌⧊䛜企業部㛛に⛣⾜した䜚、研究⪅ᩘを測ᐃし

ている調査方ἲ䛜ኚ更に䛺䛳た䜚したこ䛸➼䛜䛒げ

ら䜜る。 

䝗イ䝒の᭱新ᖺの研究⪅ᩘ䛿 5.9 ே䛷䛒る。

2000 ᖺ௦中㡭からቑຍ䛜⥆いていた䛜、2014 ᖺに

୍᪦ῶᑡし、䛭のᚋ、びቑຍしている。 
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䝣ランスについて䛿ᮇに䜘るቑῶ䛿䛒る䛜、長

ᮇⓗにぢ䜜䜀、ቑຍし⥆䛡ている。᭱新ᖺ䛿 2.9 

ே䛷䛒る。 

ⱥ国について䛿、長ᮇⓗにῶᑡഴྥに䛒䜚、主

せ国中᭱䜒ᑡ䛺い。᭱新ᖺ䛿 0.7 ே䛷䛒る。 

中国䛿 2009 ᖺから OECD の䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳

䜰䝹のᐃ⩏にᚑ䛳て測ᐃしጞ䜑たた䜑、2009 ᖺ್

䛿 2008ᖺ್䜘䜚పいᩘ್䛸䛺䛳た。䛭のᚋ䛿ቑຍし、

᭱新ᖺ䛷䛿 39.0 ே䛸ୡ⏺第 1 のつᶍ䛷䛒る。 

㡑国䛿2000ᖺ௦にධ䛳て、ቑຍഴྥ䛜⥆いてい

る。᭱新ᖺ䛿 2.9 ே䛷䛒䜚、2000 ᖺ䛸ẚ㍑䛩る䛸

2.5 ಸのቑຍ䛸䛺䛳ている。 
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フランスについては時期による増減はあるが、長

期的に見れば、増加し続けている。最新年は 2.9 万

人である。 

英国については、長期的に減少傾向にあり、主

要国中最も少ない。最新年は 0.7 万人である。 

中国は 2009 年から OECD のフラスカティ・マニュ

アルの定義に従って測定し始めたため、2009 年値

は 2008年値より低い数値となった。その後は増加し、

最新年では 39.0 万人と世界第 1 位の規模である。 

韓国は2000年代に入って、増加傾向が続いてい

る。最新年は 2.9 万人であり、2000 年と比較すると

2.5 倍の増加となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【図図表表 22--22--11】】  主主要要国国ににおおけけるる公公的的機機関関部部門門のの研研究究者者数数のの推推移移  

 
注： 
1) 公的機関部門の研究者の定義及び測定方法については国によって違いがあるため、国際比較する際には注意が必要である。各国の研究者の定義に

ついては図表 2-1-1 を参照のこと。  
2) 各国の値は FTE 値である（日本については HC 値も示した）。  
3) 人文・社会科学を含む（韓国は 2006 年まで自然科学のみ）。  
4) 日本は国・公営研究機関、特殊法人・独立行政法人を対象。日本の研究者は 3 種類のデータがある。日本＊は FTE か HC について明確な定義がさ

れていない値、日本(FTE)は FTE 研究者数、日本(HC)は HC 研究者。 
5) 米国は連邦政府、連邦出資研究開発センター(FFRDCs)、退役軍人病院、疾病対策予防センター等が含まれる。定義が異なる。1985 年において時系

列の連続性は失われている。 
6) ドイツは連邦、地方（連邦州）及び地方自治体の研究機関、例えばマックスプランク、フラウンホーファー協会、ブルーリスト機関、科学博物館及び図書

館、非営利団体（16 万ユーロ以上の公的資金を得ている機関）などを対象。1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。 1989 年以前と
2015 年以降の値は定義が異なる。1993、2014 年において時系列の連続性は失われている。 

7) フランスは科学技術的性格公施設法人(EPST)（ただし、CNRS を除く）や商工業的性格公施設法人(EPIC)等といった設立形態の研究機関を対象。
1992、1997、2000、2010 年において時系列の連続性は失われている。1997～2009 年値は定義が異なる。2017、2018 年値は暫定値、2019 年値は見
積り値。 

8) 英国は英国研究・イノベーション機構(UKRI）、政府部局および政府外公共機関（NDPB）、地方政府および中央政府、国防省、民生部局及びリサーチカ
ウンシルを対象。1986、1991～1993、2001 年において時系列の連続性は失われている。2019 年は暫定値。 

9) 中国は政府研究機関を対象。2008 年までの研究者の定義は、OECD の定義には完全には対応しておらず、2009 年から計測方法を変更した。 
10) 韓国は国・公立研究機関、政府出捐研究機関及び国・公立病院を対象。 
11) EU-27：見積り値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
米国、ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 
参照：表 2-2-1 
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(2)日本の公的機関部門の研究者 

日本の公的機関については 2001 年に、「国営」

の研究機関の一部が独立行政法人となった（2003

年には、「特殊法人」の研究機関の一部も独立行政

法人となった）。そのため、2002 年以降のデータは

それ以前との連続性が失われている。以上のことを

踏まえて、日本の公的機関の研究者数（FTE）を見

ると(図表 2-2-2(B))、2020 年で総数 3.1 万人である。

「特殊法人・独立行政法人」の値が半数以上を占め

ており、2020 年で 1.9 万人である。「公営」は 0.9 万

人、「国営」は 0.2 万人である。 

機関種類別に時系列推移を見ると、「特殊法人・

独立行政法人」は長期的に増加傾向にあったが、

2010年を過ぎると微減に推移し、近年は微増してい

る。「公営」は、漸減しており、2002 年と比べると

37.7％減となっている。 

【【図図表表 22--22--22】】  日日本本のの公公的的機機関関のの研研究究者者数数のの推推移移  

  

((AA))研研究究者者数数＊＊  

  

((BB))研研究究者者数数((FFTTEE))  

  

((CC))研研究究者者数数((HHCC))  

 
注： 
1) 2001 年 12 月に、国営の研究機関の一部が独立行政法人となったた

め時系列変化を見る際には注意が必要である。  
2) 2001 年までは 4 月 1 日現在の研究本務者数、2002 年以降は 3 月

31 日現在の研究者数を示している。 
3) (A)研究者数＊は統計調査において研究専従換算をしていない「研究

を主にする者」である。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-2  
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公的機関の研究者数を専門別に見る。ここでいう

専門とは、研究者個人の専門的知識を指す。 

図表 2-2-3(A)を見ると、一貫して「農学」の専門

知識を持つ研究者が最も多く、次いで「工学」、「理

学」、「保健」と続いている。2002 年と比べると「農学」

は-15.4％、「理学」は-7.8％、「工学」は-7.6％とな

っている。これに対して「保健」の研究者は漸増して

おり、2002 年と比べて 66.2％の増である。 

専門別研究者の所属先を見ると(図表 2-2-3(B))

専門分野のうち研究者数が最も多い「農学」の研究

者の所属先は「公営」研究機関が一番多い。次に

多いのは「工学」の研究者であるが、その所属先は

「特殊法人・独立行政法人」の研究機関が多い。

「理学」も同様である。また、「保健」の専門知識を持

つ研究者数は「特殊法人・独立行政法人」の研究

機関に所属している者が多い。 

【【図図表表 22--22--33】】  日日本本のの公公的的機機関関ににおおけけるる専専門門別別研研究究者者  

  

((AA))研研究究者者数数のの推推移移  

  

((BB))専専門門別別研研究究者者のの所所属属先先（（22002200 年年））  

 
注： 
表 2-2-2 と同じ。2002 年から HC（実数）。  
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-3 
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22..22..22 企企業業部部門門のの研研究究者者  

(1)各国企業部門の研究者 

企業部門の研究者については、各国ともに研究

開発統計調査により研究者数を計測している。その

ため、他部門と比較して国際比較可能性が高いデ

ータと考えられる。しかし、経済活動の高度化に伴う

産業構造変化に合わせ、各国とも調査方法や対象

範囲を変化させており、また各国の標準産業分類

の改定も影響するため経年変化にゆらぎが見られ

るデータでもある。 

日本の企業部門の研究者数（FTE 値）は 2000 年

代後半からほぼ横ばいに推移している。2020 年で

は昨年よりも 0.5％増加し、50.7 万人である。 

中国は 2000 年代に入り急速な伸びを示していた

が、2009年からOECDのフラスカティ・マニュアルの

定義に従って研究者数を測定し始めたため、2009

年値は、前年と比べて大幅に低い数値となっている。

その後は再び増加し、2019 年では 121.7 万人、対

前年比は 6.4％増、世界第 1 位の規模である。 

米国は、2008 年から企業に対して詳細な調査を

実施し始めた。そのため 2007 年以前のデータは掲

載していない。2018 年の研究者は 112.7 万人、対

前年比は 10.2％増であり、増加傾向にある。 

韓国は長期的に増加傾向にあり、2000 年代後半

に、ドイツを上回り、2019 年では 35.4 万人である。 

フランスや英国については、公的機関が民営化

され、企業部門へ移行している機関があり、その分

増加している。ドイツ、フランスについては、長期的

に見ると増加傾向にある。特にドイツについては、

2014～2015 年にかけて大幅に増加した後も継続し

て増加している。英国については 2010 年頃から増

加傾向が続いている。2019 年の研究者数は、ドイツ

27.3 万人、フランス 19.7 万人、英国 13.3 万人であ

る（図表 2-2-4）。

  

【【図図表表 22--22--44】】  主主要要国国ににおおけけるる企企業業部部門門のの研研究究者者数数のの推推移移  

 
注： 
1) FTE 値である。  
2) 日本の研究者は 3 種類のデータがある。日本＊は FTE か HC について明確な定義がされていない値、日本(FTE)は FTE 研究者数、日本(HC)は HC

研究者。 
3) ドイツは 1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。 1992、1996、1998、2000、2002、2008、2010、2012、2014、2016、2018、2019 年は見積

り値。 
4) フランスは 1992、1997、2001、2006 年において時系列の連続性は失われている。2017、2018 年は暫定値、2019 年は見積り値。 
5) 英国は 1986、1992、1993、2001 年において時系列の連続性は失われている。2019 年は暫定値。 
6) 中国は 1991～1999 年値は過小評価されたか、あるいは過小評価されたデータに基づいた。2000 年において時系列の連続性は失われている。2008

年までの研究者の定義は、OECD の定義には完全には対応していない。 
7) 韓国は 2006 年までは自然科学のみの数値。 
8) EU-27 は見積り値である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
米国、ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 
参照：表 2-2-4 
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⡿ᅜ䠖NSF䠈䇾㻮㼡㼟㼕㼚㼑㼟㼟㻌㻾㼑㼟㼑㼍㼞㼏㼔㻌㼍㼚㼐㻌㻰㼑㼢㼑㼘㼛㼜㼙㼑㼚㼠㻌㼍㼚㼐㻌㻵㼚㼚㼛㼢㼍㼠㼕㼛㼚㻌ྛᖺ䇿 
䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸୰ᅜ䚸㡑ᅜ䠖㻻㻱㻯㻰㻘㻌 “㻾㻒㻰㻌㻿㼠㼍㼠㼕㼟㼠㼕㼏㼟䇿 
ཧ↷䠖⾲ 2-2-5 
 

 

ᅗ⾲ 2-2-6 䛷䛿、更にヲ⣽䛺産業分㢮䛷研究⪅

の≧ἣをぢる。䛺䛚、⡿国䛸国䛷䛿産業分㢮䛸ᢅ

䛖㡯┠䛜␗䛺るの䛷␃ព䛥䜜たい。䜎た、中国につ

いて䛿㠀〇㐀業の内ヂ䛜䛺いた䜑、全యのᩘを♧

した。 

⡿国䛷䛿〇㐀業、㠀〇㐀業䛸䜒に 2010 ᖺからᣑ

している。〇㐀業䛷䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子〇ရᕤ

業䛃䛜、㠀〇㐀業䛷䛿䛂情報㏻ಙ業䛃䛜ከ䛟を༨䜑て

いる。2017 ᖺから 2018 ᖺにか䛡てከ䛟の産業䛷ቑ

ຍしている。 

日本䛷䛿、〇㐀業、㠀〇㐀業䛸䜒に、全య䛷䛿

䛝䛺ኚ䛿ぢ䛘䛺い。〇㐀業の内ヂをぢる䛸、䛂コン

䝢䝳ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛜ῶᑡഴྥに䛒

䛳た䛜、㏆ᖺ䛿ቑຍしている。䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃

䛿長ᮇⓗにぢる䛸ቑຍഴྥに䛒る䛜、᭱新ᖺ䛷䛿

ῶᑡした。㠀〇㐀業䛷䛿、䛂情報㏻ಙ業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、

こ䜜に䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃䛜⥆䛟。い䛪

䜜䜒長ᮇⓗにぢる䛸ᶓ䜀いに推⛣している。 

䝗イ䝒䛿、⥅⥆して䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜᭱䜒

䛝䛟、ቑຍし⥆䛡ている。ḟい䛷ከいの䛿䛂コン䝢䝳

ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛷䛒る。㠀〇㐀業䛷

䛿䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃䛜᭱䜒ከい。 

䝣ランス䛿、〇㐀業䜘䜚䜒㠀〇㐀業の研究⪅ᩘ䛜

ከい。䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、こ

䜜に䛂情報㏻ಙ業䛃䛜⥆䛝、い䛪䜜䜒ቑຍしている。

〇㐀業䛷䛿䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ቑຍ

䜒している。 

ⱥ国䛷䛿、㠀〇㐀業䛷䛒る䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃

ービス業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ḟい䛷䛂情報㏻ಙ業䛃䛜ከい。

䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃、䛂情報㏻ಙ業䛃䛸䜒

に長ᮇⓗに䛿ቑຍഴྥに䛒る。〇㐀業䛷䛿䛂㍺㏦

⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜ከ䛟を༨䜑、かつቑຍ䜒している。 

㡑国䛷䛿、〇㐀業、㠀〇㐀業䛸䜒にቑຍしている。

〇㐀業䛷䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃

䛜᭱䜒ከ䛟、こ䜜に䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜⥆䛟。୧

産業䛸䜒にቑຍഴྥに䛒る。㠀〇㐀業䛷䛿、䛂情報

㏻ಙ業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ቑຍ䜒している。 

中国の〇㐀業全య䛷の研究⪅ᩘ䛿、主せ国中

᭱䜒ከい。内ヂをぢる䛸䛂コン䝢䝳ータ、㟁子・ග学

〇ရ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ḟい䛷䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀

業䛃䛜⥆䛟。䜎た、䛂䛭のの〇㐀業䛃の合䜒国䛸

ẚ䜉て䛝い。㠀〇㐀業について䛿内ヂのデータ

䛜䛺い䛜、全య䛷ぢる䛸ቑຍしている。 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

㻢㻜㻑

70%

㻤㻜㻑

㻥㻜㻑

100%

㻝㻤䡚20ᖺ

᪥ᮏ

㻝㻢䡚㻝㻤ᖺ

⡿ᅜ

15䡚17ᖺ

䝗䜲䝒

㻝㻢䡚17ᖺ

䝣䝷䞁䝇

15䡚17ᖺ

ⱥᅜ

15䡚17ᖺ

୰ᅜ

㻝㻢䡚㻝㻤ᖺ

㡑ᅜ

◊
✲
⪅
ᩘ

ྜ

㠀〇㐀ᴗ

〇㐀ᴗ

ᅜ㝿ẚ㍑

ὀព
 

➨
㸰
ࠉ❶
ࠉ
ࠉ

◊
✲
㛤
Ⓨ
ே
ᮦ



➨ 2 ❶ ◊✲㛤Ⓨேᮦ  

-  8 4  -  

㻔㻞㻕せᅜ䛻䛚䛡䜛⏘ᴗ分㢮ู䛾◊✲⪅ 

主せ国に䛚䛡る企業部㛛の〇㐀業䛸㠀〇㐀業の

研究⪅について、ྛ国᭱新ᖺからの 3 ᖺᖹᆒ䛷ぢ

る䛸（ᅗ⾲ 2-2-5）、日本䛿〇㐀業の合䛜⣙ 9 、

䝗イ䝒、中国、㡑国䛿⣙ 8䛷䛒る。方、⡿国䛿⣙

6 、䝣ランス、ⱥ国に㛵して䛿、〇㐀業の合䛜

༙分以下䛷䛒䜚、㠀〇㐀業の㔜䜏䛜国䛸ẚ㍑䛩

る䛸䛝い。 

 

䛆ᅗ⾲ 2-2-5䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛ᴗ㒊㛛䛾〇㐀ᴗ

䛸㠀〇㐀ᴗ䛾◊✲⪅ᩘ䛾ྜ 

 
ὀ䠖 
1)  ྛᅜᴗ㒊㛛䛾ᐃ⩏䛿⾲ 1-1-4 䜢ཧ↷䛾䛣䛸䚹 
2)  ⡿ᅜ䛾⏘ᴗ分㢮䛿䚸⡿⏘ᴗ分㢮㻔㻺㻭㻵㻯㻿㻕䜢⏝䚹⡿ᅜ䛾ᴗ㒊㛛

䛷䛿䚸㻺㻭㻵㻯㻿 䛻䛚䛡䜛䛂㻭㼓㼞㼕㼏㼡㼘㼠㼡㼞㼑㻘㻌㻲㼛㼞㼑㼟㼠㼞㼥㻘㻌㻲㼕㼟㼔㼕㼚㼓㻌㼍㼚㼐㻌㻴㼡㼚㼠㼕㼚㼓䛃ཬ
䜃䛂㻼㼡㼎㼘㼕㼏㻌㻭㼐㼙㼕㼚㼕㼟㼠㼞㼍㼠㼕㼛㼚䛃䛿㝖䛛䜜䛶䛔䜛䚹䜘䛳䛶䚸ᅜ䛾㠀〇㐀ᴗ
䛸␗䛺䛳䛶䛔䜛䛯䜑䚸ᅜ㝿ẚ㍑䛩䜛㝿䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹 

3)  ᪥ᮏ䛾⏘ᴗ分㢮䛿᪥ᮏᶆ‽⏘ᴗ分㢮䛻ᇶ䛵䛔䛯⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝ
䛾⏘ᴗ分㢮䜢⏝䚹 

4)  䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸୰ᅜ䛿◊✲㛤Ⓨ䜢⾜䛖ᴗ䛾䛺⤒῭άື
㻔㻹㼍㼕㼚㻌㼑㼏㼛㼚㼛㼙㼕㼏㻌㼍㼏㼠㼕㼢㼕㼠㼥㻕䛻ᛂ䛨䛶分㢮䛧䛶䛔䜛䚹 

5)  䝣䝷䞁䝇䛻䛴䛔䛶䛿 2 ᖺᖹᆒ䛾್䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃  
⡿ᅜ䠖NSF䠈䇾㻮㼡㼟㼕㼚㼑㼟㼟㻌㻾㼑㼟㼑㼍㼞㼏㼔㻌㼍㼚㼐㻌㻰㼑㼢㼑㼘㼛㼜㼙㼑㼚㼠㻌㼍㼚㼐㻌㻵㼚㼚㼛㼢㼍㼠㼕㼛㼚㻌ྛᖺ䇿 
䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸୰ᅜ䚸㡑ᅜ䠖㻻㻱㻯㻰㻘㻌 “㻾㻒㻰㻌㻿㼠㼍㼠㼕㼟㼠㼕㼏㼟䇿 
ཧ↷䠖⾲ 2-2-5 
 

 

ᅗ⾲ 2-2-6 䛷䛿、更にヲ⣽䛺産業分㢮䛷研究⪅

の≧ἣをぢる。䛺䛚、⡿国䛸国䛷䛿産業分㢮䛸ᢅ

䛖㡯┠䛜␗䛺るの䛷␃ព䛥䜜たい。䜎た、中国につ

いて䛿㠀〇㐀業の内ヂ䛜䛺いた䜑、全యのᩘを♧

した。 

⡿国䛷䛿〇㐀業、㠀〇㐀業䛸䜒に 2010 ᖺからᣑ

している。〇㐀業䛷䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子〇ရᕤ

業䛃䛜、㠀〇㐀業䛷䛿䛂情報㏻ಙ業䛃䛜ከ䛟を༨䜑て

いる。2017 ᖺから 2018 ᖺにか䛡てከ䛟の産業䛷ቑ

ຍしている。 

日本䛷䛿、〇㐀業、㠀〇㐀業䛸䜒に、全య䛷䛿

䛝䛺ኚ䛿ぢ䛘䛺い。〇㐀業の内ヂをぢる䛸、䛂コン

䝢䝳ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛜ῶᑡഴྥに䛒

䛳た䛜、㏆ᖺ䛿ቑຍしている。䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃

䛿長ᮇⓗにぢる䛸ቑຍഴྥに䛒る䛜、᭱新ᖺ䛷䛿

ῶᑡした。㠀〇㐀業䛷䛿、䛂情報㏻ಙ業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、

こ䜜に䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃䛜⥆䛟。い䛪

䜜䜒長ᮇⓗにぢる䛸ᶓ䜀いに推⛣している。 

䝗イ䝒䛿、⥅⥆して䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜᭱䜒

䛝䛟、ቑຍし⥆䛡ている。ḟい䛷ከいの䛿䛂コン䝢䝳

ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃䛷䛒る。㠀〇㐀業䛷

䛿䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃䛜᭱䜒ከい。 

䝣ランス䛿、〇㐀業䜘䜚䜒㠀〇㐀業の研究⪅ᩘ䛜

ከい。䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、こ

䜜に䛂情報㏻ಙ業䛃䛜⥆䛝、い䛪䜜䜒ቑຍしている。

〇㐀業䛷䛿䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ቑຍ

䜒している。 

ⱥ国䛷䛿、㠀〇㐀業䛷䛒る䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃

ービス業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ḟい䛷䛂情報㏻ಙ業䛃䛜ከい。

䛂ᑓ㛛・科学・技術䝃ービス業䛃、䛂情報㏻ಙ業䛃䛸䜒

に長ᮇⓗに䛿ቑຍഴྥに䛒る。〇㐀業䛷䛿䛂㍺㏦

⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜ከ䛟を༨䜑、かつቑຍ䜒している。 

㡑国䛷䛿、〇㐀業、㠀〇㐀業䛸䜒にቑຍしている。

〇㐀業䛷䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子・ග学〇ရ〇㐀業䛃

䛜᭱䜒ከ䛟、こ䜜に䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀業䛃䛜⥆䛟。୧

産業䛸䜒にቑຍഴྥに䛒る。㠀〇㐀業䛷䛿、䛂情報

㏻ಙ業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ቑຍ䜒している。 

中国の〇㐀業全య䛷の研究⪅ᩘ䛿、主せ国中

᭱䜒ከい。内ヂをぢる䛸䛂コン䝢䝳ータ、㟁子・ග学

〇ရ〇㐀業䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ḟい䛷䛂㍺㏦⏝ᶵჾ〇㐀

業䛃䛜⥆䛟。䜎た、䛂䛭のの〇㐀業䛃の合䜒国䛸

ẚ䜉て䛝い。㠀〇㐀業について䛿内ヂのデータ

䛜䛺い䛜、全య䛷ぢる䛸ቑຍしている。 
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䛆ᅗ⾲ 2-2-㻢䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛ᴗ㒊㛛䛾⏘ᴗ分㢮ู◊✲⪅ᩘ䛾᥎⛣ 

 
ὀ䠖 
1)  ⡿ᅜ䛾⏘ᴗ分㢮䛿⡿⏘ᴗ分㢮㻔㻺㻭㻵㻯㻿㻕䜢⏝䚹䛭䛾䛾ᅜ䛿䚸ᅜ㝿ᶆ‽⏘ᴗ分㢮➨ 4 ḟᨵᐃ∧䠄㻵㻿㻵㻯㻌㻾㼑㼢㻚㻠䠅䛻‽ᣐ䛧䛶䛔䜛䛯䜑䚸ྛᅜ䛾⏘ᴗ分

㢮䛸䛿␗䛺䜛䚹 
2)  ⡿ᅜ䜢㝖䛔䛯ྛᅜ䛸䜒◊✲㛤Ⓨ䜢⾜䛖ᴗ䛾䛺⤒῭άື㻔㻹㼍㼕㼚㻌㼑㼏㼛㼚㼛㼙㼕㼏㻌㼍㼏㼠㼕㼢㼕㼠㼥㻕䛻ᛂ䛨䛶分㢮䛧䛶䛔䜛䚹 
3)  ⡿ᅜ䛷䛿䚸䛂㻭㼓㼞㼕㼏㼡㼘㼠㼡㼞㼑㻘㻌㻲㼛㼞㼑㼟㼠㼞㼥㻘㻌㻲㼕㼟㼔㼕㼚㼓㻌㼍㼚㼐㻌㻴㼡㼚㼠㼕㼚㼓䛃ཬ䜃䛂㻼㼡㼎㼘㼕㼏㻌㻭㼐㼙㼕㼚㼕㼟㼠㼞㼍㼠㼕㼛㼚䛃䛿㝖䛛䜜䛶䛔䜛䚹䜘䛳䛶䚸ᅜ䛾㠀〇㐀ᴗ䛸␗䛺䛳䛶䛔䜛䛯䜑䚸ᅜ

㝿ẚ㍑䛩䜛㝿䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹 
4)  ᪥ᮏ䛿ᐃ⩏䛜␗䛺䜛䚹䝣䝷䞁䝇䛾 2017 ᖺ䛿ᬻᐃ್䚹 
㈨ᩱ䠖 
⡿ᅜ䠖NSF, “㻮㼡㼟㼕㼚㼑㼟㼟㻌㻾㼑㼟㼑㼍㼞㼏㼔㻌㼍㼚㼐㻌㻰㼑㼢㼑㼘㼛㼜㼙㼑㼚㼠㻌㼍㼚㼐㻌㻵㼚㼚㼛㼢㼍㼠㼕㼛㼚䇿  
䛭䛾䛾ᅜ䠖㻻㻱㻯㻰㻘㻌 “㻾㻒㻰㻌㻿㼠㼍㼠㼕㼟㼠㼕㼏㼟䇿 
ཧ↷䠖⾲ 2-2-㻢 

 

㻔㻟㻕᪥ᮏ䛾⏘ᴗ分㢮ู◊✲⪅ 

日本䛿、䛹の業✀の企業に研究⪅䛜ከいのか

をᚑ業員に༨䜑る合䛷ぢた(ᅗ⾲ 2-2-7)。䛺䛚、

ここ䛷䛿研究開Ⓨを実施してい䛺い企業のᚑ業

員ᩘ䜒ྵ䜑た合を♧している。 

䜎䛪、㠀〇㐀業（0.5䠂）䜘䜚䜒〇㐀業（5.3䠂）に
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日本の企業に所属する研究者はどのような専

門的知識を持っているのだろうか。ここでは、産業

分類別に、その業種に所属する研究者の専門分

野を見る（図表 2-2-8）。 

企業に所属する研究者は、「機械・船舶・航空」

分野を専門とする者が最も多く、全体の 26.4％を

占めている。次いで「電気・通信」が 24.3％であり、

この 2 分野で全体の約半数を占めている。他方、

最も少ない分野は「人文・社会科学」(1.3％)である。

また、「情報科学」分野を専門とする研究者の割

合は 8.6％と 2016 年（7.7％（科学技術指標 2017

参照））と比較すると微増している。 

所属する企業の産業分類から見ると、最も多く

を占める「輸送用機械器具製造業」では、「機械・

船舶・航空」分野を専門とする研究者が多く、次い

で「電気・通信」分野であり、二つの分野の研究者

で約 8 割を占めている。 

「情報通信機械器具製造業」では、「電気・通信」

分野を専門とする研究者が最も多く、半数以上を

占めている。多様な専門分野を持つ研究者が所

属しているのは「業務用機械器具製造業」である。 

非製造業に注目すると、「情報通信業」では、

「情報科学」分野を専門とする研究者が多くを占

めている。なお、「情報科学」分野を専門とする研

究者の半数以上は「情報通信業」に所属しており、

次いで多いのは「業務用機械器具製造業」、「電

子部品・デバイス・電子回路製造業」である。 

「学術研究、専門・技術サービス業」では、「機

械・船舶・航空」が半数を占めている。次いで「電

気・通信」分野を専門とする研究者が多い。 

なお、「人文・社会科学」分野を専門とする研究

者の所属先で最も多いのは「輸送用機械器具製

造業」であり、次いで「情報通信業」である。 

  

【【図図表表 22--22--88】】  日日本本のの企企業業ににおおけけるる研研究究者者のの専専門門分分野野((22002200 年年))  
 

注： 
1) HC(実数)である。 
2) 研究者の専門分野は、研究者の現在の研究（業務）内容により分類されている。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-8 
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(4)産業別の研究人材集約度と高度研究人

材活用度の関係 

産業別の研究人材集約度と高度研究人材活

用度の関係を示す。横軸が研究人材集約度(HC

研究者/従業員)、縦軸が高度研究人材活用度

(博士号保持者/HC 研究者)であり、円の面積が

博士号保持者の数に対応している。 

日本の状況を見ると(図表 2-2-9(A))、ここに示

した産業分類のうち、高度研究人材活用度が高

いのは「医薬品製造業」であり、17.9％となってい

る。 

研究人材集約度が最も高いのは「情報通信機

械器具製造業」であり、23.9％となっている。次い

で、「学術研究、専門・技術サービス業」が 21.8％

であり、高度研究人材活用度も 7.5％と相対的に

高い。「情報通信業」については、研究人材集約

度が 8.0％、高度研究人材活用度が 2.4％と、どち

らも低い。 

米国の状況を見ると(図表 2-2-9(B))、高度研究

人材活用度が高い産業は、「化学工業（医薬品工

業を除く）」、「医薬品工業」であり、それぞれ

27.3％、24.5％を示している。なお、「医薬品工業」

は研究人材集約度も高く、15.7％である。 

研究人材集約度が高い産業は、「コンピュータ、

電子製品工業(17.4％）」、「情報通信業(12.6％）」

である。また、「専門、科学技術サービス業」は研

究人材集約度が 11.6％、高度研究人材活用度が

11.9％と、共に高い傾向にある。 

このように、日米ともに産業分類によって研究人

材集約度と高度研究人材活用度の状況が異なる。

米国の産業において、研究者に占める博士号保

持者の割合(高度研究人材活用度)が 5％未満の

産業は少ないが、日本は多くの産業で 5％未満と

なっており、米国と比べて高度研究人材の活用度

が低い傾向にある。 

【【図図表表 22--22--99】】  産産業業別別のの研研究究人人材材集集約約度度とと高高度度研研究究人人材材活活用用度度のの関関係係  

  

((AA))日日本本((22002200 年年））  ((BB))米米国国((22001188 年年））  

 
注： 
1) 研究開発を実施している企業を対象としている。研究人材集約度とは、従業員に占める HC 研究者数の割合である。高度研究人材活用度とは、HC 研

究者に占める博士号保持者の割合である。オレンジは製造業、黄色は非製造業を示す。 
2) 日本の産業分類は日本標準産業分類に基づいた科学技術研究調査の産業分類を使用。 
3) 米国の産業分類は、北米産業分類(NAICS)を使用。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
米国：NSF, “Business Research and Development: 2018” 
参照：表 2-2-9 
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22..22..33 大大学学部部門門のの研研究究者者  

(1)各国大学部門の研究者 

大学部門は研究者数の国際比較を行う際に、

困難を伴う。2.1.1 節に述べたが、再度簡単に注

意点を示す。まず、①調査方法に違いがある。大

学部門の研究者を計測する際に研究開発統計調

査を行わず、各国の既存のデータ、たとえば、教

育統計（教職員や学生についての計測をしている

統計など）や、職業や学位取得を調査する統計な

どを用いている国がある。2 点目として、②測定方

法の違いがあげられる。研究開発統計調査を行っ

ているのであれば、調査票で研究専従換算をした

研究者数を測定できるが、教育統計などを用いて

いる場合は研究専従換算係数を乗じて、研究専

従換算をした研究者数(FTE研究者数)を計測しな

ければならない。特に日本は研究開発統計調査

を行っているが、そこでは研究専従換算をした研

究者数の計測を行っていない。最後に、③調査対

象にも違いが見られる。各国大学の研究者に含ま

れている博士課程在籍者の扱いが国によって違

いがあり、たとえば、経済的支援を受けているかど

うか、その人数に研究専従換算係数をかけるか、

などといった差異が出てくる。 

日本の大学部門の FTE 研究者数として、文部

科学省が実施した「大学等におけるフルタイム換

算データに関する調査」（FTE 調査）に基づく研究

専従換算係数(FTE 係数)を使用し、FTE 研究者

数を計測したデータを使用している（図表 2-1-2

参照）。FTF 調査は 2002 年から、FTE 研究者数

の計測に用いられており、2008 年、2013 年、2018

年に FTE 係数の更新が行われた。これに伴い、

2009 年、2013 年、2018 年のデータは前年からの

継続性が損なわれている。 

主要国における大学部門の研究者数を見ると

(図表 2-2-10)、日本の大学部門の 2020年の研究

者数（FTE 値）は 13.6 万人である。 

中国の研究者数は 2000 年以降急激に増加し

 
11 米国は NSF, “Higher Education Research and Development Survey”
（研究開発費が年間 15 万ドル以上の大学を対象とした研究開発統計）

において大学の研究開発人材について計測している。2019 年調査に

よると R&D personnel は 98.3 万人、Principal investigators は 17.1 万

人である。 

ている。なお、2009 年から OECD のフラスカティ・

マニュアルの定義に従って測定し始めたため、

2008 年と 2009 年の間に差異があるが、その後は

継続して増加している。2019 年の研究者数は

50.3万人、対前年比は 42.4％の増加であり、主要

国の中で一番の規模である。 

英国の研究者数には、1993年と 1994年の間に

差異があるが、これは高等教育機関の改革（旧大

学と旧ポリテクニクの一元化）などにより、調査対

象が変更されたことが影響していると考えられる。

また、英国の 1999 年～2004 年の値は出典とした

データに掲載されていない。2019 年の研究者数

は 17.3 万人であり、ここに掲載した主要国の中で

は、中国に次ぐ規模を持っている。 

ドイツに関しては、2000 年代中頃(2005 年時点

で 6.5万人)から、研究者数が大幅に増加し、2019

年では 11.7 万人である。 

フランスの研究者数は、2000 年代中頃まで、ド

イツと同様の伸びを示していた。その後も、一貫し

て増加しているものの、大幅な増加を示しているド

イツとの差は開いている。2019 年では 8.3 万人で

ある。 

韓国の研究者数は、増加傾向にあったが、

2012 年を境に横ばい傾向にある。2019 年の研究

者数は 4.1 万人である。 

米国の大学の研究者数は 2000年以降、公表さ

れていない 11。 
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2.2.3 Ꮫ㒊㛛䛾◊✲⪅ 

㻔㻝㻕ྛᅜᏛ㒊㛛䛾◊✲⪅ 

学部㛛䛿研究⪅ᩘの国㝿ẚ㍑を⾜䛖㝿に、

ᅔ㞴をక䛖。2.1.1 節に㏙䜉た䛜、ᗘ⡆༢にὀ

ពⅬを♧䛩。䜎䛪、䐟調査方ἲに㐪い䛜䛒る。

学部㛛の研究⪅をィ測䛩る㝿に研究開Ⓨ⤫ィ調

査を⾜䜟䛪、ྛ国の᪤Ꮡのデータ、た䛸䛘䜀、教

育⤫ィ（教職員䜔学⏕についてのィ測をしている

⤫ィ䛺䛹）䜔、職業䜔学ྲྀᚓを調査䛩る⤫ィ䛺

䛹を⏝いている国䛜䛒る。2 Ⅼ┠䛸して、䐠測ᐃ方

ἲの㐪い䛜䛒げら䜜る。研究開Ⓨ⤫ィ調査を⾜䛳

ているの䛷䛒䜜䜀、調査⚊䛷研究ᑓᚑ⟬をした

研究⪅ᩘを測ᐃ䛷䛝る䛜、教育⤫ィ䛺䛹を⏝いて

いるሙ合䛿研究ᑓᚑ⟬係ᩘを䛨て、研究ᑓ

ᚑ⟬をした研究⪅ᩘ(FTE研究⪅ᩘ)をィ測し䛺

䛡䜜䜀䛺ら䛺い。≉に日本䛿研究開Ⓨ⤫ィ調査

を⾜䛳ている䛜、䛭こ䛷䛿研究ᑓᚑ⟬をした研

究⪅ᩘのィ測を⾜䛳てい䛺い。᭱ᚋに、䐡調査ᑐ

㇟に䜒㐪い䛜ぢら䜜る。ྛ国学の研究⪅にྵ䜎

䜜ている༤ኈ課⛬ᅾ⡠⪅のᢅい䛜国に䜘䛳て㐪

い䛜䛒䜚、た䛸䛘䜀、⤒῭ⓗ支援をཷ䛡ているか䛹

䛖か、䛭のேᩘに研究ᑓᚑ⟬係ᩘをか䛡るか、

䛺䛹䛸い䛳たᕪ␗䛜ฟて䛟る。 

日本の学部㛛の FTE 研究⪅ᩘ䛸して、文部

科学省䛜実施した䛂学➼に䛚䛡る䝣䝹タイム

⟬データに㛵䛩る調査䛃（FTE 調査）に基䛵䛟研究

ᑓᚑ⟬係ᩘ(FTE 係ᩘ)を⏝し、FTE 研究⪅

ᩘをィ測したデータを⏝している（ᅗ⾲ 2-1-2

ཧ↷）。FTF 調査䛿 2002 ᖺから、FTE 研究⪅ᩘ

のィ測に⏝いら䜜て䛚䜚、2008 ᖺ、2013 ᖺ、2018

ᖺに FTE 係ᩘの更新䛜⾜䜟䜜た。こ䜜にకい、

2009 ᖺ、2013 ᖺ、2018 ᖺのデータ䛿๓ᖺからの

⥅⥆ᛶ䛜ᦆ䛺䜟䜜ている。 

主せ国に䛚䛡る学部㛛の研究⪅ᩘをぢる䛸

(ᅗ⾲ 2-2-10)、日本の学部㛛の 2020ᖺの研究

⪅ᩘ（FTE ್）䛿 13.6 ே䛷䛒る。 

中国の研究⪅ᩘ䛿 2000 ᖺ以㝆ᛴ⃭にቑຍし

 
11 ⡿国䛿 NSF, “ Higher Education Research and Development Survey ”
（研究開Ⓨ㈝䛜ᖺ㛫 15 䝗䝹以上の学をᑐ㇟䛸した研究開Ⓨ⤫ィ）

に䛚いて学の研究開Ⓨேᮦについてィ測している。2019 ᖺ調査に

䜘る䛸 R&D personnel 䛿 98.3 ே、Principal investigators 䛿 17.1 

ே䛷䛒る。 

ている。䛺䛚、2009 ᖺから OECD の䝣ラス䜹䝔䜱・

䝬䝙䝳䜰䝹のᐃ⩏にᚑ䛳て測ᐃしጞ䜑たた䜑、

2008 ᖺ䛸 2009 ᖺの㛫にᕪ␗䛜䛒る䛜、䛭のᚋ䛿

⥅⥆してቑຍしている。2019 ᖺの研究⪅ᩘ䛿

50.3ே、ᑐ๓ᖺẚ䛿 42.4䠂のቑຍ䛷䛒䜚、主せ

国の中䛷୍␒のつᶍ䛷䛒る。 

ⱥ国の研究⪅ᩘに䛿、1993ᖺ䛸 1994ᖺの㛫に

ᕪ␗䛜䛒る䛜、こ䜜䛿㧗➼教育ᶵ㛵のᨵ㠉（ᪧ

学䛸ᪧ䝫䝸䝔䜽䝙䜽の୍ඖ）䛺䛹に䜘䜚、調査ᑐ

㇟䛜ኚ更䛥䜜たこ䛸䛜ᙳ㡪している䛸⪃䛘ら䜜る。

䜎た、ⱥ国の 1999 ᖺ䡚2004 ᖺの್䛿ฟ䛸した

データにᥖ㍕䛥䜜てい䛺い。2019 ᖺの研究⪅ᩘ

䛿 17.3 ே䛷䛒䜚、ここにᥖ㍕した主せ国の中䛷

䛿、中国にḟ䛠つᶍをᣢ䛳ている。 

䝗イ䝒に㛵して䛿、2000 ᖺ௦中㡭(2005 ᖺⅬ

䛷 6.5ே)から、研究⪅ᩘ䛜ᖜにቑຍし、2019

ᖺ䛷䛿 11.7 ே䛷䛒る。 

䝣ランスの研究⪅ᩘ䛿、2000 ᖺ௦中㡭䜎䛷、䝗

イ䝒䛸ྠᵝのఙびを♧していた。䛭のᚋ䜒、୍貫し

てቑຍしている䜒のの、ᖜ䛺ቑຍを♧している䝗

イ䝒䛸のᕪ䛿開いている。2019 ᖺ䛷䛿 8.3 ே䛷

䛒る。 

㡑国の研究⪅ᩘ䛿、ቑຍഴྥに䛒䛳た䛜、

2012 ᖺを境にᶓ䜀いഴྥに䛒る。2019 ᖺの研究

⪅ᩘ䛿 4.1 ே䛷䛒る。 

⡿国の学の研究⪅ᩘ䛿 2000ᖺ以㝆、公⾲䛥

䜜てい䛺い 11。 
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䛆ᅗ⾲ 2-2-10䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛Ꮫ㒊㛛䛾◊✲⪅ᩘ䛾᥎⛣ 
 

ὀ䠖 
1)  Ꮫ㒊㛛䛾◊✲⪅䛾ᐃ⩏ཬ䜃 ᐃ᪉ἲ䛻䛴䛔䛶䛿ᅜ䛻䜘䛳䛶㐪䛔䛜䛒䜛䛯䜑䚸ᅜ㝿ẚ㍑䛩䜛㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹ྛᅜ䛾◊✲⪅䛾㐪䛔䛻䛴䛔

䛶䛿ᅗ⾲ 2-1-1 䜢ཧ↷䛾䛣䛸䚹 Ꮫ㒊㛛䛾㐪䛔䛻䛴䛔䛶䛿ᅗ⾲ 1-1-㻠㻔㻮㻕䜢ཧ↷䛾䛣䛸䚹 
2)  ྛᅜ䛾್䛿 FTE ್䛷䛒䜛䠄᪥ᮏ䛻䛴䛔䛶䛿 HC ್䜒♧䛧䛯䠅䚹  
3)  ⮬↛⛉Ꮫ䛸ேᩥ䞉♫⛉Ꮫ䛾ྜィ䛷䛒䜛䠄䛯䛰䛧䚸㡑ᅜ䛿 㻞㻜㻜㻢 ᖺ䜎䛷⮬↛⛉Ꮫ䛾䜏䠅䚹  
4)  ᪥ᮏ䛾◊✲⪅䛿 3 ✀㢮䛾䝕䞊䝍䛜䛒䜛䚹᪥ᮏ䠆䛿 FTE 䛛 HC 䛻䛴䛔䛶᫂☜䛺ᐃ⩏䛜䛥䜜䛶䛔䛺䛔್䚸᪥ᮏ㻔㻲㼀㻱㻕䛿 FTE ◊✲⪅ᩘ䚸᪥ᮏ㻔㻴㻯㻕䛿 HC

◊✲⪅䚹 
5)  ⡿ᅜ䛿 㻝㻥㻤㻡䚸㻝㻥㻤㻣䚸㻝㻥㻥㻟 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹 
㻢㻕  䝗䜲䝒䛿 㻝㻥㻥㻜 ᖺ䜎䛷䛿ᪧす䝗䜲䝒䚸㻝㻥㻥㻝 ᖺ௨㝆䛿⤫୍䝗䜲䝒䚹㻝㻥㻤㻣䚸㻝㻥㻥㻝䚸㻞㻜㻜㻢䚸㻞㻜㻝㻢 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹㻞㻜㻝㻥 ᖺ䛿ぢ✚䜚

್䛷䛒䜛䚹 
7)  䝣䝷䞁䝇䛿 㻝㻥㻥㻣䚸2000䚸2014 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹2012䚸㻞㻜㻝㻥 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹2013 ᖺ䛿㐣ᑠホ౯䛥䜜䜛䛛䚸㐣ᑠホ౯䛥

䜜䛯䝕䞊䝍䛻ᇶ䛵䛟䚹2017䚸㻞㻜㻝㻤 ᖺ䛿ᬻᐃ್䛷䛒䜛䚹 
㻤㻕  ⱥᅜ䛿 㻝㻥㻥㻠䚸2005 ᖺ䛻䛚䛔䛶⣔ิ䛾㐃⥆ᛶ䛿ኻ䜟䜜䛶䛔䜛䚹2005䡚㻞㻜㻜㻤 ᖺ䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹㻞㻜㻝㻥 ᖺ䛿ᬻᐃ್䛷䛒䜛䚹 
㻥㻕  ୰ᅜ䛿 㻞㻜㻜㻤 ᖺ䜎䛷䛾◊✲⪅䛾ᐃ⩏䛿䚸㻻㻱㻯㻰 䛾ᐃ⩏䛻䛿䛻䛿ᑐᛂ䛧䛶䛚䜙䛪䚸㻞㻜㻜㻥 ᖺ䛛䜙ィ ᪉ἲ䜢ኚ᭦䛧䛯䚹䛭䛾䛯䜑䚸⣔ิኚ䜢ぢ䜛

㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹 
10)  EU-27 䛿ぢ✚䜚್䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫ➼䛻䛚䛡䜛䝣䝹䝍䜲䝮⟬䝕䞊䝍䛻㛵䛩䜛ㄪᰝ䛃 
⡿ᅜ䚸䝗䜲䝒䚸䝣䝷䞁䝇䚸ⱥᅜ䚸୰ᅜ䚸㡑ᅜ䚸EU䠖㻻㻱㻯㻰䠈䇾㻹㼍㼕㼚㻌㻿㼏㼕㼑㼚㼏㼑㻌㼍㼚㼐㻌㼀㼑㼏㼔㼚㼛㼘㼛㼓㼥 㻵㼚㼐㼕㼏㼍㼠㼛㼞㼟㻌㻞㻜㻞㻜㻛㻞䇿 
ཧ↷䠖⾲ 2-2-10 

 

㻔㻞㻕᪥ᮏ䛾Ꮫ㒊㛛䛾◊✲⪅ 

日本の学部㛛の研究⪅について、国公⚾❧

学ูに、䛭のつᶍ、学ၥ分㔝、業務༊分及び

任ᮇの᭷↓について≧ἣをぢる。䛺䛚、この節䛷

の学部㛛の研究⪅䛸䛿䛂科学技術研究調査報

告䛃に䛚䛡る䛂研究本務⪅䛃のᩘ್(研究ᑓᚑ⟬

してい䛺いᩘ್)䛷䛒䜚、学外からの研究⪅䛿ྵ䜎

䜜てい䛺い。 

国公⚾❧学ูに学部㛛の研究⪅ᩘをぢる

䛸(ᅗ⾲ 2-2-11)、国❧学䛸⚾❧学䛜ྠ⛬ᗘ

のつᶍをᣢ䛳ているこ䛸䛜䜟かる。2020 ᖺの国❧、

公❧、⚾❧学の研究⪅ᩘ䛿、䛭䜜䛮䜜 13.5 

ே、2.1ே、14.1ே䛷䛒る。ྛ学䛸䜒に 2000

ᖺ㡭䜎䛷ᛴ㏿にቑຍしたᚋ䛿⦆䜔か䛺ቑຍഴྥ

䛸䛺䛳ている。た䛰し、䛭の್䛿学䛷␗䛺䜚、

2011 ᖺから 2020 ᖺにか䛡てのቑຍ⋡䛿、国❧

学䛷 1.7䠂、公❧学䛷䛿 12.8䠂、⚾❧学䛷䛿

6.3䠂䛷䛒る。 

 

䛆ᅗ⾲ 2-2-11䛇 ᅜබ⚾❧Ꮫู䛾◊✲⪅ 
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学問分野（所属組織の分野）について、「人文・

社会科学」、「自然科学」、「その他 12」に分類し、国

公私立大学の構造見ると（図表 2-2-12）、国立大学

では、「自然科学」が大多数を占めている。2020 年

の「自然科学」の研究者数は 10.7 万人であり、「人

文・社会科学」は 1.5 万人、「その他」は 1.3 万人で

ある。時系列を見ると、「自然科学」の研究者数は継

続して伸びていたが、2015 年頃からほぼ横ばいに

推移している。また、「人文・社会科学」は 2007 年と

比べて 10％減少している。 

公立大学では国立大学と同様の傾向にあり「自

然科学」が大多数を占めている。「自然科学」の研

究者は、長期的には漸増している。また、「人文・社

会科学」は 2007 年をピークに減少傾向にある。 

私立大学では、「自然科学」（2020 年：7.8 万人）

が最も多いが、「人文・社会科学」(2020：4.3 万人)も

国公立大学と比較すると多い傾向にある。「自然科

学」の研究者数は継続して増加しているが、「人文・

社会科学」の研究者数は 2010 年をピークに漸減傾

向が続いている。 

国公私立大学の分野別研究者の構造は異なる

が、「人文・社会科学」の研究者が 2000 年代後半か

ら減少傾向にあるのは共通している。 

  

 
12 家政学、教育学、その他である。 

【【図図表表 22--22--1122】】  国国公公私私立立大大学学別別学学問問分分野野別別のの研研究究者者  

  

((AA))国国立立大大学学  

  

((BB))公公立立大大学学  

  

((CC))私私立立大大学学  

 
注： 
研究本務者であり、学外からの兼務者を除く。HC(実数)である。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-12 
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学問分野（所属組織の分野）について、「人文・

社会科学」、「自然科学」、「その他 12」に分類し、国

公私立大学の構造見ると（図表 2-2-12）、国立大学

では、「自然科学」が大多数を占めている。2020 年

の「自然科学」の研究者数は 10.7 万人であり、「人

文・社会科学」は 1.5 万人、「その他」は 1.3 万人で

ある。時系列を見ると、「自然科学」の研究者数は継

続して伸びていたが、2015 年頃からほぼ横ばいに

推移している。また、「人文・社会科学」は 2007 年と

比べて 10％減少している。 

公立大学では国立大学と同様の傾向にあり「自

然科学」が大多数を占めている。「自然科学」の研

究者は、長期的には漸増している。また、「人文・社

会科学」は 2007 年をピークに減少傾向にある。 

私立大学では、「自然科学」（2020 年：7.8 万人）

が最も多いが、「人文・社会科学」(2020：4.3 万人)も

国公立大学と比較すると多い傾向にある。「自然科

学」の研究者数は継続して増加しているが、「人文・

社会科学」の研究者数は 2010 年をピークに漸減傾

向が続いている。 

国公私立大学の分野別研究者の構造は異なる

が、「人文・社会科学」の研究者が 2000 年代後半か

ら減少傾向にあるのは共通している。 

  

 
12 家政学、教育学、その他である。 

【【図図表表 22--22--1122】】  国国公公私私立立大大学学別別学学問問分分野野別別のの研研究究者者  

  

((AA))国国立立大大学学  

  

((BB))公公立立大大学学  

  

((CC))私私立立大大学学  

 
注： 
研究本務者であり、学外からの兼務者を除く。HC(実数)である。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-12 
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大学部門の研究者を 4 つの業務（教員、大学院

博士課程の在籍者、医局員、その他の研究員）に

分類し、国公私立大学における業務区分別の状況

を見る（図表 2-2-13）。 

国立大学の構造を見ると、2020 年の「教員」は

6.9万人、次いで「大学院博士課程の在籍者」が 4.8

万人であり、この 2 つの業務区分の研究者が大多

数を占めている。特に「大学院博士課程の在籍者」

は、公立大学や私立大学と比較して極めて多い。

「医局員」及び「その他の研究員」はそれぞれ 0.9 万

人であり、「その他の研究員」も他の大学と比較する

と多い。時系列を見ると、「教員」は漸増傾向が続い

ていたが、2017 年をピークに微減している。「大学

院博士課程の在籍者」は 1990 年代に大きく伸びた

後、2007 年まで漸増傾向が続いた。その後は漸減

に転じ、近年横ばいに推移している。 

公立大学では、2020 年において「教員」が 1.4 万

人、「大学院博士課程の在籍者」が 0.5万人と「教員」

が多くを占めている。時系列を見ると、1990 年代に

は「教員」、「大学院博士課程の在籍者」が増加した。

「大学院博士課程の在籍者」は、その後 2005 年頃

までは増加が続き、それ以降、増加のペースが落ち

た。「大学院博士課程の在籍者」は、1990 年代は

「医局員・その他の研究員」より数が少なかったが、

1999年以降は「医局員」及び「その他の研究員」より

多くなっている。 

私立大学では、「教員」が 11.2 万人(2020 年)と極

めて多く、私立大学の研究者のほとんどを占めてい

る。「大学院博士課程の在籍者」は 1.7 万人、「医局

員」は 0.8 万人、「その他の研究員」は 0.3 万人であ

る。時系列を見ると、「教員」の数が継続して増加し

ている。「大学院博士課程の在籍者」も増加したが、

2010 年頃からほぼ横ばいである。 

  

【【図図表表 22--22--1133】】  国国公公私私立立大大学学別別業業務務区区分分別別のの研研

究究者者  

  

((AA))国国立立大大学学  

  

((BB))公公立立大大学学  

  

((CC))私私立立大大学学  

 
注： 
研究本務者であり、学外からの兼務者を除く。HC(実数)である。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-13 
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大学部門の研究者について、任期の状況を示

す（図表 2-2-14）。 

国公私立大学別で見ると、国立大学、公立大

学、私立大学の順に任期有り研究者の割合が高

い傾向にある。その傾向は、男女別でも同様の傾

向にある。 

また、男性研究者よりも女性研究者の方が任期

有り研究者の割合は高い傾向にある。国公私立

大学別、学問分野別で見ても、ほとんどが同様の

傾向にある。 

学問分野別では、保健分野での任期有り研究

者の割合が高い。保健分野では任期有り研究者

の男女の差が少ないのと比較して、理学、工学、

農学では、男女の差が著しい。 

 
  

【【図図表表 22--22--1144】】  大大学学等等ににおおけけるる任任期期有有りり研研究究

者者のの割割合合（（22002200 年年））  
 

((AA))国国立立大大学学  

  

((BB))公公立立大大学学  

  

((CC))私私立立大大学学  

 
注： 
1) 教員及びその他の研究員を対象としている。HC(実数)である。 
2) ここでの任期無し研究者は、教員及びその他の研究員のうち、雇

用契約期間の定めがない者（定年までの場合を含む）をいう。任期
有り研究者とは、任期無し研究者以外を指す。 

資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-14 
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大学部門の研究者について、任期の状況を示

す（図表 2-2-14）。 

国公私立大学別で見ると、国立大学、公立大

学、私立大学の順に任期有り研究者の割合が高

い傾向にある。その傾向は、男女別でも同様の傾

向にある。 

また、男性研究者よりも女性研究者の方が任期

有り研究者の割合は高い傾向にある。国公私立

大学別、学問分野別で見ても、ほとんどが同様の

傾向にある。 

学問分野別では、保健分野での任期有り研究

者の割合が高い。保健分野では任期有り研究者

の男女の差が少ないのと比較して、理学、工学、

農学では、男女の差が著しい。 

 
  

【【図図表表 22--22--1144】】  大大学学等等ににおおけけるる任任期期有有りり研研究究

者者のの割割合合（（22002200 年年））  
 

((AA))国国立立大大学学  

  

((BB))公公立立大大学学  

  

((CC))私私立立大大学学  

 
注： 
1) 教員及びその他の研究員を対象としている。HC(実数)である。 
2) ここでの任期無し研究者は、教員及びその他の研究員のうち、雇

用契約期間の定めがない者（定年までの場合を含む）をいう。任期
有り研究者とは、任期無し研究者以外を指す。 

資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-2-14 
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(3)大学教員の年齢階層の変化 

若手研究者の重要性は第6期科学技術・イノベ

ーション基本計画でも述べられており、主要な数

値目標として、「将来的に、大学本務教員に占め

る 40 歳未満の教員の割合が 3 割以上となることを

目指す」と記されている。他方、優れた研究者が

年齢を問わず活躍し成果をあげていくことは、我

が国の科学技術水準の向上にとって重要であり、

優れた年長の研究者の能力の活用も必要である。 

全大学教員の年齢階層の比率を見ると(図表

2-2-15(A))、25-39歳の教員の比率は、1986年度

には 39.0％であったが 2019年度では 22.0％に減

少した。一方で、60 歳以上の比率は同時期に

11.9％から 19.8％に増加した。40-49 歳の比率は、

2004 年度から 25-39 歳比率を上回り、また、50-

59 歳比率は 2013 年度には 25-39 歳比率を上回

った。全大学においては40-49歳の教員が最も多

く、2019 年度では 30.1％となっている。 

国公私立大学別に見ると（図表 2-2-15(B)、(C)、

(D)）、国公私立大学ともに、1980 年代では、25-

39 歳比率が一番大きく、次いで年齢の低い順か

ら高い順に並んでいた。2000 年代に入ってから、

国公立大学では 40-49 歳比率の割合が増加し、

2004 年度から 25-39 歳比率を上回っている。25-

39 歳比率の低下に伴い、公立大学では 2007 年

度から、国立大学では 2013 年度から 50-59 歳比

率が 25-39 歳比率を上回っている。 

国、公立大学での 60 歳以上の比率は、元々低

かったがそれでも増加している。一方、私立大学

では、そもそも 60歳以上の比率が国公立大学より

高く、2010年度では、いずれの年代の比率も同程

度となっている。私立大学の 2019年度では 25-39

歳の比率が一番低い。なお、私立大学では 60 歳

以上の比率は 2010 年度を境にほぼ横ばいに推

移している。 

各大学ともに若手教員の比率が減少する一方

で、年長の教員の比率が増加しつつある。大学教

員の年齢階層に変化が生じており、高齢化しつつ

ある。その状況は、国公立大学より私立大学の方

が顕著に表れている。 

【【図図表表 22--22--1155】】  大大学学のの本本務務教教員員のの年年齢齢階階層層構構成成  
 

((AA))全全大大学学  

 

((BB))国国立立大大学学  

 

((CC))公公立立大大学学  

 

((DD))私私立立大大学学  

 
注： 
本務教員とは当該学校に籍のある常勤教員。  
資料： 
文部科学省、「学校教員統計」 
参照：表 2-2-15  
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(4)採用教員の年齢階層の変化 

大学教員の年齢構成の変化は、毎年、新たに

大学教員となる者の年齢構成に左右されるものと

考えられる。そこで、採用された大学教員の年齢

階層構成の推移を見る。なお、ここでいう採用とは

当該学校の本務教員として、大学、短期大学及

び高等専門学校の本務教員以外の職業等から異

動した者である。 

全大学における採用教員の年齢階層別の構成

を見ると（図表 2-2-16(A)）、25-39 歳の採用教員

数は 2007 年度まで増加し、その後はほぼ横ばい

に推移していたが、2019 年度には減少している。

割合については、一貫して減少しており、他の年

代、特に 30 歳代、40 歳代の採用数が増加した影

響も大きい。 

国公私立大学別に見ると（図表 2-2-16(B)、(C)、

(D)）、いずれの大学でも、25-39 歳の採用教員割

合の減少は続いている。数の推移を見ると、国立

大学では 2001 年度まで増加した後、2010 年度ま

で減少した。2013 年度及び 2016 年度は微増した

が、2019 年度では大きく減少した。公立大学では

年による増減が大きく、私立大学では、2007 年度

まで継続して増加した後は、増減を繰り返しなが

ら減少傾向にある。このように、国公私立大学によ

って採用状況が異なる。 

また、いずれの大学でも 40 歳代の採用教員数

が長期的に増加している。 

私立大学については、50 歳代や 60 歳以上の

採用教員数が国公立大学と比較して、多くかつ長

期的に増加している。新たに大学教員となる者の

年齢は上がってきていることがわかる。 

このような変化の背景としては、大学教員の採

用に際して、高い研究業績を要求する(ポスドク等

の任期付きポジションを経た後に採用される)傾向、

あるいは実務経験者や各種専門家を求める傾向

が強まっていることをあげることができる。 

 

【【図図表表 22--22--1166】】  大大学学のの採採用用教教員員のの年年齢齢階階層層構構成成  
 

((AA))全全大大学学  

 

((BB))国国立立大大学学  

 

((CC))公公立立大大学学  

 

((DD))私私立立大大学学  

 
注： 
採用とは当該学校の本務教員として、大学、短期大学及び高等専門学
校の本務教員以外の職業等から異動した者。  
資料： 
文部科学省、「学校教員統計」 
参照：表 2-2-16
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㻔4)᥇⏝ᩍဨ䛾ᖺ㱋㝵ᒙ䛾ኚ 

学教員のᖺ㱋ᵓ成のኚ䛿、ẖᖺ、新たに

学教員䛸䛺る⪅のᖺ㱋ᵓ成にᕥྑ䛥䜜る䜒の䛸

⪃䛘ら䜜る。䛭こ䛷、᥇⏝䛥䜜た学教員のᖺ㱋

㝵ᒙᵓ成の推⛣をぢる。䛺䛚、ここ䛷い䛖᥇⏝䛸䛿

当ヱ学ᰯの本務教員䛸して、学、▷ᮇ学及

び㧗➼ᑓ㛛学ᰯの本務教員以外の職業➼から␗

ືした⪅䛷䛒る。 

全学に䛚䛡る᥇⏝教員のᖺ㱋㝵ᒙูのᵓ成

をぢる䛸（ᅗ⾲ 2-2-16(A)）、25-39 ṓの᥇⏝教員

ᩘ䛿 2007 ᖺᗘ䜎䛷ቑຍし、䛭のᚋ䛿䜋䜌ᶓ䜀い

に推⛣していた䛜、2019 ᖺᗘに䛿ῶᑡしている。

合について䛿、୍貫してῶᑡして䛚䜚、のᖺ

௦、≉に 30 ṓ௦、40 ṓ௦の᥇⏝ᩘ䛜ቑຍしたᙳ

㡪䜒䛝い。 

国公⚾❧学ูにぢる䛸（ᅗ⾲ 2-2-16(B)、(C)、

(D)）、い䛪䜜の学䛷䜒、25-39 ṓの᥇⏝教員

合のῶᑡ䛿⥆いている。ᩘの推⛣をぢる䛸、国❧

学䛷䛿 2001 ᖺᗘ䜎䛷ቑຍしたᚋ、2010 ᖺᗘ䜎

䛷ῶᑡした。2013 ᖺᗘ及び 2016 ᖺᗘ䛿ᚤቑした

䛜、2019 ᖺᗘ䛷䛿䛝䛟ῶᑡした。公❧学䛷䛿

ᖺに䜘るቑῶ䛜䛝䛟、⚾❧学䛷䛿、2007 ᖺᗘ

䜎䛷⥅⥆してቑຍしたᚋ䛿、ቑῶを⧞䜚㏉し䛺䛜

らῶᑡഴྥに䛒る。この䜘䛖に、国公⚾❧学に䜘

䛳て᥇⏝≧ἣ䛜␗䛺る。 

䜎た、い䛪䜜の学䛷䜒 40 ṓ௦の᥇⏝教員ᩘ

䛜長ᮇⓗにቑຍしている。 

⚾❧学について䛿、50 ṓ௦䜔 60 ṓ以上の

᥇⏝教員ᩘ䛜国公❧学䛸ẚ㍑して、ከ䛟かつ長

ᮇⓗにቑຍしている。新たに学教員䛸䛺る⪅の

ᖺ㱋䛿上䛜䛳て䛝ているこ䛸䛜䜟かる。 

この䜘䛖䛺ኚの⫼ᬒ䛸して䛿、学教員の᥇

⏝に㝿して、㧗い研究業⦼をせồ䛩る(䝫ス䝗䜽➼

の任ᮇ䛝䝫䝆ションを⤒たᚋに᥇⏝䛥䜜る)ഴྥ、

䛒るい䛿実務⤒㦂⪅䜔ྛ✀ᑓ㛛ᐙをồ䜑るഴྥ

䛜ᙉ䜎䛳ているこ䛸を䛒げるこ䛸䛜䛷䛝る。 

 

䛆ᅗ⾲ 2-2-㻝㻢䛇 Ꮫ䛾᥇⏝ᩍဨ䛾ᖺ㱋㝵ᒙᵓ成 
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㈨ᩱ䠖 
ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫᰯᩍဨ⤫ィ䛃 
ཧ↷䠖⾲ 2-2-㻝㻢

0

10

20

30

40

50

㻢㻜

70

㻤㻜

㻥㻜

100

0

2,000

4,000

㻢㻘㻜㻜㻜

㻤㻘㻜㻜㻜

10,000

12,000

14,000

㻝㻥㻤㻢 㻤㻥 㻥㻞 㻥㻡 㻥㻤 01 04 07 10 13 㻝㻢 㻞㻜㻝㻥

䠂ே

ᖺᗘ

㻢㻜ṓ௨

ୖ

50-㻡㻥

ṓ

40-㻠㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ䛾

ྜ

0

10

20

30

40

50

㻢㻜

70

㻤㻜

㻥㻜

100

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

㻝㻥㻤㻢 㻤㻥 㻥㻞 㻥㻡 㻥㻤 01 04 07 10 13 㻝㻢 㻞㻜㻝㻥

䠂
ே

ᖺᗘ

㻢㻜ṓ௨

ୖ

50-㻡㻥

ṓ

40-㻠㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ䛾

ྜ

0

10

20

30

40

50

㻢㻜

70

㻤㻜

㻥㻜

100

0

100

200

300

400

500

㻢㻜㻜

700

㻤㻜㻜

㻥㻜㻜

1,000

㻝㻥㻤㻢 㻤㻥 㻥㻞 㻥㻡 㻥㻤 01 04 07 10 13 㻝㻢 㻞㻜㻝㻥

䠂
ே

ᖺᗘ

㻢㻜ṓ௨

ୖ

50-㻡㻥

ṓ

40-㻠㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ䛾

ྜ

0

10

20

30

40

50

㻢㻜

70

㻤㻜

㻥㻜

100

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

㻢㻘㻜㻜㻜

7,000

㻤㻘㻜㻜㻜

㻝㻥㻤㻢 㻤㻥 㻥㻞 㻥㻡 㻥㻤 01 04 07 10 13 㻝㻢 㻞㻜㻝㻥

䠂
ே

ᖺᗘ

㻢㻜ṓ௨

ୖ

50-㻡㻥

ṓ

40-㻠㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ

25-㻟㻥

ṓ䛾

ྜ

➨ 2 ❶ ◊✲㛤Ⓨேᮦ 

-  9 5  -  

2.3 ◊✲ᨭ⪅ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿研究⪅୍ே当た䜚研究支援⪅ᩘを部㛛ู、業務ูにぢる䛸、日本䛿䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃䜘䜚䛂䛭のの支援ス

タ䝑䝣䛃の方䛜ከい䛜、国䛷䛿䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃の方䛜ከいഴྥに䛒る。 

䕿日本の研究支援⪅を部㛛ูにぢる䛸、企業の研究支援⪅䛿、⏨ᛶ䛜ከ䛟、ዪᛶの⣙ 3 ಸ䛷䛒る。ዪᛶの

研究支援⪅ᩘ䛜⏨ᛶを䛝䛟上ᅇ䛳ているの䛿学部㛛䛷䛒䜚、㏆ᖺ䛷䛿⏨ᛶの⣙ 2 ಸ䛷䛒る。 

䕿企業の⏨ᛶの研究支援⪅䛷䛿、䛂研究補助⪅䛃、䛂技⬟⪅䛃のᩘ䛜ከ䛟、全యの 8 ㏆䛟を༨䜑ている䛜、

の部㛛䛷䛿⏨ዪඹに䛂研究事務䛭のの㛵係⪅䛃の合䛜᭱䜒ከい。≉に学のዪᛶ研究支援⪅に

䛚いて䛿、䛂研究事務䛭のの㛵係⪅䛃の合䛜⣙ 7 䛸᭱䜒ከい。 

 
2.3.1 ྛᅜ◊✲ᨭ⪅䛾≧ἣ 

研究支援⪅䛿、研究開Ⓨの担いᡭ䛸して㔜せ䛺

Ꮡᅾ䛷䛒るに䜒かか䜟ら䛪、研究開Ⓨの࿘㎶ⓗᏑ

ᅾ䛸⪃䛘ら䜜䛜䛱䛷䛒る。しかし、」㞧、つᶍ

した⌧௦の研究開Ⓨに䛚いて、研究⪅䛸研究支援

⪅䛿研究開Ⓨの担いᡭ䛸して䛸䜒に㔜せ䛺ᙺを

ᯝたしている。研究支援⪅䜒ྵ䜑た研究ᚑ事⪅ᩘ

の⤫ィ䛿ྛ国に䛒る䛜、研究⪅ྠᵝ、国に䜘䛳てᕪ

␗䛜䛒る。OECD䛂䝣ラス䜹䝔䜱・䝬䝙䝳䜰䝹 2015䛃に

䜘䜜䜀、䇾Technicians and equivalent staff䇿（䝔䜽䝙シ

䝱ン及びྠ➼のスタ䝑䝣） 13及び䇾Other supporting 

staff”（䛭のの支援スタ䝑䝣）14䛜い䜟䜖る、研究支

援⪅に┦当している。 

ᅗ⾲ 2-3-1 にྛ国の䛂研究支援⪅䛃について⡆

༢に♧䛩。日本、䝣ランス、㡑国䛿、研究開Ⓨ⤫ィ

調査に䛚䛡る㉁ၥ⚊中の㡯┠ྡ、䝗イ䝒䛿研究開

Ⓨ㈨ᩱ中の㡯┠ྡを♧した。⡿国䛸中国について

䛿 OECD, 䇾R&D Statistics䇿に研究支援⪅のデータ

䛜ᥖ㍕䛥䜜てい䛺いの䛷、ᐃ⩏䜒♧してい䛺い。䛺

䛚、研究支援⪅䜒研究⪅䛸ྠᵝに実ᩘ（HC）䛸研究

業務を䝣䝹タイム⟬したᩘ（FTE）䛷ィ測䛥䜜てい

る。ᅗ⾲ 2-3-1 に䛚いて（HC）䛸䛒るの䛿実ᩘ್䛷

䛒る。 

ᅗ⾲ 2-3-2 に䛿主せ国の研究⪅ 1 ே当た䜚の研

究支援⪅ᩘを部㛛ู、業務ู（䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃䛸䛂䛭

のの支援スタ䝑䝣䛃）䛷♧した。ここ䛷い䛖䛂䝔䜽䝙シ

䝱ン䛃䛸䛿、上㏙した OECD 䛜ᐃ⩏した䇾Technicians 

 
13 䝔䜽䝙シ䝱ン及びこ䜜䛸ྠ➼のスタ䝑䝣䛸䛿、䛭の主たる任務䛜、ᕤ学、

≀⌮・⏕科学、♫会科学、ே文科学の䛖䛱୍つ䛒るい䛿」ᩘの分㔝に

䛚䛡る技術ⓗ䛺▱㆑及び⤒㦂をᚲせ䛸䛩るே々䛷䛒る。ᙼら䛿、㏻ᖖ、研

究⪅の指ᑟの下に、ᴫᛕのᛂ⏝䜔実㝿ⓗ方ἲ及び研究ᶵჾの⏝に㛵

and equivalent staff䇿䛷䛒䜚、䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃

䛸䛿䇾Other supporting staff䇿䛷䛒る。 

日本䛿、全ての部㛛に䛚いて䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃䜘䜚

䜒䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃の方䛜ከい。こ䜜䛿日本

の䜏䛷ぢら䜜るഴྥ䛷䛒る。こ䜜にᑐして、䜘䜚研究

⪅に㏆䛟ᑓ㛛ⓗ▱㆑を᭷䛩る䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃につい

て䛿、䛹の部㛛に䛚いて䜒国䛸ẚ㍑して䜒ᑡ䛺い。

≉に学部㛛䛷䛿 0.05 ே䛸ᴟ䜑てᑡ䛺い≧ἣ䛷䛒

る。 

䝗イ䝒䛷䛿、企業に䛚䛡る䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃のᩘ䛜

ከ䛟、䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃のಸ以上䛷䛒る。公

ⓗᶵ㛵及び㠀Ⴀᅋయ、学䛷䛿䛂䛭のの支援

スタ䝑䝣䛃の方䛜䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃䜘䜚ከい。 

䝣ランス䛷䛿、全ての部㛛䛷䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃の方

䛜䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃䜘䜚ከい。䛺䛚、企業に

䛚いて䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃のᩘ䛿≉にᑡ䛺䛟、

䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃䛸のᕪ䛜ⴭしい。 

ⱥ国䛿企業、公ⓗᶵ㛵の部㛛䛷䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃

の方䛜䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃䜘䜚ከい。䛺䛚、

学に䛚䛡る䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃のᩘ್䛿OECDのぢ✚䜚

್䛷䛒る。䜎た、䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃の್䛿ฟ

䛸䛺䛳た㈨ᩱにᥖ㍕䛥䜜てい䛺い。 

㡑国䛷䛿全ての部㛛䛷䛂䝔䜽䝙シ䝱ン䛃の方䛜䛂䛭

のの支援スタ䝑䝣䛃䜘䜚ከい。学部㛛の䛂䝔䜽䝙

シ䝱ン䛃、䛂䛭のの支援スタ䝑䝣䛃䛜ඹにの部㛛䛸

ẚ䜉て᭱䜒ከ䛟、国䛸䛿㐪䛖ഴྥをぢ䛫ている。こ

の୍ᅉ䛸して、㡑国䛷䛿研究にཧ画しているಟኈ課

䜟る科学技術ⓗ䛺任務を㐙⾜䛩るこ䛸に䜘䛳て研究開Ⓨにཧຍ䛩る。 
14 䛭のの支援スタ䝑䝣に䛿、R䠃D 䝥䝻䝆䜵䜽䝖にཧຍ、䛒るい䛿䛭䛖した

䝥䝻䝆䜵䜽䝖䛸┤᥋に㛵係している⇍⦎及びᮍ⇍⦎の職ே、⟶⌮、⛎書・

事務スタ䝑䝣䛜ྵ䜎䜜る。 
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⛬の学⏕が研究⿵ຓ者に計上されていることがᣲ

䛢られる。 

 

 

【図表 2-3-1】 ྛᅜ㒊㛛別の研究ᨭ者 

 
注： 
1)  ྛᅜの値は FTE 値䛷䛒る。日本の大学はᐇ数（HC）値䛷䛒る。  
2)  ⡿ᅜと୰ᅜに䛴いては 㻻㻱㻯㻰㻘 “㻾㻒㻰 㻿㼠a㼠㼕㼟㼠㼕㼏㼟”にデータ䛜ᥖ㍕䛥䜜ていないの䛷、ᐃ⩏も示していない。 
資料： 
日本：⥲ົ┬、䛂科学技術研究ㄪᰝሗ࿌䛃 
䝗イ䝒のᴗと大学、フランスのᴗ、ⱥᅜ、୰ᅜ：㻻㻱㻯㻰㻘 “㻾㻒㻰 㻿o㼡r㼏e㼟 an㼐 㻹e㼠㼔o㼐㼟 㻰a㼠a㼎a㼟e䇿 
フランスのᴗ௨እ：㧗等ᩍ⫱・研究・イノベーション┬(㻹㻱㻿㻾㻵)、䇾㻴㼕㼓㼔er 㻱㼐㼡㼏a㼠㼕on an㼐 㻾e㼟ear㼏㼔㻘 㻲a㼏㼠㼟 an㼐 㻲㼕㼓㼡re㼟䇿 
㡑ᅜ：科学技術ሗ㏻ಙ㒊、㻷㻵㻿㼀㻱㻼、䛂201㻤 年度研究開Ⓨ活動ㄪᰝሗ࿌᭩䛃 
䝗イ䝒の公的ᶵ㛵（㠀Ⴀᅋయをྵ䜐）：科学技術ᨻ⟇研究ᡤ、䛂要ᅜにおける研究開Ⓨ㛵㐃統計のᐇែ： ᐃ᪉ἲに䛴いてのᇶ♏ㄪᰝ䛃（ㄪᰝ資料-
143）2007 年 10 月 
 

【図表 2-3-2】 要ᅜの㒊㛛別研究者一ேᙜたりのᴗົ別研究ᨭ者数 

 
注： 
1)  研究ᨭ者はᅜによ䛳てᐃ⩏ཬ䜃 ᐃ᪉ἲに㐪い䛜䛒る。䜎た、ྛ㒊㛛によ䛳ても㐪い䛜䛒るた䜑ᅜ㝿ẚ㍑䛩ると䛝は注ព䛜ᚲ要䛷䛒る。ྛᅜ研究

ᨭ者の㐪いに䛴いては図表 2-3-1 を参照の䛣と。  
2)  研究者の注は表 2-1-1 とྠ䛨。  
3)  FTE 値䛷䛒る。た䛰し、日本の大学は HC（ᐇ数）䛷䛒る。 
4)  日本のテクニシャンは䛂研究⿵ຓ者䛃䛷䛒る。䛭ののᨭスタッフは䛂技⬟者䛃ཬ䜃䛂研究ົ䛭のの㛵ಀ者䛃䛷䛒る。 
5)  䝗イ䝒のᴗは見✚り値䛷䛒る。 
㻢)  フランスはᬻᐃ値䛷䛒る。 
7)  ⱥᅜの大学の研究ᨭ者は見✚り値䛷䛒る。 
㻤)  㡑ᅜのテクニシャンは䛂研究ᨭ・技⬟ேᮦ䛃䛷䛒る。䛭ののᨭスタッフは䛂研究⾜ᨻ・䛭ののᨭேᮦ䛃䛷䛒る。 
資料： 
日本：⥲ົ┬、䛂科学技術研究ㄪᰝሗ࿌䛃 
䛭ののᅜ：㻻㻱㻯㻰䠈䇾㻾㻒㻰 㻿㼠a㼠㼕㼟㼠㼕㼏㼟䇿 
参照：表 2-3-2 
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日本(2020年) 䝗イ䝒(201㻤年) フランス(2017年) ⱥᅜ(201㻤年) 㡑ᅜ(201㻤年)

研
究
者
一
ே
ᙜ
た
り
の
研
究
ᨭ

者
数

テクニシャン 䛭ののᨭスタッフே

ᅜ ᴗ 大学 公的ᶵ㛵 㠀Ⴀᅋయ

日本

䝗イ䝒

䐟テクニシャン：技術者、ᐇ㦂ᐊスタッ
フ、技術タ計者など
䐠䛭の：ᚑᴗဨ䜔䛭のの⿵ຓス
タッフと⟶⌮スタッフ

䐟テクニシャン：技術的ཪは図᭩㤋⫋ဨ
䐠䛭の：⟶⌮者、ᚑᴗဨ、大学デ⒪
ᡤのサービス要ဨなど

フランス

䐟研究者の┘╩ୗ䛷科学技術的ᴗົ
をᐇ⾜䛩る䛣と䛷研究開Ⓨに参ຍ䛩る
テクニシャン
䐠研究開Ⓨᴗົにᚑ䛩るᚑᴗဨ
䐡研究開Ⓨᴗົに㛵㐃䛩る⟶⌮ᴗົ
にᚑ䛩るスタッフ

ⱥᅜ フラスカティ・䝬ニュアルのᐃ⩏に準ᣐ ≉ᐃ䛷䛝ていない フラスカティ・䝬ニュアルのᐃ⩏に準ᣐ 200㻢年௨㝆は推計値

㡑ᅜ
研究⿵ຓ者
䚷䐟研究ᨭ・技⬟ேᮦ
䚷䐠研究⾜ᨻ・䛭ののᨭேᮦ

研究⿵ຓ者
䚷䐟研究参ಟኈㄢ⛬学⏕（ཪは学ኈ
学位者）
䚷䐠䛭ののᨭேᮦ
䚷䚷（研究⟶⌮ཬ䜃ົ⿵ຓ）

研究⿵ຓ者
䚷䐟研究ᨭ・技⬟ேᮦ
䚷䐠研究⾜ᨻ・䛭ののᨭேᮦ

研究⿵ຓ者
䚷䐟研究ᨭ・技⬟ேᮦ
䚷䐠研究⾜ᨻ・䛭ののᨭேᮦ

䐟研究⿵ຓ者：研究者のᣦ示にᚑい資料㞟、᳨ᰝ・ ᐃ、ヨ㦂、記㘓、⤒ᖖ的ほ 作ᴗなどにᚑして、研究者を⿵బ䛩る者
䐠技⬟者：研究活動にᑐして研究者ཪは研究⿵ຓ者のᣦᑟ・┘╩のୗに、ᑓ㛛的な技術サービスをᥦ౪䛩る䛣とを⫋ົと䛩る者（᳨ᰝ・ ᐃᑓ㛛の技ᖌ、↓⳦動≀の㣫
⫱にᚑ䛩る者、ヨ㦂用ᮦ料の作成・ຍᕤにᚑ䛩る者など）
䐡研究ົ䛭のの㛵ಀ者：ᗢົ、⤒⌮、⚟ཌ⏕など、研究組織・タを㐠用䛩るた䜑にᚲ要な㛵ಀ者

䐟㼀e㼏㼔n㼕㼟㼏㼔e㼟 per㼟onal ：技⬟⫋
䐠㻿on㼟㼠㼕㼓e：䛭の（研究開Ⓨの分㔝に┤᥋䛛䛛るᑓ㛛ປാ者、⿵ຓປാຊ者、
ົဨなど）

研究開Ⓨプロジェクトのᐇに㈉⊩䛩るཪは䛣の作ᴗに┤᥋㛵ಀ䛩るての者（テクニシャンཬ䜃ྠ等のスタッフ、ົ・⛎᭩
スタッフ）

ᅜ㝿ẚ㍑
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程の学生が研究補助者に計上されていることが挙

げられる。 

 

 

【【図図表表 22--33--11】】  各各国国部部門門別別のの研研究究支支援援者者  

 
注： 
1) 各国の値は FTE 値である。日本の大学は実数（HC）値である。  
2) 米国と中国については OECD, “R&D Statistics”にデータが掲載されていないので、定義も示していない。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
ドイツの企業と大学、フランスの企業、英国、中国：OECD, “R&D Sources and Methods Database” 
フランスの企業以外：高等教育・研究・イノベーション省(MESRI)、“Higher Education and Research, Facts and Figures” 
韓国：科学技術情報通信部、KISTEP、「2018 年度研究開発活動調査報告書」 
ドイツの公的機関（非営利団体を含む）：科学技術政策研究所、「主要国における研究開発関連統計の実態：測定方法についての基礎調査」（調査資料-
143）2007 年 10 月 
 

【【図図表表 22--33--22】】  主主要要国国のの部部門門別別研研究究者者一一人人当当たたりりのの業業務務別別研研究究支支援援者者数数  

 
注： 
1) 研究支援者は国によって定義及び測定方法に違いがある。また、各部門によっても違いがあるため国際比較するときは注意が必要である。各国研究

支援者の違いについては図表 2-3-1 を参照のこと。  
2) 研究者の注は表 2-1-1 と同じ。  
3) FTE 値である。ただし、日本の大学は HC（実数）である。 
4) 日本のテクニシャンは「研究補助者」である。その他の支援スタッフは「技能者」及び「研究事務その他の関係者」である。 
5) ドイツの企業は見積り値である。 
6) フランスは暫定値である。 
7) 英国の大学の研究支援者は見積り値である。 
8) 韓国のテクニシャンは「研究支援・技能人材」である。その他の支援スタッフは「研究行政・その他の支援人材」である。 
資料： 
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」 
その他の国：OECD，“R&D Statistics” 
参照：表 2-3-2 
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日本(2020年) ドイツ(2018年) フランス(2017年) 英国(2018年) 韓国(2018年)

研
究
者
一
人
当
た
り
の
研
究
支
援
者
数

テクニシャン その他の支援スタッフ人

国 企業 大学 公的機関 非営利団体

日本

ドイツ

①テクニシャン：技術者、実験室スタッ
フ、技術設計者など
②その他：従業員やその他の補助ス
タッフと管理スタッフ

①テクニシャン：技術的又は図書館職員
②その他：管理者、従業員、大学診療
所のサービス要員など

フランス

①研究者の監督下で科学技術的業務
を実行することで研究開発に参加する
テクニシャン
②研究開発業務に従事する従業員
③研究開発業務に関連する管理業務
に従事するスタッフ

英国 フラスカティ・マニュアルの定義に準拠 特定できていない フラスカティ・マニュアルの定義に準拠 2006年以降は推計値

韓国
研究補助者
　①研究支援・技能人材
　②研究行政・その他の支援人材

研究補助者
　①研究参与修士課程学生（又は学士
学位者）
　②その他の支援人材
　　（研究管理及び事務補助）

研究補助者
　①研究支援・技能人材
　②研究行政・その他の支援人材

研究補助者
　①研究支援・技能人材
　②研究行政・その他の支援人材

①研究補助者：研究者の指示に従い資料収集、検査・測定、試験、記録、経常的観測作業などに従事して、研究者を補佐する者
②技能者：研究活動に対して研究者又は研究補助者の指導・監督の下に、専門的な技術サービスを提供することを職務とする者（検査・測定専門の技師、無菌動物の飼
育に従事する者、試験用材料の作成・加工に従事する者など）
③研究事務その他の関係者：庶務、経理、福利厚生など、研究組織・施設を運用するために必要な関係者

①Technisches personal ：技能職
②Sonstige：その他（研究開発の分野に直接かかる専門労働者、補助労働力者、
事務員など）

研究開発プロジェクトの実施に貢献する又はこの作業に直接関係する全ての者（テクニシャン及び同等のスタッフ、事務・秘書
スタッフ）

国際比較

注意
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22..33..22 日日本本のの研研究究支支援援者者::  男男女女別別研研究究支支援援

者者数数のの内内訳訳  

2.3.1 では研究者一人当たりの状況を見たが、

この節では日本の研究支援者の 3 つ業務区分

（研究補助者、技能者、研究事務その他の関係者）

について、部門別、男女別に分類し、その状況を

見る(図表 2-3-3)。 

企業の研究支援者は、男性が多く、女性の約 3

倍である。男性は「研究補助者」、「技能者」が多く、

女性は「研究事務その他の関係者」、「研究補助

者」が多い。また、男女共に 2007 年をピークに減

少した後、近年回復傾向を示している。 

公的機関では、男性の研究支援者が多いが、

女性との差は少ない。男女共に「研究事務その他

の関係者」が多い。男性で次に多いのは「技能者」

であるのと比較して、女性では「研究補助者」が多

い。男性の数がほとんど横ばいに推移ししている

のに対して、女性は増加している。 

大学については、男性、女性共に「研究事務そ

の他の関係者」の数が多い。次いで多いのは、男

性では「技能者」、女性では「研究補助者」である。

女性については全ての業務において数が大きく

増加しており、女性の研究支援者数が男性を上

回っている部門である。 

非営利団体では、男性、女性共に「研究事務そ

の他の関係者」の数が多い。2002 年時点では男

性、女性の研究支援者の数は同程度であったが、

男性は減少し、女性はほぼ横ばいに推移している。 

3 つの業務区分のバランスの部門別による違い

を見ると、企業では「研究補助者」が最も多く、「研

究事務その他の関係者」が少ない。企業以外の

部門では「研究事務その他の関係者」が最も多い。

その傾向が最も顕著なのは大学である。

  

【【図図表表 22--33--33】】  日日本本のの部部門門別別男男女女別別のの研研究究支支援援者者数数のの推推移移  
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((CC))大大学学  

  

((DD))非非営営利利団団体体  

 
注： 
1) HC(実数)である。企業の 2010 年以前は営利を伴う特殊法人・独立行政法人を含む。 
2) 「研究補助者」とは「研究者」を補佐し、その指導に従って研究に従事する者。 
3) 「技能者」とは「研究者」、「研究補助者」以外の者であって「研究者」、「研究補助者」の指導及び監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者。 
4) 「研究事務その他の関係者」とは「研究補助者」、「技能者」以外の者で、研究関係業務のうち庶務、会計、雑務等に従事する者。 
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 2-3-3 
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➨ 3 ❶ 㧗➼ᩍ⫱䛸⛉Ꮫᢏ⾡ேᮦ 
科学技術に㛵連䛩るேᮦの育成䛿、科学技術⯆をᅗる上䛷᭱䜒㔜せ䛺基盤の䜂䛸つ䛷䛒る。本章䛷䛿、

学ᰯ教育に䛚䛡る科学技術ேᮦの育成について、主に㧗➼教育ᶵ㛵䛷䛒る学の≧ἣをぢる。㧗➼教育の

ྛẁ㝵䛷のධ学の≧ἣ、༞業ᚋの進㊰、♫会ே学⏕の≧ἣ、䜎た、学ྲྀᚓ⪅についての国㝿ẚ㍑をヨ䜏

る。 

 
3.1 ᪥ᮏ䛾ᩍ⫱ᶵ㛵䛾Ꮫ⏕ᩘ䛾⌧≧ 

ᅗ⾲ 3-1 䛿、日本の教育シス䝔ムの䛖䛱、本章䛷

ὀ┠䛩る学➼にຍ䛘て、㧗➼学ᰯ、中学ᰯ、小

学ᰯについて、2020 ᖺᗘの学⏕・⏕ᚐ➼ᩘを♧し

た䜒の䛷䛒る。Წ䜾ラ䝣の㧗䛥䛿、ྛ教育ᶵ㛵のಟ

業ᖺ㝈、㠃✚䛿ྛ教育ᶵ㛵にᅾ⡠䛩る学⏕・⏕ᚐ

➼のᩘを⾲している。 

小学ᰯのඣ❺ᩘ䛿 630.1 ே、中学ᰯの⏕ᚐᩘ

䛿 321.1 ே、㧗➼学ᰯ䛿 308.3 ே䛷䛒る。 

学学部の学⏕ᩘ䛿 262.4ே(䛖䛱⮬↛科学⣔

87.7 ே)、▷ᮇ学の学⏕ᩘ䛿 10.5 ே(䛖䛱⮬

↛科学⣔ 1.3 ே)䛷䛒る。学㝔ಟኈ課⛬䛿 16.0

ே（䛖䛱⮬↛科学⣔ 10.0 ே）、༤ኈ課⛬䛿 7.5

ே（䛖䛱⮬↛科学⣔ 5.1 ே）䛷䛒る。 

 

 

䛆ᅗ⾲ 3-1䛇 Ꮫᰯᩍ⫱䛻䛚䛡䜛Ꮫ⏕䞉⏕ᚐ➼䛾⌧≧䠄2020 ᖺᗘ䠅 

 
ὀ䠖 
1)  ྛᩍ⫱ᶵ㛵䛾ᮏ⛉䛻ᅾ⡠䛩䜛Ꮫ⏕䞉⏕ᚐ➼䛾ᩘ䛸䛭䛾⌮ᕤ⣔䛾ෆヂ䠄Ⰽ䛴䛝㒊分䠅䜢䚸ᴫᛕⓗ䛻ᅗ♧䛧䛯䜒䛾䛷䛒䜛䚹 
2)  Წ䜾䝷䝣䛾㧗䛥䛿䚸ྛᩍ⫱ᶵ㛵䛾ಟᴗᖺ㝈䚸㠃✚䛿ྛᩍ⫱ᶵ㛵䛻ᅾ⡠䛩䜛Ꮫ⏕䞉⏕ᚐ➼䛾ᩘ䜢⾲䛧䛶䛔䜛䚹 
3)  Ꮫ䚸Ꮫ㝔䛾䛂⮬↛⛉Ꮫ⣔䛃䛸䛿䚸⌮Ꮫ⣔䚸ᕤᏛ⣔䚸㎰Ꮫ⣔ཬ䜃་ṑ⸆⣔Ꮫ㒊䛾ྜィ䛷䛒䜛䚹 
4)  ▷ᮇᏛ䛾䛂⮬↛⛉Ꮫ⣔䛃䛸䛿䚸ᕤᴗ䚸㎰ᴗ䚸ಖᏛ⛉䛷䛒䜛䚹 
5)  Ꮫ㝔䛾Ꮫ⏕ᩘ䛿ᑓ㛛⫋Ꮫㄢ⛬䜢㝖䛟䚹 
6)  㧗➼Ꮫᰯ䛾䛂⮬↛⛉Ꮫ⣔䛃䛸䛿䚸ᕤᴗ䛻㛵䛩䜛Ꮫ⛉䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫᰯᇶᮏㄪᰝሗ࿌᭩䛃 
ཧ↷䠖⾲ 3-1 
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3.2 㧗➼ᩍ⫱ᶵ㛵䛾Ꮫ⏕䛾≧ἣ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿日本の学学部のධ学⪅ᩘ䛿 2000ᖺ㡭から䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣していた䛜、2014ᖺᗘを境に䜔䜔ቑຍ

し、2020 ᖺᗘ䛷䛿 63.5 ே䛸䛺䛳た。 

䕿学㝔ಟኈ課⛬のධ学⪅ᩘ䛿 2010 ᖺを䝢ー䜽にῶᑡに㌿䛨た。2015 ᖺᗘを境にධ学⪅ᩘ䛜ቑຍして

いた䛜、2018 ᖺᗘを境にびῶᑡに㌿䛨、2020 ᖺᗘ䛷䛿 7.2 ே䛸䛺䛳た。䜎た、♫会ேಟኈ課⛬ධ

学⪅ᩘ䛿全యの⣙ 10䠂䛷䛒䜚、合に䛝䛺ኚ䛿ぢら䜜䛺い。 

䕿学㝔༤ኈ課⛬のධ学⪅ᩘ䛿、2003 ᖺᗘを䝢ー䜽にῶᑡഴྥに䛒る䛜、2018 ᖺᗘ、2019 ᖺᗘ䛿๓ᖺ

ᗘからᚤቑしている。2020 ᖺᗘ䛿 1.5 ே䛷䛒る。♫会ே༤ኈ課⛬ධ学⪅ᩘについて䛿⥅⥆してቑຍ

している。全యに༨䜑る合䛿 42.4䠂䛸 2003 ᖺᗘ䛸ẚ㍑䛩る䛸⣙ 2 ಸ䛸䛺䛳た。 

䚽学㝔ಟኈ課⛬ಟ⪅の進学⋡䛿ῶᑡഴྥ䛜⥆いて䛚䜚、2020 ᖺᗘ䛷䛿 9.4䠂䛷䛒る。分㔝ู䛷ぢる

䛸䛂♫会科学䛃、䛂⌮学䛃、䛂ே文科学䛃のῶᑡ䛜ⴭしい。 

䕿♫会ே༤ኈ課⛬ᅾ⡠⪅をᑓᨷ分㔝ูにぢる䛸、䛂ಖ䛃⣔䛜⣙ 6 を༨䜑、長ᮇⓗに䜒ⴭし䛟ఙびてい

る。䛂ᕤ学䛃⣔䛿、2008 ᖺᗘ㡭からῶしていた䛜、2018 ᖺᗘからᚤቑしている。♫会ே以外䛷䜒䛂ಖ䛃

⣔䛿ከい䛜、2000䡚2008 ᖺᗘにか䛡て䛝䛟ῶᑡし、䛭のᚋ䜒ῶしている。䛂ᕤ学䛃⣔䛿 2011 ᖺᗘか

らᚤῶに推⛣していた䛜、2019、2020 ᖺᗘ䛷䛿ᚤቑした。 

 
3.2.1 ᏛᏛ㒊䛾ධᏛ⪅ 

18ṓேཱྀについてぢる䛸、1991ᖺに䛚䛡る 206.8

ேを䝢ー䜽にῶᑡに㌿䛨ている。ᚋ䜒ῶᑡഴྥ

䛷推⛣䛩る䜒の䛸䜏ら䜜、2030 ᖺ㡭に䛿䝢ー䜽の

༙分䜎䛷ῶᑡ䛩る䜒の䛸推ィ䛥䜜ている（ᅗ⾲ 3-2-

1）。 

学学部䜈のධ学⪅ᩘ䛿、進学ពḧの㧗䜎䜚䛸

ᐃ員ᣑの下、ቑຍし⥆䛡ていた。2000 ᖺ௦にධ

る䛸䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣し、2015 ᖺ㡭からᚤቑしてい

る。進学⋡（18 ṓேཱྀにᑐ䛩る学ධ学⪅ᩘの

合）について䛿、2020 ᖺ䛷 54.6䠂䛷䛒る。2010 ᖺ

௦にධ䜚、䛭のఙび䛿㐣ཤ䛸ẚ䜉て㕌している䛜、

ここᩘᖺ䛿ఙび⋡䛜䛝い。 
 

䛆ᅗ⾲ 3-2-1䛇 18 ṓேཱྀ䛸ᏛධᏛ⪅ᩘ䛾᥎⛣ 

ὀ䠖 
18 ṓேཱྀ䛿୰᥎ィ䛻䜘䜛䚹ᏛධᏛ⪅ᩘ䛿䚸ᙜヱᖺᗘ䛻Ꮫ䛻ධᏛ䛧䚸䛛䛴⩣ᖺ 5 ᭶ 1 ᪥䠄ㄪᰝᐇᮇ䠅䛻ᅾ⡠䛩䜛⪅䛾ேᩘ䛷䛒䜛䚹㐍Ꮫ⋡䛿䚸
18 ṓேཱྀ䛻ᑐ䛩䜛ᏛධᏛ⪅ᩘ䛾ྜ䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
18 ṓேཱྀ䠖2019 ᖺ䜎䛷䛿䚸⥲ົ┬⤫ィᒁ䠈䛂ேཱྀ᥎ィ䛃䠄ྛᖺ 10 ᭶⌧ᅾ䠅䚹 2020 ᖺ௨㝆䛿ཌ⏕ປാ┬ᅜ❧♫ಖ㞀䞉ேཱྀၥ㢟◊✲ᡤ䚸䛂᪥ᮏ䛾ᑗ᮶᥎
ィேཱྀ䛃䠄ᖹ成 29 ᖺ᥎ィ䠅 
ᏛධᏛ⪅ᩘ䠖ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫᰯᇶᮏㄪᰝሗ࿌᭩䛃 
ཧ↷䠖⾲ 3-2-1 
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33..22 高高等等教教育育機機関関のの学学生生のの状状況況  

 
ポポイインントト  

○日本の大学学部の入学者数は 2000年頃からほぼ横ばいに推移していたが、2014年度を境にやや増加

し、2020 年度では 63.5 万人となった。 

○大学院修士課程の入学者数は 2010 年をピークに減少に転じた。2015 年度を境に入学者数が増加して

いたが、2018 年度を境に再び減少に転じ、2020 年度では 7.2 万人となった。また、社会人修士課程入

学者数は全体の約 10％であり、割合に大きな変化は見られない。 

○大学院博士課程の入学者数は、2003 年度をピークに減少傾向にあるが、2018 年度、2019 年度は前年

度から微増している。2020 年度は 1.5 万人である。社会人博士課程入学者数については継続して増加

している。全体に占める割合は 42.4％と 2003 年度と比較すると約 2 倍となった。 

〇大学院修士課程修了者の進学率は減少傾向が続いており、2020 年度では 9.4％である。分野別で見る

と「社会科学」、「理学」、「人文科学」の減少が著しい。 

○社会人博士課程在籍者を専攻分野別に見ると、「保健」系が約 6 割を占め、長期的にも著しく伸びてい

る。「工学」系は、2008 年度頃から漸減していたが、2018 年度から微増している。社会人以外でも「保健」

系は多いが、2000～2008 年度にかけて大きく減少し、その後も漸減している。「工学」系は 2011 年度か

ら微減に推移していたが、2019、2020 年度では微増した。 

 
33..22..11 大大学学学学部部のの入入学学者者  

18歳人口について見ると、1991年における 206.8

万人をピークに減少に転じている。今後も減少傾向

で推移するものとみられ、2030 年頃にはピーク時の

半分まで減少するものと推計されている（図表 3-2-

1）。 

大学学部への入学者数は、進学意欲の高まりと

定員拡大の下、増加し続けていた。2000 年代に入

るとほぼ横ばいに推移し、2015 年頃から微増してい

る。進学率（18 歳人口に対する大学入学者数の割

合）については、2020 年で 54.6％である。2010 年

代に入り、その伸びは過去と比べて鈍化しているが、

ここ数年は伸び率が大きい。 
 

【【図図表表 33--22--11】】  1188 歳歳人人口口とと大大学学入入学学者者数数のの推推移移  

注： 
18 歳人口は中位推計による。大学入学者数は、当該年度に大学に入学し、かつ翌年 5 月 1 日（調査実施時期）に在籍する者の人数である。進学率は、
18 歳人口に対する大学入学者数の割合である。 
資料： 
18 歳人口：2019 年までは、総務省統計局，「人口推計」（各年 10 月現在）。 2020 年以降は厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所、「日本の将来推
計人口」（平成 29 年推計） 
大学入学者数：文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-1 
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日本の大学学部の入学者数は 2000 年頃からほ

ぼ横ばいに推移していた。2014 年度を境に増加傾

向となり、2020 年度では 63.5 万人となった(図表 3-

2-2(A))。2020 年度の入学者数の内訳を見ると、「社

会科学」系で 20.2 万人、「人文科学」系は 8.7 万人

となった。「自然科学」系では「工学」系で 9.0 万人、

「保健」系は7.5万人、「理学」系は1.8万人、「農学」

系は 1.9 万人となった。また、「その他」は 14.3 万人

である。 

経年変化を見ると、2000 年代に入り、「農学」系、

「保健」系、「その他」が増加する一方で、それ以外

の学部の入学者数は減少傾向にある。 

入学者数を国・公・私立大学別で見てみると（図

表 3-2-2(B)）、私立大学の入学者数が多く、全体の

8 割を占める。2000、2010、2020 年度と継続して入

学者数が減少しているのは国立大学である。公立

大学の入学者数は大きく増加している。 

分野別に見ると、国立大学では「自然科学」系、

特に「工学」系の入学者数が多く、私・公立大学の

入学者数は「社会科学」系が多い。ただし、私立大

学全体で見た構成比では「社会科学」系が減少傾

向にある。また、「保健」系の入学者数は、2000 年

度と比べると国・公・私立大学ともに増加している。

なかでも私立大学については、2000 年度と比較し

て約 3 倍となっている。

 

【【図図表表 33--22--22】】  大大学学（（学学部部））入入学学者者数数  
 

((AA))関関係係学学科科別別のの入入学学者者数数のの推推移移  

 

((BB))国国・・公公・・私私立立別別大大学学のの入入学学者者数数のの推推移移((大大学学学学部部））  

 
注： 
その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-2 
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33..22..22 大大学学院院修修士士課課程程入入学学者者  

大学院修士課程への入学者数は 1990 年以降に

大学院重点化が進んだこともあって、1990～2000

年代前半にかけて大きく増加した。その後、2000 年

代半ばに入ると、その伸びは鈍化し、2010 年をピー

クに減少に転じた。2015 年度を境に入学者数が増

加していたが、2018 年度を境に再び減少に転じ、

2020 年度では 7.2 万人となった（図表 3-2-3(A)）。 

2020 年度の専攻別の内訳(「その他」を除く)を見

ると、「工学」系が 3.1万人と最も多く、次いで「理学」

系及び「社会科学」系 0.6 万人、「保健」系 0.5 万人

となっている。ピーク時の 2010 年度から 2015 年度

にかけて、全ての専攻が減少した。多くの専攻で

2016年度から 2018年度では、再び増加したが（「人

文科学」系は除く）、その後は減少している(「その他」

を除く)。 

社会人修士課程入学者数は 2020 年度で 0.7 万

人、全体に占める割合は 9.8％である。2003 年度か

ら 10％程度で推移している（図表 3-2-3(B)）。 

国・公・私立大学別で見ると、修士課程入学者数

は学部入学者数とは傾向が違い、国立大学が多く、

全体の約 6 割を占めている（2020 年度）。専攻別で

見ると国・公・私立大学ともに「自然科学」系が多く、

なかでも「工学」系が多い(図表 3-2-3(C)）。
 

【【図図表表 33--22--33】】  大大学学院院（（修修士士課課程程））入入学学者者数数  

((AA))専専攻攻別別入入学学者者数数のの推推移移（（修修士士課課程程））  ((BB))社社会会人人入入学学者者数数のの推推移移（（修修士士課課程程））  

 

((CC))国国・・公公・・私私立立別別大大学学入入学学者者数数のの推推移移（（修修士士課課程程））  

 
注： 
1) その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
2) 「社会人」とは、各 5 月 1 日において①職に就いている者（給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、②給料、賃

金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退職した者、③主婦・主夫を指す。 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-3 

（単位：人）
年  度 大  学 合  計 人文科学 社会科学 理  学 工  学 農  学 保  健 その他 うち社会人学生

計 70,336 5,251 10,039 6,285 30,031 3,938 3,424 11,368 -

国  立 41,278 1,814 2,929 4,464 19,336 3,297 1,661 7,777 -

公  立 3,307 233 389 391 1,178 185 326 605 -

私  立 25,751 3,204 6,721 1,430 9,517 456 1,437 2,986 -

計 82,310 5,633 8,341 6,974 36,501 4,746 5,132 14,983 7,930

国  立 45,993 1,624 2,129 4,715 22,331 3,827 2,622 8,745 2,870

公  立 5,305 218 538 634 1,912 184 798 1,021 917

私  立 31,012 3,791 5,674 1,625 12,258 735 1,712 5,217 4,143

計 71,954 4,035 6,305 6,254 30,617 3,798 5,424 15,521 7,085

国  立 41,748 1,333 1,773 4,244 18,903 3,113 2,326 10,056 1,984

公  立 5,000 164 392 571 1,863 148 830 1,032 818

私  立 25,206 2,538 4,140 1,439 9,851 537 2,268 4,433 4,283
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33..22..22 大大学学院院修修士士課課程程入入学学者者  

大学院修士課程への入学者数は 1990 年以降に

大学院重点化が進んだこともあって、1990～2000

年代前半にかけて大きく増加した。その後、2000 年

代半ばに入ると、その伸びは鈍化し、2010 年をピー

クに減少に転じた。2015 年度を境に入学者数が増

加していたが、2018 年度を境に再び減少に転じ、

2020 年度では 7.2 万人となった（図表 3-2-3(A)）。 

2020 年度の専攻別の内訳(「その他」を除く)を見

ると、「工学」系が 3.1万人と最も多く、次いで「理学」

系及び「社会科学」系 0.6 万人、「保健」系 0.5 万人

となっている。ピーク時の 2010 年度から 2015 年度

にかけて、全ての専攻が減少した。多くの専攻で

2016年度から 2018年度では、再び増加したが（「人

文科学」系は除く）、その後は減少している(「その他」

を除く)。 

社会人修士課程入学者数は 2020 年度で 0.7 万

人、全体に占める割合は 9.8％である。2003 年度か

ら 10％程度で推移している（図表 3-2-3(B)）。 

国・公・私立大学別で見ると、修士課程入学者数

は学部入学者数とは傾向が違い、国立大学が多く、

全体の約 6 割を占めている（2020 年度）。専攻別で

見ると国・公・私立大学ともに「自然科学」系が多く、

なかでも「工学」系が多い(図表 3-2-3(C)）。
 

【【図図表表 33--22--33】】  大大学学院院（（修修士士課課程程））入入学学者者数数  

((AA))専専攻攻別別入入学学者者数数のの推推移移（（修修士士課課程程））  ((BB))社社会会人人入入学学者者数数のの推推移移（（修修士士課課程程））  

 

((CC))国国・・公公・・私私立立別別大大学学入入学学者者数数のの推推移移（（修修士士課課程程））  

 
注： 
1) その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
2) 「社会人」とは、各 5 月 1 日において①職に就いている者（給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、②給料、賃

金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退職した者、③主婦・主夫を指す。 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-3 

（単位：人）
年  度 大  学 合  計 人文科学 社会科学 理  学 工  学 農  学 保  健 その他 うち社会人学生

計 70,336 5,251 10,039 6,285 30,031 3,938 3,424 11,368 -

国  立 41,278 1,814 2,929 4,464 19,336 3,297 1,661 7,777 -

公  立 3,307 233 389 391 1,178 185 326 605 -

私  立 25,751 3,204 6,721 1,430 9,517 456 1,437 2,986 -

計 82,310 5,633 8,341 6,974 36,501 4,746 5,132 14,983 7,930

国  立 45,993 1,624 2,129 4,715 22,331 3,827 2,622 8,745 2,870

公  立 5,305 218 538 634 1,912 184 798 1,021 917

私  立 31,012 3,791 5,674 1,625 12,258 735 1,712 5,217 4,143

計 71,954 4,035 6,305 6,254 30,617 3,798 5,424 15,521 7,085

国  立 41,748 1,333 1,773 4,244 18,903 3,113 2,326 10,056 1,984

公  立 5,000 164 392 571 1,863 148 830 1,032 818

私  立 25,206 2,538 4,140 1,439 9,851 537 2,268 4,433 4,283
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33..22..33 大大学学院院博博士士課課程程入入学学者者  

大学院博士課程入学者数は、2003 年度をピーク

に減少傾向が続いている。2010 年度には前年度と

比較して 3.6％の増加、2018、2019 年度には前年

度から微増と変化もみられたが、2020年度は減少し

1.5 万人となった（図表 3-2-4(A)）。 

2020 年度の専攻別の内訳を見ると、「保健」系が

0.6 万人、「工学」系 0.3 万人と多くを占め、「理学」

系、「人文科学」系、「社会科学」系は 0.1 万人程度

である。経年変化を見ると、ほとんどの専攻で 2000

年代に入ると、減少傾向にあるが、「保健」系につい

ては 2000 年代に入って一旦減少したものの、その

後は増加傾向にある。ただし、2020年度では減少し

た。また、「工学」系は 2017 年度を境に微増傾向に

ある。 

博士課程入学者のうち社会人入学者数は増加

傾向にあり、2020 年度では 0.6 万人である（図表 3-

2-4(B)）。全体に占める割合は、2003 年度で 21.7％

であったが、2020 年度では 43.2％と約 2 倍となっ

た。社会人以外の博士課程入学者数の減少の度

合いは、社会人以外の修士課程入学者数よりも著

しい。 

国・公・私立大学別で見ると（図表 3-2-4(C)）、国

立大学が全体の約 7 割を占める。ただし、その数は

2000 年度から 2020 年度にかけて減少している。専

攻別では、国・公・私立大学ともに「自然科学」系を

専攻する入学者が多く、特に「保健」系の入学者数

が多い。 
 

【【図図表表 33--22--44】】  大大学学院院（（博博士士課課程程））入入学学者者数数  

((AA))専専攻攻別別入入学学者者数数のの推推移移（（博博士士課課程程））  ((BB))社社会会人人入入学学者者数数のの推推移移（（博博士士課課程程））  

((CC))国国・・公公・・私私立立別別大大学学入入学学者者数数のの推推移移（（博博士士課課程程））  

 
注： 
1) その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
2) 「社会人」とは、各 5 月 1 日において①職に就いている者（給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、②給料、賃

金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退職した者、③主婦・主夫を指す。 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-4 

（単位：人）

年  度 大  学 合  計 人文科学 社会科学 理  学 工  学 農  学 保  健 その他 うち社会人学生

計 17,023 1,710 1,581 1,764 3,402 1,192 5,339 2,035 -

国  立 11,931 761 638 1,461 2,732 1,070 3,710 1,559 -

公  立 941 71 95 126 172 36 364 77 -

私  立 4,151 878 848 177 498 86 1,265 399 -

計 16,471 1,318 1,303 1,285 3,139 902 5,850 2,674 5,384

国  立 11,021 597 542 1,043 2,529 785 3,740 1,785 3,421

公  立 1,050 51 87 94 135 25 492 166 395

私  立 4,400 670 674 148 475 92 1,618 723 1,568

計 14,659 892 862 1,060 2,634 600 5,972 2,639 6,335

国  立 9,523 451 376 861 2,008 491 3,417 1,919 3,606

公  立 1,133 37 63 85 137 31 634 146 645

私  立 4,003 404 423 114 489 78 1,921 574 2,084
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33..22..44 修修士士課課程程修修了了者者のの進進学学率率  

修士課程修了者のうち、大学院等に進学した者

の割合を見る（図表 3-2-5）。ここでは専修学校・外

国の学校等へ入学した者は除いている。 

修士課程修了者の進学率（全分野）は 1981 年度

時点では 18.7％であった。その後、長期的に減少

傾向にあるが、2020 年度では前年から 0.2 ポイント

増加し 9.4％となった。どの分野で見ても長期的に

減少しており、特に「社会科学」系、「理学」系、「人

文科学」系の減少が著しい。なお、もともと進学率の

低かった「工学」系は減少の度合いも小さい傾向に

ある。 

 

【【図図表表 33--22--55】】  修修士士課課程程修修了了者者のの進進学学率率  

 
注： 
1) 修士課程修了者の進学率とは各年の 3 月時点の修士課程修了者の

うち、大学院等に進学した者の割合。専修学校・外国の学校等へ入学
した者は除く。 

2) その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-5 

33..22..55 女女性性入入学学者者のの状状況況  

大学学部の全入学者数に占める女性入学者数

の割合は着実に増加している。2020 年度では、

45.7％を占めている（図表 3-2-6）。 

分野別に見ると、「人文科学」系が大きく、1981 年

度から 60～70％で推移している。2020 年度では

65.0％である。「保健」系については、継続して増加

傾向にある。2020 年度では 65.8％であり、わずかで

はあるが「人文科学」系より大きくなっている。「工学」

系は最も小さい割合であるが(16.0％)、1981 年度と

比較すると、約 7 倍となっている。 

 

【【図図表表 33--22--66】】  大大学学学学部部のの入入学学者者数数にに占占めめるる女女

性性のの割割合合  

 
注： 
その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-6 
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33..22..44 修修士士課課程程修修了了者者のの進進学学率率  

修士課程修了者のうち、大学院等に進学した者

の割合を見る（図表 3-2-5）。ここでは専修学校・外

国の学校等へ入学した者は除いている。 

修士課程修了者の進学率（全分野）は 1981 年度

時点では 18.7％であった。その後、長期的に減少

傾向にあるが、2020 年度では前年から 0.2 ポイント

増加し 9.4％となった。どの分野で見ても長期的に

減少しており、特に「社会科学」系、「理学」系、「人

文科学」系の減少が著しい。なお、もともと進学率の

低かった「工学」系は減少の度合いも小さい傾向に

ある。 

 

【【図図表表 33--22--55】】  修修士士課課程程修修了了者者のの進進学学率率  

 
注： 
1) 修士課程修了者の進学率とは各年の 3 月時点の修士課程修了者の

うち、大学院等に進学した者の割合。専修学校・外国の学校等へ入学
した者は除く。 

2) その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-5 

33..22..55 女女性性入入学学者者のの状状況況  

大学学部の全入学者数に占める女性入学者数

の割合は着実に増加している。2020 年度では、

45.7％を占めている（図表 3-2-6）。 

分野別に見ると、「人文科学」系が大きく、1981 年

度から 60～70％で推移している。2020 年度では

65.0％である。「保健」系については、継続して増加

傾向にある。2020 年度では 65.8％であり、わずかで

はあるが「人文科学」系より大きくなっている。「工学」

系は最も小さい割合であるが(16.0％)、1981 年度と

比較すると、約 7 倍となっている。 

 

【【図図表表 33--22--66】】  大大学学学学部部のの入入学学者者数数にに占占めめるる女女

性性のの割割合合  
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資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-6 
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日本の大学学部、修士課程、博士課程別入学者

数の男女別の内訳を見る（図表 3-2-7）。 

学部の入学者数は、女性については継続して増

加しているが、男性は 2000 年度と比べて減少して

いる。分野別に見ると、男女ともに、「自然科学」系よ
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【【図図表表 33--22--77】】  学学部部・・修修士士課課程程・・博博士士課課程程別別入入学学者者数数（（女女性性とと男男性性））  
 

((AA))女女性性入入学学者者  

 

((BB))男男性性入入学学者者  

 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-7 
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33..22..66 高高等等教教育育機機関関のの社社会会人人学学生生  

高等教育機関を活用し、社会人の学習意欲の高

まりに対応した再教育の機会を充実させることは、

高度な人材育成の促進、活用に役立ち、さらには

社会全体の活性化にもつながる。ここでは、再教育

の機会として、大学院における社会人学生に注目し、

日本の状況を詳細に見る。 

 

（1）社会人大学院生(在籍者) 

全大学院生数、社会人大学院生数の推移を見る

と（図表 3-2-8）、2010 年度までは、ともに増加をみ

せていた。2011 年度をピークに全大学院生数は減

少に転じ、その後は微細な増減を繰り返している。

社会人大学院生数については、増加度合いは小さ

くなったが、増加傾向は続いている。 

この結果として、日本の全大学院生（在籍者）に

占める社会人大学院生割合は、2000年度の12.1％

から 2020 年度の 24.7％へと、2 倍となった。 

このように大学院に在籍している学生の構成には、

長期的に変化が生じている。 

  

【【図図表表 33--22--88】】  日日本本のの社社会会人人大大学学院院生生((在在籍籍者者))のの状状況況  

 
注： 
1) 「社会人」とは、各 5 月 1 日において①職に就いている者（給料、賃

金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、
②給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退
職した者、③主婦・主夫を指す。 

2) ここでの大学院生とは、修士課程または博士前期課程、博士課程ま
たは博士後期課程、専門職大学院課程のいずれかに在籍する者をい
う。 

資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-8 

 

（2）理工系の社会人大学院生(在籍者) 

「理工」系の修士・博士課程における社会人大学

院生数を学位レベルで見ると（図表 3-2-9）、2020

年度の社会人博士課程学生は 4,564 人、社会人修

士課程学生は 1,298 人であり、社会人の博士課程

学生は修士課程学生の約 4 倍の規模である。 

「理工」系の社会人博士課程学生は 2008 年度ま

で継続的に増加した。その後は減少傾向にあった

が、2017 年度を境に微増に転じ、2020 年度は対前

年度比で 2.8％の増である。 

社会人修士課程学生は 2004 年度にピークを迎

え、その後は減少傾向が続いていた。2014 年度以

降は再び増加していたが、2018 年度で一旦減少し

た。その後は増加し、2020 年度は前年度と比較す

ると 6.4％増加した。 

  

【【図図表表 33--22--99】】  理理工工系系修修士士・・博博士士課課程程ににおおけけるる社社

会会人人大大学学院院生生数数((在在籍籍者者))のの推推移移  

 
注： 
「社会人」とは、各 5 月 1 日において①職に就いている者（給料、賃金、
報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、②給
料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退職した
者、③主婦・主夫を指す。 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-9 
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（3）社会人と社会人以外の専攻別博士課程在

籍者 

大学院生（博士課程）の入学者数が減少傾向に

ある中、社会人の入学者数は増加している（図表 3-

2-4）。社会人博士課程在籍者については、「理工」

系では減少しているが（図表 3-2-9 参照）、その他

の専攻、社会人以外ではどのような状況にあるのだ

ろうか。この節では、社会人と社会人以外の博士課

程の専攻に注目し、博士課程在籍者の状況を見る。 

社会人博士課程在籍者を専攻別に見ると（図表

3-2-10(A)）、「保健」系が著しく伸びている。2020 年

度では 2.0 万人、全体の約 6 割を占める。次いで、

「その他」系が 0.5 万人、「工学」系が 0.4 万人、「社

会科学」系が 0.3 万人と続く。「理学」系は約 500 名

であり、「工学」系の 1/8 程度の規模である。「その

他」系は漸増している。「工学」系は 2008 年度まで

増加した後は微減に転じていたが、2018 年度から

微増している。 

社会人以外でも（図表 3-2-10(B)）、「保健」系が

多いが、2000 年度から 2008 年度にかけて大きく減

少し、その後も漸減している。2020 年度では 1.0 万

人である。次いで「工学」系、「その他」系が 0.9 万人

と続いている。「工学」系は 2010 年度ごろまでは緩

やかに増減を繰り返し、2011 年度から微減に推移

していたが、2019、2020 年度は微増した。「その他」

系については、2014 年度以降は増加し、「工学」系

の在籍者数に近づいている。また、社会人以外の

「理学」系は 0.4 万人であり、「工学」の半分程度の

在籍者がいる。ただし、その数は、長期的には減少

している。 

 

  

【【図図表表 33--22--1100】】  社社会会人人とと社社会会人人以以外外のの専専攻攻別別博博

士士課課程程在在籍籍者者数数のの推推移移  

  

((AA))社社会会人人博博士士課課程程在在籍籍者者  

  

((BB))社社会会人人以以外外のの博博士士課課程程在在籍籍者者  

  

（（CC))博博士士課課程程在在籍籍者者((全全体体))  

 
注： 
1) その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 
2) 「社会人」とは、各 5 月 1 日において①職に就いている者（給料、賃

金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、
②給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退
職した者、③主婦・主夫を指す。 

資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-2-10 
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3.3 ⌮ᕤ⣔Ꮫ⏕䛾㐍㊰ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿䛂⌮ᕤ䛃⣔学部学⏕の進㊰をぢる䛸、2020 ᖺの䛂ᑵ職⪅䛃の合䛿⣙ 6 を༨䜑ている。䛺䛚、䛂ᑵ職⪅䛃

の䛂↓ᮇ㞠⏝䛃の合䛿全యの 57.6䠂、䛂᭷ᮇ㞠⏝（正つの職員➼䛷䛺い⪅）䛃䛿 1.3䠂䛷䛒る。䛂進学⪅䛃

の合䛿 36.4䠂䛸䛺䛳ている。 

䕿䛂⌮ᕤ䛃⣔ಟኈ課⛬ಟ⪅の進㊰をぢる䛸、2020 ᖺの䛂ᑵ職⪅䛃の合䛿⣙ 88䠂䛷䛒䜚、䛂ᑵ職⪅䛃の䛂↓

ᮇ㞠⏝䛃の合䛿全యの 86.5䠂、䛂᭷ᮇ㞠⏝䛃䛿 1.0䠂䛷䛒る。䜋䛸䜣䛹䛜正つの職員䛸してᑵ職している

こ䛸䛜䜟かる。 

䕿䛂⌮ᕤ䛃⣔༤ኈ課⛬ಟ⪅の進㊰をぢる䛸、2020 ᖺの䛂ᑵ職⪅䛃の合䛿 68.9䠂䛷䛒る。䛺䛚、䛂ᑵ職⪅䛃

の䛂↓ᮇ㞠⏝䛃䛿全యの 52.5䠂、䛂᭷ᮇ㞠⏝䛃䛿 16.4䠂䛷䛒䜚、学部༞業⪅䜔ಟኈ課⛬ಟ⪅䛸ẚ㍑䛩

る䛸、䛂᭷ᮇ㞠⏝䛃の合䛿ከい。 

䕿䛂⌮ᕤ䛃⣔学部༞業⪅の䛖䛱のᑵ職⪅を産業分㢮ูにぢる䛸、学部学⏕の䛂〇㐀業䛃䜈のᑵ職合䛿

1980 ᖺ௦に䛿 50䠂ྎ䛷䛒䛳た䛜、㏆ᖺ䛿⥅⥆してῶᑡして䛚䜚、2020 ᖺ䛷䛿 26.3䠂に䛺䛳ている。㠀

〇㐀業（研究、教育を㝖䛟）䛿ቑຍして䛚䜚、2020 ᖺ䛷䛿 71.5䠂䛷䛒る。 

䕿䛂⌮ᕤ䛃⣔ಟኈ課⛬学⏕のᑵ職⪅のሙ合、䛂〇㐀業䛃䜈のᑵ職合䛿、1980 ᖺ௦に䛿 70䠂ྎ䛷䛒䛳た

䛜、䛭のᚋ䛿ῶᑡഴྥ䛜⥆䛝、2010 ᖺ以㝆䛿 50䠂ྎ䛸䛺䛳た。2015 ᖺ㡭からᚤቑしていた䛜、2020 ᖺ

䛿 56.2䠂䛷䛒䜚、ᖺ䜘䜚 1.7 䝫イン䝖ῶᑡした。㠀〇㐀業（研究、教育を㝖䛟）䛿ቑຍഴྥに䛒䛳た䛜、

2014 ᖺを䝢ー䜽にᚤῶഴྥに䛒る。た䛰し、2020 ᖺ䛷䛿๓ᖺ䛸ẚ㍑して 1.8 䝫イン䝖ቑຍし 42.0䠂䛸䛺䛳

た。 

䕿䛂⌮ᕤ䛃⣔༤ኈ課⛬学⏕のᑵ職⪅のሙ合、䛂〇㐀業䛃䜈のᑵ職合䛿ᴫ䛽 30䠂๓ᚋ䛷推⛣して䛚䜚、

2020 ᖺ䛿 32.5䠂䛷䛒る。䛂教育（学ᰯ䜈ᑵ職した⪅䛺䛹）䛃について䛿 1980 ᖺ௦༙䜀に䛿 50䠂に㐩した

こ䛸䜒䛒䛳た䛜、2000 ᖺ௦にධる䛸⣙ 3 䜎䛷ῶᑡし、2020 ᖺ䛷䛿 27.5䠂䛷䛒る。䜎た、䛂研究（学術・研

究開Ⓨᶵ㛵➼䜈ᑵ職した⪅䛺䛹）䛃䛿、2020 ᖺ䛷䛿 13.8䠂䛷䛒る。㠀〇㐀業（研究、教育を㝖䛟）䛿、㏆

ᖺቑຍഴྥに䛒䜚、2020 ᖺ䛿 26.2䠂䛸䛺䛳ている。 

䕿䛂⌮ᕤ䛃⣔の学部༞業⪅、ಟኈ課⛬ಟ⪅、༤ኈ課⛬ಟ⪅のᑵ職⪅を職業分㢮ูにぢる䛸、䛂ᑓ㛛

ⓗ・技術ⓗ職業ᚑ事⪅䛃に䛺る⪅䛜ከい。学部༞業⪅䛷䛿、長ᮇⓗにぢる䛸ቑῶを⧞䜚㏉し䛺䛜ら䜒ῶᑡ

ഴྥに䛒䛳た䛜、2010 ᖺ䛤䜝からቑຍഴྥに䛒る。ಟኈ課⛬、༤ኈ課⛬学⏕䛷䛿᭱新ᖺに䛚いて、䛭

䜜䛮䜜⣙ 90䠂を༨䜑ている䛜、長ᮇⓗにぢる䛸ῶᑡഴྥに䛒る。 

䕿䛂ᑓ㛛ⓗ・技術ⓗ職業ᚑ事⪅䛃の内ヂをぢる䛸、学部༞業⪅䜔ಟኈ課⛬ಟ⪅䛿、䛭の䜋䛸䜣䛹䛜䛂技術

⪅䛃䛷䛒る。༤ኈ課⛬ಟ⪅䛿 1981 ᖺⅬ䛷䛿、䛂教員䛃、䛂技術⪅䛃、䛂研究⪅䛃の㡰に合䛜䛝か䛳

た䛜、䛭のᚋ、䛂教員䛃䛿ῶᑡ、䛂研究⪅䛃䛿ቑຍ、䛂技術⪅䛃䛿䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣し、2010ᖺ㡭から䛿䛂研

究⪅䛃、䛂技術⪅䛃、䛂教員䛃の㡰に合䛜䛝䛟䛺䛳ている。 

➨
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33..33 理理工工系系学学生生のの進進路路  

 
ポポイインントト  

○「理工」系学部学生の進路を見ると、2020 年の「就職者」の割合は約 6 割を占めている。なお、「就職者」

の「無期雇用」の割合は全体の 57.6％、「有期雇用（正規の職員等でない者）」は 1.3％である。「進学者」

の割合は 36.4％となっている。 

○「理工」系修士課程修了者の進路を見ると、2020 年の「就職者」の割合は約 88％であり、「就職者」の「無

期雇用」の割合は全体の 86.5％、「有期雇用」は 1.0％である。ほとんどが正規の職員として就職している

ことがわかる。 

○「理工」系博士課程修了者の進路を見ると、2020 年の「就職者」の割合は 68.9％である。なお、「就職者」

の「無期雇用」は全体の 52.5％、「有期雇用」は 16.4％であり、学部卒業者や修士課程修了者と比較す

ると、「有期雇用」の割合は多い。 

○「理工」系学部卒業者のうちの就職者を産業分類別に見ると、学部学生の「製造業」への就職割合は

1980 年代には 50％台であったが、近年は継続して減少しており、2020 年では 26.3％になっている。非

製造業（研究、教育を除く）は増加しており、2020 年では 71.5％である。 

○「理工」系修士課程学生の就職者の場合、「製造業」への就職割合は、1980 年代には 70％台であった

が、その後は減少傾向が続き、2010 年以降は 50％台となった。2015 年頃から微増していたが、2020 年

は 56.2％であり、昨年より 1.7 ポイント減少した。非製造業（研究、教育を除く）は増加傾向にあったが、

2014 年をピークに微減傾向にある。ただし、2020 年では前年と比較して 1.8 ポイント増加し 42.0％となっ

た。 

○「理工」系博士課程学生の就職者の場合、「製造業」への就職割合は概ね 30％前後で推移しており、

2020 年は 32.5％である。「教育（学校へ就職した者など）」については 1980 年代半ばには 50％に達した

こともあったが、2000 年代に入ると約 3 割まで減少し、2020 年では 27.5％である。また、「研究（学術・研

究開発機関等へ就職した者など）」は、2020 年では 13.8％である。非製造業（研究、教育を除く）は、近

年増加傾向にあり、2020 年は 26.2％となっている。 

○「理工」系の学部卒業者、修士課程修了者、博士課程修了者の就職者を職業分類別に見ると、「専門

的・技術的職業従事者」になる者が多い。学部卒業者では、長期的に見ると増減を繰り返しながらも減少

傾向にあったが、2010 年ごろから増加傾向にある。修士課程、博士課程学生では最新年において、そ

れぞれ約 90％を占めているが、長期的に見ると減少傾向にある。 

○「専門的・技術的職業従事者」の内訳を見ると、学部卒業者や修士課程修了者は、そのほとんどが「技術

者」である。博士課程修了者は 1981 年時点では、「教員」、「技術者」、「研究者」の順に割合が大きかっ

たが、その後、「教員」は減少、「研究者」は増加、「技術者」はほぼ横ばいに推移し、2010年頃からは「研

究者」、「技術者」、「教員」の順に割合が大きくなっている。 

第 3 章 高等教育と科学技術人材 

- 109 - 

33..33..11 理理工工系系学学生生のの就就職職・・進進学学状状況況  

この節では「理学」系及び「工学」系に特化して、

学生の進路状況を見る。ここでいう「就職者」とは経

常的な収入を目的とする仕事についた者であり、一

時的な職業についた者や、アルバイト等は「その他」

に含まれる。また、2012 年から「就職者」が「無期雇

用」と「有期雇用」に分類された。ここでいう「無期雇

用」とは雇用の期間の定めのないものとして就職し

た者であり、「有期雇用」とは雇用の期間が1年以上

で期間の定めのある者であり、かつ 1 週間の所定の

労働時間がおおむね 30～40 時間程度の者をいう。

なお、このデータは調査時点（該当年の 5 月 1 日）

で学校側が把握している学生の進路状況を調査し

たものである。 

 

(1)学部卒業者の進路 

「理工」系の学部卒業者の進路を見ると、「就職

者」の割合は、1980 年代には概ね 80％前後で推移

していたが、1990 年代に入り大きく低下した。2000

年代に入ると増加しつつあったが、2010 年に大きく

減少し、その後は再び増加している。1990 年代後

半からの大学院拡充の影響もあってか、「進学者」

の割合は増加傾向にあった。ただし、2010 年をピー

クに減少し、近年はほぼ横ばいに推移している。 

2020年の「就職者」の割合は、全体の約 6割を占

めている。「就職者」の「無期雇用」の割合は全体の

57.6％、「有期雇用（正規の職員等でない者）」は

1.3％である。「進学者」の割合は 36.4％となってい

る（図表 3-3-1）。 

 

【【図図表表 33--33--11】】  理理工工系系学学部部卒卒業業者者のの進進路路  

 
注： 
1) 各年の 3 月の卒業者の進路を示している。 

2) この図表では、「就職進学者」（進学しかつ就職した者）を「就職者数」
に含めている。  

3) 就職者：経常的な収入を目的とする仕事についた者。 
4) 無期雇用：雇用の期間の定めのないものとして就職した者であり、自

営業種等も含む。 
5) 有期雇用：雇用の期間が１年以上で期間の定めのある者であり、か

つ１週間の所定の労働時間が概ね 30～40 時間程度の者をいう。 
6) 進学者：大学等に進学した者。専修学校・外国の学校等へ入学した者

は除く。 
7) 不明：死亡・不詳の者 
8) その他：上記以外 
資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-3-1 

 

(2)修士課程修了者の進路 

「理工」系修士課程修了者の進路を長期的に見

ると、2000 年代初めまで、構成比に大きな変化は見

られず、「就職者」が全体の約 80％を占めていた。

2000 年代に入ると、就職する者の割合はさらに増

加し、2010 年に若干減少した後は、再び漸増傾向

にある。2020 年の「就職者」の割合は約 88％である。

「就職者」のうち「無期雇用」の割合は全体の 86.5％、

「有期雇用」では 1.0％であり、ほとんどが正規の職

員として就職していることがわかる。「進学者」の割

合は 2000 年代に入り減少傾向にあったが、2010 年

に一時的に増加した。その後は、ほぼ横ばいに推

移しており、2020年では7.6％である（図表3-3-2）。 

  

【【図図表表 33--33--22】】  理理工工系系修修士士課課程程修修了了者者のの進進路路  
 

 
注及び資料： 
図表 3-3-1 と同じ。 
参照：表 3-3-2 

 

(3)博士課程修了者の進路 

「理工」系博士課程修了者の進路を見ると（図表

3-3-3(A)）、「就職者」の割合は、1990年代半ばから

2000 年頃にかけては大きく減少していたが、その後

は増加傾向にあった。2012 年をピークに減少・横ば

いであったが、近年は増加しており 2020 年の「就職

者」の割合は 68.9％である。 
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なお、「就職者」の「無期雇用」は全体の 52.5％、

「有期雇用」は 16.4％であり、学部卒業者や修士課

程修了者と比較すると、「有期雇用」の割合は多い。 

2020 年から雇用形態について詳細なデータが収

集されるようになったことから、詳細な状況を見ると

（図表 3-3-3(B)）、「雇用契約期間が 1 年以上、か

つ FT（フルタイム：常勤）勤務相当の者」は 16.4％、

「雇用契約期間が 1 か月以上 1 年未満の者等」は

5.4％である。2020 年の「理工」系博士課程修了者

に占めるポストドクターの割合は 15.1％である。博

士課程修了者のうちポストドクター1については、「有

期雇用」及び「その他」含まれている。過去のデータ

との継続性の視点から図表 3-3-3(A)では、「雇用契

約期間が 1 年以上かつ FT 勤務相当の者」を就職

者のうち、「有期雇用」としている。 

 

【【図図表表 33--33--33】】  理理工工系系博博士士課課程程修修了了者者のの進進路路  

  

((AA))内内訳訳のの推推移移  

  

((BB))22002200 年年のの内内訳訳  

 

 
1 博士の学位を取得した者又は所定の単位を修得の上博士課程を退学

した者（いわゆる「満期退学者」）のうち、任期付で採用されている者で、①

大学や大学共同利用機関で研究業務に従事している者であって、教授・

准教授・助教・助手等の学校教育法第 92 条に基づく教育・研究に従事す

注及び資料： 
図表 3-3-1 と同じ。 
参照：表 3-3-3 

 

「理工系博士課程修了者の進路」においては、

「理工」系学部卒業者や「理工」系修士課程修了者

に比べて「その他」の占める割合が大きい。 

ここでの「その他」とは学校基本調査における「雇

用契約期間が 1 か月以上 1 年未満の者等」、「臨時

労働者」、「臨床研修医」、「専修学校・外国の学校

等入学者」、「左記以外の者」の合計である。「その

他」の占める割合が大きい要因として、調査実施時

点で進路が確定していない者の影響が考えられる。

学部卒業者や修士課程修了者と異なり、博士課程

修了者の中にはアカデミックポストを目指す者も多

い。企業への就職については、就職活動の時期が

概ね決まっているが、アカデミックポストの公募は年

間を通じて行われる。この為、アカデミックポストを目

指している者の中には、学校基本調査が調査対象

としている卒業の次年度の 5 月 1 日現在で進路が

確定していない者が、一定数いると思われる。これ

らの者については、進学でも就職でもないので、進

路が「左記以外の者」に分類されていると考えられる。

実際、2020 年の「その他」（1,124 人）に占める「左記

以外の者」の割合は約 8 割と大きい。また、進路状

況の調査の際に、進路が決まっていない為、調査

に回答せず、結果として学校では進路状況が把握

できない者（この場合不明となる）も一定数存在する

可能性がある。 

これらから、「理工」系博士課程修了者の「その他」

の占める割合が大きいのは、博士課程修了者のキ

ャリアパスの形態が、学部卒業者や修士課程卒業

者とは異なっているためと言える。 

る職にない者、又は、②独立行政法人等の公的研究機関（国立試験研究

機関、公的試験研究機関を含む。）において研究業務に従事している者

のうち、所属する研究グループのリーダー・主任研究員等の管理的な職に

ない者をいう。 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1981 84 87 90 93 96 99 02 05 08 11 14 17 2020

理
工
系
博
士
課
程
修
了
後
の
進
路
の
割
合

不明

その他

進学者

就職者

就職者のうち

有期雇用

就職者のうち

無期雇用

年

無期雇用労

働者及び自

営業主等

52.5%

雇用契約期間が1年以上,か

つFT勤務相当の者

16.4%

進 学 者

0.5%

その他

25.7%

不明

4.9%うち雇用契約期間が1か月

以上1年未満の者等

5.4%

第
３
章　
　
　

高
等
教
育
と
科
学
技
術
人
材



第 3 章 高等教育と科学技術人材  

 

- 110 - 

なお、「就職者」の「無期雇用」は全体の 52.5％、

「有期雇用」は 16.4％であり、学部卒業者や修士課

程修了者と比較すると、「有期雇用」の割合は多い。 

2020 年から雇用形態について詳細なデータが収

集されるようになったことから、詳細な状況を見ると

（図表 3-3-3(B)）、「雇用契約期間が 1 年以上、か

つ FT（フルタイム：常勤）勤務相当の者」は 16.4％、

「雇用契約期間が 1 か月以上 1 年未満の者等」は

5.4％である。2020 年の「理工」系博士課程修了者

に占めるポストドクターの割合は 15.1％である。博

士課程修了者のうちポストドクター1については、「有

期雇用」及び「その他」含まれている。過去のデータ

との継続性の視点から図表 3-3-3(A)では、「雇用契

約期間が 1 年以上かつ FT 勤務相当の者」を就職

者のうち、「有期雇用」としている。 

 

【【図図表表 33--33--33】】  理理工工系系博博士士課課程程修修了了者者のの進進路路  

  

((AA))内内訳訳のの推推移移  

  

((BB))22002200 年年のの内内訳訳  

 

 
1 博士の学位を取得した者又は所定の単位を修得の上博士課程を退学

した者（いわゆる「満期退学者」）のうち、任期付で採用されている者で、①

大学や大学共同利用機関で研究業務に従事している者であって、教授・

准教授・助教・助手等の学校教育法第 92 条に基づく教育・研究に従事す

注及び資料： 
図表 3-3-1 と同じ。 
参照：表 3-3-3 

 

「理工系博士課程修了者の進路」においては、

「理工」系学部卒業者や「理工」系修士課程修了者

に比べて「その他」の占める割合が大きい。 

ここでの「その他」とは学校基本調査における「雇

用契約期間が 1 か月以上 1 年未満の者等」、「臨時

労働者」、「臨床研修医」、「専修学校・外国の学校

等入学者」、「左記以外の者」の合計である。「その

他」の占める割合が大きい要因として、調査実施時

点で進路が確定していない者の影響が考えられる。

学部卒業者や修士課程修了者と異なり、博士課程

修了者の中にはアカデミックポストを目指す者も多

い。企業への就職については、就職活動の時期が

概ね決まっているが、アカデミックポストの公募は年

間を通じて行われる。この為、アカデミックポストを目

指している者の中には、学校基本調査が調査対象

としている卒業の次年度の 5 月 1 日現在で進路が

確定していない者が、一定数いると思われる。これ

らの者については、進学でも就職でもないので、進

路が「左記以外の者」に分類されていると考えられる。

実際、2020 年の「その他」（1,124 人）に占める「左記

以外の者」の割合は約 8 割と大きい。また、進路状

況の調査の際に、進路が決まっていない為、調査

に回答せず、結果として学校では進路状況が把握

できない者（この場合不明となる）も一定数存在する

可能性がある。 

これらから、「理工」系博士課程修了者の「その他」

の占める割合が大きいのは、博士課程修了者のキ

ャリアパスの形態が、学部卒業者や修士課程卒業

者とは異なっているためと言える。 

る職にない者、又は、②独立行政法人等の公的研究機関（国立試験研究

機関、公的試験研究機関を含む。）において研究業務に従事している者

のうち、所属する研究グループのリーダー・主任研究員等の管理的な職に

ない者をいう。 
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33..33..22 理理工工系系学学生生のの産産業業分分類類別別就就職職状状況況  

この節では、3.3.1 節の「理工系学生の就職・進

学状況」での「就職者」がどこに就職したかを産業分

類別に見る。ここでいう産業分類とは「日本標準産

業分類」を使用しており、事業所の主要業務によっ

て産業を決定している（日本標準産業分類の改定

は 1993、2002、2007、2013 年に行われ、いずれも

翌年から適用されている）。なお、日本標準産業分

類中の「教育」とは「学校教育」のことであり、たとえ

ば小・中・高・大学などはここに含まれる。また「研究」

については「学術・研究開発機関」のことであり、学

術的研究、試験、開発研究などを行う事業所を指

す。 

 

(1)大学学部卒業者のうちの就職者 

「理工」系学部卒業者のうちの就職者の産業分類

別就職割合の推移を見ると（図表 3-3-4）、「製造業」

への就職割合は 1980 年代には 50％台であったが、

1990 年代半ば以降、減少傾向が続いており、2020

年では 26.3％になっている。非製造業（研究、教育

を除く）は増加しており、2020 年では 71.5％である。

「非製造業」のうち「サービス業関連」への就職割合

は、1980 年代の 10％台から 30％台へと増加してお

り、2020 年では 40.0％となった。「サービス業関連」

で最も大きい産業は「情報通信業」である。また、

2010 年には「非製造業」の「その他」の割合が大きく

なったが、その後は減少傾向にある。「その他」には、

「建設業」、「卸売業、小売業」、「公務」などが含ま

れており、最も大きい産業は「建設業」である。 

 

【【図図表表 33--33--44】】  理理工工系系学学部部卒卒業業者者ののううちちのの就就職職者者  

（（産産業業分分類類別別のの就就職職状状況況））  

注： 
1) 就職者数には「就職進学者」（進学しかつ就職した者）を含む。 
2) 1981～2002 年の分類 

サービス業関連：日本標準産業分類（1993 年改定）でのサービス業を
指す。 
教育：日本標準産業分類（1993 年改定）での「サービス業」のうちの
「教育」を指す。 

3) 2003～2007 年の分類 
サービス業関連：日本標準産業分類（2002 年改定）での「情報通信
業」、「飲食店､サービス業」、「医療､福祉」、「教育､学習支援業」、「複
合サービス業」、「サービス業（他に分類されないもの）」を指す。  
教育：日本標準産業分類（2002 年改定）での「教育､学習支援業」のう
ちの「学校教育」を指す。 
研究：日本標準産業分類（2002 年改定）での「サービス業（他に分類さ
れないもの）」のうちの「学術・研究開発」を指す。 

4) 2008 年～の分類 
サービス業関連：日本標準産業分類（2007 年改定）での「学術研究､
専門・技術サービス業」、「宿泊業､飲食サービス業」、「生活関連サー
ビス業」、「教育､学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事業」、
「サービス業（他に分類されないもの）」、「情報通信業」を指す。 
教育：日本標準産業分類（2007 年改定）での「教育､学習支援業」のう
ちの「学校教育」を指す。 
研究：日本標準産業分類（2007 年改定）での「学術研究､専門・技術
サービス業」のうちの「学術・開発研究機関」を指す。  

資料： 
文部科学省、「学校基本調査報告書」 
参照：表 3-3-4 

 

(2)大学院修士課程修了者のうちの就職者 

「理工」系修士課程修了者のうちの就職者の産業

分類別就職割合の推移を見ると（図表 3-3-5）、「製

造業」への就職割合は、1980 年代には 70％程度で

推移していた。その後は減少傾向が続き、2010 年

以降は 50％台となった。2015 年頃から微増してい

たが、2020 年は 56.2％であり、昨年より 1.7 ポイント

減少した。非製造業（研究、教育を除く）は増加傾

向にあったが、2014 年をピークに微減傾向にある。

ただし、2020 年では前年と比較して 1.8 ポイント増

加し 42.0％となった。「非製造業」のうちの「サービス

業関連」への就職割合は、2020 年では 27.0％であ

る。「非製造業」の「その他」も 16.8％を占める。 

 

【【図図表表 33--33--55】】  理理工工系系修修士士課課程程修修了了者者ののううちちのの就就職職者者  

（（産産業業分分類類別別のの就就職職状状況況））  

 
注及び資料： 
図表 3-3-4 と同じ。 
参照：表 3-3-5 
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(3)Ꮫ㝔༤ኈㄢ⛬ಟ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䛂⌮ᕤ䛃⣔༤ኈ課⛬ಟ⪅の産業分㢮ูᑵ職

合の推⛣をぢる䛸（ᅗ⾲ 3-3-6）、䛂〇㐀業䛃䜈のᑵ

職合䛿ᖺに䜘䛳てᕪ␗䛜䛒る䛜、ᴫ䛽 30䠂๓ᚋ

䛷推⛣して䛚䜚、2020 ᖺ䛿 32.5䠂䛷䛒る。全ᮇ㛫を

㏻䛨て䛂㠀〇㐀業䛃䜈のᑵ職合の方䛜䛝い。

䛂㠀〇㐀業䛃の䛖䛱、䛂䝃ービス業㛵連䛃の合䛿

2000 ᖺ௦にධる䛸ቑຍしጞ䜑、୍ᮇ䛿 60䠂を㉸

䛘た䛜、㏆ᖺ䛿ῶᑡഴྥに䛒䜚、2020 ᖺ䛷䛿

55.3䠂に䛺䛳ている。䛂䝃ービス業㛵連䛃の䛖䛱䛂教

育䛃について䛿、1980 ᖺ௦༙䜀に䛿 50䠂に㐩した

こ䛸䜒䛒䛳た䛜、2000 ᖺ௦にධる䛸⣙ 3 䜎䛷ῶᑡ

し、2020 ᖺ䛷䛿 27.5䠂䛷䛒る。䜎た、2003 ᖺからィ

測し䛿䛨䜑た䛂研究䛃䜈のᑵ職合䛿、学部༞業⪅、

ಟኈ課⛬ಟ⪅の合䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝䛟、2020ᖺ

䛷䛿 13.8䠂䛸䛺䛳ている。㠀〇㐀業（研究、教育を

㝖䛟）䛿、㏆ᖺቑຍഴྥに䛒䜚、2020 ᖺ䛿 26.2䠂䛸

䛺䛳ている。 

 

䛆ᅗ⾲ 3-3-6䛇 ⌮ᕤ⣔༤ኈㄢ⛬ಟ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䠄⏘ᴗ分㢮ู䛾ᑵ⫋≧ἣ䠅 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ䠖 
ᅗ⾲ 3-3-4 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 3-3-6 

3.3.3 ⌮ᕤ⣔Ꮫ⏕䛾⫋ᴗูᑵ⫋≧ἣ 

この節䛷䛿 3.3.1 節の䛂⌮ᕤ⣔学⏕のᑵ職・進学

≧ἣ䛃䛷の䛂ᑵ職⪅䛃䛜、䛹の職業についたかを職

業分㢮ูにぢる。ここ䛷い䛖職業分㢮䛸䛿䛂日本標

‽職業分㢮䛃䛷䛒䜚、ಶேの職業を分㢮している。䜘

䛳て、䛭の所ᒓ䛩る事業所の⤒῭άື䛿ၥ䜟䛺い。 

ここ䛷い䛖䛂研究⪅䛃䛸䛿䛂ヨ㦂所・研究所䛺䛹の

ヨ㦂・研究施タ䛷、⮬↛科学に㛵䛩るᑓ㛛ⓗ・科学

ⓗ▱㆑をせ䛩る研究の事にᚑ事䛩る⪅䛃䛷䛒る。

䛂技術⪅䛃䛸䛿䛂科学ⓗ・ᑓ㛛ⓗ▱㆑䛸ᡭẁを⏕産に

ᛂ⏝し、⏕産に䛚䛡る企画、⟶⌮、┘╩、研究䛺䛹

の科学ⓗ、技術ⓗ䛺事にᚑ事䛩る⪅䛃䛷䛒る。䜎

た、䛂教員䛃䛿䛂学ᰯ及び学ᰯ教育に㢮䛩る教育を

⾜䛖施タ➼䛷、学⏕➼の教育・᧦ㆤにᚑ事䛩る⪅䛃

䛷䛒䜚、学の教員䛺䛹䛿ここにྵ䜎䜜る。 

 

(1)ᏛᏛ㒊༞ᴗ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䛂⌮ᕤ䛃⣔学部༞業⪅の職業分㢮ูᑵ職合を

ぢる䛸、1990 ᖺ௦に䛿䛂ᑓ㛛ⓗ・技術ⓗ職業ᚑ事⪅䛃

䛜 80䡚90䠂䛷推⛣していた。長ᮇⓗにぢる䛸ቑῶ

を⧞䜚㏉し䛺䛜ら䜒 2010 ᖺ䛤䜝䜎䛷ῶᑡഴྥに䛒䛳

た䛜、䛭のᚋ䛿ቑຍഴྥに䛒る。䛭の内ヂをぢる䛸

䛂技術⪅䛃䛜ከ䛟を༨䜑ている。䛂技術⪅䛃の中䛷䛿

䛂情報ฎ⌮・㏻ಙ技術⪅䛃䛜᭱䜒ከ䛟を༨䜑る。2020

ᖺの䛂技術⪅䛃䛿全యの 72.0䠂䛷䛒る。䜎た、䛂事務

ᚑ事⪅䛃䜔䛂㈍ᚑ事⪅䛃の職にᑵ䛟⪅䛿長ᮇⓗに

ቑഴྥに䛒䛳た䛜、2010 ᖺ以㝆、䛂事務ᚑ事⪅䛃、

䛂㈍ᚑ事⪅䛃䛸䜒にᚤῶしている（ᅗ⾲ 3-3-7）。 

 

䛆ᅗ⾲ 3-3-7䛇 ⌮ᕤ⣔Ꮫ㒊༞ᴗ⪅䛾⫋ᴗู䛾ᑵ

⫋≧ἣ 

 
ὀ䠖 
1)  ◊✲⪅䠖ヨ㦂ᡤ䞉◊✲ᡤ䛺䛹䛾ヨ㦂䞉◊✲タ䛷䚸⮬↛⛉Ꮫ䛻㛵䛩䜛
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(3)Ꮫ㝔༤ኈㄢ⛬ಟ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䛂⌮ᕤ䛃⣔༤ኈ課⛬ಟ⪅の産業分㢮ูᑵ職

合の推⛣をぢる䛸（ᅗ⾲ 3-3-6）、䛂〇㐀業䛃䜈のᑵ

職合䛿ᖺに䜘䛳てᕪ␗䛜䛒る䛜、ᴫ䛽 30䠂๓ᚋ

䛷推⛣して䛚䜚、2020 ᖺ䛿 32.5䠂䛷䛒る。全ᮇ㛫を

㏻䛨て䛂㠀〇㐀業䛃䜈のᑵ職合の方䛜䛝い。

䛂㠀〇㐀業䛃の䛖䛱、䛂䝃ービス業㛵連䛃の合䛿

2000 ᖺ௦にධる䛸ቑຍしጞ䜑、୍ᮇ䛿 60䠂を㉸

䛘た䛜、㏆ᖺ䛿ῶᑡഴྥに䛒䜚、2020 ᖺ䛷䛿

55.3䠂に䛺䛳ている。䛂䝃ービス業㛵連䛃の䛖䛱䛂教

育䛃について䛿、1980 ᖺ௦༙䜀に䛿 50䠂に㐩した

こ䛸䜒䛒䛳た䛜、2000 ᖺ௦にධる䛸⣙ 3 䜎䛷ῶᑡ

し、2020 ᖺ䛷䛿 27.5䠂䛷䛒る。䜎た、2003 ᖺからィ

測し䛿䛨䜑た䛂研究䛃䜈のᑵ職合䛿、学部༞業⪅、

ಟኈ課⛬ಟ⪅の合䛸ẚ㍑䛩る䛸䛝䛟、2020ᖺ

䛷䛿 13.8䠂䛸䛺䛳ている。㠀〇㐀業（研究、教育を

㝖䛟）䛿、㏆ᖺቑຍഴྥに䛒䜚、2020 ᖺ䛿 26.2䠂䛸

䛺䛳ている。 

 

䛆ᅗ⾲ 3-3-6䛇 ⌮ᕤ⣔༤ኈㄢ⛬ಟ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䠄⏘ᴗ分㢮ู䛾ᑵ⫋≧ἣ䠅 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ䠖 
ᅗ⾲ 3-3-4 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 3-3-6 

3.3.3 ⌮ᕤ⣔Ꮫ⏕䛾⫋ᴗูᑵ⫋≧ἣ 

この節䛷䛿 3.3.1 節の䛂⌮ᕤ⣔学⏕のᑵ職・進学

≧ἣ䛃䛷の䛂ᑵ職⪅䛃䛜、䛹の職業についたかを職

業分㢮ูにぢる。ここ䛷い䛖職業分㢮䛸䛿䛂日本標

‽職業分㢮䛃䛷䛒䜚、ಶேの職業を分㢮している。䜘

䛳て、䛭の所ᒓ䛩る事業所の⤒῭άື䛿ၥ䜟䛺い。 

ここ䛷い䛖䛂研究⪅䛃䛸䛿䛂ヨ㦂所・研究所䛺䛹の

ヨ㦂・研究施タ䛷、⮬↛科学に㛵䛩るᑓ㛛ⓗ・科学

ⓗ▱㆑をせ䛩る研究の事にᚑ事䛩る⪅䛃䛷䛒る。

䛂技術⪅䛃䛸䛿䛂科学ⓗ・ᑓ㛛ⓗ▱㆑䛸ᡭẁを⏕産に

ᛂ⏝し、⏕産に䛚䛡る企画、⟶⌮、┘╩、研究䛺䛹

の科学ⓗ、技術ⓗ䛺事にᚑ事䛩る⪅䛃䛷䛒る。䜎

た、䛂教員䛃䛿䛂学ᰯ及び学ᰯ教育に㢮䛩る教育を

⾜䛖施タ➼䛷、学⏕➼の教育・᧦ㆤにᚑ事䛩る⪅䛃

䛷䛒䜚、学の教員䛺䛹䛿ここにྵ䜎䜜る。 

 

(1)ᏛᏛ㒊༞ᴗ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䛂⌮ᕤ䛃⣔学部༞業⪅の職業分㢮ูᑵ職合を

ぢる䛸、1990 ᖺ௦に䛿䛂ᑓ㛛ⓗ・技術ⓗ職業ᚑ事⪅䛃

䛜 80䡚90䠂䛷推⛣していた。長ᮇⓗにぢる䛸ቑῶ

を⧞䜚㏉し䛺䛜ら䜒 2010 ᖺ䛤䜝䜎䛷ῶᑡഴྥに䛒䛳

た䛜、䛭のᚋ䛿ቑຍഴྥに䛒る。䛭の内ヂをぢる䛸

䛂技術⪅䛃䛜ከ䛟を༨䜑ている。䛂技術⪅䛃の中䛷䛿

䛂情報ฎ⌮・㏻ಙ技術⪅䛃䛜᭱䜒ከ䛟を༨䜑る。2020

ᖺの䛂技術⪅䛃䛿全యの 72.0䠂䛷䛒る。䜎た、䛂事務

ᚑ事⪅䛃䜔䛂㈍ᚑ事⪅䛃の職にᑵ䛟⪅䛿長ᮇⓗに

ቑഴྥに䛒䛳た䛜、2010 ᖺ以㝆、䛂事務ᚑ事⪅䛃、

䛂㈍ᚑ事⪅䛃䛸䜒にᚤῶしている（ᅗ⾲ 3-3-7）。 

 

䛆ᅗ⾲ 3-3-7䛇 ⌮ᕤ⣔Ꮫ㒊༞ᴗ⪅䛾⫋ᴗู䛾ᑵ

⫋≧ἣ 

 
ὀ䠖 
1)  ◊✲⪅䠖ヨ㦂ᡤ䞉◊✲ᡤ䛺䛹䛾ヨ㦂䞉◊✲タ䛷䚸⮬↛⛉Ꮫ䛻㛵䛩䜛

ᑓ㛛ⓗ䞉⛉Ꮫⓗ▱㆑䜢せ䛩䜛◊✲䛾䛻ᚑ䛩䜛⪅䚹◊✲⪅䛿
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2011 ᖺ䛛䜙⫋ᴗ分㢮䛾ᨵṇ䛻䛸䜒䛺䛔䚸ྡ⛠䛜䛂⛉Ꮫ◊✲⪅䛃䛛䜙
䛂◊✲⪅䛃䛸䛺䛳䛯䚹 

2)  ᢏ⾡⪅䠖⛉Ꮫⓗ䞉ᑓ㛛ⓗ▱㆑䛸ᡭẁ䜢⏕⏘䛻ᛂ⏝䛧䚸⏕⏘䛻䛚䛡䜛
⏬䚸⟶⌮䚸┘╩䚸◊✲䛺䛹䛾⛉Ꮫⓗ䚸ᢏ⾡ⓗ䛺䛻ᚑ䛩䜛⪅䚹 

3)  ᩍဨ䠖Ꮫᰯཬ䜃Ꮫᰯᩍ⫱䛻㢮䛩䜛ᩍ⫱䜢⾜䛖タ➼䛷䚸Ꮫ⏕➼䛾ᩍ
⫱䞉᧦ㆤ䛾䛻ᚑ䛩䜛⪅䚹 

4)  ົᚑ⪅䠖୍⯡䛻ㄢ㛗䠄ㄢ㛗┦ᙜ⫋䜢ྵ䜐䠅௨ୖ䛾⫋ົ䛻䛒䜛䜒䛾
䛾┘╩䜢ཷ䛡䛶䚸ᗢົ䞉ィ䚸⏕⏘㛵㐃䞉Ⴀᴗ㈍➼䛻㛵䛩䜛ົཬ
䜃ົ⏝ᶵჾ䛾᧯作䛾䛻ᚑ䛩䜛⪅䚹 

5)  ㈍ᚑ⪅䠖᭷యⓗၟရ䛾ධ䞉㈍䚸ື⏘䞉᭷౯ドๆ䛺䛹䛾㈙
䛾䚸㈙䛾௰❧䞉ྲྀḟ䞉௦⌮䛺䛹䛾㈍㢮ఝ䛾䚸䜎䛯䛿Ⴀᴗ
➼䛾䛻ᚑ䛩䜛⪅䚹 

㈨ᩱ䠖 
ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫᰯᇶᮏㄪᰝሗ࿌᭩䛃 
ཧ↷䠖⾲ 3-3-7 

 

(2)Ꮫ㝔ಟኈㄢ⛬ಟ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䛂⌮ᕤ䛃⣔ಟኈ課⛬ಟ⪅の職業分㢮ูᑵ職

合についてぢる䛸、䛂ᑓ㛛ⓗ・技術ⓗ職業ᚑ事⪅䛃

䛜全యの⣙ 90䠂䛸、୍貫してᴟ䜑てከ䛟を༨䜑てい

る。䛭の内ヂをぢる䛸、䛂技術⪅䛃䛜ከ䛟を༨䜑て䛚䜚、

全యの 80䠂⛬ᗘ䛷推⛣している。䛂技術⪅䛃の中䛷

䛿䛂〇㐀技術⪅（開Ⓨ）䛃䛜᭱䜒ከ䛟を༨䜑る。䛂研究

⪅䛃について䛿、4䡚6䠂ྎ䛷推⛣している。䜎た、

䛂教員䛃の合䛿長ᮇⓗにぢてῶᑡし⥆䛡て䛚䜚、

㏆ᖺ䛷䛿 1䠂ྎに䛺䛳ている。䛂事務ᚑ事⪅䛃䛿

2010 ᖺ㡭䜎䛷ᚤቑしていた䛜、䛭のᚋ䛿ῶᑡഴྥ

に䛒る（ᅗ⾲ 3-3-8）。 

 

䛆ᅗ⾲ 3-3-8䛇 ⌮ᕤ⣔ಟኈㄢ⛬ಟ⪅䛾⫋ᴗู

䛾ᑵ⫋≧ἣ 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ 䠖 
ᅗ⾲ 3-3-7 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 3-3-8 

 

(3)Ꮫ㝔༤ኈㄢ⛬ಟ⪅䛾䛖䛱䛾ᑵ⫋⪅ 

䛂⌮ᕤ䛃⣔༤ኈ課⛬ಟ⪅の職業分㢮ูᑵ職

合についてぢる䛸䛂ᑓ㛛ⓗ・技術ⓗ職業ᚑ事⪅䛃の

合䛿 90䠂以上のỈ‽䛷推⛣している。この内ヂ

をぢる䛸、䛂技術⪅䛃䛜 30䡚40䠂䛷推⛣している。

䛂研究⪅䛃の合䛿 1980ᖺ௦䛷䛿 20䠂䜘䜚小䛥か䛳

たの䛜、2000 ᖺ㡭からቑຍしጞ䜑、㏆ᖺ䛷䛿 40䠂

⛬ᗘ䜎䛷ቑຍして䛚䜚、䛂技術⪅䛃䜘䜚䜒ከ䛟䛺䛳てい

る。た䛰し、2020 ᖺ䛷䛿ῶᑡし 38.6䠂䛸䛺䛳た。䛂教

員䛃の合䛿、40䠂⛬ᗘ䛰䛳た䜒の䛜ῶᑡして䛚䜚、

㏆ᖺ䛷䛿 20䠂以下䛸䛺䛳ている（ᅗ⾲ 3-3-9）。 

 

䛆ᅗ⾲ 3-3-9䛇 ⌮ᕤ⣔༤ኈㄢ⛬ಟ⪅䛾⫋ᴗู

䛾ᑵ⫋≧ἣ 

 
ὀཬ䜃㈨ᩱ 䠖 
ᅗ⾲ 3-3-7 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 3-3-9 
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3.4 Ꮫྲྀᚓ⪅䛾ᅜ㝿ẚ㍑ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿ேཱྀ 100 ே当た䜚の学ኈ・ಟኈ・༤ኈྕྲྀᚓ⪅についての分㔝䝞ランスをぢる䛸、学ኈྕྲྀᚓ⪅に䛚

いて䛿䛂ே文・♫会科学䛃⣔䛜ከ䛟を༨䜑ている国䛜ከい。日本に䛚いて䛿、ಟኈ、༤ኈྕྲྀᚓ⪅に䛺る

につ䜜、䛂⮬↛科学䛃⣔䛜ከ䛟䛺るഴྥに䛒る䛜、国䛷䛿ಟኈྕྲྀᚓ⪅䛷䜒䛂ே文・♫会科学䛃⣔䛜᭱

䜒ከ䛟、༤ኈྕྲྀᚓ⪅䛷䛿䛂⮬↛科学䛃⣔䛜᭱䜒ከ䛟䛺るഴྥに䛒る。 

䕿ேཱྀ 100 ே当た䜚のಟኈྲྀᚓ⪅ᩘについて、2008 ᖺᗘ䛸ẚ㍑䛩る䛸、日本以外の国䛷䛿ቑຍしてい

る。༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘについて䛿、日本䛿ῶᑡ、䝣ランス䛿ᶓ䜀い、の国䛿ቑຍしている。 

䚽ேཱྀ 100 ே当た䜚の༤ኈྕྲྀᚓ⪅の推⛣をぢる䛸、2000 ᖺ௦䛿䝗イ䝒䛜主せ国の中䛷୍␒のつᶍ䛷

䛒䛳た。2010 ᖺᗘ䛤䜝からⱥ国䛜䝗イ䝒に㏣いつ䛝、䛭のᚋ䛿୧国䛸䜒ྠ⛬ᗘに推⛣している。た䛰し、

㏆ᖺ、䝗イ䝒䛿ῶᑡしている。⡿国、㡑国䛿 2000 ᖺᗘに䛿日本䛸ྠ⛬ᗘ䛷䛒䛳た䛜、䛭のᚋ㡰調䛺ఙび

をぢ䛫、᭱新್䛷䛿日本のಸ以上の್䛸䛺䛳ている。 

䕿日本の༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘ䛿 2006 ᖺᗘを䝢ー䜽にῶᑡഴྥに䛒䛳た䛜、2015 ᖺᗘを境にᚤቑして䛚䜚、

2018 ᖺᗘ䛷䛿 15,143 ே䛸䛺䛳た。主せᑓᨷูにぢる䛸、ಖ（་学、ṑ学、⸆学及びಖ学）䛜᭱䜒ከ

䛟、ḟい䛷ᕤ学䛜ከい。 

䚽国公⚾❧学ูの༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘ䛷䛿、国❧学䛜全యの 68.4䠂(2018 ᖺᗘ)を༨䜑る。2005 ᖺᗘ䛸

2020 ᖺᗘをẚ㍑䛩る䛸、国公⚾❧学䛸䜒に༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘ䛿ῶᑡしている。 

 
3.4.1 Ꮫኈ䞉ಟኈ䞉༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘ䛾ᅜ㝿ẚ㍑ 

主せ国の学ኈ・ಟኈ・༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘをேཱྀ

100 ே当た䜚䛷ぢる。ここ䛷い䛖ྲྀᚓ⪅䛿、ẖᖺ、

当ヱ国に䛚いて、新たに学をྲྀᚓしたேᩘをィ

測している。国䛷学をྲྀᚓした⪅䛿、当ヱ国の

データに䛿ྵ䜎䜜てい䛺い。国に䜘䜚学の内ᐜ➼

にᕪ␗䛜䛒る䛜、日本の学ኈ・ಟኈ・༤ኈྕに䛒た

る⪅をᑐ㇟䛸している（ヲ⣽䛿ྛᅗ⾲のὀព書䛝を

ཧ↷のこ䛸）。 

 

(1)ேཱྀ 100 ேᙜ䛯䜚䛾Ꮫኈྕྲྀᚓ⪅ᩘ 

ேཱྀ 100 ே当た䜚の学ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘをぢる䛸

（ᅗ⾲3-4-1）、日本䛿2019ᖺᗘ䛷4,539ே䛷䛒る。 

国の᭱新ᖺの್をぢる䛸、ⱥ国(6,390 ே)、㡑

国(6,338 ே)䛷ከ䛟、⡿国(6,156 ே)䛜⥆䛟。䝗イ䝒、

䝣ランス、中国の᭱新ᖺ䛿日本䜘䜚䜒పいᩘ್䛷䛒

る。2008 ᖺᗘ䛸ྛ国᭱新ᖺをẚ㍑䛩る䛸全ての国

䛷ቑຍしている䛜、≉に䝗イ䝒のఙび䛿ⴭしい。 

ᑓᨷูのᵓ成ẚを䛂⮬↛科学（⌮学、ᕤ学、㎰学、

ಖ➼）䛃、䛂ே文・♫会科学（ே文・ⱁ術、ἲ⤒➼）䛃

䛸䛂䛭の䛃に分䛡てぢる䛸、全ての国䛷䛂ே文・♫会

科学䛃の合䛜䛝い。䛺䛚、2008 ᖺᗘ䛸ẚ㍑して

䛂ே文・♫会科学䛃䛜ῶᑡしているの䛿日本の䜏䛷

䛒る。䜎た、䜋䛸䜣䛹の国䛷、䛂⮬↛科学䛃の方䛜䛂ே

文・♫会科学䛃䜘䜚ఙびている。 

 

䛆ᅗ⾲ 3-4-1䛇 ேཱྀ 100 ேᙜ䛯䜚䛾Ꮫኈྕྲྀᚓ

⪅ᩘ䛾ᅜ㝿ẚ㍑ 

 
ὀ䠖 
1)  ᪥ᮏ䛿ᶆグᖺ 3 ᭶䛾ᏛᏛ㒊༞ᴗ⪅ᩘ䜢ィୖ䚹䛂䛭䛾䛃䛿䚸ᩍ㣴䚸

ᅜ㝿㛵ಀ䚸ၟ⯪➼䛷䛒䜛䚹 
2)  ⡿ᅜ䛿ᙜヱᖺ 9 ᭶䛛䜙ጞ䜎䜛ᖺᗘ䛻䛚䛡䜛Ꮫྲྀᚓ⪅ᩘ䜢ィୖ䚹

䛂䛭䛾䛃䛻䛿䛂㌷⛉Ꮫ䛃䚸䛂Ꮫ㝿◊✲䛃➼䛾Ꮫ⛉䜢ྵ䜐䚹⡿ᅜ䛾᭱᪂
㈨ᩱ䛻ᇶ䛵䛟䝕䞊䝍䛺䛾䛷䚸⛉Ꮫᢏ⾡ᣦᶆ䛾㐣ཤ∧䛸䛿ᩘ್䛜␗䛺
䜛ሙྜ䛜䛒䜛䛯䜑ὀព䚹 

3)  䝗䜲䝒䛿ᙜヱᖺ䛾Ꮫᮇཬ䜃⩣ᖺ䛾ኟᏛᮇ䛻䛚䛡䜛ᑓ㛛Ꮫ䝕䜱䝥
䝻䞊䝮䛸Ꮫኈ䛾ྲྀᚓヨ㦂ྜ᱁⪅ᩘ䚹 

4)  䝣䝷䞁䝇䛿ᙜヱᖺ䠄ᬺᖺ䠅䛻䛚䛡䜛Ꮫྲྀᚓ⪅ᩘ䚹ᅜ❧Ꮫ䛾Ꮫኈྕ
䠄㏻⟬ 3 ᖺ䠅ཬ䜃་䞉ṑ䞉⸆Ꮫ⣔䛾➨୍Ꮫ䚹䠄Diplôme de docteur䡠 
㏻⟬ 5䡚8.5 ᖺ䠅䛾ᤵ௳ᩘ䛷䛒䜛䚹 
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33..44 学学位位取取得得者者のの国国際際比比較較  

 
ポポイインントト  

○人口 100 万人当たりの学士・修士・博士号取得者についての分野バランスを見ると、学士号取得者にお

いては「人文・社会科学」系が多くを占めている国が多い。日本においては、修士、博士号取得者になる

につれ、「自然科学」系が多くなる傾向にあるが、他国では修士号取得者でも「人文・社会科学」系が最

も多く、博士号取得者では「自然科学」系が最も多くなる傾向にある。 

○人口 100 万人当たりの修士取得者数について、2008 年度と比較すると、日本以外の国では増加してい

る。博士号取得者数については、日本は減少、フランスは横ばい、他の国は増加している。 

〇人口 100 万人当たりの博士号取得者の推移を見ると、2000 年代はドイツが主要国の中で一番の規模で

あった。2010 年度ごろから英国がドイツに追いつき、その後は両国とも同程度に推移している。ただし、

近年、ドイツは減少している。米国、韓国は 2000 年度には日本と同程度であったが、その後順調な伸び

を見せ、最新値では日本の倍以上の値となっている。 

○日本の博士号取得者数は 2006 年度をピークに減少傾向にあったが、2015 年度を境に微増しており、

2018 年度では 15,143 人となった。主要専攻別に見ると、保健（医学、歯学、薬学及び保健学）が最も多

く、次いで工学が多い。 

〇国公私立大学別の博士号取得者数では、国立大学が全体の 68.4％(2018 年度)を占める。2005 年度と

2020 年度を比較すると、国公私立大学ともに博士号取得者数は減少している。 

 
33..44..11 学学士士・・修修士士・・博博士士号号取取得得者者数数のの国国際際比比較較  

主要国の学士・修士・博士号取得者数を人口

100 万人当たりで見る。ここでいう取得者は、毎年、

当該国において、新たに学位を取得した人数を計

測している。他国で学位を取得した者は、当該国の

データには含まれていない。国により学位の内容等

に差異があるが、日本の学士・修士・博士号にあた

る者を対象としている（詳細は各図表の注意書きを

参照のこと）。 

 

(1)人口 100 万人当たりの学士号取得者数 

人口 100 万人当たりの学士号取得者数を見ると

（図表3-4-1）、日本は2019年度で4,539人である。 

他国の最新年の値を見ると、英国(6,390 人)、韓

国(6,338 人)で多く、米国(6,156 人)が続く。ドイツ、

フランス、中国の最新年は日本よりも低い数値であ

る。2008 年度と各国最新年を比較すると全ての国

で増加しているが、特にドイツの伸びは著しい。 

専攻別の構成比を「自然科学（理学、工学、農学、

保健等）」、「人文・社会科学（人文・芸術、法経等）」

と「その他」に分けて見ると、全ての国で「人文・社会

科学」の割合が大きい。なお、2008 年度と比較して

「人文・社会科学」が減少しているのは日本のみで

ある。また、ほとんどの国で、「自然科学」の方が「人

文・社会科学」より伸びている。 

 

【【図図表表 33--44--11】】  人人口口 110000 万万人人当当たたりりのの学学士士号号取取得得

者者数数のの国国際際比比較較  

 
注： 
1) 日本は標記年 3 月の大学学部卒業者数を計上。「その他」は、教養、

国際関係、商船等である。 
2) 米国は当該年 9 月から始まる年度における学位取得者数を計上。

「その他」には「軍事科学」、「学際研究」等の学科を含む。米国の最新
資料に基づくデータなので、科学技術指標の過去版とは数値が異な
る場合があるため注意。 

3) ドイツは当該年の冬学期及び翌年の夏学期における専門大学ディプ
ロームと学士の取得試験合格者数。 

4) フランスは当該年（暦年）における学位取得者数。国立大学の学士号
（通算 3 年）及び医・歯・薬学系の第一学位。（Diplôme de docteur､ 
通算 5～8.5 年）の授与件数である。 
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5) 英国は標記年（暦年）における大学など高等教育機関の第一学位取
得者数。連合王国の値であり、留学生を含む。「その他」にはマスコミ
ュニケーション及び複合課程を含む。なお、英国の値は、一の位を 5
の倍数（0 又は 5）になるように切り上げ、あるいは切り捨てを行ってい
る。このため、内訳の数の合計が合計欄の数と一致しない場合があ
る。 

6) 韓国は標記年 2 月における大学及び教育大学（産業大学、技術大
学、放送・通信大学、サイバー大学を含まない）の学位取得者を計
上。 

7) 中国は本科（日本の学士課程に相当）についての数値である。学士は
本科卒業者で学業成績が一定の基準に達している者に授与される。
専攻分野別の数値は不明。 

資料： 
日本：文部科学省、「学校基本調査報告書」 
米国：NCES, IPEDS,“Digest of Education Statistics” 
韓国：韓国教育省・韓国教育開発院、「教育統計年報」各年版 
その他の国：2008 年度は文部科学省、「教育指標の国際比較」、各国最
新年度は文部科学省、「諸外国の教育統計」 
各国の人口は参考統計 A に同じ。 
参照：表 3-4-1  

 

(2)人口 100 万人当たりの修士号取得者数 

主要国の修士号取得者数を人口 100 万人当たり

で見ると(図表 3-4-2)、日本は 2018 年度で 588 人

であり、他国と比べて少ない数値である。他国の最

新年の値を見ると、最も多い国は英国で、4,216人と

群を抜いている。次いでドイツ（2,610 人）、米国

（2,550人）となっている。最も少ない国は中国で467

人である。 

2008 年度と各国最新年を比較すると、日本は横

ばい、その他の国は増加しており、特に、英国、フラ

ンス、ドイツの伸びは大きい。また、数は少ないが中

国の伸びも極めて著しい。 

専攻別の構成比で見ると、日本は学士号取得者

での専攻の構成比と異なり、「自然科学」分野を専

攻する傾向にあることがわかる。他の多くの国は「人

文・社会科学」分野の割合が大きく、学士号取得者

と同様に「人文・社会科学」を専攻する傾向にあるこ

とがわかる。また、2008 年度と各国最新年を比較し

た場合、「人文・社会科学」の伸びが、「自然科学」

より大きい傾向にあるのは、フランス、韓国であり、

米国、ドイツ、英国は「自然科学」の伸びの方が大き

い傾向にある。 

 

【【図図表表 33--44--22】】  人人口口 110000 万万人人当当たたりりのの修修士士号号取取得得

者者数数のの国国際際比比較較  

 
注： 
1) 日本は当該年度の 4 月から翌年 3 月までの修士号取得者数を計

上。「その他」は、教養、国際関係、商船等である。 
2) 米国は当該年 9 月から始まる年度における修士号取得者数を計上。

「その他」には「軍事科学」、「学際研究」等の学科を含む。米国の最新
資料に基づくデータなので、科学技術指標の過去版とは数値が異な
る場合があるため注意。 

3) ドイツは標記年の冬学期及び翌年の夏学期における修士（標準学修
期間 1～2 年）及びディプローム数である。教員試験（国家試験）等合
格者（教育・教員養成学部以外の学生で教員試験に合格した者を含
む）は、ディプロームの「教育・教員養成」に含まれる。 

4) フランスは当該年（暦年）における修士号（通算 5 年）の取得者数。 
5) 英国は標記年（暦年）における大学の上級学位取得者数。修士は、学

卒者を対象とする資格を含む。例えば、教育の修士には、学卒者教
員資格（PGCE）課程の修了者 21,460 人を含む。留学生を含む。「そ
の他」はマスコミュニケーション及び複合課程を含む。 

6) 韓国は標記年の 2 月における修士号取得者数を計上。 
7) 中国は高等教育機関以外で大学院課程をもつ研究機関等の学位取

得者を含む。専攻分野別の数値は不明。 
資料： 
日本は文部科学省、「学位授与状況調査」、その他の国は表 3-4-1 と同
じ。 
参照：表 3-4-2  

 

(3)人口 100 万人当たりの博士号取得者数 

主要国の博士号取得者数を人口 100 万人当たり

で見ると(図表 3-4-3)、日本は 2018 年度で 120 人

であり、他国と比べてと少ない数値である。他国の

最新年の値を見ると、最も多い国は英国(375 人)、

次いでドイツ(336 人)である。最も少ない国は中国

(44 人)である。 

2008 年度と各国最新年を比較すると、日本は減

少、フランスは横ばい、他の国は全て増加している。

大きく伸びているのは、韓国、米国、英国の順であ

る。また、数は少ないが中国の伸びも著しい。 

専攻別に見ると、博士号取得者の場合、各国とも

自然科学の割合が大きくなる。日本やドイツは「自

然科学」の占める割合が多い傾向にある。これに対

して「人文・社会科学」の割合は、他国と比較すると

フランス、韓国で多い。 
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【【図図表表 33--44--33】】  人人口口 110000 万万人人当当たたりりのの博博士士号号取取得得

者者数数のの国国際際比比較較  

 
注： 
1) 日本は当該年度の 4 月から翌年 3 月までの博士号取得者数を計

上。「その他」は、教養、国際関係、商船等である。 
2) 米国は当該年 9 月から始まる年度における博士号取得者数を計上。

「その他」には「軍事科学」、「学際研究」等の学科を含む。なお、ここで
いう博士号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されて
いる“Doctor's degrees”の数値から、“Professional fields”（以前の第
一職業専門学位：First-professional degree）の数値を全て除いた値で
ある。 米国の最新資料に基づくデータなので、科学技術指標の過去
版とは数値が異なる場合があるため注意。 

3) ドイツは当該年の冬学期及び翌年の夏学期における博士試験合格者
数を計上。 

4) フランスは当該年（暦年）における博士号（通算 8 年）の取得者数。 
5) 英国は当該年（暦年）における大学など高等教育機関の上級学位取

得者数。連合王国の値であり、留学生を含む。「その他」はマスコミュ
ニケーション及び複合課程を含む。 

6) 韓国は標記年の 2 月における博士号取得者数を計上。 
7) 中国は高等教育機関以外で大学院課程をもつ研究機関等の学位取

得者を含む。専攻分野別の数値は不明。 
資料： 
日本は文部科学省、「学位授与状況調査」、その他の国は表 3-4-1 と同
じ。 
参照：表 3-4-3 

 

(4)博士号取得者数の推移 

博士号取得者について、その数と人口 100 万人

当たりの推移を見る。 

図表3-4-4(A)を見ると、各国最新年度において、

最も多いのは米国（9.2 万人）であり、中国（6.1 万

人）、ドイツ(2.8 万人)と続いている。日本は 1.5 万人

である。2000年度（中国は 2005年度）と最新年度を

比較すると 2 倍以上となっているのは韓国、中国、

米国、英国である。ドイツとフランスはほぼ横ばいに

推移し、日本については 2006 年度をピークに減少

傾向にある。 

次に人口 100 万人当たりの博士号取得者の推移

を見ると(図表 3-4-4(B))、ドイツは 2000 年代初めの

時点でも、人口 100 万人当たり 300 人程度の博士

号取得者を出していた。英国は同時期、200人程度

であったが、急速に博士号取得者の規模を増やし

ていった。2010 年度頃から、英国、ドイツが同じ水

準になり増加していったが、近年ではドイツのみ減

少している。日本、米国、フランス、韓国については、

2002 年頃は同程度であったが、その後、米国、韓

国が急速に博士号取得者の規模を増やし、フラン

スは博士号取得者の規模を漸増させたのに対し、

日本は漸減傾向であった。なお、日本は 2014 年度

以降、ほぼは横ばいに推移している。 

  

【【図図表表 33--44--44】】  主主要要国国のの博博士士号号取取得得者者数数のの推推移移  

  

（（AA））博博士士号号取取得得者者  

 

（（BB））人人口口 110000 万万人人当当たたりり博博士士号号取取得得者者  

 
注： 
表 3-4-3 と同じ。科学技術指標の過去版とは数値が異なる場合があるた
め注意。 
資料： 
日本：文部科学省、「学位授与状況調査」 
米国：NCES, IPEDS,“Digest of Education Statistics”  
韓国：韓国教育省・韓国教育開発院、「教育統計年報」 
中国：2014 年度以前は文部科学省、「教育指標の国際比較」、2015 年度
以降は中華人民共和国教育部、「中国教育統計数据」 
その他の国：文部科学省、「教育指標の国際比較」、「諸外国の教育統
計」 
参照：表 3-4-4 
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【【図図表表 33--44--33】】  人人口口 110000 万万人人当当たたりりのの博博士士号号取取得得

者者数数のの国国際際比比較較  

 
注： 
1) 日本は当該年度の 4 月から翌年 3 月までの博士号取得者数を計

上。「その他」は、教養、国際関係、商船等である。 
2) 米国は当該年 9 月から始まる年度における博士号取得者数を計上。

「その他」には「軍事科学」、「学際研究」等の学科を含む。なお、ここで
いう博士号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されて
いる“Doctor's degrees”の数値から、“Professional fields”（以前の第
一職業専門学位：First-professional degree）の数値を全て除いた値で
ある。 米国の最新資料に基づくデータなので、科学技術指標の過去
版とは数値が異なる場合があるため注意。 

3) ドイツは当該年の冬学期及び翌年の夏学期における博士試験合格者
数を計上。 

4) フランスは当該年（暦年）における博士号（通算 8 年）の取得者数。 
5) 英国は当該年（暦年）における大学など高等教育機関の上級学位取

得者数。連合王国の値であり、留学生を含む。「その他」はマスコミュ
ニケーション及び複合課程を含む。 

6) 韓国は標記年の 2 月における博士号取得者数を計上。 
7) 中国は高等教育機関以外で大学院課程をもつ研究機関等の学位取

得者を含む。専攻分野別の数値は不明。 
資料： 
日本は文部科学省、「学位授与状況調査」、その他の国は表 3-4-1 と同
じ。 
参照：表 3-4-3 

 

(4)博士号取得者数の推移 

博士号取得者について、その数と人口 100 万人

当たりの推移を見る。 

図表3-4-4(A)を見ると、各国最新年度において、

最も多いのは米国（9.2 万人）であり、中国（6.1 万

人）、ドイツ(2.8 万人)と続いている。日本は 1.5 万人

である。2000年度（中国は 2005年度）と最新年度を

比較すると 2 倍以上となっているのは韓国、中国、

米国、英国である。ドイツとフランスはほぼ横ばいに

推移し、日本については 2006 年度をピークに減少

傾向にある。 

次に人口 100 万人当たりの博士号取得者の推移

を見ると(図表 3-4-4(B))、ドイツは 2000 年代初めの

時点でも、人口 100 万人当たり 300 人程度の博士

号取得者を出していた。英国は同時期、200人程度

であったが、急速に博士号取得者の規模を増やし

ていった。2010 年度頃から、英国、ドイツが同じ水

準になり増加していったが、近年ではドイツのみ減

少している。日本、米国、フランス、韓国については、

2002 年頃は同程度であったが、その後、米国、韓

国が急速に博士号取得者の規模を増やし、フラン

スは博士号取得者の規模を漸増させたのに対し、

日本は漸減傾向であった。なお、日本は 2014 年度

以降、ほぼは横ばいに推移している。 

  

【【図図表表 33--44--44】】  主主要要国国のの博博士士号号取取得得者者数数のの推推移移  

  

（（AA））博博士士号号取取得得者者  

 

（（BB））人人口口 110000 万万人人当当たたりり博博士士号号取取得得者者  

 
注： 
表 3-4-3 と同じ。科学技術指標の過去版とは数値が異なる場合があるた
め注意。 
資料： 
日本：文部科学省、「学位授与状況調査」 
米国：NCES, IPEDS,“Digest of Education Statistics”  
韓国：韓国教育省・韓国教育開発院、「教育統計年報」 
中国：2014 年度以前は文部科学省、「教育指標の国際比較」、2015 年度
以降は中華人民共和国教育部、「中国教育統計数据」 
その他の国：文部科学省、「教育指標の国際比較」、「諸外国の教育統
計」 
参照：表 3-4-4 
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33..44..22 日日本本のの博博士士号号取取得得者者  

(1)日本の分野別博士号取得者 

この節では、日本の博士号取得者の推移を主要

専攻別に見る。 

図表 3-4-5 は博士号取得者数の推移である。長

期的に見ると、博士号取得者数は継続して増加し

ていたが、2000 年代に入ると、その伸びは鈍化し、

2006 年度をピークに減少に転じた。2010 年度に一

旦増加した後は減少していたが、2015 年度を境に

微増しており、2018 年度では 15,143 人となった。 

2018 年度の取得者数について、その主要専攻

別の内訳を見ると、「保健（医学、歯学、薬学及び保

健学）」が最も多く、6,273 人と全体の 41.4％を占め

ている。次いで「工学」が 3,253 人（21.5％）、「理学」

は 1,403 人（9.3％）となっている。 

「理学」と「工学」の博士号取得者数の構成比の

推移を見ると、「理学」は 1980 年代に漸減しつつ

1990 年代に入ると横ばいに推移している。「工学」

は 1990 年代に入ると増加し始めたが、2000 年代に

入り、漸減傾向が続いている。 

 

【【図図表表 33--44--55】】  日日本本のの博博士士号号取取得得者者数数のの推推移移((主主

要要専専攻攻別別))  

 
注： 
1) 「保健」とは、医学、歯学、薬学及び保健学である。 
2) 「その他」には、教育、芸術、家政を含む。 
資料： 
1986 年度までは広島大学教育研究センター、「高等教育統計データ
（1989）」、1987 年度以降は文部科学省調べ。 
参照：表 3-4-5 

 
2 新時代の大学院教育 答申 - 文部科学省（平成 15 年） 

(2)日本の課程及び論文博士号取得者 

図表 3-4-6は、課程及び論文博士号取得者数の

状況を見たものである。論文博士には、例えば、企

業の研究者や技術者等がその研究経験と成果を基

に学位を取得した場合、教育研究上の理由等によ

り標準修業年限内に学位取得に至らなかった者が

その後論文審査に合格して学位を取得した場合、

といった性格の異なるものが混在している。 

2018 年度における論文博士数は 1,803 人である。

1990 年前半までは論文博士数が課程博士数を上

回って推移していたが、それ以降は課程博士数を

下回り、減少し続けている。課程博士数は継続して

増加していたが、2006 年度をピークに減少に転じた

（2010 年度には一旦増加）。2015 年度以降は連続

して増加し、2018 年度では 13,340 人となった。 

「日本独特の論文博士については、学位に関す

る国際的な考え方や課程制大学院制度の趣旨など

を念頭にその在り方を検討していくことが適当であり、

相当の研究経験を有している社会人等に対し、そ

の求めに応じて大学院が研究指導を行う仕組みの

充実などを併せて検討することが適当である」との

指摘もある 2。以上のような背景から、論文博士を取

得しようとしている者は課程博士を取得する者に移

行した可能性がある。また、3.2.3節で見えた大学院

博士課程入学者数のうち社会人学生の増加といっ

た現象にも関係している可能性がある。 

  

【【図図表表 33--44--66】】  博博士士号号取取得得者者数数のの推推移移((課課程程博博士士

／／論論文文博博士士別別))   

 
注及び資料： 
図表 3-4-5 と同じ。 
参照：表 3-4-6 
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(3)日本の専攻別国公私立大学別博士号取得

者 

この節では、博士号取得者の推移を「理工農学」、

「保健」、「人文・社会科学」の専攻別に国公私立大

学の内訳を見た（図表 3-4-7）。 

図表 3-4-7(A）は全専攻での博士号取得者数の

推移を見たものである。2018 年度の博士号取得者

数は国立大学で 10,351 人(全専攻の 68.4％)、公立

大学で 896 人(同 5.9％)、私立大学で 3,896 人(同

25.7％)となっている。2005 年度と最新年度を比較

すると、国公私立大学ともに博士号取得者数は減

少している。 

各専攻を見ると、「理工農学」では国公私立大学

のいずれも減少している。2018 年度の博士号取得

者数は国立大学で 4,530 人(「理工農学」全体の

81.3％)、公立大学で 237 人(同 4.3％)、私立大学で

802 人(同 14.4％)である。2005 年度～2018 年度の

変化をみると、国立大学 22.4％減、公立大学

17.1％減、私立大学 21.6％減であり、国立大学の

減少率が一番大きい。 

「保健」では、国公私立大学ともに、2005 年度か

ら 2009 年度にかけて減少したが、2010 年度以降は

ほぼ横ばいに推移している。2018 年度の博士号取

得者数は国立大学で 3,715 人 (「保健」全体の

59.2％)、公立大学で 512 人(同 8.2％)、私立大学で

2,046 人(同 32.6％)である。 

「人文・社会科学」では、国公私立大学ともに

2005 年度から 2008 年度まで増加した後は減少に

転じ、近年では横ばいに推移している。2018 年度

の博士号取得者数は国立大学で 806 人(「人文・社

会科学」全体の 50.7％)、公立大学で 70 人(同

4.4％)、私立大学で 714 人(同 44.9％)である。「人

文・社会科学」では、私立大学での博士号取得者

が多い傾向にある。 

 

  

【【図図表表 33--44--77】】  専専攻攻別別博博士士号号取取得得者者のの内内訳訳（（国国公公

私私立立大大学学別別））  
 

((AA))全全専専攻攻  

 

((BB))理理工工農農学学  

 

((CC))保保健健  

 

((DD))人人文文・・社社会会科科学学  

 
資料： 
文部科学省、「文部科学統計要覧」、「学位授与状況調査」 
参照：表 3-4-7
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(3)᪥ᮏ䛾ᑓᨷูᅜබ⚾❧Ꮫู༤ኈྕྲྀᚓ

⪅ 

この節䛷䛿、༤ኈྕྲྀᚓ⪅の推⛣を䛂⌮ᕤ㎰学䛃、

䛂ಖ䛃、䛂ே文・♫会科学䛃のᑓᨷูに国公⚾❧

学の内ヂをぢた（ᅗ⾲ 3-4-7）。 

ᅗ⾲ 3-4-7(A）䛿全ᑓᨷ䛷の༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘの

推⛣をぢた䜒の䛷䛒る。2018 ᖺᗘの༤ኈྕྲྀᚓ⪅

ᩘ䛿国❧学䛷 10,351 ே(全ᑓᨷの 68.4䠂)、公❧

学䛷 896 ே(ྠ 5.9䠂)、⚾❧学䛷 3,896 ே(ྠ

25.7䠂)䛸䛺䛳ている。2005 ᖺᗘ䛸᭱新ᖺᗘをẚ㍑

䛩る䛸、国公⚾❧学䛸䜒に༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘ䛿ῶ

ᑡしている。 

ྛᑓᨷをぢる䛸、䛂⌮ᕤ㎰学䛃䛷䛿国公⚾❧学

のい䛪䜜䜒ῶᑡしている。2018 ᖺᗘの༤ኈྕྲྀᚓ

⪅ᩘ䛿国❧学䛷 4,530 ே(䛂⌮ᕤ㎰学䛃全యの

81.3䠂)、公❧学䛷 237 ே(ྠ 4.3䠂)、⚾❧学䛷

802 ே(ྠ 14.4䠂)䛷䛒る。2005 ᖺᗘ䡚2018 ᖺᗘの

ኚを䜏る䛸、国❧学 22.4䠂ῶ、公❧学

17.1䠂ῶ、⚾❧学 21.6䠂ῶ䛷䛒䜚、国❧学の

ῶᑡ⋡䛜୍␒䛝い。 

䛂ಖ䛃䛷䛿、国公⚾❧学䛸䜒に、2005 ᖺᗘか

ら 2009 ᖺᗘにか䛡てῶᑡした䛜、2010 ᖺᗘ以㝆䛿

䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。2018 ᖺᗘの༤ኈྕྲྀ

ᚓ⪅ᩘ䛿国❧学䛷 3,715 ே (䛂ಖ䛃全యの

59.2䠂)、公❧学䛷 512 ே(ྠ 8.2䠂)、⚾❧学䛷

2,046 ே(ྠ 32.6䠂)䛷䛒る。 

䛂ே文・♫会科学䛃䛷䛿、国公⚾❧学䛸䜒に

2005 ᖺᗘから 2008 ᖺᗘ䜎䛷ቑຍしたᚋ䛿ῶᑡに

㌿䛨、㏆ᖺ䛷䛿ᶓ䜀いに推⛣している。2018 ᖺᗘ

の༤ኈྕྲྀᚓ⪅ᩘ䛿国❧学䛷 806 ே(䛂ே文・♫

会科学䛃全యの 50.7䠂)、公❧学䛷 70 ே(ྠ

4.4䠂)、⚾❧学䛷 714 ே(ྠ 44.9䠂)䛷䛒る。䛂ே

文・♫会科学䛃䛷䛿、⚾❧学䛷の༤ኈྕྲྀᚓ⪅

䛜ከいഴྥに䛒る。 

 

 

䛆ᅗ⾲ 3-4-7䛇 ᑓᨷู༤ኈྕྲྀᚓ⪅䛾ෆヂ䠄ᅜබ

⚾❧Ꮫู䠅 
 

(A)ᑓᨷ 

 

(B)⌮ᕤ㎰Ꮫ 

 

(C)ಖ 

 

(D)ேᩥ䞉♫⛉Ꮫ 
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3.5 㧗➼ᩍ⫱ᶵ㛵䛻䛚䛡䜛እᅜேᏛ⏕ 

 

䝫䜲䞁䝖 

䕿⡿国に䛚䛡る日本ே学㝔⏕(䛂科学ᕤ学䛃分㔝)䛿、2007 ᖺの 2,508 ேから 2018 ᖺ䛷䛿 990 ேにῶᑡ

した。⡿国に䛚䛡る外国ே学㝔⏕に༨䜑るシ䜵䜰䛿 1.8䠂(2007 ᖺ)から 0.4䠂(2018 ᖺ)にప下してい

る。日本に䛚䛡る外国ே学㝔⏕(䛂⮬↛科学䛃分㔝)について䛿、イン䝗䝛シ䜰䛜㐣ཤ 10ᖺ㛫䛷䛝䛟ቑ

ຍしている。 

䕿主せ国・地域の外国ே学⏕をぢる䛸、ᾏ外にᩘከ䛟の学⏕を㏦䜚ฟしている中国、㡑国䛿、㏫にཷ䛡ධ

䜜ている学⏕䛿ᑡ䛺い。こ䜜にᑐして、ᾏ外に学⏕を䛒䜎䜚㏦䜚ฟしてい䛺い⡿国、ⱥ国䛿、ཷ䛡ධ䜜て

いる学⏕䛜ከい。日本䛿、ᾏ外に学⏕を䛒䜎䜚㏦䜚ฟしてい䛺い国・地域䛷䛿䛒る䛜、ཷ䛡ධ䜜ている学

⏕䜒ከい䛸䛿ゝい䛜たい。

 
3.5.1 ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛻䛚䛡䜛እᅜேᏛ㝔⏕ 

この節䛷䛿、㧗➼教育の䜾䝻ー䝞䝹を♧䛩指

標の୍つ䛸して、研究⪅䜔㧗ᗘᑓ㛛ᐙの㣴成を⾜

䛳ている学㝔に䛚䛡る外国ே学㝔⏕の≧ἣを

ぢる。 

ᅗ⾲ 3-5-1 䛿、日本䛸⡿国の学㝔にᅾ⡠䛩る

外国ே 学㝔⏕ のᩘを、᭱新ᖺのラン䜻ン䜾䛷 10

⛬ᗘの国䛸主せ国・地域についてᥖ㍕した䜒の䛷

䛒る。分㔝について䛿、日本䛿䛂⮬↛科学䛃分㔝、

⡿国䛿䛂科学ᕤ学䛃分㔝をᑐ㇟䛸している。 

日本に䛚䛡る外国ே学㝔⏕ᩘをぢる䛸（ᅗ⾲

3-5-1(A)）、中国䛜᭱䜒ከ䛟、2020 ᖺᗘ䛷䛿⣙ 1.3

ே䛷䛒る。ḟい䛷イン䝗䝛シ䜰䛜⣙ 1,400 ே䛷䛒

䜚、1 䛸 2 以㝆に䛝䛺ᕪ䛜䛒る。10 以内に

Ḣ⡿ㅖ国䛿䛺䛟、全て䜰䝆䜰の国・地域䛜༨䜑てい

る。⡿国䛿 14 、䝣ランス䛿 16 、䝗イ䝒䛿 27 、

ⱥ国䛿 35 䛷䛒る。 

⡿国に䛚䛡る外国ே学㝔⏕ᩘをぢる䛸（ᅗ⾲

3-5-1(B)）、2007䡚2010 ᖺに䛿イン䝗䛜᭱䜒ከか䛳

た䛜、2011 ᖺ、2012 ᖺ䛸䛝䛟ῶᑡした（ྠᮇに

䛚いて㠀 EC 国の学⏕にᑐして学⏕ビ䝄のྲྀᚓ䛜

ཝᐦに䛺䛳たた䜑䛸⪃䛘ら䜜る）。䛭のᚋ䛿ቑຍに

㌿䛨た䛜、2017 ᖺ䛷び䛝䛟ῶᑡした。୍方、⥅

⥆してቑຍしている中国䛿イン䝗を㏣い㉺し、2018

ᖺ䛷 8.4 ே、イン䝗䛿 7.5 ே䛸䛺䛳た。日本䜋䛹

1 䛸 2 に䛝䛺ᕪ䛿䛺い䛜、3 のイラン以㝆に

䛿䛝䛺ᕪ䛜䛒る。 

䜎た、日本䛸ྠᵝに 10 以内にධ䛳ている学

㝔⏕のከ䛟䛿䜰䝆䜰の学⏕た䛱䛷䛒䜚、䝗イ䝒、ⱥ国、

䝣ランス䛸い䛳たḢᕞㅖ国の学㝔⏕䛿䝖䝑䝥 10 に

䛿ධ䛳てい䛺い。 

⡿国に䛚䛡る日本ே学㝔⏕にὀ┠䛩る䛸、

2007 ᖺの 2,508 ேから 2018 ᖺ䛷䛿 990 ே䛸䛝䛟

ῶᑡした。外国ே学㝔⏕に༨䜑るシ䜵䜰䛿 1.8䠂

(2007 ᖺ)から 0.4䠂(2018 ᖺ)にప下している。中国

のシ䜵䜰䛿 22.7䠂(2007 ᖺ)から 36.2䠂(2018 ᖺ)に

ቑຍしている。 
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【【図図表表 33--55--11】】  日日本本とと米米国国ににおおけけるる外外国国人人大大学学院院生生のの状状況況  

  

((AA))日日本本：：自自然然科科学学分分野野  

  

((BB))米米国国：：科科学学工工学学分分野野  

 
注： 
1) 日本の場合の外国人とは、日本国籍を持たない者。2012 年 7 月に新しい在留管理制度が導入されたことにより、中国と台湾の学生を分けて集計して

いる。 
2) 米国の場合の外国人とは、米国国籍を持たない者。2015 年の値は入手できなかった。ドイツは 2018 年値が掲載されていないため 2017 年の順位を示

した。 
資料： 
日本：文部科学省、「学校基本調査報告書」 
米国：NSF，“Science and Engineering Indicators 2006,2008,2010,2012,2014,2016”, “Science and Engineering Indicators: Higher Education in Science and 
Engineering” (https://ncses.nsf.gov/pubs/nsb20197, 2020 年 6 月 23 日アクセス) 
参照：表 3-5-1 
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䛆ᅗ⾲ 3-5-1䛇 ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛻䛚䛡䜛እᅜேᏛ㝔⏕䛾≧ἣ 

 

(A)᪥ᮏ䠖⮬↛⛉Ꮫ分㔝 

 

(B)⡿ᅜ䠖⛉ᏛᕤᏛ分㔝 

 
ὀ䠖 
1)  ᪥ᮏ䛾ሙྜ䛾እᅜே䛸䛿䚸᪥ᮏᅜ⡠䜢ᣢ䛯䛺䛔⪅䚹2012 ᖺ 7 ᭶䛻᪂䛧䛔ᅾ␃⟶⌮ไᗘ䛜ᑟධ䛥䜜䛯䛣䛸䛻䜘䜚䚸୰ᅜ䛸ྎ‴䛾Ꮫ⏕䜢分䛡䛶㞟ィ䛧䛶

䛔䜛䚹 
2)  ⡿ᅜ䛾ሙྜ䛾እᅜே䛸䛿䚸⡿ᅜᅜ⡠䜢ᣢ䛯䛺䛔⪅䚹2015 ᖺ䛾್䛿ධᡭ䛷䛝䛺䛛䛳䛯䚹䝗䜲䝒䛿 2018 ᖺ್䛜ᥖ㍕䛥䜜䛶䛔䛺䛔䛯䜑 2017 ᖺ䛾㡰䜢♧

䛧䛯䚹 
㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫᰯᇶᮏㄪᰝሗ࿌᭩䛃 
⡿ᅜ䠖NSF䠈䇾Science and Engineering Indicators 2006,2008,2010,2012,2014,2016”, “Science and Engineering Indicators: Higher Education in Science and 
Engineering” (https://ncses.nsf.gov/pubs/nsb20197, 2020 ᖺ 6 ᭶ 23 ᪥䜰䜽䝉䝇) 
ཧ↷䠖⾲ 3-5-1 
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3.5.2 せᅜ䛾㧗➼ᩍ⫱ᶵ㛵䛻䛚䛡䜛እᅜ

ேᏛ⏕ 

ᅗ⾲ 3-5-2 䛿㧗➼教育䝺ベ䝹（ISCED3䝺ベ䝹

5䡚8)に䛚䛡る外国ே学⏕のฟ㌟国・地域䛸ཷධ

国・地域の㛵係をぢたᅗ⾲䛷䛒る。ここ䛷い䛖外国

ே学⏕䛸䛿䛂ཷධ国の国⡠をᣢた䛺い学⏕䛃、䛂␃

学⏕䛃を指䛩。 

主せ国の中䛷、᭱䜒ከ䛟の学⏕をୡ⏺に㏦䜚ฟ

している国・地域䛿中国䛷䛒䜚、全ୡ⏺の 20.1䠂

を༨䜑ている。中国の学⏕䛿⡿国に᭱䜒ከ䛟いる

䛜、日本䜔ⱥ国に䜒いる。ḟにከ䛟㏦䜚ฟしている

の䛿䝗イ䝒（全ୡ⏺の 2.7䠂）䛷䛒る䛜、中国䛸ẚ㍑

䛩る䛸ᑡ䛺い。䝗イ䝒の学⏕䛿主に䝶ー䝻䝑䝟にい

る。䜎た、㡑国の学⏕（ྠ 2.3䠂）䛿、主に⡿国に

 
3 UNESCO 䛜開Ⓨした教育の国㝿教育標‽分㢮（ISCED䠖

International Standard Classification of Education）䛷䛒䜚、᭱新∧䛿

ISCED2011 䛷䛒る。 

䛚䜚、䝣ランスの学⏕（ྠ 2.0䠂）䛿、主に䝶ー䝻䝑

䝟にいる。⡿国䛿ᾏ外に㏦䜚ฟしている学⏕䛜ᑡ

䛺䛟、全ୡ⏺の 1.7䠂䛷䛒る。日本、ⱥ国䛿ඹに

0.7䠂䛷䛒䜚、ᾏ外に㏦䜚ฟしている学⏕ᩘ䛜主せ

国䛷䛿୍␒ᑡ䛺い国・地域䛷䛒る。 

ཷධ国・地域のഃからぢる䛸、᭱䜒ከ䛟の外国

ே学⏕をཷ䛡ධ䜜ているの䛿⡿国䛷䛒䜚、全ୡ⏺

の 22.1䠂䛷䛒る。ḟい䛷ⱥ国䛷䛒䜚、全ୡ⏺の

9.8䠂䛷䛒る。こ䜜に䝣ランス（全ୡ⏺の 5.8䠂）、䝗

イ䝒（ྠ 5.8䠂）、日本(ྠ 3.7䠂)䛜⥆䛝、中国（ྠ

3.5䠂）、㡑国（ྠ 1.6䠂）䛸䛺䛳ている。䛺䛚、中国

䛜ཷධ国・地域䛸䛺䛳ている外国ே学⏕について

䛿、ฟ㌟国・地域の情報䛜䛺いた䜑、䛂分㢮↓・䛭

の䛃䛸䛺䛳ている。このた䜑、䛘䜀、日本から

 

 

ὀ䠖 
1) ISCED2011 䛻䛚䛡䜛䝺䝧䝹 5䡚8䠄᪥ᮏ䛷䛔䛖䛸䛣䜝䛾䛂Ꮫ➼䛃䛻ຍ䛘䛶ᑓಟᏛᰯ䛜ྵ䜎䜜䜛䠅䛻ヱᙜ䛩䜛Ꮫ⏕䜢ᑐ㇟䛸䛧䛶䛔䜛䚹 
2) እᅜேᏛ⏕䛸䛿䚸ཷධᅜ䞉ᆅᇦ䛾ᅜ⡠䜢ᣢ䛯䛺䛔Ꮫ⏕䜢ᣦ䛩䚹 
3) ୰ᅜ䛻䛿㤶 䜒ྵ䜐䚹 
4) ୰ᅜ䛜ཷධᅜ䞉ᆅᇦ䛸䛺䛳䛶䛔䜛እᅜேᏛ⏕䛻䛴䛔䛶䛿䚸ฟ㌟ᅜ䞉ᆅᇦ䛾ሗ䛜䛺䛔䛯䜑䚸䛂分㢮↓䞉䛭䛾䛃䛸䛺䛳䛶䛔䜛䚹䛣䛾䛯䜑䚸䛘䜀䚸᪥ᮏ䛛䜙

୰ᅜ䛻␃Ꮫ䛧䛶䛔䜛⪅䜒䛂分㢮↓䞉䛭䛾䛃䛻䛺䛳䛶䛔䜛䚹䛺䛚䚸୰ᅜᩍ⫱㒊䛾 2019 ᖺ 4 ᭶ 12 ᪥䛡䛾Ⓨ⾲䛻䜘䜛䛸
(http://www.moe.gov.cn/jyb_xwfb/gzdt_gzdt/s5987/201904/t20190412_377692.html, 2019 ᖺ 6 ᭶ 12 ᪥䜰䜽䝉䝇)䚸୰ᅜ(㤶 䚸䝬䜹䜸䚸ྎ‴䛿ྵ䜎䛺䛔)
䛾㧗➼ᩍ⫱ᶵ㛵(1,004 ᶵ㛵)䛻䛚䛡䜛␃Ꮫ⏕䛾䛖䛱᪥ᮏ䛾ᩘ䛿 14,230 ே(2018 ᖺ)䛷䛒䜛䚹 

㈨ᩱ䠖 
OECD, Education at Glance 䜢ᇶ䛻⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜作成䚹 
ཧ↷䠖⾲ 3-5-2 

䛆ᅗ⾲ 3-5-2䛇 㧗➼ᩍ⫱䝺䝧䝹䠄ISCED 2011 䝺䝧䝹 5䡚8)䛻䛚䛡䜛እᅜேᏛ⏕䛾ฟ㌟ᅜ䞉ᆅᇦ䛸ཷධᅜ䞉ᆅᇦ 

(2017 ᖺ䠅 
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中国に留学している者も「分類無・その他」が出身

国・地域となっているのに留意されたい。 

海外に数多くの学生を送り出している中国、韓

国は、受け入れている学生は少ない。これに対し

て、海外に学生をあまり送り出していない米国、英

国は、受け入れている学生が多い。日本は、海外

に学生をあまり送り出していない国・地域ではある

が、受け入れている学生も多いとは言いがたい。 
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中国に␃学している⪅䜒䛂分㢮↓・䛭の䛃䛜ฟ㌟

国・地域䛸䛺䛳ているのに␃ព䛥䜜たい。 

ᾏ外にᩘከ䛟の学⏕を㏦䜚ฟしている中国、㡑

国䛿、ཷ䛡ධ䜜ている学⏕䛿ᑡ䛺い。こ䜜にᑐし

て、ᾏ外に学⏕を䛒䜎䜚㏦䜚ฟしてい䛺い⡿国、ⱥ

国䛿、ཷ䛡ධ䜜ている学⏕䛜ከい。日本䛿、ᾏ外

に学⏕を䛒䜎䜚㏦䜚ฟしてい䛺い国・地域䛷䛿䛒る

䛜、ཷ䛡ධ䜜ている学⏕䜒ከい䛸䛿ゝい䛜たい。 
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➨ 4 ❶ ◊✲㛤Ⓨ䛾䜰䜴䝖䝥䝑䝖 

㏆ᖺ、研究開Ⓨ䜈のᢞ㈨にᑐ䛩るㄝ᫂㈐任䛜ᙉ䛟ồ䜑ら䜜る䜘䛖に䛺䛳て䛚䜚、研究開Ⓨに䛚䛡る䜰䜴䝖䝥

䝑䝖のᢕᥱ䛿䛝䛺䝔ー䝬䛸䛺䛳ている。本章䛷䛿、研究開Ⓨάືの䜰䜴䝖䝥䝑䝖䛸してィ測ྍ⬟䛺科学ㄽ文䛸

≉チに╔┠し、ୡ⏺及び主せ国のάືの≉ᚩ䜔ኚについて⤂䛩る。科学䛸技術のつ䛺䛜䜚（䝃イエンス

䝸ン䜿ー䝆）の分析について䜒⤂䛩る。 

 
4.1 ㄽᩥ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿ୡ⏺の研究άືの䜰䜴䝖䝥䝑䝖䛷䛒るㄽ文㔞䛿୍貫してቑຍഴྥに䛒る。2019 ᖺのୡ⏺の⮬↛科学⣔

のㄽ文ᩘ䛿 172 ௳䛷䛒る。 

䕿研究άື⮬య䛜༢୍国のάືから」ᩘ国の⤡䜐ඹྠάື䜈䛸ᵝ┦をኚ䛥䛫ている。ୡ⏺䛷国㝿ඹ

ⴭㄽ文䛜ቑ䛘て䛚䜚、2019ᖺ（ฟ∧ᖺ、PY）の国㝿ඹⴭ⋡䛿ⱥ国 71.1䠂、䝣ランス 66.2䠂、䝗イ䝒 62.2䠂

にᑐし、⡿国 46.5䠂、日本 36.4䠂䛷䛒る。日本の国㝿ඹⴭ⋡䛿 1981ᖺ䛸ẚ䜉て⣙ 32䝫イン䝖ቑຍした。 

䕿日本のㄽ文ᩘ(2017-2019ᖺ(PY)のᖹᆒ)䛿、分ᩘ䜹䜴ン䝖ἲ（ㄽ文の⏕産䜈の㈉⊩ᗘ）に䜘る䛸、中、⡿、

⊂にḟ䛠第 4 䛷䛒る。䜎た、Top10䠂補正ㄽ文ᩘ䛷䛿、中、⡿、ⱥ、⊂、伊、、ຍ、、༳にḟ䛠第 10

䛷䛒る。中国䛿⡿国をᢤいてୡ⏺第 1 に䛺䛳た。Top1䠂補正ㄽ文ᩘ䛷䛿⡿、中、ⱥ、⊂、、ຍ、

、伊にḟ䛠第 9 䛷䛒る。 

䕿ㄽ文ᩘシ䜵䜰(分ᩘ䜹䜴ン䝖ἲ)をぢる䛸、日本䛿、1980 ᖺ௦から 2000 ᖺ௦ึ䜑䜎䛷ㄽ文ᩘシ䜵䜰をఙ䜀

し、ⱥ国䜔䝗イ䝒をᢤかし、୍䛿ୡ⏺第 2 䛸䛺䛳ていた䛜、㏆ᖺ䛿シ䜵䜰䛜ప下ഴྥ䛷䛒る。しかし、

このシ䜵䜰のప下ഴྥについて䛿、日本の䜏䛺ら䛪⡿国、ⱥ国、䝗イ䝒、䝣ランス䜒ྠᵝ䛷䛒る。 

䕿㉁ⓗ指標䛸䛥䜜る Top10䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰及び Top1䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰(分ᩘ䜹䜴ン䝖ἲ)のኚを

ぢる䛸、日本䛿、1980ᖺ௦から 2000ᖺ௦ึ䜑にか䛡て⦆䜔か䛺シ䜵䜰のቑຍ䛜ぢら䜜た䛜、䛭のᚋシ䜵

䜰をప下䛥䛫ている。 

䕿日本国内の分㔝䝞ランスを䜏る䛸、学、基♏⏕科学、≀⌮学の༨䜑る合䛜䛝䛟ῶᑡし、⮫ᗋ་

学の༨䜑る合䛜䛝䛟ቑຍして䛚䜚、日本䛸してのㄽ文⏕産の分㔝ᵓ㐀䛜ኚして䛝ている。 

䕿ྛ分㔝䛷の Top10䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰に䜘る分㔝䝫ー䝖䝣䜷䝸䜸を䜏る䛸、日本䛿≀⌮学、⮫ᗋ་学、

学のシ䜵䜰䛜㧗䛟、ᕤ学、ィ⟬ᶵ・ᩘ学、環境・地⌫科学䛜పい。 
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44..11..11 世世界界のの研研究究活活動動のの量量的的及及びび質質的的変変化化  

ここでは、自然科学系の論文分析の結果を紹

介する。分析には、クラリベイト社 Web of Science

の SCIE (Science Citation Index Expanded)を用い

た。 

クラリベイト社のデータベースでは、論文の書誌

情報の見直しが適時反映されるようになっている

ことから、1981 年までさかのぼって再集計を行っ

ている。従って、1981 年から最新年の動向を見る

際は、過去も含めて本報告書を参照することが望

ましい。 

 

(1)論文数の変化 

図表 4-1-1 に、全世界の論文量の変化を示す。

2019 年の世界の自然科学系の論文数は 172 万

件である。1981 年に比べ現在は、世界で発表さ

れる論文量は約 4.3 倍になっており、世界で行わ

れる研究活動は一貫して量的拡大傾向にある。な

お、この間において、分析に用いたデータベース

に収録されるジャーナルは順次変更されると共に、

ジャーナルの数も拡大してきている。論文数の拡

大にはこの要因の寄与も含まれている。 

  

【【図図表表 44--11--11】】  全全世世界界のの論論文文量量のの変変化化  

 
注： 
分析対象は、Article, Review とし、整数カウント法により分析。年の集
計は出版年（Publication year, PY）を用いた。 
資料： 
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基
に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-1 
 
 

(2)世界及び主要国の論文生産形態の変化 

世界で行われる研究活動が量的拡大を示す一

方で、研究活動のスタイルが大幅に変化している。

図表 4-1-2 に、全世界の論文における論文共著

形態の変化を示した。ここでは、①国内論文（単

一の機関による論文及び同一国の複数の機関に

よる共著論文）、②国際共著論文（異なる国の機

関による共著論文）の 2 種類に分類した。 

まず、国際共著論文は一貫して増加しており、

国境を越えた形で知識生産活動が行われている

と考えられる。世界の論文に占める割合も年々上

昇傾向にある。2019 年時点では、国内論文の割

合が 72.0％、国際共著論文が 28.0％である。 

  

【【図図表表 44--11--22】】  全全世世界界のの論論文文共共著著形形態態割割合合のの推推移移  

 
注： 
1) 分析対象は、Article, Review とし、整数カウント法により分析。年の

集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。 
2) 国内論文は、単一の機関による論文及び同一国の複数の機関に

よる共著論文を指す。国際共著論文は異なる国の機関による共著
論文を指す。 

資料： 
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基
に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-2 

 

図表 4-1-3 は、主要国における論文共著形態

別割合の推移である。いずれの国においても国

際共著論文の割合が増加している点は共通であ

るが、その割合は、2019年時点で日本 36.4％、米

国 46.5％であるのに対し、欧州では英国 71.1％、

フランス 66.2％、ドイツ 62.2％と非常に高く、国に

より異なっている。 

日本は、1981 年に比べて国際共著論文の割合

が約 32 ポイント増加している。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1981 89 97 05 13 2019 年(PY)

国内論文

国際共著

0

30

60

90

120

150

180

1981 89 97 05 13

論
文
件
数

万件

2019年(PY)

第
４
章　
　
　

研
究
開
発
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト



➨ 4 ❶ ◊✲㛤Ⓨ䛾䜰䜴䝖䝥䝑䝖 

-  1 2 4  -  

4.1.1 ୡ⏺䛾◊✲άື䛾㔞ⓗཬ䜃㉁ⓗኚ 

ここ䛷䛿、⮬↛科学⣔のㄽ文分析の⤖ᯝを⤂

䛩る。分析に䛿、䜽ラ䝸ベイ䝖♫ Web of Science

の SCIE (Science Citation Index Expanded)を⏝い

た。 

䜽ラ䝸ベイ䝖♫のデータベース䛷䛿、ㄽ文の書ㄅ

情報のぢ┤し䛜㐺ᫎ䛥䜜る䜘䛖に䛺䛳ている

こ䛸から、1981 ᖺ䜎䛷䛥かの䜌䛳て㞟ィを⾜䛳

ている。ᚑ䛳て、1981 ᖺから᭱新ᖺのືྥをぢる

㝿䛿、㐣ཤ䜒ྵ䜑て本報告書をཧ↷䛩るこ䛸䛜ᮃ

䜎しい。 

 

(1)ㄽᩥᩘ䛾ኚ 

ᅗ⾲ 4-1-1 に、全ୡ⏺のㄽ文㔞のኚを♧䛩。

2019 ᖺのୡ⏺の⮬↛科学⣔のㄽ文ᩘ䛿 172 

௳䛷䛒る。1981 ᖺにẚ䜉⌧ᅾ䛿、ୡ⏺䛷Ⓨ⾲䛥

䜜るㄽ文㔞䛿⣙ 4.3 ಸに䛺䛳て䛚䜚、ୡ⏺䛷⾜䜟

䜜る研究άື䛿୍貫して㔞ⓗᣑഴྥに䛒る。䛺

䛚、この㛫に䛚いて、分析に⏝いたデータベース

に㘓䛥䜜る䝆䝱ー䝘䝹䛿㡰ḟኚ更䛥䜜る䛸ඹに、

䝆䝱ー䝘䝹のᩘ䜒ᣑして䛝ている。ㄽ文ᩘのᣑ

に䛿このせᅉのᐤ䜒ྵ䜎䜜ている。 

 

䛆ᅗ⾲ 4-1-1䛇 ୡ⏺䛾ㄽᩥ㔞䛾ኚ 

 
ὀ䠖 
分ᯒᑐ㇟䛿䚸Article, Review 䛸䛧䚸ᩚᩘ䜹䜴䞁䝖ἲ䛻䜘䜚分ᯒ䚹ᖺ䛾㞟
ィ䛿ฟ∧ᖺ䠄Publication year, PY䠅䜢⏝䛔䛯䚹 
㈨ᩱ䠖 
䜽䝷䝸䝧䜲䝖♫ Web of Science XML (SCIE, 2020 ᖺᮎ䝞䞊䝆䝵䞁)䜢ᇶ
䛻䚸⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜㞟ィ䚹 
ཧ↷䠖⾲ 4-1-1 
 
 

(2)ୡ⏺ཬ䜃せᅜ䛾ㄽᩥ⏕⏘ᙧែ䛾ኚ 

ୡ⏺䛷⾜䜟䜜る研究άື䛜㔞ⓗᣑを♧䛩୍

方䛷、研究άືのスタイ䝹䛜ᖜにኚしている。

ᅗ⾲ 4-1-2 に、全ୡ⏺のㄽ文に䛚䛡るㄽ文ඹⴭ

ᙧែのኚを♧した。ここ䛷䛿、䐟国内ㄽ文（༢

୍のᶵ㛵に䜘るㄽ文及びྠ୍国の」ᩘのᶵ㛵に

䜘るඹⴭㄽ文）、䐠国㝿ඹⴭㄽ文（␗䛺る国のᶵ

㛵に䜘るඹⴭㄽ文）の 2 ✀㢮に分㢮した。 

䜎䛪、国㝿ඹⴭㄽ文䛿୍貫してቑຍして䛚䜚、

国境を㉺䛘たᙧ䛷▱㆑⏕産άື䛜⾜䜟䜜ている

䛸⪃䛘ら䜜る。ୡ⏺のㄽ文に༨䜑る合䜒ᖺ々上

᪼ഴྥに䛒る。2019 ᖺⅬ䛷䛿、国内ㄽ文の

合䛜 72.0䠂、国㝿ඹⴭㄽ文䛜 28.0䠂䛷䛒る。 

 

䛆ᅗ⾲ 4-1-2䛇 ୡ⏺䛾ㄽᩥඹⴭᙧែྜ䛾᥎⛣ 

 
ὀ䠖 
1)  分ᯒᑐ㇟䛿䚸Article, Review 䛸䛧䚸ᩚᩘ䜹䜴䞁䝖ἲ䛻䜘䜚分ᯒ䚹ᖺ䛾

㞟ィ䛿ฟ∧ᖺ䠄Publication year, PY䠅䜢⏝䛔䛯䚹 
2)  ᅜෆㄽᩥ䛿䚸༢୍䛾ᶵ㛵䛻䜘䜛ㄽᩥཬ䜃ྠ୍ᅜ䛾」ᩘ䛾ᶵ㛵䛻

䜘䜛ඹⴭㄽᩥ䜢ᣦ䛩䚹ᅜ㝿ඹⴭㄽᩥ䛿␗䛺䜛ᅜ䛾ᶵ㛵䛻䜘䜛ඹⴭ
ㄽᩥ䜢ᣦ䛩䚹 

㈨ᩱ䠖 
䜽䝷䝸䝧䜲䝖♫ Web of Science XML (SCIE, 2020 ᖺᮎ䝞䞊䝆䝵䞁)䜢ᇶ
䛻䚸⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜㞟ィ䚹 
ཧ↷䠖⾲ 4-1-2 

 

ᅗ⾲ 4-1-3 䛿、主せ国に䛚䛡るㄽ文ඹⴭᙧែ

ู合の推⛣䛷䛒る。い䛪䜜の国に䛚いて䜒国

㝿ඹⴭㄽ文の合䛜ቑຍしているⅬ䛿ඹ㏻䛷䛒

る䛜、䛭の合䛿、2019ᖺⅬ䛷日本 36.4䠂、⡿

国 46.5䠂䛷䛒るのにᑐし、Ḣᕞ䛷䛿ⱥ国 71.1䠂、

䝣ランス 66.2䠂、䝗イ䝒 62.2䠂䛸㠀ᖖに㧗䛟、国に

䜘䜚␗䛺䛳ている。 

日本䛿、1981 ᖺにẚ䜉て国㝿ඹⴭㄽ文の合

䛜⣙ 32 䝫イン䝖ቑຍしている。
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䛆ᅗ⾲ 4-1-3䛇 せᅜ䛾ㄽᩥඹⴭᙧែྜ䛾᥎⛣ 

 

 (A)᪥ᮏ (B)⡿ᅜ 

 

 (C)䝗䜲䝒 (D)䝣䝷䞁䝇 

 

 (E)ⱥᅜ (F)୰ᅜ 

 

(G)㡑ᅜ     
ὀ䠖 
1)  分ᯒᑐ㇟䛿䚸Article, Review 䛸䛧䚸ᩚᩘ䜹䜴䞁䝖ἲ䛻䜘䜚分ᯒ䚹ᖺ䛾㞟

ィ䛿ฟ∧ᖺ䠄Publication year, PY䠅䜢⏝䛔䛯䚹 
2)  ᅜෆㄽᩥ䛿䚸༢୍䛾ᶵ㛵䛻䜘䜛ㄽᩥཬ䜃ྠ୍ᅜ䛾」ᩘ䛾ᶵ㛵䛻䜘䜛

ඹⴭㄽᩥ䜢ᣦ䛩䚹ᅜ㝿ඹⴭㄽᩥ䛿␗䛺䜛ᅜ䛾ᶵ㛵䛻䜘䜛ඹⴭㄽᩥ䜢
ᣦ䛩䚹 

㈨ᩱ䠖 
䜽䝷䝸䝧䜲䝖♫ Web of Science XML (SCIE, 2020 ᖺᮎ䝞䞊䝆䝵䞁)䜢ᇶ䛻䚸
⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜㞟ィ䚹 
ཧ↷䠖⾲ 4-1-3 
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国際共著論文は、国際的な研究の協力や共同

活動によりつくられる成果であるため、その割合は

分野ごとの背景に依存すると考えられる。例えば、

大型研究施設を、各々の国で保有することが現実

的に不可能な場合、国際的な大型研究施設設置

国を中心とした共同研究が促進される。 

図表 4-1-4 は分野ごとの国際共著論文割合の推

移である。いずれの分野においても、1980 年代から、

国際共著論文割合は上昇基調である。2019年時点

において、環境・地球科学では35.9％、物理学では

35.4％であり、他分野に比べ国際共著論文割合が

高い。臨床医学は 23.3％であり、国際共著論文割

合が一番低い分野である。 

  

【【図図表表 44--11--44】】  分分野野ごごととのの国国際際共共著著論論文文  
 

((AA))割割合合のの推推移移  

 
  

((BB))研研究究ポポーートトフフォォリリオオ 88 分分野野  

 
注： 
1) 分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年（Publication 

year, PY）を用いた。 
2) (A)の分野は(B)を使用。 
3) ESI22 分野は、http://esi.help.clarivate.com/Content/journal-list.htm 

（esi-master-journal-list-2-2021）の雑誌単位の分類である。科学技
術・学術政策研究所では Web of Science(SCIE)収録論文を Essential 
Science Indicators(ESI)の ESI22 分野分類を用いて再分類している。
研究ポートフォリオ 8 分野には経済学・経営学、複合領域、社会科学・
一般は含めない。 

資料：クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を
基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-4 

44..11..22 研研究究活活動動のの国国別別比比較較  

(1)国単位での科学研究力の定量化手法 

「国の科学研究力」を定量化し比較する際、ここま

でに示したように近年の論文の共著形態の複雑化

についても考慮するべきであろう。 

そこで、図表 4-1-5 に示すように、国単位での科

学研究力を把握する場合は、「論文の生産への関

与度（論文を生み出すプロセスにどれだけ関与した

か）」と「論文の生産への貢献度（論文 1 件に対しど

れだけ貢献をしたか）」を把握することとする。前者

は整数カウント法、後者は分数カウント法により計測

する。論文の生産への関与度と貢献度の差分が、

「国際共著論文を通じた外国の寄与分」と言える。

各国・地域により国際的活動の状況が異なるため、

カウント方法によりランクが入れ替わることがある。 

また、「国の科学研究力」を見るときに、量的観点

と質的観点が求められる。そこで、量的観点として

論文数を、質的観点として他の論文から引用される

回数の多い論文数（Top10％補正論文数、Top1％

補正論文数）を用いる。 

論文の被引用数（2020 年末の値）が各年各分野

（22 分野）の上位 10％（1％）に入る論文数が

Top10％（Top1％）論文数である。分野毎に算出す

るのは、分野毎に引用のされ方が異なるためである。

Top10％（Top1％）補正論文数とは、Top10％

（Top1％）論文数の抽出後、実数で論文数の

1/10(1/100)となるように補正を加えた論文数を指す。

分野は、図表 4-1-4(B)の ESI22 分野に準ずる。 

 

(2)国・地域別論文数、Top10％補正論文数、

Top1％補正論文数の時系列比較 

図表 4-1-6に、整数カウント法と分数カウント法に

よる国・地域ごとの論文数、Top10％補正論文数、

Top1％補正論文数及び世界ランクを示した。 

日本の論文数(2017-2019 年(PY)の平均)は整数

カウント法によると第 5位、Top10％補正論文数では

第 11 位、Top1％補正論文数では第 12 位である。 

分数カウント法によると日本の論文数(2017-2019

年(PY)の平均)は第 4 位であり、Top10％補正論文

数では第 10 位、Top1％補正論文数では第 9 位で
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国際共著論文は、国際的な研究の協力や共同

活動によりつくられる成果であるため、その割合は

分野ごとの背景に依存すると考えられる。例えば、

大型研究施設を、各々の国で保有することが現実

的に不可能な場合、国際的な大型研究施設設置

国を中心とした共同研究が促進される。 

図表 4-1-4 は分野ごとの国際共著論文割合の推

移である。いずれの分野においても、1980 年代から、

国際共著論文割合は上昇基調である。2019年時点

において、環境・地球科学では35.9％、物理学では

35.4％であり、他分野に比べ国際共著論文割合が

高い。臨床医学は 23.3％であり、国際共著論文割

合が一番低い分野である。 

  

【【図図表表 44--11--44】】  分分野野ごごととのの国国際際共共著著論論文文  
 

((AA))割割合合のの推推移移  

 
  

((BB))研研究究ポポーートトフフォォリリオオ 88 分分野野  

 
注： 
1) 分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年（Publication 

year, PY）を用いた。 
2) (A)の分野は(B)を使用。 
3) ESI22 分野は、http://esi.help.clarivate.com/Content/journal-list.htm 

（esi-master-journal-list-2-2021）の雑誌単位の分類である。科学技
術・学術政策研究所では Web of Science(SCIE)収録論文を Essential 
Science Indicators(ESI)の ESI22 分野分類を用いて再分類している。
研究ポートフォリオ 8 分野には経済学・経営学、複合領域、社会科学・
一般は含めない。 

資料：クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を
基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-4 

44..11..22 研研究究活活動動のの国国別別比比較較  

(1)国単位での科学研究力の定量化手法 

「国の科学研究力」を定量化し比較する際、ここま

でに示したように近年の論文の共著形態の複雑化

についても考慮するべきであろう。 

そこで、図表 4-1-5 に示すように、国単位での科

学研究力を把握する場合は、「論文の生産への関

与度（論文を生み出すプロセスにどれだけ関与した

か）」と「論文の生産への貢献度（論文 1 件に対しど

れだけ貢献をしたか）」を把握することとする。前者

は整数カウント法、後者は分数カウント法により計測

する。論文の生産への関与度と貢献度の差分が、

「国際共著論文を通じた外国の寄与分」と言える。

各国・地域により国際的活動の状況が異なるため、

カウント方法によりランクが入れ替わることがある。 

また、「国の科学研究力」を見るときに、量的観点

と質的観点が求められる。そこで、量的観点として

論文数を、質的観点として他の論文から引用される

回数の多い論文数（Top10％補正論文数、Top1％

補正論文数）を用いる。 

論文の被引用数（2020 年末の値）が各年各分野

（22 分野）の上位 10％（1％）に入る論文数が

Top10％（Top1％）論文数である。分野毎に算出す

るのは、分野毎に引用のされ方が異なるためである。

Top10％（Top1％）補正論文数とは、Top10％

（Top1％）論文数の抽出後、実数で論文数の

1/10(1/100)となるように補正を加えた論文数を指す。

分野は、図表 4-1-4(B)の ESI22 分野に準ずる。 

 

(2)国・地域別論文数、Top10％補正論文数、

Top1％補正論文数の時系列比較 

図表 4-1-6に、整数カウント法と分数カウント法に

よる国・地域ごとの論文数、Top10％補正論文数、

Top1％補正論文数及び世界ランクを示した。 

日本の論文数(2017-2019 年(PY)の平均)は整数

カウント法によると第 5位、Top10％補正論文数では

第 11 位、Top1％補正論文数では第 12 位である。 

分数カウント法によると日本の論文数(2017-2019

年(PY)の平均)は第 4 位であり、Top10％補正論文

数では第 10 位、Top1％補正論文数では第 9 位で
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％

研究ポートフォリオ
8分野

集約したESI22分野

化学 化学

材料科学 材料科学

物理学 物理学、宇宙科学

計算機・数学 計算機科学、数学

工学 工学

環境・地球科学 環境/生態学、地球科学

臨床医学 臨床医学、精神医学/心理学

基礎生命科学
農業科学、生物学・生化学、免疫学、微生物
学、分子生物学・遺伝学、神経科学・行動
学、薬理学・毒性学、植物・動物学
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ある。 

 

【【図図表表 44--11--55】】  整整数数カカウウンントト法法とと分分数数カカウウンントト法法  

  

((AA))国国単単位位ででのの科科学学研研究究力力のの把把握握のの概概念念図図  

   

  

((BB))整整数数カカウウンントト法法とと分分数数カカウウンントト法法  

 
注： 
論文の被引用数（2020 年末の値）が各年各分野（22 分野）の上位 10％（1％）に入る論文数が Top10％（Top1％）論文数である。Top10％（Top1％）補正論
文数とは、Top10％（Top1％）論文数の抽出後、実数で論文数の 1/10(1/100)となるように補正を加えた論文数を指す。詳細は、科学技術・学術政策研究
所の「科学研究のベンチマーキング 2021」(調査資料-312)の 2-2-7 Top10％補正論文数の計算方法を参照のこと。分野は、図表 4-1-4(B)の研究ポートフ
ォリオ 8 分野に集約した ESI22 分野に準ずる。 

 

 

国内論文

国際共著論文

国内論文

国際共著論文
を通じた

外国の寄与分
国際的活動への

関与分

整整数数カカウウンントト法法 分分数数カカウウンントト法法

国際的活動による
貢献分

論文の生産への
関与度

国際共著論文

論文の生産への
貢献度

整数カウント法 分数カウント法

カウントの仕方

●国単位での関与の有無の集計である。

●例えば、日本のA大学、日本のB大学、米国のC大学の共著
論文の場合、日本1件、米国1件と集計する。したがって、1件の
論文は、複数の国の機関が関わっていると複数回数えられるこ
ととなる。

●機関レベルでの重み付けを用いた国単位での集計である。

●例えば、日本のA大学、日本のB大学、米国のC大学の共著
論文の場合、各機関は1/3と重み付けし、日本2/3件、米国1/3
件と集計する。したがって、1件の論文は、複数の国の機関が
関わっていても1件として扱われる。

論文数を
カウントする意味

「世界の論文の生産への関与度」の把握 「世界の論文の生産への貢献度」の把握

Top10％(Top1％)
補正論文数を

カウントする意味
「世界の注目度の高い論文の生産への関与度」の把握 「世界の注目度の高い論文の生産への貢献度」の把握
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【【図図表表 44--11--66】】  国国・・地地域域別別論論文文数数、、TToopp1100％％補補正正論論文文数数、、TToopp11％％補補正正論論文文数数：：上上位位 2255 かか国国・・地地域域  

  

((AA))整整数数カカウウンントト法法にによよるる

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 227,492 31.8 1 米国 289,910 28.0 1 中国 405,364 25.0 1
日本 68,685 9.6 2 中国 108,570 10.5 2 米国 384,978 23.8 2
ドイツ 63,541 8.9 3 ドイツ 79,537 7.7 3 英国 115,280 7.1 3
英国 62,007 8.7 4 英国 77,414 7.5 4 ドイツ 110,153 6.8 4
フランス 46,795 6.5 5 日本 75,867 7.3 5 日本 82,934 5.1 5
カナダ 30,379 4.2 6 フランス 58,735 5.7 6 フランス 75,297 4.6 6
イタリア 29,609 4.1 7 イタリア 47,144 4.5 7 インド 75,141 4.6 7
ロシア 27,103 3.8 8 カナダ 46,718 4.5 8 イタリア 71,858 4.4 8
中国 22,426 3.1 9 スペイン 37,366 3.6 9 カナダ 68,472 4.2 9
スペイン 20,189 2.8 10 インド 36,344 3.5 10 オーストラリア 63,672 3.9 10
オーストラリア 18,792 2.6 11 韓国 33,085 3.2 11 韓国 61,268 3.8 11
オランダ 17,546 2.5 12 オーストラリア 30,970 3.0 12 スペイン 58,977 3.6 12
インド 16,315 2.3 13 ブラジル 27,191 2.6 13 ブラジル 50,727 3.1 13
スウェーデン 14,243 2.0 14 ロシア 26,838 2.6 14 イラン 39,873 2.5 14
スイス 13,197 1.8 15 オランダ 25,002 2.4 15 ロシア 39,507 2.4 15
韓国 10,469 1.5 16 台湾 20,903 2.0 16 オランダ 39,451 2.4 16
ベルギー 9,360 1.3 17 スイス 19,315 1.9 17 スイス 32,516 2.0 17
ポーランド 8,727 1.2 18 トルコ 18,870 1.8 18 ポーランド 29,938 1.8 18
ブラジル 8,696 1.2 19 ポーランド 17,668 1.7 19 トルコ 29,575 1.8 19
台湾 8,672 1.2 20 スウェーデン 17,517 1.7 20 スウェーデン 28,312 1.7 20
イスラエル 8,502 1.2 21 ベルギー 14,460 1.4 21 台湾 24,334 1.5 21
デンマーク 7,323 1.0 22 イラン 11,608 1.1 22 ベルギー 22,266 1.4 22
フィンランド 6,637 0.9 23 イスラエル 10,528 1.0 23 デンマーク 19,774 1.2 23
オーストリア 6,567 0.9 24 オーストリア 10,013 1.0 24 オーストリア 16,818 1.0 24
ノルウェー 4,456 0.6 25 デンマーク 9,884 1.0 25 サウジアラビア 16,655 1.0 25

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 34,984 49.0 1 米国 44,449 42.9 1 米国 54,994 33.9 1
英国 7,985 11.2 2 英国 11,817 11.4 2 中国 50,511 31.2 2
ドイツ 6,777 9.5 3 ドイツ 10,363 10.0 3 英国 19,085 11.8 3
日本 5,192 7.3 4 中国 9,819 9.5 4 ドイツ 15,373 9.5 4
フランス 4,971 7.0 5 フランス 7,383 7.1 5 イタリア 10,514 6.5 5
カナダ 3,943 5.5 6 カナダ 6,400 6.2 6 オーストラリア 10,452 6.5 6
イタリア 2,951 4.1 7 日本 5,953 5.7 7 フランス 9,894 6.1 7
オランダ 2,547 3.6 8 イタリア 5,428 5.2 8 カナダ 9,863 6.1 8
オーストラリア 2,203 3.1 9 オーストラリア 4,342 4.2 9 スペイン 7,860 4.9 9
スイス 2,067 2.9 10 スペイン 4,299 4.1 10 オランダ 7,125 4.4 10
スペイン 1,857 2.6 11 オランダ 4,294 4.1 11 日本 6,832 4.2 11
スウェーデン 1,779 2.5 12 スイス 3,475 3.4 12 スイス 6,070 3.7 12
中国 1,339 1.9 13 スウェーデン 2,407 2.3 13 インド 6,053 3.7 13
ベルギー 1,115 1.6 14 韓国 2,406 2.3 14 韓国 5,533 3.4 14
デンマーク 1,067 1.5 15 インド 2,342 2.3 15 スウェーデン 4,524 2.8 15
イスラエル 1,015 1.4 16 ベルギー 2,136 2.1 16 イラン 4,145 2.6 16
ロシア 868 1.2 17 デンマーク 1,666 1.6 17 ベルギー 3,758 2.3 17
フィンランド 806 1.1 18 台湾 1,569 1.5 18 ブラジル 3,638 2.2 18
インド 713 1.0 19 ブラジル 1,491 1.4 19 デンマーク 3,516 2.2 19
韓国 702 1.0 20 オーストリア 1,327 1.3 20 シンガポール 2,919 1.8 20
オーストリア 671 0.9 21 イスラエル 1,262 1.2 21 サウジアラビア 2,714 1.7 21
台湾 617 0.9 22 フィンランド 1,084 1.0 22 オーストリア 2,599 1.6 22
ノルウェー 547 0.8 23 ノルウェー 1,065 1.0 23 ポーランド 2,458 1.5 23
ブラジル 518 0.7 24 トルコ 1,055 1.0 24 台湾 2,136 1.3 24
ポーランド 437 0.6 25 シンガポール 1,027 1.0 25 ノルウェー 2,123 1.3 25

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 4,203 58.9 1 米国 5,425 52.3 1 米国 7,045 43.5 1
英国 866 12.1 2 英国 1,475 14.2 2 中国 5,584 34.5 2
ドイツ 641 9.0 3 ドイツ 1,179 11.4 3 英国 2,648 16.3 3
フランス 489 6.9 4 中国 817 7.9 4 ドイツ 2,018 12.5 4
カナダ 424 5.9 5 フランス 814 7.9 5 オーストラリア 1,546 9.5 5
日本 422 5.9 6 カナダ 774 7.5 6 カナダ 1,425 8.8 6
オランダ 290 4.1 7 イタリア 578 5.6 7 フランス 1,380 8.5 7
イタリア 279 3.9 8 オランダ 557 5.4 8 イタリア 1,238 7.6 8
スイス 250 3.5 9 日本 548 5.3 9 オランダ 1,086 6.7 9
オーストラリア 233 3.3 10 オーストラリア 537 5.2 10 スペイン 1,013 6.3 10
スウェーデン 182 2.5 11 スペイン 460 4.4 11 スイス 934 5.8 11
スペイン 146 2.0 12 スイス 448 4.3 12 日本 879 5.4 12
ベルギー 116 1.6 13 スウェーデン 287 2.8 13 韓国 660 4.1 13
イスラエル 113 1.6 14 ベルギー 281 2.7 14 スウェーデン 657 4.1 14
デンマーク 111 1.6 15 デンマーク 216 2.1 15 ベルギー 586 3.6 15
中国 101 1.4 16 韓国 204 2.0 16 インド 575 3.5 16
フィンランド 77 1.1 17 インド 190 1.8 17 デンマーク 511 3.2 17
オーストリア 73 1.0 18 オーストリア 157 1.5 18 シンガポール 473 2.9 18
ロシア 67 0.9 19 イスラエル 157 1.5 19 サウジアラビア 439 2.7 19
インド 53 0.7 20 ブラジル 134 1.3 20 ブラジル 424 2.6 20
ノルウェー 52 0.7 21 フィンランド 131 1.3 21 イラン 422 2.6 21
ブラジル 40 0.6 22 シンガポール 124 1.2 22 オーストリア 406 2.5 22
ポーランド 39 0.5 23 ノルウェー 120 1.2 23 ノルウェー 324 2.0 23
韓国 37 0.5 24 台湾 113 1.1 24 ポーランド 324 2.0 24
台湾 35 0.5 25 ポーランド 106 1.0 25 イスラエル 303 1.9 25

整数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)

論文数 論文数 論文数

国・地域名
整数カウント

国・地域名
整数カウント

国・地域名

整数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

国・地域名
整数カウント

国・地域名
整数カウント

国・地域名

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)

Top10％補正論文数 Top10％補正論文数 Top10％補正論文数

整数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)

Top1％補正論文数 Top1％補正論文数 Top1％補正論文数

国・地域名
整数カウント

国・地域名
整数カウント

国・地域名
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【【図図表表 44--11--66】】  国国・・地地域域別別論論文文数数、、TToopp1100％％補補正正論論文文数数、、TToopp11％％補補正正論論文文数数：：上上位位 2255 かか国国・・地地域域  

  

((AA))整整数数カカウウンントト法法にによよるる

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 227,492 31.8 1 米国 289,910 28.0 1 中国 405,364 25.0 1
日本 68,685 9.6 2 中国 108,570 10.5 2 米国 384,978 23.8 2
ドイツ 63,541 8.9 3 ドイツ 79,537 7.7 3 英国 115,280 7.1 3
英国 62,007 8.7 4 英国 77,414 7.5 4 ドイツ 110,153 6.8 4
フランス 46,795 6.5 5 日本 75,867 7.3 5 日本 82,934 5.1 5
カナダ 30,379 4.2 6 フランス 58,735 5.7 6 フランス 75,297 4.6 6
イタリア 29,609 4.1 7 イタリア 47,144 4.5 7 インド 75,141 4.6 7
ロシア 27,103 3.8 8 カナダ 46,718 4.5 8 イタリア 71,858 4.4 8
中国 22,426 3.1 9 スペイン 37,366 3.6 9 カナダ 68,472 4.2 9
スペイン 20,189 2.8 10 インド 36,344 3.5 10 オーストラリア 63,672 3.9 10
オーストラリア 18,792 2.6 11 韓国 33,085 3.2 11 韓国 61,268 3.8 11
オランダ 17,546 2.5 12 オーストラリア 30,970 3.0 12 スペイン 58,977 3.6 12
インド 16,315 2.3 13 ブラジル 27,191 2.6 13 ブラジル 50,727 3.1 13
スウェーデン 14,243 2.0 14 ロシア 26,838 2.6 14 イラン 39,873 2.5 14
スイス 13,197 1.8 15 オランダ 25,002 2.4 15 ロシア 39,507 2.4 15
韓国 10,469 1.5 16 台湾 20,903 2.0 16 オランダ 39,451 2.4 16
ベルギー 9,360 1.3 17 スイス 19,315 1.9 17 スイス 32,516 2.0 17
ポーランド 8,727 1.2 18 トルコ 18,870 1.8 18 ポーランド 29,938 1.8 18
ブラジル 8,696 1.2 19 ポーランド 17,668 1.7 19 トルコ 29,575 1.8 19
台湾 8,672 1.2 20 スウェーデン 17,517 1.7 20 スウェーデン 28,312 1.7 20
イスラエル 8,502 1.2 21 ベルギー 14,460 1.4 21 台湾 24,334 1.5 21
デンマーク 7,323 1.0 22 イラン 11,608 1.1 22 ベルギー 22,266 1.4 22
フィンランド 6,637 0.9 23 イスラエル 10,528 1.0 23 デンマーク 19,774 1.2 23
オーストリア 6,567 0.9 24 オーストリア 10,013 1.0 24 オーストリア 16,818 1.0 24
ノルウェー 4,456 0.6 25 デンマーク 9,884 1.0 25 サウジアラビア 16,655 1.0 25

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 34,984 49.0 1 米国 44,449 42.9 1 米国 54,994 33.9 1
英国 7,985 11.2 2 英国 11,817 11.4 2 中国 50,511 31.2 2
ドイツ 6,777 9.5 3 ドイツ 10,363 10.0 3 英国 19,085 11.8 3
日本 5,192 7.3 4 中国 9,819 9.5 4 ドイツ 15,373 9.5 4
フランス 4,971 7.0 5 フランス 7,383 7.1 5 イタリア 10,514 6.5 5
カナダ 3,943 5.5 6 カナダ 6,400 6.2 6 オーストラリア 10,452 6.5 6
イタリア 2,951 4.1 7 日本 5,953 5.7 7 フランス 9,894 6.1 7
オランダ 2,547 3.6 8 イタリア 5,428 5.2 8 カナダ 9,863 6.1 8
オーストラリア 2,203 3.1 9 オーストラリア 4,342 4.2 9 スペイン 7,860 4.9 9
スイス 2,067 2.9 10 スペイン 4,299 4.1 10 オランダ 7,125 4.4 10
スペイン 1,857 2.6 11 オランダ 4,294 4.1 11 日本 6,832 4.2 11
スウェーデン 1,779 2.5 12 スイス 3,475 3.4 12 スイス 6,070 3.7 12
中国 1,339 1.9 13 スウェーデン 2,407 2.3 13 インド 6,053 3.7 13
ベルギー 1,115 1.6 14 韓国 2,406 2.3 14 韓国 5,533 3.4 14
デンマーク 1,067 1.5 15 インド 2,342 2.3 15 スウェーデン 4,524 2.8 15
イスラエル 1,015 1.4 16 ベルギー 2,136 2.1 16 イラン 4,145 2.6 16
ロシア 868 1.2 17 デンマーク 1,666 1.6 17 ベルギー 3,758 2.3 17
フィンランド 806 1.1 18 台湾 1,569 1.5 18 ブラジル 3,638 2.2 18
インド 713 1.0 19 ブラジル 1,491 1.4 19 デンマーク 3,516 2.2 19
韓国 702 1.0 20 オーストリア 1,327 1.3 20 シンガポール 2,919 1.8 20
オーストリア 671 0.9 21 イスラエル 1,262 1.2 21 サウジアラビア 2,714 1.7 21
台湾 617 0.9 22 フィンランド 1,084 1.0 22 オーストリア 2,599 1.6 22
ノルウェー 547 0.8 23 ノルウェー 1,065 1.0 23 ポーランド 2,458 1.5 23
ブラジル 518 0.7 24 トルコ 1,055 1.0 24 台湾 2,136 1.3 24
ポーランド 437 0.6 25 シンガポール 1,027 1.0 25 ノルウェー 2,123 1.3 25

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 4,203 58.9 1 米国 5,425 52.3 1 米国 7,045 43.5 1
英国 866 12.1 2 英国 1,475 14.2 2 中国 5,584 34.5 2
ドイツ 641 9.0 3 ドイツ 1,179 11.4 3 英国 2,648 16.3 3
フランス 489 6.9 4 中国 817 7.9 4 ドイツ 2,018 12.5 4
カナダ 424 5.9 5 フランス 814 7.9 5 オーストラリア 1,546 9.5 5
日本 422 5.9 6 カナダ 774 7.5 6 カナダ 1,425 8.8 6
オランダ 290 4.1 7 イタリア 578 5.6 7 フランス 1,380 8.5 7
イタリア 279 3.9 8 オランダ 557 5.4 8 イタリア 1,238 7.6 8
スイス 250 3.5 9 日本 548 5.3 9 オランダ 1,086 6.7 9
オーストラリア 233 3.3 10 オーストラリア 537 5.2 10 スペイン 1,013 6.3 10
スウェーデン 182 2.5 11 スペイン 460 4.4 11 スイス 934 5.8 11
スペイン 146 2.0 12 スイス 448 4.3 12 日本 879 5.4 12
ベルギー 116 1.6 13 スウェーデン 287 2.8 13 韓国 660 4.1 13
イスラエル 113 1.6 14 ベルギー 281 2.7 14 スウェーデン 657 4.1 14
デンマーク 111 1.6 15 デンマーク 216 2.1 15 ベルギー 586 3.6 15
中国 101 1.4 16 韓国 204 2.0 16 インド 575 3.5 16
フィンランド 77 1.1 17 インド 190 1.8 17 デンマーク 511 3.2 17
オーストリア 73 1.0 18 オーストリア 157 1.5 18 シンガポール 473 2.9 18
ロシア 67 0.9 19 イスラエル 157 1.5 19 サウジアラビア 439 2.7 19
インド 53 0.7 20 ブラジル 134 1.3 20 ブラジル 424 2.6 20
ノルウェー 52 0.7 21 フィンランド 131 1.3 21 イラン 422 2.6 21
ブラジル 40 0.6 22 シンガポール 124 1.2 22 オーストリア 406 2.5 22
ポーランド 39 0.5 23 ノルウェー 120 1.2 23 ノルウェー 324 2.0 23
韓国 37 0.5 24 台湾 113 1.1 24 ポーランド 324 2.0 24
台湾 35 0.5 25 ポーランド 106 1.0 25 イスラエル 303 1.9 25

整数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)

論文数 論文数 論文数

国・地域名
整数カウント

国・地域名
整数カウント

国・地域名

整数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

国・地域名
整数カウント

国・地域名
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国・地域名

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)
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整数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
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全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)
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国・地域名
整数カウント
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整数カウント
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((BB))分分数数カカウウンントト法法にによよるる  

 
注： 
分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。被引用数は、2020 年末の値を用いている。 
資料： 
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-6 

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 202,446 28.3 1 米国 242,115 23.4 1 中国 353,174 21.8 1
日本 62,684 8.8 2 中国 95,939 9.3 2 米国 285,717 17.6 2
ドイツ 50,931 7.1 3 日本 65,612 6.3 3 ドイツ 68,091 4.2 3
英国 50,325 7.0 4 ドイツ 56,758 5.5 4 日本 65,742 4.1 4
フランス 37,436 5.2 5 英国 53,854 5.2 5 英国 63,575 3.9 5
カナダ 24,350 3.4 6 フランス 41,801 4.0 6 インド 63,435 3.9 6
イタリア 24,062 3.4 7 イタリア 35,911 3.5 7 韓国 50,286 3.1 7
ロシア 22,731 3.2 8 カナダ 33,846 3.3 8 イタリア 47,772 2.9 8
中国 19,575 2.7 9 インド 32,467 3.1 9 フランス 44,815 2.8 9
スペイン 16,544 2.3 10 韓国 28,430 2.7 10 カナダ 42,188 2.6 10
オーストラリア 15,352 2.1 11 スペイン 28,113 2.7 11 ブラジル 39,544 2.4 11
インド 14,991 2.1 12 ブラジル 23,365 2.3 12 オーストラリア 38,226 2.4 12
オランダ 13,435 1.9 13 オーストラリア 22,609 2.2 13 スペイン 37,782 2.3 13
スウェーデン 10,839 1.5 14 ロシア 21,539 2.1 14 イラン 34,141 2.1 14
スイス 9,138 1.3 15 台湾 18,594 1.8 15 ロシア 30,176 1.9 15
韓国 9,077 1.3 16 トルコ 17,187 1.7 16 トルコ 24,730 1.5 16
台湾 7,889 1.1 17 オランダ 16,824 1.6 17 ポーランド 22,132 1.4 17
ブラジル 7,032 1.0 18 ポーランド 13,997 1.3 18 オランダ 21,281 1.3 18
ベルギー 6,715 0.9 19 スウェーデン 11,416 1.1 19 台湾 18,869 1.2 19
ポーランド 6,674 0.9 20 スイス 11,368 1.1 20 スイス 15,372 0.9 20
イスラエル 6,609 0.9 21 イラン 10,403 1.0 21 スウェーデン 14,413 0.9 21
デンマーク 5,233 0.7 22 ベルギー 9,129 0.9 22 メキシコ 11,663 0.7 22
フィンランド 5,140 0.7 23 イスラエル 7,756 0.7 23 ベルギー 10,897 0.7 23
オーストリア 4,849 0.7 24 ギリシャ 7,471 0.7 24 デンマーク 10,340 0.6 24
トルコ 3,910 0.5 25 メキシコ 6,253 0.6 25 ポルトガル 8,962 0.6 25

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 30,610 42.8 1 米国 36,196 34.9 1 中国 40,219 24.8 1
英国 5,973 8.4 2 中国 7,832 7.6 2 米国 37,124 22.9 2
ドイツ 4,847 6.8 3 英国 7,250 7.0 3 英国 8,687 5.4 3
日本 4,336 6.1 4 ドイツ 6,265 6.0 4 ドイツ 7,248 4.5 4
フランス 3,532 4.9 5 日本 4,437 4.3 5 イタリア 5,404 3.3 5
カナダ 2,849 4.0 6 フランス 4,432 4.3 6 オーストラリア 4,879 3.0 6
イタリア 2,046 2.9 7 カナダ 3,951 3.8 7 カナダ 4,468 2.8 7
オランダ 1,797 2.5 8 イタリア 3,279 3.2 8 フランス 4,246 2.6 8
オーストラリア 1,628 2.3 9 オーストラリア 2,711 2.6 9 インド 4,082 2.5 9
スペイン 1,309 1.8 10 スペイン 2,705 2.6 10 日本 3,787 2.3 10
スイス 1,299 1.8 11 オランダ 2,498 2.4 11 スペイン 3,631 2.2 11
スウェーデン 1,212 1.7 12 インド 1,888 1.8 12 韓国 3,445 2.1 12
中国 1,004 1.4 13 スイス 1,762 1.7 13 イラン 3,022 1.9 13
イスラエル 678 0.9 14 韓国 1,758 1.7 14 オランダ 2,832 1.7 14
デンマーク 674 0.9 15 スウェーデン 1,256 1.2 15 スイス 2,184 1.3 15
ベルギー 673 0.9 16 台湾 1,244 1.2 16 ブラジル 1,848 1.1 16
インド 568 0.8 17 ベルギー 1,097 1.1 17 スウェーデン 1,592 1.0 17
フィンランド 552 0.8 18 ブラジル 957 0.9 18 シンガポール 1,357 0.8 18
韓国 542 0.8 19 デンマーク 874 0.8 19 デンマーク 1,289 0.8 19
台湾 511 0.7 20 トルコ 839 0.8 20 ベルギー 1,289 0.8 20
ロシア 443 0.6 21 イスラエル 733 0.7 21 台湾 1,115 0.7 21
オーストリア 420 0.6 22 シンガポール 678 0.7 22 トルコ 1,085 0.7 22
ノルウェー 349 0.5 23 オーストリア 650 0.6 23 ポーランド 1,056 0.7 23
ブラジル 333 0.5 24 イラン 616 0.6 24 サウジアラビア 1,006 0.6 24
ニュージーランド 298 0.4 25 ギリシャ 596 0.6 25 ポルトガル 863 0.5 25

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 3,665 51.3 1 米国 4,340 41.9 1 米国 4,413 27.2 1
英国 602 8.4 2 英国 802 7.7 2 中国 4,046 25.0 2
ドイツ 420 5.9 3 ドイツ 610 5.9 3 英国 970 6.0 3
日本 334 4.7 4 中国 579 5.6 4 ドイツ 704 4.3 4
フランス 308 4.3 5 フランス 402 3.9 5 オーストラリア 530 3.3 5
カナダ 266 3.7 6 カナダ 398 3.8 6 カナダ 443 2.7 6
オランダ 176 2.5 7 日本 357 3.4 7 フランス 413 2.6 7
イタリア 159 2.2 8 オーストラリア 273 2.6 8 イタリア 399 2.5 8
オーストラリア 151 2.1 9 イタリア 271 2.6 9 日本 322 2.0 9
スイス 148 2.1 10 オランダ 270 2.6 10 オランダ 290 1.8 10
スウェーデン 107 1.5 11 スペイン 232 2.2 11 スペイン 278 1.7 11
スペイン 86 1.2 12 スイス 191 1.8 12 韓国 270 1.7 12
中国 68 1.0 13 インド 138 1.3 13 インド 265 1.6 13
イスラエル 68 1.0 14 韓国 123 1.2 14 スイス 240 1.5 14
デンマーク 64 0.9 15 スウェーデン 109 1.0 15 イラン 240 1.5 15
ベルギー 58 0.8 16 ベルギー 105 1.0 16 シンガポール 185 1.1 16
フィンランド 44 0.6 17 デンマーク 89 0.9 17 スウェーデン 151 0.9 17
オーストリア 37 0.5 18 シンガポール 76 0.7 18 サウジアラビア 139 0.9 18
インド 36 0.5 19 イスラエル 72 0.7 19 ベルギー 125 0.8 19
ロシア 30 0.4 20 台湾 69 0.7 20 デンマーク 117 0.7 20
台湾 26 0.4 21 ブラジル 61 0.6 21 ブラジル 115 0.7 21
ノルウェー 25 0.4 22 オーストリア 61 0.6 22 トルコ 84 0.5 22
韓国 24 0.3 23 トルコ 59 0.6 23 オーストリア 78 0.5 23
ブラジル 20 0.3 24 フィンランド 56 0.5 24 マレーシア 77 0.5 24
ポーランド 19 0.3 25 ノルウェー 47 0.5 25 パキスタン 76 0.5 25

分数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)

論文数 論文数 論文数

国・地域名
分数カウント

国・地域名
分数カウント

国・地域名

分数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

国・地域名
分数カウント

国・地域名
分数カウント

国・地域名

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)

Top10％補正論文数 Top10％補正論文数 Top10％補正論文数

分数カウント

全分野
1997 － 1999年 (PY) (平均)

全分野
2007 － 2009年 (PY) (平均)

全分野
2017 － 2019年 (PY) (平均)

Top1％補正論文数 Top1％補正論文数 Top1％補正論文数

国・地域名
分数カウント

国・地域名
分数カウント
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(3)主要国の論文数シェア、Top10％補正論

文数シェア、Top1％補正論文数シェアの時

系列推移 

図表 4-1-7 では、主要国の研究活動の量的状

況を把握するため、論文数の各国シェアを整数カ

ウント法と分数カウント法で比較した。 

まず、整数カウント法における論文数シェアを

見ると（図表 4-1-7（A））、米国は 1980 年代から一

貫して、他国を大きく引き離し、論文数シェアが大

きい。しかし、他国がシェアを伸ばしており、1990

年代から下降基調が続いている。 

日本は、1980年代から 2000年代初めまで論文

数シェアを伸ばし、英国やドイツを抜かし、一時は

世界第 2 位となっていた。しかし、1990 年代後半

より、中国が急速に論文数シェアを増加させてお

り、日本のみならず米国、英国、ドイツ、フランスの

論文数シェアは低下傾向である。 2018 年

（2017-2019 年(PY)の平均）時点において、上位 5

か国は中、米、英、独、日となっており、中国が米

国を抜き、世界第 1 位となった。 

次に、整数カウント法における質的指標とされる

Top10％補正論文数シェア及び Top1％補正論文

数シェアの変化を示す。米国が他国を大きく引き

離していることが分かるが、1990 年代から下降基

調が続いている。 

中国は、1990 年代後半からの Top10％補正論

文数シェア及び Top1％補正論文数シェアの増加

が著しい。日本は、1980 年代から 2000 年代初め

にかけて緩やかなシェアの増加が見られたが、そ

の後シェアを低下させている。Top1％補正論文に

ついては、2013 年を境にシェアが微増する傾向

にある。 

英国、ドイツ、フランスは、特に Top1％補正論

文数において、1980 年代より着実にシェアを増加

させている。ただし、2017、2018年ではシェアが微

減した。 

このような各国の時系列変化の中、日本は

2018 年（2017-2019 年(PY)の平均）時点において、

Top10％補正論文数では第 11位、Top1％補正論

文数では第 12 位である（いずれも主要国以外を

含んだ順位）。
 

【【図図表表 44--11--77】】  主主要要国国のの論論文文数数、、TToopp1100％％補補正正論論文文数数、、TToopp11％％補補正正論論文文数数シシェェアアのの変変化化  

（（全全分分野野、、整整数数カカウウンントト法法、、33 年年移移動動平平均均））  
 

（（AA））整整数数カカウウンントト法法にによよるる  

 
注： 
分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。全分野での論文数シェアの 3 年移動平均（2018 年であれば
PY2017、PY2018、PY2019年の平均値）。整数カウント法である。被引用数は、2020年末の値を用いている。Top10％（及び Top1％）補正論文数は 22分野
ごとに抽出しているため、分野分類できない論文は除外して算出している。 
資料： 
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-7 
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(3)主要国の論文数シェア、Top10％補正論

文数シェア、Top1％補正論文数シェアの時

系列推移 

図表 4-1-7 では、主要国の研究活動の量的状

況を把握するため、論文数の各国シェアを整数カ

ウント法と分数カウント法で比較した。 

まず、整数カウント法における論文数シェアを

見ると（図表 4-1-7（A））、米国は 1980 年代から一

貫して、他国を大きく引き離し、論文数シェアが大

きい。しかし、他国がシェアを伸ばしており、1990

年代から下降基調が続いている。 

日本は、1980年代から 2000年代初めまで論文

数シェアを伸ばし、英国やドイツを抜かし、一時は

世界第 2 位となっていた。しかし、1990 年代後半

より、中国が急速に論文数シェアを増加させてお

り、日本のみならず米国、英国、ドイツ、フランスの

論文数シェアは低下傾向である。 2018 年

（2017-2019 年(PY)の平均）時点において、上位 5

か国は中、米、英、独、日となっており、中国が米

国を抜き、世界第 1 位となった。 

次に、整数カウント法における質的指標とされる

Top10％補正論文数シェア及び Top1％補正論文

数シェアの変化を示す。米国が他国を大きく引き

離していることが分かるが、1990 年代から下降基

調が続いている。 

中国は、1990 年代後半からの Top10％補正論

文数シェア及び Top1％補正論文数シェアの増加

が著しい。日本は、1980 年代から 2000 年代初め

にかけて緩やかなシェアの増加が見られたが、そ

の後シェアを低下させている。Top1％補正論文に

ついては、2013 年を境にシェアが微増する傾向

にある。 

英国、ドイツ、フランスは、特に Top1％補正論

文数において、1980 年代より着実にシェアを増加

させている。ただし、2017、2018年ではシェアが微

減した。 

このような各国の時系列変化の中、日本は

2018 年（2017-2019 年(PY)の平均）時点において、

Top10％補正論文数では第 11位、Top1％補正論

文数では第 12 位である（いずれも主要国以外を

含んだ順位）。
 

【【図図表表 44--11--77】】  主主要要国国のの論論文文数数、、TToopp1100％％補補正正論論文文数数、、TToopp11％％補補正正論論文文数数シシェェアアのの変変化化  

（（全全分分野野、、整整数数カカウウンントト法法、、33 年年移移動動平平均均））  
 

（（AA））整整数数カカウウンントト法法にによよるる  

 
注： 
分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。全分野での論文数シェアの 3 年移動平均（2018 年であれば
PY2017、PY2018、PY2019年の平均値）。整数カウント法である。被引用数は、2020年末の値を用いている。Top10％（及び Top1％）補正論文数は 22分野
ごとに抽出しているため、分野分類できない論文は除外して算出している。 
資料： 
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-7 
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分数カウント法における論文数シェアを見ると（図

表 4-1-7（B））、米国は 1980 年代から一貫して、他

国を大きく引き離し、論文数シェアが大きい。しかし、

他国がシェアを伸ばしており、1990 年代から下降基

調が続いている。 

日本は、1980 年代から 2000 年代初めまで論文

数シェアを伸ばし、英国やドイツを抜かし、一時は

世界第2位となっていた。しかし、1990年代後半より、

中国が急速に論文数シェアを増加させており、日本

のみならず米国、英国、ドイツ、フランスの論文数シ

ェアは低下傾向である。2018 年（2017-2019 年(PY)

の平均）時点において、上位 4 か国は中国、米国、

ドイツ、日本となっている。 

次に、分数カウント法における質的指標とされる

Top10％補正論文数シェア及び Top1％補正論文

数シェアの変化を示す。米国は Top10％補正論文

数シェア及び Top1％補正論文数シェアともに他国

を大きく引き離してきたが、1990 年代から下降基調

が続いている。Top10％補正論文数シェアについて

は 2018 年（2017-2019 年(PY)の平均）時点で中国

が米国を抜いて世界第 1 位となっている。中国は、

1990 年代後半からの Top1％補正論文数シェアの

増加も著しい。 

日本は、1980年代から2000年代初めにかけて緩

やかなシェアの増加が見られたが、その後シェアを

低下させている。 

このような各国の時系列変化の中、日本は 2018

年（2017-2019 年 (PY)の平均）時点において、

Top10％補正論文数では第 10 位であり、Top1％補

正論文数では第 9位である（いずれも主要国以外を

含んだ順位）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【【図図表表 44--11--77】】  主主要要国国のの論論文文数数、、TToopp1100％％補補正正論論文文数数、、TToopp11％％補補正正論論文文数数シシェェアアのの変変化化  （（続続きき））  

（（全全分分野野、、分分数数カカウウンントト法法、、33 年年移移動動平平均均））  
 

（（BB））分分数数カカウウンントト法法にによよるる

 
注： 
分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。全分野での論文数シェアの 3 年移動平均（2018 年であれば
PY2017、PY2018、PY2019年の平均値）。分数カウント法である。被引用数は、2020年末の値を用いている。Top10％（及び Top1％）補正論文数は 22分野
ごとに抽出しているため、分野分類できない論文は除外して算出している。 
資料： 
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-7 
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44..11..33 主主要要国国のの研研究究活活動動のの分分野野特特性性  

(1)全世界の分野バランス 

論文数や被引用数は、分野ごとの研究活動に

おいて論文生産がどの程度重視されているか、研

究者数が多いか少ないか、一論文が引用する過

去の論文数が平均的に多いか少ないかなどの影

響を受ける。したがって、国の比較を行う場合、論

文数や被引用数を総数のみで把握するのではな

く、分野ごとの研究活動を把握することも重要であ

る。 

まず、図表 4-1-8 では、全世界の論文における

各分野の論文数割合の推移を示す。1981 年と

2019年を比べると、基礎生命科学は 6.0ポイント、

物理学は 3.6 ポイント、臨床医学は 2.5 ポイント、

化学は 2.1 ポイント減少している。他方で、工学は

5.2 ポイント、材料科学は 4.6 ポイント、環境・地球

科学は 3.5 ポイント、計算機・数学は 1.7 ポイント

増加した。 

基礎生命科学及び臨床医学といった生命科学

系の割合が約半分を占めているが、その割合は

1981 年の 53.3％から 44.8％に低下している。 

 

【【図図表表 44--11--88】】  全全世世界界のの分分野野別別論論文文数数割割合合のの推推移移  

 
注： 
分析対象は、Article, Review である。分野は図表 4-1-4(B)の注釈に準
ずる。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。研究ポート
フォリオ 8 分野に分類できない論文を除いた結果。 
資料： 

クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基
に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-8 

 

(2)主要国内の分野バランス 

次に主要国の内部構造をみるために、図表

4-1-9 では、主要国内の分野バランスの変化を示

す。なお、ここでは各国内の分野毎の割合を分数

カウント法により求めた。 

日本は、1980 年代前半は、基礎生命科学、化

学、物理学の占める割合が大きかったが、1981 年

と 2019 年を比較すると、化学は 10.3 ポイント、基

礎生命科学は 5.1 ポイント、物理学は 3.4 ポイント

減っている。他方で、割合を 14.9ポイント増加させ

た臨床医学に加え、材料科学（3.5 ポイント増）と

環境・地球科学（3.0 ポイント増）で拡大傾向にあ

る。 

米国は、基礎生命科学（5.0 ポイント減）と物理

学（3.6 ポイント減）、臨床医学（3.9 ポイント増）で

変化が見られる。 

ドイツは、基礎生命科学（4.7 ポイント減）、環

境・地球科学（5.0 ポイント増）で変化が見られる。 

フランスは、臨床医学（6.8 ポイント減）、基礎生

命科学（3.6 ポイント減）、物理学（3.4 ポイント減）、

工学（5.2 ポイント増）、環境・地球科学（4.2 ポイン

ト増）、計算機・数学（4.1 ポイント増）で変化が見ら

れる。 

英国では、基礎生命科学（8.8 ポイント減）、化

学（4.4 ポイント減）、環境・地球科学（3.8 ポイント

増）、工学は（2.7 ポイント増）、臨床医学（2.6 ポイ

ント増）で変化が見られる。 

中国に関しては、生命科学系（基礎生命科学

及び臨床医学）の占める割合が 31.8％であり、他

の主要国と比較して低い。 

中国と韓国に関しては、材料科学及び工学の

占める割合が、他の主要国と比較して高い。中国

については、これに加えて、化学の占める割合も

相対的に高い。 
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44..11..33 主主要要国国のの研研究究活活動動のの分分野野特特性性  

(1)全世界の分野バランス 

論文数や被引用数は、分野ごとの研究活動に

おいて論文生産がどの程度重視されているか、研

究者数が多いか少ないか、一論文が引用する過

去の論文数が平均的に多いか少ないかなどの影

響を受ける。したがって、国の比較を行う場合、論

文数や被引用数を総数のみで把握するのではな

く、分野ごとの研究活動を把握することも重要であ

る。 

まず、図表 4-1-8 では、全世界の論文における

各分野の論文数割合の推移を示す。1981 年と

2019年を比べると、基礎生命科学は 6.0ポイント、

物理学は 3.6 ポイント、臨床医学は 2.5 ポイント、

化学は 2.1 ポイント減少している。他方で、工学は

5.2 ポイント、材料科学は 4.6 ポイント、環境・地球

科学は 3.5 ポイント、計算機・数学は 1.7 ポイント

増加した。 

基礎生命科学及び臨床医学といった生命科学

系の割合が約半分を占めているが、その割合は

1981 年の 53.3％から 44.8％に低下している。 

 

【【図図表表 44--11--88】】  全全世世界界のの分分野野別別論論文文数数割割合合のの推推移移  

 
注： 
分析対象は、Article, Review である。分野は図表 4-1-4(B)の注釈に準
ずる。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。研究ポート
フォリオ 8 分野に分類できない論文を除いた結果。 
資料： 

クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基
に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-8 

 

(2)主要国内の分野バランス 

次に主要国の内部構造をみるために、図表

4-1-9 では、主要国内の分野バランスの変化を示

す。なお、ここでは各国内の分野毎の割合を分数

カウント法により求めた。 

日本は、1980 年代前半は、基礎生命科学、化

学、物理学の占める割合が大きかったが、1981 年

と 2019 年を比較すると、化学は 10.3 ポイント、基

礎生命科学は 5.1 ポイント、物理学は 3.4 ポイント

減っている。他方で、割合を 14.9ポイント増加させ

た臨床医学に加え、材料科学（3.5 ポイント増）と

環境・地球科学（3.0 ポイント増）で拡大傾向にあ

る。 

米国は、基礎生命科学（5.0 ポイント減）と物理

学（3.6 ポイント減）、臨床医学（3.9 ポイント増）で

変化が見られる。 

ドイツは、基礎生命科学（4.7 ポイント減）、環

境・地球科学（5.0 ポイント増）で変化が見られる。 

フランスは、臨床医学（6.8 ポイント減）、基礎生

命科学（3.6 ポイント減）、物理学（3.4 ポイント減）、

工学（5.2 ポイント増）、環境・地球科学（4.2 ポイン

ト増）、計算機・数学（4.1 ポイント増）で変化が見ら

れる。 

英国では、基礎生命科学（8.8 ポイント減）、化

学（4.4 ポイント減）、環境・地球科学（3.8 ポイント

増）、工学は（2.7 ポイント増）、臨床医学（2.6 ポイ

ント増）で変化が見られる。 

中国に関しては、生命科学系（基礎生命科学

及び臨床医学）の占める割合が 31.8％であり、他

の主要国と比較して低い。 

中国と韓国に関しては、材料科学及び工学の

占める割合が、他の主要国と比較して高い。中国

については、これに加えて、化学の占める割合も

相対的に高い。 
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【【図図表表 44--11--99】】  主主要要国国のの分分野野別別論論文文数数割割合合のの推推移移  
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((EE))英英国国  

  

((GG))韓韓国国  

  

((FF))中中国国  

  

  

  
注： 
分析対象は、Article, Review である。分数カウント法による。分野は図表
4-1-4(B)の注釈に準ずる。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用
いた。研究ポートフォリオ 8 分野に分類できない論文を除いた結果。 
資料： 
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基に、
科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-1-9 
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(3)ୡ⏺䛻䛚䛡䜛せᅜ䛾分㔝䝞䝷䞁䝇 

ᅗ⾲ 4-1-10 䛷䛿、ୡ⏺に䛚䛡る主せ国の分㔝

䝞ランスを♧䛩。ලయⓗに䛿、主せ国のㄽ文ᩘシ

䜵䜰䛸 Top10䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰の分㔝䝫ー䝖䝣

䜷䝸䜸（2017-2019 ᖺ（PY）、分ᩘ䜹䜴ン䝖ἲ）をẚ

㍑した。 

Top10䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰にὀ┠して䝫ー䝖䝣

䜷䝸䜸をぢる䛸、日本䛿≀⌮学、⮫ᗋ་学、学の

シ䜵䜰䛜分㔝䛸ẚ䜉て㧗䛟、ᕤ学、ィ⟬ᶵ・ᩘ学、

環境・地⌫科学䛜పい䛸い䛖䝫ー䝖䝣䜷䝸䜸を᭷し

ている。 

⡿国䛿、⮫ᗋ་学、基♏⏕科学、≀⌮学、ⱥ

国䛿⮫ᗋ་学、基♏⏕科学、環境・地⌫科学

のシ䜵䜰䛜分㔝䛸ẚ䜉て㧗い。䝗イ䝒䛿≀⌮学、

基♏⏕科学、⮫ᗋ་学、䝣ランス䛿≀⌮学、⮫

ᗋ་学、環境・地⌫科学、基♏⏕科学のシ䜵䜰

䛜⮬国内䛷┦ᑐⓗに㧗い。中国䛸㡑国䛿、ᮦᩱ

科学、学のシ䜵䜰䛜㧗い。こ䜜にຍ䛘て、中国

䛿ᕤ学、ィ⟬ᶵ・ᩘ学のシ䜵䜰䜒㧗い。 

ㄽ文ᩘシ䜵䜰䛸 Top10䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰をẚ

㍑䛩る䛸、ከ䛟の分㔝䛷 Top10䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵

䜰䛜ㄽ文ᩘシ䜵䜰䜘䜚㧗い国（ⱥ国、⡿国、䝗イ䝒、

中国）䛸、ከ䛟の分㔝䛷ㄽ文ᩘシ䜵䜰䜘䜚 Top10䠂

補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰䛜పい国（日本、㡑国）に分䛡

ら䜜る。Top10䠂補正ㄽ文ᩘシ䜵䜰を䜏る䛸、ㄽ文

ᩘシ䜵䜰䛷䜏る分㔝䝞ランス䜘䜚ྛ国の分㔝䝞ラ

ンス䛜ᙉ調䛥䜜る。
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4.2 ≉チ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿全ୡ⏺に䛚䛡る≉チฟ㢪ᩘ䛿、1990ᖺ௦༙䜀からᖺᖹᆒ成長⋡ 4.8䠂䛷ቑຍし、2019ᖺに䛿 322௳

䛸䛺䛳た。 

䕿日本䜈のฟ㢪ᩘ䛿 2000 ᖺ௦༙䜀からῶᑡഴྥに䛒る。2019 ᖺのฟ㢪ᩘ䛿 30.8 ௳䛷䛒る。内ヂをぢ

る䛸、日本にᒃఫ䛩るฟ㢪ேからのฟ㢪合䛿 79.7䠂䛷䛒る。 

䕿⡿国䜈のฟ㢪ᩘ䛿、長ᮇⓗにቑຍしていた。㏆ᖺ䛷䛿㢌ᡴ䛱ഴྥに䛒䛳た䛜、2019 ᖺ䛷䛿ቑຍし、

62.1 ௳䛸䛺䛳た。ᒃఫ⪅からのฟ㢪ᩘ䛸㠀ᒃఫ⪅からのฟ㢪ᩘの合䛿、2010 ᖺ௦༙䜀䜎䛷䜋䜌༙

ᩘ䛪つ䛸䛺䛳て䛚䜚、㏆ᖺ䛿㠀ᒃఫ⪅からのฟ㢪ᩘの合䛜ቑຍഴྥに䛒る。 

䕿中国䜈のฟ㢪ᩘ䛿 2019 ᖺ䛷 140 ௳䛷䛒䜚、⡿国䜈のฟ㢪ᩘの 2.3 ಸ䛷䛒る。ᒃఫ⪅からのฟ㢪ᩘ䛿

88.8䠂䛸䛺䜚、中国国内のฟ㢪ேからのฟ㢪䛜≉にቑຍしている。 

䕿䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘシ䜵䜰をぢる䛸、⡿国䛸日本の㡰䛿 1990 ᖺ௦ᚋ༙にධ䜜᭰䜟䜚、2000 ᖺ௦䛿日

本のシ䜵䜰䛜第 1 䛸䛺䛳ている。こ䜜䛿、日本から」ᩘ国䜈の≉チฟ㢪䛜ቑຍしたこ䛸をᫎしている

䛜、2000 ᖺ௦中㡭からシ䜵䜰䛿ῶᑡഴྥに䛒る。 

䚽䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーに䛚䛡る国㝿ඹྠの≧ἣを䜏る䛸、主せ国の中䛷䛿、日本䛜国㝿ඹྠしている䝟䝔ン

䝖䝣䜯䝭䝸ーの合䛜᭱䜒ప䛟、3.7䠂䛸䛺䛳ている。㏫に、国㝿ඹྠしている䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーの合䛜᭱

䜒㧗いの䛿ⱥ国䛷 41.4䠂を༨䜑ている。 

䕿2016 ᖺⅬの日本の技術分㔝䝞ランスをぢる䛸、ୡ⏺全య䛸ẚ䜉て㟁Ẽᕤ学、୍般ᶵჾ、ᶵᲔᕤ学の

ẚ⋡䛜㧗䛟䛺䛳ている。方、䝞イ䜸䝔䜽ノ䝻䝆ー・་⸆ရ、䝞イ䜸・་⒪ᶵჾの合䛿、ୡ⏺全య䛸ẚ䜉

てప䛟䛺䛳ている。 

䕿日本からの䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーのฟ㢪ඛ䛿、1981ᖺⅬ䛷䛿⣙90䠂䛜⡿国及び䝶ー䝻䝑䝟䛸䛺䛳ていた䛜、

1990 ᖺ௦にධ䛳て中国䜈のฟ㢪䛜ቑຍしている。2015 ᖺⅬ䛷䛿⡿国䜈のฟ㢪䛜 42.6䠂、中国䜈の

ฟ㢪䛜 22.7䠂、Ḣᕞ≉チ庁䜈のฟ㢪䛜 14.5䠂䛸䛺䛳ている。 
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44..22 特特許許  

 
ポポイインントト  

○全世界における特許出願数は、1990年代半ばから年平均成長率 4.8％で増加し、2019年には 322万件

となった。 

○日本への出願数は 2000 年代半ばから減少傾向にある。2019 年の出願数は 30.8 万件である。内訳を見

ると、日本に居住する出願人からの出願割合は 79.7％である。 

○米国への出願数は、長期的に増加していた。近年では頭打ち傾向にあったが、2019 年では増加し、

62.1 万件となった。居住者からの出願数と非居住者からの出願数の割合は、2010 年代半ばまでほぼ半

数ずつとなっており、近年は非居住者からの出願数の割合が増加傾向にある。 

○中国への出願数は 2019 年で 140 万件であり、米国への出願数の 2.3 倍である。居住者からの出願数は

88.8％となり、中国国内の出願人からの出願が特に増加している。 

○パテントファミリー数シェアを見ると、米国と日本の順位は 1990 年代後半に入れ替わり、2000 年代は日

本のシェアが第 1 位となっている。これは、日本から複数国への特許出願が増加したことを反映している

が、2000 年代中頃からシェアは減少傾向にある。 

〇パテントファミリーにおける国際共同の状況をみると、主要国の中では、日本が国際共同しているパテン

トファミリーの割合が最も低く、3.7％となっている。逆に、国際共同しているパテントファミリーの割合が最

も高いのは英国で 41.4％を占めている。 

○2016 年時点の日本の技術分野バランスを見ると、世界全体と比べて電気工学、一般機器、機械工学の

比率が高くなっている。他方、バイオテクノロジー・医薬品、バイオ・医療機器の割合は、世界全体と比べ

て低くなっている。 

○日本からのパテントファミリーの出願先は、1981年時点では約90％が米国及びヨーロッパとなっていたが、

1990 年代に入って中国への出願が増加している。2015 年時点では米国への出願が 42.6％、中国への

出願が 22.7％、欧州特許庁への出願が 14.5％となっている。 

第 4 章 研究開発のアウトプット 

- 137 - 

44..22..11 世世界界ににおおけけるる特特許許出出願願  

(1)世界での特許出願状況 

4.2.1 節では、WIPO(世界知的所有権機関 )，

“WIPO statistics database”を用いて、世界における

特許出願の状況を見る。図表 4-2-1 は、世界にお

ける特許出願数を、出願人が、自らが居住している

国・地域へ行った特許出願（Resident Applications; 

居住者からの出願）、出願人が、自らが居住してい

ない国・地域へ行った特許出願（Non-Resident 

Applications; 非居住者からの出願）に分けて示し

ている。 

出願数として、各国・地域の特許官庁に、直接な

された特許出願、PCT（Patent Cooperation Treaty）

出願によってなされた特許出願の両方をカウントし

ている。PCT 出願については、各国・地域の特許官

庁へ国内移行されたものをカウントしている。 

全世界における特許出願数は、1990年代半ばか

ら年平均成長率 4.8％で増加し、2019 年には 322

万件となった。1980 年代半ばに約 3 割であった非

居住者からの出願は、居住者からの出願よりも速い

ペースで増加し、2000 年代半ばには全出願数の約

4 割を占めていた。しかし、2010 年代に入ってから、

その割合は低下傾向にあり、2019 年時点における

非居住者からの出願割合は 30.8％となっている。 

 

【【図図表表 44--22--11】】  世世界界のの特特許許出出願願数数のの推推移移  

 
注： 
1) 居住者からの出願とは、第 1 番目の出願人が、自らが居住している

国・地域に直接出願又は PCT 出願すること。  
2) 非居住者からの出願とは、出願人が、自らが居住していない国・地域

に直接出願又は PCT 出願すること。  
3) PCT 出願とは PCT(特許協力条約)国際特許出願を通じた出願のこ

と。  
資料： 
WIPO，“WIPO statistics database”(Last updated:January 2021) 
参照：表 4-2-1 
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(2)主要国の特許出願状況 

主要国への特許出願状況と主要国からの特許出

願状況についてみる。ここでは、日本、米国、欧州、

中国、韓国、ドイツ、フランス、英国への特許出願状

況を対象とした。この 8 特許官庁への出願で、全世

界の特許出願の 87.9％を占める。 

図表 4-2-2(A)に、主要国への出願数の内訳を、

居住者からの出願、非居住者からの出願の 2 つに

分けて示した。これを見ると日本への出願数は中国、

米国に次ぐ規模であるが、2000 年代半ばから減少

しており、両国との差は広がっている。特に、2009

年の出願数は 2008 年と比べて 10.8％減少した。そ

の後も減少傾向が続いており、2019 年は 30.8 万件

である。内訳を見ると日本に居住する出願人からの

日本特許庁への出願が 79.7％を占めている。 

米国への出願数は、長期的に増加していた。近

年では頭打ち傾向にあったが、2019 年では増加し、

62.1万件となった。居住者からの出願数と非居住者

からの出願数の割合は、2010 年代半ばまでほぼ半

数ずつであったが、近年は非居住者からの出願数

の割合が増加傾向にある。これは米国の市場が海

外にとって常に魅力的であることを示している。

欧州特許庁への出願数は増加している。2019 年は

18.1 万件である。ドイツは長期的に漸増している。

フランス、英国への出願数は他国と比較すると、大

きな変化は見えない。長期的にみるとフランスはほ

ぼ横ばい、英国は漸減している。欧州特許条約の

締結国における特許化は、欧州特許庁への出願及

び審査により、一括して行うことができるので、各国

への出願数は、ほぼ横ばいであると考えられる。 

中国への出願数は激増している。この 10年(2008

～2019 年)で中国への出願数は、年平均成長率

15.4％で上昇しているが、2019 年は前年と比べて

減少している。2019 年の出願数は 140 万件であり、

米国への出願数の 2.3 倍である。居住者からの出

願数は 2000 年代前半では約 5 割であったのが

2019 年では 88.8％となり、中国国内の出願人から

の出願が特に増加していることが分かる。 

図表 4-2-2(B)に PCT出願数を示した。PCT出願

は各国・地域の特許官庁への特許出願の束と考え

ることができ、一つの出願で一括して指定した国・地

域への出願が可能な点が特徴である。PCT 出願数

は、長期的に増加しており、2020年は27.4万件とな

った。 

【【図図表表 44--22--22】】  主主要要国国へへのの特特許許出出願願状状況況とと主主要要国国かかららのの特特許許出出願願状状況況  

((AA))主主要要国国へへのの特特許許出出願願数数  ((BB))PPCCTT特特許許出出願願数数のの推推移移  

注： 
出願数の内訳は、日本からの出願を例に取ると、以下に対応している。 
「居住者からの出願」：日本に居住する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
「非居住者からの出願」：日本以外に居住（例えば米国）する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
資料： 
WIPO，“WIPO statistics database”(Last updated: January 2021)（PCT 出願数：Last updated: February 2021) 
参照：表 4-2-2 
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(2)主要国の特許出願状況 

主要国への特許出願状況と主要国からの特許出

願状況についてみる。ここでは、日本、米国、欧州、

中国、韓国、ドイツ、フランス、英国への特許出願状

況を対象とした。この 8 特許官庁への出願で、全世

界の特許出願の 87.9％を占める。 

図表 4-2-2(A)に、主要国への出願数の内訳を、

居住者からの出願、非居住者からの出願の 2 つに

分けて示した。これを見ると日本への出願数は中国、

米国に次ぐ規模であるが、2000 年代半ばから減少

しており、両国との差は広がっている。特に、2009

年の出願数は 2008 年と比べて 10.8％減少した。そ

の後も減少傾向が続いており、2019 年は 30.8 万件

である。内訳を見ると日本に居住する出願人からの

日本特許庁への出願が 79.7％を占めている。 

米国への出願数は、長期的に増加していた。近

年では頭打ち傾向にあったが、2019 年では増加し、

62.1万件となった。居住者からの出願数と非居住者

からの出願数の割合は、2010 年代半ばまでほぼ半

数ずつであったが、近年は非居住者からの出願数

の割合が増加傾向にある。これは米国の市場が海

外にとって常に魅力的であることを示している。

欧州特許庁への出願数は増加している。2019 年は

18.1 万件である。ドイツは長期的に漸増している。

フランス、英国への出願数は他国と比較すると、大

きな変化は見えない。長期的にみるとフランスはほ

ぼ横ばい、英国は漸減している。欧州特許条約の

締結国における特許化は、欧州特許庁への出願及

び審査により、一括して行うことができるので、各国

への出願数は、ほぼ横ばいであると考えられる。 

中国への出願数は激増している。この 10年(2008

～2019 年)で中国への出願数は、年平均成長率

15.4％で上昇しているが、2019 年は前年と比べて

減少している。2019 年の出願数は 140 万件であり、

米国への出願数の 2.3 倍である。居住者からの出

願数は 2000 年代前半では約 5 割であったのが

2019 年では 88.8％となり、中国国内の出願人から

の出願が特に増加していることが分かる。 

図表 4-2-2(B)に PCT出願数を示した。PCT出願

は各国・地域の特許官庁への特許出願の束と考え

ることができ、一つの出願で一括して指定した国・地

域への出願が可能な点が特徴である。PCT 出願数

は、長期的に増加しており、2020年は27.4万件とな

った。 

【【図図表表 44--22--22】】  主主要要国国へへのの特特許許出出願願状状況況とと主主要要国国かかららのの特特許許出出願願状状況況  

((AA))主主要要国国へへのの特特許許出出願願数数  ((BB))PPCCTT特特許許出出願願数数のの推推移移  

注： 
出願数の内訳は、日本からの出願を例に取ると、以下に対応している。 
「居住者からの出願」：日本に居住する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
「非居住者からの出願」：日本以外に居住（例えば米国）する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
資料： 
WIPO，“WIPO statistics database”(Last updated: January 2021)（PCT 出願数：Last updated: February 2021) 
参照：表 4-2-2 
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次に主要国からの特許出願状況(図表 4-2-2(C))

を見る。ここでは出願数の内訳を、居住国への出願、

非居住国への出願の 2 つに分けて示している。出

願数として、各国・地域の特許官庁への直接出願、

国内移行した PCT 特許出願の両方をカウントして

いる。なお、欧州特許庁への出願は、すべての国で

非居住国への出願としてカウントした。 

この分析では、複数の出願人がいる場合、第 1番

目の出願人(applicants 又は assignee)が属している

国を用いて、各国の出願数を計算している。たとえ

ば、日本（第 1番目）と米国(第 2番目)の出願人によ

る共同出願の場合、日本のみがカウントされる。 

日本、米国、中国、韓国からの出願は居住国へ

の出願数が、非居住国への出願数より多い。日本

からの全出願数のうち、54.3％（2019 年）が居住国

（日本特許庁）への出願である。 

居住国への出願数の推移に注目すると、日本は

長期的に減少しており、2019年で 24.5万件と、ピー

ク時(2000 年)の 63.9％の出願数となっている。他方、

中国は増加が著しく 2019 年で 124 万件となってい

る。米国、韓国は 2009 年以降増加傾向にあったが、

米国は 2016 年を境に減少傾向にある。韓国につい

ては、2015年をピークに一旦減少した後、近年は増

加している。フランスにおける居住国への出願数は、

長期的に漸増傾向にあり、ドイツは横ばい、英国に

ついては漸減傾向にある。 

非居住国への出願数に注目すると、日本からの

出願数は、米国と同程度であったが、2012 年以降

はほぼ横ばいであり、2019 年では 20.7 万件となっ

た。米国から非居住国への出願数は2019年で23.6

万件である。なお、国内への特許出願を増加させて

いる中国であるが、海外への出願数は、2019 年で

8.4 万件と、まだ少ない。ただし、その数は着実に増

加しており、韓国、フランス、英国よりも大きくなって

いる。 

【【図図表表 44--22--22】】  主主要要国国へへのの特特許許出出願願状状況況とと主主要要国国かかららのの特特許許出出願願状状況況((続続きき))  

((CC))主主要要国国かかららのの特特許許出出願願数数のの推推移移  

注： 
1) 出願数の内訳は、日本からの出願を例に取ると、以下に対応している。 

「居住国への出願」：日本に居住する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
「非居住国への出願」：日本に居住する出願人が日本以外（例えば米国特許商標庁）に出願したもの。  

2) 各国とも EPO への出願数を含んでいる。  
3) 国内移行した PCT 出願件数を含む。 
資料： 
WIPO，“WIPO statistics database”(Last updated: January 2021) 
参照：表 4-2-2  
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44..22..22 パパテテンントトフファァミミリリーーをを用用いいたた特特許許出出願願数数のの

国国際際比比較較  

特許出願数の国際比較を困難にしている点の一

つが、特許は属地主義であり、発明を権利化したい

と考える複数の国に対して出願がなされる点である。

このため、ある国 A からの特許出願を数える際、複

数の国への特許出願を重複してカウントしている可

能性がある。また、ある国 A への出願を考えると、国

A からの出願が最も大きくなる傾向（ホームアドバン

テージ）がある。 

これらの特許出願の特徴を踏まえ、国際比較可

能性を向上させるために、ここではパテントファミリ

ーによる分析を行う。分析には、EPO（欧州特許庁）

の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を用いた。また、

パテントファミリーの分析方法の詳細については、

本章の最後のテクニカルノートに示した。パテントフ

ァミリーとは優先権によって直接、間接的に結び付

けられた 2 か国以上への特許出願の束である。通

常、同じ内容で複数の国に出願された特許は、同

一のパテントファミリーに属する。したがって、パテン

トファミリーをカウントすることで、同じ出願を 2度カウ

ントすることを防ぐことが出来る。つまり、パテントファ

ミリーの数は、発明の数とほぼ同じと考えられる。 

また、パテントファミリーをカウントすることで、特定

の国への出願ではなく、世界中の特許庁への出願

をまとめてカウントすることが可能となる。特許出願

数の国際比較の際に、PCT 出願数が利用されるこ

とが多いが、PCT 出願はある国から海外への出願

の一部を見ているに過ぎない。各国から生み出され

る発明の数を、国際比較可能な形で計測するという

点で、パテントファミリーを用いた分析は、各国の技

術力の比較を行う上で有用な指標と考えらえる。 

以下では、2 つの値を示す。一つはパテントファミ

リー数(2か国以上への特許出願)に 1か国のみへの

特許出願数(単国出願数)を加えた数であり、もう一

つはパテントファミリー数である。ここでは前者を「パ

テントファミリー＋単国出願数」、後者を「パテントフ

ァミリー数」と呼ぶ。パテントファミリーは、発明者や

出願人が居住する国以外での権利化を目指して、2

か国以上に出願されていると考えられ、単国出願よ

りも価値が高い発明と考えられる。 

図表 4-2-3 にパテントファミリー＋単国出願数と

パテントファミリー数の時系列変化を示す。1981 年

に 41.2 万件であったパテントファミリー＋単国出願

数は 2009 年を境に急激な増加をみせ、2017 年に

は 196 万件となっている。パテントファミリー数は

1981 年に 5.7 万件、2016 年には 24.2 万件となって

いる。パテントファミリー＋単国出願数に占めるパテ

ントファミリー数の割合は、1980 年代は 13％程度で

あった。その比率は 2000 年代半ばにかけて 10 ポイ

ント程度上昇したが、その後は低下傾向にある。 

  

【【図図表表 44--22--33】】  パパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出願願数数とと

パパテテンントトフファァミミリリーー数数のの変変化化  

注： 
パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政
策研究所が集計。 
参照：表 4-2-3 

 

図表 4-2-4 に、主要国のパテントファミリー＋単

国出願における単国出願と複数国出願の割合を示

す。日本に注目すると1980年代の前半は約95％が

単国出願であった。1980 年代半ばから複数国出願

の比率が徐々に上昇し、2016 年時点では 72.4％が

単国出願、27.6％が複数国出願となっている。 

米国については、2016 年時点で、単国出願が

61.3％、複数国出願が 38.7％となっている。 

英国については、長期的に複数国出願の比率が

上昇傾向にあるが、フランス、ドイツについては

2000 年代半ばから概ね横ばい傾向である。この 3

か国のなかで、複数国出願の比率が一番高いのは

フランスであり、2016年時点で57.0％が複数国出願

である。 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

1981 84 87 90 93 96 99 02 05 08 11 14 2017

パ
テ
ン
ト
フ
ァ
ミ
リ
ー
数

万件

パテントファミリー

＋単国出願

パテントファミリー

年

第
４
章　
　
　

研
究
開
発
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト



第 4 章 研究開Ⓨのアウトプット 

- 1�� - 

4.2.2 䝟テントフ䜯ミリーを用いた≉チ出㢪数の

ᅜ㝿ẚ㍑ 

≉チ出㢪数の国際比較をᅔ㞴にしているⅬの一

つが、≉チは属ᆅ義であり、発明をᶒ化したい

と⪃える」数の国に対して出㢪がなされるⅬである。

このため、ある国 A からの≉チ出㢪を数える際、」

数の国への≉チ出㢪を重」してカ䜴ントしているྍ

⬟性がある。また、ある国 A への出㢪を⪃えると、国

A からの出㢪が᭱も大きくなるഴ向（䝩ー䝮アドバン

テージ）がある。 

これらの≉チ出㢪の≉ᚩを㋃まえ、国際比較ྍ

⬟性を向上さ䛫るために、ここではパテント䝣䜯ミリ

ーによる分析を行う。分析には、EPO（Ḣᕞ≉チᗇ）

の PATSTAT(2020 年⛅バージョン)を用いた。また、

パテント䝣䜯ミリーの分析方法の詳細については、

本❶の᭱後のテクニカルノートに示した。パテント䝣

䜯ミリーとはඃඛᶒによって┤᥋、間᥋的に結び付

けられた 2 か国以上への≉チ出㢪の᮰である。㏻

常、ྠ䛨内容で」数の国に出㢪された≉チは、ྠ

一のパテント䝣䜯ミリーに属する。したがって、パテン

ト䝣䜯ミリーをカ䜴ントすることで、ྠ䛨出㢪を 2度カ䜴

ントすることを㜵䛠ことが出᮶る。つまり、パテント䝣䜯

ミリーの数は、発明の数と䜋䜌ྠ䛨と⪃えられる。 

また、パテント䝣䜯ミリーをカ䜴ントすることで、≉定

の国への出㢪ではなく、ୡ⏺中の≉チᗇへの出㢪

をまとめてカ䜴ントすることがྍ⬟となる。≉チ出㢪

数の国際比較の際に、PCT 出㢪数が用されるこ

とが多いが、PCT 出㢪はある国からᾏእへの出㢪

の一部を見ているに過䛞ない。各国から⏕み出され

る発明の数を、国際比較ྍ⬟なᙧで計 するという

Ⅼで、パテント䝣䜯ミリーを用いた分析は、各国の技

術ຊの比較を行う上で᭷用な指ᶆと⪃えらえる。 

以下では、2 つの値を示す。一つはパテント䝣䜯ミ

リー数(2か国以上への≉チ出㢪)に 1か国のみへの

≉チ出㢪数(単国出㢪数)をຍえた数であり、もう一

つはパテント䝣䜯ミリー数である。ここでは前者を䛂パ

テント䝣䜯ミリー䠇単国出㢪数䛃、後者を䛂パテント䝣

䜯ミリー数䛃と䜆。パテント䝣䜯ミリーは、発明者や

出㢪人がᒃఫする国以እでのᶒ化を目指して、2

か国以上に出㢪されていると⪃えられ、単国出㢪よ

りも౯値が高い発明と⪃えられる。 

図表 4-2-3 にパテント䝣䜯ミリー䠇単国出㢪数と

パテント䝣䜯ミリー数の⣔ิኚ化を示す。1981 年

に 41.2 ௳であったパテント䝣䜯ミリー䠇単国出㢪

数は 2009 年をቃに急激な増ຍをみ䛫、2017 年に

は 196 ௳となっている。パテント䝣䜯ミリー数は

1981 年に 5.7 ௳、2016 年には 24.2 ௳となって

いる。パテント䝣䜯ミリー䠇単国出㢪数に༨めるパテ

ント䝣䜯ミリー数の割ྜは、1980 年௦は 13䠂⛬度で

あった。その比⋡は 2000 年௦༙䜀にかけて 10 ポイ

ント⛬度上᪼したが、その後は低下ഴ向にある。 

 

【図表 4-2-3】 䝟テントフ䜯ミリー䠇単ᅜ出㢪数と

䝟テントフ䜯ミリー数のኚ 

注： 
䝟テントフ䜯ミリーの分析᪉ἲに䛴いては、テクニカルノートを参照。 
資料： 
Ḣᕞ≉チᗇの PATSTAT(2020 年⛅䝞ージョン)をᇶに、科学技術・学術ᨻ
⟇研究ᡤ䛜㞟計。 
参照：表 4-2-3 
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である。 
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44..22..33 国国・・地地域域別別ののパパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出

願願数数、、パパテテンントトフファァミミリリーー数数のの時時系系列列比比

較較  

図表 4-2-5 は、整数カウント法で求めた国・地域

ごとのパテントファミリー＋単国出願数(A)、パテント

ファミリー数(B)である。 

日本のパテントファミリー＋単国出願数は、

1994-1996 年時点、2004-2006 年時点では第 1 位

であったが、2015-2017 年時点では中国に次ぐ第 2

位である。2015-2017 年時点では、これに米国、韓

国、ドイツ、ロシアがつづく。アジアの国･地域につ

いては、ここ 20 年で急激に順位を上げた。 

パテントファミリー数に注目すると、1994-1996 年

は米国が第 1 位、日本が第 2 位であったが、

2004-2006 年時点、2014-2016 年時点では日本が

第 1 位、米国が第 2 位となっている。2004-2006 年

～2015-2017 年にかけて、日本のパテントファミリー

＋単国出願数は減少しているが、パテントファミリー

数は増加している。これは、図表4-2-4でみたように、

日本からの複数国への特許出願が増加したことを

反映した結果である。 

第 3 位以降に注目すると、2014-2016 年時点で

は、ドイツが第 3位であり、これに韓国、中国、フラン

ス、台湾がつづく。中国からのパテントファミリー＋

単国出願数は著しく増加しているが、図表 4-2-4 で

みたように、現状では出願の多くが中国国内で行わ

れている。このため、パテントファミリー数における順

位は、米国、ドイツ、韓国よりも下位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【【図図表表 44--22--55】】  国国・・地地域域別別パパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出願願数数、、パパテテンントトフファァミミリリーー数数：：上上位位 2255 かか国国・・地地域域  

  

((AA))パパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出願願数数  

 

国・地域名 数 シェア 順位 数 シェア 順位 国・地域名 数 シェア 順位

日本 324,117 54.2 1 日本 345,645 38.8 1 中国 1,057,425 60.0 1
米国 75,628 12.6 2 米国 139,968 15.7 2 日本 227,320 12.9 2
韓国 52,837 8.8 3 韓国 109,914 12.3 3 米国 140,416 8.0 3
ドイツ 37,435 6.3 4 中国 93,790 10.5 4 韓国 134,876 7.7 4
英国 20,749 3.5 5 ドイツ 54,662 6.1 5 ドイツ 55,428 3.1 5
ロシア 14,437 2.4 6 台湾 29,163 3.3 6 ロシア 24,236 1.4 6
フランス 12,943 2.2 7 ロシア 24,600 2.8 7 台湾 24,147 1.4 7
中国 10,191 1.7 8 英国 24,361 2.7 8 英国 20,427 1.2 8
イタリア 8,584 1.4 9 フランス 18,475 2.1 9 フランス 19,115 1.1 9
スウェーデン 4,909 0.8 10 イタリア 12,580 1.4 10 イタリア 11,078 0.6 10
カナダ 4,811 0.8 11 カナダ 10,748 1.2 11 カナダ 9,853 0.6 11
台湾 4,394 0.7 12 オランダ 6,992 0.8 12 インド 8,737 0.5 12
スイス 3,698 0.6 13 スイス 5,813 0.7 13 オランダ 6,406 0.4 13
オランダ 3,440 0.6 14 スウェーデン 4,620 0.5 14 スイス 6,054 0.3 14
フィンランド 2,599 0.4 15 ブラジル 4,255 0.5 15 イスラエル 5,160 0.3 15
ブラジル 2,592 0.4 16 イスラエル 4,014 0.5 16 ポーランド 4,659 0.3 16
ポーランド 2,475 0.4 17 インド 3,868 0.4 17 スウェーデン 4,559 0.3 17
イスラエル 2,091 0.3 18 スペイン 3,662 0.4 18 ブラジル 4,433 0.3 18
オーストリア 1,918 0.3 19 オーストリア 3,420 0.4 19 オーストリア 4,022 0.2 19
スペイン 1,727 0.3 20 フィンランド 3,384 0.4 20 スペイン 3,971 0.2 20
南アフリカ 1,620 0.3 21 オーストラリア 2,990 0.3 21 トルコ 3,395 0.2 21
ベルギー 1,617 0.3 22 ベルギー 2,806 0.3 22 ベルギー 3,264 0.2 22
インド 1,373 0.2 23 ウクライナ 2,535 0.3 23 オーストラリア 2,489 0.1 23
ノルウェー 1,348 0.2 24 ポーランド 2,279 0.3 24 フィンランド 2,368 0.1 24
ルーマニア 1,158 0.2 25 デンマーク 1,846 0.2 25 デンマーク 1,960 0.1 25

整数カウント

国・地域名

整数カウント 整数カウント

1994年 - 1996年(平均) 2004年 - 2006年(平均) 2015年 - 2017年(平均)
パテントファミリー＋単国出願数 パテントファミリー＋単国出願数 パテントファミリー＋単国出願数
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44..22..33 国国・・地地域域別別ののパパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出

願願数数、、パパテテンントトフファァミミリリーー数数のの時時系系列列比比

較較  

図表 4-2-5 は、整数カウント法で求めた国・地域

ごとのパテントファミリー＋単国出願数(A)、パテント

ファミリー数(B)である。 

日本のパテントファミリー＋単国出願数は、

1994-1996 年時点、2004-2006 年時点では第 1 位

であったが、2015-2017 年時点では中国に次ぐ第 2

位である。2015-2017 年時点では、これに米国、韓

国、ドイツ、ロシアがつづく。アジアの国･地域につ

いては、ここ 20 年で急激に順位を上げた。 

パテントファミリー数に注目すると、1994-1996 年

は米国が第 1 位、日本が第 2 位であったが、

2004-2006 年時点、2014-2016 年時点では日本が

第 1 位、米国が第 2 位となっている。2004-2006 年

～2015-2017 年にかけて、日本のパテントファミリー

＋単国出願数は減少しているが、パテントファミリー

数は増加している。これは、図表4-2-4でみたように、

日本からの複数国への特許出願が増加したことを

反映した結果である。 

第 3 位以降に注目すると、2014-2016 年時点で

は、ドイツが第 3位であり、これに韓国、中国、フラン

ス、台湾がつづく。中国からのパテントファミリー＋

単国出願数は著しく増加しているが、図表 4-2-4 で

みたように、現状では出願の多くが中国国内で行わ

れている。このため、パテントファミリー数における順

位は、米国、ドイツ、韓国よりも下位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【【図図表表 44--22--55】】  国国・・地地域域別別パパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出願願数数、、パパテテンントトフファァミミリリーー数数：：上上位位 2255 かか国国・・地地域域  

  

((AA))パパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出願願数数  

 

国・地域名 数 シェア 順位 数 シェア 順位 国・地域名 数 シェア 順位

日本 324,117 54.2 1 日本 345,645 38.8 1 中国 1,057,425 60.0 1
米国 75,628 12.6 2 米国 139,968 15.7 2 日本 227,320 12.9 2
韓国 52,837 8.8 3 韓国 109,914 12.3 3 米国 140,416 8.0 3
ドイツ 37,435 6.3 4 中国 93,790 10.5 4 韓国 134,876 7.7 4
英国 20,749 3.5 5 ドイツ 54,662 6.1 5 ドイツ 55,428 3.1 5
ロシア 14,437 2.4 6 台湾 29,163 3.3 6 ロシア 24,236 1.4 6
フランス 12,943 2.2 7 ロシア 24,600 2.8 7 台湾 24,147 1.4 7
中国 10,191 1.7 8 英国 24,361 2.7 8 英国 20,427 1.2 8
イタリア 8,584 1.4 9 フランス 18,475 2.1 9 フランス 19,115 1.1 9
スウェーデン 4,909 0.8 10 イタリア 12,580 1.4 10 イタリア 11,078 0.6 10
カナダ 4,811 0.8 11 カナダ 10,748 1.2 11 カナダ 9,853 0.6 11
台湾 4,394 0.7 12 オランダ 6,992 0.8 12 インド 8,737 0.5 12
スイス 3,698 0.6 13 スイス 5,813 0.7 13 オランダ 6,406 0.4 13
オランダ 3,440 0.6 14 スウェーデン 4,620 0.5 14 スイス 6,054 0.3 14
フィンランド 2,599 0.4 15 ブラジル 4,255 0.5 15 イスラエル 5,160 0.3 15
ブラジル 2,592 0.4 16 イスラエル 4,014 0.5 16 ポーランド 4,659 0.3 16
ポーランド 2,475 0.4 17 インド 3,868 0.4 17 スウェーデン 4,559 0.3 17
イスラエル 2,091 0.3 18 スペイン 3,662 0.4 18 ブラジル 4,433 0.3 18
オーストリア 1,918 0.3 19 オーストリア 3,420 0.4 19 オーストリア 4,022 0.2 19
スペイン 1,727 0.3 20 フィンランド 3,384 0.4 20 スペイン 3,971 0.2 20
南アフリカ 1,620 0.3 21 オーストラリア 2,990 0.3 21 トルコ 3,395 0.2 21
ベルギー 1,617 0.3 22 ベルギー 2,806 0.3 22 ベルギー 3,264 0.2 22
インド 1,373 0.2 23 ウクライナ 2,535 0.3 23 オーストラリア 2,489 0.1 23
ノルウェー 1,348 0.2 24 ポーランド 2,279 0.3 24 フィンランド 2,368 0.1 24
ルーマニア 1,158 0.2 25 デンマーク 1,846 0.2 25 デンマーク 1,960 0.1 25

整数カウント

国・地域名

整数カウント 整数カウント

1994年 - 1996年(平均) 2004年 - 2006年(平均) 2015年 - 2017年(平均)
パテントファミリー＋単国出願数 パテントファミリー＋単国出願数 パテントファミリー＋単国出願数
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((BB))パパテテンントトフファァミミリリーー数数  

 
注： 
オーストラリア特許庁への出願データを集計対象から除いているので、オーストラリアの出願数は過小評価となっている。パテントファミリーの分析方法に
ついては、テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-2-5 

国・地域名 数 シェア 順位 国・地域名 数 シェア 順位 国・地域名 数 シェア 順位

米国 28,002 28.4 1 日本 60,827 29.9 1 日本 61,955 26.0 1
日本 26,830 27.3 2 米国 49,259 24.2 2 米国 54,272 22.8 2
ドイツ 16,573 16.8 3 ドイツ 28,459 14.0 3 ドイツ 27,217 11.4 3
フランス 6,194 6.3 4 韓国 18,273 9.0 4 韓国 23,430 9.8 4
英国 5,268 5.4 5 フランス 10,467 5.1 5 中国 23,359 9.8 5
韓国 3,767 3.8 6 英国 8,735 4.3 6 フランス 11,153 4.7 6
イタリア 2,841 2.9 7 台湾 7,957 3.9 7 台湾 10,087 4.2 7
スイス 2,333 2.4 8 中国 7,355 3.6 8 英国 8,581 3.6 8
オランダ 2,102 2.1 9 イタリア 5,146 2.5 9 カナダ 5,168 2.2 9
カナダ 2,072 2.1 10 カナダ 5,139 2.5 10 イタリア 4,790 2.0 10
スウェーデン 1,959 2.0 11 オランダ 5,079 2.5 11 オランダ 4,420 1.9 11
オーストリア 1,022 1.0 12 スイス 3,994 2.0 12 スイス 3,822 1.6 12
ベルギー 989 1.0 13 スウェーデン 2,900 1.4 13 インド 3,620 1.5 13
フィンランド 965 1.0 14 インド 2,459 1.2 14 スウェーデン 3,470 1.5 14
オーストラリア 697 0.7 15 オーストリア 2,097 1.0 15 オーストリア 2,651 1.1 15
イスラエル 633 0.6 16 ベルギー 1,959 1.0 16 イスラエル 2,128 0.9 16
デンマーク 547 0.6 17 フィンランド 1,752 0.9 17 ベルギー 2,127 0.9 17
台湾 531 0.5 18 オーストラリア 1,749 0.9 18 スペイン 1,863 0.8 18
スペイン 513 0.5 19 イスラエル 1,678 0.8 19 フィンランド 1,660 0.7 19
中国 418 0.4 20 スペイン 1,576 0.8 20 オーストラリア 1,489 0.6 20
ノルウェー 348 0.4 21 デンマーク 1,226 0.6 21 デンマーク 1,410 0.6 21
ロシア 271 0.3 22 ロシア 942 0.5 22 シンガポール 1,084 0.5 22
インド 224 0.2 23 シンガポール 833 0.4 23 ロシア 906 0.4 23
南アフリカ 184 0.2 24 ノルウェー 669 0.3 24 ノルウェー 758 0.3 24
アイルランド 179 0.2 25 アイルランド 547 0.3 25 ポーランド 684 0.3 25

パテントファミリー数 パテントファミリー数 パテントファミリー数
整数カウント 整数カウント 整数カウント

1994年 - 1996年(平均) 2004年 - 2006年(平均) 2014年 - 2016年(平均)
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図表4-2-6(A)では、各国の特許出願の量的状況

を把握するため、パテントファミリー＋単国出願数の

各国シェアを整数カウント法で比較した。 

パテントファミリー＋単国出願数シェアを見ると、

日本は 1980 年代から 1990 年代にかけて、他国を

大きく引き離している。1990 年代の前半には、日本

のシェアは60％近くに達したが、1990年代半ばから

急激に減少している。 

この間、1980 年代後半から米国、1990 年代前半

から韓国、2000年代前半から中国が、パテントファミ

リー＋単国出願数を大きく伸ばしている。 

2010 年以降、日本と中国の順位が入れ替わり、

2016年（2015-2017年の平均）時点では中国のシェ

アが 60.0％、日本のシェアが 12.9％となっている。 

中国が急速にパテントファミリー＋単国出願数シ

ェアを増加させるのに伴い、近年は全ての主要国で

パテントファミリー＋単国出願数シェアは低下傾向

にある。 

次に、質的な側面を加味したパテントファミリー数

の変化を見ると(図表 4-2-6(B))、米国は 1980～

1990 年代にかけて 25％以上を保っていたが、2000

年代に入ってからシェアは低下傾向にある。米国と

日本の順位は 1990 年代後半に入れ替わり、2000

年代は日本のシェアが第 1 位となっているが、2000

年代中頃から減少傾向にある。2015 年時点の日本

のシェアは 26.0％である。 

ドイツは 1980 年代前半には、日本と同じ程度の

シェアを持っていたが、その後、パテントファミリー数

におけるシェアは漸減している。ただし、2015 年に

おけるシェアは米国に次ぐ第 3 位となっている。 

韓国のシェアは、1980 年代後半から増加しはじ

め、1990 年代後半や 2005 年以降に一時的な停滞

を見せたのち、近年は再び上昇傾向である。 

中国のパテントファミリー数におけるシェアは、

2000 年代前半から増加をみせている。その勢いは

パテントファミリー＋単国出願シェアと比べると鈍い

が、2015年のシェアは 9.8％と韓国とほぼ同じであり、

ドイツに迫っている。 

【【図図表表 44--22--66】】  主主要要国国ののパパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出願願数数、、パパテテンントトフファァミミリリーー数数シシェェアアのの変変化化  

（（全全技技術術分分野野、、整整数数カカウウンントト法法、、33 年年移移動動平平均均））  

注： 
全技術分野でのパテントファミリー数シェアの 3 年移動平均（2015 年であれば 2014、2015、2016 年の平均値）、パテントファミリーの分析方法については、
テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-2-6 
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図表4-2-6(A)では、各国の特許出願の量的状況

を把握するため、パテントファミリー＋単国出願数の

各国シェアを整数カウント法で比較した。 

パテントファミリー＋単国出願数シェアを見ると、

日本は 1980 年代から 1990 年代にかけて、他国を

大きく引き離している。1990 年代の前半には、日本

のシェアは60％近くに達したが、1990年代半ばから

急激に減少している。 

この間、1980 年代後半から米国、1990 年代前半

から韓国、2000年代前半から中国が、パテントファミ

リー＋単国出願数を大きく伸ばしている。 

2010 年以降、日本と中国の順位が入れ替わり、

2016年（2015-2017年の平均）時点では中国のシェ

アが 60.0％、日本のシェアが 12.9％となっている。 

中国が急速にパテントファミリー＋単国出願数シ

ェアを増加させるのに伴い、近年は全ての主要国で

パテントファミリー＋単国出願数シェアは低下傾向

にある。 

次に、質的な側面を加味したパテントファミリー数

の変化を見ると(図表 4-2-6(B))、米国は 1980～

1990 年代にかけて 25％以上を保っていたが、2000

年代に入ってからシェアは低下傾向にある。米国と

日本の順位は 1990 年代後半に入れ替わり、2000

年代は日本のシェアが第 1 位となっているが、2000

年代中頃から減少傾向にある。2015 年時点の日本

のシェアは 26.0％である。 

ドイツは 1980 年代前半には、日本と同じ程度の

シェアを持っていたが、その後、パテントファミリー数

におけるシェアは漸減している。ただし、2015 年に

おけるシェアは米国に次ぐ第 3 位となっている。 

韓国のシェアは、1980 年代後半から増加しはじ

め、1990 年代後半や 2005 年以降に一時的な停滞

を見せたのち、近年は再び上昇傾向である。 

中国のパテントファミリー数におけるシェアは、

2000 年代前半から増加をみせている。その勢いは

パテントファミリー＋単国出願シェアと比べると鈍い

が、2015年のシェアは 9.8％と韓国とほぼ同じであり、

ドイツに迫っている。 

【【図図表表 44--22--66】】  主主要要国国ののパパテテンントトフファァミミリリーー＋＋単単国国出出願願数数、、パパテテンントトフファァミミリリーー数数シシェェアアのの変変化化  

（（全全技技術術分分野野、、整整数数カカウウンントト法法、、33 年年移移動動平平均均））  

注： 
全技術分野でのパテントファミリー数シェアの 3 年移動平均（2015 年であれば 2014、2015、2016 年の平均値）、パテントファミリーの分析方法については、
テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 
参照：表 4-2-6 
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特許システムは、国によって異なることから、発明

者や出願人の居住国のみへの出願も含むパテント

ファミリー＋単国出願数は、各国の特許システムへ

の依存度が大きいと考えられる。 

他方、パテントファミリーは、発明者や出願人が

居住する国以外での権利化を目指して、2 か国以

上に出願されていると考えられ、パテントファミリー

＋単国出願の中でも相対的に価値が高い発明と考

えられる。そこで、以降の分析では、パテントファミリ

ーを用いた分析を示す。 

  

44..22..44 パパテテンントトフファァミミリリーーににおおけけるる国国際際共共同同状状況況  

パテントファミリーにおける国際共同の状況をみ

ると（図表 4-2-7）、国際共同(共同国数が 2 か国と 3

か国以上)によるパテントファミリーの占める割合は、

1980 年代において 5％に満たなかったが、1990 年

代以降、徐々に増加し、2000 年半ばには 13％にま

で達しており、パテントファミリーにおける国際協力

関係が強まっていることが伺える。その後、国際共

同によるパテントファミリーの占める割合は、減少傾

向に転じ、2016 年には 10.3％となっている。 

国際共同国数の内訳をみると、2 か国での国際

共同の方が 3 か国以上での国際共同より多い。

2016 年時点における、2 か国での国際共同の割合

は 8.4％、3 か国以上での国際共同の割合は 1.9％

となっている。 

続いて、主要国を対象に、近年のパテントファミリ

ーにおける国際共同の状況をみるため、2007-2016

年のパテントファミリーにおける国際共同国数別割

合を図表 4-2-8 に示す。主要国の中では、日本が

国際共同しているパテントファミリーの割合が最も低

く、3.7％となっている。特に、3 か国以上での国際

共同の割合は 0.7％であり、他の主要国と比較して

低い値となっている。逆に、国際共同しているパテ

ントファミリーの割合が最も高いのは英国で 41.4％

（2 か国：26.9％、3 か国以上：14.5％）を占めている。

これに続いて、中国が 30.2％、米国が 28.3％となっ

ている。 

  

【【図図表表 44--22--77】】  パパテテンントトフファァミミリリーーににおおけけるる国国際際共共

同同状状況況  

  

((AA))共共同同国国数数別別パパテテンントトフファァミミリリーー数数  

  

((BB))共共同同国国数数別別パパテテンントトフファァミミリリーー数数のの割割合合  

 
注： 
1) パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
2) 共同国数が 2 か国と 3 か国以上が、国際共同に対応。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政
策研究所が集計。 
参照：表 4-2-7 

  

【【図図表表 44--22--88】】  主主要要国国ののパパテテンントトフファァミミリリーーににおおけけ

るる国国際際共共同同国国数数別別割割合合  

（（22000077--22001166 年年））  

 
注： 
1) パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
2) 共同国数が 2 か国と 3 か国以上が、国際共同に対応。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政
策研究所が集計。 
参照：表 4-2-8  
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44..22..55 主主要要国国のの特特許許出出願願のの技技術術分分野野特特性性  

(1)全世界の技術分野バランス 

ここでは、技術分野毎にパテントファミリー数の状

況を分析した結果について述べる。技術分野の分

類には、WIPO によって公表されている技術分野と

国際特許分類(IPC)の対応表を用いた。WIPO の技

術分野は、図表4-2-9に示すように、35の小分類に

分類されているが、ここでは、これらをまとめた 9 技

術分野を用いる。 

  

【【図図表表 44--22--99】】  技技術術分分野野  

 
注： 
パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
資料： 
WIPO, IPC - Technology Concordance Table をもとに、科学技術・学術政
策研究所で分類。 
参照：表 4-2-9 
 
 

まず、図表 4-2-10 には、全世界における各技術

分野のパテントファミリー数割合の推移を示す。

1981 年と 2016 年を比べると、機械工学は 10.2 ポイ

ント、化学は 8.5 ポイント減少している。情報通信技

術は 13.5 ポイント増加した。1990 年代に入って、情

報通信技術の占める割合が急速に増加したが、

2013 年をピークに減少している。 

  

  

  

【【図図表表 44--22--1100】】  全全世世界界のの技技術術分分野野別別パパテテンントトフファァ

ミミリリーー数数割割合合のの推推移移  

注：  
パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政
策研究所が集計。 
参照：表 4-2-10 

 

(2)主要国内の技術分野バランス 

次に主要国の内部構造をみるために、図表

4-2-11 では、主要国内の技術分野バランスの変化

を示す。 

2016 年時点の日本の技術分野バランスを見ると、

世界全体と比べて電気工学、一般機器、機械工学

の割合が高くなっている。他方、バイオテクノロジ

ー・医薬品、バイオ・医療機器の割合は、世界全体

と比べて低くなっている。時系列で見ると、日本にお

いて多くを占める電気工学、情報通信技術の割合

は 2010 年前後から減少に転じている。同時期に機

械工学、輸送用機器の割合が増加している。 

米国は、世界全体と比べて、バイオテクノロジー・

医薬品、バイオ・医療機器、情報通信技術の割合

が高い。1981 年と 2016 年を比べると、情報通信技

術が 14.4 ポイント増加し、機械工学は 9.7 ポイント、

化学は 9.5 ポイント減少している。また、輸送用機器
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44..22..55 主主要要国国のの特特許許出出願願のの技技術術分分野野特特性性  

(1)全世界の技術分野バランス 

ここでは、技術分野毎にパテントファミリー数の状

況を分析した結果について述べる。技術分野の分

類には、WIPO によって公表されている技術分野と

国際特許分類(IPC)の対応表を用いた。WIPO の技

術分野は、図表4-2-9に示すように、35の小分類に

分類されているが、ここでは、これらをまとめた 9 技

術分野を用いる。 

  

【【図図表表 44--22--99】】  技技術術分分野野  

 
注： 
パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
資料： 
WIPO, IPC - Technology Concordance Table をもとに、科学技術・学術政
策研究所で分類。 
参照：表 4-2-9 
 
 

まず、図表 4-2-10 には、全世界における各技術

分野のパテントファミリー数割合の推移を示す。

1981 年と 2016 年を比べると、機械工学は 10.2 ポイ

ント、化学は 8.5 ポイント減少している。情報通信技

術は 13.5 ポイント増加した。1990 年代に入って、情

報通信技術の占める割合が急速に増加したが、

2013 年をピークに減少している。 

  

  

  

【【図図表表 44--22--1100】】  全全世世界界のの技技術術分分野野別別パパテテンントトフファァ

ミミリリーー数数割割合合のの推推移移  

注：  
パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政
策研究所が集計。 
参照：表 4-2-10 

 

(2)主要国内の技術分野バランス 

次に主要国の内部構造をみるために、図表

4-2-11 では、主要国内の技術分野バランスの変化

を示す。 

2016 年時点の日本の技術分野バランスを見ると、

世界全体と比べて電気工学、一般機器、機械工学

の割合が高くなっている。他方、バイオテクノロジ

ー・医薬品、バイオ・医療機器の割合は、世界全体

と比べて低くなっている。時系列で見ると、日本にお

いて多くを占める電気工学、情報通信技術の割合

は 2010 年前後から減少に転じている。同時期に機

械工学、輸送用機器の割合が増加している。 

米国は、世界全体と比べて、バイオテクノロジー・

医薬品、バイオ・医療機器、情報通信技術の割合

が高い。1981 年と 2016 年を比べると、情報通信技

術が 14.4 ポイント増加し、機械工学は 9.7 ポイント、

化学は 9.5 ポイント減少している。また、輸送用機器
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の割合は 2010 年頃から増加している。 

ドイツは、輸送用機器、機械工学、化学の割合が

世界全体と比べて高い。1981 年と 2016 年を比べる

と、化学は7.4ポイント、機械工学は6.7ポイント減少

している。情報通信技術は 5.8 ポイント増加している

が、割合は世界全体における情報通信技術の割合

の半分以下(2016 年時点)となっている。また、電気

工学やバイオテクノロジー・医薬品の割合も、世界

全体と比べて小さい。 

フランスは、輸送用機器、バイオテクノロジー・医

薬品、化学、機械工学の割合が世界全体と比べて

高い。1981年と 2016年を比べると、機械工学は 8.9

ポイントの減少をみせている。情報通信技術の比率

は 7.7 ポイント増加しているが、割合は世界全体に

おける情報通信技術の割合と比べて小さい。また、

電気工学の割合も、世界全体と比べて小さい。 

英国は、バイオテクノロジー・医薬品、バイオ・医

療機器、化学の割合が世界全体と比べて高い。

1981 年と 2016 年を比べると、機械工学は 12.8 ポイ

ント、化学は 7.1 ポイント割合を減少させている。情

報通信技術の比率は 15.9 ポイントと大幅に増加し

ている。英国は欧州の中では、パテントファミリー数

における情報通信技術の比率が高い国といえる。 

中国と韓国は、ともに情報通信技術と電気工学

の割合が、世界の平均と比べて高くなっている。 

【【図図表表 44--22--1111】】  主主要要国国のの技技術術分分野野別別パパテテンントト  

フファァミミリリーー数数割割合合のの推推移移  
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（（GG））韓韓国国  

注：  
パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政
策研究所が集計。 
参照：表 4-2-11 

 

(3)世界における主要国の技術分野バランス 

図表 4-2-12 では、世界における主要国の技術

分野バランスを示す。具体的には、主要国のパテン

ト フ ァ ミ リ ー 数 の 技 術 分 野 毎 の 世 界 シ ェ ア

(2004-2006 年と 2014-2016 年、整数カウント法）を

作成し、比較を行った。 

2014-2016 年のパテントファミリー数におけるシェ

アに注目すると、日本は電気工学、一般機器が

30％を超えており、バイオテクノロジー・医薬品、バ

イオ・医療機器のシェアが相対的に低いというポー

トフォリオを有している。電気工学と情報通信技術

の世界におけるシェアは、それぞれ、8ポイント、9ポ

イント減少している。これは、中国と韓国が急激に世

界シェアを増加させているためである。 

米国はバイオテクノロジー・医薬品、バイオ・医療

機器、情報通信技術、化学で世界シェアが 25％を

超えている。ドイツは輸送用機器、機械工学におい

て世界シェアが 20％を超えていたが、2014-2016年

では、それぞれ 18.7％、17.9％となった。フランスは

輸送用機器、バイオテクノロジー・医薬品、化学、機

械工学で、世界シェアが 5％を超えている。英国で

はバイオテクノロジー・医薬品で 5％を超えている。

これらの国については、2004-2006年と比較すると、

多くの技術分野で世界シェアは微減又は横ばいに

ある。 

中国や韓国は急激に世界シェアを伸ばしており、

特に電気工学、情報通信技術でその伸びは顕著で

ある。2014-2016 年時点での中国の情報通信技術

は 17.7％、電気工学は 12.1％であり、韓国につい

ては電気工学が 16.2％、情報通信技術が 13.4％と

世界シェアの 10％を超えている。 

 

44..22..66 パパテテンントトフファァミミリリーーのの出出願願先先  

つぎにパテントファミリーの出願先（自国への出

願分は除く）をみることで、主要国からの特許出願

の国際的な広がりの時系列変化を見る (図表

4-2-13)。 

日本からのパテントファミリーの出願先は、1981

年時点では約 90％が米国及びヨーロッパとなって

いたが、1990 年代に入って中国への出願が増加し

ている。2015 年時点では米国への出願が 42.6％、

中国への出願が 22.7％、欧州特許庁への出願が

14.5％となっている。ヨーロッパ各国の特許庁への

直接出願については、長期的にその割合が減少し、

2015 年時点では、4.5％となっている。 

米国からのパテントファミリーの出願先は、1981

年時点では約 6 割がヨーロッパ、16.1％が米国以外

の北米・中南米、17.6％が日本となっていた。1990

年代に入って日本以外のアジアの国への出願が増

加し、2015 年時点ではアジアへの出願が全体の

42.5％を占めている。また、アフリカへの出願も一定

数存在している。 

2015 年時点に注目すると、ドイツについては

28.7％がアジア、29.3％が米国を含む北米・中南米、

31.4％が欧州特許庁に出願されている。 

フランスについてはアジアが 23.8％、米国を含む

北米・中南米が 30.4％であり、32.7％が欧州特許庁

に出願されている。 
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英国については 24.0％がアジア、39.3％が米国

を含む北米・中南米、26.7％が欧州特許庁に出願

されている。これらの国についてアジアにおける出

願先をみると、日本の比率が相対的に下がり、中国

や韓国の比率が上がっている。米国とおなじく、ア

フリカへの出願も一定数存在している。 

中国からの出願は 1980 年代後半時点では、欧

州への出願が約半数を占めており、それにアジア、

米国がつづいていた。その後、米国への出願の割

合が大幅に増加する一方で、欧州への出願の割合

は減少している。2015 年時点では 50.2％が米国を

含む北米・中南米、23.3％がアジア、20.2％が欧州

特許庁となっている。 

韓国からの出願は 1986 年時点では、欧州が約 5

割、アジアが約 3 割、米国が約 2 割を占めていた。

その後、米国への出願の割合が大幅に増加し、

2015年時点では 54.5％が米国を含む北米・中南米、

30.8％がアジアとなっている。アジアにおける出願

先をみると、日本の比率が相対的に下がり、中国の

比率が上がっている。 

  

【【図図表表 44--22--1122】】  主主要要国国のの技技術術分分野野毎毎ののパパテテンントトフファァミミリリーー数数シシェェアアのの比比較較  

((％％、、22000044--22000066 年年とと 22001144--22001166 年年、、整整数数カカウウンントト法法))   
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注： 
パテントファミリーの分析方法については、
テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージ
ョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が
集計。 
参照：表 4-2-12 
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英国については 24.0％がアジア、39.3％が米国

を含む北米・中南米、26.7％が欧州特許庁に出願

されている。これらの国についてアジアにおける出

願先をみると、日本の比率が相対的に下がり、中国

や韓国の比率が上がっている。米国とおなじく、ア

フリカへの出願も一定数存在している。 

中国からの出願は 1980 年代後半時点では、欧

州への出願が約半数を占めており、それにアジア、

米国がつづいていた。その後、米国への出願の割

合が大幅に増加する一方で、欧州への出願の割合

は減少している。2015 年時点では 50.2％が米国を

含む北米・中南米、23.3％がアジア、20.2％が欧州

特許庁となっている。 

韓国からの出願は 1986 年時点では、欧州が約 5

割、アジアが約 3 割、米国が約 2 割を占めていた。

その後、米国への出願の割合が大幅に増加し、

2015年時点では 54.5％が米国を含む北米・中南米、

30.8％がアジアとなっている。アジアにおける出願

先をみると、日本の比率が相対的に下がり、中国の

比率が上がっている。 

  

【【図図表表 44--22--1122】】  主主要要国国のの技技術術分分野野毎毎ののパパテテンントトフファァミミリリーー数数シシェェアアのの比比較較  

((％％、、22000044--22000066 年年とと 22001144--22001166 年年、、整整数数カカウウンントト法法))   
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注： 
パテントファミリーの分析方法については、
テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージ
ョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が
集計。 
参照：表 4-2-12 
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【【図図表表 44--22--1133】】  主主要要国国ににおおけけるるパパテテンントトフファァミミリリーーのの出出願願先先

（（AA））日日本本  

（（CC））ドド イ ツツ  

（（EE））英英国国  

（（GG））韓韓国国  

（（BB））米米国国  

（（DD））フフラランンスス  

（（FF））中中国国  

 
 
 
 
注： 
パテントファミリーの分析方法については、テクニカルノートを参照。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を基に、科学技術・学術政
策研究所が集計。 
参照：表 4-2-13 
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➨ 4 ❶ ◊✲㛤Ⓨ䛾䜰䜴䝖䝥䝑䝖 

-  1 5 2  -  

4.3 ⛉Ꮫ䛸ᢏ⾡䛾䛴䛺䛜䜚䠖䝃䜲䜶䞁䝇䝸䞁䜿䞊䝆 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿日本䛿ㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘ䛿⡿国にḟい䛷ከ䛟、䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーにᘬ⏝䛥䜜てい

るㄽ文ᩘ䛿、⡿国、䝗イ䝒にḟい䛷ከい。 

䕿日本の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーからㄽ文䜈のᘬ⏝の 29.8䠂䛜日本のㄽ文にᑐ䛩る䜒の䛷䛒る。しかし、日本の

䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ー䛜᭱䜒ᘬ⏝しているの䛿⡿国のㄽ文(40.6䠂)䛷䛒る。い䛪䜜の主せ国に䛚いて䜒、ྛ

国の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ー䛜᭱䜒ᘬ⏝しているの䛿⡿国のㄽ文䛷䛒る。 

䕿日本䛿、䛂㟁Ẽᕤ学䛃、䛂୍般ᶵჾ䛃、䛂ᶵᲔᕤ学䛃の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘの合䛜ୡ⏺全యの合䛸ẚ䜉

て㧗い䛜、こ䜜らの技術分㔝䛷ㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘの合䛿、国䛸ẚ㍑してపい。 

䕿日本のㄽ文䛷⮬国の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーにከ䛟ᘬ⏝䛥䜜ている分㔝䛿䛂≀⌮学(58.5䠂)䛃䛸䛂ᮦᩱ科学

(50.8䠂)䛃䛷䛒る。方、䛂環境・地⌫科学(12.1䠂)䛃、䛂⮫ᗋ་学(14.7䠂)䛃、䛂基♏⏕科学(14.9䠂)䛃䛿⮬

国の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーからᘬ⏝䛥䜜ている合䛿┦ᑐⓗにపい。 

 
(1)䝟䝔䞁䝖䝣䜯䝭䝸䞊䛸ㄽᩥ䛾ᘬ⏝㛵ಀ䛻ὀ

┠䛧䛯分ᯒ 

科学䛸技術のつ䛺䛜䜚(䝃イエンス䝸ン䜿ー䝆)を

ぢるた䜑に、䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーにグ㏙䛥䜜ている

ㄽ文の情報を⏝いて分析を⾜䛳た。䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭

䝸ー䛸ㄽ文のᘬ⏝㛵係についてのイ䝯ー䝆をᅗ⾲

4-3-1 に♧䛩。 

 

䛆ᅗ⾲ 4-3-1䛇 ⛉Ꮫ䛸ᢏ⾡䛾䛴䛺䛜䜚䠄䝃䜲䜶䞁

䝇䝸䞁䜿䞊䝆䠅䛾ᴫᛕᅗ 
 

 
ὀ䠖 
ㄽᩥ䛸䝟䝔䞁䝖䝣䜯䝭䝸䞊䛾㛫䜢⤖䜆⥺䛿ᘬ⏝㛵ಀ䜢♧䛩䚹 

 

この節䛷䛿、ㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭

䝸ーᩘ 1䜔䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーにᘬ⏝䛥䜜ているㄽ文

ᩘ 2をྛ国・地域䛷㞟ィした⤖ᯝを♧䛩。䜎た、䛹

の国の科学䛸、䛹の国の技術䛜つ䛺䛜䛳ているの

かを分析䛩る。䛥らに、技術分㔝䛤䛸のㄽ文をᘬ

⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーの合䜔、ㄽ文分㔝

䛸技術分㔝のつ䛺䛜䜚➼について分析䛩る。 

䛺䛚、ここ䛷䛿䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ー䛿 2009䡚2016

ᖺ（䝣䜯䝭䝸ーをᵓ成䛩るฟ㢪の中䛷᭱䜒᪩いฟ㢪

ᖺ）を、ㄽ文䛿 1981 ᖺ䡚2016 ᖺ（ฟ∧ᖺ）をᑐ㇟

䛸して分析を⾜䛳ている。 

 

(2)ㄽᩥ䜢ᘬ⏝䛧䛶䛔䜛䝟䝔䞁䝖䝣䜯䝭䝸䞊ᩘ䛸

䝟䝔䞁䝖䝣䜯䝭䝸䞊䛻ᘬ⏝䛥䜜䛶䛔䜛ㄽᩥᩘ 

ᅗ⾲ 4-3-2 に䛿、(A)ㄽ文をᘬ⏝している国・地

域䛤䛸の䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘ䛸、(B)ྛ国・地域の

䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘに༨䜑るㄽ文をᘬ⏝している

䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘの合を♧䛩。 

日本䛿ㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘ

䛜⡿国にḟい䛷ከい。た䛰し、日本の䝟䝔ン䝖䝣䜯

䝭䝸ーᩘに༨䜑るㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯

䝭䝸ーᩘ合(ᅗ⾲ 4-3-2 中の(B))䛿 7.7䠂䛷䛒䜚、

国䛸ẚ䜉てపい。このせᅉ䛸して、以下の2つ䛜

 
1 ᅗ⾲ 4-3-1䛷ぢたሙ合、ㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘ䛿日

本のሙ合䛿 2 ௳、⡿国のሙ合䛿 1 ௳䛸ᩘ䛘る。 
2 ᅗ⾲4-3-1䛷ぢたሙ合、䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーにᘬ⏝䛥䜜ているㄽ文ᩘ䛿

日本のሙ合䛿 2 ௳、⡿国、ⱥ国、䝗イ䝒のሙ合䛿 1 ௳䛸ᩘ䛘る。 
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44..33 科科学学とと技技術術ののつつななががりり：：ササイイエエンンススリリンンケケーージジ  

 
ポポイインントト  

○日本は論文を引用しているパテントファミリー数は米国に次いで多く、パテントファミリーに引用されてい

る論文数は、米国、ドイツに次いで多い。 

○日本のパテントファミリーから論文への引用の 29.8％が日本の論文に対するものである。しかし、日本の

パテントファミリーが最も引用しているのは米国の論文(40.6％)である。いずれの主要国においても、各

国のパテントファミリーが最も引用しているのは米国の論文である。 

○日本は、「電気工学」、「一般機器」、「機械工学」のパテントファミリー数の割合が世界全体の割合と比べ

て高いが、これらの技術分野で論文を引用しているパテントファミリー数の割合は、他国と比較して低い。 

○日本の論文で自国のパテントファミリーに多く引用されている分野は「物理学(58.5％)」と「材料科学

(50.8％)」である。他方、「環境・地球科学(12.1％)」、「臨床医学(14.7％)」、「基礎生命科学(14.9％)」は自

国のパテントファミリーから引用されている割合は相対的に低い。 

 
(1)パテントファミリーと論文の引用関係に注

目した分析 

科学と技術のつながり(サイエンスリンケージ)を

見るために、パテントファミリーに記述されている

論文の情報を用いて分析を行った。パテントファミ

リーと論文の引用関係についてのイメージを図表

4-3-1 に示す。 

 

【【図図表表 44--33--11】】  科科学学とと技技術術ののつつななががりり（（ササイイエエンン

ススリリンンケケーージジ））のの概概念念図図  
 

 
注： 
論文とパテントファミリーの間を結ぶ線は引用関係を示す。 

 

この節では、論文を引用しているパテントファミ

リー数 1やパテントファミリーに引用されている論文

数 2を各国・地域で集計した結果を示す。また、ど

の国の科学と、どの国の技術がつながっているの

かを分析する。さらに、技術分野ごとの論文を引

用しているパテントファミリーの割合や、論文分野

と技術分野のつながり等について分析する。 

なお、ここではパテントファミリーは 2009～2016

年（ファミリーを構成する出願の中で最も早い出願

年）を、論文は 1981 年～2016 年（出版年）を対象

として分析を行っている。 

 

(2)論文を引用しているパテントファミリー数と

パテントファミリーに引用されている論文数 

図表 4-3-2 には、(A)論文を引用している国・地

域ごとのパテントファミリー数と、(B)各国・地域の

パテントファミリー数に占める論文を引用している

パテントファミリー数の割合を示す。 

日本は論文を引用しているパテントファミリー数

が米国に次いで多い。ただし、日本のパテントファ

ミリー数に占める論文を引用しているパテントファ

ミリー数割合(図表 4-3-2 中の(B))は 7.7％であり、

他国と比べて低い。この要因として、以下の2つが

 
1 図表 4-3-1で見た場合、論文を引用しているパテントファミリー数は日

本の場合は 2 件、米国の場合は 1 件と数える。 
2 図表4-3-1で見た場合、パテントファミリーに引用されている論文数は

日本の場合は 2 件、米国、英国、ドイツの場合は 1 件と数える。 

著者の所属国

日本

米国

論文1

発明者の所属国

日本

パテントファミリー1

発明者の所属国

パテントファミリー2

日本

米国

著者の所属国

論文2

日本

英国

ドイツ

分野：化学

分野：基礎生命科学

技術分野：化学

技術分野：バイオテク・医薬品
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考えられる。まず、使用したサイエンスリンケージ

のデータベースには日本特許庁が含まれていな

いため過小評価となっている可能性がある 3。次に、

この割合については、各国・地域のパテントファミ

リーの技術分野バランスも関係しており、論文を引

用しやすい技術分野のパテントファミリー数の多さ

が関係している可能性がある。 
 

【【図図表表 44--33--22】】  論論文文をを引引用用ししてていいるるパパテテンントトフファァ

ミミリリーー数数：：上上位位 2255 かか国国・・地地域域  

 
注： 
1) サイエンスリンケージデータベース(Derwent Innovation Index(2021

年 2 月抽出))には日本特許庁は対象に含まれていないので、論文
を引用している日本のパテントファミリー数は過小評価となっている
可能性がある。 

2) オーストラリア特許庁をパテントファミリーの集計対象から除いてい
るので、オーストラリアの出願数は過小評価となっている。 

3) パテントファミリーからの引用が、発明者、審査官のいずれによるも
のかの区別はしていない。 

4) 整数カウント法を使用した。 
5) 論文は 1981-2016 年、特許は 2009-2016 年を対象とした。 
資料： 
欧州特許庁の PATSTAT(2020年秋バージョン)、クラリベイト社 Web of 
Science XML(SCIE, 2020 年末バージョン)、クラリベイト社 Derwent 
Innovation Index(2021 年 2 月抽出)を基に、科学技術・学術政策研究所
が集計。 
参照：表 4-3-2 
 

図表 4-3-3 には、(C)パテントファミリーに引用さ

れている国・地域ごとの論文数と、(D)各国・地域

の論文数に占めるパテントファミリーに引用されて

いる論文数の割合を示す。 

日本はパテントファミリーに引用されている論文

数が米国、ドイツに次いで多い。また、論文数に

占めるパテントファミリーに引用されている論文数

 
3 本項目で用いたサイエンスリンケージのデータベースには主に

USTPO（米国特許商標庁）、EPO（欧州特許庁）、WIPO（世界知的所有

権機関）への出願中の論文への引用情報が含まれる。 

割合(図表 4-3-3 中の(D))は、25 か国中 11 位の

3.4％であり、日本が出す論文は技術に注目され

ていると言える。他国に注目すると、米国、シンガ

ポール、スイス、オランダ、イスラエルが上位 5 に

入っている。 
 

【【図図表表 44--33--33】】  パパテテンントトフファァミミリリーーにに引引用用さされれてていい

るる論論文文数数：：上上位位 2255 かか国国・・地地域域  

 
注及び資料： 
表 4-3-2 と同じ。 
参照：表 4-3-3 

 

(3)主要国間の科学と技術のつながり 

次に、どの国の科学と、どの国の技術がつなが

っているのかについて、図表 4-3-4 に示す。ここ

では、主要国を対象に、各国間のつながり(図表

4-3-1 の線で示す国のペア数)を集計することで、

知識の広がりをみる。 

日本のパテントファミリーから論文への引用の

29.8％が日本の論文に対するものである。しかし、

日本のパテントファミリーが最も引用しているのは

米国の論文(40.6％)である。いずれの主要国にお

いても、各国のパテントファミリーが最も引用して

いるのは米国の論文である。米国において自国の

次に多く引用しているのは英国の論文である

(10.2％)。 

中国のパテントファミリーでは自国の論文を引

用している割合が、他の主要国に比べて低い傾

向がみられる(7.8％)。 

数 シェア 順位
米国 98,375 28.9 1 24.3 13
日本 37,669 11.1 2 7.7 24
ドイツ 34,016 10.0 3 15.6 21
フランス 20,748 6.1 4 23.7 14
中国 17,986 5.3 5 12.1 22
英国 17,238 5.1 6 25.5 11
韓国 13,321 3.9 7 7.9 23
カナダ 10,141 3.0 8 23.5 15
オランダ 9,234 2.7 9 27.6 6
インド 8,342 2.5 10 28.5 3
スイス 8,015 2.4 11 26.5 7
イタリア 6,610 1.9 12 16.7 19
スウェーデン 5,414 1.6 13 20.7 17
台湾 4,906 1.4 14 5.6 25
ベルギー 4,886 1.4 15 30.5 1
イスラエル 4,162 1.2 16 26.5 8
スペイン 4,083 1.2 17 28.4 4
オーストラリア 3,568 1.0 18 29.1 2
オーストリア 3,227 0.9 19 16.2 20
デンマーク 3,017 0.9 20 26.5 9
フィンランド 2,783 0.8 21 20.3 18
シンガポール 2,176 0.6 22 27.8 5
ロシア 1,879 0.6 23 24.4 12
ノルウェー 1,246 0.4 24 20.8 16
アイルランド 1,205 0.4 25 26.0 10

2009-2016年(合計値)
(A)論文を引用しているパテントファミリー数 (B)パテントファ

ミリー数に占
める(A)の割合

(B)の
順位国・地域名

整数カウント

数 シェア 順位
米国 367,448 35.0 1 4.3 1
ドイツ 72,754 6.9 2 3.3 12
日本 72,642 6.9 3 3.4 11
英国 72,244 6.9 4 3.3 13
フランス 47,671 4.5 5 2.9 17
中国 46,555 4.4 6 1.9 21
カナダ 38,858 3.7 7 3.1 15
イタリア 31,909 3.0 8 2.8 18
オランダ 25,954 2.5 9 3.9 4
韓国 22,857 2.2 10 3.5 9
スイス 21,808 2.1 11 4.2 3
オーストラリア 21,171 2.0 12 2.6 19
スペイン 20,294 1.9 13 2.4 20
スウェーデン 18,128 1.7 14 3.5 8
ベルギー 13,556 1.3 15 3.7 6
インド 13,343 1.3 16 1.5 22
台湾 11,867 1.1 17 3.0 16
イスラエル 11,140 1.1 18 3.8 5
デンマーク 10,398 1.0 19 3.6 7
オーストリア 8,870 0.8 20 3.5 10
フィンランド 7,557 0.7 21 3.2 14
ロシア 6,820 0.6 22 0.7 25
ブラジル 6,730 0.6 23 1.3 24
シンガポール 6,550 0.6 24 4.3 2
ポーランド 6,109 0.6 25 1.5 23

1981-2016年(合計値)
(C)パテントファミリーに引用されている論文数 (D)論文数に

占める(C)の
割合

(D)の
順位国・地域名

整数カウント
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【【図図表表 44--33--44】】  主主要要国国間間のの科科学学とと技技術術ののつつななががりり  

注及び資料： 
表 4-3-2 と同じ。 
参照：表 4-3-4 
 
 

(4)技術分野別に見た論文を引用しているパ

テントファミリー数割合 

主要国を対象に、論文を引用しているパテント

ファミリー数の割合を技術分野ごとに集計したもの

を図表 4-3-5に示す。ここでは各国における「バイ

オテクノロジー・医薬品」が 1 となるように正規化し

た値を示している。 

論文を引用しているパテントファミリーの割合が

最も高い技術分野は、いずれの国においても「バ

イオテクノロジー・医薬品」であり、「化学」がそれ

につづく。これらの技術分野は、論文の知識に注

目し取り入れている分野であるといえる。他方、論

文を引用しているパテントファミリー数の割合が低

い技術分野は、「輸送用機器」、「その他」、「機械

工学」である。 

日本は図表 4-2-12 で見たように、「電気工学」、

「一般機器」、「機械工学」のパテントファミリー数

の割合が世界全体の割合と比べて高い。これらの

技術分野では、「バイオテクノロジー・医薬品」と比

べて論文を引用する度合いが小さいのに加えて、

同じ技術分野内でも論文を引用しているパテント

ファミリー数割合が欧米と比較して低い。このこと

から、日本は技術分野のバランス、個々の技術分

野における論文の知識の利用の両面で、科学と

技術のつながりが構造的に小さくなっている可能

性がある。 
 

【【図図表表 44--33--55】】  技技術術分分野野別別論論文文をを引引用用ししてていいるる

パパテテンントトフファァミミリリーー数数割割合合  

((指指数数化化ししたた値値))  

 
注： 
全パテントファミリー数(2009～2016年の合計値)に占める論文を引用し
ているパテントファミリー数(2009～2016 年の合計値)の割合を集計し、
各国におけるバイオテクノロジー・医薬品が 1 となるように正規化した。
左記以外の注は図表 4-3-2 と同じ。 
資料： 
表 4-3-2 と同じ。 
参照：表 4-3-5 

技術分野 日本 米国 ドイツ フランス 英国 中国 韓国

バイオテクノロ
ジー・医薬品

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

化学 0.45 0.54 0.46 0.55 0.54 0.54 0.44

バイオ・
医療機器

0.32 0.38 0.33 0.40 0.34 0.29 0.30

情報通信技術 0.21 0.27 0.33 0.36 0.27 0.17 0.14

一般機器 0.18 0.34 0.28 0.38 0.36 0.15 0.14

電気工学 0.17 0.25 0.18 0.26 0.28 0.14 0.13

機械工学 0.05 0.12 0.07 0.10 0.10 0.08 0.07

その他 0.04 0.09 0.04 0.06 0.06 0.04 0.02

輸送用機器 0.03 0.06 0.04 0.05 0.05 0.04 0.03

2299..88
4400..66

77..88

1100..22

6622..66

5522..66

1166..11

5511..11

5544..55

5566..66

5500..88

88..77

2277..22
4400..77

1111..00

5577..99

4466..99

4466..44

5500..55

4400..99

4466..99

1133..55

99..77

88..11

1199..77

99..00

単単位位（（％％））
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主せ国をᑐ㇟に、ㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖

䝣䜯䝭䝸ーᩘの合を技術分㔝䛤䛸に㞟ィした䜒の

をᅗ⾲ 4-3-5に♧䛩。ここ䛷䛿ྛ国に䛚䛡る䛂䝞イ

䜸䝔䜽ノ䝻䝆ー・་⸆ရ䛃䛜 1 䛸䛺る䜘䛖に正つし

た್を♧している。 

ㄽ文をᘬ⏝している䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーの合䛜

᭱䜒㧗い技術分㔝䛿、い䛪䜜の国に䛚いて䜒䛂䝞
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䛜䛹の技術分㔝䛸つ䛺䛜䛳ているのかを♧䛩。 

䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーにከ䛟ᘬ⏝䛥䜜ているㄽ文分
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る技術分㔝䛿、䛂䝞イ䜸䝔䜽ノ䝻䝆ー・་⸆ရ䛃、

䛂学䛃䛷䛒るこ䛸䛜分かる。 
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テテククニニカカルルノノーートト：：  パパテテンントトフファァミミリリーーのの集集計計  

特許出願数の国際比較可能性を向上させるために、

科学技術指標では、パテントファミリーによる分析を実

施している。 

パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に

結び付けられた 2 か国以上への特許出願の束である。

通常、同じ内容で複数の国に出願された特許は、同一

のパテントファミリーに属する。したがって、パテントファ

ミリーをカウントすることで、同じ出願を 2 度カウントする

ことを防ぐことが出来る。また、パテントファミリーをカウン

トすることで、特定の国への出願ではなく、世界中の特

許庁への出願をまとめてカウントすることが可能となる。 

しかしながら、パテントファミリーの分析結果について

は、利用したデータベース、パテントファミリーの定義の

仕方、パテントファミリーのカウント方法に依存する。 

そこで、以下では、他の分析との比較の際の参考と

するため、科学技術指標のパテントファミリーの分析に

用いた手法をまとめる。なお、説明の中で、「tlsXXX」と

して参照しているのは、PATSTAT に収録されているテ

ーブルの名称である。 

A) 分析に用いたデータベース 

欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を使

用した。PATSTAT には、世界 100 か国以上、9,000 万

件以上の特許統計データが含まれているとされる。 

B) パテントファミリーの定義 

パテントファミリーの定義にはさまざまなものが存在す

るが、科学技術指標では欧州特許庁が作成している

DOCDB パテントファミリー(tls201_appln)を分析に用い

ている。 

C) パテントファミリーのカウント 

パテントファミリーのカウントの際には、OECD Patent 

Statistics Manualに準拠し、ファミリーを構成する出願の

中で最も早い出願日、発明者の居住国を用いた。国を

単位とした整数カウントを行った。 

D) 発明者情報の取得方法 

PATSTAT の発明者情報や出願人情報には欠落が

多いことから、各パテントファミリーと国の対応付けは以

下のように行った。発明者情報及び出願人の情報は、

tls206_person、 tls207_pers_appln、 tls227_pers_publn を

用いて取得した。 

① パテントファミリーを構成する全ての特許出願を検

索し、発明者が居住する国の情報が入っている場

合は、それを用いた。 

② 発明者が居住する国の情報が入っていない場合

は、パテントファミリーを構成する全ての特許出願

を検索し、出願人が居住する国の情報が入って

いる場合は、それを用いた。 

③ 上記の手順でも国との対応付けが出来なかった

場合は、最初の出願は、出願人が居住する国に

行うと仮定して、最も早い出願の出願先の国の情

報を用いた。 

E) パテントファミリーの同定 

DOCDB パテントファミリーのうち、1 つの特許受理官

庁に出願されたものを単国出願、2 つ以上の特許受理

官庁に出願されたものをパテントファミリーとした。 

過去の指標では、PCT 国際出願制度による出願のう

ち、1 か国のみに国内移行したものも、データベース上

は受理官庁が 2 つ以上となるためにパテントファミリーと

して分析していたが、2019年度からは PCT国際出願制

度による出願についても、2 か国以上に国内移行したも

のをパテントファミリーとした。この結果として、パテントフ

ァミリー数が過去と比べて変化している。 

なお、国際公開された PCT 出願や国際調査報告書

等で論文が引用されることがあるので、サイエンスリンケ

ージの分析の際には、それらも含めて分析を行ってい

る。 

F) 技術分野の分類 

国際特許分類(IPC)を用いた技術分野の分類には、

WIPO が公表している IPC - Technology Concordance 

Table [http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/ 

technology_concordance.html] (February 2016)を用い

た。 

一つの特許出願に複数の技術分野が付与されてい

る場合は分数カウントにより各分野に計上した。 

G) パテントファミリーの最新年 

パテントファミリーは、2 か国以上に出願されて初めて

計測対象となる。PCT 国際出願された特許出願が国内

移行するまでのタイムラグは 30 か月に及ぶ場合がある。
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特許出願数の国際比較可能性を向上させるために、

科学技術指標では、パテントファミリーによる分析を実

施している。 

パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に

結び付けられた 2 か国以上への特許出願の束である。

通常、同じ内容で複数の国に出願された特許は、同一

のパテントファミリーに属する。したがって、パテントファ

ミリーをカウントすることで、同じ出願を 2 度カウントする

ことを防ぐことが出来る。また、パテントファミリーをカウン

トすることで、特定の国への出願ではなく、世界中の特

許庁への出願をまとめてカウントすることが可能となる。 

しかしながら、パテントファミリーの分析結果について

は、利用したデータベース、パテントファミリーの定義の

仕方、パテントファミリーのカウント方法に依存する。 

そこで、以下では、他の分析との比較の際の参考と

するため、科学技術指標のパテントファミリーの分析に

用いた手法をまとめる。なお、説明の中で、「tlsXXX」と

して参照しているのは、PATSTAT に収録されているテ

ーブルの名称である。 

A) 分析に用いたデータベース 

欧州特許庁の PATSTAT(2020 年秋バージョン)を使

用した。PATSTAT には、世界 100 か国以上、9,000 万

件以上の特許統計データが含まれているとされる。 

B) パテントファミリーの定義 

パテントファミリーの定義にはさまざまなものが存在す

るが、科学技術指標では欧州特許庁が作成している

DOCDB パテントファミリー(tls201_appln)を分析に用い

ている。 

C) パテントファミリーのカウント 

パテントファミリーのカウントの際には、OECD Patent 

Statistics Manualに準拠し、ファミリーを構成する出願の

中で最も早い出願日、発明者の居住国を用いた。国を

単位とした整数カウントを行った。 

D) 発明者情報の取得方法 

PATSTAT の発明者情報や出願人情報には欠落が

多いことから、各パテントファミリーと国の対応付けは以

下のように行った。発明者情報及び出願人の情報は、

tls206_person、 tls207_pers_appln、 tls227_pers_publn を

用いて取得した。 

① パテントファミリーを構成する全ての特許出願を検

索し、発明者が居住する国の情報が入っている場

合は、それを用いた。 

② 発明者が居住する国の情報が入っていない場合

は、パテントファミリーを構成する全ての特許出願

を検索し、出願人が居住する国の情報が入って

いる場合は、それを用いた。 

③ 上記の手順でも国との対応付けが出来なかった

場合は、最初の出願は、出願人が居住する国に

行うと仮定して、最も早い出願の出願先の国の情

報を用いた。 

E) パテントファミリーの同定 

DOCDB パテントファミリーのうち、1 つの特許受理官

庁に出願されたものを単国出願、2 つ以上の特許受理

官庁に出願されたものをパテントファミリーとした。 

過去の指標では、PCT 国際出願制度による出願のう

ち、1 か国のみに国内移行したものも、データベース上

は受理官庁が 2 つ以上となるためにパテントファミリーと

して分析していたが、2019年度からは PCT国際出願制

度による出願についても、2 か国以上に国内移行したも

のをパテントファミリーとした。この結果として、パテントフ

ァミリー数が過去と比べて変化している。 

なお、国際公開された PCT 出願や国際調査報告書

等で論文が引用されることがあるので、サイエンスリンケ

ージの分析の際には、それらも含めて分析を行ってい

る。 

F) 技術分野の分類 

国際特許分類(IPC)を用いた技術分野の分類には、

WIPO が公表している IPC - Technology Concordance 

Table [http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/ 

technology_concordance.html] (February 2016)を用い

た。 

一つの特許出願に複数の技術分野が付与されてい

る場合は分数カウントにより各分野に計上した。 

G) パテントファミリーの最新年 

パテントファミリーは、2 か国以上に出願されて初めて

計測対象となる。PCT 国際出願された特許出願が国内

移行するまでのタイムラグは 30 か月に及ぶ場合がある。
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したがって、パテントファミリー数が安定し分析可能な最

新値は 2016 年である。なお、出願先の分析については

2015 年を最新値とした。パテントファミリー＋単国出願

については、2017 年を最新値とした。 

H) その他の留意点 

・ PATSTAT 中に出願情報は収録されているが

(tls201_appln にレコードはある)、公報等が出版さ

れていない出願(tls211_pat_publn に該当するレコ

ードがない)については、出願が取り下げられたと

考え分析対象から外した。 

・ オーストラリア特許庁のデータについては、集計

値が異常値と考えられたので、分析対象から外し

た。 

・ 短期特許、米国のデザイン特許や植物特許は分

析対象から外した。 
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➨ 5 ❶ ⛉Ꮫᢏ⾡䛸䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁 
科学技術の成ᯝを、イノベーションに⤖びつ䛡るྲྀ⤌䛜、㏆ᖺ、ᙉ䛟ồ䜑ら䜜ている。䛭のた䜑、科学技術

䛜イノベーションに及䜌䛩ᙳ㡪を♧䛩指標䛜㔜せに䛺䛳ている䛜、䛭の䜘䛖䛺ᙳ㡪をᢕᥱ䛩るこ䛸䛿ᅔ㞴をక

い、⌧Ⅼ䛷のᐃ㔞データ䛿ᑡ䛺い。 

この章䛷䛿、技術の国㝿ⓗ䛺➇த力を♧䛩技術㈠᫆䛸研究開Ⓨ㞟⣙産業の全యⓗ䛺≧ἣをぢる䝝イ䝔䜽

ノ䝻䝆ー産業㈠᫆及び䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業㈠᫆についての指標を♧し、ḟにၟ標のデータ䛸䝟䝔

ン䝖䝣䜯䝭䝸ーのデータに䜘䜚、ྛ国の国㝿ⓗ䛺事業ᒎ開の方ྥを⪃ᐹ䛩る。䜎た、主せ国のイノベーション調

査⤖ᯝに基䛵䛝、企業のイノベーションάືの国㝿ẚ㍑をヨ䜏る。 

 
5.1 ᢏ⾡㈠᫆ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿ぶ子(㛵連)会♫以外の技術㈠᫆支ẚを䜏る䛸、日本䛿 2000 ᖺ௦ᚋ༙から 1 を㉸䛘、ቑຍしጞ䜑たᚋ、

2013 ᖺᗘ以㝆䛿ቑῶを⧞䜚㏉している。2019 ᖺᗘ䛿 2.6 䛸䛺䛳た。長ᮇⓗにぢ䜜䜀、日本の技術➇த

力䛿㧗䛟䛺䛳ている䛸⪃䛘ら䜜る。⡿国䛿 3䡚4 ๓ᚋ䛷、ቑῶを⧞䜚㏉し䛺䛜らᶓ䜀いに推⛣して䛚䜚、

2019 ᖺ䛷䛿 3.3 䛷䛒る。 

䕿日本の産業分㢮ูの技術㈠᫆についてぶ子会♫㛫䛷の≧ἣをぢる䛸、技術㍺ฟ㢠䛜᭱䜒ከい産業䛿

䛂㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業䛃䛷䛒䜚、2019 ᖺᗘ䛷 1  7,063 ൨䛸全産業の 63䠂を༨䜑ている。2009 ᖺ

ᗘを境に、ቑຍഴྥに䛒䛳た䛜、㏆ᖺ䛿ῶᑡഴྥに䛒る。技術㍺ධ㢠䛿、䛂情報㏻ಙ業䛃䛜 2010 ᖺᗘ以

㝆䛝䛟ቑຍした。2019 ᖺᗘ䛷䛿 1,105 ൨䛷䛒る。 

䕿ぶ子会♫以外䛷の技術㍺ฟに㛵して䛿䛂་⸆ရ〇㐀業䛃、䛂㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業䛃、䛂情報㏻ಙᶵᲔ

ჾල〇㐀業䛃䛜ከ䛟を༨䜑る。た䛰し、䛂情報㏻ಙᶵᲔჾල〇㐀業䛃䛿ᖺに䜘䛳て㢠のኚ䛜䛝い。

2019 ᖺᗘ䛷䛿、䛂་⸆ရ〇㐀業䛃䛜 3,427 ൨、䛂㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業䛃䛜 2,474 ൨、䛂情報㏻ಙᶵ

Ეჾල〇㐀業䛃䛿 1,885 ൨䛷䛒る。 

䕿ぶ子会♫以外䛷の技術㈠᫆支（技術㍺ฟ䠉技術㍺ධ）の≧ἣを産業分㢮ูにぢる䛸、䛂㍺㏦⏝ᶵᲔ

ჾල〇㐀業䛃、䛂་⸆ရ〇㐀業䛃について䛿、㢠䜒䛝䛟、ᑐ㇟ᮇ㛫を㏻䛨て䝥ラスィ上䛥䜜ている。䛂情

報㏻ಙᶵᲔჾල〇㐀業䛃について䛿、䝬イ䝘スィ上䛥䜜ていた䛜、2013 ᖺᗘから䛿連⥆して䝥ラスにィ

上䛥䜜て䛚䜚、2019 ᖺᗘ䛷䛿䛂㍺㏦⏝ᶵᲔჾල〇㐀業䛃、䛂་⸆ရ〇㐀業䛃にḟい䛷 3 のつᶍ䛸䛺䛳て

いる。 
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55..11..11 日日本本とと米米国国のの親親子子会会社社以以外外ああるるいいはは関関

連連会会社社以以外外ででのの技技術術貿貿易易  

一般に、技術等を利用する権利 1を、対価を受け

取って外国にある企業や個人に対して与えることを

技術輸出といい、逆に、対価を支払って外国に居

住する企業や個人から権利を受け取ることを技術輸

入（技術導入）という。これらをあわせて技術貿易と

呼ぶ。技術知識の国際的な取引状況を示す技術貿

易額は、一国の技術水準を国際的に測る指標とし

ても用いられ、特に技術輸出額（受取額）の技術輸

入額（支払額）に対する比（技術貿易収支比）は技

術力を反映する指標として用いられる。 

ただし、技術貿易に関するデータを見る際、国外

の系列会社間との技術貿易など企業グループ内で

の技術移転が、国家間の技術貿易のかなりの部分

を占めていることが往々にしてある。系列会社間で

の技術貿易は、技術知識の国際移転の指標ではあ

るものの、技術の国際的な競争力を示す指標という

性格は薄い。各国の技術力の指標として技術貿易

を用いる際には、企業グループ内での技術移転は

除外して考えるほうが自然である。そこでデータが

利用可能な日本と米国の技術輸出額・輸入額につ

いて、系列会社間とそれ以外の技術貿易を比較す

る 2。 

日本の調査 3では「親子会社」を、技術輸出先ま

たは技術輸入元との資本関係について、出資比率

が 50％を超える場合と定めて、親子会社間及びそ

れ以外の技術貿易を調査している。 

図表 5-1-1(A)を見ると、2019 年度の日本の親子

会社以外の技術輸出額は 9,479 億円である。推移

を見ると、年ごとの増減はあるが、長期的には増加

傾向にある。輸出額の規模は親子会社間の方が大

きく、伸びも著しかったが、2015 年度以降は横ばい

傾向にある。 

技術輸入額については、2019 年度の親子会社

以外の技術輸入額は 3,647 億円である。2005～

2011 年度にかけて減少した後、増減を繰り返しなが

 
1 特許権、実用新案権、商標権、意匠権、著作権等の法律に基づいて与

えられる知的財産権および設計図、青写真、いわゆるノウハウ等の技術に

関する権利を含む。 
2 米国の技術貿易のデータについては、国際的な統計ガイドラインに一

致するように取得方法が変更された。このため、科学技術指標 2020 とは

ら、横ばいに推移している。 

米国のデータでは「関連会社」を、直接または間

接に 10％以上の株式あるいは議決権を保有してい

る会社等と定義して、関連会社間とそれ以外の技

術貿易を示している。 

米国の 2019 年の関連会社以外の技術輸出額は、

3 兆 9,233 億円である。長期的に増加傾向にあった

が、2010 年代に入っておおむね横ばいである。米

国も関連会社間の技術輸出額の方が大きいが、日

本より、関連会社間とそれ以外の技術輸出額の差

は少ない。技術輸入額については、2019 年の関連

会社以外の技術輸入額は 1 兆 1,954 億円である。

日本の技術輸入額のほとんどが、親子会社以外の

取引であるのと比較して、米国の技術輸入額は関

連会社間の取引の方が多い。 

次に、親子会社以外あるいは関連会社以外の技

術貿易収支比を見ると（図5-1-1（B））、日本は2000

年代後半から 1 を超え増加し始めた後、2013 年度

以降は増減を繰り返している。2019 年度は 2.6 とな

った。長期的に見れば、日本の技術競争力は高く

なっていると考えられる。米国は 3～4 で、増減を繰

り返しながら横ばいに推移しており、2019 年では

3.3 である。 

日本、米国で親子会社あるいは関連会社の定義

が異なるため、単純な比較はできないが、技術貿易

という観点から見ると、長期的に日本の技術力は向

上しているとも考えられる（日本と米国の親子会社

の定義については図表 5-1-1(C)を参照のこと）。 

数値が変わっている。 
3 平成 14 年調査より、総務省「科学技術研究調査」が、日本の企業等の

技術貿易データについて、親子会社間の技術貿易額とそれ以外の技術

貿易額を区別して調査するようになった。 
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5.1.1 ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛾ぶᏊ♫௨እ䛒䜛䛔䛿㛵

㐃♫௨እ䛷䛾ᢏ⾡㈠᫆ 

୍般に、技術➼を⏝䛩るᶒ 1を、ᑐ౯をཷ䛡

ྲྀ䛳て外国に䛒る企業䜔ಶேにᑐして䛘るこ䛸を

技術㍺ฟ䛸いい、㏫に、ᑐ౯を支ᡶ䛳て外国にᒃ

ఫ䛩る企業䜔ಶேからᶒをཷ䛡ྲྀるこ䛸を技術㍺

ධ（技術ᑟධ）䛸い䛖。こ䜜らを䛒䜟䛫て技術㈠᫆䛸

䜆。技術▱㆑の国㝿ⓗ䛺ྲྀᘬ≧ἣを♧䛩技術㈠

᫆㢠䛿、୍国の技術Ỉ‽を国㝿ⓗに測る指標䛸し

て䜒⏝いら䜜、≉に技術㍺ฟ㢠（ཷྲྀ㢠）の技術㍺

ධ㢠（支ᡶ㢠）にᑐ䛩るẚ（技術㈠᫆支ẚ）䛿技

術力をᫎ䛩る指標䛸して⏝いら䜜る。 

た䛰し、技術㈠᫆に㛵䛩るデータをぢる㝿、国外

の⣔ิ会♫㛫䛸の技術㈠᫆䛺䛹企業䜾䝹ー䝥内䛷

の技術⛣㌿䛜、国ᐙ㛫の技術㈠᫆のか䛺䜚の部分

を༨䜑ているこ䛸䛜 々にして䛒る。⣔ิ会♫㛫䛷

の技術㈠᫆䛿、技術▱㆑の国㝿⛣㌿の指標䛷䛿䛒

る䜒のの、技術の国㝿ⓗ䛺➇த力を♧䛩指標䛸い䛖

ᛶ᱁䛿ⷧい。ྛ国の技術力の指標䛸して技術㈠᫆

を⏝いる㝿に䛿、企業䜾䝹ー䝥内䛷の技術⛣㌿䛿

㝖外して⪃䛘る䜋䛖䛜⮬↛䛷䛒る。䛭こ䛷データ䛜

⏝ྍ⬟䛺日本䛸⡿国の技術㍺ฟ㢠・㍺ධ㢠につ

いて、⣔ิ会♫㛫䛸䛭䜜以外の技術㈠᫆をẚ㍑䛩

る 2。 

日本の調査 3䛷䛿䛂ぶ子会♫䛃を、技術㍺ฟඛ䜎

た䛿技術㍺ධඖ䛸の㈨本㛵係について、ฟ㈨ẚ⋡

䛜 50䠂を㉸䛘るሙ合䛸ᐃ䜑て、ぶ子会♫㛫及び䛭

䜜以外の技術㈠᫆を調査している。 

ᅗ⾲ 5-1-1(A)をぢる䛸、2019 ᖺᗘの日本のぶ子

会♫以外の技術㍺ฟ㢠䛿 9,479 ൨䛷䛒る。推⛣

をぢる䛸、ᖺ䛤䛸のቑῶ䛿䛒る䛜、長ᮇⓗに䛿ቑຍ

ഴྥに䛒る。㍺ฟ㢠のつᶍ䛿ぶ子会♫㛫の方䛜

䛝䛟、ఙび䜒ⴭしか䛳た䛜、2015 ᖺᗘ以㝆䛿ᶓ䜀い

ഴྥに䛒る。 

技術㍺ධ㢠について䛿、2019 ᖺᗘのぶ子会♫

以外の技術㍺ධ㢠䛿 3,647 ൨䛷䛒る。2005䡚

2011 ᖺᗘにか䛡てῶᑡしたᚋ、ቑῶを⧞䜚㏉し䛺䛜

 
1 ≉チᶒ、実⏝新ᶒ、ၟ標ᶒ、ពᶒ、ⴭ作ᶒ➼のἲᚊに基䛵いて

䛘ら䜜る▱ⓗ財産ᶒ䛚䜘びタィᅗ、㟷┿、い䜟䜖るノ䜴䝝䜴➼の技術に

㛵䛩るᶒをྵ䜐。 
2 ⡿国の技術㈠᫆のデータについて䛿、国㝿ⓗ䛺⤫ィ䜺イ䝗ラインに୍

⮴䛩る䜘䛖にྲྀᚓ方ἲ䛜ኚ更䛥䜜た。このた䜑、科学技術指標 2020 䛸䛿

ら、ᶓ䜀いに推⛣している。 

⡿国のデータ䛷䛿䛂㛵連会♫䛃を、┤᥋䜎た䛿㛫

᥋に 10䠂以上のᰴᘧ䛒るい䛿㆟Ỵᶒをಖ᭷してい

る会♫➼䛸ᐃ⩏して、㛵連会♫㛫䛸䛭䜜以外の技

術㈠᫆を♧している。 

⡿国の 2019 ᖺの㛵連会♫以外の技術㍺ฟ㢠䛿、

3  9,233 ൨䛷䛒る。長ᮇⓗにቑຍഴྥに䛒䛳た

䛜、2010 ᖺ௦にධ䛳て䛚䛚䜐䛽ᶓ䜀い䛷䛒る。⡿

国䜒㛵連会♫㛫の技術㍺ฟ㢠の方䛜䛝い䛜、日

本䜘䜚、㛵連会♫㛫䛸䛭䜜以外の技術㍺ฟ㢠のᕪ

䛿ᑡ䛺い。技術㍺ධ㢠について䛿、2019 ᖺの㛵連

会♫以外の技術㍺ධ㢠䛿 1  1,954 ൨䛷䛒る。

日本の技術㍺ධ㢠の䜋䛸䜣䛹䛜、ぶ子会♫以外の

ྲྀᘬ䛷䛒るの䛸ẚ㍑して、⡿国の技術㍺ධ㢠䛿㛵

連会♫㛫のྲྀᘬの方䛜ከい。 

ḟに、ぶ子会♫以外䛒るい䛿㛵連会♫以外の技

術㈠᫆支ẚをぢる䛸（ᅗ5-1-1（B））、日本䛿2000

ᖺ௦ᚋ༙から 1 を㉸䛘ቑຍしጞ䜑たᚋ、2013 ᖺᗘ

以㝆䛿ቑῶを⧞䜚㏉している。2019 ᖺᗘ䛿 2.6 䛸䛺

䛳た。長ᮇⓗにぢ䜜䜀、日本の技術➇த力䛿㧗䛟

䛺䛳ている䛸⪃䛘ら䜜る。⡿国䛿 3䡚4 䛷、ቑῶを⧞

䜚㏉し䛺䛜らᶓ䜀いに推⛣して䛚䜚、2019 ᖺ䛷䛿

3.3 䛷䛒る。 

日本、⡿国䛷ぶ子会♫䛒るい䛿㛵連会♫のᐃ⩏

䛜␗䛺るた䜑、༢⣧䛺ẚ㍑䛿䛷䛝䛺い䛜、技術㈠᫆

䛸い䛖ほⅬからぢる䛸、長ᮇⓗに日本の技術力䛿ྥ

上している䛸䜒⪃䛘ら䜜る（日本䛸⡿国のぶ子会♫

のᐃ⩏について䛿ᅗ⾲ 5-1-1(C)をཧ↷のこ䛸）。 

ᩘ್䛜ኚ䜟䛳ている。 
3 ᖹ成 14 ᖺ調査䜘䜚、総務省䛂科学技術研究調査䛃䛜、日本の企業➼の

技術㈠᫆データについて、ぶ子会♫㛫の技術㈠᫆㢠䛸䛭䜜以外の技術

㈠᫆㢠を༊ูして調査䛩る䜘䛖に䛺䛳た。 

 ➨ 5 ❶ ⛉Ꮫᢏ⾡䛸䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁 
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䛆ᅗ⾲ 5-1-1䛇 ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛾ᢏ⾡㈠᫆㢠䛾᥎⛣ 

䠄ぶᏊ♫䚸㛵㐃♫㛫䛾ᢏ⾡㈠᫆䛸䛭䜜௨እ䛾ᢏ⾡㈠᫆䠅 

 

(A)ᢏ⾡㈠᫆㢠 

 

(C)㈨ᮏ㛵ಀ䛻䜘䜛ぶᏊ♫䠄㛵㐃♫䠅䛾 

ᐃ⩏䛸ᢏ⾡㈠᫆㢠 

(B)ᢏ⾡㈠᫆ᨭẚ 

䠄ぶᏊ♫௨እ䚸㛵㐃♫௨እ䛾ᢏ⾡㈠᫆䠅 

 

 

 

 

 
ὀ䠖 
1)  ᪥ᮏ䛸⡿ᅜ䛾ぶᏊ♫䠄㛵㐃♫䠅䛻䛴䛔䛶䛿ᐃ⩏䛜㐪䛖䛾䛷ᅜ㝿

ẚ㍑䛩䜛㝿䛻䛿ὀព䛜ᚲせ䛷䛒䜛䚹୧ᅜ䛾㐪䛔䛻䛴䛔䛶䛿௨ୗ䛾䛸
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2)  ᪥ᮏ䛾ᢏ⾡㈠᫆䛾✀㢮䠖䐟≉チᶒ䚸ᐇ⏝᪂ᶒ䚸ⴭ作ᶒ䚸䐠ពᶒ䚸

䐡ྛᢏ⾡ୖ䛾䝜䜴䝝䜴䛾ᥦ౪䜔ᢏ⾡ᣦᑟ䠄↓ൾᥦ౪䜢㝖䛟䠅䚸䐢㛤Ⓨ
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3)  ᪥ᮏ䛾ぶᏊ♫䛸䛿ฟ㈨ẚ⋡䛜 50䠂㉸䛾ሙྜ䜢ᣦ䛩䚹ᖺᗘ䛾್䛷

䛒䜛䚹 
4)  ⡿ᅜ䛾ᢏ⾡㈠᫆䛾✀㢮 1)Trademarks, 2)Franchise fees, 3䠅

Outcomes of research and development include patents, industrial 
processes, and trade secrets, 4䠅Computer software, 5)Movies and 
television programming, 6)Books and sound recordings, 
7)Broadcasting and recording of live events  

5)  ⡿ᅜ䛾㛵㐃♫䛸䛿┤᥋䜎䛯䛿㛫᥋䛻 10䠂௨ୖ䛾ᰴᘧ䛒䜛䛔䛿㆟
Ỵᶒ䜢ಖ᭷䛧䛶䛔䜛㛵㐃♫➼䜢ᣦ䛩䚹ᖺ䛾್䛷䛒䜛䚹 

㈨ᩱ䠖 
᪥ᮏ䠖⥲ົ┬䚸䛂⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ㄪᰝሗ࿌䛃 
⡿ᅜ䠖U.S. Department of Commerce, Bureau of Economic Analysis, U.S. 
International Services  
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55..11..22 日日本本のの産産業業分分類類別別のの技技術術貿貿易易  

日本の産業分類別技術貿易について親子会

社間と親子会社以外での状況を見る。 

親子会社間に注目すると（図表 5-1-2（A））、技

術輸出額が最も多い産業は「輸送用機械器具製

造業」である。2019 年度で 1 兆 7,063 億円と全産

業の 63％を占めている。2009 年度を境に、増加

傾向にあったが、近年は減少傾向にある。次に多

いのは「医薬品製造業」であり、2,832 億円である。

2018 年度と比較すると、4％増加した。 

技術輸入額は、「情報通信業」が 2010 年度以

降大きく増加した。2019 年度では 1,105 億円であ

る。また、「医薬品製造業」は 2017 年度の輸入額

が突出して大きい。 

親子会社以外の技術貿易を見ると（図表 5-1-2

（B））、技術輸出に関しては、「医薬品製造業」、

「輸送用機械器具製造業」、「情報通信機械器具

製造業」が多くを占める。ただし、「情報通信機械

器具製造業」は年によって額の変化が大きい。

2019 年度では、「医薬品製造業」が 3,427 億円、

「輸送用機械器具製造業」が 2,474 億円、「情報

通信機械器具製造業」は 1,885 億円である。 

技術輸入に関しては、「情報通信機械器具製

造業」が大きかったが、2006 年度以降は、減少傾

向にある。これに対して 2011 年度以降増加傾向

にあるのは「医薬品製造業」である。ただし、2015

年度をピークに横ばい傾向にあるが、2019 年度

では 1,563 億円と最も大きな産業となっている。 

親子会社以外での貿易収支の状況を見ること

は、国際的な技術競争力を現す指標と考えられる。

そこで、親子会社以外について、技術貿易収支

（技術輸出－技術輸入）の状況を産業分類別に

見ると（図表 5-1-2（C））、「輸送用機械器具製造

業」、「医薬品製造業」については、額も大きく、対

象期間を通じてプラス計上されている。「情報通信

機械器具製造業」については、2002～2010 年度

の間マイナス計上されていたが、2013 年度からは

連続してプラスに計上されており、2019 年度では

「輸送用機械器具製造業」、「医薬品製造業」に次

いで 3 位の規模となっている。
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55..11..22 日日本本のの産産業業分分類類別別のの技技術術貿貿易易  
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親子会社以外の技術貿易を見ると（図表 5-1-2
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「輸送用機械器具製造業」、「情報通信機械器具

製造業」が多くを占める。ただし、「情報通信機械

器具製造業」は年によって額の変化が大きい。
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向にある。これに対して 2011 年度以降増加傾向

にあるのは「医薬品製造業」である。ただし、2015

年度をピークに横ばい傾向にあるが、2019 年度

では 1,563 億円と最も大きな産業となっている。 

親子会社以外での貿易収支の状況を見ること

は、国際的な技術競争力を現す指標と考えられる。

そこで、親子会社以外について、技術貿易収支

（技術輸出－技術輸入）の状況を産業分類別に
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業」、「医薬品製造業」については、額も大きく、対

象期間を通じてプラス計上されている。「情報通信

機械器具製造業」については、2002～2010 年度

の間マイナス計上されていたが、2013 年度からは

連続してプラスに計上されており、2019 年度では

「輸送用機械器具製造業」、「医薬品製造業」に次
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【【図図表表 55--11--22】】  日日本本のの産産業業分分類類別別のの技技術術貿貿易易  

  

((AA))全全体体ののううちち親親子子会会社社間間ででのの技技術術貿貿易易  

  

((BB))全全体体ののううちち親親子子会会社社以以外外ででのの技技術術貿貿易易  

  

((CC))全全体体ののううちち親親子子会会社社以以外外ででのの技技術術貿貿易易収収支支  

 
注： 
1) 項目名は最新年の科学技術研究調査の項目名を使用している。  
2) 産業分類は、日本標準産業分類に基づいた科学技術研究調査の産業分類を使用している。 産業分類の改訂に伴い、2002、2008 年において変更さ

れている。 
3) 技術貿易の対象は、図表 5－1－1 と同じ。  
4) 親子会社とは、出資比率が 50％を超える場合を指す。  
資料： 
総務省、「科学技術研究調査報告」 
参照：表 5-1-2 
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5.1.3 日本と⡿ᅜの┦ᡭඛᅜ・ᆅᇦ別の技術㈠

᫆ 

技術㈠易統計を日本と米国の┦ᡭඛ国・ᆅᇦ別

に見ることにより、他国・ᆅᇦとの技術に関する関ಀ

を明らかにする。 

図表 5-1-3 を見ると、日本のぶᏊ会社以እの取

ᘬでは、米国（2,492 ൨）への技術㍺出㢠が᭱も

多く、中国（2,363 ൨）が続いている。なお、ぶᏊ

会社での取ᘬでも米国が᭱も多く、⩌をᢤいている。 

日本の技術㍺ධ㢠（対౯をᨭᡶった㢠）では、米

国が᭱も多く、また、約 6 割がぶᏊ会社以እでの取

ᘬ（2,503 ൨）である。2 位以㝆はḢᕞㅖ国が多い

が、米国と比較するとᴟめて少ない。 

米国の技術㍺出㢠を見ると、関㐃会社以እでの

取ᘬでは、中国（4,513 ൨）、日本(3,832 ൨)へ

の技術㍺出㢠が多い。なお、関㐃会社間の取ᘬで

はアイルランド（1.7 ）が᭱も多い。アイルランド

はᴗの法人⛯が EU内でもᏳい国・ᆅᇦ（2020年

Ⅼ）であり、関㐃会社間での技術㈠易は技術ຊ

以እの要因も含むことがわかる。 

米国の技術㍺ධ㢠を見ると、関㐃会社以እでは、

英国が᭱も多く、関㐃会社では日本が᭱も多い。な

お、米国の技術㍺ධについては、日本と␗なり、関

㐃会社間で取ᘬが多い。 

 

【図表 5-1-3】 日本と⡿ᅜの┦ᡭඛᅜ・ᆅᇦ別技術㈠᫆㢠 
 

(A)日本（2019 年度） 

 

(B)⡿ᅜ（2019 年）

注： 
1)  日本と⡿ᅜのぶᏊ会♫（㛵㐃会♫）に䛴いてはᐃ⩏䛜㐪䛖の䛷ᅜ㝿ẚ㍑䛩る㝿には注ព䛜ᚲ要䛷䛒る。୧ᅜの㐪いに䛴いては௨ୗのとおり。䜎た、㉎

㈙ຊ平౯⟬は参⪃統計 E を用した。 
2)  日本の技術㈠᫆の種類：䐟≉チᶒ、ᐇ用新ᶒ、ⴭ作ᶒ、䐠ពᶒ、䐡ྛ技術ୖのノウ䝝ウのᥦ౪䜔技術ᣦᑟ（↓ൾᥦ౪を㝖䛟）、䐢開Ⓨ㏵ୖᅜに

ᑐ䛩る技術ຓ（ᨻᗓ䛛䜙のጤクによるものもྵ䜐） 
3)  日本のぶᏊ会♫とは出資ẚ⋡䛜 50䠂㉸のሙྜをᣦ䛩。年度の値䛷䛒る。 
4)  ⡿ᅜの技術㈠᫆の種類 1)Trademarks, 2)Franchise fees, 3）Outcomes of research and development include patents, industrial processes, and trade 

secrets, 4）Computer software, 5)Movies and television programming, 6)Books and sound recordings, 7)Broadcasting and recording of live events  
5)  ⡿ᅜの㛵㐃会♫とは┤᥋䜎たは㛫᥋に 10䠂௨ୖのᰴᘧ䛒るいは㆟Ỵᶒをಖ᭷している㛵㐃会♫等をᣦ䛩。年の値䛷䛒る。 
資料： 
日本：⥲ົ┬、䛂科学技術研究ㄪᰝሗ࿌䛃 
⡿ᅜ：U.S. Department of Commerce, Bureau of Economic Analysis, U.S. International Services  
参照：表 5-1-3 
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資料： 
日本：⥲ົ┬、䛂科学技術研究ㄪᰝሗ࿌䛃 
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5.2 せᅜ䛾⏘ᴗ㈠᫆䛾ᵓ㐀䛸ຍ౯್ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿主せ国の㈠᫆㢠（㍺ฟ㢠）に䛚䛡る〇ရ䛸䝃ービスの䝞ランスにὀ┠䛩る䛸、ྛ国᭱新ᖺに䛚いて、㡑国

(14.0䠂)、䝗イ䝒(18.4䠂)、日本(19.8䠂)䛿䝃ービスの合䛜小䛥䛟、ⱥ国(45.5䠂)、⡿国(34.9䠂)、䝣ランス

(30.2䠂)䛷䛿、䝃ービスの合䛜䛝い。 

䚽主せ国の産業㈠᫆のᵓ㐀をぢる䛸、䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業䛜᭱䜒ከ䛟を༨䜑る国䛜ከい。ྛ国

᭱新ᖺに䛚いて䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業の合䛜䛝䛺国䛿日本（55.7䠂）、ḟい䛷䝗イ䝒

（48.9䠂）䛷䛒る。中国䛷䛿、䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業䛜᭱䜒ከ䛟を༨䜑ている(29.9䠂)。中国䛿、䝭デ䜱䜰ム

䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業の合䜒 27.9䠂䛸㧗䛟、䛭䜜䛮䜜の産業䛜୍ᐃの㔜䜏をᣢ䛳ている。 

䕿䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業㈠᫆支ẚをぢる䛸、日本䛿長ᮇⓗに㈠᫆支をῶᑡ䛥䛫ている。2011 ᖺ以㝆 1

を下ᅇ䜚、ධ㉸䛸䛺䛳た。2019 ᖺの日本の支ẚ䛿 0.74 䛷䛒䜚、ⱥ国、⡿国䛸ྠ⛬ᗘ䛸䛺䛳ている。㡑国

䛿主せ国中、᭱䜒支ẚ䛜㧗䛟、2019 ᖺ䛷 1.50、こ䜜に䝗イ䝒 1.22、中国 1.21 䛜⥆いている。 

䕿2020 ᖺの日本の䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業㈠᫆支ẚ䛿 2.50 䛷䛒䜚、主せ国中第 1 䛷䛒る。推

⛣をぢる䛸、1990 ᖺ௦中㡭に、ᛴ⃭䛺ῶᑡをぢ䛫たᚋ䛿ῶഴྥに䛒る。⡿国、䝗イ䝒、䝣ランス、ⱥ国

の㈠᫆支ẚ䛜䛝䛟ኚし䛺い中、㈠᫆支ẚをቑຍ䛥䛫ているの䛿㡑国、中国䛷䛒る。た䛰し、㡑

国䛿 2014 ᖺ以㝆、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。᭱新ᖺ(2019 ᖺ)の支ẚ䛿中国䛿 1.43、㡑国䛿 1.76

䛷䛒る。 

䚽全産業の総ຍ౯್にᑐ䛩る䛂情報䛃産業ຍ౯್の合をぢる䛸、ྛ国᭱新ᖺ䛷䛿、㡑国（13.1䠂）

䛜᭱䜒䛝䛟、⡿国（8.4䠂）、ⱥ国（7.8䠂）、日本（6.5䠂）䛸⥆䛟。 

䚽䛂情報䛃産業のຍ౯್の内ヂをぢる䛸、日本䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子䛚䜘びග学〇ရ䛃䛜ῶᑡし䛂IT 䛚䜘

び䛭のの情報䝃ービス䛃䛜ቑຍしている。こ䜜にᑐして、㡑国䛷䛿䛂コン䝢䝳ータ、㟁子䛚䜘びග学〇

ရ䛃䛜᭱䜒ከ䛟、ᣑし⥆䛡ている。 

 
5.2.1 せᅜ䛾㈠᫆ 

㈠᫆の主たる䜒の䛿〇ရ䛷䛒る䛜、┠にぢ䛘る

〇ရの㍺ฟධ以外に䜒、䝃ービスの㈠᫆䛜ᵝ々

䛺ᙧែに䜘䛳て⾜䜟䜜て䛚䜚、ྛ国の国内に䛚い

て䜒䝃ービス分㔝のẚ㔜䛿㧗䜎䛳ている䛸⪃䛘ら

䜜る。ここ䛷䛿主せ国の㈠᫆について、〇ရ䛸䝃

ービスに分㢮した㍺ฟධ㢠の推⛣をぢる(ᅗ⾲ 5-

2-1)。 

㍺ฟධ㢠全యの推⛣をぢる䛸、䜋䛸䜣䛹の国䛷、

2008 ᖺ䜎䛷ቑຍഴྥに䛒䜚、2009 ᖺに୍᪦ⴠ䛱

㎸䜣䛰ᚋ、ቑຍに㌿䛨ている。䜎た、国に䜘䛳て⛬

ᗘのᕪ䛿䛒る䛜、〇ရの方䛜䝃ービス䜘䜚㈠᫆㢠

䛜ከい。 

ྛ国ูに≧ἣをぢる䛸、日本の㍺ฟ㢠につい

て䛿、2009 ᖺ以㝆、〇ရ、䝃ービス䛸䜒にᖺに䜘る

䜖ら䛞䛿䛒る䛜、ቑຍഴྥに䛒る。䝃ービスの㍺

ฟ㢠について䛿、㍺ฟ㢠全యの 19.8䠂（2018 ᖺ）

を༨䜑て䛚䜚、䛭の合䛿長ᮇⓗにぢる䛸、ቑຍ

ഴྥに䛒る。 

⡿国の㍺ฟ㢠について䛿、長ᮇⓗにぢる䛸、〇

ရ、䝃ービス䛸䜒にቑຍしている。〇ရの㍺ฟ㢠

のఙび䛿 2010 ᖺ௦にධ䛳て㕌している୍方䛷、

䝃ービスの㍺ฟ㢠䛿⥅⥆してቑຍしている。䝃ー

ビスの㍺ฟ㢠について䛿、㍺ฟ㢠全యの 34.9䠂

（2019 ᖺ）を༨䜑て䛚䜚、䛭の合䛿長ᮇⓗにቑ

ຍしている。 

䝗イ䝒、䝣ランス、ⱥ国について䛿、2009 ᖺ以㝆

の㍺ฟධ㢠䛿、⥅⥆してቑຍして䛚䜚、〇ရ、䝃

ービス䛸䜒にྠᵝのഴྥ䛷䛒䛳た。しかし、᭱新ᖺ

䛷䛿、䝗イ䝒、ⱥ国䛿全ての㍺ฟධ㢠䛜ῶᑡした。

୧国の᭱新್䛿 2020 ᖺの್䛷䛒䜚、このῶᑡに

䛿新ᆺコ䝻䝘䜴イ䝹ス感ᰁ䛜ᙳ㡪しているྍ⬟

ᛶ䛜㧗い。䝃ービスの㍺ฟ㢠にὀ┠䛩る䛸、䝗イ䝒

䛷䛿㍺ฟ㢠全యの 18.4䠂（2020 ᖺ）、䝣ランス䛷
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は 30.2％（2019 年）、英国では 45.5％（2020 年）

をサービスの輸出額が占めている。いずれの国で

もサービスの輸出の割合は伸びていたが、近年、

その伸びは停滞している。 

韓国については、他の国と異なり、2012 年以降

は、輸出入額はおおむね横ばいに推移している。

サービスの輸出額は、輸出額全体の 14.0％(2019

年)であり、他の国と比較して、最も小さい割合で

あり、2010 年頃からほぼ横ばいに推移している。 

 

  

【【図図表表 55--22--11】】  主主要要国国ににおおけけるる貿貿易易額額のの推推移移  

 
注： 
1) 中国は「製品」と「サービス」に分類されたデータが記載されていなかった。 
2) ドイツの 2020 年、フランスの 2018～2019 年、韓国の 2019 年は暫定値である。中国の 2017、2018 年は見積もり値である。 
資料： 
OECD，“National Accounts” Gross domestic product (GDP) 
参照：表 5-2-1 

  

(1)主要国の産業貿易の構造 

ハイテクノロジー産業やミディアムハイテクノロジ

ー産業といった「研究開発集約活動 (R&D - 

intensive activities)」4の貿易については、技術貿

易のように科学技術知識の直接的なやり取りにつ

いてのデータではないが、実際に製品開発に活

用された科学技術知識の間接的な指標であると

考えられている。ここではまず、OECD の定義によ

る研究開発集約のレベル(研究開発費/粗付加価

値)にもとづき、産業を分類し、産業貿易のバラン

スを見る。 

図表 5-2-2 では、主要国の産業貿易のうち、輸

 
4 2019 年 5 月に入手した OECD，“STAN Bilateral Trade in Goods by 

Industry and End-use (BTDIxE), ISIC Rev.4”では、それまでの「研究開

発集約産業(R&D intensive industries)」から「研究開発集約活動(R&D 

出額について、①ハイテクノロジー産業（HT 産

業）、②ミディアムハイテクノロジー産業（MHT 産

業）、③ミディアムテクノロジー産業（MT 産業）、④

ミディアムロウテクノロジー産業（MLT 産業）、⑤そ

の他の 5 つに分類し、その構造を見た。 

日本では MHT 産業が最も大きく、2020 年では、

55.7％を占めている。他国と比較しても最も大きい。

次いで HT 産業が 16.8％、MT 産業が 14.2％、

MLT 産業は 5.5％である。時系列を見ると、MHT

産業は長期的には増加傾向にある。HT産業につ

いては、2000年以前は 30％程度で横ばいに推移

していたが、その後減少し、2010 年頃から再び横

- intensive activities)」に変更されていた。各レベルについて、対象とな

る産業は今までと同様である。 
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ばいに推移している。MT 産業は 2000 年代に割

合が増加した後、2011 年をピークに微減に推移し

ている。 

米国は MHT 産業が最も大きく、2019 年では、

34.7％を占めている。次いで HT 産業が 24.1％、

MLT 産業が 23.1％、MT 産業が 8.9％となってい

る。時系列を見ると、MHT 産業はほぼ横ばいに推

移している。HT産業は、2000年代に入ると減少し

た後、2010 年以降増加していたが、近年では減

少傾向にある。MLT 産業は 2000 年代後半から増

加した後、2014 年以降減少していたが、近年では

再び増加している。MT 産業は漸増していたが、

2012 年をピークになだらかに減少している。 

ドイツは MHT 産業が半数を占めており、2019

年では 48.9％である。次いで HT 産業が 19.0％、

MLT産業が 16.8％、MT産業が 10.5％となってい

る。時系列を見ると、ドイツは他国と比較すると変

化が少なく、MHT 産業、MLT 産業、MT 産業は横

ばい又は微減、HT 産業は漸増している。 

フランスは MHT 産業が最も多く、2019 年では

35.4％を占めている。次いで HT 産業 25.9％、

MLT産業が 22.0％、MT産業が 11.0％である。時

系列を見ると、MHT 産業は 2000 年代後半から減

少した後、2010 年頃からはほぼ横ばい、HT 産業

は長期的には増加している。MLT 産業、MT 産業

は 2010 年頃からほぼ横ばいに推移している。 

英国は MHT 産業が最も大きく、2019 年で

32.7％である。次いで HT 産業が 22.8％、MLT 産

業が 21.0％、MT 産業が 14.8％である。時系列を

見ると、MHT 産業は長期的に見れば、微減傾向

にある。HT 産業は 2000 年頃まで増加した後は減

少に転じ、2013 年以降増加、2016 年から微減し

ている。MT 産業は 2013 年に大きく増加した後、

減少に転じ、近年はほぼ横ばいに推移している。 

中国は 1990 年では MLT 産業が多くを占めて

いたが、1990 年代に HT 産業、MHT 産業が増加、

それに伴い MLT 産業が減少し、2019 年では HT

産業が 29.9％と他国と比較しても最も大きい。

MHT 産業が 27.9％、MLT 産業が 26.3％と、研究

開発集約型の産業からそうでない産業まで 3 つの

産業がほぼ同程度となっている。 

韓国では、1990 年では MLT 産業が最も多くを

占めていたが、その後は 2010 年頃まで継続的に

減少が続き、これに代わって MHT 産業の増加が

見られた。HT 産業については、2004 年まで漸増

した後は減少、2012 年を境に増加に転じている。

2019 年では、MHT 産業が最も大きく 40.7％であ

る。次いで HT 産業 29.9％、MT 産業 14.4％、

MLT 産業が 14.3％である。 

  

【【図図表表 55--22--22】】  主主要要国国のの産産業業貿貿易易輸輸出出割割合合  
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((CC))ドドイイツツ  

  

((EE))英英国国  

  

((GG))韓韓国国  

  

((DD))フフラランンスス  

  

((FF))中中国国  

  

((HH))産産業業貿貿易易のの内内訳訳  
 

項項目目  内内訳訳  

ハイテクノロジー産

業 
医薬品、電子機器、航空・宇宙 

ミディアムハイテクノ

ロジー産業 

化学品と化学製品、電気機器、機

械器具、自動車、その他輸送、そ

の他 

ミディアムテクノロジ

ー産業 

ゴム・プラスチック製品、金属、船

舶製造、その他 

ミディアムロウテクノ

ロジー産業 

繊維、食品・飲料・たばこ、金属加

工製品（機械器具等を除く）、その

他 

その他 上記以外の産業 

資料： 
OECD，“STAN Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use (BTDIxE), ISIC Rev.4” 
参照：表 5-2-2 
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((CC))ドドイイツツ  

  

((EE))英英国国  

  

((GG))韓韓国国  

  

((DD))フフラランンスス  

  

((FF))中中国国  

  

((HH))産産業業貿貿易易のの内内訳訳  
 

項項目目  内内訳訳  

ハイテクノロジー産

業 
医薬品、電子機器、航空・宇宙 

ミディアムハイテクノ

ロジー産業 

化学品と化学製品、電気機器、機

械器具、自動車、その他輸送、そ

の他 

ミディアムテクノロジ

ー産業 

ゴム・プラスチック製品、金属、船

舶製造、その他 

ミディアムロウテクノ

ロジー産業 

繊維、食品・飲料・たばこ、金属加

工製品（機械器具等を除く）、その

他 

その他 上記以外の産業 

資料： 
OECD，“STAN Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use (BTDIxE), ISIC Rev.4” 
参照：表 5-2-2 

 

(2)ハイテクノロジー産業貿易 

ハイテクノロジー産業とは OECD の定義（High 

R&D intensive industries）に基づいている。具体

的には「医薬品」、「電子機器」、「航空・宇宙」の 3

つの産業を指す。 

図表 5-2-3 は主要国のハイテクノロジー産業貿

易額の推移である。ほとんどの国で「電子機器」が

多くを占めている。 

日本の輸出額は長期的に見ると、増減を繰り返

しながら減少傾向にある。輸入額については、増

加傾向が続いた後、2012年以降は、増減しながら

おおむね横ばいに推移している。また、輸出、輸

入ともに「電子機器」が多くを占めている。「電子機

器」の輸出額は 2006 年をピークに減少傾向にあ

り、輸入額は 2012 年以降ほぼ横ばいに推移して

いる。 

米国は輸出、輸入額ともに長期的に拡大傾向

19.0 

48.9 

10.5 

16.8 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 95 00 05 10 15 2020

ド
イ
ツ
の
産
業
貿
易
輸
出
割
合

年

その他

ミディアムロウテ

クノロジー産業

ミディアムテクノ

ロジー産業

ミディアムハイテ

クノロジー産業

ハイテクノロジー

産業
25.9 

35.4 

11.0 

22.0 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 95 00 05 10 15 2020

フ
ラ
ン
ス
の
産
業
貿
易
輸
出
割
合

年

その他

ミディアムロウテ

クノロジー産業

ミディアムテクノロ

ジー産業

ミディアムハイテ

クノロジー産業

ハイテクノロジー

産業

29.9 

40.7 

14.4 

14.3 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 95 00 05 10 15 2020

韓
国
の
産
業
貿
易
輸
出
割
合

年

その他

ミディアムロウテ

クノロジー産業

ミディアムテクノ

ロジー産業

ミディアムハイテ

クノロジー産業

ハイテクノロジー

産業

22.8 

32.7 

14.8 

21.0 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 95 00 05 10 15 2020

英
国
の
産
業
貿
易
輸
出
割
合

年

その他

ミディアムロウテ

クノロジー産業

ミディアムテクノ

ロジー産業

ミディアムハイテ

クノロジー産業

ハイテクノロジー

産業

29.9 

27.9 

14.3 

26.3 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 95 00 05 10 15 2020

中
国
の
産
業
貿
易
輸
出
割
合

年

その他

ミディアムロウテク

ノロジー産業

ミディアムテクノロ

ジー産業

ミディアムハイテク

ノロジー産業

ハイテクノロジー

産業

第 5 章 科学技術とイノベーション 

 

- 169 - 

にある。ただし伸びは輸入額の方が大きい。2000

年代に入り、輸入額が輸出額を大きく上回るように

なった。米国の輸出は「航空・宇宙」が他国と比較

しても大きいことが特徴である。輸入額については、

「電子機器」、「医薬品」が大きい。 

ドイツのハイテクノロジー産業貿易の輸出額に

ついては、長期的に見ると増加傾向にある。輸入

額については、2005 年頃から漸増している。輸出

入ともに、「電子機器」の額が大きいが、収支はほ

ぼ均衡している。また、「医薬品」と「航空・宇宙」は、

ともに出超である。特に「医薬品」の輸出額は、こ

こに示した国の中で最も大きい。 

フランスは「航空・宇宙」の輸出額が「電子機器」

と 2 倍程度なのが特徴であり、貿易収支も出超と

なっている。また、「医薬品」も出超である。 

英国については、輸出額は 2012 年頃からほぼ

横ばい、輸入額は 2014 年まで増加した後、横ば

いに推移している。長期的に見ると、輸出額につ

いては「航空・宇宙」が増加しており、「電子機器」

は減少傾向にある。「医薬品」については 2015 年

頃から微減している。輸入額については、「電子

機器」が一定の規模を保って推移しているため、

入超となっている。「医薬品」についても、輸出より

輸入の伸びが大きく、近年は額が同程度となって

いる。 

中国は輸出、輸入額ともに著しく拡大し、2000

年代後半に入ると輸出額は米国を上回り、大きく

伸びた。2013年を境に、輸出、輸入共にその伸び

は停滞していたが、近年は再び増加している。た

だし、最新年では減少した。産業の構成を見ると、

輸出、輸入ともに「電子機器」が大部分を占めて

いる。 

韓国についても、輸出、輸入額ともに「電子機

器」がほとんどを占めている。特に輸出額の増加

が著しいが最新年では減少した。 

BRICsのデータを見ると、ロシア、ブラジル、イン

ドともに輸入額が大きい。ブラジルは「航空・宇宙」

で、インドは「医薬品」で出超であり、輸出額も増

加傾向にある。 

  

【【図図表表 55--22--33】】  主主要要国国ににおおけけるるハハイイテテククノノロロジジーー産産業業貿貿易易額額のの推推移移  
 

 
資料： 
OECD，“STAN Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use (BTDIxE), ISIC Rev.4” 
参照：表 5-2-3 
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図表 5-2-4 に、ハイテクノロジー産業全体の貿

易収支比の推移を示した。日本は長期的に貿易

収支を減少させている。2011年以降、1 を下回り、

入超となっている。2020 年の日本の収支比は

0.74 である。 

米国、ドイツ、フランス、英国の収支比は、1990

年代は、1 前後に推移していた。米国、英国につ

いては、2000 年前後から 1 を下回り、入超で推移

し続けている。2019 年では米国は 0.67、英国は

0.85 となっている。 

ドイツは 2000 年頃から 1 を上回り出超となり、

2012 年以降は横ばいに推移している。2019 年で

は 1.22 である。 

フランスは 1990 年代前半には 1 を上回り、出超

で、ほぼ横ばいに推移している。2019 年では 1.19

である。 

中国は収支比を上昇させていたが、2008 年以

降、微減している。2019 年では 1.21 である。 

韓国は主要国中、最も収支比が高い。2019 年

で 1.50 となっている。 
 

【【図図表表 55--22--44】】  主主要要国国ににおおけけるるハハイイテテククノノロロジジーー

産産業業のの貿貿易易収収支支比比のの推推移移  

 
資料： 
表 5-2-3 と同じ。  
参照：表 5-2-4 

 

(3)ミディアムハイテクノロジー産業貿易 

図 5-2-2 で見たように、ミディアムハイテクノロジ

ー産業は主要国の多くで、輸出額において 1 番

の重みを持っており、その状況を把握する事は、

ハイテクノロジー産業貿易の状況を把握する事と

同様に重要である。 

ここでいうミディアムハイテクノロジー産業とは

OECD の 定 義 (Medium-high R&D intensive 

activities)に基づいており、国際標準産業分類第

4次改訂版(ISIC Rev.4)を用いたデータを使用した。

具体的には、「化学品と化学製品」、「電気機器」、

「機械器具」、「自動車」、「その他輸送」、「その他」

といった産業から構成される。 

図 5-2-5を見ると、ミディアムハイテクノロジー産

業貿易の輸出額（最新年）ではドイツが最も大きく、

これに中国、米国が続く。過去、日本はドイツ、米

国に続いて輸出額が多かったが、2011 年以降、

中国の輸出額が日本を上回っている。 

輸入額を見ると、米国が最も大きい。過去はドイ

ツが続いていたが、2010年以降、中国が上回って

いる。 

各国の輸出、輸入の内訳を見ると、日本の輸出

額の内訳は「自動車」が最も大きく、次いで「機械

器具」が大きい。全体の約7割を占めるこれらの産

業は、2000年代に入ってから急激な伸びを示した

後、2009 年に大きく減少した。その後、回復を見

せたが、長期的に増減しながら、おおむね横ばい

に推移している。輸入額では「化学品と化学製品」

が最も大きく、次いで「機械器具」が大きい。 

米国の輸出額では、「化学品と化学製品」が最

も大きく、これに「自動車」、「機械器具」が続いて

いる。輸入額では「自動車」が最も大きいが、「機

械器具」も大きい。 

ドイツの輸出額は「自動車」が最も大きく、次い

で「機械器具」が大きい。輸入額は「自動車」が最

も大きく、これに「化学品と化学製品」が続く。 

フランスでは輸出、輸入ともに、産業の種類別

の規模のバランスが似通っている。輸出は「化学

品と化学製品」、「自動車」の順で大きく、輸入は

「自動車」、「化学品と化学製品」の順で大きい。 

英国も輸出、輸入ともに産業の種類別の規模

のバランスが似ている。輸出、輸入共に「自動車」

が最も大きい。 

中国においては輸出額では「電気機器」、「機

械器具」が大きく、輸入額では「化学品と化学製

品」、「機械器具」が大きい。 

韓国においては、輸出額では「化学品と化学製

品」と「自動車」が大きい。両者とも 2010 年頃まで
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ᅗ⾲ 5-2-4 に、䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業全యの㈠

᫆支ẚの推⛣を♧した。日本䛿長ᮇⓗに㈠᫆

支をῶᑡ䛥䛫ている。2011ᖺ以㝆、1 を下ᅇ䜚、

ධ㉸䛸䛺䛳ている。2020 ᖺの日本の支ẚ䛿

0.74 䛷䛒る。 

⡿国、䝗イ䝒、䝣ランス、ⱥ国の支ẚ䛿、1990

ᖺ௦䛿、1 ๓ᚋに推⛣していた。⡿国、ⱥ国につ

いて䛿、2000 ᖺ๓ᚋから 1 を下ᅇ䜚、ධ㉸䛷推⛣

し⥆䛡ている。2019 ᖺ䛷䛿⡿国䛿 0.67、ⱥ国䛿

0.85 䛸䛺䛳ている。 

䝗イ䝒䛿 2000 ᖺ㡭から 1 を上ᅇ䜚ฟ㉸䛸䛺䜚、

2012 ᖺ以㝆䛿ᶓ䜀いに推⛣している。2019 ᖺ䛷

䛿 1.22 䛷䛒る。 

䝣ランス䛿 1990 ᖺ௦๓༙に䛿 1 を上ᅇ䜚、ฟ㉸

䛷、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。2019 ᖺ䛷䛿 1.19

䛷䛒る。 

中国䛿支ẚを上᪼䛥䛫ていた䛜、2008 ᖺ以

㝆、ᚤῶしている。2019 ᖺ䛷䛿 1.21 䛷䛒る。 

㡑国䛿主せ国中、᭱䜒支ẚ䛜㧗い。2019 ᖺ

䛷 1.50 䛸䛺䛳ている。 
 

䛆ᅗ⾲ 5-2-4䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛䝝䜲䝔䜽䝜䝻䝆䞊

⏘ᴗ䛾㈠᫆ᨭẚ䛾᥎⛣ 

 
㈨ᩱ䠖 
⾲ 5-2-3 䛸ྠ䛨䚹  
ཧ↷䠖⾲ 5-2-4 

 

(3)䝭䝕䜱䜰䝮䝝䜲䝔䜽䝜䝻䝆䞊⏘ᴗ㈠᫆ 

ᅗ 5-2-2 䛷ぢた䜘䛖に、䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆

ー産業䛿主せ国のከ䛟䛷、㍺ฟ㢠に䛚いて 1 ␒

の㔜䜏をᣢ䛳て䛚䜚、䛭の≧ἣをᢕᥱ䛩る事䛿、

䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業㈠᫆の≧ἣをᢕᥱ䛩る事䛸

ྠᵝに㔜せ䛷䛒る。 

ここ䛷い䛖䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業䛸䛿

OECD の ᐃ ⩏ (Medium-high R&D intensive 

activities)に基䛵いて䛚䜚、国㝿標‽産業分㢮第

4ḟᨵゞ∧(ISIC Rev.4)を⏝いたデータを⏝した。

ලయⓗに䛿、䛂学ရ䛸学〇ရ䛃、䛂㟁Ẽᶵჾ䛃、

䛂ᶵᲔჾල䛃、䛂⮬ື㌴䛃、䛂䛭の㍺㏦䛃、䛂䛭の䛃

䛸い䛳た産業からᵓ成䛥䜜る。 

ᅗ 5-2-5をぢる䛸、䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産

業㈠᫆の㍺ฟ㢠（᭱新ᖺ）䛷䛿䝗イ䝒䛜᭱䜒䛝䛟、

こ䜜に中国、⡿国䛜⥆䛟。㐣ཤ、日本䛿䝗イ䝒、⡿

国に⥆いて㍺ฟ㢠䛜ከか䛳た䛜、2011 ᖺ以㝆、

中国の㍺ฟ㢠䛜日本を上ᅇ䛳ている。 

㍺ධ㢠をぢる䛸、⡿国䛜᭱䜒䛝い。㐣ཤ䛿䝗イ

䝒䛜⥆いていた䛜、2010ᖺ以㝆、中国䛜上ᅇ䛳て

いる。 

ྛ国の㍺ฟ、㍺ධの内ヂをぢる䛸、日本の㍺ฟ

㢠の内ヂ䛿䛂⮬ື㌴䛃䛜᭱䜒䛝䛟、ḟい䛷䛂ᶵᲔ

ჾල䛃䛜䛝い。全యの⣙7を༨䜑るこ䜜らの産

業䛿、2000ᖺ௦にධ䛳てからᛴ⃭䛺ఙびを♧した

ᚋ、2009 ᖺに䛝䛟ῶᑡした。䛭のᚋ、ᅇをぢ

䛫た䛜、長ᮇⓗにቑῶし䛺䛜ら、䛚䛚䜐䛽ᶓ䜀い

に推⛣している。㍺ධ㢠䛷䛿䛂学ရ䛸学〇ရ䛃

䛜᭱䜒䛝䛟、ḟい䛷䛂ᶵᲔჾල䛃䛜䛝い。 

⡿国の㍺ฟ㢠䛷䛿、䛂学ရ䛸学〇ရ䛃䛜᭱

䜒䛝䛟、こ䜜に䛂⮬ື㌴䛃、䛂ᶵᲔჾල䛃䛜⥆いて

いる。㍺ධ㢠䛷䛿䛂⮬ື㌴䛃䛜᭱䜒䛝い䛜、䛂ᶵ

Ეჾල䛃䜒䛝い。 

䝗イ䝒の㍺ฟ㢠䛿䛂⮬ື㌴䛃䛜᭱䜒䛝䛟、ḟい

䛷䛂ᶵᲔჾල䛃䛜䛝い。㍺ධ㢠䛿䛂⮬ື㌴䛃䛜᭱

䜒䛝䛟、こ䜜に䛂学ရ䛸学〇ရ䛃䛜⥆䛟。 

䝣ランス䛷䛿㍺ฟ、㍺ධ䛸䜒に、産業の✀㢮ู

のつᶍの䝞ランス䛜ఝ㏻䛳ている。㍺ฟ䛿䛂学

ရ䛸学〇ရ䛃、䛂⮬ື㌴䛃の㡰䛷䛝䛟、㍺ධ䛿

䛂⮬ື㌴䛃、䛂学ရ䛸学〇ရ䛃の㡰䛷䛝い。 

ⱥ国䜒㍺ฟ、㍺ධ䛸䜒に産業の✀㢮ูのつᶍ
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ရ䛃、䛂ᶵᲔჾල䛃䛜䛝い。 

㡑国に䛚いて䛿、㍺ฟ㢠䛷䛿䛂学ရ䛸学〇

ရ䛃䛸䛂⮬ື㌴䛃䛜䛝い。୧⪅䛸䜒 2010 ᖺ㡭䜎䛷
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䛿䛝䛟ఙびていた䛜、2010ᖺ௦にධ䛳てఙび䛿

㕌した。㍺ධ㢠䛷䛿䛂学ရ䛸学〇ရ䛃、䛂ᶵ

Ეჾල䛃䛜䛝い。 

䝻シ䜰、䝤ラ䝆䝹、イン䝗について䛿、䛭のの

国䛸ẚ㍑䛩る䛸つᶍ䛜小䛥い。䜎た全ての国䛷㍺

ධ㢠の方䛜䛝い。㍺ධ㢠の内ヂをぢる䛸、䝻シ

䜰䛷䛿䛂ᶵᲔჾල䛃、䝤ラ䝆䝹、イン䝗䛷䛿䛂学ရ

䛸学〇ရ䛃䛜᭱䜒䛝い。 
 

䛆ᅗ⾲ 5-2-5䛇 せᅜ䛻䛚䛡䜛䝭䝕䜱䜰䝮䝝䜲䝔䜽䝜䝻䝆䞊⏘ᴗ㈠᫆㢠䛾᥎⛣ 

ὀ䠖 
䛭䛾䛿䛂☢Ẽ䚸ගᏛ䝯䝕䜱䜰䛃䚸䛂་⒪ཬ䜃ṑ⛉⏝ᶵჾ䞉ഛရ䛃➼䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
STAN Bilateral Trade in Goods by Industry and End-use (BTDIxE), ISIC Rev.4 
ཧ↷䠖⾲ 5-2-5 
 

ᅗ⾲ 5-2-6 に、䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産業

全యの㈠᫆支ẚの推⛣を♧した。 

2020 ᖺの日本の䝭デ䜱䜰ム䝝イ䝔䜽ノ䝻䝆ー産

業㈠᫆支ẚ䛿 2.50 䛷䛒䜚、主せ国中第 1 䛷

䛒る。推⛣をぢる䛸、1990 ᖺ௦中㡭に、ᛴ⃭䛺ῶ

ᑡをぢ䛫たᚋ䛿ῶഴྥに䛒る。 

㡑国の支ẚ䛿長ᮇⓗにቑຍഴྥに䛒䛳た䛜、

2014 ᖺ以㝆、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣している。2019

ᖺ䛷䛿 1.76 を♧している。 

䝗イ䝒の 2019 ᖺの支ẚ䛿 1.59 䛷䛒䜚、⥅⥆

ⓗにฟ㉸䛷䛒る。2004 ᖺに 2.03 を♧したᚋ、ᚤ

ῶしている。 

中国の支ẚ䛿、長ᮇⓗにぢる䛸、⦆䜔か䛺ቑ

ῶを⧞䜚㏉しつつ䜒、ቑຍഴྥに䛒る。2019 ᖺ䛷

䛿 1.43 䛸䛺䛳ている。 

䝣ランスの支ẚ䛿、長ᮇⓗにῶᑡして䛚䜚、

2019 ᖺ䛷䛿 0.88 䛷䛒る。 

ⱥ国の支ẚ䛿、1991 ᖺ以外䛿ධ㉸䛷推⛣し

ている。2019 ᖺ䛷䛿 0.76 䛷䛒る。 

⡿国の支ẚ䛿ᮍ䛰 1 を㉸䛘たこ䛸䛿䛺䛟、

2019 ᖺ䛷䛿 0.65 䛷䛒る。 
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55..22..22 付付加加価価値値  

この節は、特定の産業について、全産業の付

加価値に占める重みを見る。ここでいう付加価値

とは、その国の居住者による総産出（生産物）から

中間投入 5を控除して算出されたものである。 

 

(1)各産業の付加価値 

全産業の総付加価値に対する 6 つの産業の重

みを見る(図表 5-2-7)。 

「電子機器」の付加価値割合は韓国が最も大き

く、最新年では 8.5％である。日本は 1.6％、米国

が 1.5％と続く。韓国の伸びが著しいのに対して、

他の国は微減もしくは横ばいに推移している。 

「医薬品」の付加価値割合は、各国ともに 0.4％

から 1％からの間で推移している。最新年では大

きい順に米国、ドイツ、英国、フランス、日本、韓国

となっている。 

「自動車」の付加価値割合はドイツが最も大きく、

最新年では 4.7％である。次いで、日本が 2.9％、

韓国が2.2％となってる。いずれの国でも増減を繰

り返しながらも増加傾向にある。これに対して、英

国、米国、フランスは、漸減傾向にあり、最新年で

は 0.7 から 0.9％を示している。 

「化学と化学製品」の付加価値割合は韓国が最

も大きく、最新年では 2.3％である。日本とドイツが

1.7％と続く。多くの国で 2000 年代後半まで減少

した後、微増もしくは横ばいに推移している。 

「電気機器」の付加価値割合は韓国が最も大き

く、長期的に増加傾向にある。最新年では 1.7％

である。ドイツと日本は 1991 年時点ではそれぞれ

2.4％、2.0％と大きかったがその後は減少し、日

本は 1.4％、ドイツ 1.5％となった。米国、フランス、

英国は減少傾向にある。 

「機械器具」の付加価値割合はドイツが最も大

きく、最新年では 3.5％である。日本は 3.2％、韓

国は 2.5％と続く。ドイツ、日本、韓国は増加傾向

であるのに対して、米国、フランス、英国は減少傾

向にある。 

 
5 財貨・サービスを生産するために必要となる、コストとして投入される

生産物。 

【【図図表表 55--22--77】】  主主要要国国ににおおけけるる総総付付加加価価値値にに対対

すするる各各産産業業ののシシェェアア  
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((CC))自自動動車車  
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55..22..22 付付加加価価値値  

この節は、特定の産業について、全産業の付

加価値に占める重みを見る。ここでいう付加価値

とは、その国の居住者による総産出（生産物）から

中間投入 5を控除して算出されたものである。 

 

(1)各産業の付加価値 

全産業の総付加価値に対する 6 つの産業の重

みを見る(図表 5-2-7)。 

「電子機器」の付加価値割合は韓国が最も大き

く、最新年では 8.5％である。日本は 1.6％、米国

が 1.5％と続く。韓国の伸びが著しいのに対して、

他の国は微減もしくは横ばいに推移している。 

「医薬品」の付加価値割合は、各国ともに 0.4％

から 1％からの間で推移している。最新年では大

きい順に米国、ドイツ、英国、フランス、日本、韓国

となっている。 

「自動車」の付加価値割合はドイツが最も大きく、

最新年では 4.7％である。次いで、日本が 2.9％、

韓国が2.2％となってる。いずれの国でも増減を繰

り返しながらも増加傾向にある。これに対して、英

国、米国、フランスは、漸減傾向にあり、最新年で

は 0.7 から 0.9％を示している。 

「化学と化学製品」の付加価値割合は韓国が最

も大きく、最新年では 2.3％である。日本とドイツが

1.7％と続く。多くの国で 2000 年代後半まで減少

した後、微増もしくは横ばいに推移している。 

「電気機器」の付加価値割合は韓国が最も大き

く、長期的に増加傾向にある。最新年では 1.7％

である。ドイツと日本は 1991 年時点ではそれぞれ

2.4％、2.0％と大きかったがその後は減少し、日

本は 1.4％、ドイツ 1.5％となった。米国、フランス、

英国は減少傾向にある。 

「機械器具」の付加価値割合はドイツが最も大

きく、最新年では 3.5％である。日本は 3.2％、韓

国は 2.5％と続く。ドイツ、日本、韓国は増加傾向

であるのに対して、米国、フランス、英国は減少傾

向にある。 

 
5 財貨・サービスを生産するために必要となる、コストとして投入される

生産物。 

【【図図表表 55--22--77】】  主主要要国国ににおおけけるる総総付付加加価価値値にに対対

すするる各各産産業業ののシシェェアア  
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（（EE))電電気気機機器器  

 

（（FF))機機械械器器具具  

 
注： 
電子機器産業とは「コンピュータ、電子および光学製品」である。 
資料： 
OECD, “STAN Industrial Analysis” 
参照：表 5-2-7 

 

(2)「情報」産業の付加価値 

「情報」産業について、産業の総付加価値に対

する重みを見る。ここでいう「情報」産業とは「コン

ピュータ、電子および光学製品」、「通信」、「出版、

視聴覚および放送」、「IT およびその他の情報サ

ービス」を合計したものである。本分類については、

OECD, “Measuring the Digital Transformation”

に依拠した。 

図表 5-2-8（A）を見ると、1991 年では、米国が

7.0％と最も大きかったが、他の国も 5～6％台であ

り、差異は少なかった。その後、韓国は約 2 倍の

伸びを見せているのに対して、その他の国の伸び

は少ない。各国最新年における「情報」産業の付

加価値のシェアが最も大きい国は韓国（13.1％）

であり、米国（8.4％）、英国（7.8％）、日本（6.5％）

が続く。 

次に、主要国における「情報」産業の付加価値

の内訳を見ると（図表 5-2-8(B)）、日本は 1991 年

では、「コンピュータ、電子および光学製品」が

3.2％と最も大きく「情報」産業全体の半数を占め

ていたが、その後は減少した。これに対して「IT お

よびその他の情報サービス」は 1991 年時点では

0.9％であったが、2017 年では 2.4％と大きく伸び

た。 

米国は 1991 年時点では、「コンピュータ、電子

および光学製品」、「通信」、「出版、視聴覚および

放送」の 3 つが多くを占めていた（それぞれ約

2％）。「IT およびその他の情報サービス」は 0.9％

であったが、その後は増加し、2018 年では 3.0％

と最も大きくなった。 

ドイツでは、「IT およびその他の情報サービス」

の伸びが著しく、2017 年では 2.7％を示している。

その他は、微減もしくは横ばいに推移しており、

「通信」は減少している。 

フランスは、1991 年時点で「IT およびその他の

情報サービス」が最も大きく、その後も増加し、

2018 年では 2.9％となった。その他は微減もしくは

横ばいに推移しており、「コンピュータ、電子およ

び光学製品」については減少している。 

英国は、1991 年時点では「通信」が最も大きか

ったが、その後は横ばいに推移した。これに対し

て大きく伸びたのは、「IT およびその他の情報サ

ービス」である。2018 年では 3.4％となり、主要国

中最も大きな値を示している。 

韓国は 1991 年時点では、「コンピュータ、電子

および光学製品」、「通信」がそれぞれ 2.6％、

2.1％と大きく、「IT およびその他の情報サービス」

は 0.5％と主要国中、最も小さかった。その後、「コ

ンピュータ、電子および光学製品」、「IT およびそ

の他の情報サービス」は大きく増加した。2018 年

では「コンピュータ、電子および光学製品」は

8.5％と、主要国中最も大きな規模となった。「IT

およびその他の情報サービス」は 1.9％となったが、

主要国中最も小さい。 
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【【図図表表 55--22--88】】  「「情情報報」」産産業業付付加加価価値値ののシシェェアア  
 

((AA))主主要要国国ににおおけけるる「「情情報報」」産産業業付付加加価価値値ののシシェェアア  

 

((BB))主主要要国国ににおおけけるる「「情情報報」」産産業業付付加加価価値値のの内内訳訳  

((aa))日日本本  

 

((bb))米米国国  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
 
 

((cc))ドドイイツツ  

((dd))フフラランンスス  

 

((ee))英英国国  

 

((ff))韓韓国国  

 
注： 
「情報」産業とは「コンピュータ、電子および光学製品」、「通信」、「出
版、視聴覚および放送」、「IT およびその他の情報サービス」である。 
資料： 
OECD, “STAN Industrial Analysis” 
参照：表 5-2-8 
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【図表 5-2-8】 䛂ሗ䛃⏘ᴗຍ౯値のシェア 
 

(A)要ᅜにおける䛂ሗ䛃⏘ᴗຍ౯値のシェア 

 

(B)要ᅜにおける䛂ሗ䛃⏘ᴗຍ౯値のෆヂ 

(a)日本 

 

(b)⡿ᅜ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

(c)䝗イ䝒 

(d)フランス 

 

(e)ⱥᅜ 

 

(f)㡑ᅜ 

 
注： 
䛂ሗ䛃⏘ᴗとは䛂コン䝢ュータ、㟁Ꮚおよ䜃ග学〇ရ䛃、䛂㏻ಙ䛃、䛂出
∧、ど⫈ぬおよ䜃ᨺ㏦䛃、䛂IT およ䜃䛭ののሗサービス䛃䛷䛒る。 
資料： 
OECD, “STAN Industrial Analysis” 
参照：表 5-2-8 
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5.3 ၟᶆฟ㢪䛾≧ἣ 

 
䝫䜲䞁䝖 

䕿主せ国䜈のၟ標ฟ㢪ᩘ䛿、ᒃఫ⪅からのฟ㢪䛜ከ䛟を༨䜑る。㠀ᒃఫ⪅からのฟ㢪について䛿ከ䛟の

国䛷 1䡚2 ⛬ᗘ䛷䛒る䛜、⡿国、ⱥ国について䛿 3䡚4 䛷䛒る。

䚽国境を㉺䛘たၟ標ฟ㢪ᩘ䛸≉チฟ㢪ᩘ(୕ᴟ䝟䝔ン䝖䝣䜯䝭䝸ーᩘ䠖日⡿Ḣにฟ㢪䛥䜜たྠ୍内ᐜの≉

チ)について、ேཱྀ 100 ே当た䜚の್䛷ẚ㍑䛩る䛸、᭱新ᖺ䛷ၟ標ฟ㢪ᩘ䜘䜚䜒≉チฟ㢪ᩘ䛜ከい国

䛿、日本の䜏䛷䛒る。᭱新ᖺ䛷ၟ標ฟ㢪ᩘの方䛜≉チฟ㢪ᩘ䜘䜚ከい国䛿、ⱥ国、⡿国、䝣ランス、㡑

国、䝗イ䝒䛷䛒る。㡑国、ⱥ国、䝗イ䝒について䛿 2002䡚2018 ᖺにか䛡て、ၟ標のฟ㢪ᩘを䛝䛟ቑຍ䛥

䛫た。 

䕿日本䛿技術にᙉ䜏をᣢつ䛜、国全య䛷ぢる䛸、䛭䜜らの新〇ရ䜔新た䛺䝃ービスのᑟධ䛸い䛖ᙧ䛷の国

㝿ᒎ開䛜の主せ国䛸ẚ䜉てᑡ䛺いྍ⬟ᛶ䛜䛒る。 

 
5.3.1ୡ⏺䛻䛚䛡䜛ၟᶆฟ㢪 

企業䛜ᕷሙに新〇ရ䜔新䝃ービスをฟ䛩ሙ合、

ᕷሙの中䛷ᕪูを⾜䛖こ䛸を┠ⓗ䛸してၟ標䛜

ฟ㢪䛥䜜る。䛭のた䜑、ၟ標のฟ㢪ᩘ䛿、新〇ရ

䜔新䝃ービスのᑟධ䛸い䛖ᙧ䛷のイノベーションの

ල⌧、䛒るい䛿䛭䜜らの䝬ー䜿䝔䜱ン䜾άື䛸

㛵係䛜䛒䜚、䛭のព䛷、イノベーション䛸ᕷሙの

㛵係をᫎしたデータ䛷䛒る䛸⪃䛘ら䜜る。 

ここ䛷䛿、WIPO(ୡ⏺▱ⓗ所᭷ᶒᶵ㛵 )䠈

䇾WIPO statistics database䇿を⏝いて、ୡ⏺に䛚䛡

るၟ標ฟ㢪の≧ἣをぢる。ၟ標ฟ㢪ᩘ䛿、ၟရ

䛚䜘び䝃ービスの国㝿分㢮䛷䛒る䝙ース国㝿分

㢮 6䛷༊分䛥䜜た䜽ラスᩘ 7をィ測している（ᅗ⾲ 5

䠉3䠉3䛿㝖䛟）。ලయⓗに䛿୍つのฟ㢪䛜䜅たつ

の䜽ラスに䛺䛥䜜ていたሙ合、2 ௳䛸䜹䜴ン䝖してい

る。 

 

(1)ୡ⏺䛷䛾ၟᶆฟ㢪≧ἣ 

ᅗ⾲ 5-3-1 䛿、ୡ⏺に䛚䛡るၟ標ฟ㢪ᩘを、

䛂ฟ㢪ே䛜ᒃఫしている国・地域䜈ฟ㢪したၟ標

ᩘ䛃䛸䛂ฟ㢪ே䛜ᒃఫしてい䛺い国・地域䜈ฟ㢪し

たၟ標ᩘ䛃に分㢮し、♧した䜒の䛷䛒る。 

2019 ᖺに䛚䛡るୡ⏺のၟ標ฟ㢪ᩘ䛿⣙ 1,500

௳䛷䛒る。内ヂをぢる䛸、ᒃఫ⪅からのၟ標ฟ

㢪ᩘ䛜⣙ 1,300 ௳、㠀ᒃఫ⪅からのฟ㢪䛿⣙

200 ௳䛷䛒る。2004 ᖺから 2009 ᖺにか䛡て䛿

 
6 䛂標章のⓏ㘓のた䜑のၟရ及び䝃ービスの国㝿分㢮に㛵䛩る䝙ース

協ᐃ䛃に基䛵䛟、国㝿ⓗにඹ㏻のၟ標Ⓩ㘓のた䜑の分㢮

（https://www.wipo.int/classifications/nice）。 

⦆䜔か䛺ఙび䛷䛒䛳た䛜、2009 ᖺから 2014 ᖺに

か䛡てఙび䛜ຍ㏿し、2014䡚2018䛿更に䛝䛟ఙ

びている。≉に、ᒃఫ⪅からのฟ㢪のఙび䛜ⴭし

䛟、2004 ᖺ䛸ẚ㍑䛩る䛸⣙ 4 ಸ䛸䛺䛳ている。 

 

䛆ᅗ⾲ 5-3-1䛇 ୡ⏺䛾ၟᶆฟ㢪ᩘ䛾᥎⛣ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ὀ䠖 
1)  䝬䝗䝸䝑䝗ไᗘ䜢⏝䛧䛯ᅜ㝿Ⓩ㘓䛾ฟ㢪䠄ᅜ㝿ฟ㢪䠅䛸┤᥋ฟ㢪䛷

䛒䜛䚹 
2)  䜽䝷䝇ᩘ䜢ィ 䛧䛶䛔䜛䚹Absolute count 䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
WIPO䠈䇾WIPO statistics database”(Last updated: January 2021) 
ཧ↷䠖⾲ 5-3-1 

  

7 䝙ース国㝿分㢮に基䛵䛟䜒の䛷、指ᐃၟရ・ᙺ務を分㔝ูに䛝䛟༊

ษら䜜ている。第 1 㢮から第 45 㢮䜎䛷䛒䜚、ฟ㢪ே䛜ฟ㢪に指ᐃ䛩

る。全てのၟ標䛜い䛪䜜かの༊分にᒓしている。 
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(2)主要国の商標出願状況 

この節では日本、米国、ドイツ、フランス、英国、

中国、韓国への商標出願数と主要国からの商標

出願状況を見た。 

図表 5-3-2（A）では、主要国への商標出願数

を居住者と非居住者からの出願に分類した。なお、

日本とフランスについては、出典となる WIPOのデ

ータで居住者と非居住者の内訳が、利用可能な

2013 年以降について値を示している。 

日本への出願数は、中国、米国に次ぐ規模で

あり、2019 年では約 55 万件である。推移を見ると、

2013 年から 2019 年にかけて増加傾向にある。居

住者からの出願が多く、2019年では全体の 9割を

占めている。 

米国への出願数は 2009 年に落ち込んだ後は

順調に増加し、2019 年では約 67 万件となった。

非居住者からの出願数も伸びており、全体の 3 割

を占め、英国に次いで、その割合は大きい。 

ドイツへの出願数は、2007 年をピークに減少し、

その後 2012 年を境に増加している。2019 年は約

24 万件、居住者からの出願数が多く、全体の 9 割

を占める。 

フランスへの出願数は、中国、米国、日本に次

いで多い。2019 年の総数は約 31 万件である。居

住者からの出願が多く、全体の 9 割を占める。 

英国への出願数は、2017 年からの増加が著し

く、2019 年で約 22 万件となった。非居住者からの

出願数も伸びており、全体の約 4 割を占める。他

国と比較してもその割合は大きい。 

韓国への出願数は長期的に見て増加傾向にあ

る。2019 年では約 28 万件である。居住者からの

出願が多く、全体の 8 割を占める。 

中国への出願数は、2019 年では 783 万件と主

要国中トップの規模である。居住者からの出願数

が多く、全体の 9 割以上を占めている。非居住者

からの出願数の割合は 3％であるがその数は主要

国中最も多く約 25 万件である。 

  

【【図図表表 55--33--22】】  主主要要国国へへのの商商標標出出願願状状況況とと主主要要国国かかららのの商商標標出出願願状状況況  

  

((AA))主主要要国国へへのの出出願願数数  
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く、2019 年で約 22 万件となった。非居住者からの

出願数も伸びており、全体の約 4 割を占める。他

国と比較してもその割合は大きい。 

韓国への出願数は長期的に見て増加傾向にあ

る。2019 年では約 28 万件である。居住者からの

出願が多く、全体の 8 割を占める。 

中国への出願数は、2019 年では 783 万件と主

要国中トップの規模である。居住者からの出願数

が多く、全体の 9 割以上を占めている。非居住者

からの出願数の割合は 3％であるがその数は主要

国中最も多く約 25 万件である。 

  

【【図図表表 55--33--22】】  主主要要国国へへのの商商標標出出願願状状況況とと主主要要国国かかららのの商商標標出出願願状状況況  
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図表 5-3-2（B）では、主要国からの商標出願数

を居住国への出願、非居住国への出願に分類し

た。日本とフランスの居住国への出願数のデータ

は 2013 年以降の値を示している。 

日本は居住国への出願数が多く、非居住国へ

の出願数は少ないが、非居住国への出願数つま

り海外への商標出願数は長期的には増加傾向に

ある。2019 年では約 13 万件である。 

米国は、居住国への出願と非居住国への出願

数の規模は同程度である。非居住国への出願数

は継続して増加しており、2019 年で約 40 万件、

主要国中トップの規模である。 

ドイツでは非居住国への出願数が居住国への

出願数より多い。非居住国への出願数は 2019 年

で約 25 万件、米国、中国に次ぐ規模である。 

フランスは 2004 年時点では非居住国への出願

数が米国、ドイツ次いで多かった。その後の伸び

は緩やかである。2019 年では約 14 万件である。 

英国では非居住国への出願数は長期的には

増加傾向にある。特に 2019年では大きく伸び、約

21 万件となった。 

韓国では、非居住国への出願数は居住国への

出願数より少ないが、長期的には増加傾向にある。

2019 年では約 6 万件である。 

中国では、非居住国への出願数は居住国への

出願数と比較すると極めて少ない。2019年では約

32 万件であり、全体の 4％である。 

  

【【図図表表 55--33--22】】  主主要要国国へへのの商商標標出出願願状状況況とと主主要要国国かかららのの商商標標出出願願状状況況（（続続きき））  

  

((BB))主主要要国国かかららのの出出願願数数  

  

  
 
注： 
1) 出願数の内訳は、日本からの出願を例に取ると、以下に対応している。 

「居住者からの出願」：日本に居住する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
「非居住者からの出願」：日本以外に居住（例えば米国）する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
「居住国への出願」：日本に居住する出願人が日本特許庁に出願したもの。 
「非居住国への直接出願」：日本に居住する出願人が日本以外（例えば米国特許商標庁）に出願したもの。 

2) マドリッド制度を利用した国際登録の出願（国際出願）と直接出願である。 
3) クラス数を計測している。Absolute count である。 
4) (A)主要国への出願数については、日本、フランスの 2004 年～2012 年、英国の 2009 年は示していない。 
5) (B)主要国からの出願数については、日本、フランスの 2004 年～2012 年、英国の 2009 年の居住国への出願は示していない。 
資料： 
WIPO，“WIPO statistics database”(Last updated: January 2021) 
参照：表 5-3-2 
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55..33..22 国国境境をを越越ええたた商商標標出出願願とと特特許許出出願願  

図表 5-3-3 は主要国の国境を越えた商標の出

願数と特許出願数の推移である。商標、特許の値

とも各国の人口で規格化されている。 

これまで見てきたように、商標を出願する際に

は自国への出願が多くなる傾向があり、また、国

の規模や制度の違いにより出願数に差異がある。

そこで、日、独、仏、英、韓については、米国特許

商標庁へ、米国については日本と欧州へ出願し

た商標の数を補正した値（図表 5-3-3 注：1 参照

のこと）を使用し、国境を越えた商標出願とした。 

国境を越えた特許出願は、三極パテントファミリ

ーを使用した。特許も自国への出願の有利さがあ

り、また、地理的位置の影響のためにバイアスが

かかる事があるため、それらの影響を受けにくい

三極パテントファミリー数を使用している。 

主要国の状況を見ると、最新年で商標出願数

よりも特許出願数が多い国は、日本のみである。

最新年で商標出願数の方が特許出願数より多い

国は、英国、米国、フランス、韓国、ドイツである。 

2002 年から 2018 年の推移を見ると、日本は、

商標出願数、特許出願数ともに微増している。た

だし、特許出願数が顕著に大きい状況に変化は

ない。 

米国は、商標出願数は微増、特許出願数につ

いては減少している。ドイツ、フランス、英国は、商

標出願数は増加、特許出願数は減少している。な

お、商標出願数が最も大きいのは英国である。韓

国については、商標出願数が大きく増加している。 

以上の事から、日本は技術に強みを持っている

が、新製品や新たなサービスの導入などといった

活動の国際的な展開に課題があり、この状況に大

きな変化は見られないと考えられる。 

英国は他国と比べて新製品や新たなサービス

の導入などといった活動に特に重みを持っており、

国際的な展開も進展していると考えられる。 

ドイツは、特許出願に見る技術の強みは弱まっ

ているが、新製品や新たなサービスの導入などと

いった活動において国際的な展開が進んでいる

と考えられる。韓国については、技術の強みは維

持しつつ、国境を越えた商標出願が増えている。 

本指標については、製造業に強みを持つ国や、

情報通信産業に特化した国では、商標よりも特許

の出願数が多くなり、サービス業の比重が多い国

では、商標出願数が多くなる傾向が過去には見ら

れていた。しかし、2002 年と比べると、韓国、ドイツ

は商標を大きく伸ばしていることから、製品を用い

たサービスの国際展開をはかっている可能性があ

る。 

次に、米国へ出願された商標は、どのような産

業に関連しているのかを見るために、産業分類に

ニース国際分類のクラス番号を対応させ、産業分

類ごとの商標数のバランスと特化係数を見た（図

表 5-3-4）。 

ほとんどの国で「科学研究、情報通信技術」の

産業に関連する商標出願の割合が最も大きい。

日本、ドイツ、フランス、韓国の場合、二番目に大

きい割合の産業は「医薬品、保健、化粧品」である。

米国、英国については「レジャー、教育、トレーニ

ング」に関連する産業の割合が大きい。なお、中

国の商標出願については、「テキスタイル-衣類と

アクセサー」に関連する産業の割合が最も大きく、

次いで「家庭用機器」となっており、他国とは異な

る傾向を見せている。 

特化係数をみると、各国において最も特化して

いるのは、日本とフランスは「化学薬品」、ドイツは

「輸送とロジスティック」、英国は「科学研究、情報

通信技術」、中国は「家庭用機器」、韓国では「医

薬品、保健、化粧品」である。米国は「管理、通信、

不動産、金融サービス」が最も特化している。 
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55..33..22 国国境境をを越越ええたた商商標標出出願願とと特特許許出出願願  

図表 5-3-3 は主要国の国境を越えた商標の出

願数と特許出願数の推移である。商標、特許の値

とも各国の人口で規格化されている。 

これまで見てきたように、商標を出願する際に

は自国への出願が多くなる傾向があり、また、国

の規模や制度の違いにより出願数に差異がある。

そこで、日、独、仏、英、韓については、米国特許

商標庁へ、米国については日本と欧州へ出願し

た商標の数を補正した値（図表 5-3-3 注：1 参照

のこと）を使用し、国境を越えた商標出願とした。 

国境を越えた特許出願は、三極パテントファミリ

ーを使用した。特許も自国への出願の有利さがあ

り、また、地理的位置の影響のためにバイアスが

かかる事があるため、それらの影響を受けにくい

三極パテントファミリー数を使用している。 

主要国の状況を見ると、最新年で商標出願数

よりも特許出願数が多い国は、日本のみである。

最新年で商標出願数の方が特許出願数より多い

国は、英国、米国、フランス、韓国、ドイツである。 

2002 年から 2018 年の推移を見ると、日本は、

商標出願数、特許出願数ともに微増している。た

だし、特許出願数が顕著に大きい状況に変化は

ない。 

米国は、商標出願数は微増、特許出願数につ

いては減少している。ドイツ、フランス、英国は、商

標出願数は増加、特許出願数は減少している。な

お、商標出願数が最も大きいのは英国である。韓

国については、商標出願数が大きく増加している。 

以上の事から、日本は技術に強みを持っている

が、新製品や新たなサービスの導入などといった

活動の国際的な展開に課題があり、この状況に大

きな変化は見られないと考えられる。 

英国は他国と比べて新製品や新たなサービス

の導入などといった活動に特に重みを持っており、

国際的な展開も進展していると考えられる。 

ドイツは、特許出願に見る技術の強みは弱まっ

ているが、新製品や新たなサービスの導入などと

いった活動において国際的な展開が進んでいる

と考えられる。韓国については、技術の強みは維

持しつつ、国境を越えた商標出願が増えている。 

本指標については、製造業に強みを持つ国や、

情報通信産業に特化した国では、商標よりも特許

の出願数が多くなり、サービス業の比重が多い国

では、商標出願数が多くなる傾向が過去には見ら

れていた。しかし、2002 年と比べると、韓国、ドイツ

は商標を大きく伸ばしていることから、製品を用い

たサービスの国際展開をはかっている可能性があ

る。 

次に、米国へ出願された商標は、どのような産

業に関連しているのかを見るために、産業分類に

ニース国際分類のクラス番号を対応させ、産業分

類ごとの商標数のバランスと特化係数を見た（図

表 5-3-4）。 

ほとんどの国で「科学研究、情報通信技術」の

産業に関連する商標出願の割合が最も大きい。

日本、ドイツ、フランス、韓国の場合、二番目に大

きい割合の産業は「医薬品、保健、化粧品」である。

米国、英国については「レジャー、教育、トレーニ

ング」に関連する産業の割合が大きい。なお、中

国の商標出願については、「テキスタイル-衣類と

アクセサー」に関連する産業の割合が最も大きく、

次いで「家庭用機器」となっており、他国とは異な

る傾向を見せている。 

特化係数をみると、各国において最も特化して

いるのは、日本とフランスは「化学薬品」、ドイツは

「輸送とロジスティック」、英国は「科学研究、情報

通信技術」、中国は「家庭用機器」、韓国では「医

薬品、保健、化粧品」である。米国は「管理、通信、

不動産、金融サービス」が最も特化している。 
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【【図図表表 55--33--33】】  国国境境をを越越ええたた商商標標出出願願とと特特許許出出願願((人人口口 110000 万万人人当当たたりり))  

注： 
1) ＊国境を越えた商標数(Cross-border trademarks)の定義は OECD,“Measuring Innovation: A New Perspective”に従った。具体的な定義は以下のとお

り。日本、ドイツ、フランス、英国、韓国の商標出願数については米国特許商標庁（USPTO）に出願した数。 
米国の商標出願数については①と②の平均値。 
①欧州連合知的財産庁(EUIPO)に対する日本と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝（米国が EUIPO に出願した数/日本が EUIPO に
出願した数）×日本が USPTO に出願した数。 
②日本特許庁(JPO)に対する欧州と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝(米国が JPO に出願した数/EU15 が JPO に出願した数)×
EU15 が USPTO に出願した数。 

2) ＊＊国境を越えた特許出願数とは三極パテントファミリー(日米欧に出願された同一内容の特許)数(Triadic patent families)を指す。 
資料： 
商標出願数：WIPO, “WIPO statistics database”(Last updated:January 2021) 
三極パテントファミリー数及び人口：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 
参照：表 5-3-3 
 

【【図図表表 55--33--44】】  主主要要国国かからら米米国国へへのの商商標標出出願願ににおおけけるるニニーースス国国際際分分類類ククララススにによよるる産産業業分分類類のの構構成成  
 

((AA))ニニーースス国国際際分分類類ククララススにによよるる産産業業分分類類のの構構成成  ((BB))ニニーースス国国際際分分類類ククララスス番番号号とと産産業業分分類類のの対対応応表表  
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【【図図表表 55--33--44】】  主主要要国国かからら米米国国へへのの商商標標出出願願ににおおけけるるニニーースス国国際際分分類類ククララススにによよるる産産業業分分類類のの構構成成（（続続きき））  

  

((CC))特特化化係係数数  

  

 
 
注： 
1) 2017-2019 年の合計値での割合である。 
2) ニース国際分類と産業分類の対応表は WIPO, “World Intellectual Property Indicators 2020Annex B. Composition of industry sectors by Nice goods 

and services classes”を参照した。日本語訳は科学技術・学術政策研究所が仮訳した。 
3) マドリッド制度を利用した国際登録の出願（国際出願）と直接出願である。 
4) クラス数を計測している。Absolute count である。 
5) 特化係数＝各国の産業分類の構成比/全世界の産業分類の構成比 
資料： 
WIPO，“WIPO statistics database”(Last updated:January 2021) 
参照：表 5-3-4  
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2)  䝙䞊䝇ᅜ㝿分㢮䛸⏘ᴗ分㢮䛾ᑐᛂ⾲䛿 WIPO, 䇾World Intellectual Property Indicators 2020Annex B. Composition of industry sectors by Nice goods 

and services classes䇿䜢ཧ↷䛧䛯䚹᪥ᮏㄒヂ䛿⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜௬ヂ䛧䛯䚹 
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㈨ᩱ䠖 
WIPO䠈䇾WIPO statistics database”(Last updated:January 2021) 
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䝫䜲䞁䝖 

䕿䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションの実⌧合䛿、研究開Ⓨάືを実⾜し䛺か䛳た企業䜘䜚、実⾜した企業の方䛜

㧗い。 

䕿ྛ主せ国に䛚䛡る䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧企業合を 1 䛸して、企業つᶍูの≧ἣをぢる䛸、䜋䛸

䜣䛹の国䛷つᶍ企業に䛚䛡るᩘ್䛜㧗いഴྥに䛒る。このこ䛸䛿中小つᶍ企業䜘䜚つᶍ企業に䛚

いてイノベーション䛜実⌧䛥䜜ているこ䛸を♧၀している。 

䚽日本の学のẸ㛫企業➼䛸のඹྠ研究➼にかかるཷධ㢠(内ヂ)䛸実施௳ᩘの推⛣をぢる䛸、ཷධ㢠䛜

᭱䜒䛝いの䛿䛂ඹྠ研究䛃䛷䛒䜚 817 ൨、実施௳ᩘ䛿 3.0 ௳䛷䛒䜚、い䛪䜜䜒ቑຍし⥆䛡ている。 

䕿日⡿ⱥの᭱新ᖺᗘの学に䛚䛡る▱ⓗ財産ᶒධをぢる䛸、日本䛿 51 ൨䛷䛒る。ⱥ国䛿 320 ൨

䛷䛒䜚、日本の᭱新ᖺᗘ䛸ẚ㍑䛩る䛸⣙ 6 ಸのつᶍをᣢ䛳ている。䜎た、⡿国䛿 2,633 ൨䛸᱆㐪いのつ

ᶍをᣢ䛳ている。 

䕿日本䛿開業⋡、ᗫ業⋡ඹに、の主せ国䛸ẚ㍑してపい。 

5.4.1 せᅜ䛻䛚䛡䜛ᴗ䛾䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ

⌧≧ἣ 

イノベーションのᐃ⩏䛿、䛂䜸ス䝻・䝬䝙䝳䜰䝹（イ

ノベーションに㛵䛩るデータの㞟、報告及び⏝

のた䜑の䜺イ䝗ライン）䛃に基䛵いている。䛂䜸ス䝻・䝬

䝙䝳䜰䝹䛃䛿、1992 ᖺにึ∧䛜公⾲䛥䜜、䛭のᚋ、

1997 ᖺ、2005 ᖺに䛭䜜䛮䜜ᨵゞ∧䛜公⾲䛥䜜、

2018 ᖺ 10 ᭶に公⾲䛥䜜た第 4 ∧䛜᭱新の䛂䜸ス

䝻・䝬䝙䝳䜰䝹 2018䛃䛷䛒る。 

䛂䜸ス䝻・䝬䝙䝳䜰䝹䛃第 3 ∧䛷のイノベーション実

 
8 新しいཪ䛿ᨵၿ䛥䜜た䝥䝻䝎䜽䝖ཪ䛿䝥䝻セス（ཪ䛿䛭䜜の⤌合䛫）䛷䛒

䛳て、当ヱ༢の以๓の䝥䝻䝎䜽䝖ཪ䛿䝥䝻セス䛸か䛺䜚␗䛺䜚、かつ₯ᅾ

ⓗ⏝⪅にᑐして⏝ྍ⬟䛸䛥䜜ている䜒の（䝥䝻䝎䜽䝖）ཪ䛿当ヱ༢ 

に䜘䜚⏝に䛥䜜ている䜒の（䝥䝻セス）䛷䛒る。 

⌧企業䛸䛿、䛂⮬♫に䛸䛳て新しい䜒のをᑟධ䛩るこ

䛸䛃、䛂♫䛜ᑟධしていて䜒、⮬♫に䛸䛳て新し䛡䜜

䜀Ⰻい䛃こ䛸を๓提にし、4 㢮ᆺのイノベーション（䐟

䝥䝻䝎䜽䝖、䐠䝥䝻セス、䐡⤌⧊、䐢䝬ー䜿䝔䜱ン䜾）

をᑟධした企業を指した。 

䛂䜸ス䝻・䝬䝙䝳䜰䝹 2018䛃䛷䛿、୍般ⓗ䛺䛂イノベ

ーション䛃のᐃ⩏䛜䛥䜜ている 8䛸䛸䜒に、企業部㛛に

䛚䛡るイノベーションを実⌧䛩るた䜑の䇾䝥䝻セス䇿䛸

しての䛂イノベーションάື䛃䛜、䛂企業に䜘䛳て╔ᡭ
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㈨ᩱ䠖 
ᩥ㒊⛉Ꮫ┬⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䚸䛂ᅜ䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ㄪᰝ 2018 ᖺㄪᰝ⤫ィሗ࿌䛃ཬ䜃䛂STI Horizon 㻞㻜㻝㻥㻌㼂㼛㼘㻚㻡㻌㻺㼛㻚㻝䛃  

䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ⌧ᴗ䠄䝥䝻䝎䜽䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁䜔䝡䝆䝛䝇䞉䝥䝻䝉䝇䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁䜢ᐇ⌧䛧䛯ᴗ䠅

䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁άືᐇ⾜ᴗ䠄䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁άື䜢ᐇ⾜䛧䛯ᴗ䠅

䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁άື
䞉 ◊✲ཬ䜃ヨ㦂ⓗ㛤Ⓨ䠄R&D䠅άື 䞉 䜶䞁䝆䝙䜰䝸䞁䜾䚸䝕䝄䜲䞁ཬ䜃䛾㐀ⓗ作ᴗάື 䞉 䝬䞊䜿䝔䜱䞁䜾ཬ䜃䝤䝷䞁䝗䞉䜶䜽䜲䝔䜱άື
䞉 ▱ⓗ㈈⏘䠄IP䠅㛵㐃άື 䞉 ᚑᴗဨカ⦎άື 䞉 䝋䝣䝖䜴䜵䜰㛤Ⓨཬ䜃䝕䞊䝍䝧䞊䝇άື
䞉 ᭷ᙧ㈨⏘䛾ྲྀᚓཪ䛿䝸䞊䝇䛻㛵㐃䛩䜛άື 䞉 䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁䞉䝬䝛䝆䝯䞁䝖άື

䝡䝆䝛䝇䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁
• ᪂䛧䛔ཪ䛿ᨵၿ䛥䜜䛯䝥䝻䝎䜽䝖ཪ䛿䝡䝆䝛䝇䞉䝥䝻䝉䝇䠄ཪ䛿䛭䜜䛾⤌ྜ

䛫䠅䛷䛒䛳䛶䚸ᙜヱᴗ䛾௨๓䛾䝥䝻䝎䜽䝖ཪ䛿䝡䝆䝛䝇䞉䝥䝻䝉䝇䛸䛿䛛䛺
䜚␗䛺䜚䚸䛛䛴ᕷሙ䛻ᑟධ䛥䜜䛶䛔䜛䜒䛾ཪ䛿ᙜヱᴗ䛻䜘䜚⏝䛻䛥䜜
䛶䛔䜛䜒䛾䚹

䝥䝻䝎䜽䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁
• ᪂䛧䛔ཪ䛿ᨵၿ䛥䜜䛯〇ရཪ䛿䝃䞊䝡䝇䛷䛒䛳䛶䚸ᙜヱᴗ䛾௨๓䛾〇ရ

ཪ䛿䝃䞊䝡䝇䛸䛿䛛䛺䜚␗䛺䜚䚸䛛䛴ᕷሙ䛻ᑟධ䛥䜜䛶䛔䜛䜒䛾䚹

䝡䝆䝛䝇䞉䝥䝻䝉䝇䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁
• 1䛴௨ୖ䛾䝡䝆䝛䝇ᶵ⬟䛻䛴䛔䛶䛾᪂䛧䛔ཪ䛿ᨵၿ䛥䜜䛯䝡䝆䝛䝇䞉䝥䝻䝉䝇

䛷䛒䛳䛶䚸ᙜヱᴗ䛾௨๓䛾䝡䝆䝛䝇䞉䝥䝻䝉䝇䛸䛿䛛䛺䜚␗䛺䜚䚸䛛䛴ᙜヱ
ᴗ䛻䜘䛳䛶⏝䛻䛥䜜䛶䛔䜛䜒䛾䚹
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䛥䜜た、当ヱ企業に䛸䛳てのイノベーションにᖐ╔

䛩るこ䛸䛜ពᅗ䛥䜜ている、䛒ら䜖る開Ⓨ上、財務上

及びၟ業上のάືをྵ䜐䛃䛸ᐃ⩏䛥䜜ている。企業

に䛚䛡るイノベーションάື、䛩䛺䜟䛱䛂ビ䝆䝛ス・イ

ノベーションάື䛃について、䛭のᵓ成せ⣲をᅗ⾲

5-4-1 に♧した。䛺䛚、第 3 ∧䛷の 4 㢮ᆺのイノベ

ーションの䛖䛱䐠、䐡、䐢の 3 㢮ᆺ䛜、第 4 ∧の䛂ビ

䝆䝛ス・䝥䝻セス・イノベーション䛃䛸䛚䛚䜐䛽ᑐᛂ䛩

る䜒の䛸䛺䛳ている。 

この節䛷䛿、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションに╔┠し、

主せ国に䛚䛡る企業部㛛のイノベーション実⌧≧

ἣを⤂䛩る。䛺䛚、ここ䛷の䛂༢䛃䛿䛂企業䛃䛷䛒

る（ᚑ業⪅ᩘ➼䛷⪃䛘る企業つᶍにかか䜟ら䛪、1

♫䛿 1 ༢䛷䛒る）こ䛸から、企業ᩘのከい┦ᑐⓗ

につᶍ䛜小䛥い企業の≧ἣ䛜ᫎ䛥䜜る䛸䛸䜒に、

䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧䛜、ᕷሙにᑟධ䛥䜜

た新た䛺 1 つの〇ရにᑐᛂしている䜟䛡䛷䛿䛺いこ

䛸に␃ព䛩るᚲせ䛜䛒る。 

 
(1)䝥䝻䝎䜽䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ⌧ᴗྜ 

研究開Ⓨ䛿、イノベーションの実⌧䛸㛵連してい

るྍ⬟ᛶ䛜㧗いάື䛷䛒る。しかし、企業に䜘䛳て

䛿研究開Ⓨάືを実⾜し䛺いᡓ␎をྲྀる企業䜒䛒

る䛰䜝䛖し、䜎た、研究開Ⓨάືを実⾜している企業

䛷䜒イノベーションを実⌧している䛸䛿㝈ら䛺い。䛭

こ䛷、研究開Ⓨάືの実⾜の᭷↓ูに䝥䝻䝎䜽䝖・

イノベーションを実⌧した企業の合をぢる䛸(ᅗ⾲

5-4-2(A))、全ての国に䛚いて、研究開Ⓨάືを実

⾜した企業の方䛜、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧

企業合䛜㧗い。᭱䜒㧗い国䛿䝗イ䝒䛷䛒䜚 75.1䠂、

ḟい䛷䝣ランス 75.0䠂、ⱥ国 67.3䠂、⡿国 64.0䠂、

㡑国 57.5䠂、日本 40.7䠂䛸䛺䛳ている。䛺䛚、本デ

ータのฟ䛿 OECD の Innovation Indicators 2019

䛷䛒る䛜、日本の䜏䛂䜸ス䝻・䝬䝙䝳䜰䝹 2018䛃に‽

ᣐした調査に基䛵䛟⤖ᯝ䛜ᥖ㍕䛥䜜ている 9。このた

䜑、日本䛸国のデータについて䛿、༢⣧に䛿ẚ

㍑䛷䛝䛺い。日本について䜒、研究開Ⓨάືを実⾜

した企業に䛚䛡る䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションの実⌧

合䛿 2014-16 ᖺⅬにẚ䜉て、⣙ 25 䝫イン䝖ῶ

 
9 䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションのᐃ⩏䛿䛝䛟䛿ኚ更䛥䜜て䛚ら䛪、䝥䝻䝎䜽

䝖・イノベーションのᐃ⩏ኚ更䛜⤖ᯝに䛘たᙳ㡪䛿小䛥い䛸⪃䛘ら䜜る。 

ᑡした(科学技術指標2019ᅗ⾲5-4-2ཧ↷のこ䛸)。

こ䜜䛿、䛂䜸ス䝻・䝬䝙䝳䜰䝹 2018䛃に基䛵䛟調査⚊

䛷䛿、3 ᖺ㛫(2015-17 ᖺ)のほ測ᮇ㛫中にイノベー

ション㠀実⌧かつイノベーションάືの中Ṇ・⥅⥆

を⤒㦂し䛺か䛳た企業について䜒研究開Ⓨάື実

⾜の᭷↓を調査したた䜑䛷䛒る。䛭の⤖ᯝ、๓ᅇ調

査(2014-16 ᖺⅬ)䛸ẚ䜉て、研究開Ⓨάື実⾜

かつイノベーション㠀実⌧の企業䛜䜘䜚ከ䛟ྵ䜎䜜る

こ䛸に䛺䜚、研究開Ⓨ実⾜企業に༨䜑るイノベーショ

ン実⌧企業の合䛜ⴭし䛟ῶᑡした。 

研究開Ⓨάືを実⾜し䛺䛟䛸䜒、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベ

ーションを実⌧した企業䜒䛒る。⡿国、䝗イ䝒䛿、研

究開Ⓨάືを実⾜し䛺か䛳た企業の䛖䛱、䛭䜜䛮䜜、

16.7䠂、16.6䠂䛜䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションを実⌧し

て䛚䜚、国䛸ẚ㍑䛩る䛸㧗いᩘ್䛷䛒る。᭱䜒పい

国䛿㡑国䛷䛒䜚、6.0䠂䛸研究開Ⓨάືを実⾜し䛺

か䛳た企業䛿、䜋䜌䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションを実

⌧し䛺か䛳たこ䛸䛜䜟かる。 

䛺䛚、当ヱ国の企業部㛛に䛚いて、研究開Ⓨά

ືを実⾜した企業の合をぢ✚䜒る䛸、䝣ランス䛜

30.1䠂䛸᭱䜒㧗い、ḟい䛷、⡿国䛸ⱥ国䛜 29.7䠂、

䝗イ䝒 26.2䠂、㡑国 20.0䠂、日本 18.9䠂䛷䛒る。Ḣ

⡿䛷国全య䛸しての䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧

企業の合䛜㧗いの䛿、この䜘䛖に企業の研究開

Ⓨάືの実⾜合䛜㧗いこ䛸䜒せᅉの୍つ䛸⪃䛘ら

䜜る。䜎た、研究開Ⓨάື実⾜合䛜ẚ㍑ⓗపい

㡑国に䛚いて䜒、研究開Ⓨάືを実⾜した企業䛷

䛒䜜䜀䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧企業合䛜㧗

䛟䛺るഴྥに䛒る。 
 

䛆ᅗ⾲ 5-4-2䛇 ◊✲㛤Ⓨάືูせᅜ䛾䝥䝻䝎䜽

䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ⌧ᴗྜ 
 

(A)◊✲㛤Ⓨάືᐇ⾜ู 

䝥䝻䝎䜽䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ⌧ᴗྜ 
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䛥䜜た、当ヱ企業に䛸䛳てのイノベーションにᖐ╔

䛩るこ䛸䛜ពᅗ䛥䜜ている、䛒ら䜖る開Ⓨ上、財務上

及びၟ業上のάືをྵ䜐䛃䛸ᐃ⩏䛥䜜ている。企業

に䛚䛡るイノベーションάື、䛩䛺䜟䛱䛂ビ䝆䝛ス・イ

ノベーションάື䛃について、䛭のᵓ成せ⣲をᅗ⾲

5-4-1 に♧した。䛺䛚、第 3 ∧䛷の 4 㢮ᆺのイノベ

ーションの䛖䛱䐠、䐡、䐢の 3 㢮ᆺ䛜、第 4 ∧の䛂ビ

䝆䝛ス・䝥䝻セス・イノベーション䛃䛸䛚䛚䜐䛽ᑐᛂ䛩

る䜒の䛸䛺䛳ている。 

この節䛷䛿、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションに╔┠し、

主せ国に䛚䛡る企業部㛛のイノベーション実⌧≧

ἣを⤂䛩る。䛺䛚、ここ䛷の䛂༢䛃䛿䛂企業䛃䛷䛒

る（ᚑ業⪅ᩘ➼䛷⪃䛘る企業つᶍにかか䜟ら䛪、1

♫䛿 1 ༢䛷䛒る）こ䛸から、企業ᩘのከい┦ᑐⓗ

につᶍ䛜小䛥い企業の≧ἣ䛜ᫎ䛥䜜る䛸䛸䜒に、

䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧䛜、ᕷሙにᑟධ䛥䜜

た新た䛺 1 つの〇ရにᑐᛂしている䜟䛡䛷䛿䛺いこ

䛸に␃ព䛩るᚲせ䛜䛒る。 

 
(1)䝥䝻䝎䜽䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ⌧ᴗྜ 

研究開Ⓨ䛿、イノベーションの実⌧䛸㛵連してい

るྍ⬟ᛶ䛜㧗いάື䛷䛒る。しかし、企業に䜘䛳て

䛿研究開Ⓨάືを実⾜し䛺いᡓ␎をྲྀる企業䜒䛒

る䛰䜝䛖し、䜎た、研究開Ⓨάືを実⾜している企業

䛷䜒イノベーションを実⌧している䛸䛿㝈ら䛺い。䛭

こ䛷、研究開Ⓨάືの実⾜の᭷↓ูに䝥䝻䝎䜽䝖・

イノベーションを実⌧した企業の合をぢる䛸(ᅗ⾲

5-4-2(A))、全ての国に䛚いて、研究開Ⓨάືを実

⾜した企業の方䛜、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧

企業合䛜㧗い。᭱䜒㧗い国䛿䝗イ䝒䛷䛒䜚 75.1䠂、

ḟい䛷䝣ランス 75.0䠂、ⱥ国 67.3䠂、⡿国 64.0䠂、

㡑国 57.5䠂、日本 40.7䠂䛸䛺䛳ている。䛺䛚、本デ

ータのฟ䛿 OECD の Innovation Indicators 2019

䛷䛒る䛜、日本の䜏䛂䜸ス䝻・䝬䝙䝳䜰䝹 2018䛃に‽

ᣐした調査に基䛵䛟⤖ᯝ䛜ᥖ㍕䛥䜜ている 9。このた

䜑、日本䛸国のデータについて䛿、༢⣧に䛿ẚ

㍑䛷䛝䛺い。日本について䜒、研究開Ⓨάືを実⾜

した企業に䛚䛡る䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションの実⌧

合䛿 2014-16 ᖺⅬにẚ䜉て、⣙ 25 䝫イン䝖ῶ

 
9 䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションのᐃ⩏䛿䛝䛟䛿ኚ更䛥䜜て䛚ら䛪、䝥䝻䝎䜽

䝖・イノベーションのᐃ⩏ኚ更䛜⤖ᯝに䛘たᙳ㡪䛿小䛥い䛸⪃䛘ら䜜る。 

ᑡした(科学技術指標2019ᅗ⾲5-4-2ཧ↷のこ䛸)。

こ䜜䛿、䛂䜸ス䝻・䝬䝙䝳䜰䝹 2018䛃に基䛵䛟調査⚊

䛷䛿、3 ᖺ㛫(2015-17 ᖺ)のほ測ᮇ㛫中にイノベー

ション㠀実⌧かつイノベーションάືの中Ṇ・⥅⥆

を⤒㦂し䛺か䛳た企業について䜒研究開Ⓨάື実

⾜の᭷↓を調査したた䜑䛷䛒る。䛭の⤖ᯝ、๓ᅇ調

査(2014-16 ᖺⅬ)䛸ẚ䜉て、研究開Ⓨάື実⾜

かつイノベーション㠀実⌧の企業䛜䜘䜚ከ䛟ྵ䜎䜜る

こ䛸に䛺䜚、研究開Ⓨ実⾜企業に༨䜑るイノベーショ

ン実⌧企業の合䛜ⴭし䛟ῶᑡした。 

研究開Ⓨάືを実⾜し䛺䛟䛸䜒、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベ

ーションを実⌧した企業䜒䛒る。⡿国、䝗イ䝒䛿、研

究開Ⓨάືを実⾜し䛺か䛳た企業の䛖䛱、䛭䜜䛮䜜、

16.7䠂、16.6䠂䛜䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションを実⌧し

て䛚䜚、国䛸ẚ㍑䛩る䛸㧗いᩘ್䛷䛒る。᭱䜒పい

国䛿㡑国䛷䛒䜚、6.0䠂䛸研究開Ⓨάືを実⾜し䛺

か䛳た企業䛿、䜋䜌䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションを実

⌧し䛺か䛳たこ䛸䛜䜟かる。 

䛺䛚、当ヱ国の企業部㛛に䛚いて、研究開Ⓨά

ືを実⾜した企業の合をぢ✚䜒る䛸、䝣ランス䛜

30.1䠂䛸᭱䜒㧗い、ḟい䛷、⡿国䛸ⱥ国䛜 29.7䠂、

䝗イ䝒 26.2䠂、㡑国 20.0䠂、日本 18.9䠂䛷䛒る。Ḣ

⡿䛷国全య䛸しての䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧

企業の合䛜㧗いの䛿、この䜘䛖に企業の研究開

Ⓨάືの実⾜合䛜㧗いこ䛸䜒せᅉの୍つ䛸⪃䛘ら

䜜る。䜎た、研究開Ⓨάື実⾜合䛜ẚ㍑ⓗపい

㡑国に䛚いて䜒、研究開Ⓨάືを実⾜した企業䛷

䛒䜜䜀䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧企業合䛜㧗

䛟䛺るഴྥに䛒る。 
 

䛆ᅗ⾲ 5-4-2䛇 ◊✲㛤Ⓨάືูせᅜ䛾䝥䝻䝎䜽

䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ⌧ᴗྜ 
 

(A)◊✲㛤Ⓨάືᐇ⾜ู 

䝥䝻䝎䜽䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᐇ⌧ᴗྜ 
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(B)◊✲㛤Ⓨάື䜢ᐇ⾜䛧䛯ᴗ䛾ྜ 
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ཧ↷䠖⾲ 5-4-2 

 

ḟに、ྛ国の䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧企業

合を 1 䛸して、企業つᶍู、〇㐀業、䝃ービス業

の≧ἣをぢる。 

企業つᶍูにぢる䛸、䜋䛸䜣䛹の国䛷つᶍ企

業に䛚䛡るᩘ್䛜㧗いഴྥに䛒る。このこ䛸䛿中小

つᶍ企業䜘䜚つᶍ企業に䛚いて、䜘䜚ከ䛟の合

の企業䛷䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションを実⌧しているこ

䛸を♧している。日本䛿国䛸ẚ䜉て中小つᶍ企業

䛸つᶍ企業に䛚䛡る䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実

⌧企業合のᕪ䛜ẚ㍑ⓗ䛝いこ䛸䛜䜟かる。

つᶍ企業䛸中小つᶍ企業に䛚䛡るᩘ್のᕪ䛜ᑡ䛺

いの䛿、⡿国、ⱥ国䛷䛒る。 

〇㐀業䛷䛿い䛪䜜の国䜒 1 を上ᅇ䛳て䛚䜚、㡑国、

䝗イ䝒、日本䛿ẚ㍑ⓗ㧗いഴྥに䛒る。䝃ービス業

䛷䛿、日本、⡿国、䝗イ䝒、䝣ランス䛷 1 を下ᅇ䛳て

䛚䜚、ⱥ国、㡑国䛷䜒 1 に㏆い್䛷䛒る。䝃ービス業

に䛚いて䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧企業の合

䛿〇㐀業䜘䜚┦ᑐⓗにᑡ䛺いこ䛸を♧している。 
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(2)ᕷሙ䛻䛸䛳䛶᪂䛧䛔䝥䝻䝎䜽䝖䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵

䞁ᐇ⌧ᴗྜ 

๓㏙した䜘䛖に、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションに䛿

䛂⮬♫に䛸䛳て新しい䜒の䛃䜒ྵ䜎䜜ている。ここ䛷䛿、

䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションの新つᛶの⛬ᗘを䜘䜚ヲし

䛟ぢるた䜑に、䛂ᕷሙに䛸䛳て新しい䛃䝥䝻䝎䜽䝖・イノ

ベーションの実⌧企業合をぢるこ䛸䛸し、ᅗ⾲ 5-

4-4 に䛭の≧ἣを♧した。 

日本の䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーション実⌧企業の䛖䛱、

ᕷሙに䛸䛳て新しい䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションを実⌧

した企業の合䛿44.6䠂䛷䛒䜚、主せ国中᭱䜒㧗い

䝣ランス（71.2䠂）、⡿国（54.8䠂）にḟい䛷、㧗いᩘ

್を♧している。ⱥ国䛿 43.3䠂䛸日本䛸ྠ⛬ᗘ䛷䛒

る。䝗イ䝒䛿 31.5䠂、㡑国䛿 22.8䠂䛸国䛸ẚ㍑䛩

る䛸పいᩘ್䛸䛺䛳ている。 

この䜘䛖に、䝥䝻䝎䜽䝖・イノベーションの実⌧䛸い

䛳て䜒、ᕷሙに䛸䛳て新しい䜒のか、⮬♫に䛸䛳て新

しい䜒のかのഴྥ䛿、国に䜘䛳て␗䛺るこ䛸䛜䜟かる。 
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(2)市場にとって新しいプロダクト・イノベーショ

ン実現企業割合 

前述したように、プロダクト・イノベーションには

「自社にとって新しいもの」も含まれている。ここでは、

プロダクト・イノベーションの新規性の程度をより詳し

く見るために、「市場にとって新しい」プロダクト・イノ

ベーションの実現企業割合を見ることとし、図表 5-

4-4 にその状況を示した。 

日本のプロダクト・イノベーション実現企業のうち、

市場にとって新しいプロダクト・イノベーションを実現

した企業の割合は44.6％であり、主要国中最も高い

フランス（71.2％）、米国（54.8％）に次いで、高い数

値を示している。英国は 43.3％と日本と同程度であ

る。ドイツは 31.5％、韓国は 22.8％と他国と比較す

ると低い数値となっている。 

このように、プロダクト・イノベーションの実現とい

っても、市場にとって新しいものか、自社にとって新

しいものかの傾向は、国によって異なることがわかる。 

  

【【図図表表 55--44--44】】  主主要要国国ののププロロダダククトト・・イイノノベベーーシショョンン

実実現現企企業業ののううちち市市場場ににととっってて新新しし

いいププロロダダククトト・・イイノノベベーーシショョンン実実現現

企企業業のの割割合合  

 
 

 
注： 
プロダクト・イノベーション実現企業を対象としている。その他の注は図表
5-4-2 と同じ。 
資料： 
図表 5-4-2 と同じ。 
参照：表 5-4-4 

  

国際比較
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(3)国全体でのプロダクト・イノベーションの経

済効果の測定 

この節では、国全体でのプロダクト・イノベーショ

ンの経済効果を測定する 2 つの指標を示す。一つ

目は①「国民総企業新規プロダクト・イノベーション

売上高(GTNTFInno)10」である。これは、国内企業

全体による、企業にとって新しい（市場にとって新し

いか否かは問わない）プロダクト・イノベーションによ

る総売上高である。この場合、市場には既に、他社

によるプロダクトが存在する可能性があり、「二番手」

や「模倣品」も含まれた売上高を指す。従って、この

指標は国全体の経済に占める企業によるプロダク

ト・イノベーションの取り組みの規模を表していると

考えることが出来る。 

二つ目の②「国民総市場新規プロダクト・イノベ

ーション売上高(GTNTMInno)11」とは、国内企業全

体による、市場にとって新しいプロダクト・イノベーシ

ョンによる総売上高である。この場合、企業によって

「市場」の指す範囲が異なるという点で留保はあるも

のの、国内の企業の視点に基づいて、市場におい

て、未だ他社によるプロダクトが存在していなかった

プロダクト・イノベーションによる売上高を指す。従っ

て、この指標は国全体の経済に占めるプロダクト・イ

ノベーションの実現の範囲の大きさを表していると

考えることが出来る。 

図表 5-4-5 に「国民総企業新規プロダクト・イノベ

ーション売上高(GTNTFInno)」を縦軸に、母集団企

業数を横軸に示した。これを見ると、各国の中では

米国(170.6 兆円)が最も多い。これに、日本(122.0

兆円)、ドイツ(97.8 兆円)、英国（89.7 兆円）と続いて

いる。 

図表 5-4-6 に「国民総市場新規プロダクト・イノベ

ーション売上高(GTNTMInno)」を縦軸に、母集団企

業数を横軸に示した。これを見ると、各国の中では

米国(83.6 兆円)が最も多い。次に多いのは英国

（35.9 兆円）である。その後は日本(29.0 兆円)、ドイ

ツ(23.0 兆円)と続く。 

日本は、企業によるプロダクト・イノベーション実

 
10 “Gross National Turnover from New-to-Firm Product Innovation 

(GTNTFInno)” 

現の規模は、米国に次ぐ規模を持っており、新規性

の高いプロダクト・イノベーション実現の規模も、米

国、英国に次ぐことを示唆している。 

  

【【図図表表 55--44--55】】  国国民民総総企企業業新新規規ププロロダダククトト・・イイノノベベ

ーーシショョンン売売上上高高((GGTTNNTTFFIInnnnoo))：：国国際際

比比較較（（22001188 年年））  

注： 
1) 中核産業を対象としている。中核産業については、資料 1）報告書

P.31 を参照のこと。https://doi.org/10.15108/rm277 
2) 日本の母集団は中核産業に含まれる常用雇用者 10 人以上の企業

である。2017 年の数値である。 
3) 米国の母集団は中核産業に含まれる従業者 5 人以上の企業である。

2014 年の数値である。 
4) 英国は 2014 年の数値である。 
5) その他の国・地域の母集団は各国とも中核産業に含まれる従業者 10

人以上の企業である。 
6) プロダクト・イノベーションによる売上高は、円対ユーロの為替レートで

円に換算した後、日本を 100 とする購買力平価（価格水準指数）
（2017 PPP Benchmark Results）で調整した。なお、適用した為替レー
トは 1 ユーロ=126.7 円（2017 年の Exchange rates, period-average）で
ある。 

資料： 
1) 池田雄哉・伊地知寛博、文部科学省科学技術・学術政策研究所、「国

民総市場新規プロダクト・イノベーション売上高：新プロダクトの市場へ
の導入の経済効果に関する新たな指標の提案と試行的推計」 

2) 日本：科学技術・学術政策研究所が計測した。 
3) 米国、英国の数値は上記資料 1）を使用した。 
4) その他の国・地域：Eurostat, “Community innovation survey 2018” 
5) 購買力平価（価格水準指数）及び為替レート： OECD, ”Purchasing 

Power Parities (PPP) Statistics” 
参照：表 5-4-5 
 

【【図図表表 55--44--66】】  国国民民総総市市場場新新規規ププロロダダククトト・・イイノノベベ

ーーシショョンン売売上上高高 ((GGTTNNTTMMIInnnnoo))：：国国

際際比比較較（（22001188 年年））  

注及び資料： 
図表 5-4-5 と同じ。 
参照：5-4-5  

11 “Gross National Turnover from New-to-Market Product Innovation 

(GTNTMInno)” 
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55..44..22 知知識識のの流流れれととししててのの産産学学連連携携  

産学連携に着目し、その実施状況を見る。具体

的には、共同研究や受託研究、大学等の特許出願

数、特許権実施等収入に注目する。 

ここでは、産学連携による研究資金等受入額や

実施件数は、知識交換への投資の指標、特許出願

数は産業応用を意識した新しい技術知識が、大学

等からどの程度生み出されているかの指標であると

考えた。また、特許権実施等収入は、知識の価値、

広がりを見る指標であると考えた。 

 

(1)日本の産学連携の実施状況 

2019 年度の日本の大学の民間企業等との共同

研究等にかかる受入額(内訳)と実施件数の推移を

見ると(図表 5-4-7)、受入額が最も大きいのは「共

同研究」であり 817 億円、実施件数は 3.0 万件であ

る。大企業からの受入が多く、同年度で 620 億円で

ある。「受託研究」の受入額は 152 億円、実施件数

は 0.8 万件である。大企業からの受け入れが多く、

同年度で 107 億円である。「治験等」の受入額は

196 億円、実施件数 3.2 万件である。治験の件数

は年度の差が著しい。大企業からの受入が多く、同

年度で 153 億円である。また、2019 年度から調査さ

れた外資系企業からの受け入れは、他の研究と比

較すると多い傾向にある。「寄附講座・寄附研究部

門」については、2017 年度から、国立大学だけでな

く、公立、私立大学についても調査されることになっ

た。2019 年度の受入額は 254 億円であり、国立大

学の受け入れ額が多い（192 億円）。実施件数は

1,442 件であり、うち国立大学は 753 件である。1 件

当たりの規模は国立大学で 2,551 万円である。 

推移を見ると、「共同研究」の受入額・実施件数と

もに継続的に増加している。受入額は、2015 年度

以降は、毎年10％以上の増加を見せている。「受託

研究」の実施件数はほぼ横ばいに推移していたが、

2011 年度以降微増傾向にある。受入額は 2011 年

度まで継続的に減少傾向にあったが、その後は増

加に転じた。「治験等」の受入額、実施件数につい

ては年ごとの揺らぎが著しい。「寄附講座・寄附研

究部門」は、2010 年代に入ると受入額は漸増してい

る。

【【図図表表 55--44--77】】  日日本本のの大大学学等等のの民民間間企企業業等等ととのの共共同同研研究究等等ににかかかかるる受受入入額額((内内訳訳))とと実実施施件件数数のの推推移移  

注： 
1) 共同研究：機関と民間企業等とが共同で研究開発することであり、相手側が経費を負担しているもの。受入額及び件数は、2008 年度まで中小企業、

小規模企業、大企業に分類されていた。 
2) 受託研究：大学等が民間企業等からの委託により、主として大学等が研究開発を行い、そのための経費が民間企業等から支弁されているもの。 
3) 治験等：大学等が外部からの委託により、主として大学等のみが医薬品及び医療機器等の臨床研究を行い、これに要する経費が委託者から支弁され

ているもの、病理組織検査、それらに類似する試験・調査。 
4) 寄附講座・寄附研究部門：2016 年度まで国立大学のみの値。2017 年度から公立、私立大学の値が計測されるようになった。寄附講座・寄附研究部門

の「実施件数」は「講座・部門数」である。 
資料： 
文部科学省、「大学等における産学連携等実施状況について」の個票データ（2021 年 4 月 26 日入手）を使用し、科学技術・学術政策研究所が再計算し
た。 
参照：表 5-4-7 
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5.4.2 ▱㆑䛾ὶ䜜䛸䛧䛶䛾⏘Ꮫ㐃ᦠ 

産学連携に╔┠し、䛭の実施≧ἣをぢる。ලయ

ⓗに䛿、ඹྠ研究䜔ཷク研究、学➼の≉チฟ㢪

ᩘ、≉チᶒ実施➼ධにὀ┠䛩る。 

ここ䛷䛿、産学連携に䜘る研究㈨㔠➼ཷධ㢠䜔

実施௳ᩘ䛿、▱㆑䜈のᢞ㈨の指標、≉チฟ㢪

ᩘ䛿産業ᛂ⏝をព㆑した新しい技術▱㆑䛜、学

➼から䛹の⛬ᗘ⏕䜏ฟ䛥䜜ているかの指標䛷䛒る䛸

⪃䛘た。䜎た、≉チᶒ実施➼ධ䛿、▱㆑の౯್、

ᗈ䛜䜚をぢる指標䛷䛒る䛸⪃䛘た。 

 

(1)᪥ᮏ䛾⏘Ꮫ㐃ᦠ䛾ᐇ≧ἣ 

2019 ᖺᗘの日本の学のẸ㛫企業➼䛸のඹྠ

研究➼にかかるཷධ㢠(内ヂ)䛸実施௳ᩘの推⛣を

ぢる䛸(ᅗ⾲ 5-4-7)、ཷධ㢠䛜᭱䜒䛝いの䛿䛂ඹ

ྠ研究䛃䛷䛒䜚 817 ൨、実施௳ᩘ䛿 3.0 ௳䛷䛒

る。企業からのཷධ䛜ከ䛟、ྠᖺᗘ䛷 620 ൨䛷

䛒る。䛂ཷク研究䛃のཷධ㢠䛿 152 ൨、実施௳ᩘ

䛿 0.8 ௳䛷䛒る。企業からのཷ䛡ධ䜜䛜ከ䛟、

ྠᖺᗘ䛷 107 ൨䛷䛒る。䛂㦂➼䛃のཷධ㢠䛿

196 ൨、実施௳ᩘ 3.2 ௳䛷䛒る。㦂の௳ᩘ

䛿ᖺᗘのᕪ䛜ⴭしい。企業からのཷධ䛜ከ䛟、ྠ

ᖺᗘ䛷 153 ൨䛷䛒る。䜎た、2019 ᖺᗘから調査䛥

䜜た外㈨⣔企業からのཷ䛡ධ䜜䛿、の研究䛸ẚ

㍑䛩る䛸ከいഴྥに䛒る。䛂ᐤ㝃ㅮᗙ・ᐤ㝃研究部

㛛䛃について䛿、2017 ᖺᗘから、国❧学䛰䛡䛷䛺

䛟、公❧、⚾❧学について䜒調査䛥䜜るこ䛸に䛺䛳

た。2019 ᖺᗘのཷධ㢠䛿 254 ൨䛷䛒䜚、国❧

学のཷ䛡ධ䜜㢠䛜ከい（192 ൨）。実施௳ᩘ䛿

1,442 ௳䛷䛒䜚、䛖䛱国❧学䛿 753 ௳䛷䛒る。1 ௳

当た䜚のつᶍ䛿国❧学䛷 2,551 䛷䛒る。 

推⛣をぢる䛸、䛂ඹྠ研究䛃のཷධ㢠・実施௳ᩘ䛸

䜒に⥅⥆ⓗにቑຍしている。ཷධ㢠䛿、2015 ᖺᗘ

以㝆䛿、ẖᖺ10䠂以上のቑຍをぢ䛫ている。䛂ཷク

研究䛃の実施௳ᩘ䛿䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣していた䛜、

2011 ᖺᗘ以㝆ᚤቑഴྥに䛒る。ཷධ㢠䛿 2011 ᖺ

ᗘ䜎䛷⥅⥆ⓗにῶᑡഴྥに䛒䛳た䛜、䛭のᚋ䛿ቑ

ຍに㌿䛨た。䛂㦂➼䛃のཷධ㢠、実施௳ᩘについ

て䛿ᖺ䛤䛸のᦂら䛞䛜ⴭしい。䛂ᐤ㝃ㅮᗙ・ᐤ㝃研

究部㛛䛃䛿、2010 ᖺ௦にධる䛸ཷධ㢠䛿ቑしてい

る。

䛆ᅗ⾲ 5-4-7䛇 ᪥ᮏ䛾Ꮫ➼䛾Ẹ㛫ᴗ➼䛸䛾ඹྠ◊✲➼䛻䛛䛛䜛ཷධ㢠(ෆヂ)䛸ᐇ௳ᩘ䛾᥎⛣ 

ὀ䠖 
1)  ඹྠ◊✲䠖ᶵ㛵䛸Ẹ㛫ᴗ➼䛸䛜ඹྠ䛷◊✲㛤Ⓨ䛩䜛䛣䛸䛷䛒䜚䚸┦ᡭഃ䛜⤒㈝䜢㈇担䛧䛶䛔䜛䜒䛾䚹ཷධ㢠ཬ䜃௳ᩘ䛿䚸2008 ᖺᗘ䜎䛷୰ᑠᴗ䚸

ᑠつᶍᴗ䚸ᴗ䛻分㢮䛥䜜䛶䛔䛯䚹 
2)  ཷク◊✲䠖Ꮫ➼䛜Ẹ㛫ᴗ➼䛛䜙䛾ጤク䛻䜘䜚䚸䛸䛧䛶Ꮫ➼䛜◊✲㛤Ⓨ䜢⾜䛔䚸䛭䛾䛯䜑䛾⤒㈝䛜Ẹ㛫ᴗ➼䛛䜙ᨭᘚ䛥䜜䛶䛔䜛䜒䛾䚹 
3)  㦂➼䠖Ꮫ➼䛜እ㒊䛛䜙䛾ጤク䛻䜘䜚䚸䛸䛧䛶Ꮫ➼䛾䜏䛜་⸆ရཬ䜃་⒪ᶵჾ➼䛾⮫ᗋ◊✲䜢⾜䛔䚸䛣䜜䛻せ䛩䜛⤒㈝䛜ጤク⪅䛛䜙ᨭᘚ䛥䜜

䛶䛔䜛䜒䛾䚸⌮⤌⧊᳨ᰝ䚸䛭䜜䜙䛻㢮ఝ䛩䜛ヨ㦂䞉ㄪᰝ䚹 
4)  ᐤ㝃ㅮᗙ䞉ᐤ㝃◊✲㒊㛛䠖2016 ᖺᗘ䜎䛷ᅜ❧Ꮫ䛾䜏䛾್䚹2017 ᖺᗘ䛛䜙බ❧䚸⚾❧Ꮫ䛾್䛜ィ 䛥䜜䜛䜘䛖䛻䛺䛳䛯䚹ᐤ㝃ㅮᗙ䞉ᐤ㝃◊✲㒊㛛

䛾䛂ᐇ௳ᩘ䛃䛿䛂ㅮᗙ䞉㒊㛛ᩘ䛃䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫ➼䛻䛚䛡䜛⏘Ꮫ㐃ᦠ➼ᐇ≧ἣ䛻䛴䛔䛶䛃䛾ಶ⚊䝕䞊䝍䠄2021 ᖺ 4 ᭶ 26 ᪥ධᡭ䠅䜢⏝䛧䚸⛉Ꮫᢏ⾡䞉Ꮫ⾡ᨻ⟇◊✲ᡤ䛜ィ⟬䛧
䛯䚹 
ཧ↷䠖⾲ 5-4-7 
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(2)᪥ᮏ䛾⏘Ꮫ㐃ᦠ➼≉チฟ㢪ᩘ 

学➼に䛚䛡る≉チฟ㢪を国内、外国に分㢮し、

䛭のഴྥをぢる䛸（ᅗ⾲ 5-4-8）、国内䜈の≉チฟ

㢪ᩘの方䛜外国䜈の≉チฟ㢪ᩘ䜘䜚ከい。国内に

ฟ㢪した≉チᩘ䛿、2010 ᖺᗘ䜎䛷ῶᑡഴྥに䛒䛳

た䛜、䛭のᚋ䛿䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣して䛚䜚、2019 ᖺ

ᗘ䛷䛿 6,726 ௳䛷䛒る。外国䜈ฟ㢪した≉チᩘ䛿、

2011 ᖺᗘを境に䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣していた䛜、

2016 ᖺᗘ以㝆䛿ቑຍして䛚䜚、2019 ᖺᗘ䛿 3,572

௳䛸䛺䛳た。 

2011 ᖺᗘから䛿≉チฟ㢪に㛵して、Ⓨ᫂のඖ䛸

䛺る研究及び┦ᡭඛ⤌⧊➼䛸い䛳た内ヂ䛜䜟かる

䜘䛖に䛺䛳た。䛭こ䛷、䛂Ẹ㛫企業䛸のඹྠ研究䜔ཷ

ク研究䛜Ⓨ᫂のඖ䛃䛸䛺䛳た≉チฟ㢪、䛂ᐤ㔠に

䜘る研究䛜Ⓨ᫂のඖ䛃䛸䛺䛳た≉チฟ㢪、䛂䛭のの

研究䛜Ⓨ᫂のඖ䛃䛸䛺䛳た≉チฟ㢪に分㢮し、䛭の

ഴྥをぢた。 

2019 ᖺᗘのẸ㛫企業䛸の研究䛜ඖ䛸䛺䛳たⓎ᫂

䛿、国内ฟ㢪䛷䛿 2,850 ௳䛷䛒䜚、国内ฟ㢪の

42.4䠂を༨䜑ている。外国ฟ㢪䛷のẸ㛫企業䛿、

1,766 ௳、外国ฟ㢪の 49.4䠂を༨䜑ている。Ẹ㛫企

業䛸の研究䛜ඖ䛸䛺䛳たⓎ᫂䛿、国内䜈のฟ㢪䜘䜚

外国䜈のฟ㢪の䜋䛖䛜、䛭の༨䜑る合䛜㧗いഴ

ྥ䛜ぢら䜜る。䜎た、2011 ᖺᗘから 2019 ᖺᗘの推

⛣をぢる䛸、国内ฟ㢪、外国ฟ㢪のい䛪䜜䛷䜒、Ẹ

㛫企業䛸の研究䛜ඖ䛸䛺䛳たⓎ᫂の合䛜ቑຍし

ている。 

 
䛆ᅗ⾲ 5-4-8䛇 Ꮫ➼䛻䛚䛡䜛≉チฟ㢪ᩘ䛾᥎⛣ 

ὀ䠖 
Ⓨ᫂䛾ඖ䛸䛺䛳䛯◊✲䠄ඹྠ◊✲䚸ཷク◊✲䚸⿵ຓ㔠䚸ᐤ㝃㔠䚸ᕥグ௨
እ䠄㐠Ⴀ㈝㔠➼䠅䠅䛾┦ᡭඛ➼䛷䛒䜛䚹 
㈨ᩱ䠖 
ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䚸䛂Ꮫ➼䛻䛚䛡䜛⏘Ꮫ㐃ᦠ➼ᐇ≧ἣ䛻䛴䛔䛶䛃 
ཧ↷䠖⾲ 5-4-8 

 

(3)▱㆑䛾౯್䛾ᗈ䛜䜚䠖᪥⡿ⱥẚ㍑ 

学➼䛷⏕䜏ฟ䛥䜜た▱㆑の౯್のᗈ䛜䜚を測

る୍つの指標䛸して、学に䛚䛡る≉チᶒをྵ䜑た

▱ⓗ財産௳ධをぢる。䜎た、䛭のධ㢠䛿䛹の⛬

ᗘ䛷䛒るかを測るた䜑に、⡿国䜔ⱥ国䛸のẚ㍑をヨ

䜏る。 

ᅗ⾲5-4-9をぢる䛸、日本の学に䛚䛡る▱ⓗ財

産ᶒධ䛿長ᮇⓗにぢる䛸ቑຍഴྥに䛒䜚、2019

ᖺᗘ䛷䛿 51 ൨䛷䛒る。2005 ᖺᗘ䛸ẚ㍑䛩る䛸⣙

6 ಸ䛸䛺䛳ている。ⱥ国の▱ⓗ財産ᶒධ䛿、୍

ⓗ䛺ⴠ䛱㎸䜏䛿䛒る䛜、2013 ᖺᗘ以㝆ቑຍし、

2019 ᖺᗘ䛷 320 ൨䛸䛺䛳た。⡿国䛿、日本、ⱥ国

䛸ẚ㍑䛩る䛸、᱆㐪いに䛝䛟、2019ᖺᗘ䛷䛿 2,633

൨䛷䛒る。長ᮇⓗに䛿、2008 ᖺᗘ䛷の୍ⓗ䛺

ቑຍを㝖䛡䜀、䜋䜌ᶓ䜀いに推⛣していた䛜、

2016、2017 ᖺᗘ䛷ቑຍし、䛭のᚋ䛿ῶᑡしている。 

 

䛆ᅗ⾲ 5-4-㻥䛇 ᪥⡿ⱥ䛾▱ⓗ㈈⏘ᶒධ䛾᥎⛣ 

 
ὀ䠖 
1)  ᪥ᮏ䛾▱ⓗ㈈⏘ᶒ䛸䛿䚸≉チᶒ䚸ᐇ⏝᪂ᶒ䚸ពᶒ䚸ၟᶆᶒ䚸ⴭ作

ᶒ䚸䛭䛾▱ⓗ㈈⏘䠄⫱成⪅ᶒ䚸ᅇ㊰㓄⨨⏝ᶒ➼䠅䚸䝜䜴䝝䜴➼䚸
᭷య≀䠄䝬䝔䝸䜰䝹➼䠅䜢ྵ䜐䚹 

2)  ⡿ᅜ䛾▱ⓗ㈈⏘ᶒ䛸䛿䚸䝷䞁䝙䞁䜾䝻䜲䝲䝸䝔䜱䚸䝷䜲䝉䞁䝇ධ䚸䝷䜲
䝉䞁䝇Ⓨ⾜ᡭᩘᩱ䚸䜸䝥䝅䝵䞁䛻ᇶ䛵䛟ᨭᡶ䛔䚸䝋䝣䝖䜴䜵䜰ཬ䜃⏕≀
Ꮫⓗ≀㉁䛾䜶䞁䝗䝴䞊䝄䞊䝷䜲䝉䞁䝇(100 䝗䝹௨ୖ)➼䛷䛒䜛䚹 
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5.4.3 せᅜ䛻䛚䛡䜛㉳ᴗ䛾≧ἣ 

(1)㛤ᗫᴗ⋡䛾ᅜ㝿ẚ㍑ 

この節䛷䛿、企業の開業⋡、ᗫ業⋡をぢるこ䛸に

䜘䜚、企業の新㝞௦謝䛜άⓎに⾜䜟䜜ているか䛹䛖

かをぢる。 

ᅗ⾲ 5-4-10 に主せ国の開業⋡、ᗫ業⋡を♧し

た。日本のሙ合、䛂㞠⏝ಖ㝤事業ᖺ報䛃を䜒䛸にして

䛚䜚、事業所に䛚䛡る㞠⏝㛵係の成❧、ᾘ⁛を䛭䜜

䛮䜜開ᗫ業䛸䜏䛺している。国について䛿、ྛ国

䛷ィ測方ἲ䛜␗䛺るⅬに䛿␃ព䛜ᚲせ䛷䛒る。 

ྛ国᭱新ᖺの開業⋡をぢる䛸（ᅗ⾲5-4-10(A)）、

日本の開業⋡䛿 4.2䠂䛷䛒䜚国䛸ẚ㍑して᭱䜒ప

いᩘ್䛷䛒る。᭱䜒㧗いの䛿ⱥ国䛷䛒䜚 13.5䠂、ḟ

い䛷䝣ランス䛜 10.9䠂、⡿国䛜 9.1䠂、䝗イ䝒䛜

8.0䠂䛸䛺䛳ている。 

⣔ิ䛷ぢる䛸、日本䛿ቑしていた䛜、2016ᖺ

を䝢ー䜽にῶᑡしている。ⱥ国䛿 2009 ᖺ㡭からቑ

ຍഴྥ䛜⥆いていた䛜、2016 ᖺを境にῶᑡに㌿䛨

ている。䝣ランス䛿 2009 ᖺからῶᑡഴྥに䛒䛳た䛜、

2015 ᖺを境にቑຍに㌿䛨た。⡿国䛿長ᮇⓗにぢ䜜

䜀䜋䜌ᶓ䜀い䛷䛒る。䝗イ䝒䛿長ᮇⓗに䛿ῶᑡഴྥ

に䛒䛳た䛜、᭱新ᖺ䛷䛿ቑຍした。 

ྛ国᭱新ᖺのᗫ業⋡をぢる䛸（ᅗ⾲ 5-4-10(B)）、

日本䛿 3.4䠂䛷䛒䜚、開業⋡䛸ྠᵝに国䛸ẚ㍑し

て᭱䜒పいᩘ್䛷䛒る。᭱䜒㧗いの䛿ⱥ国䛷䛒䜚

11.3䠂、ḟい䛷、䝗イ䝒䛜 8.9䠂、⡿国䛜 8.5䠂、䝣ラ

ンス䛿 4.7䠂䛸䛺䛳ている。 

⣔ิ䛷ぢる䛸、日本䛿ᚤῶに推⛣している。ⱥ

国䛿 2008 ᖺから 2009 ᖺにか䛡てのቑຍ以外䛿、

䜋䜌ᶓ䜀い推⛣していた䛜、2016 ᖺ以㝆ቑຍഴྥ

に䛒る。⡿国、䝗イ䝒、䝣ランス䛿長ᮇⓗにᚤῶに推

⛣していた䛜、䝗イ䝒䛿᭱新ᖺ䛷ቑຍしている。 
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(2)䝴䝙䝁䞊䞁ᴗᩘ 

この節䛷䛿、⡿国 CB Insights の調査に䛚いて䝴

䝙コーン企業䛸䛥䜜た企業౯್䛜 10 ൨䝗䝹以上の

ᮍ上ሙ企業のデータ（2021 ᖺ 4 ᭶ 22 日⌧ᅾ）を

⏝し、ୡ⏺に䛚䛡る䝴䝙コーン企業の≧ἣをぢる。 

ᅗ⾲ 5-4-11 をぢる䛸、2010 ᖺから 2018 ᖺにか

䛡て䝴䝙コーン企業ᩘ䛿䛝䛟ቑຍした。䛭のᚋの

ఙび䛿し、2020ᖺ䛷䛿 122♫䛸䛺䛳ている。CB 

Insights に䜘る分㢮䛷ぢる䛸、ᖺに䜘䛳て䜀らつ䛝䛜

䛒る䛜、2018 ᖺに䛺る䛸、䛂インター䝛䝑䝖䝋䝣䝖䜴䜵䜰

䛸䝃ービス䛃、䛂ேᕤ▱⬟䛃、䛂䝃䝥ライ䝏䜵ーン、≀

ὶ、㓄㏦䛃、䛂⮬ື㌴䛸㍺㏦䛃の䝴䝙コーン企業ᩘ䛜

ቑຍしている。2019 ᖺに䛺る䛸䛂䝣䜱ン䝔䝑䜽䛃䛜᭱䜒

ከ䛟を༨䜑る䜘䛖に䛺䛳た。2020 ᖺ䛷䛿、䛂䝣䜱ン䝔䝑

䜽䛃䛿ῶᑡした䛜、䛂インター䝛䝑䝖䝋䝣䝖䜴䜵䜰䛸䝃ー

ビス䛃、䛂E コ䝬ース䛸 D2C䛃䛿䛝䛟ቑຍした。䜎た、

䛂ಖ䛃䜔䛂エ䝗䝔䝑䜽䛃䜒ቑຍしている。 

ḟに分㢮ู・国ูに䝴䝙コーン企業ᩘの≧ἣを

ぢる䛸（ᅗ⾲ 5-4-12）、᭱䜒䝴䝙コーン企業ᩘ䛜ከ

いの䛿⡿国䛷䛒䜚、249 ♫䛸䛺䛳ている。ḟい䛷中国

䛜 136 ♫䛷䛒䜚、3 のⱥ国（25 ♫）䛸䛝䛟㞳䜜て

いる。日本䛿 4 ♫䛷䛒䜚、の主せ国䛸ẚ㍑䛩る䛸

ᑡ䛺い。 

分㢮ู䛷ぢる䛸、⡿国䛷䛿䛂インター䝛䝑䝖䝋䝣䝖䜴

䜵䜰䛸䝃ービス䛃䛜᭱䜒ከ䛟、䛂䝣䜱ン䝔䝑䜽䛃、䛂ಖ䛃

䛜䛭䜜に⥆䛟。中国䛷䛿䛂E コ䝬ース䛸 D2C䛃䛜᭱䜒

ከ䛟、䛂ேᕤ▱⬟䛃䛜䛭䜜に⥆䛟。 

ⱥ国、イン䝗䛷䛿䛂䝣䜱ン䝔䝑䜽䛃䛜᭱䜒ከ䛟䛺䛳て

る。ḟにከいの䛿ⱥ国䛷䛿䛂ேᕤ▱⬟䛃、イン䝗䛷䛿

䛂E コ䝬ース䛸 D2C䛃、䛂䝃䝥ライ䝏䜵ーン、≀ὶ、㓄

㏦䛃䛷䛒る。 

ྛ国に䛚䛡る䝴䝙コーン企業の分㢮䛿ከᵝ䛷䛒

䜚、ከᩘ䛿情報㏻ಙ䝃ービスに㛵連した䜒の䛸䛺

䛳ている䛜、䛂ேᕤ▱⬟䛃䜔䛂䝃䝥ライ䝏䜵ーン、≀ὶ、

㓄㏦䛃䜒ከ䛟を༨䜑る䜘䛖に䛺䛳た。䜎た、2020 ᖺ䛷

䛿䛂ಖ䛃䜒ከ䛟䛺䛳て䛚䜚、新ᆺコ䝻䝘䜴イ䝹ス感ᰁ

䛜䜒たら䛩ᙳ㡪䜒感䛨ら䜜る。 
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ココララムム：：流流言言蜚蜚語語（（りりゅゅううげげんんひひごご））  

現代社会において、人々は従来型のメディアの

みならずオンラインメディア、ソーシャル・メディア等

のより幅広いメディアから情報を得ており（図表 5-5-

1）、その結果、玉石混合な情報を受け取る可能性

も出てきたと考えられる。 

本コラムでは、主要国における人々の情報に対

する意識やオンラインニュースに対する信頼度等を

把握し、国際比較をする。具体的には、オックスフォ

ード大学ロイタージャーナリズム研究所 (Reuters 

Institute for the Study of Journalism)から発行された

“Digital News Report 2020”の詳細データを用いて、

分析を行った。この調査は、さまざまな国でニュース

がどのように利用されているかを理解するために、

オンラインアンケートを実施している。2020 年版で

は 40 の国・地域で約 8 万人に対して、2020 年 1 月

末から 2 月初めに調査 12を実施した。 
 

【【図図表表 55--55--11】】  主主ななニニュューーススソソーースス  

注： 
「先週、ニュースのソースとして使用したもののうち、主なニュースソース
はどれですか」に対する返答。 
資料： 
Reuters Institute for the Study of Journalism,“Digital News Report 
2020” 
参照：表 5-5-1 

  

(1)ニュースが持つ視点に対する嗜好 

私たちが利用できるさまざまな種類のメディアの

一部では視聴者を惹き付けるため、独自の視点を

持ったニュースを提供する場合がある。そこで、どの

タイプの視点を持った情報源を好むのかを見た（図

表 5-5-2）。 

ほとんどの国で「特定の視点に寄らない情報源」

を好む傾向にあるが、韓国、米国では「あなたと共

 
12 コラム中で紹介する新型コロナウイルス感染症に関する質問について

は、2020 年 4 月上旬に 6 か国（英国、米国、ドイツ、スペイン、韓国、アル

通の視点を持つ情報源」を好む者が一定数おり、

特に韓国で顕著である。 
 

【【図図表表 55--55--22】】  どどのの視視点点をを持持つつ情情報報源源をを好好むむののかか  

注： 
「あなたが利用できるさまざまな種類のニュースの中でどの情報源を好み
ますか」に対する返答。 
資料： 
図表 5-5-1 と同じ。 
参照：表 5-5-2 

  

(2)オンラインニュースへの懸念 

オンラインニュースが本物か偽物か心配している

かという質問に対して、「とてもそう思う」、「そう思う」

と回答した者、つまり、オンラインニュースは偽物か

もしれないと懸念している者の割合は、多くの国で

半数を超えており、特に米国では約 7 割を占める。

日本は約 6 割である。これに対して、ドイツでは「ど

ちらともいえない」、「そう思わない」が最も多く、他国

とは異なる傾向を見せている。なお、日本は、「どち

らともいえない」の割合がドイツの次に多い（図表 5-

5-3）。 

  

【【図図表表 55--55--33】】  オオンンラライインンニニュューーススのの真真偽偽ににつついいてて

心心配配ししてていいるるかか  

注： 
「オンラインニュースが本物か偽物であるかについて心配しています」とい
う文章についてどう思うかに対する返答。 
資料： 
図表 5-5-1 と同じ。 
参照：表 5-5-3    

ゼンチン）のみに、再度アンケート調査を実施した。 
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䝁䝷䝮䠖ὶゝ⻣ㄒ䠄䜚䜕䛖䛢䜣䜂䛤䠅 

⌧௦♫会に䛚いて、ே々䛿ᚑ᮶ᆺの䝯デ䜱䜰の

䜏䛺ら䛪䜸ンライン䝯デ䜱䜰、䝋ーシ䝱䝹・䝯デ䜱䜰➼

の䜘䜚ᖜᗈい䝯デ䜱䜰から情報をᚓて䛚䜚（ᅗ⾲ 5-5-

1）、䛭の⤖ᯝ、⋢▼ΰ合䛺情報をཷ䛡ྲྀるྍ⬟ᛶ

䜒ฟて䛝た䛸⪃䛘ら䜜る。 

本コラム䛷䛿、主せ国に䛚䛡るே々の情報にᑐ

䛩るព㆑䜔䜸ンライン䝙䝳ースにᑐ䛩るಙ㢗ᗘ➼を

ᢕᥱし、国㝿ẚ㍑を䛩る。ලయⓗに䛿、䜸䝑䜽ス䝣䜷

ー䝗学䝻イター䝆䝱ー䝘䝸䝈ム研究所 (Reuters 

Institute for the Study of Journalism)からⓎ⾜䛥䜜た

䇾Digital News Report 2020䇿のヲ⣽データを⏝いて、

分析を⾜䛳た。この調査䛿、䛥䜎䛦䜎䛺国䛷䝙䝳ース

䛜䛹の䜘䛖に⏝䛥䜜ているかを⌮ゎ䛩るた䜑に、

䜸ンライン䜰ン䜿ー䝖を実施している。2020 ᖺ∧䛷

䛿 40 の国・地域䛷⣙ 8 ேにᑐして、2020 ᖺ 1 ᭶

ᮎから 2 ᭶ึ䜑に調査 12を実施した。 
 

䛆ᅗ⾲ 5-5-1䛇 䛺䝙䝳䞊䝇䝋䞊䝇 

ὀ䠖 
䛂ඛ㐌䚸䝙䝳䞊䝇䛾䝋䞊䝇䛸䛧䛶⏝䛧䛯䜒䛾䛾䛖䛱䚸䛺䝙䝳䞊䝇䝋䞊䝇
䛿䛹䜜䛷䛩䛛䛃䛻ᑐ䛩䜛㏉⟅䚹 
㈨ᩱ䠖 
Reuters Institute for the Study of Journalism,䇾Digital News Report 
2020” 
ཧ↷䠖⾲ 5-5-1 

 

(1)䝙䝳䞊䝇䛜ᣢ䛴どⅬ䛻ᑐ䛩䜛Ⴔዲ 

⚾た䛱䛜⏝䛷䛝る䛥䜎䛦䜎䛺✀㢮の䝯デ䜱䜰の

୍部䛷䛿ど⫈⪅をច䛝䛡るた䜑、⊂⮬のどⅬを

ᣢ䛳た䝙䝳ースを提供䛩るሙ合䛜䛒る。䛭こ䛷、䛹の

タイ䝥のどⅬをᣢ䛳た情報※をዲ䜐のかをぢた（ᅗ

⾲ 5-5-2）。 

䜋䛸䜣䛹の国䛷䛂≉ᐃのどⅬにᐤら䛺い情報※䛃

をዲ䜐ഴྥに䛒る䛜、㡑国、⡿国䛷䛿䛂䛒䛺た䛸ඹ

 
12 コラム中䛷⤂䛩る新ᆺコ䝻䝘䜴イ䝹ス感ᰁに㛵䛩る㉁ၥについて

䛿、2020 ᖺ 4 ᭶上᪪に 6 か国（ⱥ国、⡿国、䝗イ䝒、ス䝨イン、㡑国、䜰䝹

㏻のどⅬをᣢつ情報※䛃をዲ䜐⪅䛜୍ᐃᩘ䛚䜚、

≉に㡑国䛷㢧ⴭ䛷䛒る。 
 

䛆ᅗ⾲ 5-5-2䛇 䛹䛾どⅬ䜢ᣢ䛴ሗ※䜢ዲ䜐䛾䛛 

ὀ䠖 
䛂䛒䛺䛯䛜⏝䛷䛝䜛䛥䜎䛦䜎䛺✀㢮䛾䝙䝳䞊䝇䛾୰䛷䛹䛾ሗ※䜢ዲ䜏
䜎䛩䛛䛃䛻ᑐ䛩䜛㏉⟅䚹 
㈨ᩱ䠖 
ᅗ⾲ 5-5-1 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 5-5-2 

 

(2)䜸䞁䝷䜲䞁䝙䝳䞊䝇䜈䛾ᠱᛕ 

䜸ンライン䝙䝳ース䛜本≀かഇ≀かᚰ㓄している

か䛸い䛖㉁ၥにᑐして、䛂䛸て䜒䛭䛖ᛮ䛖䛃、䛂䛭䛖ᛮ䛖䛃

䛸ᅇ⟅した⪅、つ䜎䜚、䜸ンライン䝙䝳ース䛿ഇ≀か

䜒し䜜䛺い䛸ᠱᛕしている⪅の合䛿、ከ䛟の国䛷

༙ᩘを㉸䛘て䛚䜚、≉に⡿国䛷䛿⣙ 7 を༨䜑る。

日本䛿⣙ 6 䛷䛒る。こ䜜にᑐして、䝗イ䝒䛷䛿䛂䛹

䛱ら䛸䜒い䛘䛺い䛃、䛂䛭䛖ᛮ䜟䛺い䛃䛜᭱䜒ከ䛟、国

䛸䛿␗䛺るഴྥをぢ䛫ている。䛺䛚、日本䛿、䛂䛹䛱

ら䛸䜒い䛘䛺い䛃の合䛜䝗イ䝒のḟにከい（ᅗ⾲ 5-

5-3）。 

 

䛆ᅗ⾲ 5-5-3䛇 䜸䞁䝷䜲䞁䝙䝳䞊䝇䛾┿ഇ䛻䛴䛔䛶

ᚰ㓄䛧䛶䛔䜛䛛 

ὀ䠖 
䛂䜸䞁䝷䜲䞁䝙䝳䞊䝇䛜ᮏ≀䛛ഇ≀䛷䛒䜛䛛䛻䛴䛔䛶ᚰ㓄䛧䛶䛔䜎䛩䛃䛸䛔
䛖ᩥ❶䛻䛴䛔䛶䛹䛖ᛮ䛖䛛䛻ᑐ䛩䜛㏉⟅䚹 
㈨ᩱ䠖 
ᅗ⾲ 5-5-1 䛸ྠ䛨䚹 
ཧ↷䠖⾲ 5-5-3  

䝊ン䝏ン）の䜏に、ᗘ䜰ン䜿ー䝖調査を実施した。 
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(3)ሗ䛾ಙ㢗ᗘ 

⡿国、䝗イ䝒、ⱥ国、㡑国について、新ᆺコ䝻䝘䜴

イ䝹ス感ᰁに㛵䛩る䝙䝳ース䛸情報のಙ㢗のᗘ

合いをぢた（ᅗ⾲ 5-5-4）。 

ከ䛟の国䛷、䛂科学⪅、་ᖌ、䛭ののಖのᑓ

㛛ᐙ䛃を䛂ಙ㢗䛷䛝る䛃䛸⟅䛘た⪅の合䛜᭱䜒䛝

い。䜎た、䛂国内のಖᶵ㛵䛃、䛂国㝿ⓗ䛺ಖᶵ㛵䛃

䜈のಙ㢗の合䛜䛝い国䛜ከい。≉にⱥ国䛿

国䛸ẚ䜉て䛂国内のಖᶵ㛵䛃䜔䛂国㝿ⓗ䛺ಖᶵ

㛵䛃をಙ㢗䛷䛝る䛸⟅䛘た⪅の合䛜᭱䜒䛝い。䜎

た、䛂政府䛃䜔䛂䝙䝳ース㓄ಙᶵ㛵䛃について䛿、ⱥ

国、䝗イ䝒、㡑国に䛚いてಙ㢗の合䛜䛝い䛜、

⡿国䛷䛿い䛪䜜䜒小䛥いഴྥに䛒る。 

 

(4)䜎䛸䜑 

こ䜜䜎䛷ぢて䛝た䜘䛖に、主せ国のᅇ⟅⪅䛿ᐈほ

ⓗ䛺どⅬをᣢつ情報※をዲ䜏、䜸ンライン䝙䝳ース

にᑐして䛿ᠱᛕをᣢ䛳ている。䜎た、ᮍ▱䛺る䜴イ䝹

スに㐼㐝したሙ合、ᑓ㛛ᐙのពぢをಙ㢗䛩るഴྥ

に䛒るこ䛸䛜䜟か䛳た。 

䝯デ䜱䜰䛿、ᚲ䛪し䜒ே々に正しい情報を䜒たらし

て䛟䜜るヂ䛷䛿䛺い。た䛸䛘䜀、新ᆺコ䝻䝘䜴イ䝹ス

 
13 総務省䛂新ᆺコ䝻䝘䜴イ䝹ス感ᰁに㛵䛩る情報ὶ㏻調査䛃 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000693280.pdf 

感ᰁに㛵䛩るㄗ情報のᣑᩓ䛿、日本 13の䜏䛺ら

䛪ୡ⏺中䛷ၥ㢟ど䛥䜜て䛚䜚、ୡ⏺ಖᶵ㛵

（WHO）の䜴䜵䝤䝃イ䝖䛷䛿、新ᆺコ䝻䝘䜴イ䝹ス感

ᰁに㛵䛩るㄗ情報に䛰䜎䛥䜜䛺いた䜑の情報を

提供している。ྛಶே䛜情報をぢᴟ䜑る力䛜ᚲせ䛸

䛺䛳て䛝て䛚䜚、䛂科学ⓗ▱㆑䛃をᣢつこ䛸の㔜せᛶ

䛜㧗䜎䛳て䛟る䛷䛒䜝䛖。科学技術䛸♫会䛸のコ䝭䝳

䝙䜿ーションάືのಁ進を῝䜑るこ䛸䛿、䛭の୍➃

を担䛖䛸⪃䛘ら䜜る。 

䛺䛚、この䜘䛖䛺≧ἣ䛿にጞ䜎䛳たこ䛸䛷䛺䛟、

Ṕྐⓗ䛺⅏い䛜⏕䛨た㝿に䛿⧞䜚㏉し㉳こ䛳ている

こ䛸䛷䛒䜚、ᑎ田ᐥᙪの㝶筆に䜒⥛ら䜜ている 14。᭱

ᚋに䛭の୍部を♧䛩。 

䛂㐺当䛺科学ⓗᖖ㆑䛿、事に⮫䜣䛷࿃々に䛂科学

ⓗ䛺省ᐹᶵ会䛸వ⿱䛃を䛘る。䛭䛖い䛖省ᐹの⾜䜟

䜜る䛸こ䜝に䛿い䜟䜖るὶゝ⻣ㄒ（䜚䜕䛖げ䜣䜂䛤）

の䛤䛸䛝䜒の䛿ⴭし䛟䛭の⇕ᗘ䛸ఏ⬟力をᙅ䜑ら

䜜䛺䛡䜜䜀䛺ら䛺い。た䛸䛘省ᐹの⤖ᯝ䛜ㄗ䛳てい

て、䛭のた䜑にὶゝ䛜実⌧䛥䜜る䜘䛖䛺事䛜䛒䛳て䜒、

ᑡ䛺䛟䜒文ⓗᕷẸ䛸しての⏒䛰しい㎯を᭚䛥ら

䛩事䛺䛟て῭䜏䛿し䛺いか䛸ᛮ䜟䜜るの䛷䛒る。䛃 

（神田 由美子） 

14 ὶゝ⻣ㄒ（䜚䜕䛖げ䜣䜂䛤）䛂ᑎ田ᐥᙪ全㞟 第ᕳ䛃ᒾἼ書ᗑ 

https://www.aozora.gr.jp/cards/000042/files/43260_17028.html 
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ココララムム：：大大学学研研究究組組織織ににおおけけるる科科学学ココミミュュニニケケ

ーーシショョンン活活動動  

AI・デジタル技術やバイオテクノロジーの飛躍的

発展と社会への急激な浸透により、科学技術が社

会にもたらす正負の両面への注目が高まり、科学技

術の専門家と社会との間のより良いコミュニケーショ

ンの重要性はますます高まっている。 

日本では、2001 年度からの第 2 期科学技術基本

計画において、科学技術と社会のコミュニケーショ

ンの重要性が示され、科学コミュニケーション人材

の育成などが提言された。その後 20 年経ち、科学

館、資金提供機関、学協会、国立研究所・研究開

発法人などで様々な科学コミュニケーション活動 15

が行われている。また、研究者個人が、Twitter やブ

ログ等で、社会に発信をすることも増えてきている。 

それでは、研究者が所属する機関・組織におい

ては、科学コミュニケーション活動は、いかに制度と

して組織に根付き、また文化として浸透しているの

か。これを明らかにする実証的なデータ・調査は少

ないが、国際比較調査（MORE-PE: MObilisation of 

REsources for Public Engagement）から、一部の結

果を紹介する。 

この調査では、研究者が非専門家に対して行うコ

ミュニケーションや、双方向のやり取りなど多様な活

動を包括して、科学コミュニケーション及びパブリッ

ク・エンゲージメント活動と定義している。研究者個

人の個別の取り組みではなく、組織における活動を

把握するため、また、科学分野間の違いや、より研

究現場に近いところでの実態を把握するために、大

学の下部組織を調査単位としている。そのため、大

学本部の広報室の活動は含まれていない。 

 

((11)) 研究組織における科学コミュニケーション

活動の概要 

国間で科学コミュニケーションに関する政策内容

や、研究組織の文化の違いなど多くの要因により、

定量的な国際比較は容易ではないが、図表 5-5-5

では、研究組織を分析単位とした、過去 12 カ月に

 
15 科学コミュニケーション活動とは、科学技術やそれに伴う社会的影響等

について、研究者が非専門家に対して行うコミュニケーションや各種のや

り取りを総括して定義したものであるが、知識の普及・啓発活動だけでは

なく、対話型・双方向性のコミュニケーション等の活動を含む。 

おけるイベントの開催回数、伝統的メディアへの露

出数、ソーシャル・メディアなど新たなメディアの活

用回数の推計値を示しており、科学コミュニケーショ

ン活動の大まかな実態を把握することができる。そ

れぞれの活動内容の詳細は図表注を参照頂きたい。 

イベント開催と伝統的メディアへの露出に関して、

ブラジル・イタリアの活動水準が高く、オランダ・米

国・ドイツが中位、その後にポルトガル・英国・日本

が続く。新たなメディアの活用状況についても、ブラ

ジルは非常に高い水準であるが 16、英国、イタリア、

米国、ポルトガル、オランダが中位水準であり、ドイ

ツ、日本の水準が低くなっている。 

  

【【図図表表 55--55--55】】  ココミミュュニニケケーーシショョンン種種類類別別活活動動水水準準

（（22001177--1188 年年））  

 
注： 
研究組織を分析単位とした、過去 12 カ月におけるイベント（一般向けの
公開講座、展示会、ワークショップ、サイエンスカフェ、公開討論会等）の
開催回数、伝統的メディア（新聞・ラジオ・テレビのインタビュー、記者会
見、プレスリリース等）への露出数、ソーシャル・メディアなど新たなメディ
アの活用回数（ウェブサイト、ブログ、Facebook、Twitter、Youtube 等）の
推計値の平均。ポルトガルのデータは 2014 年のもの。 
資料： 
Entradas M, Bauer MW, O'Muircheartaigh C, Marcinkowski F, Okamura A, 
Pellegrini G, et al. (2020) . Public communication by research institutes 
compared across countries and sciences: Building capacity for 
engagement or competing for visibility? PLoS ONE 15(7): e0235191.   
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0235191 より作成。 
参照：表 5-5-5 

 

((22)) 日本においてコミュニケーション活動の頻

度は増えている 

日本の状況をみると、回答を得た研究組織では、

多数（工学、医学、人文科学で約 5 割、理学、社会

科学で約 7 割、農学で約 8 割）が 10 年以上前にコ

ミュニケーション活動を開始している。工学、農学で

は約 4 割、社会科学では約 5 割、理学、人文科学

16 ブラジルの活動レベルが全体的に高い理由として、ブラジルの調査単

位が、他国と比してサイズが大きいことも指摘されている。規模の大きい組

織は、一人当たりで見たときも活動水準が高いことが予想される。 

0

50

100

150

200

250

300

350

ブ
ラ
ジ
ル

イ
タ
リ
ア

オ
ラ
ン
ダ

米
国

ド
イ
ツ

ポ
ル
ト
ガ
ル

英
国

日
本

イベント開催 伝統的メディア 新たなメディア

推計平均回数

第
５
章　
　
　

科
学
技
術
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン



第 5 章 科学技術とイノベーション 

 

 

 

- 192 - 

ココララムム：：大大学学研研究究組組織織ににおおけけるる科科学学ココミミュュニニケケ

ーーシショョンン活活動動  

AI・デジタル技術やバイオテクノロジーの飛躍的

発展と社会への急激な浸透により、科学技術が社

会にもたらす正負の両面への注目が高まり、科学技

術の専門家と社会との間のより良いコミュニケーショ

ンの重要性はますます高まっている。 

日本では、2001 年度からの第 2 期科学技術基本

計画において、科学技術と社会のコミュニケーショ

ンの重要性が示され、科学コミュニケーション人材

の育成などが提言された。その後 20 年経ち、科学

館、資金提供機関、学協会、国立研究所・研究開

発法人などで様々な科学コミュニケーション活動 15

が行われている。また、研究者個人が、Twitter やブ

ログ等で、社会に発信をすることも増えてきている。 

それでは、研究者が所属する機関・組織におい

ては、科学コミュニケーション活動は、いかに制度と

して組織に根付き、また文化として浸透しているの

か。これを明らかにする実証的なデータ・調査は少

ないが、国際比較調査（MORE-PE: MObilisation of 

REsources for Public Engagement）から、一部の結

果を紹介する。 

この調査では、研究者が非専門家に対して行うコ

ミュニケーションや、双方向のやり取りなど多様な活

動を包括して、科学コミュニケーション及びパブリッ

ク・エンゲージメント活動と定義している。研究者個

人の個別の取り組みではなく、組織における活動を

把握するため、また、科学分野間の違いや、より研

究現場に近いところでの実態を把握するために、大

学の下部組織を調査単位としている。そのため、大

学本部の広報室の活動は含まれていない。 
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国間で科学コミュニケーションに関する政策内容

や、研究組織の文化の違いなど多くの要因により、

定量的な国際比較は容易ではないが、図表 5-5-5

では、研究組織を分析単位とした、過去 12 カ月に
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について、研究者が非専門家に対して行うコミュニケーションや各種のや

り取りを総括して定義したものであるが、知識の普及・啓発活動だけでは
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出数、ソーシャル・メディアなど新たなメディアの活

用回数の推計値を示しており、科学コミュニケーショ

ン活動の大まかな実態を把握することができる。そ

れぞれの活動内容の詳細は図表注を参照頂きたい。 

イベント開催と伝統的メディアへの露出に関して、

ブラジル・イタリアの活動水準が高く、オランダ・米

国・ドイツが中位、その後にポルトガル・英国・日本

が続く。新たなメディアの活用状況についても、ブラ

ジルは非常に高い水準であるが 16、英国、イタリア、

米国、ポルトガル、オランダが中位水準であり、ドイ

ツ、日本の水準が低くなっている。 

  

【【図図表表 55--55--55】】  ココミミュュニニケケーーシショョンン種種類類別別活活動動水水準準

（（22001177--1188 年年））  

 
注： 
研究組織を分析単位とした、過去 12 カ月におけるイベント（一般向けの
公開講座、展示会、ワークショップ、サイエンスカフェ、公開討論会等）の
開催回数、伝統的メディア（新聞・ラジオ・テレビのインタビュー、記者会
見、プレスリリース等）への露出数、ソーシャル・メディアなど新たなメディ
アの活用回数（ウェブサイト、ブログ、Facebook、Twitter、Youtube 等）の
推計値の平均。ポルトガルのデータは 2014 年のもの。 
資料： 
Entradas M, Bauer MW, O'Muircheartaigh C, Marcinkowski F, Okamura A, 
Pellegrini G, et al. (2020) . Public communication by research institutes 
compared across countries and sciences: Building capacity for 
engagement or competing for visibility? PLoS ONE 15(7): e0235191.   
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0235191 より作成。 
参照：表 5-5-5 
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科学で約 7 割、農学で約 8 割）が 10 年以上前にコ

ミュニケーション活動を開始している。工学、農学で

は約 4 割、社会科学では約 5 割、理学、人文科学
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では約 6 割が 5 年前よりも活動を増やしている（図

表 5-5-6 参照）。 

 

【【図図表表 55--55--66】】  非非専専門門家家にに向向けけたたココミミュュニニケケーーシショョ

ンン活活動動のの頻頻度度（（最最近近 55 年年間間ととそそれれ以以

前前ととのの比比較較））  

 
注： 
「あなたの組織で実施した一般市民等の非専門家へ向けたコミュニケー
ション活動の回数について、最近 5 年間は、それ以前と比べて変化して
いますか？あなたの組織のコミュニケーション活動が開始された 5 年を
超えない場合、開始以前と比較してください。」 
資料： 
政策研究大学院大学. 「科学技術に関するコミュニケーション活動の実態
及び文化についての全国調査」. 2018. 
参照：表 5-5-6 

 

((33)) 何故科学コミュニケーション活動を行うの

か 

また、科学コミュニケーション活動を行う理由につ

いても聞いている。最も重要な理由として選択され

ているのが、「自分たちの研究を一般に広めたい」

「大学の方針／ミッションへの対応」「市民からのサ

ポートを得たい」（上位 3 位）であり、最も重要でない

理由として選択されているのが、「研究上の業績を

上げたい」「市民の意見を聞き、市民に研究に関与

して欲しい」「資金提供機関の方針への対応」（上位

3 位）となっている（図表 5-5-7 参照）。 

多くの研究組織にとって、科学コミュニケーション

やパブリック・エンゲージメントが、組織レベルでの

研究業績を向上させるものとして認識されていない

（研究活動そのものの評価とリンクされていない）こと

や、資金提供機関がそれらの活動に対してインセン

ティブを与えていないことが示唆される。また、市民

に対して研究を広めるという方向性は考えられてい

ても、市民に研究に関与して欲しいという双方向で

のやり取りについてはほとんど期待されていないこと

が分かった。 

【【図図表表 55--55--77】】  非非専専門門家家ととココミミュュニニケケーーシショョンンをを取取るる動動機機  

注： 
「あなたの組織が一般市民等の非専門家に対してコミュニケーション活動
を行う理由について教えてください。最も重要なもの、二番目に重要なも
の及び一番重要でないものについてお答えください。」 
資料： 
政策研究大学院大学. 「科学技術に関するコミュニケーション活動の実態
及び文化についての全国調査」. 2018. 
参照：表 5-5-7 

 

今回紹介した調査は、大学における下部組織で

の活動に着目しており、大学本体の広報活動は含

まれていない。また、科学コミュニケーション活動を

担うのは、学協会や資金提供機関、博物館・科学館、

国立研究所・研究開発法人、産業界等多くあるし、

個人としての研究者が担う部分もある。これらを総体

的に把握することで、科学コミュニケーション活動の

実態をより網羅的に把握できるようになるだろう。 

（岡村 麻子, Marta Entradas） 
 
全体注： 
MORE-PE プロジェクトでは、大学等研究機関における、科学コミュニケー
ションやパブリック・エンゲージメントに関する国際比較可能なデータベー
スを構築し、当該活動の評価に資する指標を開発するために、ブラジル、
ドイツ、イタリア、日本、ポルトガル、オランダ、英国及び米国で質問票調
査が実施され、総計で 2030 組織から回答を得た。国際比較の概要及び
調査結果については、Entradas et. al (2020）において一部紹介されてい
る。調査内容は、研究組織が、科学コミュニケーションやパブリック・エン
ゲージメントとして、どのような対象者に対してどのような活動を行ってい
るのか、どの程度のリソースを動員しているのか、動機や障害は何か、政
策の効果や科学分野間等の属性による違いは何かを把握することを目
的とした。調査単位は大学の下部組織としての学部学科、研究所・センタ
ー等である。日本の調査は政策研究大学院大学が担当し、国公私立の
66 大学に所属する 1134 組織に質問票を送付し、321 組織から回答を得
た。 
 

0 10 20 30 40 50

自分たちの研究を一般に広めたいから

上部機関や大学の方針／ミッションに

応えたいから

自分たちの行なう研究に対して一般市

民からのサポートを得たいから

科学に関するコミュニケーションや科学

の文化的重要性に関する国の政策に

対応するため

新たな世代の科学者をリクルートした

いから

市民の意見を聞き、市民に研究に関与

して欲しいから

資金を獲得したいから

その他

資金提供機関の方針に対応するため

研究上の業績を上げたいから

最も重要な理由 2番目に重要な理由 最も重要ではない理由 ％
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理学

工学
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農学

社会科学

人文科学

減少している 変化なし 増加している

分からない 回答なし
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参参考考統統計計 AA  主主要要国国のの人人口口  

 
注： 
b：時系列の連続性は失われている。 
e：見積り値 
ドイツ：1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。  
資料： 
日本：総務省統計局、「人口推計」(web サイト) 
1981～1999 年：我が国の推計人口（大正 9 年～平成 12 年）第 1 表（各年 10 月 1 日現在） 
2000～2015 年：長期時系列データ（平成 12 年～27 年）第１表（各年 10 月 1 日現在） 
2016 年：各年 10 月 1 日現在人口 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000031560310&fileKind=0 
2017 年：各年 10 月 1 日現在人口 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000031690314&fileKind=0 
2018 年：各年 10 月 1 日現在人口 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000031807138&fileKind=0 
2019 年：各年 10 月 1 日現在人口 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000031921670&fileKind=0 
米国、ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 

 

（単位：千人）

年 日 本 米 国 ドイツ フランス 英国 中 国 韓 国 EU-27

1981 117,902 230,008 61,682 55,470 56,358 1,000,720 38,723 -
1982 118,728 232,218 61,638 55,805 56,291 1,016,540 39,326 -
1983 119,536 234,333 61,423 56,107 56,316 1,030,080 39,910 -
1984 120,305 236,394 61,175 56,381 56,409 1,043,570 40,406 -
1985 121,049 238,506 61,024 56,663 56,554 1,058,510 40,806 -
1986 121,660 240,683 61,066 56,953 56,684 1,075,070 41,214 -
1987 122,239 242,843 61,077 57,263 56,804 1,093,000 41,622 -
1988 122,745 245,061 61,450 57,594 56,916 1,110,260 42,031 -
1989 123,205 247,387 62,063 57,938 57,077 1,127,040 42,449 -
1990 123,611 250,181 63,254 58,256 57,238 1,143,330 42,869 -
1991 124,101 253,530 79,973 b 58,548 57,439 1,158,230 43,296 -
1992 124,567 256,922 80,500 58,839 57,585 1,171,710 43,748 -
1993 124,938 260,282 80,946 59,095 57,714 1,185,170 44,195 -
1994 125,265 263,455 81,147 59,315 57,862 1,198,500 44,642 -
1995 125,570 266,588 81,308 59,530 58,025 1,211,210 45,093 419,887 e

1996 125,859 269,714 81,466 59,742 58,164 1,223,890 45,525 420,520 e

1997 126,157 272,958 81,510 59,955 58,314 1,236,260 45,954 421,070 e

1998 126,472 276,154 81,446 60,176 58,475 1,247,610 46,287 421,542 e

1999 126,667 279,328 81,422 60,487 58,684 1,257,860 46,617 422,123 e

2000 126,926 282,398 81,457 60,903 58,886 1,267,430 47,008 423,466 e

2001 127,316 285,225 81,517 61,348 59,113 1,276,270 47,370 424,216 e

2002 127,486 287,955 81,578 61,796 59,366 1,284,530 47,645 429,721 e

2003 127,694 290,626 81,549 62,235 59,637 1,292,270 47,892 431,310 e

2004 127,787 293,262 81,456 62,695 59,950 1,299,880 48,083 432,868 e

2005 127,768 295,993 81,337 63,168 60,413 1,307,560 48,185 434,497 e

2006 127,901 298,818 81,173 63,609 60,827 1,314,480 48,438 435,872 e

2007 128,033 301,696 80,992 64,003 61,319 1,321,290 48,684 437,405 e

2008 128,084 304,543 80,764 64,361 61,824 1,328,020 49,055 438,869 e

2009 128,032 307,240 80,483 64,692 62,261 1,334,500 49,308 440,238 e

2010 128,057 309,774 80,284 65,011 62,760 1,340,910 49,554 440,972 e

2011 127,834 312,010 80,275 65,330 63,285 1,347,350 49,937 441,597 e

2012 127,593 314,212 80,426 65,651 63,705 1,354,040 50,200 442,376 e

2013 127,414 316,357 80,646 65,991 64,106 1,360,720 50,429 443,023 e

2014 127,237 318,631 80,983 66,312 64,597 1,367,820 50,747 443,725 e

2015 127,095 320,918 81,687 66,581 65,110 1,374,620 51,015 444,682 e

2016 126,933 323,186 82,349 66,831 65,648 1,382,710 51,218 445,699 e

2017 126,706 325,220 82,657 67,063 66,040 1,390,080 51,362 446,391 e

2018 126,443 326,949 82,906 67,265 66,436 1,395,380 e 51,607 447,155 e

2019 126,167 328,527 83,093 67,456 66,797 1,400,050 e 51,709 448,077 e
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参参考考統統計計 BB  主主要要国国のの労労働働力力人人口口  

 
注： 
b：時系列の連続性は失われている。 
e：見積り値 
1) 日本は、1982 年から 5 年ごとに算出の基礎となるベンチマーク人口の基準を切り替えており、それぞれ切替えに伴う変動がある。2017 年 1 月結果か

らは、算出の基礎となるベンチマーク人口を、2010 年国勢調査結果を基準とする推計人口（旧基準）から 2015 年国勢調査結果を基準とする推計人口
（新基準）に切り替えた。 これに伴い 2010 年から 2016 年までの数値については、比率を除き、新基準のベンチマーク人口に基づいて遡及又は補正し
た時系列接続用数値に置き換えて掲載した。また、2005 年から 2009 年までの数値については、2010 年国勢調査基準のベンチマーク人口に基づく時
系列接続用数値を掲載している。2011 年のデータは補完的に推計した値(2015 年国勢調査基準)である。 

2) ドイツ：1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。  
資料： 
日本：総務省、「労働力調査」長期時系列データ年平均結果 
米国：Bureau of Labor Statistics，U.S. Department of Labor，Current Population Survey  
ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 

（単位：千人）

年 日　本 米　国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国 EU-27

1981 57,070 108,670 28,305 24,543 26,740 - 14,683 -
1982 57,740 110,204 28,558 24,671 26,678 - 15,032 -
1983 58,890 111,550 28,605 24,712 26,610 - 15,118 -
1984 59,270 113,544 28,298 24,818 27,235 - 14,997 -
1985 59,630 115,461 28,434 24,984 27,486 - 15,592 -
1986 60,200 117,834 28,768 25,217 27,491 - 16,116 -
1987 60,840 119,865 29,036 25,257 27,943 - 16,873 -
1988 61,660 121,669 29,220 25,264 28,345 - 17,305 -
1989 62,700 123,869 29,624 25,460 28,764 - 18,023 -
1990 63,840 125,840 30,771 25,416 28,909 653,230 18,539 -
1991 65,050 126,346 39,577 b 25,471 28,545 660,910 19,109 -
1992 65,780 128,105 39,490 25,594 28,306 667,820 19,499 -
1993 66,150 129,200 39,557 25,536 28,103 674,680 19,806 -
1994 66,450 131,056 39,492 25,713 28,052 681,350 20,353 -
1995 66,660 132,304 39,376 25,771 28,024 688,550 20,845 189,441 e

1996 67,110 133,943 39,550 25,976 28,134 697,650 21,288 190,099 e

1997 67,870 136,297 39,804 26,111 28,252 708,000 21,782 191,165 e

1998 67,930 137,673 40,131 26,403 28,223 720,870 21,428 192,935 e

1999 67,790 139,368 39,614 26,798 28,508 727,910 21,666 193,869 e

2000 67,660 142,583 39,533 27,062 28,740 739,920 22,134 195,596 e

2001 67,520 143,734 39,686 27,320 28,774 738,840 22,471 196,555 e

2002 66,890 144,863 39,641 27,559 29,030 744,920 22,921 199,118 e

2003 66,660 146,510 39,507 27,762 29,587 749,110 22,956 199,519 e

2004 66,420 147,401 39,948 27,916 29,801 752,900 23,417 201,237 e

2005 66,510 149,320 40,928 28,102 30,133 761,200 23,743 203,520 e

2006 66,640 151,428 41,429 28,359 30,680 763,150 23,978 205,660 e

2007 66,840 153,124 41,590 28,518 30,865 765,310 24,216 207,379 e

2008 66,740 154,287 41,677 28,491 31,283 770,460 24,347 209,088 e

2009 66,500 154,142 41,699 28,673 31,416 775,100 24,394 209,603 e

2010 66,320 153,889 41,684 28,754 31,560 783,880 24,748 208,887 e

2011 65,960 153,617 41,186 28,938 31,868 785,790 25,099 208,338 e

2012 65,650 154,975 41,330 29,209 32,129 788,940 25,501 209,753 e

2013 65,930 155,389 41,693 29,400 32,347 793,000 25,873 210,196 e

2014 66,090 155,922 41,943 29,430 e 32,639 796,900 26,536 210,737 e

2015 66,250 157,130 42,111 e 29,529 e 32,924 e 800,910 26,913 211,078 e

2016 66,730 159,187 42,934 e 29,598 e 33,234 e 806,940 27,247 212,113 e

2017 67,200 160,320 43,192 e 29,653 e 33,390 e 806,860 27,573 e 213,156 e

2018 68,300 162,075 43,291 e 29,777 e 33,674 e 805,670 27,723 e 213,664 e

2019 68,860 163,539 43,681 e 29,704 e 33,958 e - 28,006 e 214,460 e

2020 68,680 160,742 - - - - - -
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参参考考統統計計 BB  主主要要国国のの労労働働力力人人口口  

 
注： 
b：時系列の連続性は失われている。 
e：見積り値 
1) 日本は、1982 年から 5 年ごとに算出の基礎となるベンチマーク人口の基準を切り替えており、それぞれ切替えに伴う変動がある。2017 年 1 月結果か

らは、算出の基礎となるベンチマーク人口を、2010 年国勢調査結果を基準とする推計人口（旧基準）から 2015 年国勢調査結果を基準とする推計人口
（新基準）に切り替えた。 これに伴い 2010 年から 2016 年までの数値については、比率を除き、新基準のベンチマーク人口に基づいて遡及又は補正し
た時系列接続用数値に置き換えて掲載した。また、2005 年から 2009 年までの数値については、2010 年国勢調査基準のベンチマーク人口に基づく時
系列接続用数値を掲載している。2011 年のデータは補完的に推計した値(2015 年国勢調査基準)である。 

2) ドイツ：1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。  
資料： 
日本：総務省、「労働力調査」長期時系列データ年平均結果 
米国：Bureau of Labor Statistics，U.S. Department of Labor，Current Population Survey  
ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 

（単位：千人）

年 日　本 米　国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国 EU-27

1981 57,070 108,670 28,305 24,543 26,740 - 14,683 -
1982 57,740 110,204 28,558 24,671 26,678 - 15,032 -
1983 58,890 111,550 28,605 24,712 26,610 - 15,118 -
1984 59,270 113,544 28,298 24,818 27,235 - 14,997 -
1985 59,630 115,461 28,434 24,984 27,486 - 15,592 -
1986 60,200 117,834 28,768 25,217 27,491 - 16,116 -
1987 60,840 119,865 29,036 25,257 27,943 - 16,873 -
1988 61,660 121,669 29,220 25,264 28,345 - 17,305 -
1989 62,700 123,869 29,624 25,460 28,764 - 18,023 -
1990 63,840 125,840 30,771 25,416 28,909 653,230 18,539 -
1991 65,050 126,346 39,577 b 25,471 28,545 660,910 19,109 -
1992 65,780 128,105 39,490 25,594 28,306 667,820 19,499 -
1993 66,150 129,200 39,557 25,536 28,103 674,680 19,806 -
1994 66,450 131,056 39,492 25,713 28,052 681,350 20,353 -
1995 66,660 132,304 39,376 25,771 28,024 688,550 20,845 189,441 e

1996 67,110 133,943 39,550 25,976 28,134 697,650 21,288 190,099 e

1997 67,870 136,297 39,804 26,111 28,252 708,000 21,782 191,165 e

1998 67,930 137,673 40,131 26,403 28,223 720,870 21,428 192,935 e

1999 67,790 139,368 39,614 26,798 28,508 727,910 21,666 193,869 e

2000 67,660 142,583 39,533 27,062 28,740 739,920 22,134 195,596 e

2001 67,520 143,734 39,686 27,320 28,774 738,840 22,471 196,555 e

2002 66,890 144,863 39,641 27,559 29,030 744,920 22,921 199,118 e

2003 66,660 146,510 39,507 27,762 29,587 749,110 22,956 199,519 e

2004 66,420 147,401 39,948 27,916 29,801 752,900 23,417 201,237 e

2005 66,510 149,320 40,928 28,102 30,133 761,200 23,743 203,520 e

2006 66,640 151,428 41,429 28,359 30,680 763,150 23,978 205,660 e

2007 66,840 153,124 41,590 28,518 30,865 765,310 24,216 207,379 e

2008 66,740 154,287 41,677 28,491 31,283 770,460 24,347 209,088 e

2009 66,500 154,142 41,699 28,673 31,416 775,100 24,394 209,603 e

2010 66,320 153,889 41,684 28,754 31,560 783,880 24,748 208,887 e

2011 65,960 153,617 41,186 28,938 31,868 785,790 25,099 208,338 e

2012 65,650 154,975 41,330 29,209 32,129 788,940 25,501 209,753 e

2013 65,930 155,389 41,693 29,400 32,347 793,000 25,873 210,196 e

2014 66,090 155,922 41,943 29,430 e 32,639 796,900 26,536 210,737 e

2015 66,250 157,130 42,111 e 29,529 e 32,924 e 800,910 26,913 211,078 e

2016 66,730 159,187 42,934 e 29,598 e 33,234 e 806,940 27,247 212,113 e

2017 67,200 160,320 43,192 e 29,653 e 33,390 e 806,860 27,573 e 213,156 e

2018 68,300 162,075 43,291 e 29,777 e 33,674 e 805,670 27,723 e 213,664 e

2019 68,860 163,539 43,681 e 29,704 e 33,958 e - 28,006 e 214,460 e

2020 68,680 160,742 - - - - - -
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参参考考統統計計 CC  主主要要国国のの国国内内総総生生産産((GGDDPP))  
 

 
  

(A)各国通貨

日 本 米 国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国 EU-27

(10億円) (10億ドル) (10億ユーロ) (10億ユーロ) (10億ポンド) (10億元) (10億ウォン) (10億ドル)

1981 264,642 3,207 826 510 269 494 49,670 -
1982 276,163 3,344 860 586 295 537 57,287 -
1983 288,773 3,634 898 651 323 602 68,080 -
1984 308,238 4,038 942 707 347 728 78,591 -
1985 330,397 4,339 984 758 381 910 88,130 -
1986 342,266 4,580 1,037 815 410 1,038 102,986 -
1987 362,297 4,855 1,065 856 456 1,217 121,698 -
1988 387,686 5,236 1,123 925 512 1,518 145,995 -
1989 415,885 5,642 1,201 997 567 1,718 165,802 -
1990 451,683 5,963 1,307 1,054 616 1,887 200,556 -
1991 473,608 6,158 1,586 b 1,092 648 2,201 242,481 -
1992 483,256 6,520 1,702 1,131 672 2,719 277,541 -
1993 482,608 6,859 1,751 1,142 708 3,567 315,181 -
1994 511,955 7,287 1,830 1,180 745 4,864 372,493 -
1995 525,305 7,640 1,895 1,218 850 6,134 436,989 7,493 e

1996 538,658 8,073 1,921 1,252 907 7,181 490,851 7,753 e

1997 542,501 8,578 1,961 1,293 952 7,972 542,002 8,083 e

1998 534,567 9,063 2,014 1,352 997 8,520 537,215 8,479 e

1999 530,298 9,631 2,059 1,401 1,040 9,056 591,453 8,823 e

2000 537,616 10,252 2,109 1,479 1,096 10,028 651,634 9,426 e

2001 527,408 10,582 2,173 1,538 1,138 11,086 707,021 9,906 e

2002 523,466 10,936 2,198 1,588 1,188 12,172 784,741 10,421 e

2003 526,223 11,458 2,212 1,631 1,256 13,742 837,365 10,672 e

2004 529,634 12,214 2,263 1,704 1,317 16,184 908,439 11,216 e

2005 534,110 13,037 2,288 1,766 1,393 18,732 957,448 11,679 e

2006 537,261 13,815 2,385 1,848 1,471 21,944 1,005,602 12,710 e

2007 538,484 14,452 2,500 1,941 1,546 27,009 1,089,660 13,589 e

2008 516,174 14,713 2,546 1,992 1,589 31,924 1,154,217 14,290 e

2009 497,367 14,449 2,446 1,936 1,549 34,852 1,205,348 14,036 e

2010 504,872 14,992 2,564 1,995 1,606 41,212 1,322,611 14,518 e

2011 500,041 15,543 2,694 2,058 1,660 48,794 1,388,937 15,189 e

2012 499,424 16,197 2,745 2,089 1,712 53,858 1,440,111 15,416 e

2013 512,686 16,785 2,811 2,117 1,780 59,296 1,500,819 15,965 e

2014 523,418 17,527 2,927 2,150 1,863 64,356 1,562,929 16,443 e

2015 540,739 18,238 3,026 2,198 1,920 68,886 1,658,020 16,987 e

2016 544,827 18,745 3,135 2,234 1,995 74,640 1,740,780 18,075 e

2017 555,687 19,543 3,260 2,297 2,069 83,204 1,835,698 19,033 e

2018 556,828 20,612 3,356 2,361 2,142 91,928 1,898,193 19,938 e

2019 559,699 21,433 3,449 2,426 2,218 99,087 1,919,040 20,791 e

2020 - 20,935 3,329 2,261 e 2,113 101,735 e 1,921,040 e -

年
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注： 
2008SNA による（日本は 1994 年から）。 
b：時系列の連続性は失われている。 
e：見積り値 
1) 日本は各年とも年度データである。1993 年度までは 2000 年基準（93SNA）、1994 年度からは 2015 年基準(2008SNA) 
2) ドイツ：1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。  
資料： 
日本：内閣府経済社会総合研究所、「国民経済計算（93ＳＮＡ）」 
米国：Bureau of Economic Analysis，“National Economic Accounts” 
ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 

(B)OECD購買力平価換算

日 本 米 国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国 EU-27

(10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円)

1981 264,642 733,861 182,872 134,919 120,293 80,214 24,595 -
1982 276,163 733,217 185,329 140,712 124,834 88,975 27,111 -
1983 288,773 774,068 190,023 143,805 131,335 99,488 31,028 -
1984 308,238 842,321 198,266 148,133 136,294 116,292 34,807 -
1985 330,397 888,507 205,438 152,434 143,735 133,573 38,008 -
1986 342,266 934,083 213,525 158,512 150,653 147,872 42,996 -
1987 362,297 964,876 216,177 162,316 158,527 164,851 48,390 -
1988 387,686 1,011,460 225,593 171,078 168,663 184,496 54,530 -
1989 415,885 1,070,733 239,326 182,274 176,659 196,313 59,618 -
1990 451,683 1,119,337 258,466 192,491 182,591 209,358 67,213 -
1991 473,608 1,150,865 313,198 b 200,204 185,864 235,447 76,638 -
1992 483,256 1,211,260 324,541 206,796 189,720 273,420 82,745 -
1993 482,608 1,251,691 323,198 206,663 195,548 313,151 88,938 -
1994 511,955 1,305,563 331,807 212,099 203,608 354,917 97,439 -
1995 525,305 1,333,454 335,133 215,412 207,649 391,693 106,238 1,307,848 e

1996 538,658 1,376,894 335,570 217,134 216,531 428,421 114,052 1,322,317 e

1997 542,501 1,445,385 339,560 224,683 226,227 470,351 121,699 1,362,077 e

1998 534,567 1,509,466 346,338 234,155 230,454 507,026 115,405 1,412,211 e

1999 530,298 1,560,518 349,757 238,277 232,120 538,725 126,954 1,429,711 e

2000 537,616 1,586,214 346,111 245,992 240,741 570,542 134,837 1,458,381 e

2001 527,408 1,584,359 349,931 252,653 245,460 611,274 139,818 1,483,231 e

2002 523,466 1,572,372 346,050 253,463 247,517 650,725 146,570 1,498,298 e

2003 526,223 1,598,603 344,033 244,404 251,593 707,742 147,564 1,488,923 e

2004 529,634 1,641,070 347,115 244,638 257,140 770,742 153,525 1,506,970 e

2005 534,110 1,688,917 339,690 249,631 255,039 853,609 157,227 1,513,009 e

2006 537,261 1,720,426 349,979 256,911 262,623 952,939 162,120 1,582,805 e

2007 538,484 1,739,925 358,969 262,660 262,131 1,080,609 170,271 1,636,033 e

2008 516,174 1,719,129 362,685 263,985 264,644 1,172,341 171,646 1,669,724 e

2009 497,367 1,663,792 347,468 258,577 251,302 1,273,549 167,665 1,616,194 e

2010 504,872 1,674,117 355,978 260,905 255,576 1,382,299 175,680 1,621,165 e

2011 500,041 1,670,119 366,959 262,884 252,657 1,487,636 174,643 1,632,076 e

2012 499,424 1,688,926 363,628 257,974 254,396 1,577,096 175,656 1,607,524 e

2013 512,686 1,700,355 367,583 264,250 259,408 1,639,590 174,940 1,617,267 e

2014 523,418 1,806,225 392,331 274,328 274,878 1,764,383 184,731 1,694,509 e

2015 540,739 1,887,107 402,401 281,281 286,801 1,841,419 200,067 1,757,648 e

2016 544,827 1,977,974 439,507 302,219 305,664 1,974,491 213,885 1,907,286 e

2017 555,687 2,054,006 460,023 313,520 317,602 2,090,165 221,098 2,000,356 e

2018 556,828 2,137,588 472,494 324,069 324,947 2,255,254 227,388 2,067,709 e

2019 559,699 2,221,026 481,254 344,095 336,002 2,437,620 228,953 2,154,450 e

2020 - 2,164,921 462,296 315,682 e 305,075 2,504,428 e 228,589 e -

年
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注： 
2008SNA による（日本は 1994 年から）。 
b：時系列の連続性は失われている。 
e：見積り値 
1) 日本は各年とも年度データである。1993 年度までは 2000 年基準（93SNA）、1994 年度からは 2015 年基準(2008SNA) 
2) ドイツ：1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。  
資料： 
日本：内閣府経済社会総合研究所、「国民経済計算（93ＳＮＡ）」 
米国：Bureau of Economic Analysis，“National Economic Accounts” 
ドイツ、フランス、英国、中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 

(B)OECD購買力平価換算

日 本 米 国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国 EU-27

(10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円) (10億円)

1981 264,642 733,861 182,872 134,919 120,293 80,214 24,595 -
1982 276,163 733,217 185,329 140,712 124,834 88,975 27,111 -
1983 288,773 774,068 190,023 143,805 131,335 99,488 31,028 -
1984 308,238 842,321 198,266 148,133 136,294 116,292 34,807 -
1985 330,397 888,507 205,438 152,434 143,735 133,573 38,008 -
1986 342,266 934,083 213,525 158,512 150,653 147,872 42,996 -
1987 362,297 964,876 216,177 162,316 158,527 164,851 48,390 -
1988 387,686 1,011,460 225,593 171,078 168,663 184,496 54,530 -
1989 415,885 1,070,733 239,326 182,274 176,659 196,313 59,618 -
1990 451,683 1,119,337 258,466 192,491 182,591 209,358 67,213 -
1991 473,608 1,150,865 313,198 b 200,204 185,864 235,447 76,638 -
1992 483,256 1,211,260 324,541 206,796 189,720 273,420 82,745 -
1993 482,608 1,251,691 323,198 206,663 195,548 313,151 88,938 -
1994 511,955 1,305,563 331,807 212,099 203,608 354,917 97,439 -
1995 525,305 1,333,454 335,133 215,412 207,649 391,693 106,238 1,307,848 e

1996 538,658 1,376,894 335,570 217,134 216,531 428,421 114,052 1,322,317 e

1997 542,501 1,445,385 339,560 224,683 226,227 470,351 121,699 1,362,077 e

1998 534,567 1,509,466 346,338 234,155 230,454 507,026 115,405 1,412,211 e

1999 530,298 1,560,518 349,757 238,277 232,120 538,725 126,954 1,429,711 e

2000 537,616 1,586,214 346,111 245,992 240,741 570,542 134,837 1,458,381 e

2001 527,408 1,584,359 349,931 252,653 245,460 611,274 139,818 1,483,231 e

2002 523,466 1,572,372 346,050 253,463 247,517 650,725 146,570 1,498,298 e

2003 526,223 1,598,603 344,033 244,404 251,593 707,742 147,564 1,488,923 e

2004 529,634 1,641,070 347,115 244,638 257,140 770,742 153,525 1,506,970 e

2005 534,110 1,688,917 339,690 249,631 255,039 853,609 157,227 1,513,009 e

2006 537,261 1,720,426 349,979 256,911 262,623 952,939 162,120 1,582,805 e

2007 538,484 1,739,925 358,969 262,660 262,131 1,080,609 170,271 1,636,033 e

2008 516,174 1,719,129 362,685 263,985 264,644 1,172,341 171,646 1,669,724 e

2009 497,367 1,663,792 347,468 258,577 251,302 1,273,549 167,665 1,616,194 e

2010 504,872 1,674,117 355,978 260,905 255,576 1,382,299 175,680 1,621,165 e

2011 500,041 1,670,119 366,959 262,884 252,657 1,487,636 174,643 1,632,076 e

2012 499,424 1,688,926 363,628 257,974 254,396 1,577,096 175,656 1,607,524 e

2013 512,686 1,700,355 367,583 264,250 259,408 1,639,590 174,940 1,617,267 e

2014 523,418 1,806,225 392,331 274,328 274,878 1,764,383 184,731 1,694,509 e

2015 540,739 1,887,107 402,401 281,281 286,801 1,841,419 200,067 1,757,648 e

2016 544,827 1,977,974 439,507 302,219 305,664 1,974,491 213,885 1,907,286 e

2017 555,687 2,054,006 460,023 313,520 317,602 2,090,165 221,098 2,000,356 e

2018 556,828 2,137,588 472,494 324,069 324,947 2,255,254 227,388 2,067,709 e

2019 559,699 2,221,026 481,254 344,095 336,002 2,437,620 228,953 2,154,450 e

2020 - 2,164,921 462,296 315,682 e 305,075 2,504,428 e 228,589 e -

年

参考統計 

- 199 - 

参参考考統統計計 DD  主主要要国国のの国国内内総総生生産産ののデデフフレレーータタ  

 
注： 
2008SNA による。 
b：時系列の連続性は失われている。 
e：見積り値 
ドイツ：1990 年までは旧西ドイツ、1991 年以降は統一ドイツ。  
資料： 
OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2 ” 

 

年 日　本 米　国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国
1981 96.3 44.2 54.9 43.1 31.6 17.8 26.5
1982 98.0 47.0 57.4 48.3 33.9 17.8 28.2
1983 98.9 48.8 59.0 52.9 35.6 18.0 29.5
1984 100.4 50.6 60.2 56.7 37.4 18.9 30.9
1985 101.6 52.2 61.4 59.8 39.5 20.8 32.1
1986 103.3 53.2 63.3 62.8 41.2 21.8 33.7
1987 103.1 54.5 64.1 64.3 43.4 22.9 35.3
1988 103.8 56.4 65.2 66.4 46.1 25.7 37.8
1989 105.9 58.7 67.1 68.5 49.8 27.9 40.1
1990 108.7 60.9 69.3 70.4 53.7 29.5 44.2
1991 111.9 62.9 71.5 b 72.2 57.1 31.5 48.2
1992 113.7 64.3 75.3 73.6 59.0 34.1 51.9
1993 114.4 65.9 78.2 74.8 60.7 39.2 55.2
1994 114.7 67.3 79.8 75.5 61.5 47.3 59.7
1995 114.1 68.7 81.4 76.3 68.4 53.8 63.9
1996 113.5 69.9 81.9 77.4 71.2 57.3 66.5
1997 114.1 71.2 82.1 78.0 71.2 58.2 69.2
1998 114.0 72.0 82.7 78.8 71.9 57.7 72.3
1999 112.5 73.0 82.9 78.9 72.6 57.0 71.4
2000 111.0 74.6 82.5 80.2 73.9 58.1 72.1
2001 109.8 76.3 83.6 81.8 74.8 59.3 74.6
2002 108.2 77.5 84.8 83.5 76.3 59.7 76.9
2003 106.4 78.9 85.9 85.0 78.1 61.2 79.5
2004 105.2 81.0 86.8 86.4 80.1 65.5 82.0
2005 104.1 83.6 87.2 88.1 82.3 68.0 82.9
2006 103.2 86.1 87.5 90.0 84.6 70.7 82.7
2007 102.5 88.4 89.1 92.3 86.9 76.2 84.7
2008 101.5 90.1 89.9 94.4 89.6 82.1 87.1
2009 100.9 90.8 91.5 94.5 91.0 82.0 90.2
2010 98.9 91.9 92.1 95.5 92.5 87.6 92.7
2011 97.3 93.8 93.1 96.4 94.4 94.7 93.9
2012 96.5 95.6 94.5 97.5 95.9 96.9 95.1
2013 96.2 97.3 96.4 98.3 97.7 99.0 96.0
2014 97.9 99.1 98.2 98.9 99.3 100.0 96.9
2015 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
2016 100.3 101.0 101.3 100.5 102.2 101.4 102.0
2017 100.0 102.9 102.7 101.0 104.1 105.7 104.3
2018 99.9 105.4 104.4 102.0 106.5 109.4 104.8
2019 100.5 107.3 106.7 103.3 108.8 111.1 103.8
2020 101.5 e 108.5 e 108.4 105.9 e 115.0 112.1 e 105.0 e 参

考
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参参考考統統計計 EE  主主要要国国のの購購買買力力平平価価  
 

 
資料： 
OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 

 

年
日　本

［円／円］
米　国

［円／ドル］
ドイツ

［円／ユーロ］
フランス

［円／ユーロ］
英国

［円／ポンド］
中　国

［円／元］
韓　国

［円／ウォン］
1981 1.0000 228.8310 221.4511 264.5540 447.0453 162.5156 0.4952
1982 1.0000 219.2766 215.4457 240.1275 423.4326 165.5836 0.4732
1983 1.0000 213.0072 211.5431 221.0648 406.6071 165.2381 0.4558
1984 1.0000 208.6193 210.4733 209.5145 392.8381 159.7742 0.4429
1985 1.0000 204.7724 208.6914 201.1826 377.0088 146.7993 0.4313
1986 1.0000 203.9660 205.8805 194.5893 367.1689 142.5110 0.4175
1987 1.0000 198.7304 202.9582 189.6251 347.6738 135.4054 0.3976
1988 1.0000 193.1595 200.8323 184.9060 329.6309 121.5359 0.3735
1989 1.0000 189.7925 199.3288 182.8001 311.8356 114.2702 0.3596
1990 1.0000 187.7105 197.8033 182.7077 296.5716 110.9303 0.3351
1991 1.0000 186.8864 197.5016 183.3861 286.8422 106.9940 0.3161
1992 1.0000 185.7676 190.6756 182.8458 282.2493 100.5425 0.2981
1993 1.0000 182.4995 184.5905 180.9474 276.3021 87.7833 0.2822
1994 1.0000 179.1584 181.3598 179.7651 273.2280 72.9718 0.2616
1995 1.0000 174.5428 176.8876 176.8175 244.2414 63.8561 0.2431
1996 1.0000 170.5533 174.6507 173.3927 238.6638 59.6573 0.2324
1997 1.0000 168.5069 173.1435 173.7990 237.6955 59.0041 0.2245
1998 1.0000 166.5563 171.9296 173.2049 231.0899 59.5132 0.2148
1999 1.0000 162.0357 169.8277 170.0768 223.2454 59.4852 0.2146
2000 1.0000 154.7179 164.1044 166.3696 219.6743 56.8949 0.2069
2001 1.0000 149.7249 161.0698 164.2523 215.6232 55.1378 0.1978
2002 1.0000 143.7742 157.4301 159.6288 208.4057 53.4619 0.1868
2003 1.0000 139.5161 155.5604 149.8799 200.2827 51.5013 0.1762
2004 1.0000 134.3631 153.4195 143.5653 195.1789 47.6237 0.1690
2005 1.0000 129.5520 148.4460 141.3616 183.0815 45.5698 0.1642
2006 1.0000 124.5368 146.7367 139.0097 178.5679 43.4262 0.1612
2007 1.0000 120.3942 143.6136 135.2970 169.5453 40.0089 0.1563
2008 1.0000 116.8458 142.4253 132.4971 166.5203 36.7224 0.1487
2009 1.0000 115.1501 142.0712 133.5335 162.2858 36.5419 0.1391
2010 1.0000 111.6666 138.8152 130.7603 159.1356 33.5412 0.1328
2011 1.0000 107.4543 136.2355 127.7148 152.1903 30.4881 0.1257
2012 1.0000 104.2740 132.4542 123.5034 148.6159 29.2825 0.1220
2013 1.0000 101.3027 130.7496 124.8119 145.7073 27.6508 0.1166
2014 1.0000 103.0521 134.0189 127.6084 147.5453 27.4159 0.1182
2015 1.0000 103.4694 132.9733 127.9463 149.4033 26.7315 0.1207
2016 1.0000 105.5195 140.2051 135.2737 153.2371 26.4537 0.1229
2017 1.0000 105.1019 141.1175 136.4767 153.5229 25.1211 0.1204
2018 1.0000 103.7065 140.7737 137.2775 151.7173 24.5328 0.1198
2019 1.0000 103.6255 139.5323 141.8533 151.5033 24.6009 0.1193
2020 1.0000 103.4121 138.8680 139.6470 144.3770 24.6172 0.1190参
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参参考考統統計計 EE  主主要要国国のの購購買買力力平平価価  
 

 
資料： 
OECD，“Main Science and Technology Indicators 2020/2” 

 

年
日　本

［円／円］
米　国

［円／ドル］
ドイツ

［円／ユーロ］
フランス

［円／ユーロ］
英国

［円／ポンド］
中　国

［円／元］
韓　国

［円／ウォン］
1981 1.0000 228.8310 221.4511 264.5540 447.0453 162.5156 0.4952
1982 1.0000 219.2766 215.4457 240.1275 423.4326 165.5836 0.4732
1983 1.0000 213.0072 211.5431 221.0648 406.6071 165.2381 0.4558
1984 1.0000 208.6193 210.4733 209.5145 392.8381 159.7742 0.4429
1985 1.0000 204.7724 208.6914 201.1826 377.0088 146.7993 0.4313
1986 1.0000 203.9660 205.8805 194.5893 367.1689 142.5110 0.4175
1987 1.0000 198.7304 202.9582 189.6251 347.6738 135.4054 0.3976
1988 1.0000 193.1595 200.8323 184.9060 329.6309 121.5359 0.3735
1989 1.0000 189.7925 199.3288 182.8001 311.8356 114.2702 0.3596
1990 1.0000 187.7105 197.8033 182.7077 296.5716 110.9303 0.3351
1991 1.0000 186.8864 197.5016 183.3861 286.8422 106.9940 0.3161
1992 1.0000 185.7676 190.6756 182.8458 282.2493 100.5425 0.2981
1993 1.0000 182.4995 184.5905 180.9474 276.3021 87.7833 0.2822
1994 1.0000 179.1584 181.3598 179.7651 273.2280 72.9718 0.2616
1995 1.0000 174.5428 176.8876 176.8175 244.2414 63.8561 0.2431
1996 1.0000 170.5533 174.6507 173.3927 238.6638 59.6573 0.2324
1997 1.0000 168.5069 173.1435 173.7990 237.6955 59.0041 0.2245
1998 1.0000 166.5563 171.9296 173.2049 231.0899 59.5132 0.2148
1999 1.0000 162.0357 169.8277 170.0768 223.2454 59.4852 0.2146
2000 1.0000 154.7179 164.1044 166.3696 219.6743 56.8949 0.2069
2001 1.0000 149.7249 161.0698 164.2523 215.6232 55.1378 0.1978
2002 1.0000 143.7742 157.4301 159.6288 208.4057 53.4619 0.1868
2003 1.0000 139.5161 155.5604 149.8799 200.2827 51.5013 0.1762
2004 1.0000 134.3631 153.4195 143.5653 195.1789 47.6237 0.1690
2005 1.0000 129.5520 148.4460 141.3616 183.0815 45.5698 0.1642
2006 1.0000 124.5368 146.7367 139.0097 178.5679 43.4262 0.1612
2007 1.0000 120.3942 143.6136 135.2970 169.5453 40.0089 0.1563
2008 1.0000 116.8458 142.4253 132.4971 166.5203 36.7224 0.1487
2009 1.0000 115.1501 142.0712 133.5335 162.2858 36.5419 0.1391
2010 1.0000 111.6666 138.8152 130.7603 159.1356 33.5412 0.1328
2011 1.0000 107.4543 136.2355 127.7148 152.1903 30.4881 0.1257
2012 1.0000 104.2740 132.4542 123.5034 148.6159 29.2825 0.1220
2013 1.0000 101.3027 130.7496 124.8119 145.7073 27.6508 0.1166
2014 1.0000 103.0521 134.0189 127.6084 147.5453 27.4159 0.1182
2015 1.0000 103.4694 132.9733 127.9463 149.4033 26.7315 0.1207
2016 1.0000 105.5195 140.2051 135.2737 153.2371 26.4537 0.1229
2017 1.0000 105.1019 141.1175 136.4767 153.5229 25.1211 0.1204
2018 1.0000 103.7065 140.7737 137.2775 151.7173 24.5328 0.1198
2019 1.0000 103.6255 139.5323 141.8533 151.5033 24.6009 0.1193
2020 1.0000 103.4121 138.8680 139.6470 144.3770 24.6172 0.1190

科学技術指標報告書一覧 

 

1991 第 1 版 体系科学技術指標 NISTEP REPORT No.19 

   

1995 第 2 版 科学技術指標 平成 6 年版 NISTEP REPORT No.37 

   

1997 第 3 版 科学技術指標 平成 9 年版  NISTEP REPORT No.50 

   

2000 第 4 版 科学技術指標 平成 12 年版 NISTEP REPORT No.66 

2001  科学技術指標 平成 12 年版 統計集(2001 年改訂版)  NISTEP REPORT No.66-2 

2002  平成 12 年版 科学技術指標 データ集 改訂第 2 版 調査資料-88 

   

2004 第 5 版 科学技術指標 平成 16 年版  NISTEP REPORT No.73 

2005  平成 16 年版 科学技術指標 2005 年改訂版 調査資料-117 

2006  科学技術指標 - 第 5 版に基づく 2006 年改訂版 -  調査資料-126 

2007  科学技術指標 - 第 5 版に基づく 2007 年改訂版 - 調査資料-140 

2008  科学技術指標 - 第 5 版に基づく 2008 年改訂版 -  調査資料-155 

2009 科学技術指標 2009 調査資料-170 

2010 科学技術指標 2010 調査資料-187 

2011 科学技術指標 2011 調査資料-198 

2012 科学技術指標 2012 調査資料-214 

2013 科学技術指標 2013 調査資料-225 

2014 科学技術指標 2014 調査資料-229 

2015 科学技術指標 2015 調査資料-238 

2016 科学技術指標 2016 調査資料-251 

2017 科学技術指標 2017 調査資料-261 

2018 科学技術指標 2018 調査資料-274 

2019 科学技術指標 2019 調査資料-283 

2020 科学技術指標 2020 調査資料-295 

2021 科学技術指標 2021 調査資料-311 
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 Marta Entradas Assistant Professor ISCTE-IUL, Lisbon University Institute 
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【調査研究体制】 
神田 由美子 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術予測・政策基盤調査研究センター 
 上席研究官 [全般についての分析実施及び報告書執筆] 
 
西川 開 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術予測・政策基盤調査研究センター 
 研究員 ［第 4章 4.1節についての分析実施及び報告書執筆］ 
 
松本 久仁子 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術予測・政策基盤調査研究センター 
 研究員 ［第 4章 4.2、4.3節についての分析実施及び報告書執筆］ 
 
岡村 麻子 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術予測・政策基盤調査研究センター 
 主任研究官 ［コラム執筆］ 
 
伊神 正貫 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術予測・政策基盤調査研究センター 
 センター長 [分析方針検討及び報告書執筆補助・確認] 
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 National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP), MEXT 
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本報告書の引用を行う際には、以下を参考に出典を明記願います。 
Please specify reference as the following example when citing this NISTEP RESEARCH MATERIAL. 

「科学技術指標 2021」，NISTEP RESEARCH MATERIAL，No.311，文部科学省科学技術・学術政策研究所． 
DOI: https://doi.org/10.15108/rm311 
“Japanese Science and Technology Indicators 2021”, NISTEP RESEARCH MATERIAL, No.311, National Institute of 
Science and Technology Policy, Tokyo. 
DOI: https://doi.org/10.15108/rm311 
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